
 

 

 

 

 

 

 

 

 

「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト／ 

高機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発」 

事後評価報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年３月 

 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 

 



平成２４年３月 

 
 
独立行政法人新エネルギー･産業技術総合開発機構 
理事長 古川 一夫 殿 

 
 
 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 委員長 西村 吉雄 

 
 
 
 

ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、別添のとおり

評価結果について報告します。 

 



 

 

 

目 次 

 

はじめに 1 

分科会委員名簿 2 

審議経過 3 

評価概要 4 

研究評価委員会におけるコメント 7 

研究評価委員会委員名簿 8 

 

第１章 評価 

１．プロジェクト全体に関する評価結果 1-1 

１．１ 総論 

１．２ 各論 

２．評点結果 1-17 

 

第２章 評価対象プロジェクト 

１．事業原簿 2-1 

２．分科会における説明資料 2-2 

 

参考資料１ 評価の実施方法 参考資料 1-1 

参考資料２ 評価に係る被評価者意見 参考資料 2-1 

 

 



1 
 

はじめに 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 

 

本書は、「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト／高機能セ

ンサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発」の事後評価報告書であり、

第２８回研究評価委員会において設置された「異分野融合型次世代デバイス製

造技術開発プロジェクト／高機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセ

スの開発」（事後評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、第３１

回研究評価委員会（平成２４年３月２８日）に諮り、確定されたものである。 

 

 

 

平成２４年３月 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 

 

● 第１回 分科会（平成２３年１１月２８日） 

公開セッション 

１．開会、分科会の設置、資料の確認 

２．分科会の公開について 

３．評価の実施方法と評価報告書の構成について 

４．プロジェクトの概要説明 

５．プロジェクトの詳細説明 

非公開セッション 

６．現地調査 

７．全体を通しての質疑 

公開セッション 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定 

10．閉会 

 

● 現地調査（平成２３年１１月２８日） 

産業技術総合研究所 つくば東地区（茨城県つくば市） 

 

● 第３１回研究評価委員会（平成２４年３月２８日） 
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評価概要 

 

１．総論 

１）総合評価 

BEANS（異分野融合型次世代デバイス）プロジェクトの進展を加速するとい

う意味で非常に有効な短期プロジェクトであり、近い将来その相乗的な効果に

よる成果が期待できる。特に BEANS で先行的に行っていたテーマをいくつか

取り上げて短期間で成果を示した点は評価できる。 

また、MNOIC（マイクロナノオープンイノベーションセンター）運営による

8 インチラインの有効活用により、ファブレスメーカーの製品開発支援、尐量生

産の製造設備として今後、日本の MEMS 開発の拠点になることを期待する。 

しかし、デバイス開発からセンサネットワークのシステム開発まで幅広い成

果が得られた反面、センサネットワークの検証に選ばれている２つのテーマは

効果の判断が難しく、個々のテーマについて選定に工夫が必要であった。また、

8 インチ MEMS プロセスライン設置に重点を置き、クリーンルームの面積を増

やすなどに予算をつけた方が良かった。 

 

２）今後に対する提言 

本プロジェクトで実施したクリーンルーム空調制御システム、植物工場セン

サネットワークシステム、低消費電力 LSI、新センサデバイス原理、低環境負

荷型プロセス技術など、研究開発の着実な継続実施と実用化、事業化が進むよ

うに NEDO として今後の活動を強力にフォローアップして欲しい。 

また、8 インチ MEMS プロセスラインの有効利用について、MNOIC 運営に

よる産学連携共同研究用インフラ設備として活用し、研究用設備貸与や尐量試

作サービス事業を展開する実用化スケジュールが計画されており、今後、日本

の誇れるマイクロナノ・オープンイノベーションセンターとして、さらなる拡

充が望まれる。 

本プロジェクトは短期間で終了しているが、今後、明らかになった問題点を

抽出しそれを解決することが重要である。また、本プロジェクトはセンサネッ

トワークによる省エネのシステムや低環境負荷のプロセス開発などグリーン・

テクノロジーの基礎となる技術が多く、これらを日本中に水平展開できるよう

に応用技術開発も継続的に進めて欲しい。 

 

２．各論 

１）事業の位置付け・必要性について 
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センサ・MEMS 分野の世界市場の動向を見ると、日本は世界トップクラスの

シェアを占めているが、欧米各国と激しい競争を行っており、高機能センサネ

ットシステム開発および MEMS デバイスの製作技術の低環境負荷化はいずれ

も日本の国際競争力維持のために重要なポイントである。本プロジェクトを実

施することにより、その成果をいち早く創出することで国際競争力の向上を図

ることができることから産官学一体とした推進は不可欠で、NEDO のプロジェ

クトとして妥当である。 

一方、１年間という限られた期間内に 8 インチ MEMS プロセスラインを構築

した点は評価できるが、テーマの中にはその有効性についてまだ検証が十分で

はないものもあり、今後の課題として BEANS プロジェクト等で引き続き検討

することが望まれる。 

 

２）研究開発マネジメントについて 

補正予算による 1 年間のプロジェクトであることを踏まえ、効率的できめ細

かいマネジメントが実施され、BEANS プロジェクトとの連携も良く機能してい

た。 

さらに、研究開発実施者はそれぞれの要素技術を実施する上で十分な技術力

と事業化能力を有する企業であり、これらの企業は成果の受け取り手でもある

ことから、ユーザとしての意見は十分に反映される体制であった。また、成果

の実用化につなげる戦略として、各参加企業での実用化、つくばイノベーショ

ンアリーナへの展開、最先端設備の効率的活用が明確になっていた。 

一方、国として広範な研究者が利用できる 8 インチ MEMS ラインを構築した

点は評価できるが、導入された設備はイオン注入装置が無いなど十分なもので

はなく、今後欧米と対抗していく上では迅速な設備増強が望まれる。 

 

３）研究開発成果について 

１年間という限られた期間内に 8 インチ MEMS プロセスラインの構築、セン

サデバイス開発、センサネットワークのシステム開発を行い、ほぼすべての項

目において当初設定した目標を達成したことは評価できる。 

また、高機能センサモジュール小型化の達成レベルは高く、ポリマーMEMS

プロセス、深堀エッチングガス、低温接合、3 次元設計・検査情報共有化フレー

ムワーク等、本プロジェクトで開発された技術は低環境負荷型プロセスの実現

にキーとなるプロセス技術であり、MEMS 生産システムの低環境負荷化への多

大な貢献が期待できる。 

今後、開発成果についてさらにデータを蓄積して、よりわかりやすい形にす

ることで普及を加速すべきである。 
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４）実用化の見通しについて 

8 インチ MEMS プロセスラインについては、MNOIC 運営による産学連携共

同研究用設備として活用し、研究用設備貸与や尐量試作サービス事業を展開す

る実用化スケジュールが明確になっている。また、センサデバイスやセンサネ

ットワークの開発については最終的には、各メーカが製品化するということで

基礎技術確立により実用化への道筋ができたと考える。特にクリーンルーム管

理は時機を得たものであり、今後、店舗・工場への展開を期待したい。 

但し、８インチ MEMS プロセスラインについては欧米に対抗するレベルに達

するにはまだ多くの課題がある。また、センサデバイスやセンサネットワーク

についても実用化の鍵である低価格化と信頼性確保の課題が残されており、引

き続き課題をブレークダウンしてプロジェクトを継続していくことが望まれる。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 

第３１回研究評価委員会（平成２４年３月２８日開催）に諮り、本評価報告

書は確定された。研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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一般社団法人ナノテクノロジービジネス推進協議会 

企画運営推進会議 副議長 

五十嵐 哲 学校法人工学院大学 工学部 応用化学科 教授 

伊東 弘一 
学校法人早稲田大学 理工学術院 総合研究所 

客員教授（専任） 

稲葉 陽二 学校法人日本大学 法学部 教授 

尾形 仁士 三菱電機エンジニアリング株式会社 相談役 

小林 直人 学校法人早稲田大学 研究戦略センター 教授 

佐久間一郎 
国立大学法人東京大学 大学院工学系研究科 

精密機械工学専攻 教授 

佐藤 了平 
国立大学法人大阪大学 大学院工学研究科 マテリアル

生産科学専攻（システムデザイン領域担当） 教授 

菅野 純夫 
国立大学法人東京大学 大学院新領域創成科学研究科 

メディカルゲノム専攻 教授 

架谷 昌信 学校法人愛知工業大学 特任教授 

宮島  篤 国立大学法人東京大学 分子細胞生物学研究所 教授 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 章 評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 

 

 



1-1 
 

１．プロジェクト全体に関する評価結果 

１．１ 総論 

１）総合評価 

BEANS（異分野融合型次世代デバイス）プロジェクトの進展を加速するとい

う意味で非常に有効な短期プロジェクトであり、近い将来その相乗的な効果に

よる成果が期待できる。特に BEANS で先行的に行っていたテーマをいくつか

取り上げて短期間で成果を示した点は評価できる。 

また、MNOIC（マイクロナノオープンイノベーションセンター）運営による

8 インチラインの有効活用により、ファブレスメーカーの製品開発支援、尐量生

産の製造設備として今後、日本の MEMS 開発の拠点になることを期待する。 

しかし、デバイス開発からセンサネットワークのシステム開発まで幅広い成

果が得られた反面、センサネットワークの検証に選ばれている２つのテーマは

効果の判断が難しく、個々のテーマについて選定に工夫が必要であった。また、

8 インチ MEMS プロセスライン設置に重点を置き、クリーンルームの面積を増

やすなどに予算をつけた方が良かった。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 短期間の間、震災などありながら、8 インチ MEMS ラインの中心的設備

を整え、稼働させる状況に持ってこられていることは大変評価できる。こ

れが企業等の試作に貢献でき、日本の MEMS 開発の拠点になれることを

期待する。 

○ 国の援助がないと成立しないプロジェクトであり、諸外国を見るにむしろ

遅すぎたといえる。 

○ BEANS プロジェクトの進展を加速するという意味で非常に有効な短期

プロジェクトであり、近い将来その相乗的な効果による成果が期待できる。

特に BEANS で先行的に行っていたテーマをいくつか取り上げて短期間

で成果を示した点が特徴的である。その中で企業がそれぞれの得意技術を

活用して実用化に結びつく研究を加速したことも評価できる。震災など予

測できない環境の変化があった点も考慮すると、プロジェクト全体として

想定されたものに対して十分な成果が上がったと判断できる。 

○ 地球温暖化対策のための温室効果ガス削減や原子力発電からのエネルギ

ー政策の見直しが緊急に求められている現時点において、センサネットワ

ークによる環境制御や環境にやさしいプロセス開発は日本の発展に不可

欠な事業と考える。 

○ 高機能センサネットワークシステムでは、本プロジェクトで開発された技

術により、製造プロセスの省資源化、高効率化の実現が期待でき、今後実
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用化を推進することにより、センサネットワーク市場の拡大につながるこ

とが期待できる。また、検証用クリーンルームの CO2 削減見込みや高機

能センサモジュールの小型化は世界最高レベルである。低環境負荷型製造

プロセスでは、ポリマーMEMS プロセス、深堀エッチングガス、低温接

合、3 次元設計・検査情報共有化フレームワーク等、本プロジェクトで開

発された技術は低環境負荷型プロセスの実現にキーとなるプロセス技術

であり、MEMS 生産システムの低環境負荷化への多大な貢献が期待でき、

成果の意義は深い。 

○ また、担当参加企業が継続して研究開発し数年後の実用化を目指しており、

成果の実用化イメージ・出口イメージは明確である。8 インチラインの有

効利用については、MNOIC 運営による産学連携共同研究用インフラ設備

として活用し、研究用設備貸与や尐量試作サービス事業を展開する実用化

スケジュールが明確になっている。 

○ さらに、端末寸法小型化、無線化などセンサネットワークの課題解決によ

り、MEMS センサネットワークの普及、市場拡大が期待され、技術的・

経済的・社会的波及効果は大きい。低環境負荷型プロセス技術の実用化、

普及が進めば MEMS 製造プロセスの CO2 排出量削減が見込まれ、経済

的・社会的波及効果が期待される。MNOIC 運営による 8 インチラインの

有効活用により、ファブレスメーカーの製品開発支援、尐量生産の製造設

備として産業界への多大な波及効果が期待できる。 

○ 我が国の今後の基盤技術として、本プロジェクトは革新的 MEMS の基幹

となる量産想定の 8 インチパイロット設置が不可欠であったが、今回、高

機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発の中で短期間

に設置でき、評価できる。またセンサネットのセンサ開発・低環境負荷型

プロセスの開発においてもロードマップに沿ったものであり、事業目的し

て妥当と判断する。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● １年間と極めて短い期間で MEMS の製造ライン立ち上げからプロセス開

発、 デバイス開発からセンサネットワークのシステム開発まで幅広い成

果が得られた反面、もう尐し集中した方がより有効な結果が得られる感じ

もする。 

● 短期間の大型装置の設置、整備であり、設備を設置するクリーンルームの

建物が、2 カ所に分かれていることは、使用者の立場から使い勝手の点で

問題である。今後通路をもうけるなど一体化をする必要がある。 

● MEMS と LSI の融合も視野に入れたプロジェクトであれば良かったと思
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う。そういう意味では、補正予算でなく本予算で対応するプロジェクトで

ある。 

● 即効的プロジェクトという総合的な観点からのテーマ設定は妥当であり

成果の上がる体制は整っているが、個々のテーマについてはやや選定に工

夫が必要であったように感じられる。特にセンサネットワークの検証に選

ばれている２つのテーマは効果の判断が難しく、その選定等にもう尐し考

慮が必要であったと考えられる。 

● 短期間での事業のそれぞれのテーマがやや多すぎ、BEANS プロジェクト

との関係が尐々あいまいという印象を受けた。8 インチパイロット設置に

重点を置き、例えばクリーンルームの面積を増やすなどに予算をつけたほ

うがよかったのではと思う。 

 

〈その他の意見〉 

・ 短期間にそれぞれ目標を達成したことは評価に値する。 

・ 震災の影響などもあり１年間という短期間で上がる成果も限定的である

ことから、評価の時期を遅くした方が良かったと考える。 
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２）今後に対する提言 

本プロジェクトで実施したクリーンルーム空調制御システム、植物工場セン

サネットワークシステム、低消費電力 LSI、新センサデバイス原理、低環境負

荷型プロセス技術など、研究開発の着実な継続実施と実用化、事業化が進むよ

うに NEDO として今後の活動を強力にフォローアップして欲しい。 

また、8 インチ MEMS プロセスラインの有効利用について、MNOIC 運営に

よる産学連携共同研究用インフラ設備として活用し、研究用設備貸与や尐量試

作サービス事業を展開する実用化スケジュールが計画されており、今後、日本

の誇れるマイクロナノ・オープンイノベーションセンターとして、さらなる拡

充が望まれる。 

本プロジェクトは短期間で終了しているが、今後、明らかになった問題点を

抽出しそれを解決することが重要である。また、本プロジェクトはセンサネッ

トワークによる省エネのシステムや低環境負荷のプロセス開発などグリーン・

テクノロジーの基礎となる技術が多く、これらを日本中に水平展開できるよう

に応用技術開発も継続的に進めて欲しい。 

 

〈今後に対する提言〉 

○ 本プロジェクトで実施したクリーンルーム空調制御システム、植物工場セ

ンサネットワークシステム、低消費電力 LSI、新センサデバイス原理、低

環境負荷型プロセス技術などは担当した参加企業が継続して研究開発し、

数年後の実用化を目指すことになっており、研究開発の着実な継続実施と

実用化、事業化が進むよう NEDO としても今後の活動を強力にフォロー

アップしていただきたい。このためには、実用化、事業化をより推進する

ための組織的・体制的な工夫がもっと必要と考える。 

○ また、8 インチラインの有効利用については、MNOIC 運営による産学連

携共同研究用インフラ設備として活用し、研究用設備貸与や尐量試作サー

ビス事業を展開する実用化スケジュールが計画されているが、関係者の努

力により円滑な推進を期待する。 

○ 本プロジェクトは短期間で終了しているが、成果が上がるには（成果が検

証されるには）時間が掛かると考えられる。今後、本プロジェクトにおい

て明らかになった問題点を抽出しそれを解決することが重要で、日本の技

術的優位性の確保を意識した後継プロジェクトが待望される。また、８イ

ンチ MEMS ラインの維持には今後相当な費用を要することが予想され、

その自立的運用に関して戦略と工夫が必要と思われる。 

○ 日本の MEMS 試作、開発拠点になる環境を整える必要がある。特に建物

が独立しておらず、外部から日本の拠点となる姿が見えない。また、スタ
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ッフの充実も必要である。この事業以外でも長期プランのもとに上記拠点

に向かった整備が必要と思われる。 

○ 日本の誇れるマイクロナノ・オープンイノベーションセンターとして、さ

らなる拡充をお願いしたい。 

○ 現在のクリーンルームでは面積があまりに小さく、今後の展開が難しい。

早急の対応が必要と考える。 

○ 本事業ではセンサネットワークによる省エネのシステムや低環境負荷の

プロセス開発などグリーン・テクノロジーの基礎となる技術が多く、これ

らを日本中に水平展開できるように応用技術開発も継続的に進めてもら

いたい。 

○ MEMS と LSI の融合を促進するプロジェクトの追加。全国規模での人材

育成の施設としての機能強化を望む。 
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１．２ 各論 

１）事業の位置付け・必要性について 

センサ・MEMS 分野の世界市場の動向を見ると、日本は世界トップクラスの

シェアを占めているが、欧米各国と激しい競争を行っており、高機能センサネ

ットシステム開発および MEMS デバイスの製作技術の低環境負荷化はいずれ

も日本の国際競争力維持のために重要なポイントである。本プロジェクトを実

施することにより、その成果をいち早く創出することで国際競争力の向上を図

ることができることから産官学一体とした推進は不可欠で、NEDO のプロジェ

クトとして妥当である。 

一方、１年間という限られた期間内に 8 インチ MEMS プロセスラインを構築

した点は評価できるが、テーマの中にはその有効性についてまだ検証が十分で

はないものもあり、今後の課題として BEANS プロジェクト等で引き続き検討

することが望まれる。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 日本の置かれた現状から、本プロジェクトの内容及び産官学の共同研究体

制の観点から NEDO 事業として妥当である。 

○ 本事業の柱の一つである 8 インチ MEMS ライン構築は低価格の量産型

MEMS センサ開発に不可欠であり、ロボット・新機械イノベーションプ

ログラムに大いに寄与するものと思う。 

○ 世界的技術動向から位置づけ、必要性は妥当である。 

○ 総合評価でも述べたように補正予算ではなく、本予算で国家戦略に基づい

て計画的に行うプロジェクトである。もちろん公共性が高く NEDO の関

与が必要である。 

○ ロボット・機械分野の日本の優位性を確保するために重要なプロジェクト

であり、産官学一体とした推進が不可欠で NEDO のプロジェクトとして

相応しいと考える。高機能センサネットシステム開発および MEMS デバ

イスの製作技術の低環境負荷化はいずれも日本の国際競争力維持のため

に重要なポイントであり、タイムリーな研究テーマである。 

○ 本プロジェクトの目的は、高機能センサネットシステム・センサモジュー

ルの事業化と、低環境負荷型製造プロセスの確立に向けた開発・実証研究

を行うことである。この目的は、経済産業省ロボット・新機械イノベーシ

ョンプログラムの達成目標である、バイオ技術や IT 技術などの異分野技

術を活用した従来の機械の概念を超えた新しい機械の創造、2015 年頃に

革新的 MEMS の本格普及を目指すことによる、安全・安心な社会の構築

への貢献に寄与する。 
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○ また、補正予算への対応としては、「明日の安心と成長のための緊急経済

対策」として、「環境・エネルギー技術への挑戦」が求められたが、「高機

能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発」として緊急に実

施し、その目的に合致している。 

○ さらに、本プロジェクトは、民間活動のみでは達成できず、公共性が高い

ことから、NEDO 事業として取り組む妥当性がある。 

○ センサ・MEMS 分野の世界市場の動向を見ると、日本は世界トップクラ

スのシェアを占めているが、欧米各国と激しい競争を行っている。本プロ

ジェクトを実施することにより、その成果をいち早く創出することで国際

競争力の向上を図ることができる。本プロジェクトの事業の目的は妥当で

ある。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● もっと時間をかけて整備することが必要か。補正予算でも建物を含めた日

本の拠点としての環境が必要。 

● 例えば振動発電デバイスなど、補正予算での研究期間では短期間過ぎるも

のがある。研究担当企業にやや無理して参加させたという印象を持った。 

● G デバイス開発について 4 つの開発項目が並行して進められてきたが、8

インチ MEMS クリーンルーム構築・高機能センサモジュール技術の開発

目的が明確であるのに対して、クリーンルームおよび植物工場 2 つのセン

サネットワーク開発は達成度の指標が明確とは言えず、その効果、特に費

用対効果の検証が難しい。その有効性を示すためには、センシングの項

目・ポイント数と制御可能な要素のバランスを考える必要がある。低環境

負荷プロセスについてはそれぞれ一定の成果が上がっているが、低環境負

荷の客観的・定量的指標を確立することが重要で、今後の課題として

BEANS プロジェクト等で引き続き検討することが望まれる。 

● 本来の MEMS の展開、すなわちマイクロ構造（可動構造を含む）と LSI

の融合が実行できる施設に改善すべき。 

● １年間という限られた期間内に 8 インチ MEMS ラインを構築した点は評

価できるが、その有効性についてはまだ検証が十分ではなく、今後さらな

る設備の追加や技術の標準化が必要と思われる。 

 

〈その他の意見〉 

・ 今回見学した 8 インチ MEMS ラインのクリーンルームはかなり手狭な印

象を受けた。今後の発展を考えるともっと広いクリーンルームを作るべき

ではなかったかと思う。 
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・ 補正予算による短期プロジェクトであり、成果の評価は今後の展開を考慮

しつつ行うことになり、現時点での事後評価はあまり意義を感じない。今

後同様なプロジェクトについては事後評価の時期について考慮が必要と

思われる。 
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２）研究開発マネジメントについて 

補正予算による 1 年間のプロジェクトであることを踏まえ、効率的できめ細

かいマネジメントが実施され、BEANS プロジェクトとの連携も良く機能してい

た。 

さらに、研究開発実施者はそれぞれの要素技術を実施する上で十分な技術力

と事業化能力を有する企業であり、これらの企業は成果の受け取り手でもある

ことから、ユーザとしての意見は十分に反映される体制であった。また、成果

の実用化につなげる戦略として、各参加企業での実用化、つくばイノベーショ

ンアリーナへの展開、最先端設備の効率的活用が明確になっていた。 

一方、国として広範な研究者が利用できる 8 インチ MEMS ラインを構築した

点は評価できるが、導入された設備はイオン注入装置が無いなど十分なもので

はなく、今後欧米と対抗していく上では迅速な設備増強が望まれる。 

 

〈肯定的意見〉 

○ プロジェクト管理もよく、普及活動、成果展開とも満足できる。 

○ 各テーマに対し、参加企業の実用化計画の明確化はよい。 

○ 短期間の間によく立ち上げることが出来たと思う。評価できる。 

○ これだけ多くの開発アイテムを数回の推進委員会や拠点毎研究会議でフ

ォローしながら、１年間という限られた期間内にすべての目標を達成した

点は協賛に値するものと思う。 

○ 高機能センサネットシステム開発：この研究開発目標は、MEMS 技術戦

略マップ 2010 の中の応用事例として取り上げられ、その目標値は従来達

成されていない。また、CO2削減比とセンサ寸法の目標値が定量的に設定

されている。さらに、これらの定量値は目標達成度を測定・判断するため

の適切な指標である。 

○ 低環境負荷型製造プロセス：この研究開発目標は、MEMS 技術戦略マッ

プ 2010 のロードマップ数値をクリヤすることを狙いとして設定された戦

略的目標である。その数値は従来未達成である。また、温暖化ガス排出量

の削減可能値、接合温度の目標値が定量的に設定されている。一方、大口

径 MEMS 用試作ラインと設計・計測・ファブ環境情報については、目標

達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されている。 

○ 研究開発のスケジュール、予算はほぼ妥当である。また、目標達成に必要

な要素技術を網羅し、要素技術間の関係、順序は適切である。さらに、新

センサ原理検討項目の中で、これまで BEANS プロジェクトで開発してき

たセンサ技術を取り上げ、実用化の観点から絞り込んだうえで活用を図っ

ている。 
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○ 研究開発の実施体制として、推進体制は BEANS の体制の中で取り組み、

研究体制は G デバイスセンターと G デバイスセンター関西に分かれて進

めており適切である。研究開発実施者はそれぞれの要素技術を実施する上

で十分な技術力と事業化能力を有する企業である。これら企業は成果の受

け取り手でもあり、ユーザとしての意見は十分に反映される体制である。

全体を統括するプロジェクトリーダーとして前田研究グループ長が選任

され、十分に活躍できる環境が整備されている。 

○ 成果の実用化につなげる戦略として、各参加企業での実用化、つくばイノ

ベーションアリーナへの展開、最先端設備の効率的活用が明確になってい

る。また、知財マネジメントの方針も明確である。 

○ 補正予算による 1 年間の緊急実施事業であることを踏まえ、効率的できめ

細かいマネジメントを実施した。東日本大震災に対しても適切に対応し予

定通り事業を完了した。 

○ 短期間に施設のみならず、試作できる体制を作り上げられたのは、プロジ

ェクトリーダーや担当者の努力の賜物である。 

○ 補正予算による短期プロジェクトであり、震災など予想外のことが起こっ

たことを考えると十分機能したマネジメント体制であった。BEANS プロ

ジェクトとの連携も良く機能したように思われる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● 短期間で実現したことを考慮すると、特に指摘することはないが、補正予

算ということで短期間に遂行しないという制限があるのかもしれないが、

もともと短期間でやるべき代物ではない。日本の今後を左右する重要なプ

ロジェクトであると言っても過言ではない。補正予算ということもあり、

予算の制約上致し方ないことかもしれないが、複数のクリーンルームを出

入りするのに一度外に出ないといけないなど、根本的な問題（不都合）が

ある。 

● 短期間のプロジェクトであり、震災の影響もあり普及活動が限られた面も

理解できるが、G デバイスプロジェクト・8 インチライン等についてコン

セプト・有効性のアピールに目的を絞った独自のシンポジウムを行うなど

もう尐し工夫が必要であったと思われる。 

● 国として広範な研究者が利用できる 8 インチ MEMS ラインを構築した点

は評価できるが、導入された設備はイオン注入装置が無いなど十分なもの

ではなく、今後欧米と対抗していく上では迅速な設備増強が望まれる。 

● 補正予算頼みではなく、産総研のマスタープランの基に計画される長期的

な展望が望まれる。 
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３）研究開発成果について 

１年間という限られた期間内に 8 インチ MEMS プロセスラインの構築、セン

サデバイス開発、センサネットワークのシステム開発を行い、ほぼすべての項

目において当初設定した目標を達成したことは評価できる。 

また、高機能センサモジュール小型化の達成レベルは高く、ポリマーMEMS

プロセス、深堀エッチングガス、低温接合、3 次元設計・検査情報共有化フレー

ムワーク等、本プロジェクトで開発された技術は低環境負荷型プロセスの実現

にキーとなるプロセス技術であり、MEMS 生産システムの低環境負荷化への多

大な貢献が期待できる。 

今後、開発成果についてさらにデータを蓄積して、よりわかりやすい形にす

ることで普及を加速すべきである。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 8 インチ MEMS ラインの立ち上げを中心とする整備の 1 年間の成果とし

ては十分なものである。 

○ BEANS プロジェクトの推進を加速する位置づけとして本プロジェクト

が位置付けられていることが良く理解できた。G デバイスについては、8

インチ MEMS ラインの立ち上げ、高機能センサモジュールの開発など、

震災の影響を考えると短期間の中で十分成果が上がっている。また、低環

境プロセスに関しても設定されたテーマごとに一定の成果が上がってお

り、今後の展開に期待がもてる。 

○ 高機能センサネットシステム開発：センサネットシステム開発で検証用ク

リーンルームの CO2削減（90 年度比 60％削減）見込み、大口径 MEMS

プロセスライン構築、植物工場で 20％の省エネ効果、高機能センサモジ

ュール試作で 30ｘ30ｘ10ｍｍの小型化達成、などほぼ完全に目標を達成

している。 

○ 低環境負荷型製造プロセス：ポリマーMEMS 基本プロセス確立、深堀エ

ッチングにおける温暖化ガス排出量 90％削減の指針確保、250℃以下の低

温接合課題抽出、3 次元設計・検査情報共有化フレームワーク指針確保、

などほぼ完全に目標を達成している。 

○ 高機能センサネットワークシステム：本プロジェクトで開発された技術に

より、製造プロセスの省資源化、高効率化の実現が期待でき、今後実用化

を推進することにより、センサネットワーク市場の拡大につながることが

期待できる。また、検証用クリーンルームの CO2 削減見込みや高機能セ

ンサモジュールの小型化は世界最高レベルである。 

○ 低環境負荷型製造プロセス：ポリマーMEMS プロセス、深堀エッチング
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ガス、低温接合、3 次元設計・検査情報共有化フレームワーク等、本プロ

ジェクトで開発された技術は低環境負荷型プロセスの実現にキーとなる

プロセス技術であり、MEMS 生産システムの低環境負荷化への多大な貢

献が期待できる。 

○ いずれの項目も、投入された予算に見合った成果が得られており、成果の

意義は深い。 

○ 5 件の特許出願、3 件の出願手続き中があり、知的財産権等の取扱は計画

に沿って適切に行われている。 

○ 15 件の研究発表・講演がおこなわれ、発表は適切である。また、展示会

での成果概要展示、8 インチ MEMS プロセスライン見学会、国際会議創

設など、一般に向けた広い情報発信を行っている。 

○ １年間という限られた期間内に 8 インチ MEMS ラインの構築、8 項目の

センサデバイス開発、センサネットワークのシステム開発を行い、すべて

の項目において当初設定した目標を達成したことは評価される。特にパー

ティクルセンサについてはゼロからスタートして開発できたことは称賛

に値する。 

○ 短期間でそれぞれ目標達成しおり、評価できる。量・質とも満足できる。

成果の普及もよく行われている。 

○ このプロジェクトは目的であるファブリケーション施設を短期間で立ち

上げた点では目的を果たしている。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● センサデバイス開発やセンサネットワークの開発の成果についてはさら

にデータを蓄積して、よりわかりやすい形にすることで普及を加速すべき

と思われる。 

● 本プロジェクトは施設の立ち上げのほか、クリーンルームなどにパーティ

クルセンサなどを配置し低消費電力化する、いわゆるセンサネットによる

グリーン化（エコ化）並びにプラスティック成型による MEMS 製造の課

題があるが、このプラスティック成型についての成果が良く見えていない。 

● G デバイス・低環境負荷プロセスいずれも BEANS プロジェクトでの先行

研究を関連した研究テーマが設定されているが、その目的達成のために最

適なテーマであるかその選択にやや疑問を感じる。基礎・基盤研究として

の位置づけであるならば、短期間に成果が上がることを意識せず BEANS

以外の新たなテーマを増やす可能性があったのではないかと感じる。 

● 野菜工場などの開発成果は、期間が短いので、今後継続して行う必要があ

る。 



1-13 
 

● 短期間ということもあるが、特許出願がやや尐ない。 

 

〈その他の意見〉 

・ 8 インチ MEMS ラインについては場所貸しだけでなく、ファンダリーサ

ービスまで拡張した方が有効活用できると思う。 
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４）実用化の見通しについて 

8 インチ MEMS プロセスラインについては、MNOIC 運営による産学連携共

同研究用設備として活用し、研究用設備貸与や尐量試作サービス事業を展開す

る実用化スケジュールが明確になっている。また、センサデバイスやセンサネ

ットワークの開発については最終的には、各メーカが製品化するということで

基礎技術確立により実用化への道筋ができたと考える。特にクリーンルーム管

理は時機を得たものであり、今後、店舗・工場への展開を期待したい。 

但し、８インチ MEMS プロセスラインについては欧米に対抗するレベルに達

するにはまだ多くの課題がある。また、センサデバイスやセンサネットワーク

についても実用化の鍵である低価格化と信頼性確保の課題が残されており、引

き続き課題をブレークダウンしてプロジェクトを継続していくことが望まれ

る。 

 

〈肯定的意見〉 

○ 企業で整えるには高価な装置が設置されていて、試作ラインとして成果が

期待できる。 

○ このプロジェクトは目的であるファブリケーション施設を短期間で立ち

上げた点では目的を果たしている。本来のこのプロジェクトの成果は、現

時点では判断できない。今後の新しいデバイスの発掘、産学官の連携の促

進、人材育成の活性化にかかっている。 

○ 研究開発企業の事業化の見通しを明確にした活動はよい。今後のフォロー

をお願いしたい。 

○ 特にクリーンルーム管理は時機を得たものである。店舗・工場への展開を

期待したい。 

○ G デバイスにおいて高機能センサモジュール技術開発は、戦略的観点から

意欲的であり波及効果も期待できる。低環境負荷プロセスの個々のテーマ

も波及効果が大きいものが概ね選定されている。各企業で行っているデバ

イスの開発は、具体的に実用化を意識したもので、本プロジェクトで実施

した内容については比較的短期間で効果が上がることが期待される。 

○ 8 インチ MEMS ラインについては MNOIC が設立されて実用化への第一

歩を踏み出せたと思う。センサデバイス開発やセンサネットワークの開発

については最終的には各メーカが製品化するということで基礎技術確立

により実用化への道筋ができたと思う。 

○ 成果の実用化可能性：クリーンルーム空調制御システム、植物工場センサ

ネットワークシステム、低消費電力 LSI、新センサデバイス原理、低環境

負荷型プロセス技術などは担当した参加企業が継続して研究開発し、数年
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後の実用化を目指しており、成果の実用化イメージ・出口イメージは明確

である。 

○ 成果の実用化可能性：8 インチラインの有効利用については、MNOIC 運

営による産学連携共同研究用インフラ設備として活用し、研究用設備貸与

や尐量試作サービス事業を展開する実用化スケジュールが明確になって

いる。 

○ 波及効果：端末寸法小型化、無線化などセンサネットワークの課題解決に

より、MEMS センサネットワークの普及、市場拡大が期待され、技術的・

経済的・社会的波及効果は大きい。 

○ 波及効果：低環境負荷型プロセス技術の実用化、普及が進めば MEMS 製

造プロセスの CO2 排出量削減が見込まれ、経済的・社会的波及効果が期

待される。 

○ 波及効果：MNOIC 運営による 8 インチラインの有効活用により、ファブ

レスメーカーの製品開発支援、尐量生産の製造設備として産業界への多大

な波及効果が期待できる。 

 

〈問題点・改善すべき点〉 

● プロジェクトの評価を一度して終わりではなく、評価はあくまでも今後改

善してより良いものを実現することに主眼をおいて、実際に今後使用する

ユーザの建設的な意見を取り入れ前向きに改善していく方策も組み入れ

るべきである。 

● 装置などの設備が、2 カ所に分離されているので、今後一体化を行い利用

しやすい工夫が必要。また、回路が作製できる設備の設置、スタッフの充

実が望まれる。 

● 8 インチ MEMS プロセスラインは生産効率の面から魅力的であるが、多

品種尐量生産が多い実際の MEMS 応用分野ではトータルな意味での効

率・コストの面から優位性を判断するのは難しい。CMOS との融合など

実用化に向けて今後解決すべき課題が多いと感じる。 

● ８インチ MEMS ラインについては欧米に対抗するレベルに達するにはま

だ多くの課題があり、またセンサデバイスやセンサネットワークについて

も実用化の鍵である低価格化と信頼性確保が残されており、引き続き課題

をブレークダウンしてプロジェクトを継続していくことが望まれる。 

● 実用化にはさらなる研究が必要と思われるテーマ、例えば振動発電デバイ

スなど今後の進め方を議論してほしい。他のプロジェクトでも多々行われ

ている。それらとの関係は? 
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〈その他の意見〉 

・ マイクロナノ・オープンイノベーションセンターとして、まだ管理・技術

とも心配である。現在はそれぞれの技術に対しての対応は研究者で行って

いるが、試作などのサービスでは研究者でない技術者が必要と思う。今後

どのようにヒト・モノ・金をどうしていくか? 
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３．評点結果 
３．１ プロジェクト全体 

2.0 

2.8 

2.7 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A 

２．研究開発マネジメントについて 2.7 A A A A B B 

３．研究開発成果について 2.8 A A A B A A 

４．実用化の見通しについて 2.0 B A B B C B 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化の見通しについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 評価対象プロジェクト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2-1 
 

１．事業原簿 

次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

「異分野融合型次世代デバイス製造技術 

開発プロジェクト／高機能センサネットシステムと低環

境負荷型プロセスの開発」 

 

 

 

事業原簿【公開】 

 

担当部 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

技術開発推進部 

 

 

「高機能センサネットシステムと
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概 要 
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ロボット・新機械イノベーションプログラム  

プロジェクト名 

異分野融合型次世代デバイス製

造技術開発プロジェクト／高機

能センサネットシステムと低環

境負荷型プロセスの開発 
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者 

技術開発推進部 奥谷 英司（平成 23年 11月現在） 

技術開発推進部 渡辺 秀明（平成 22年 3月～平成 23年 3月） 

０．事業の概要 

2015年以降 2025年に向けて革新的イノベーションを起こし、更なる市場の拡大を図る

には、従来電子・機械製造技術と完全に異分野とされてきた技術とを融合させる等によ

り、これまでの製造技術の概念・常識を打ち破った技術を創出することが肝要である。

このため、「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト」では、MEMS製造技

術とナノ・バイオ等異分野技術の融合による以下①～④の研究開発項目により新たな共

通基盤製造技術を開発する。①バイオ・有機材料融合プロセス技術、②3次元ナノ構造形

成プロセス技術、③マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術、また、開発成

果の産業界への普及促進に向けた環境整備のため、④異分野融合型次世代デバイス製造

技術知識データベースの整備を行う。 

今回の事後評価対象テーマ「高機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの

開発」は、「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト」の研究開発項目

⑤として、平成 21年度補正予算で約 1年間実施されたものであり、本テーマでは、「異

分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト」で開発したプロセス技術等を活

用しつつ、高機能センサネットシステム・センサモジュールの事業化と、低環境負荷型

製造プロセスの確立に向けた開発・実証研究を行う。 

Ⅰ．事業の位置付

け・必要性に

ついて 

工場等の製造現場において、原材料や使用資源のきめ細かい状況モニタリングと制御

を行う微細・極小、高機能なセンサの実用化により、製造プロセスの省資源化、高効率

化の実現が期待されている。小型で低コスト、かつ信頼性の高いワイヤレスセンサとす

ることで、設置にあたっての大がかりな工事を必要とせず、既存施設にも低コストでの

導入が可能となる。合わせて、センサの製造において低環境負荷型の製造プロセス技術

の開発を行うことで、生産システムの低炭素化にも貢献が可能となる。 

本テーマは、上記背景に加え、全世界的課題として環境エネルギー問題への対応が国

や産業毎に強く要請されている中、平成 21 年度補正予算（第 2 号）「明日の安心と成長

のための緊急経済対策」を実施するために措置された「環境・エネルギー技術への挑戦」

に位置付けられた事業であり、NEDO はこれに早期に対応すべく「異分野融合型次世代デ

バイス製造技術開発プロジェクト」に追加して緊急に実施した。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

                                                      事業の目標 

①高機能センサネットシステム開発 

検証用のクリーンルームにおいて、従来比（1990 年比）CO2 削減 60％のセンサネット

制御システムを開発する。また、一辺 30mm、厚み 10mm以内に複数の MEMSセンサと処理

回路、無線回路、エネルギーデバイスとの融合を想定したセンサモジュールプラットフ

ォームを作製する。 

②低環境負荷型プロセス技術開発 

現状の SF6ガスに対し、複数の代替候補ガスを調査・検討し、温暖化ガス排出量を 90％

以上削減可能とする最適代替ガスの選定指針を得る。また高機能デバイス薄膜の集積化

に関し、250℃以下で大気圧付近から真空で封止できる接合方式を決定する。さらに生体

適合性ポリマーを用いた MEMS製造プロセスにおいて、シミュレーションを用いて機械特



性などの機能数値を具体的に示す。 

大口径 MEMS用試作ラインにて、センサ用途等 TEGの設計および試作を複数種類行い、

歩留まり、生産性、効率性のデータとデバイスの動作を妨げる製造装置、製造プロセス、

デバイス構造起因の欠陥・ばらつき等の課題を抽出する。研究開発項目②「3次元ナノ構

造形成プロセス技術開発」の成果である中性粒子ビームエッチングをセンサ TEG に適用

し、デバイス性能への効果を検証する。 

設計・計測・ファブ環境情報において共有化する情報を類型化し、データ共有化のた

めのデータフォーマット、それに付随する基本ソフトウェアの開発を行い、MEMS-TEG を

用いてデータ交換および設計手法の検証を行う。また、クリーンルームおよび製造・検

査装置に関わる消費エネルギー、二酸化炭素排出量など環境情報の収集管理の方法を決

定する。 

 

事業の計画内

容 

主な実施事項 H20fy H21fy H22fy H23fy H24f

y 

 

⑤高機能センサ

ネットシステム

と低環境負荷型

プロセスの開発 

 
 

    

開発予算 

契約種類： 

（委託（○）） 

会計・勘定 H20fy H21fy H22fy   総額 

補正予算（一般）  3,310（百万円）   
3

,

3

1

0 

開発体制 

経産省担当原課 製造産業局産業機械課、産業技術環境局研究開発課 

プロジェクトリ

ーダ 

「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト」 

技術研究組合 BEANS研究所 所長 遊佐 厚 

 

⑤高機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発 

テーマリーダ 独立行政法人 産業技術総合研究所 前田 龍太郎

（「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト」サブプ

ロジェクトリーダ） 

委託先 
（平成 22 年度時

点） 

技術研究組合 BEANS研究所 

【オリンパス、オムロン、デンソー、三菱電機、大日本印刷、パナソニック電

工、日立製作所、日立ハイテクノロジーズ、日立プラントテクノロジー、東芝、

富士電システムズ、セイコーインスツル、アルバック、みずほ情報総研、堀場

製作所、産業技術総合研究所、立命館大学、マイクロマシンセンター】 

Ⅲ．研究開発成果

について 

本事業は、大きく二つのカテゴリーとして、「高機能センサネットシステム」と「低

環境負荷型プロセス開発」に分けられる。前者は、高機能センサネットシステムの実験

場としての 8 インチ MEMS 一貫プロセスライン（クラス 1000 クリーンルームとプロセス

装置群）の構築と、そこでの空調オンデマンド制御に連動したセンサネットシステムの

設置による CO2削減目標の検証を実施し、後者は、MEMS製造プロセスとして特徴的な Si

深堀エッチングと接合におけるプロセスの低環境不負荷化、前述の 8インチ MEMS一貫プ

ロセスラインでの MEMS 基本プロセスレシピとして 7 種類の MEMS デバイスのテストエレ

メントグループ（TEG）の開発を行い、いずれも目標を達成した。 

投稿論文 「査読付き」9件  

特  許 「出願済」5件（3件手続き中）（内外国出願 0件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
「学会発表」6件、「セミナー講演会・展示会」3件 

Ⅳ．実用化の見通

しについて 

それぞれの研究開発課題を担当した研究員の所属する企業において、例えば半導体ク

リーンルーム用センサネットシステム事業や、植物工場への事業、各種低環境負荷型プ

ロセスの自社事業などにおいて、それぞれ展開されつつある。 

また、世界的にも例を見ない低環境負荷化を実現できる高機能センサネットシステム

を完備した MEMS一貫プロセス開発・試作施設は、我国有数の 8インチという MEMSとし

（異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト 

研究開発項目①～④） 



ては大口径ウェハを扱える先端的な装置群を完備した研究開発拠点となりうる。これら

については、我が国の研究拠点 TIA-NMEMSへの展開を想定し、MEMS協議会にマイクロナ

ノイノベーションセンター（MNOIC）を研究・開発から量産試作まで踏まえた研究開発の

実行部隊として組織し、平成 23年 7月に設置された。本事業により設備が構築された AIST

集積マイクロシステム研究センターと共同で MNOICは研究開発試作機能の構築と継続的

運営を図るべく取り組みを進めている。 

Ⅴ．基本計画に関

する事項 

作成時期 平成 21年 3月 作成 

変更履歴 

平成 21年 3月 改訂（NEDOへ移管されることに伴う根拠法等の変更） 

平成 21年 12月 改訂（研究開発項目⑤「高機能センサネットシステムと低

環境負荷型プロセスの開発」を追加） 

平成 22年 3月 改訂（研究開発項目②(3)宇宙適用３次元ナノ構造形成技術」

の研究開発の目標を産業化の進展を踏まえ変更） 

 



 

プロジェクト用語集 

【AHU】 AHU（エアハンドリングユニット）とは、外部熱源設備から供給される冷水・温水・

蒸気等を用いて、空気の温度・湿度を調節して部屋へ供給する、比較的大きな一体

型の空気調和機である。 

【Analog-to-Digital 

Convertor (ADC)】 

入力されたアナログ信号に比例した数値をデジタル出力する回路。 

【BOSCHプロセス】 エッチングとデポを交互に繰り返して行うエッチング方法で、高アスペクト比のエ

ッチングが可能。これと対比して連続的にエッチングを行う方法を非 BOSCHプロセ

スと呼ぶ。 

【CMP】 化学機械研磨（Chemical Mechanical Polishing）。研磨剤自体が有する表面化学

作用または研磨液に含まれる化学成分の作用によって、高速かつ平滑な研磨面を得

る技術 

【CAE】 Computer Aided Engineeringの略。コンピュータ技術を活用して製品の設計、製

造や工程設計の事前検討の支援を行うこと、またはそれを行うツール。 

【DRIE】 Deep Reactive Ion Etching．シリコンの深堀をするドライエッチング法．高アス

ペクトでシリコンを加工することが可能． 

【FFU】 FFU（ファンフィルターユニット）とは、ファン付きの高性能フィルタユニットの

ことです。FFUはクリーンルームやクリーンブース、精密製造装置の天井に設置し

清浄空気を吹き出してクリーンな環境を作る装置。 

【FCU】 ファンコイルユニットとは、一般的に、熱交換器（コイル）・ファンモータユニッ

ト・エアーフィルタで構成されたものをいう。必要量の外気はＡＨＵにて調和処理

を行い室内に供給し、ファンコイルユニットは主に室内側の温度調整用として用い

られる。また、室内側の温調は空調機（ＡＨＵ）が行い、ペリメータゾーンの負荷

処理を行なうためにファンコイルユニットが使用される場合もある。 

【GWP】 大気温暖化係数：Global Warming Potential、二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素な

どの各種の温室効果ガス毎に定められる、温室効果の程度を示す値。 

【ICP】 誘導結合型プラズマ：Inductive Coupled Plasma、コイルアンテナに高周波を印加

してプラズマを発生させる方式で、高密度のプラズマが生成される。 

【IPCC】 気候変動に関する政府間パネル（英語：Intergovernmental Panel on Climate 

Change、略称：IPCC）。国際的な専門家でつくる、地球温暖化についての科学的な

研究の収集、整理のための政府間機構 

【MEMS等価回路】 等価回路は、Ｌ（コイル）・Ｃ（コンデンサ）・Ｒ（抵抗）・電圧源・電流源など

の素子により表現される。これにより、MEMSにおける電気と機械の複雑な相互作

用およびその特性を明確に把握することができる。MEMSにおいては一般的に系全

体のエネルギーをラグラジアンにより表現し、ラグランジュ方程式を解くことで等

価回路を導出する。現在は、等価回路ジェネレータを用いることで簡便に MEMSを

等価回路化することもできる。 

【MEMS化】 ここでの MEMS化は，MEMS(Micro Electro Mechanical System)を一部または全体に

用いて小型化することを指す． 

【OES】 発光分光計測：Optical Emission Spectrometry、プラズマの発光をモニタリング

する手法。 

【PZT】 ジルコン酸チタン酸鉛(Pb(Zr,Ti)O3の略称。代表的な強誘電体材料で超音波セン

サや人感センサに広く応用されている。 

【P-Eループ】 強誘電体において電界を印加したときの分極の変化を示す曲線。 

【platen power】 プラテンはウエハステージのことで、プラテンパワーとは、ウエハステージに印加

する高周波のパワーを意味する。 

【QCM】 Quartz Crystal Microbalance。表面に物質が付着することによって変化する共振

周波数の値から付着した物質の質量を計測するセンサ。 

【SEM】 操作型電子顕微鏡：Scanning Electron Microscopy．電子線を計測対象に照射し，

対象物から放出される二次電子像を計測することで像を構築し，表示する顕微鏡． 



【SIMS】 二次イオン質量分析法：Secondary Ion-microprobe Mass Spectrometry。個体の表

面にイオンを照射し、そのイオンと固体表面の分子・原子レベルでの衝突によって

発生する二次イオンを検出することにより表面の組成、化学構造、深さ方向の分布

等を計測する表面計測法。 

【TEM】 Ｔransmission Electron Micorscope (透過電子顕微鏡）の略称。ナノメータオー

ダ以下の物質構造が観測できる。 

【TEG】 Test Element Groupの略。設計上や製造上の問題を見つけ出すための評価用パタ

ーンや構造をもった素子。 

【TFT】 Thin Film Transistor、液晶ディスプレイの一種で、アクティブマトリクス方式の、

薄膜状に加工されたトランジスタを用いるタイプのものである。 

【VB-FET】 Vibrating-Body Field Effect Transistorの略。2007年に D.Groggらによって提

案されたデバイスで、その構造は、駆動する MEMSの側壁部分に形成されたチャネ

ルと固定されたゲートから成る構造であり、MEMS とトランジスタの集積デバイス

となっている。VB-FETは、ゲートと駆動チャネルの相互作用によりトランジスタ

機能を発現し、入力信号を低インピーダンスに変換することができ、また、信号を

増幅することができる。 

【Wald-Minimax法】 逐次サンプリングの手法の一つ。評価線図が直線になり、かつ、ポアソン分布の信

頼区間から求めた評価線図と比べて、評価結果に違いがなく、計測時間が短縮され

ることから JISの規格で使用されている。 

【アナログフロントエ

ンド（AFE)回路】 

本報告では、センサからの微小なアナログ信号を増幅し、デジタル信号に変換する

ことでマイコンで扱えるようにする回路を指す 

【圧電性】 外部からの応力により電界が生じること。電界を印加することにより歪が生じるこ

とを逆圧電効果と呼ぶ。 

【アニール処理】 熱処理のこと。本研究で用いたアニール処理は金属-半導体接触面を合金化するこ

とによりショットキー接触からオーミック接触に変化させる効果を持つ。 

【アパーチャ】 中性粒子ビームを生成する為の主要部品。プラズマで生成したイオンを電気的に中

性化すること及びイオンに対しバイアスによる運動エネルギーの付加がその主な

役割。材質はカーボン。 

【アーチファクト】 実際の物体ではない二次的に発生した画像のノイズ 

【アクティビティ図】 動作（action）に着目し、その実行順序や条件、制御などの依存関係を示した図 

【圧縮乾燥空気】 圧縮空気を乾燥させたもの  圧縮させると結露があるため乾燥が必要となる用途

がある 

【アッシャー】 レジストを気相中でオゾンやプラズマにより灰化（Ashing）することにより除去す

る装置 

【育苗装置】 種を発芽をさせる装置。人工光にて発芽させる。苗が 1cm～2cmに成長した段階で、

栽培室に移して栽培する。 

【インダクタンス】 電磁誘導の大きさを表す定数 

【ウエハ・ツー・ウエハ

接合】 

ウエハ同士の接合。W2W接合とも略される。 

【埋め込み酸化膜】 Buried Oxide(BOX)。シリコン、酸化膜、シリコンを積層した基板の酸化膜 

【塩基置換容量】 塩基置換容量（CEC）とは、土壌のもつ負の電荷（陰イオン）の総量のことをいい、

土が陽イオンの塩基肥料成分（窒素、石灰、苦土（マグネシウム）、加里（カリウ

ム））を保持する能力（保肥力）を表す。 CECの大きい土壌は肥料成分を多く保

持することができ、生育後半まで養分を保つことができる。 

【塩基飽和度】 塩基飽和度とは、塩基置換容量（CEC）に対して、塩基(石灰、苦土（マグネシウム）、

加里（カリウム）)が占めている割合を%で示したものである。土の保肥力に対して

どのくらいの塩基があるのかを示す。塩基飽和度が 100%以上の場合は、肥料分が

あふれている状態である。 

【Au-Au常温接合】 異種材料を接合する技術の一種で常温で接合できる。接合する材料の最表面に Au

薄膜を形成したものを Au-Au接合と云う。 

【エアシャワー】 作業員または衣服に付着している粒子状物質を強制的に吹き飛ばし除去するため

の装置。25m/s程度の流速で空気を吹き出す。 

【エッチング】 化学反応を利用して金属膜等を削ること。液体を利用するものをウエットエッチン

グ，気体を利用するものをドライエッチングという。 



【エレクトレット】 誘電体内部に強制的に電荷を保持させたもののことであり、一度 じ込められた電

荷は半永久的に保たれる,という特徴を持つ。 

【NLDプラズマ】 磁気中性線放電：Magnetic Neutral Loop Discharge 、磁場がゼロとなるポイント

が真空中に形成されるのが特徴。磁場ゼロのループ付近に濃いプラズマが形成され

る。 

【FDTS膜】 SAM膜の一つ。perfluorodecyltrichlorosilane、CF3(CF2)7CH2CH2SiCl3。 

【X線 CT装置】 線管と検出器の間で測定物を回転させながら X線を透過し、全方向から透視画像デ

ータをコンピューターで断層像に再構成して表示する装置 

【SOIウェハ】 Silicon On Insulatorの略。Si基板と表面 Si層の間に SiO2を挿入した構造のウ

ェハ。 

【温室効果ガス】 Greenhouse Gas(GHG)。大気圏にあって、地表から放射された赤外線の一部を吸収

することにより温室効果をもたらす気体の総称。  二酸化炭素、メタンなど 

【温室効果】 大気圏を有する惑星の表面から発せられる放射（電磁波により伝達されるエネルギ

ー）が、大気圏外に届く前にその一部が大気中の物質に吸収されることで、そのエ

ネルギーが大気圏より内側に滞留し結果として大気圏内部の気温が上昇する現象 

【換気回数】 クリーンルームの洗浄度を維持するためにクリーンルーム内の空気の入れ替えを

行っており、その回数。対象となる空間に１時間あたりに供給される清浄エアの量

を部屋の容積で割ったもので、１時間あたりに何回、部屋の空気が入れ替わったの

かを表す。 

【灌液チューブ】 灌液チューブは、植物の１株１株単位で養液を供給できるチューブである。チュー

ブの先端の小さな穴から点滴灌液を行なうことができる。 

【緩衝層】 薄膜形成において基板と成膜する材料との結晶定数が異なる場合に、基板の上に形

成し成膜材料との結晶の整合性をとる層のこと。 

【開放電圧】 フォトダイオードにおいて，電流を流していない状態での電極間の電位差． 

【カーボンフットプリ

ント】 

Carbon Foot Print(CFP) 

製品やサービスのライフサイクルの各過程で排出された「温室効果ガスの量」を合

算した結果、 得られた全体の量を CO2量に換算して表示すること 

【管電圧】 電子線を高電圧で加速し、陽極に衝突させて X線を発生させる X線源装置で、電子

線に加える加速電圧。管電圧を高くすると X線の透過性が高くなる 

【管電流】 電子線を高電圧で加速し、陽極に衝突させて X線を発生させる X線源装置で、電子

線による電流。管電流を高くすると X線量が高くなる 

【外調機】 外調機とは、外気負荷を処理する為の空調機。空調利用時の換気の際、外気を導入

するが、そのままだと夏は暑く、冬は冷たい空気を取り込むため、空調システムに

大きな負荷となる。そこで、主の空調機が取り入れる前に、外気をある程度の状態

まで冷暖房や加湿などの処理を行うの設備。 

【ガウスフィルタ】 注目画素に近いほど、平均値を計算するときの重みを大きくし、遠くなるほど重み

を小さくなるようにガウス分布の関数 ガウス分布 を用いてた処理 

【機能性ナノ粒子】 ナノサイズの粒状物質の表面に修飾を行い機能を付加した粒状物質。 

【強誘電体】 外部から電界を印加しなくても自発分極が存在し、電界によってその向きが変えら

れる材料。 

【キャパシタンス】 電気容量の大きさを表す定数 

【Q値】 Quality Factorの略 

共振の鋭さをあらわす値 

【キャリアウエハ】 チップ仮配置のための輸送用の補強ウエハ。 

【共振周波数】 固有振動数と同様 

【クラス 10、100、1000】 クリーンルームの洗浄度を表す基準であり、1CF（キュービックフィート＝1辺が 1

フィートの立方体の体積を表す表記で約 28.3リットルに相当）中のパーティクル

数の上限値。つまり、クラス 100のクリーンルームとは、28.3リットルに含まれ

るパーティクルの数が 100個以下ということを意味する。 

【空気線図】 乾球/湿球温度/露点温度、絶対/相対湿度、エンタルピーなどを記入し、その中か

ら 2つの値を求めることにより、湿り空気の状態が分かるようにした線図。 



【クラス・中間クラス】 空気清浄度の等級．通常クラス 1～9であらわされる．1.1から 8.9まで最小区切

りを 0.1とした中間クラスを使用することも可能．対象となる粒径に対する空気

1m3あたりの粒子数の上限がクラスによって決まっている． 

【クリーン度の傾向管

理】 

クリーンルーム内の場所に応じた局所的なクリーン度がどのような時間変化をし

ているかをモニタリングし，制御すること． 

【空気取り込み機構】 市販のパーティクルセンサにおいて，ポンプを用いて，環境の空気を取り込むのが

一般的であるが，ヒータで空気の対流を起こす熱式の取り込み機構も存在する． 

【櫛歯】 ミラーを振らせるために必要な静電引力を発生させる部位。可動櫛歯と固定櫛歯が

交互に噛みあうようにミラーの両端に配置される。 

【顕熱/潜熱】 冷凍空調において物質を冷却または加熱する場合、温度の変わる熱と変わらない

熱。温度が上昇下降する時に変化する熱が「顕熱」。顕熱に対して蒸発、融解、凝

縮、凝固など、状態が変化するだけで温度の変わらない熱が「潜熱」。 

【原単位】 二酸化炭素排出量の算定に用いる排出係数 

【現像】 形成したい形状に露光させたレジストから必要な部分以外を除去すること 

【コロナ荷電】 気体中における針・平板などの電極配置で印加電圧を大きくすると,ギャップに不

平等電界が発生し,高電界部の電界が局部的に破 電界に達した時に電 が起きる

現象のことをコロナ放電という.この際,電極からは印可電圧が正電圧なら正イオ

ン,負電圧なら負イオンが周囲に向かって発散するため,誘電体膜に直接電荷を打

ち込むことが可能となる 

【コンプライアンス】 ばね定数の逆数 

【高環境負荷プロセス

ガス】 

半導体加工で用いられる CF4、C2F6、C3F8、C4F8、CHF3、SF6、NF3等 

【固有振動数】 物体に強制変位を与えて開放した場合、物体は一定の振動数で振動する。固有振動

数は複数あり、それぞれ振動モードに対応する 

【コータデベロッパ】 ウェハにレジストを均一に塗布(コート)する装置と塗布されたレジストを現像(デ

ベロップ)する装置 

コータとデベロッパが一体化しているものが多い 

【細霧冷却】 細霧冷却方法とは、夏季の暑い日に温室の温度を下げるための方式である。水を噴

霧するノズルとファンから構成される。 

【サンプリングレート】 ADCに於いて、アナログ信号を測定しデジタル信号に変換する間隔であり、測定の

速さを表す。 

【散乱・散乱光】 光が粒子等に当たり、その周囲の様々な方向に光が広がること。周囲に広がった光

を散乱光という。また、周囲への光の広がり方は、光の波長に対する粒子のサイズ

で決まり、光の波長に対して、粒子の粒径が十分小さい場合レイリー散乱、同程度

の場合ミー散乱、十分大きい場合は幾何光学に従う。 

【SAM膜】 自己組織化単分子膜（Self-Assembled Monolayer)。物質表面に自発的に化学吸着

した単分子層膜。 

【再構成フィルタ】 画像再構成の際に、対象物の周りのボケを低減するために行う画像フィルタ処理 

【植物工場】 植物工場とは、環境及び生育のモニタリングを基礎として、高度な環境制御を行う

ことにより、野菜等の植物の周年・計画生産が可能な栽培施設である。植物工場に

は、完全人工光型と太陽光利用型がある。完全人工光型は、 鎖環境で太陽光を用

いずに栽培する設備である。太陽光利用型は、温室等において、太陽光の利用を基

本とし、人工光による補光や夏季の高温抑制技術等を用いて栽培する設備である。  

【硝酸態窒素】 土壌中の無機窒素は、アンモニア態窒素、亜硝酸態窒素、硝酸態窒素の 3つの形で

存在する。ただし、植物は硝酸態窒素だけしか、根から吸収して利用できない。通

常、畑などにまかれた有機肥料の中の窒素成分は、当初アンモニア態窒素の状態で

ある。アンモニア態窒素は、土壌中の硝酸菌（土壌微生物）の作用で、亜硝酸態窒

素を経て硝酸態窒素に変換される。このため、硝酸態窒素になるまで時間が掛かる。

一方、化学肥料（窒素）の場合には、最初から植物に吸収されやすい硝酸態窒素で

利用される。 

【焦電性】 強誘電体材料において温度上昇により自発分極が減尐し、結晶表面に減尐した分の

電荷が発生すること。この特性を利用し、人体が発する熱を検知し人の存在を検知

できる。人感センサとも呼ばれ広く普及している。 



【真空紫外線】 120~160 nmの波長を持ち、大気圧下ではすぐに吸収されてしまうが、数 Pa程度の

低圧下において、軟 X線よりも吸収率が大きい。 

【4面体要素】 連続体である物体形状を有限なサイズの 4面体で分割した際の部分領域 

【振動モード】 振動系の自由度によって決まる物体特定の振動形 

【集中質点系モデル】 質量が 1点に集中していると仮定している理想化したモデル。物体の変形などを無

視している。 

【人感センサ】 人感センサ（じんかんセンサ）とは、人間の所在を検知するためのセンサである。

赤外線、超音波、可視光などが用いられる。 

【蒸散】 植物内の水分が水蒸気として植物の外に排出される現象。気孔蒸散と表皮蒸散（ク

チクラ蒸散）があり、主に気孔の開 によって排出量が調節される。 

【JIS規格 B 9920，Z 

8122】 

B 9920：クリーンルームの空気清浄度の評価方法が規定されている。 

Z8122：クリーンルーム関連の用語が定義されている。 

【蒸着】 金属や酸化膜などを蒸発させて、素材の表面に膜を形成する方法。 

【ジャイロ】 物体の角度や角速度を検出するためのセンサ 

【スパッタ成膜法】 薄膜形成技術のひとつ。真空チャンバー内に薄膜としてつけたい金属をターゲット

として設置し、高電圧をかけてイオン化させた希ガス元素（アルゴン等）や窒素を

衝突させる。するとターゲット表面の原子がはじき飛ばされ、基板に到達して成膜

することができる。また、真空チャンバー内にガスを導入し、これをはじき飛ばさ

れた金属と反応させることによって化合物を成膜する手法を反応性スパッタ法と

呼び、本研究における WO3成膜はこの方法に属する。 

【垂直エレクトレット】 例えば，MEMS技術により作製された櫛歯型構造の側壁へ蒸着した材料に，荷電を

してエレクトレットにしたもの. 

【スキャロッピング】 スキャロップともいう。BOSCHプロセスで生じる、エッチング側壁のうねりのこと。 

【スティッキング】 微細な構造体が基板や他の構造体に付着してしまう現象。 

【選択的表面修飾】 ある基板（固体表面）に対し、異種材料の分子またはナノ粒子が、基板表面の材料

および状態に応じ、選択的に配置・結合する現象または性質。たとえば無機材料基

板上の希望の位置にタンパク質などの生体分子を配列する技術により従来にない

デバイスの実現が可能となる。 

【静電容量型】 動作原理に静電容量の変化を応用したもの 

【精製窒素】 精製装置により窒素ガスの純度を高めたもの 

【ソフトウェアアーキ

テクチャ】 

ソフトウェアの内部構造、それらの外部特性、またそれらの相互関係、等 

【多重反射】 一つの光線が構造物で複数回反射すること．ここでは，フォトダイオード表面にあ

るマイクロ構造で複数回反射することを意味する． 

【耐摩耗プローブ】 摩耗特性に優れたプローブの総称。摩耗や損傷しにくい材質及び構造などを有する

プローブを指している。 

【ダイヤフラム構造】 MEMS技術によって、センサ部の下部の Si基板をエッチングすることで、薄膜化し

た構造。このような構造にすることで、熱容量が小さくなり、加熱が必要な半導体

ガスセンサにおいては、ヒーターの消費電力を小さくすることができる。 

【ダウンフロー】 FFUによって送り込まれた空気の流れ．FFUは天井に設置されており，床に向かっ

て浮遊粒子を落としている．したがって，天井から床に向かって流れが生じるため，

ダウンフローと呼ばれる．目的とする清浄度によるが，ダウンフローの流速は

0.3m/s程度である． 

【逐次比較型】 ADCの変換方式の一つ。他方式と比較して間欠的な測定に向くが、サンプリングレ

ートを高くし難い。 

【逐次サンプリング法】 空気清浄度の簡易な評価方法．一定量の空気を逐次サンプリングし，サンプリング

空気中の微小粒子の累積個数を逐次サンプリング評価線図と比較して，清浄度クラ

スへの適合，不適合，サンプリング続行の判定をし，適合または不適合が判定され

た時点でサンプリングを終了する評価方法． 



【中性粒子ビーム】 プラズマ中に含まれるイオンを加速し中性化アパーチャを通すことで得られる。通

常のプラズマ（連続放電プラズマ）を用いても得られるが、パルスプラズマに含ま

れる負イオンを用いることで 99%以上の高い中性化率が得られる。電荷を持たない

粒子で加工するため、電界によってビーム粒子の軌道が影響されず、微細加工が可

能である。ラジカルとは異なり、方向性と運動エネルギーを持っているために垂直

加工が可能である。さらにプラズマとは異なり紫外線放射がほとんどないため、物

質中に欠陥を生成しない。 

【超低損傷エッチング】 一般的なプラズマエッチングでは異方性加工が可能であるが、電荷を持った粒子に

より加工を行うため、チャージアップによって加工対象に絶縁破 などの損傷を与

えることがある。また、プラズマ加工ではプラズマから照射される紫外線が物質に

侵入し、化学結合を切断する（欠陥を生成する）。中性粒子ビームによって、これ

らの損傷をほとんど与えることなく加工が可能である。 

【チップ・ツー・ウエハ

接合】 

ウエハ上へのチップの接合。C2W接合とも略される。 

【徒長率】 徒長とは、植物の茎が不要に長く伸びた状態のこと。 

【等方性エッチング・異

方性エッチング】 

対象物のすべての方向に一様な速度でエッチングが進むものを等方性エッチング，

エッチング速度が方向によって異なるものを異方性エッチングという． 

【透過画像】 X線を物体に照射し、物体を透過した X線の減衰係数の分布を、空間的に多数配置

された検出器を用いて取得したもの。おおよそ X線の減衰係数は物質の密度と相関

があり、レントゲン写真のような 2次元 X線透過像のようなもの 

【ドライコイル】 クリーンルーム内には、さまざまな生産機器が各所に配置され、発熱するタイプの

ものがある。そうした環境の中で緻密な温度管理を行うための設備。 

【土壌灌水】 土壌灌水方法とは、土壌に水を注ぐ方法である。注水する水の量を制御することに

より、トマトなどの果実の糖度を上げることが可能となる。 

【ドメイン】 強誘電体材料において分極方向が一方向に揃っている領域。分域とも云う。 

【軟 X線荷電】 気体に波長が 0.1~10 nmの軟 X線を照射すると気体が電 し，生じたイオンや電子

をバイアス電圧で分 して荷電を行うものである． 

【ナノトライボロジー】 原子レベルの極微小なスケール領域におけるトライボロジー。 

摩擦や摩耗を扱う学問分野を総称してトライボロジーと呼ぶ。接触面積数 10nm～

数 nmの極微小なトライボロジーにおいては、超潤滑現象を始めとするこのスケー

ル特有の現象が観測され、その評価技術の確立及び挙動モデルの構築が求められて

いる。 

【Ni電鋳】 電気による化学反応によって電着する技術で、金属溶液の電気分解によりマスター

盤に所望の厚さの金属を析出させ電着させた後、この電着層を母型から剥 し、金

型または製品・部品として用いられることを指す。なかでも Ni電鋳が主流で、レ

コードの原盤作成等のスタンパーとして用いられる。近年では光ディスクや半導体

等でも用いられる古くて新しい技術である。 

【熱源】 空調設備で必要な冷水や温水を製造する設備。冷熱源設備としては、蒸気圧縮冷凍

機、吸収式冷凍機、吸着式冷凍機、ターボ冷凍機などがあり、温熱源設備としては、

ボイラーなどがある。 

【熱拡散・ドープ・ドー

プ層】 

シリコン表面に熱をかけ、リンやボロンなどの不純物を拡散させること。また、シ

リコン表面に不純物が拡散されている領域をドープ層という。 

【熱酸化】 酸素を加えながら、シリコンウエハに熱を加えてシリコンの表面を酸化すること。 

【ネットリスト】 電子回路における端子間の接続情報 

【パーティクル】 クリーンルームやクリーンブース、ベンチ内の目に見えない微小なゴミ・チリ・ホ

コリ。 

【半導体ガスセンサ】 WO3, SbO2, ZnOなどの金属酸化物半導体の表面でのガスの吸着・反応による電気

抵抗の変化を利用して、ガスを検知するセンサ。検知膜の材料、補助触媒等の添加、

動作温度等を最適化することにより、様々なガス種の検知に対応することができ、

小型・高感度・低消費電力・低コスト・長寿命等の特徴を持つ。 

【配向性】 薄膜において基板面上方へ成長する結晶軸の分布度合い。完全配向では結晶の軸が

揃っている。 



【発塵量】 クリーンルーム内の装置や作業者から生じるパーティクルの量．人が出入りするこ

とでクリーンルーム内の発塵量は変化する．変化する発塵量に応じて FFUを制御

し，クリーンルームの消費電力を抑えるということがコンセプト． 

【ハードスプリング効

果】 

構造で規定される機械的なばね定数よりも実効的にばね定数が高くなること 

【バブラー】 乾燥したガスを水の中を通過させることで、ガスを加湿する装置。バブラーを通過

した後のガスはバブラーの温度における飽和水蒸気量の水分を含んだガスとなり、

バブラーの温度を制御することで、ガスの湿度を制御することができる。 

【バルクシリコン】 通常のシリコンデバイスに用いる単結晶シリコンウェハを SOIウェハと区別して

バルクシリコン（あるいはバルクシリコンウェハ）と呼ぶ。 

【パーティクル・浮遊粒

子】 

個体または液体の粒状小物体と定義される．インダストリアルクリーンルームにお

いて，ワークから生じる金属粒子，人から生じる皮脂等が主な測定対象パーティク

ルとなる．クリーン度の分類は，0.1～ の範囲における粒径以上の累積個数濃

度によって行われる． 

【パーティクルセン

サ・パーティクルカウン

タ】 

パーティクルの数・粒径をはかるための計測器．市販のものは空気中のパーティク

ルに光をあて，その散乱光からパーティクルの数・粒径を算出する光散乱式が採用

されている． 

【非鉛系強誘電体】 代表的な強誘電体材料である PZTは主成分として鉛(Pb)を含んでいるが、鉛を含ま

ない強誘電体材料のこと。非鉛系強誘電体材料としてはＢチタン酸バリウム

(BaTiO3)やニオブ酸カリウムーナトリウム((K,Na)NbO3)がある。近年鉛を含む家電

製品等の廃棄処理に対して環境問題が懸念され、非鉛系強誘電体材料の開発が関心

を集めている。 

【拡がり抵抗顕微鏡・

SSRM】 

Scanning Spread Resistance Microscope．試料にバイアス電圧を印加し，導電性

探針を通して流れる電流を計測することで，試料の抵抗分布を計測する方法． 

【ビーム（トーションビ

ーム）】 

ミラーの両端に対称に配置され、ミラーの回転軸となる。 

【PFCガス】 Perfluorocarbonガス。半導体工場においてエッチング剤や洗浄剤として使用され

ているガスで、高い温暖化係数を持つ。CF4、C2F6、C3F8、C4F8、CHF3、SF6、NF3。 

【フリークーリング】 フリークーリングとは、外気温度の低い冬期に冷却塔単独で空調や生産装置の冷却

に使われる冷水を製造するシステムのこと。冷凍機を用いずに冷水を作ることがで

きるため大きな省エネルギー効果が期待できる。 

【冬季暖房】 冬季暖房方法とは、冬季の外気温が低くなったときに、温室を暖房する方法である。

暖房装置としては、温風ボイラー、ヒートポンプなどがある。 

【フェムト秒レーザ】 レーザの一種類で、パルス幅がフェムト秒オーダ、波長 800nmのレーザ。透明材料

の内部加工ができる。 

【フォトリソグラフィ】 感光性物質を塗布した物質の表面に特定のパターンを持った光を当てることで，光

が当たった部分と当たっていない部分のパターンを表面に形成する技術． 

【不純物ドーピング】 半導体の電気特性を変化させるために不純物を添加すること 

【浮遊容量】 半導体間の相互作用により発生する意図しない容量成分 

【雰囲気流体】 物体周辺の気体(雰囲気)を流体としての扱う場合の、流体 

【プローブリソグラフ

ィ】 

nmサイズの微小プローブ先端直下で試料表面の電気化学反応を誘起し、固体基板

表面に微細パターンを描画する技術の総称。 

陽極酸化反応による金属・半導体表面への酸化膜パターン形成のほか、有機分子膜

へのパターン描画等の実例もある。 

次世代ローコスト＆微細リソグラフィ技術として期待されている。 

【プローバ】 ウェハ上の電極へ電気探針を当てる装置 

【プラズマ表面活性化

接合】 

固体表面を Ar,O2などのプラズマにて活性化した接合。低温で異種材料の接合が可

能となる。 

【ペルチェ素子】 ２種類の金属の接合部へ電流を流すと、金属間で熱が移動する現象を利用した素

子。一方の面で発熱、他方の面で吸熱が生じるため温度制御素子として広く使われ

ている。 

【補光照明】 補光照明方法とは、冬季の日射量が尐ない場合に、人工光にて日射量を補う方式で

ある。人工光としては、ナトリウムランプや LEDが利用される。 



【ホットエンボス】 型を用いて樹脂材料などを加熱及び加圧して成型する技術。 

【ボッシュプロセス】 シリコンの深堀エッチング技術．エッチングと側壁の保護を交互に行いながら高ア

スペクト比のエッチングを行うことができる異方性エッチング法． 

【ボリュームメッシュ】 物体の内部構造をポリゴンで表したもの 

【ポリマー（PMMAなど）】 2つ以上のモノマーが重合反応してできる化合物で、多数の モノマーが数多く連

なって形成された高分子をいう（透過性の高いポリマー材料であるアクリル樹脂

（poly methyl methacrylate)）。ポリマー材料は、①大変位（ヤング率が小さい。

シリコンの約 1/50）、②非脆性（ れにくい）、3D微細加工の容易性などの特徴

を持つ。 

【ポリゴン】 一般的には、多角形を表す。ここでは特に、3次元形状を 4面体の組み合わせによ

って表すときの各 4面体要素。  

【マスフローコントロ

ーラー】 

流体の質量流量を計測し流量制御を行う機器。流体の流量計測には主に“体積流量”

と“質量流量”が用いられてるが、質量流量は、流体の質量（重さ）を計測する事

により、環境温度や使用圧力等の変化による補正を行う必要がなく、半導体プロセ

スをはじめ、高精度な流量計測・制御を要求されるプロセスにおける流量制御機器

として幅広く使用されている。 

【マルチプローブアレ

イ】 

マルチプローブがアレイ状に配列されている状態。 

プローブの先端に複数の機能部を有するマルチプローブがアレイ上に並んでいる

ものである。高スループットが期待できるため、プローブリソグラフィなどへの応

用が盛んに研究されている。 

【Marching Cubes法】 コンピュータグラフィックスのアルゴリズムのひとつ。スカラーデータで埋まった

等方向 3次元ボクセルデータを、ポリゴンデータに変換するアルゴリズム 

【マスク】 マスクの有無により加工の選択比の違いを利用した加工に用いる 

【ミー散乱】 光の波長に対し，光が当たる対象となる粒子のサイズが同程度の場合の散乱現象．

本研究では，ミー散乱が支配的な散乱現象となる． 

【迷光】 機器内での屈折や反射等で予期せずに発生した光線のこと． 

【メディアンフィルタ】 局所領域における濃度値を小さい順に並べ、真ん中にくる濃度値を領域中央の画素

の出力濃度とする処理 

【ヤング率】 弾性範囲で単位ひずみあたり、どれだけ応力が必要かの値を決める定数 

【有効bit数（Effective 

Number Of Bits: ENOB）】 

ADCに於いて、雑音・入力周波数を考慮した有効分解能であり、測定の正確さを表

す。 

【ユースケース図】 システムには、どのようなアクタ(利用者)が存在するのか、 それぞれのアクタは

どういった操作(ユースケース)をするのかを記述した図 

【ユーティリティ】 クリーンルーム内で共通で利用される設備。  圧縮空気、バキュームライン、空調、

等 

【養液土耕】 培地に土やロックウールを利用し、水に肥料を溶かした養液を用いて栽培するこ

と。 

【ライフサイクルアセ

スメント】 

Life Cycle Assessment（LCA）。製品やサービスに対する資源の採取から製造、使

用、廃棄、輸送などすべての段階(ライフサイクル)を通して、投入資源あるいは排

出による環境負荷を定量的、客観的に評価(アセスメント)する手法である。 

【リン酸吸収係数】 土壌にはリン酸を吸着して無効化する性質があり、その強さを表わすのがリン酸吸

収係数である。リン酸吸収係数が大きい程、リン酸を吸着し無効化する性質が大き

くなり、リン酸が作物に利用されにくい。 

【流量センサ】 ここでは，MEMS力センサを用いた流量センサを想定．流路の上流と下流の圧力差

を力センサで計測し，圧力差から流速を算出．流路の断面積をかけることで流量が

求められる． 

【リバースエンジニア

リング】 

一般的には、出来上がったものの観察や動作解析により製造方法や動作原理、設計

情報を調べること。ここでは特に、出来上がったものの形状を CAD形式のデジタル

データにすること 

【冷却塔】 冷却塔とは、水などの熱媒体を大気と直接または間接的に接触させて冷却する熱交

換器の一種で特に屋外に設置する設備。 

【冷却水ポンプ】 冷却水ポンプは、冷凍機（ターボ冷凍機・冷温水発生機)で冷房時に発生する熱を

冷ます為の冷却水を冷却塔に循環させるポンプ。 



【冷水ポンプ】 冷水ポンプは、冷凍機で製造した冷水を外調機などの空調設備に送るポンプ。 

【冷水・冷却水一定流量

制御】 

冷凍空調負荷に関係なく一定流量でポンプを運転する制御方式。 

【冷水・冷却水変流量制

御】 

冷凍空調負荷に応じて流量を減らすことにより搬送動力の削減を図る制御方式。流

量を削減する方法としては、インバータなどによりポンプやファンの回転数を下げ

る方法や絞りやダンパによって流路の抵抗を大きくする方法がある。 

【レシピ】 装置の制御情報 

【レジスト剥 液】 レジストを剥 するための溶液 

【六フッ化硫黄】 常温大気圧において化学的に安定度の高い無毒、無臭、無色、不燃性の気体。100

年間の地球温暖化係数は、二酸化炭素の 23,900倍と大きく大気中の寿命が長いた

め、京都議定書で削減対象の温室効果ガスの 1つに指定された。 
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I. 事業の位置付け・必要性について 

1. NEDOの関与の必要性・制度への適合性 

1.1 NEDOが関与することの意義 

MEMS 技術は、自動車、各種製造機器、情報機器、通信機器、セキュリティ、バイ

オ、医療環境などの広範囲な分野において、わが国の産業競争力強化に貢献している。

現在 MEMS は高集積化・複合化による高機能化・低コスト化を推進し、その役割を拡

大させようとしている。（図Ⅰ-1.1-1） 

一方で、経済がグローバル化し、コスト・質という面で多くの国が我が国と競争可能

になっている現在、我が国優位な競争力を今後も維持していくためには、イノベーショ

ンを促進することが非常に重要であり、電子部品・デバイスの小型化･高性能化に大き

く寄与している MEMS 技術は、その有力な手段である。そうしたことから、社会にイ

ノベーションを起こし、将来の社会に革新的インパクトを与え、新たなライフスタイル

を創造する未来デバイスの開発が不可欠である。そして、この未来デバイス実現のキー

となるのが、従来の延長線上ではない、不連続な進歩（ジャンプアップ）が期待される

創造的な研究開発であり、わが国のお家芸である微細加工技術と近年進展著しいナノテ

ク、バイオとの融合であるプロセスインテグレーションや、従来の半導体製造技術の応

用ではなく高速、低コストで連続形成可能な新たな製造技術である。このため、将来の

第 3 世代 MEMS である革新的次世代デバイス（BEANS：Bio Electromechanical 

Autonomous Nano Systems）の創出に向けた新たな基盤的プロセス技術群を開発し、

プロセス技術群のプラットフォーム化を確立することを通じて、わが国産業の国際競争

力の強化を目指すとともに、新たな産業化を促進するための環境整備を行う必要がある。

「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト」（以後、BEANS）は、20 年

後の社会の国家的課題である「環境・エネルギー」、「医療・福祉」、「安全・安心」分野

で新しいライフスタイルを創る革新的デバイスを創製するために必要となる、トップダ

ウンである微細加工プロセスとボトムアップであるナノ・バイオプロセスとを融合させ

たマイクロ・ナノ統合製造技術の確立を狙いとする世界でも類を見ない壮大で挑戦的な

試みであり、NEDO が関与する意義が高いと考える。 

今回の事後評価の対象テーマである、BEANS の研究開発項目⑤「高機能センサネッ

トシステムと低環境負荷型プロセスの開発」（以後、G デバイス）は、全世界的課題と

して環境エネルギー問題への対応が国や産業毎に強く要請されている中、平成 21 年度

補正予算（第 2 号）「明日の安心と成長のための緊急経済対策」を実施するために措置

された「環境・エネルギー技術への挑戦」に位置付けられた事業であり、NEDO はこ

れに早期に対応すべく BEANS に追加して緊急に実施したものである。研究開発期間は

平成 22 年 3 月から平成 23 年 3 月の約 1 年間、予算額は 33.1 億円であった。 
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図 Ⅰ-1.1-1 第 3 世代 MEMS： BEANS の位置付け 

（Bio Electromechanical Autonomous Nano Systems： 

異分野融合型次世代デバイス及びその製造技術） 出典（財）マイクロマシンセンター 

 

1.2 実施の効果 

BEANS の成果を活用した革新的次世代デバイスとして超小型高感度センサがあげ

られるが、この超小型高感度センサは、我が国の産業が今後発展すると期待される分野

である医療・バイオ、環境などに不可欠であり、幅広く活用・搭載されることで製品に

競争力を与えるものであり、経済再生への貢献は大きい。BEANS で開発する新規製造

技術は、MEMS の機能を飛躍的に向上させ、グルコースモニタや膵島細胞移植などの

成人病治療に貢献し、全自律分散電源や超高感度センサによるセンサネットワークの実

現が可能となり、安全・安心・快適な生活をもたらす新たな産業の創出が期待される。 

今回の事後評価の対象テーマである、G デバイスでは、BEANS で開発したプロセス

技術等を活用しつつ、高機能センサネットシステム・センサモジュールの実用化と、低

環境負荷型製造プロセスの確立に向けた開発・実証研究を行うことにより、BEANS の

早期の実用化が期待できる。 

 

2. 事業の背景・目的・位置づけ 

図Ⅰ-2-1 の MEMS 産業・技術ロードマップで示すように、MEMS は自動車、各種

製造機器、情報機器、通信機を中心に広範囲な分野において現在の小型・高性能単機能



I-3 

 

デバイスが既存部品を置き換えた第 1 世代から、2010 年を目指し高集積化・複合化に

よる多機能デバイスの創出を狙う第 2 世代 MEMS の研究開発へと移行している。そし

て 2015 年以降 2025 年に向けて、革新的イノベーションを起こし、更なる市場の拡大

を図るには第 3 世代 MEMS の実現が望まれる。 

 

図 Ⅰ-2-1  MEMS 産業・技術ロードマップ 

（財）マイクロマシンセンターの資料を基に NEDO 編集 

 

 また、図Ⅰ-2-2 に MEMS 技術のロードマップを示す。ここでは、今後、ユビキタス

センサネットワークデバイスなどに貢献する革新的 MEMS の開発が求められており、

BEANS の使命である、新しくライフスタイルを創出する革新的デバイスを創製するた

めに MEMS の異分野技術を融合したプロセス技術群を開発することと合致している。 
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図 Ⅰ-2-2 MEMS 技術ロードマップ 

 

また、国のプログラムにおける位置付けについては、経済産業省「ロボット・新機械

イノベーションプログラム」に BEANS が位置付けられており、プログラムの達成目標

である「我が国製造業の高度化に必要不可欠な基盤技術である機械分野においては、バ

イオ技術や IT 技術などの異分野技術を活用した従来の機械の概念を超えた新しい機械

の創造及びその計測技術の確立を図ることを目標とする。例えば、2015 年頃に革新的

MEMS の本格普及を目指すことにより、安全・安心な社会の構築に貢献する。」に対し

て、BEANS では、①異分野融合による革新的 MEMS の実現、②途中段階でも実用化

が可能な研究成果については、スピンアウトし実用化を促進、③健康・医療への応用、

という面において上位のプログラムの目標達成に貢献できる。  

 

海外動向にいては、図Ⅰ-2-3 に示すように、日本は、センサ・MEMS では、世界ト

ップクラスのシェアを占めつつも、欧米各国と激しい競争が行われている。また、今後

のセンサ・MEMS 市場の成長については、大きき伸びることが予想され、G デバイス

を実施することによって、BEANS で開発したプロセス技術等を活用し、成果をいち早

く創出することで国際競争力強化に資することが出来ると考えられる。 
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図 Ⅰ-2-3 センサ・MEMS のシェアと市場成長予測、出展：Databeans, Inc. 

 

その様な中、全世界的課題として環境エネルギー問題への対応が国や産業毎に強く求

められ、BEANS の研究開発項目⑤として G デバイスを平成 21 年度補正予算で約 1 年

間実施した。 

事業の背景として、工場等の製造現場において、原材料や使用資源のきめ細かい状況

モニタリングと制御を行う微細・極小、高機能なセンサの実用化により、製造プロセス

の省資源化、高効率化の実現が期待されている。小型で低コスト、かつ信頼性の高いワ

イヤレスセンサとすることで、設置にあたっての大がかりな工事を必要とせず、既存施

設にも低コストでの導入が可能となる。合わせて、センサの製造において低環境負荷型

の製造プロセス技術の開発を行うことで、生産システムの低炭素化にも貢献が可能とな

る。 

そこで、G デバイスは BEANS で開発したプロセス技術等を活用し、高機能センサネ

ットシステム・センサモジュールの実用化と、低環境負荷型製造プロセスの確立に向け
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た開発・実証研究を目的として実施した。具体的には、センサネットにより全ての機器

類の消費電力等を「見える化」して、将来の省エネ社会に役立てようとするものであり、

特に、消費電力が大きいと考えられる MEMS 関連のクリーンルームにセンサネットを

張り巡らし、省エネを図るという近未来のエネルギー問題に先鞭を付けるものである。 
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II. 研究開発マネジメントについて 

1. 事業の目標 

「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト」（以後、BEANS）のうち、

今回の事後評価の対象である研究開発項目⑤「高機能センサネットシステムと低環境負

荷型プロセスの開発」（以後、Gデバイス）は、MEMS技術戦略マップ2010のロードマ

ップを踏まえつつ目標を設定して実施した。図Ⅱ-1-1に示すように、高機能センサネッ

トシステム開発として製造現場に多数のセンサを配置したセンサネットワークシステ

ムを構築し、空調制御することで省エネ化の有効性や、多数配置可能なMEMSセンサ

端末課題の把握を行うことと、MEMSプロセス自体の低環境負荷化を目標とした。そ

のための製造環境（大口径MEMSプロセスラインなど）の整備や、大口径MEMSプロ

セスの開発等を行った。大口径MEMSプロセスラインの整備は、我国の研究開発拠点

（つくばイノベーションアリーナ（TIA-NMEMS））への展開も可能である。 

②低環境負荷型プロ
セス開発

①高機能センサネッ
トシステム開発

製造現場でのセンサネットワークシステムの
「センサ多数最適配置-オンデマンド空調制御」

省エネ効果検証

センサＭＥＭＳ化による小型・低コスト化

8インチＭＥＭＳプロセスの整備

ＭＥＭＳプロセスの
低環境負荷化可能性検証

グリーンイノベーションに向けた
次世代センサネット研究

（Ｈ２３～）

各企業での
実用化

ＴＩＡ-ＮＭＥＭＳ
への展開

最先端設備の
効率的活用

8インチMEMS
プロセスライ
ン構築

 

図Ⅱ-1-1 Gデバイス グリーンイノベーションにおける目標・実施内容の位置づけ 

 

①  高機能センサネットシステム開発 

検証用のクリーンルームにおいて、従来比（1990 年比）CO2 削減60％のセンサ

ネット制御システムを開発する。また、一辺30mm、厚み10mm 以内に複数のMEMS

センサと処理回路、無線回路、エネルギーデバイスとの融合を想定したセンサモジュ

ールプラットフォームを作製する。 

これらの取り組みや目標に関してはMEMS技術戦略マップ2010の応用事例として

その重要性が取り上げられ、既存の半導体クリーンルームで未達成のCO2削減量であ

り、複数のセンサ機能を搭載したモジュールを目標サイズで達成した例はない。 
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② 低環境負荷型プロセス技術開発 

シリコン貫通深掘り加工において、温室効果ガス排出量削減に向けて、温暖化係数

の高いSF6 ガスに対し、複数の代替候補ガスを調査・検討し、温暖化ガス排出量を

90％以上削減可能とする最適代替ガスの選定指針を得る。また高機能デバイス薄膜の

集積化に関し、250℃以下で大気圧付近から真空で封止できる接合方式を決定する。

さらに生体適合性ポリマーの機械特性などの数値を求める。 

深堀りエッチングにおけるSF6の代替ガスや低温接合によるフレキシブル集積化

は従来から課題視されていたものの未達成領域であり、ポリマーのMEMS化を含め

MEMS技術戦略マップ2010のロードマップ数値をクリアすることを狙いとする。 

大口径MEMS用試作ラインにて、センサ用途等TEGの設計および試作を複数種類

行い、歩留まり、生産性につながるデバイスの動作を妨げる製造装置、製造プロセス、

デバイス構造起因の欠陥・ばらつき等の課題を抽出する。異分野融合型次世代デバイ

ス製造技術プロジェクトの研究開発項目「3次元ナノ構造形成プロセス技術開発」の

成果である中性粒子ビームエッチングをセンサTEGに適用し、デバイス性能への効果

を検証する。 

設計・計測・ファブ環境情報において共有化する情報を類型化し、データ共有化の

ためのデータフォーマット、それに付随する基本ソフトウェアの開発を行い、

MEMS-TEGを用いてデータ交換および設計手法の検証を行う。また、クリーンルー

ムおよび製造・検査装置に関わる消費エネルギー、CO2排出量など環境情報の収集管

理の方法を決定する。 

 

2. 事業の計画内容 

2.1 研究開発の内容 

基本計画に示す研究開発の内容は、以下のとおりである。 

（1）高機能センサネットシステム開発 

大口径MEMS用クリーンルームにおける各製造・評価装置や空調、純水製造等の周

辺装置の消費エネルギー、温度、圧力、風量、異物粒子、ガスなどをセンシングするこ

とにより、省資源、高効率に最も適した集積化センサチップ及びセンサネットワークシ

ステムを検証し、省エネルギー、低炭素化などに関する効果を分析するための、センサ

ネットワークシステムを試作する。 

また、低環境負荷型及び異分野融合型次世代デバイス製造技術で開発したプロセス技

術を活用した高機能集積化センサチップの開発に向け、ワイヤレス通信、エネルギーの

ワイヤレス自立、小型・薄型化と、エネルギー、温度、圧力、風量、異物粒子、ガスな

どの高感度センシング機能、新たなセンシング原理を開発し、これらの数値を収集する。 
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この内容を受けて取り組んだテーマは以下の通りである。 

1）8 インチ MEMS クリーンルームセンサネットワークシステム開発 

産総研つくば東事業所に新設した 8 インチ MEMS 用クリーンルームをセンサネット

システムの実験場として、各製造・評価装置や空調装置、純水等の周辺装置の消費エネ

ルギー、温度、圧力、風量、異物粒子、ガスなどを現状のネットワークシステムと現状

のセンサ群の多数配置によるきめの細かいセンシングネットワークシステムを試作・検

証した。 

その結果、エネルギー消費量 60％削減を含め、フィードバック制御を想定した省資

源、高効率生産に最も適したセンサネットワークシステムのあるべき姿を示した。 

 

2）8 インチ MEMS プロセスライン及びクリーンルームの構築 

異分野融合型次世代デバイス製造プロセスの実証及び集積化 MEMS センサデバイス

の試作を可能にする 8 インチシリコンウェハベース MEMS ラインを産総研つくば東事

業所内に構築した。また、これをセンサネットワークシステムの実験場として活用した。 

装置には、MEMS/LSI の前工程から後工程、評価までカバーする一貫ラインとして、

ウェハの洗浄、リソグラフィー、拡散、酸化、成膜、エッチングから、接合・封止、デ

バイスチップ切断、実装用配線、さらに、デバイス表面及び内部の形状評価までを実施

する装置を導入した。 

 

3）植物工場センサネットワークシステムの開発 

東京農業大学内に植物工場を新設し、そこをセンサネットシステムの実験場として、

野菜の育成状況を温度、湿度や照度と植物工場の稼働に必要な消費エネルギーを現状の

ネットワークシステムとセンサ群を多数配置し、きめ細かなセンシングネットワークを

試作・検証することにより、省資源、高効率生産に最も適したセンサネットワークシス

テムを検証した。 

 

4）高機能センサモジュール技術開発 

自立型ワイヤレス MEMS センサ端末に関し、モジュール試作及び想定モジュールのプ

ラットフォームを検討した。センサ（温度、湿度、圧力、加速度など）の追加、差し替

え可能なプラットフォームモジュールに関する課題を明確化した。 

さらに、自立型ワイヤレス MEMS センサに必要なセンサ処理 LSI の低消費電力化の検

討と試作を行った。 

また、新たなセンサデバイス原理の可能性を検討する目的で以下を実施した。 

（ⅰ）異分野融合型次世代デバイス製造技術開発の実証 ナノ構造ガスセンサ 

（ⅱ）異分野融合型次世代デバイス製造技術開発の実証 低消費電力センサ・無線モジ

ュールへの検討 



 

II-4 

 

（ⅲ）パーティクルセンサの MEMS 化 

（ⅳ）汚染ガスセンサ  

（ⅴ）振動発電を中心とした小型高効率発電デバイス 

（ⅵ）センサ用パワーマネジメントデバイス 

（ⅶ）位置推定センシング原理 

（ⅷ）高感度温度センシング用機能薄膜 

 

（2）低環境負荷型プロセス技術開発 

シリコン貫通深掘り加工において、温室効果ガス排出量削減に向けて、温暖化係数の

高いSF6 から代替ガスへの切り替えと、エッチレート高速化によるガスの消費量低減

およびエネルギー消費効率の向上など環境負荷の小さい高効率なエッチングプロセス

の開発をする。 

また、ウェハ・ツー・ウェハとチップ・ツー・ウェハ技術を組み合わせて、ウェハサ

イズ、チップサイズ、チップ厚さに関わらず、様々な異種デバイスをウェハレベルで一

括集積化する技術も開発する。さらに、従来のシリコンに比べ高い機械特性を有するポ

リマー材料を使ったMEMSを開発するとともに、従来のシリコンMEMSと異種材料

MEMSとの多層集積化技術を開発し、環境負荷低減プロセスを提示する。 

さらに本プロジェクト成果のデバイス機能検証のためのTEG(Test Element Group)

ウェハを設計開発及び試作すると共に、大口径TEGのデバイス・プロセス設計及び試

作を行う。 

3次元構造かつ可動部から構成される高機能センサ製造に不可欠となる設計―検査間

の情報共有化フレームワークを構築し、そのフレームワーク上でマスク、3次元構造、

及び機械的・電気的特性に関する設計情報を製造・検査に利用するだけでなく、非破壊

検査装置の計測データを設計にフィードバックし、歩留まり・品質、スループットの向

上を図るとともに、製造設備の電力使用量や温室効果・有害ガスの排出量などのデータ

を活用し、デバイス設計時から環境負荷を考慮した情報共有化技術を開発する。 

 

 これらを受けて以下の取り組みを実施した。 

超小型・低コスト集積化 MEMS 開発に向けた低環境負荷型製造プロセス技術に関して

以下の開発課題に取り組んだ。  

1）低環境負荷ポリマー・センサ融合プロセス技術開発 

従来のシリコンを中心とする無機ドライ材料に加え、有機材料の持つ特異な機能を活か

す融合プロセスに関して、特にアクチュエータ MEMS の性能予測が可能なシミュレー

ション技術及びナノインプリントによる製造プロセスの開発を行った。 

 

2）スマートプロトタイピング技術開発 
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新設した 8 インチ MEMS プロセスライン活用のためにプロセス条件の確立、レシピ

の整備等、プロセスプラットフォームの構築が重要となる。特に、異分野融合型次世代

デバイス製造プロセスの実証及び集積化 MEMS センサデバイスの試作が可能となるよ

う、以下の開発課題に取り組んだ。 

①シリコンベースセンサ TEG の試作 

8インチMEMSプロセスラインの各装置の要素プロセスの検討及びセンサTEGの

試作を行った。 

②異分野融合型次世代デバイス製造技術を適用したデバイスの作製 

（ⅰ）中性粒子ビームエッチング技術をセンサ TEG の製造プロセスに適用し 8 イン

チ化によるウェハ内の特性ばらつきを検討した。 

（ⅱ）新構造マルチプローブ作製及びナノトライボロジーの評価の研究成果を実証す

るため、マルチプローブの特性ばらつきの抑制、先端部サブミクロンサイズの試作、

マルチプローブ評価装置導入による形状・特性のばらつきを評価した。 

③欠陥・ばらつき評価におけるモデリング・計測技術の開発 

8 インチ MEMS プロセスライン等で作製するセンサ TEG を設計し、製造、評価

を経て得られた情報を収集・整理した。デバイス特性の欠陥やばらつき、更には電気

的特性への影響要因について、等価回路モデルを活用してモデリング化し、デバイス

特性のばらつき要因等を特定する評価手法を開発した。 

 

3）低環境負荷型深堀エッチング技術開発 

シリコン深堀エッチングにおける低環境負荷化への取り組みとして、基本計画に基づ

き、SF6 排出量 90％削減に向けた代替ガスの選定指針の検討、リアルタイムモニタリ

ングによるエッチングの高効率化、フィードバック制御手法を用いたエッチング最適化

に関し検討した。 

 

4）低環境負荷型集積化プロセス基盤技術開発 

MEMS 集積化に不可欠なチップ、ウェハ接合技術の低環境負荷化として、250℃以

下の低温接合を基本として、一括集積化のための 1/10 強度の仮接合技術に関しての表

面粗さ、表面改質の検討、による本接合における機能膜の活用などについて検討した。 

 

5）スマートファブシステム技術開発 

①MEMS 固有の 3 次元構造の設計・計測情報の共有化技術 

形状計測データ等を設計ツールで利用するためのデータ変換技術の課題抽出、プロ

セスレシピ・動作特性などを登録・参照できる MEMS 統合設計データベースシステ

ムの基盤を構築、設計・計測データ、MEMS 統合設計データベース、MEMSONE

等の設計ツール等と連携して活用するための情報共有化フレームワークの要求仕様
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を作成した。 

②スマートファブ環境情報共有化技術 

最先端 8 インチ MEMS プロセスラインでの MEMS 製造装置の電力使用量、およ

びガス使用量などの環境情報を収集する仕組み、収集された環境データを基に環境負

荷を算出する手法の確立、環境負荷データ共有化データベース基盤の構築、MEMS

製造プロセスに用いられる主要な 30 種の原材料、作製されたセンサ TEG の環境負

荷算出に必要なデータを収集した。 

 

（1）、（2）を通じた全体の開発計画を以下に示す。 
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デ
バ
イ
ス
試
作

・
欠
陥
・
ば
ら
つ
モ
デ
リ
ン
グ
・
計
測
技
術
開
発

３
）
低
環
境
負
荷
型
深
堀
エ
ッ
チ
ン
グ
技
術
開
発

４
）低
環
境
負
荷
型
集
積
化
プ
ロ
セ
ス
基
盤
技
術
開
発

５
）
ス
マ
ー
ト
フ
ァ
ブ
シ
ス
テ
ム
技
術
開
発

・
3
次
元
構
造
の
設
計
・
計
測
情
報
の
共
有
化

・
環
境
情
報
共
有
化

事
業
項
目

H
2
2
年
度

セ
ン
サ
ネ
ッ
ト
・
制
御
シ
ス
テ
ム
構
想
検
討

セ
ン
サ
ネ
ッ
ト
・
制
御
シ
ス
テ
ム
試
作
・
効
果
検
証

次
世
代
オ
ン
デ
マ
ン
ド
シ
ス
テ
ム
の
検
討

設
備
仕
様
検
討

設
備
導
入
・
設
置

ナ
ノ
ガ
ス
、
低
電
力
デ
バ
イ
ス
原
理
検
討

デ
バ
イ
ス
原
理
検
討
（
パ
ー
テ
ィ
ク
ル
、
汚
染
ガ
ス
、
小
型
発
電
、
パ
ワ
ー
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、
位
置
推
定
、
温
度
セ
ン
サ
用
機
能
薄
膜
）

仕
様
検
討

仕
様
検
討

試
作

試
作

評
価

評
価

セ
ン
サ
ネ
ッ
ト
構
想
検
討

設
置

セ
ン
サ
ネ
ッ
ト
効
果
検
証

原
理
、
特
性
検
討

試
作

評
価

設
計
検
討

事
前
試
作

８
イ
ン
チ
ラ
イ
ン
条
件
出
し
試
作
・
評
価

設
計
検
討

予
備
試
作
等
検
討

８
イ
ン
チ
ラ
イ
ン
条
件
出
し
試
作
・
評
価

構
想
検
討

評
価
検
討

代
替
ガ
ス
調
査
選
定

プ
ラ
ズ
マ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
エ
ッ
チ
ン
グ
効
率
化

接
合
強
度
制
御
、
気
密
封
止
検
討

機
能
膜
を
劣
化
さ
せ
な
い
低
温
接
合
検
討

構
想
検
討

デ
ー
タ
収
集
、
情
報
共
有
化
検
討

構
想
検
討

デ
ー
タ
収
集
、
情
報
共
有
化
検
討
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2.2 研究開発の実施体制 

研究開発項目⑤「高機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発」（以

後、G デバイス）は、「異分野融合型次世代デバイス研究開発プロジェクト」（以後、

BEANS）の下に H21 末-22 年度に追加実施されたものであり BEANS 推進体制（図Ⅱ

-2.2-1）のなかで取り組んだ。 

拠点として、本部（秋葉原）、研究拠点 G デバイスセンター(産総研つくば東事業所内)

とGデバイスセンター関西(立命館大学びわこ草津キャンパス内)の 3か所を設け実施し

た。 

NEDO

BEANS 研究所

Gデバイス研究体

（研究委託 2009-2010年）

BEANS 研究機構

Life BEANSセンター Life BEANS 九州センター

3D BEANSセンター マクロBEANSセンター

研 究 推 進 体 制

Gデバイスセンター ＠産総研

Gデバイスセンター関西 ＠立命館大

参加メンバー（組合員）

オリンパス

オムロン

デンソー

三菱電機

大日本印刷

パナソニック電工

日立製作所

日立ハイテクノロジーズ

日立プラントテクノロジー

東 芝

富士電機システムズ

セーコーインスツル

アルバック

みずほ情報総研

堀場製作所

産業技術総合研究所

立命館大学

マイクロマシンセンター
 

図Ⅱ-2.2-1 BEANS 推進体制 

 

BEANS の NEDO 参画の上位運営会議であるプロジェクト推進連絡会へ研究体長以

下関係者が参画し進捗報告等を行うとともに、BEANS プロジェクト本体全体の意思決

定を受けて G デバイスの取り組み内容の追加、修正等を行った。 

特に、G デバイスにおける研究実施体制として G デバイス研究体（図Ⅱ-2.2-2）は以

下の通りである。 
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リーダ：遊佐厚 サブリーダ(研究体長）：前田龍太郎

1 センサネットワークシステム開発
・実験場MEMSライン ・ネットワークシステム試作
・センサネットモジュール用信号処理IC検討
・新センサデバイス原理（パーティクルセンサ、起動デバ
イスガスセンサA、発電デバイス、低消費電力デバイス）

２ 低環境負荷プロセス

・G‐DRIE ・G-WLP ・スマートファブシステム
・スマートプロトタイピング

実施場所：独立行政法人産業技術総合研究所

NEDO

指示・協議

Gデバイスセンター

1 センサネットワークシステム開発
・センサネット制御システム設計、検討
・センサネットモジュールプラットフォ－ム開発
・新センサデバイス原理（ガスセンサB、人感センサ）

２ 低環境負荷プロセス

・ポリマーMEMS

実施場所：学校法人立命館大学

Gデバイスセンター関西

Gデバイス拠点研究会議

BEANS知財委員会

Gデバイス知財検討分科会

BEANSプロジェクト
推進連絡会

Gデバイス推進委員会

センター長：伊藤寿浩、担当副所長：小池智之
センター長：杉山進、担当副所長：荒川雅夫

 

図Ⅱ-2.2-2 G デバイス研究体 ： BEANS 研究組合の G デバイス担当部隊 

 

また、研究体長をサポートし効果的な開発推進および開発進捗を管理するために、開

発に参加する企業や大学研究者と研究員との緊密な連携を取りながら効果的に成果が

得られるよう、BEANS プロジェクト推進連絡会の下に設置した G デバイス推進委員会

を四半期に一度実施した。委員会の委員は、組合員企業と大学の有識者から 21 名で構

成した。 

さらに、本研究開発課題に新規参画した企業メンバーを主に想定し、本プロジェクト

の知財規程の周知徹底を図るために、本プロジェクト知財委員会の下に G デバイス知

財検討分科会を設置して実施した。分科会メンバーは組合員企業の知財部門等から 18

名で構成した。 

 

2.3 研究の運営管理 

G デバイスを効果的に運営・推進する目的で、BEANS における G デバイス担当の

前田龍太郎プロジェクトサブリーダ（独立行政法人産業技術総合研究所集積マイクロシ

ステム研究センターセンター長；以下、研究体長）とともに、開発計画の詳細の検討や、

開発進捗を管理した。そして、研究開発に取り組む研究員全体の相互連携による効果的

な開発成果が得られるよう、前述のとおり BEANS におけるプロジェクト推進連絡会の

下に G デバイス推進委員会を設置し、四半期に 1 度開催した。また拠点として、G デ

バイスセンター(産総研つくば東事業所内、センター長：伊藤寿浩集積マイクロシステ

ム研究センター副センター長)と G デバイスセンター関西(立命館大学びわこ草津キャ
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ンパス内、センター長：杉山進立命館大学教授)で研究開発を行い、研究体長の下、そ

れぞれの拠点での研究会議を毎月初めに開催し、研究テーマ毎の進捗のフォローや実用

化に向けた検討等を実施した。知財権に関しては、BEANS 知財委員会の下に G デバイ

ス知財検討分科会を設置し、知財規程の周知徹底を図った。 

また、成果普及活動として、マイクロマシン MEMS 展での展示や国際ワークショッ

プへの展示参加、年度末に本研究開発の成果報告の場として G デバイス研究体主催の

国際ワークショップを開催し、ウエブサイト等を通じた広報、普及活動を実施した。 

全期間を通じての、運営管理の実績を図Ⅱ-2.3-1 に示す。 

 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5
２２年度

イベント

▲
5/20

成果報告書

検査・契約関連

現地ヒアリング

進捗確認シート

23年度

▲第3回 ▲第4回

▲
7/28-30

マイクロマシン展
専用ブース概要説明

6/28
フォローアップ検査

▲

Gデバイス
推進委員会 ▲第2回

6/11
Gデバイス関西
サイトビジット

作成

▲
概算払い

▲
概算払い

▲
概算払い

▲
概算払い

▲第1回

確定検査
（書面）

▲ ▲
12/22
Gデバイス関西
サイトビジット

11/11
Gデバイスつくば
サイトビジット

▲

▲
2/9

GDMS2011
成果報告

12/10
植物工場

サイトビジット

▲

▲
12/7

TIA-NMEMS
8インチライン見学会

▲ ▲ ▲
12/16
第1回
中間検査

3/9
第２回

中間検査

BEANSｐｊ
推進連絡会

▲第3回 ▲第4回▲第2回▲第1回

拠点毎研究会議 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

▲
8/30-31
日韓中

ジョイントセミナー
概要報告

作成 作成

 

図Ⅱ-2.3-1 G デバイス マネジメント関連スケジュール 

 

（1）G デバイス推進委員会の開催 

G デバイスの確実な成果達成に向け、研究開発進捗と予算執行状況、設備導入状況な

どの報告を行い議論、課題の共有化・方向付けのために、研究体長を委員長として、四

半期に一度開催した。開催実績を表Ⅱ-2.3-1 に示す。毎回、委員のほぼ全員とオブザー

バーとしての METI 研究開発課の出席が得られ、活発な意見交換を行われた。委員会

開催風景を図Ⅱ-2.3-2 に示す。 

表Ⅱ-2.3-1 G デバイス推進委員会 開催実績 

 開催日時 開催場所 参加者数 

第 1 回 4 月 8 日（木) 16:00～17:30 ＭＭＣテクノサロン  25 名 
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第 2 回 7 月  6 日（火） 15:00～16:50 東京都産業労働局秋葉原庁舎 

第一会議室 

 24 名 

第 3 回 10 月  7 日（水） 15:45～17:30  スター貸会議室(秋葉原)  25 名 

第 4 回 1 月 7 日（木） 15:30～17:30 産総研つくば東 第一会議室  25 名 

                   MMC：財団法人マイクロマシンセンター 

 

  

図Ⅱ-2.3-2  G デバイス推進委員会の開催状況 

 

最後の第 4 回の G デバイス推進委員会では、メンバー企業向けに前年 11 月末に完成

した 8 インチ MEMS プロセスラインの見学会を実施した。 

 

（2）G デバイス研究会議の実施 

研究拠点として、G デバイスセンター(産総研つくば東事業所内)と G デバイスセンタ

ー関西(立命館大学びわこ草津キャンパス内)を設け、G デバイスの研究会議を実施した。

研究会議は、短期集中で目的の成果を得るための取り組みについて、毎月初めに、研究

体長と各センター長の出席により、研究開発の進捗状況、優先順位の判断、アドバイス

等をタイムリーに行う狙いで開催した。 

そのなかで、G デバイスセンター、G デバイスセンター関西に共通的な開発課題につ

いては、Skype を活用した TV 会議形式を導入し、効率的な拠点間の連携を図った。さ

らに四半期毎には G デバイス推進委員会の前段として、両拠点の合同研究会議を実施

して、研究員間の研究課題の取り組みに関する技術交流を図った。 

表Ⅱ-2.3-2 に、G デバイスセンターの研究会議の開催実績一覧を示した。また、研究

会議開催風景を図Ⅱ-2.3-3 に示す。 

 

表Ⅱ-2.3-2 G デバイスセンター研究会議（産総研つくば東） 開催実績 

 開催日時 開催場所 参加者数 

第 1 回 5 月 12 日（水）9:45～17:00 G デバイスセンター 総勢 25 名 
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第 2 回 6 月 8 日（火）9:45～17:00 産総研つくば東第三輪講室 総勢 25 名 

第 3 回 

合同研究会議 

7 月 6 日（火）9:30～15:00 東京都産業労働局秋葉原庁舎 

第一会議室 

  45 名 

第 4 回 8 月 4 日（水）9:45～17:00 産総研つくば東第三輪講室 総勢 23 名 

第 5 回 9 月 1 日（水）9:45～17:00 産総研つくば東第三輪講室 総勢 25 名 

第 6 回 

合同研究会議 

10 月 7 日（水）9:30～15:00 スター貸会議室(秋葉原)   43 名 

第 7 回 11 月 8 日（月）9:45～17:00 産総研つくば東第三輪講室 総勢 25 名 

第 8 回 12 月 9 日（木）9:45～17:00 産総研つくば東第三輪講室 総勢 25 名 

第 9 回 

合同研究会議 

1 月 7 日（金）9:30～15:00 産総研つくば東第一会議室  44 名 

   

図Ⅱ-2.3-3  G デバイスセンター研究会議 実施状況 

 

また、表Ⅱ-2.3-3 に G デバイスセンター関西の研究会議の開催実績一覧を示した。6

月度、12 月度は、NEDO サイトビジットと同時開催とした。また、研究会議開催風景

を図Ⅱ-2.3-4 に示す。 

 

表Ⅱ-2.3-3 G デバイスセンター関西研究会議(立命館大びわこ草津キャンパス)開催実績 

 開催日時 開催場所 参加者数 

第 1 回 5 月 7 日（金） 

9:30～12:00 

立命館大 

オープンリサーチルーム 

8 名 

第 2 回 

NEDO サイトビジット 

6 月 11 日（金） 

14:00～16:00 

立命館大 

アドセミナリオ館会議室 

16 名 

第 3 回 

合同研究会議 

7 月 6 日（火） 

9:30～15:00 

東京都産業労働局秋葉原庁

舎 第一会議室 

45 名 

第 4 回 8 月 2 日（月） 

9:30～11:30 

立命館大 

オープンリサーチルーム 

9 名 

第 5 回 9 月 2 日（木） 

9:30～11:30 

立命館大 

オープンリサーチルーム 

9 名 

第 6 回 

合同研究会議 

10 月 7 日（水） 

9:30～15:00 

スター貸会議室(秋葉原) 43 名 

第 7 回 11 月 8 日（月） 立命館大 9 名 
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9:30～12:00 オープンリサーチルーム 

第 8 回 

NEDO サイトビジット 

12 月 22 日（水） 

10:00～11:45 

立命館大 

オープンリサーチルーム 

9 名 

第 9 回 

合同研究会議 

1 月 7 日（金） 

9:30～15:00 

産総研つくば東第一会議室 44 名 

 

  

図Ⅱ-2.3-4 G デバイスセンター関西研究会議 実施状況 

 

（3）G デバイス知財検討分科会の開催 

知財検討分科会は BEANS の知財委員会の下に設置され、G デバイスとして新たに参

画した企業メンバーがいるため、BEANS 知財規定について内容の周知、意見交換を行

い、コンセンサスを得ることを目的として開催した。 

 

表Ⅱ-2.3-4 G デバイス知財検討分科会 

 開催日時 開催場所 参加者数 

第 1 回 9 月 8 日（火）13：30～16：30 ＭＭＣテクノサロン  20 名 

 

（4）普及広報活動 

  約一年間という短期間の研究開発のため、前半は特にその取り組み概要を広く周知

することを目的に 2010 マイクロマシン・MEMS 展などに参加して普及活動を行っ

た。また、後半は 8 インチ MEMS プロセスラインの完成を機に関係者から見学会を

実施、また 2 月に国際ワークショップを開催しその研究成果を広く公開した。 

 

2.4 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

G デバイスの成果を踏まえて、参加企業での実用に対する取り組み及び、つくばイノ

ベーションアリーナ（TIA-NMEMS）への展開について、G デバイスの研究会議及び G

デバイス推進委員会において研究体長及びセンター長を中心に実施内容の検討を行っ

た。 
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さらに、TIA-NMEMS の本格的な研究開発試作拠点形成に向け 8 インチ MEMS ラ

インに配置した国内有数な装置などの見学会を開催し、我が国関連産業にいち早く周知

されるような取り組みを実施した。 

 

3. 情勢変化への対応 

 G デバイスは、平成 21 年度補正予算（第 2 号）により措置され、緊急に実施した事

業であり、更に 1 年間の短期間であったため、その成果を効率的に出すべく、前述の通

り推進委員会や研究会を通じてきめ細かいマネジメントを行い対応した。 

また、プロジェクト期間中に発生した東日本大震災の影響で産業技術総合研究所つく

ば東事業所の被災と G デバイスセンターの機能停止が一時停止したが、Web による掲

示板等で被害・復旧状況等を関係者と情報共有するなど、遅滞なく研究開発の成果取り

纏め、予定通り事業を完了した。 
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III. 研究開発成果について 

1. 事業全体の成果 

本事業では、MEMS技術戦略マップ2010のロードマップによる2025年以降の技術等

を見越し、研究開発の目的に即した革新的製造プロセス技術を抽出し、その技術を確立

することを目指した。 

本事業は、大きく二つのカテゴリーとして、「高機能センサネットシステム」と「低

環境負荷型プロセス開発」に分けられる。前者は、高機能センサネットシステムの実験

場としての8インチMEMS一貫プロセスライン（クラス1000クリーンルームとプロセス

装置群）の構築と、そこでの空調オンデマンド制御に連動したセンサネットシステムの

設置によるCO2削減目標の検証を実施した。後者は、MEMS製造プロセスとして特徴

的なSi深堀エッチングと接合におけるプロセスの低環境不負荷化、前述の8インチ

MEMS一貫プロセスラインでのMEMS基本プロセスレシピとして7種類のMEMSデバ

イスのテストエレメントグループ（TEG）の開発を行った。目標及び成果について、

表Ⅲ-1-1に示すとおり、いずれも目標を達成することができた。 

これらは、世界的にも例を見ない低環境負荷化を実現できる高機能センサネットシス

テムを完備したMEMS一貫プロセス開発・試作施設の構築であり、その開発・試作能

力は、8インチというMEMSとしては大口径ウェハを扱える先端的な装置群を完備した

もので我国有数なものである。研究開発拠点としてのTIA-NMEMSへの展開を想定、

研究・開発から量産試作まで踏まえた施設として今後の我国MEMS関連産業発展へ大

きく資するものと考える。 
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表Ⅲ-1-1 Gデバイス：目標と成果 

  

 

 

 

 

 

 

研究課題 目  標 成  果 

高機能 

センサネット 

システム開発 

①製造現場として MEMS クリーン

ルームにセンサネットシステム・空

調制御で CO2 削減 60％(’90 年比)。 

②上記検証用クリーンルームと大口

径 MEMS プロセスラインを構築。  

③製造現場としてセンサネット適用

の植物工場を構築し省エネ効果

20％。 

④高機能 MEMS センサモジュー

ル試作 ( 自立型、複数センサ、

30×30×10 ㎜)及び新センサデバイス

原理を検討。 

達

成 

 

①8 インチ MEMS 一貫プロセスライ

ンの空調、ライン装置等のエネルギー

見える化システムを設置。多数配置セ

ンサによるオンデマンド空調制御で 90

年度施設比 60％の CO2 削減見込みを

確保。 

②8 インチ MEMS 一貫プロセスライ

ンの構築完。  

③植物工場に多数配置センサネットを

設置し、葉物野菜、トマトなどの育成

で、20％省エネ効果を検証、収率は 10％

向上。 

④複数センサ搭載自立センサモジュー

ル試作、小型化達成。合計 8 種の新セ

ンサデバイス原理の可能性を把握。  

 

低環境負荷型

プロセス開発 

①ポリマ MEMS 基本プロセス確立

とミラーデバイス基礎データ把握。 

②深堀エッチング：代替ガス及びエ

ッチング効率の最適化で温暖化ガス

排出量 90％削減の指針を確保。 

③集積化接合：部分的接合強度制御

と 250℃以下の気密低温接合課題抽

出。 

④大口径 MEMS プロセスライン

TEG 試作を実施。3 次元計測情報を

設計ツールと連携するフレームワー

ク要求仕様作成プロセス環境負荷情

報データベース基盤構築とデータ収

集、欠陥ばらつきモデリング技術を

確保。 

 

達

成 

 

①低環境負荷型プロセスとしてポリマ

ーミラーデバイスの可能性についての

基本プロセス、基礎データ等、方向性

を確保。 

②深堀エッチング：目標をクリアし、

低環境負荷型プロセスへの指針を確

保。 

③集積化接合：目標をクリアし、低環

境負荷型プロセスへの指針を確保。 

④8 インチ MEMS 一貫プロセスライン

での 7 種類の TEG を試作、プロセス条

件を確保、一年間の短期の取り組みで、

すぐ使える試作ラインを構築。同ライ

ンでのプロセスを想定した、デバイス

特性ばらつき、3 次元設計・検査情報共

有化等のフレームワーク指針を確保、

設計検査の面でも基盤を構築。  
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2. 研究開発項目毎の成果 

2.1 高機能センサネットシステム開発 

高機能センサネットシステム開発の研究課題は、「半導体クリーンルームセンサネ

ットシステム開発」、その実験場としての「8 インチ MEMS プロセスラインの構築」、

「植物工場センサネットシステム開発」、「高機能センサモジュール技術開発」である。

研究課題毎の目標と成果内容、及び達成度（達成：○、未達：×）を、表Ⅲ-2.1-1 に

示した。 

 

表Ⅲ-2.1-1 高機能センサネットシステム開発 目標と成果内容、達成度 

研究課題 目標 成果内容 達成度 

半導体クリーン

ルームセンサネ

ットシステム開

発 

クリーンルームでの

CO2 排出量削減を検討

できる制御管理システ

ムを開発。 

検証用クリーンルーム

で CO2 削減(90 年度比

60％削減)を実証。 

・ パーティクル量等の 441 点を計測評

価できるエネルギーマネジメント統合

管理システムを開発し産総研に設置。 

・ 塵埃負荷及び熱負荷時のパーティク

ル量、パーティクル拡散量、温度上昇等

のデータから 1990 年度比、CO2 60％削

減検証を実施。 

○ 

8 インチライン

の構築  

MEMS/LSI の前工程か

ら後工程、評価までカバ

ーする一貫ライン、デバ

イス表面及び内部の形

状等の評価装置の導入。 

MEMS/LSI 前工程プロセスラインとし

て、ウェハ洗浄、0.35μ.ロセリソグラフ

ィー、ウェハ熱酸化･拡散、CVD･スパッ

タ成膜、ウェット及びドライエッチング

ライン(TKB812F)と、後工程プロセス･

評価ラインとして、ウェハ接合･封止、

ダイシング、実装配線、デバイス表面･

内部性状･電気的特性評価ライン

(TKB812B)を導入し、8 インチ MEMS

プロセスの試作検証に適用。 

○ 

植物工場センサ

ネットシステム

の開発 

センサネットを適用し

た省エネ評価用植物工

場を構築し、センサネッ

トの効果及び MEMSデ

バイスの実用化を検討。 

東京農大にセンサネット植物工場の開

発環境を構築。リーフレタス、ミニトマ

トを栽培、細霧冷却、補光照明、冬季暖

房、土壌灌水の 4 提案方式に関して、そ

れぞれエネルギー20％の削減を達成。補

光照明、冬季暖房、土壌灌水の 3 提案方

式に関して、植物の収穫量 10％改善を確

認。MEMS デバイスの実用化可能性を

検討。 

○ 

高機能センサモジュール技術開発 

  
高機能センサ

モジュール 

・無線センサモジュール

（30mm×30mm×

10mm）試作開発。 

・アプリケーション分野

の明確化と新たなセン

サネットの活用検討。 

・センサ機能に温度、湿度、圧力、加速

度を搭載し、電池、信号処理回路、無線

送信回路、アンテナを実装。植物工場な

ど用途に応じセンサ機能を差替え可能

な 30mm×30mm×10mm 以内のプラ

ットフォームモジュールを試作。 

・半導体クリーンルーム応用に特定し、

事業化課題と進め方を明確化。 

○ 
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低消費電力

LSI  

センサモジュールの長

寿命/バッテリー交換レ

ス化を目標に、低消費電

力アナログ回路要素技

術開発を行う。複数セン

サ信号を増幅・デジタル

化するアナログフロン

トエンド LSI を試作、

課題を抽出。 

アナログフロントエンド回路を低電力

化するために、低電圧(1.2V）、短時間

動作回路要素技術を開発。平均消費電力

4μ時程度（従来比 60%以上削減）で動

作可能あり、目標であるセンサモジュー

ルの長寿命化の要素技術開発に成功。 

○ 

  新センサデバイス原理検討     

  
ナノ構造ガス

センサ 

・センサ小型化及び性能

検証：トレンチに SnO2 

粒子をポーラス状に埋

め込み、センサ部の面積

を 1/2 以下の省スペー

ス化とセンシング感度

維持を両立。 

・粒子配列プロセスの大

面積化：プロセスの大面

積化に伴う課題抽出。 

・センサ部の面積を 1/2 以下の省スペー

ス化とセンシング感度維持を両立する

ために、トレンチ埋め込み型ガスセンサ

を評価、平坦基板と比較し高濃度ガス中

での感度が向上。 

・粒子配列プロセスの大面積化の課題抽

出として、4inch Si 基板上へのディップ

コートを検討し、メニスカス先端部への

微粒子供給を阻害しないような容器設

計が必要こと、ウエハ表面を清浄に保つ

必要があることを見出した。 

○ 

  

低消費電力セ

ンサ・無線モ

ジュールへの

検討 

高効率な容量型センサ

や高効率高周波デバイ

ス、そしてさらなる小型

化・低消費電力化に向

け、デバイスの試作を通

じて課題検証。 

超低損傷ドライエッチング技術を低消

費電力センサ・無線モジュールに適応し

た場合の課題検証を実施。シミュレーシ

ョンでは、専用設計ツールを構築し計算

結果からゲート長・幅などのデバイス構

造の課題を抽出。8 インチファンドリ試

作ではインプラ工程や CMP 工程などの

プロセス課題を抽出。 

○ 

  

パーティクル

センサの

MEMS 化 

小型化、低コスト化が困

難なパーティクルセン

サのＭＥＭＳ化を検討。 

・検出方法として，光学的・電気的方法

を複数検討、小型化のために新光学系を

提案、パーティクル（線香の煙）を検出。 

・センサの流路断面積 5×5 mm2、ダウ

ンフロー流速を 0.3 m/s、対象粒径 0.5 

µm とし、10 個のセンサで 1 秒間サンプ

リングを行うとして、JIS 規格のクリー

ン度を見積ることができた。 

○ 

  
汚染ガスセン

サ 

汚染ガス（NH3, H2S

等）を ppb レベルで計

測するための酸化物半

導体のセンサ開発。 

低消費電力化された高感度 MEMS ガス

センサを開発。 

耐熱温度 500℃以上で、NH3 に対する検

出限界を 2ppb、消費電力を 31mW に低

減、H2S に対する検出限界を 0.02ppb、

消費電力を 48mW に低減を達成。 

○ 
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振動発電を中

心とした小型

高効率発電デ

バイス 

垂直エレクトレットの

新しい高速荷電方法の

開発を目指すとともに、

小型化に有利な櫛歯型

エレクトレット発電器

の原理を検証。 

真空紫外線による電離を用いた荷電法

を開発し、コロナ荷電、軟 X 線荷電より

も極めて高速に荷電できることを明ら

かにし、当初目標を達成した。また、原

理検証として、櫛歯状の垂直エレクトレ

ットへの真空紫外線荷電の検証と 1uW

オーダーの発電が可能であることを示

した。 

○ 

  

センサ用パワ

ーマネジメン

トデバイス 

センサネットワーク端

末の電力削減のため起

動スイッチの原理検証

と通信方式の検証。 

ゾルゲル PZT と流路形状デバイスによ

り発電型の低消費電力起動スイッチの

可能性を得た。起動スイッチ向け無線と

して起動スイッチを用いた場合の通信

シーケンスチャート、データフォーマッ

ト、通信タイミングチャートを策定。消

費電力推定の基礎データを取得。 

○ 

  
位置推定セン

シング原理 

作業者の位置推定の原

理開発。 

ワイヤレス給電型慣性センサとRFIDを

組合せた無線方式センサモジュールで

作業者位置をリアルタイム計測し、

RFID タグ検出時の位置補正、サーバに

は作業者位置表示・タグ位置設定・履歴

表示・シミュレーション機能を具備した

作業者位置追跡システムを開発。 

○ 

  

高感度温度セ

ンシング用機

能薄膜 

環境に優しい非鉛系強

誘電体材料におけるセ

ンサとしてのデバイス

原理開発。 

非鉛系強誘電体材料BaTiO3薄膜をスパ

ッタ法で形成し、焦電係数は 10～

20pC/N、圧電定数は 10pC/(cm2)を達成

し、センサとして十分な性能を得た。 

○ 

 

2.2 低環境負荷型プロセス技術開発 

低環境負荷型プロセス技術開発の研究課題は、「低環境負荷ポリマー・センサ融合

プロセス技術開発」、BEANS への展開も考慮した 8 インチ MEMS プロセスラインで

のプロセス技術構築としての「スマートプロトタイピング技術開発」、特に MEMS

集積化に不可欠なプロセスの低環境負荷化に取り組んだ「低環境負荷型深堀エッチン

グ技術」、「低環境負荷型集積化プロセス基盤技術」、「スマートファブ技術開発」から

なる。研究課題毎の目標と成果内容、及び達成度を、表Ⅲ-2.2-1 に示した。 

 

表Ⅲ-2.2-1 低環境負荷型プロセス技術開発 目標と成果内容、達成度 

研究課題 目標 成果内容 達成度 

低環境負荷ポリ

マー・センサ融

合プロセス 

技術開発 

・ポリマーデバイス向け電

鋳成型金型基本プロセス

確立。 

・アクチュエータ MEMS

を 2 回製作、駆動電圧、ミ

ラー部反射率、ミラー部表

面粗さの特性を評価、生体

適合性への課題抽出。 

 

PMMA ポリマー材料による静電型ミ

ラーデバイス（アクチュエータ

MEMS）を電鋳成型金型によるプロ

セスにて開発。試作（2 回）及び特性

評価した結果、生体適合性に問題ない

ことを確認。 

○ 
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スマートプロトタイピング技術開発      

  

シリコンベー

スセンサ TEG

の試作 

シリコンベースセンサ

TEG の試作に向けて、各プ

ロセス（成膜・リソグラフ

ィ・エッチング・洗浄）装

置の要素技術を開発。 

8 インチラインを用いて試

作し、ラインの特性と製造

環境を評価、MEMS デバ

イス製造基盤を構築。 

8 インチウエハによる酸化膜、SiN、i

線露光、Si 異方性エッチング、

Si-DRIE 、メタルドライエッチング、

犠牲層ドライエッチング条件出し、応

力解析、断面形状、寸法、ウエハ面内

均一性を評価。5 種センサ TEG 試作

とそのセンサ特性評価により、8 イン

チ試作に適用できるプロセスプラッ

トフォームを構築、8 インチプロセス

装置、計測装置のレシピを蓄積。 

○ 

  

中性粒子ビー

ムエッチング

のデバイス性

能向上実証 

中性粒子ビームエッチン

グの大口径(8 インチ)化に

よるウエハ内の特性ばら

つきをセンサ TEG の試作

により評価。 

8インチウエハ面内に作製したカンチ

レバーに中性粒子ビームエッチング

を行ない、カンチレバーの共振周波数

と Q 値の初期特性を計測し、ウエハ

の表面状態が回復すること、100nm

エッチング行ったところで特性のサ

チュレーションが確認でき、中性粒子

ビームエッチング装置開発に重要な

指針となるデータを取得。 

○ 

  

μプローブ

TEG の設計・

試作 

先端部の有効径・幅がサブ

ミクロンであるマルチプ

ローブアレイを 8インチウ

エハで試作し、ウエハ内、

及びロット間の形状・特性

のバラツキを、マルチプロ

ーブ評価装置を用いて評

価。 さらに、8 インチライ

ンの検査デバイスとして

適用できるかの可能性を

検討。 

マルチプローブ評価装置を用いた評

価手法として、局所陽極酸化(LAO)法

による描画、光てこを用いた直接高さ

測定、プローブ先端接触電流値のリア

ルタイム計測の３つの手法を提案し、

電流値リアルタイム計測法が最も直

接的かつ容易にデバイスの特性ばら

つき計測や不良スクリーニングでき

ることを見出した。 

上記計測法で 8 インチラインで試作

したデバイスの、ロット間、ウエハ内

形状ばらつきを評価、顕著な形状ばら

つきはなかったが、ロット間電極配線

形成プロセスの品質差を把握、本デバ

イスを用いた手法が、8 インチライン

検査デバイスとして適用し得る可能

性を示した。 

○ 

  

欠陥・ばらつ

き評価におけ

るモデリン

グ・計測技術

開発 

ばらつき評価に有効なセ

ンサ TEG を設計・試作、

最終パッケージ（真空中）

やテスト（外力印加）段階

と同様の擬似環境下でウ

エハ内の電気的・機械的特

性計測技術及び解析結果

を基に構造依存のばらつ

き特性近似モデリング技

術を開発。 

8インチウエハに作製した複数デバイ

スについて、真空中・大気中で電気

的・機械的計測を行い、それぞれの

MEMS 等価回路モデルパラメータを

算出。算出した等価回路モデルパラメ

ータのばらつきより構造寸法のばら

つき評価を行い、等価回路モデルパラ

メータのばらつきから構造寸法のば

らつきが正しく評価できることを確

認。 

○ 
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低環境負荷型深

堀りエッチング

技術開発 

低環境負荷代替ガスの探

索を 3種類以上のガスにつ

いて行い、エッチング効率

化/最適化と組合せ、SF6

ガスに対し温暖化ガス排

出量を 90％以上削減可能

とする最適代替ガスの選

定指針の取得。 

F2, BF3, SiF4 など 5 種類の候補ガス

について、10Hz 周期の高速リアルタ

イム･プラズマ発光モニタリングによ

り得られた高効率エッチングレシピ

とプロセスシミュレーションによる

フィードバック制御の組合せにより、

温暖化ガス排出量を SF6 比で 90％削

減できる低環境負荷代替ガス選定指

針を得た。 

○ 

低環境負荷型集

積化プロセス 

基盤技術開発 

(1)ウェハ/チップ仮接合強

度を、正規接合強度の 1/10

以下に安定制御する集積

化プロセスを開発。 

(2)可動部固着防止用機能

膜が特性务化しない 250℃

以下の低温接合技術実現

に向け、接合面に付着した

機能膜の影響を把握、機能

膜部分的除去方法確立の

課題を抽出。 

合面の表面粗さと面積の制御、環状く

り抜きパターンの選定により、正規の

接合強度の 1/10 以下に安定して制御

できることが判った。 

機能膜として、SAM 膜(自己組織化単

分子膜、FDTS 膜)は UV 光、プラズ

マ照射で除去可能であり、除去後の

250℃表面活性化接合で十分な気密封

止が得られること、パターニング方法

としては、N2、あるいは Ar プラズマ

照射が適していることが判った。 

○ 

スマートファブ

システム 

技術開発 

(1) 3 次元設計・計測情報

を、MEMS 統合設計デー

タベース、MemsONE 等の

設計ツール等と連携して

活用するための情報共有

化フレームワークの要求

仕様を作成。 

(2) 環境負荷データを情報

共有化するためのデータ

ベースの基盤を構築し、セ

ンサ TEG の製造時におけ

る環境負荷を算出するの

に必要なデータを収集・登

録。 

(1)X線CT装置により 3次元構を造計

測、得られた構造から設計時の形状や

力学特性を比較。機械・電気特性の計

測データと設計形状を、集中質点系モ

デルを介在させて比較する手法を検

討。併せて、情報共有データベースシ

ステムの設計・プロトタイプ開発を行

い情報共有化フレームワークの要求

仕様を纏めた。 

(2)30 種類の MEMS デバイス用原材

料と 8 インチライン(TKB812)で試作

されたセンサ TEG 構造体の製造工程

での CO2 排出に寄与する項目をデー

タ収集し、それらを積算して排出量を

算定。算定の結果により、装置・工程・

項目に対する排出量の削減への指針

を得た。 

○ 

 

3. 成果の意義 

H21 年度末からほぼ H22 年度末まで一年間余りで短期に取り組み全体として当初

の目標を満足したその成果については、H23 年 2 月に開催した International 

Workshop on Green Devices and Micro Systems 2011(GDMS2011)においていち早

く一般に公開し、多くの参加者を得て高い評価を得た。今回の取り組みは、グリーイ

ノベーション推進の強力な手段としてきめの細かいセンサネットワークによるエネ

ルギーマネジメントが重要であることを半導体 MEMS 製造ライン、他で先駆的、実
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証的に示せたことが大きな成果といる。加えて省エネルギーに向けて、クリーン空調

だけではなく、製造装置そのものの強力な管理ツールとしても示せたことも重要な意

義がある。さらに、製造プロセスそのものの低環境負荷化に向けた取り組み指針を得

られたことも意義があり、将来の国プロへの先導的な役割を果たすことがでた。 

 

特に製造現場における省エネ化は我が国にとって重要な課題といえる。しかしなが

ら最先端の MEMS や半導体などの分野において、製造装置やクリーンルームの消費

電力の内訳を「見える化」した例は、これまでほとんど見当たらなかった。例えば、

最近の検討結果から、クリーンルーム内の製造装置のうち、特定の装置が著しいエネ

ルギー消費量を示すことが判ってきた。それらの多くが、振動の抑制のための空気圧

制御システムという、いずれも、加工の精度や安定性を維持するためのものである。

こうした製造装置は、これまで、24 時間の稼動を前提とした運用がなされてきた。

今回の成果を活用し、エネルギー消費量等の「見える化」を実現することで、運転の

運用を変えることにより、待機電力を大きく削減でき、その結果として製造装置全体

の消費電力を、従来に比べてピーク時で 3 割以上削減できる可能性があると推測して

いる。 

さらに、クリーンルームにおける消費電力は、そのほとんどが、空気をクリーンル

ーム内で必要な条件に変えるために使われている。クリーンルーム内の温度の制御と、

微粒子を除去するための空気の循環に使われる空調機、温水や冷水を空調機などに供

給するための装置が電力を消費する。 

この空調機の消費電力は、送風に使われている分が大きく、季節の要因で大きく変

わることはない。一方 この温水や冷水を供給するための装置の消費電力は、季節の

要因で大きく変わる。 外気の湿度や温度が高い夏になると、クリーンルームに必要

な空気の湿度や温度と、外気の湿度や温度との差が、他の季節より大きくなり、除湿

や冷却に必要な冷水が増えてしまう。この結果、夏場には、温水や冷水を供給するた

めの装置の消費電力が大きくなり、クリーンルーム全体の消費電力の 6 割以上を占め

るまでになる。 

クリーンルームの電力消費量を、大幅に減らすことは簡単ではないが、製造装置の

消費電力と同じように、クリーンルームにおいても、減らす余地が大きいと考えてい

る。今回の研究成果を活用し、クリーンルームのある区画が無人だった場合、微粒子

の浮遊量が尐なくなるために、無人の時間は、送風を最小限に抑えることで消費エネ

ルギーが削減できることが期待できる。 

開発した高機能センサネットシステムでクリーンルームという巨大システムの消

費電力を客観的に「見える化」し、システム全体の運用を最適化し、さらに社会全体

のエネルギー消費を、大きく低減できることをこのプロジェクトは示すことができた

意義は大きい。 
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本プロジェクト終了時の 2011 年 3 月 11 日に、東日本を大震災が襲った。発電施

設、とりわけ原子力発電所にもたらしたダメージは大きく、それ以前と後の境界条件

が大きく変わってしまった。省エネ化、グリーン化は近未来の問題ではなく、今年の

夏の待ったなしの課題となった。そういった意味でも、先験的な取り組みとその成果

を示すことができた。 

世界的にも例を見ない低環境負荷化を実現できる高機能センサネットシステムを

完備した MEMS 一貫プロセス開発・試作施設が構築され、その開発・試作能力は、

8 インチという MEMS としては大口径ウェハを扱える先端的な装置群を完備したも

ので我国有数なものとなった。TIA-NMEMS への展開のなかで、研究・開発から量

産試作まで踏まえた施設として今後の我国 MEMS 関連産業発展へ大きく資するもの

であり、その意義は大きい。 

 

4. 成果に関する特許及び論文・学会発表に関して 

4.1 特許 

技術研究組合 BEANS 研究所の知財規定に基づき、BEANS 知財審査会を経て、

BEANS 特許として取組みを行ったものとして、手続き中を含め 8 件の特許を計上し

た。現在 5 件が出願済みであり、出願済特許詳細を A-5 に示す。 

 

4.2 研究発表・講演 

本研究に基づいて、15 件の研究発表、講演を行った。一覧を A-5 に示す。 

  

5. 成果の普及広報 

  約一年間という短期間の研究開発のため、前半は特にその取り組み概要を広く周知

することを目的に普及活動を行った。また、後半は 8 インチ MEMS プロセスライン

の完成を機に関係者から見学会を実施、また 2 月に国際ワークショップを開催しその

研究成果を広く公開した。 

１）マイクロマシン・MEMS 展への取り組み概要展示 

国内イベントの中で、MEMS 関連企業、研究者が最もたくさん集まる本展示会

が 7 月 28 日～30 日、東京ビッグサイトで開催され、そこでプロジェクトの取り組

みを説明した。本展示はマイクロマシンセンター展示ブースの隣に 4 スパンのブー

スを確保し、「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発事業」本体展示（12 スパ

ン）と通路を挟んだ場所に位置し、本体の成果展示との連携がわかるような配置と

した。 

展示ブースでは、研究開発のコンセプトや個別テーマのパネル展示と、半導体ク
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リーンルームのパーティクルセンサを多数配置した場合の塵埃量に対応したオン

デマンド空調によるエネルギー削減のデモおよび、植物工場での温度、湿度、照度

などの多数配置によるモニタリングのイメージデモの二つを展示した。多数の来場

者が訪れ、実際の研究者が個別テーマやデモについて直接説明することにより、来

場者の充分な理解が得られるように工夫し、活発な議論が行われた。G デバイスセ

ンター展示ブース状況を図Ⅲ-5-1 に示す。 

   

 図Ⅲ-5-1 2010 マイクロマシン・MEMS 展（東京ビッグサイト） 

での概要展示 

 

2）The 1st Japan-Korea-China Joit Seminar on MEMS/NEMS for Green and Life 

Innovation への展示 

グリーンイノベーション、ライフイノベーションに貢献するマイクロナノ技術を

テーマとする日韓中セミナーが、平成 22 年 8 月 30 日～31 日、札幌コンベンショ

ンセンターで開催された。日韓中の関係する先端研究者に取り組みをアピールする

ため、ポスターセッションにて展示を行った。集った研究者は総勢 60 名弱で、G

デバイスの取り組み概要のほか、半導体クリーンルームのパーティクルセンサを多

数配置した場合の塵埃量に対応したオンデマンド空調によるエネルギー削減のイ

メージについて報告した。 

 

3）8 インチ MEMS プロセスライン見学会 

12 月 7 日に開催されたつくばイノベーションアリーナ NMEMS の関係者が集う

ワーキンググループ(TIA－NMEMS WG)で、ほぼ完成した 8 インチ MEMS プロ

セスラインの見学会を実施した。参加メンバーは、MEMS 試作関連の取り組みを

検討しているメンバーなどであり、大口径ウェハのプロセスが可能で、特徴のある

装置群が並ぶラインとして好評だった。 

前述のごとく、G デバイス推進委員会の委員に対しても、1 月 7 日の第 4 回委員

会で見学を行い、関係者に周知ができた（図Ⅲ-5-2）。 
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     図Ⅲ-5-2 8 インチ MEMS プロセスライン見学会 

 

4）International Workshop on Green Devices and Micro Systems (GDMS2011)開催 

3 月の事業終了前に、成果について内外に報告するため、本国際会議を平成 23

年 3 月 9 日（水）に AIST つくば中央共用講堂で開催した。 

事前登録 130 名に対し、当日関東地方は朝から大雪模様となり、出席者が尐なく

なることが予想されたものの、当日の出足は順調で、最終的に参加者数 146 名とな

った。グリーンイノベーションを主題にした本テーマへの関心度の高さと、最先端

8インチMEMSプロセスラインへの期待の大きさを示した結果であると思われる。 

当日のプログラムは、METI 研究開発課 矢野研究開発調整官と NEDO 機械シス

テム部久木田部長がプロジェクトの位置付けと成果についての期待を込めた挨拶

のあと、環境利用エネルギーハーベスティングや RFMEMS の研究で著名な Prof. 

Stepan Lucyszyn、商業店舗などのエネルギーマネジメントに関する研究で著名な

東大藤本教授の招待講演が行われた（図Ⅲ-5-3）。 

 

    

図Ⅲ-5-3 GDMS2011 会場風景 
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そのあと、二つの研究拠点 G デバイスセンター長が両拠点での取組みや成果の

概要について報告、昼食時より、ポスターセッションでのテーマごとの報告、及び

代表的テーマのオーラルセッションが行われた。どのセッションでも、最後まで多

くの参加者が熱心に聴講及び意見交換が行われた。 

最先端 8 インチ MEMS ライン見学は、3 回に分けて実施したが、すべて、定員

一杯で事前登録の段階で締め切るほどであった。 

以下に、GDMS2011 プログラムを示す。 

 10:20  Opening session,  Moderator R. Maeda 

     T. Yano (METI), S. Kukita (NEDO)  

 10:30  Invited talks,  Moderator R. Maeda 

     “Ambient Electromagnetic Energy Scavenging for Sensor Networks”, Prof. Stepan 

Lucyszyn, Imperial College of London 

     “ Energy management in retailing business”, Prof. J. Fujimoto (Tokyo University) 

 11:30  Project overview:  Moderator T. Koike 

     T. Toshihiro Itoh and S. Sugiyama 

 12:10- 

 14:30 

 Working Lunch 

     Poster view of project details and topics from Inter university network 

     Green 8 inch MEMS prototype station “TKB812” tour (A) 

 Special Tutorial  （13:30-14:20) 

     “Challenges and Progress in MEMS Energy Harvesters”, Prof. C. Lee (National 

University of Singapore) 

 14:30  Oral session:  Moderator T. Sakamizu 

     “Green operation on demand (GOOD) for clean room”, K Ando 

     “Development of Wireless Smart Multisensor Devices for a Green World”, A. Ranjith 

     “MEMS Particle sensor for GOOD, H. Sven 

     “Micro coil fabrication for ubiquitous power monitoring” Y. Zhang 

     “Ultra Low Power Consumption IC for Green device”, T Fujimori 

     “Environment Friendly MEMS process, D. Dｚung 

 16:00-  Poster View and Green 8 inch MEMS prototype station “TKB812” tour (B) 

 Reception: Opening remark: S. Ichimura(AIST),   Closing remark: K. Aoyagi 

(MMC) 
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IV. 実用化の見通しについて 

1. 事業全体の実用化の見通し 

本事業で取り組んだ研究課題の狙いとその実用化の方向性は、図Ⅳ-1-1 に示す通りで

ある。また、成果に基づく実用化の見通しを表Ⅳ-1-1 に示す。 

②低環境負荷型プロ
セス開発

①高機能センサネッ
トシステム開発

製造現場でのセンサネットワークシステムの
「センサ多数最適配置-オンデマンド空調制御」

省エネ効果検証

センサＭＥＭＳ化による小型・低コスト化

8インチＭＥＭＳプロセスの整備

ＭＥＭＳプロセスの
低環境負荷化可能性検証

グリーンイノベーションに向けた
次世代センサネット研究

（Ｈ２３～）

各企業での
実用化

ＴＩＡ-ＮＭＥＭＳ
への展開

最先端設備の
効率的活用

8インチMEMS
プロセスライ
ン構築

 
図Ⅳ-1-1（再掲） G デバイスの実用化の方向性 

 

表Ⅳ-1-1 G デバイス：実用化の見込み 

研究課題 成 果 実用化の見込み 

高機能 

センサネッ

トシステム

開発 

①8 インチ MEMS 一貫プロセスライン

の空調、ライン装置等のエネルギー見え

る化システムを設置。多数配置センサに

よるオンデマンド空調制御で、90 年度施

設比 60％の CO2 削減見込みを確保。  

②8 インチ MEMS 一貫プロセスライン

の構築完。 

③植物工場に多数配置センサネットを設

置し、葉物野菜、トマトなどの育成で、

20％省エネ効果を検証、収率は 10％向

上。 

④複数センサ搭載自立センサモジュール

試作、小型化達成。合計 8 種の新センサ

デバイス原理の可能性を把握。 

①多数配置センサによるオンデマンド空

調制御システムの事業化を、半導体クリー

ンルームで積極的に展開する（オムロン）。  

②8 インチラインは TIA-NMEMS の基幹

設備として、活用する。活用主体は、MMC

に新設された MNOIC となる見込み。  

③植物工場のセンサネットワークシステ

ムは、検証した 4 方式を実際の民間植物工

場の実態に合わせて適用する等、実用化を

進める（日立）。  

④自立センサモジュールや低消費電力

LSI 技術、新センサデバイス原理検討か

ら、継続 して各社で数年後の実用化を目

指す。（オムロン、日立、パナソニック電

工、SII、堀場、富士電機） 
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また、世界的にも例を見ない低環境負荷化を実現できる高機能センサネットシステム

を完備した MEMS 一貫プロセス開発・試作施設は、我国有数の 8 インチという MEMS

としては大口径ウェハを扱える先端的な装置群を完備した研究開発拠点となりうる。こ

れらについては、我が国の研究拠点 TIA-NMEMS への展開を想定し、MEMS 協議会

にマイクロナノイノベーションセンター（MNOIC）を研究・開発から量産試作まで踏

まえた研究開発の実行部隊として組織し、平成 23 年 7 月に設置された。本事業により

設備が構築された AIST 集積マイクロシステム研究センターと共同で MNOIC は図

Ⅳ-1-2 に示すような研究開発試作機能の構築と継続的運営を図るべく取り組みを進め

ている。 

 

図Ⅳ-1-2 TIA-NMEMS の概念図 

低環境負荷

型プロセス

開発  

①深堀エッチング：目標をクリアし、低

環境負荷型プロセスへの指針を確保。 

②集積化接合：目標をクリアし、低環境

負荷型プロセスへの指針を確保。 

③8 インチ MEMS 一貫プロセスライン

での 7 種類の TEG を試作、プロセス条

件を確保、一年間の短期の取り組みで、

すぐ使える試作ラインを構築。同ライン

でのプロセスを想定した、デバイス特性

ばらつき、3 次元設計・検査情報共有化

等のフレームワーク指針を確保、設計検

査でも基盤を構築。 

④低環境負荷型プロセスとしてポリマー

ミラーデバイスの可能性についての基本

プロセス、基礎データ等、方向性を確保。 

①深堀エッチング：高集積センサやプロセ

ス装置への実用化に取組む（デンソー、ア

ルバック）。 

②集積化接合技術：高集積センサ等へ４年

後の実用化を目指す（三菱電機）。 

③TIA-NMEMSの8インチMEMS一貫ラ

インでの TEG レシピやプロセス条件とし

て活用。活用主体は MMC に新設された

MNOIC となる見込み。3 次元キャラクタ

リゼーションの提供サービスを本年度実

用化見込み（みずほ情報総研）。       

④ポリマーMEMS 技術は、低環境負荷プ

ロセスとして検討を継続。さらに VOC 濃

度センサとして病院施設等や、医療応用匂

いセンサの実用化を目指す（オリンパス）。 
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2. 研究課題毎の実用化の見通し 

2.1 半導体クリーンルームセンサネットシステム 

センサネットワークシステム(Clean On Demand 空調自動制御システム)の成果に基

づいた実用化の見通しは、現状下記の通り事業展開を継続中である。 

 

（1）オムロン内部での取り組み状況 

■BEANS 研究所 G デバイスでの研究成果の社内共有 

社内の関係者と G デバイス研究成果の社内共有を行った。 

■オムロン野洲工場での取り組み成果の社内共有 

 オムロン野洲工場でも類似の検討を行っており、野洲工場での成果の社内共有を

行った。 

■確認/共有事項 

・人によりパーティクルが発生するため、その人をセンシングして、空調機の制御

を行うことは、空調機のエネルギー削減に大きく貢献できることを確認した。 

・G デバイス／オムロン野洲での各種データは、非常に有用であり、制御システム

を構築する際に活用できるだけでなく、顧客提案を行う際にも説得力を持ってアピ

ールする材料として活用できることを確認した。 

・1Step として、これまでに付き合いのある顧客に絞り込んで提案を行い、社外で

の実績を積み上げて、横展開する方針で進めることとした。 

 

（2）外への取り組み 

・オムロンとしての取り組み実績と、今後の商品化を平成２３年７月９日に日本経済新

聞に発表。 

・客先提案状況 

A 社：現場にて 1 次調査完了。 

現場の空調機がインバータタイプでなかったため、空調機の ON/OFF で実

地検証。クリーンルームが負圧状態となる恐れが出たため、一次検証を保留

した。現在は、提案内容を再検討中。 

Ｂ社：現場にて 1 次調査完了。 

ベイ方式ではなく、ミニエンバイロメントタイプのクリーンルームであっ

たため、提案内容を再検討中。 

 

（3）全体を通して 

  G デバイスの成果は非常に有用であり、クリーンルームのエネルギー削減に繋がる

ことを、オムロンとしても認識しており、事業化へと繋げるべく、社外への提案を行

っている。しかし、客先のクリーンルームの構成(例：空調機がインバータタイプで
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はない)などによっては、実地検証を進めることが困難である場合も見えてきた。 

まず、社外での実績を作ることを最優先の取り組みとして、今後は、更に客先を絞

り込み、取り組みを継続して進める。 

  また、客先提案に際しては、クリーンルームに応じた提案を行うこととする。 

   ・ハイクラスクリーンルーム 

電気料金も大きいため、一定規模以上の客先投資金額が見込めるため、数メ

ートル間隔でセンサを設置するシステム構成。 

   ・ミドルクラスクリーンルーム 

安価なシステム構成とするため、最低限度必要な人感センサとパーティクル

センサでシステム構成。 

 

2.2  ８インチラインの構築 

 我国有数の 8 インチという MEMS としては大口径ウェハを扱える先端的な装置群全

般が独立行政法人産業技術総合研究所（AIST）に設置され、TIA-NMEMS つくば R&D

プラットフォームの基幹設備として位置付けられた。AIST 集積マイクロシステム研究

センターと共同で研究開発試作機能の構築と継続的運営を図る MNOIC を発足させ、

産学連携共同研究開発インフラとしての利用の募集を開始した。 

事業化までのシナリオとして MEMS 開発支援サービス業務を試行し、独立組織とし

ての自主運営を目指す。波及効果として、ファブレス MEMS メーカーの新規参入によ

り、国内 MEMS 産業の活性化に資するものである。 

 

MNOIC ホームページ解説 

 



 

IV-5 

 

 

2.3 植物工場応用センサネットシステム 

本研究で提案した植物工場に適したセンサネットシステムの実用化・事業化の見込み

に関して述べる。 

植物工場の将来市場に関しては、矢野経済研究所から「植物工場に関する調査結果

(2009）」が報告されている。本報告書によれば、植物工場で生産される野菜は、2008

年度が 28 億円であるが、2013 年度には 100 億円、2018 年度には 200 億円、2020 年

度には 288 億円に拡大すると推定されている。植物工場は成長分野であるといえる。 

本研究では、センサネットに適した植物工場の制御システムとして、細霧冷却、補光

照明、冬季暖房、土壌水分の 4 つの方式を提案した。これらの方式は、栽培エリアを分

割して、それらのエリアを個別制御する方式である。栽培エリアの方向（東西南北）や、

栽培エリアの中央や周辺で栽培環境が異なるこることが確認できた。各栽培エリアの環

境測定にセンサネットを適用し、栽培エリア毎に分散制御することにより、省エネおよ

び作物の収穫量が改善できる可能性を示した。 

一方、植物工場用センサネットシステムの投資回収は、省エネによる電力コスト削減

だけでは短期間での回収が厳しく、生産する作物の収穫量改善や、高品質な作物を生産

するための設備としても適用することが重要であることを示した。 

これらに基づいて、日立としては以下の内容で今後実用化に向けて検討を続ける。 

制御系まで含めた設備投資は、新規の植物工場でなければ、導入は厳しいので、既存

の植物工場に関しては、環境計測用のセンサネットの導入を進める。 

既存の植物工場では、温度監視などのセンサは 1 点だけの設備が多いので、多点計測

が可能な環境計測用のセンサネットの導入を進める。センサネットで計測した計測デー

タは、クラウドで一括管理する方法も提案し、スマートフォン等の端末で植物工場の環

境を監視できるようにする。導入先は、既存の植物工場だけでなく、大学等の研究用の

植物工場も含めて広く提案していく。 

新規の植物工場に関しては、本研究で評価した 4 つの方式を提案していく。実用化に

際しては、今回提案した 4 つの方式を、全て提案するのではなく、植物工場の立地条件

や、栽培する作物により、効果の高いものから提案していく。北海道や東北のような寒

い地方では、冬季暖房システム有効であり、日本海側の日射量の尐ない地域では補光照

明システムが有効である。また、九州などの暑い地方では、細霧冷却システムが有効で

ある。高付加価値のトマトの栽培であれば、土壌水分制御システムを導入して、トマト

の高糖度化に適用するのが良い。これらは、植物工場の設置環境などに応じて提案して

いく。 

また、農業用途のセンサネットシステムを普及させるためには、露地栽培にも適用さ

せることが必要と考える。外気温が大きく変動する最近の気象状況において、環境モニ

タリングな可能なセンサネットシステムが、露地栽培においても、作物の品質向上につ
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ながると考えられる。 
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2.4 高機能センサモジュール 

高機能センサモジュールはクリーンルームや植物工場に限らず、生産現場、オフィス、

そして店舗等の省エネルギー化、安全・安心に関わる異常検知・危険予知、生産性向上、

収量向上等の様々な場面で適用可能である。 

本研究開発で作製したモジュールは、クリーンルームの最適環境制御に特化して作成

したものであり、省エネに向けたセンシング項目、センシング頻度の抽出に用いるもの

であり、無線方式・電池容量・非接触給電等が選択でき、複数種類のセンサの差し替え

が可能なことを特長としたのである。 

従来の市販センサ、コンポーネントでも同様の機能を実現することは可能ではあるが、

市販品であることからモジュール単価のコストが数千円～数万円と高価であることが

課題である。また、センサ自体が市販品であるためセンサ寸法が大きくなり、きめ細や

かな計測制御の普及に大きな課題を有している。 

本研究開発成果である高機能センサモジュールは、上記従来の課題を克服したもので

あり、複数のセンサ（最大 31 種）を搭載することができ、様々な想定現場で自由に構

成できる小型、ローコストなセンサモジュールプラットフォームであることが特長であ

る。 

 

（1）オムロン内部での取り組み状況 

■BEANS 研究所 G デバイスでの研究成果の社内共有 

社内の関係者と G デバイス研究成果の社内共有を行った。 

 ■確認/共有事項 

   クリーンルーム実証実験の共有化 

人によりパーティクルが発生するため、その人をセンシングして、空調機の

制御を行うことは、空調機のエネルギー削減に大きく貢献できることを確認し

た。 

一方、パーティクルは常時モニタが必要であること、従来のパーティクルセ

ンサでは光源が必要あるいは、吸引するポンプが必要であるなど消費電力が大

きく電池寿命の観点で課題があることを共有。 

 

   上記課題について以下の点を共有 

① パーティクル代替としてフローセンサで相関比較実験を実施。クリーンル

ームによってはパーティクルセンサの代替策としてフローセンサで代用

できることを確認した。 

② フローセンサの消費電力低減として、ピエゾ式フローセンサの活用を提案。 

③ 上記、課題に対応したセンサモジュールとしてイベント起動型、電池サイ

ズ大＆非接触給電のタイプも準備。 
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（2）ビジネスモデルとオムロンとしての進め方 

  センサモジュール関連のビジネスは以下の２つの方法が考えられる 

① モデル１ 

G デバイスで開発したセンサモジュール、受信機をそのまま販売する。 

（ただし、この場合はコネクタの接触信頼性等改良が必要である。） 

顧客自らセンサネットワークを構築する必要がある。 

② モデル２ 

アプリケーション毎にセンサネットワークシステムを構築し、システムで

供給。 

顧客は、工場、オフィス、店舗、空調メーカ等になる。 

システム納入のため売上げは大きくなる。 

 

オムロンとしては②で事業展開を進めていく。 

実際のセンサモジュールは社内の独自のモノで進めていくが、必要に応じて上記 G

デバイスで培った要素技術、IP を導入していく。 

 

（3）今後 

電源コンセント式、電池式ではメンテが必要、大型になる等でコスト、サイズ的に

広く普及するには課題が大きい。今後は、自己発電デバイスとの併用で電池レス、

メンテナンスフリー化が重要である。 

 

2.5 低消費電力 LSI 

本研究で開発したアナログフロントエンド回路は、センサを用いる際に、必須となる

回路ブロックである。よって、本開発技術はセンサネットワークへの適用はもちろん、

センサ応用システム全般に適用可能な基盤技術である。また、本開発で要素試作により

実証した回路は、アナログフロントエンド回路に於いて実用上重視される指標である、

サンプリング速度・測定精度に対する低電力性能に関し、世界最高水準の性能を有する。

よって、本開発技術を基に、用途に応じた実用的な回路を構成することで、強い競争力

を有するセンサ応用システムを実現可能であると言える。 

本技術の実用化に向け、今後、周辺回路を含めた、アナログフロントエンド回路の改

良を行う。改良したアナログフロントエンド回路を IP 化し、センサ用周辺回路のプラ

ットフォームの構築を行い、センサネットワークへの適用を検討する。また、併せて、

構築したプラットフォームを用い、日立グループの社会システム製品群や産業機器製品

群におけるセンサ適用製品への適用による、早期の実用化を検討する。 
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2.6 新センサデバイス原理 

（1）ナノ構造ガスセンサ 

本研究において開発を進めてきたガスセンサの実用化・事業化の見込みについて、

以下の通りである。 

ガスセンサのアプリケーションとして今回 CR ドラフトガスを対象にしてきた。

高濃度のガス感度が向上している為、溶媒濃度が爆発限界中でも感度が飽和しない

可能性がある、この為、濃度検出及び爆発検知にも適用できる可能性がある。また、

前述したように堆積材料の拡張性が高い為、幅広い用途に適用できる可能性がある。

建築用材から放出される揮発性有機物質であるトルエン等の溶媒検出にも適用の

可能性はあると考えられる。 

  

（2）低消費電力センサ・無線モジュール 

本研究において開発を進めてきた VB-FET の実用化・事業化の見込みについて、

以下の通りである。 

本デバイスは、MEMS とトランジスタの集積による特徴的な特性を活かし、SAW

や FBAR などの高周波デバイスにかわるチューナブルバンドパスフィルタの実現

や加速度センサやジャイロセンサなどにも応用し周辺部品点数削減・低消費電力化

などが期待できる。特にチューナブルバンドパスフィルタは、マルチバンド化した

携帯電話市場においてニーズが高く、数百億円規模の市場であるため、事業化する

メリットは非常に大きいと考えられる。また、加速度センサやジャイロセンサなど

においてもセンサネットワークの省電力化ニーズが高いことから同様に期待でき

る。 

 

（3）パーティクルセンサ 

提案するパーティクルセンサの目指すところは、市販のパーティクルセンサの置

き換えではなく、市販のパーティクルセンサとの併用により、クリーンルームのよ

うな大空間のクリーン度の傾向管理を実現することである。感度の高い大型のパー

ティクルセンサにより、大域的なクリーン度を評価し、提案するパーティクルセン

サを用いて、局所的なクリーン度変化の傾向を計測する。このような用途において、

提案する小型のパーティクセンサは期待が高い。 

提案するパーティクルセンサを実用化するためには、主に 2 つの技術的課題があ

る。第一に、レンズを用いずにパーティクルを感度よく検出すること、第二に、ポ

ンプを用いずに効率よくパーティクルを検出領域に流入させることである。レンズ

を用いないことでセンサの小型化が実現できる。また、ポンプを用いないことでセ

ンサの小型化に加え消費電力低減も実現できる。従って、小型で低消費電力なパー

ティクルセンサの実用化のためには上記 2 つの技術的課題を解決する必要がある。
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前者の課題に対しては、マイクロ構造を有するフォトダイオードを用いたパーティ

クルセンサを提案し、原理検証まで終えている。しかしながら、クリーンルームな

どクリーン度の高い環境における使用を想定すると、検出感度のさらなる向上が必

要である。対応策としては、光源波長の最適化、フォトダイオードの高感度化によ

り向上が見込め、PIN ダイオードやアバランシェフォトダイオードなどに今回提案

したマイクロ構造を組み合わせることで実現できる。次に、後者の課題に関しては、

すでにシミュレーションを行い、検討を始めている。現在はセンサの接地面と流路

の距離に応じて、空気の取り込み量が変化することを確認している。流路の位置や

形状を改善させることにより、さらに多くの空気を効率よく取り入れる構造を構築

することも可能だと考えられる。従って、現在までの検討で提案するパーティクル

センサを実用化するための主たる技術的課題の解決方法を提案し、さらに基礎原理

の確認に成功している。今後は上記課題のさらなる改善を行うと共に、SII（セイ

コーインスツル）内で行われているセンサネットに適用することを想定し、消費電

力・製造コストなども検討し、実用化・事業化を目指す。 

 

（4）汚染ガスセンサ 

本研究ではクリーンルームの消費電力削減のため、ドラフトの排気量制御に用い

ることのできる高感度・低消費電力のガスセンサの開発を行った。 

実用化に向けての課題としては、まずセンサ応答の安定性・再現性の向上、製作

ばらつきの改善等があげられる。これらの課題の解決には WO3 の成膜条件のばら

つきを抑え、膜の耐環境性の向上が必要であり、スパッタによる制御性の高い WO3

成膜の導入やアニール条件の最適化等の検討が必要と思われる。またガス選択性向

上も大きな課題であり、課題解決のためには、触媒添加・動作温度の最適化等を検

討しなければならない。  

これらの課題が解決されれば実用的な小型・高感度・低消費電力・低コストのガ

スセンサが実現でき、高機能センサネットワークへの適用が容易となり、アプリケ

ーションとしては、本研究の当初の目的としたクリーンルームの消費電力削減のた

めのドラフトの排気量制御だけでなく、都市環境の広域大気汚染モニタリングや工

場・オフィス等の室内の換気制御等、センサネットワークに適合した今までにない

ガス計測応用技術へ展開できると考えられ、堀場製作所として継続して検討を続け

る。 

例えば、大気汚染モニタリング事業についてその市場性を見積もると、現在、従

来の大気汚染分析装置は各都道府県に数十台ずつ設置されているが、それだけでは

大気汚染の実態を十分に把握することはできず、各都道府県に数千箇所の測定ポイ

ントが求められている。しかし現状の高価な大気汚染分析装置ではコスト的に実現

が不可能である。そこで安価で高信頼性のセンサが実現できれば、大きな事業展開
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が見込める。たとえば、センサユニット単価を 5 万円、センサユニット 100 個ごと

に 500 万円のデータ集積ユニットが必要だとすると、各都道府県に 2000 個ずつセ

ンサユニットを配置するとすれば、約 100 億円規模の市場であると見積もられる。

また国内だけでなく、海外へも事業展開すればさらに大きな市場となる。 

 

（5）振動発電を中心とした小型高効率発電デバイス 

真空紫外線を用いた高速荷電を用いることにより，実用的な荷電時間で櫛歯状の

垂直エレクトレットへ形成することが可能になった。垂直エレクトレットを持つ

MEMS 発電器が実現できたことにより，組立が不要となり、低コスト化，小型化

が容易になった。 

垂直エレクトレットを用いた MEMS 発電器は、低コスト化が可能であり，産業

技術としての適用可能性が拡大した。今後は、低共振周波数化，エレクトレット材

料の改良などにより，発電器の発電性能を上げ、実用化へ向けて取り組んでいく。 

 

（6）センサ用パワーマネジメントデバイス 

本プロジェクトでは、センサ端末の電池寿命を最大限延ばすために、必要時のみ

動作する起動スイッチ(イベントドリブン型スイッチ)の開発を実施した。センサ端

末の対象は、クリーンルーム内活用のためパーティクルセンサを起動させることを

目的とした起動スイッチの開発を実施。起動源としては、フロー変化によりパーテ

ィクル量の変化に着目し、フロー変化検出タイプの起動スイッチを実施した。 

本研究開発では低消費電力なスイッチを実現するために、圧電体（ゾルゲル PZT）

付きカンチレバーを利用した省電力なスイッチの開発を行うとともに感度向上の

ためカンチレバーの上下面に圧力差を発生させる構造のフローセンサを提案し、フ

ロー変化による起動スイッチの有効性を示唆した。 

本起動スイッチは、センサ端末の電池寿命向上、電池交換なしなどのメンテナン

ス性に対して有効であり、センサーネット普及のためには画期的技術であることが

示せた。しかし、起動スイッチとセンシング対象のユニット化、システム化検証に

より有効性を提案することが必須であり本プロジェクトで得た技術検証をさらに

発展させ、事業化に進めるためセイコーインスツルとして継続的に研究開発を実施

し実用化に近づける所存である。 

 

（7）高感度温度センシング用機能薄膜 

本研究開発項目の機能性薄膜を用いた最終目標として集積化センサネットワー

クモジュールをあげることができる。 本モジュールにおいては非鉛系強誘電体薄

膜を用い、高感度温度センサ（焦電センサ）、および同じ薄膜を活用して作製する

無線ネットの駆動電源として活用できる自立発電デバイスが搭載されている。従来
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の焦電センサや振動発電デバイスの薄膜材料としては鉛系材料が用いられてきた

が、有害な鉛を含まず優れた焦電特性および圧電特性を有する非鉛系強誘電体薄膜

の開発が強く望まれている。 

本プロジェクトで開発した非鉛系薄膜は Si 基板上の鉛系薄膜と同等の焦電性を

示すことができた。今後、社内において開発した技術をベースに薄膜形成技術を進

化・発展させ、PZT と同等性能を有する非鉛系圧電／焦電薄膜の開発を推進する。 

また本プロジェクトにおいて取り組んだ強誘電体薄膜剥離転写技術においては、

高品位な薄膜を、Si や安価なガラス、ポリマー基板上に膜品質の大きな务化なく形

成できる可能性を得た。これにより各種基板上への強誘電体膜の形成が可能となり、

従来技術では実現不可能であった IC 一体型強誘電体薄膜が作成でき、センサ等の

高感度化が期待できる。また、本技術によればガラスやポリマー基板上に薄膜形成

できることから、ガラスやポリマー基板の持つ特性を活かした従来にない新規な

MEMS デバイス開発が期待できる。 

パナソニック電工においては既に、非鉛系材料を用いたバルク焦電体からなる人

感センサを開発し、センサユニットおよびセンサ搭載照明器具を販売している。一

方 MEMS 技術を応用した圧力センサ、加速度センサも販売しており、MEMS デバ

イス製造に関しては豊富な実績を有している。今後、本プロジェクトで開発した技

術をベースに、低環境負荷である非鉛強誘電体薄膜を応用し、省エネ化が可能でか

つ快適空間創出につながる照明・空調制御を主としたセンサネットワークモジュー

ルの開発を進めると同時に市場性を判断して、数年後をメドに実用化・事業化につ

いての見通しを立てる。 
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2.7 低環境負荷ポリマー・センサ融合プロセス 

生体適合性のあるポリマー材料は、①大変位（ヤング率が小さい）、②非脆性（壊れ

にくい）、③3D 微細加工の容易性などの大きな特徴がある。本 PJ において PMMA を

用いた静電型ミラーデバイスを開発することで、目論みの性能を得てポリマーの特徴を

証明した。 

オリンパスとしては、これらの特徴を活かし光学部品や医療向けセンサへの適用（下

図）を考える。光学部品としては、大変位という特徴を活かした微小光学部品や医療応

用としては、生体適合性の観点から生体情報モニタリング用センサなどの微細構造部品

のポリマー化である。 

 また将来の目論見として、コスト低減というポリマー化の最大のメリットを活かし、

環境モニタリングセンサなどの開発へ繋げる。例えば 4 インチウエハ１枚あたりの製造

コストで比較すると、従来のシリコンベース静電型ミラーデバイスの約 1/10 になると

試算している。 

①大変位（ヤング率が小さい）
②非脆性（壊れにくい）
③3D微細加工の容易性

ポリマー材料の特徴

①大変位（ヤング率が小さい）
②非脆性（壊れにくい）
③3D微細加工の容易性

ポリマー材料の特徴

①ポリマープロセスの実証
②大変位（2.0°/ 30V）
③CO2削減量98%（対Si）
④製造コスト低減1/10（対Si）

GデバイスPJの成果

①ポリマープロセスの実証
②大変位（2.0°/ 30V）
③CO2削減量98%（対Si）
④製造コスト低減1/10（対Si）

GデバイスPJの成果

・光学部品のポリマー化による
高機能化
（生体物質モニタリングシステム
などの高機能モジュール）

製品例

・光学部品のポリマー化による
高機能化
（生体物質モニタリングシステム
などの高機能モジュール）

製品例

・医療応用センサ
・医療施設など環境モニタリング
センサ

将来の展開目論見

・医療応用センサ
・医療施設など環境モニタリング
センサ

将来の展開目論見
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光学製品

ポリマー化した高機能モジュール例

ポリマー静電型ミラーデバイス

2010 2015 2020



 

IV-14 

 

 

2.8 スマートプロトタイピング（8 インチラインのプロセスプラットフォーム構築） 

 研究試作の段階から 8 インチプロセスラインを用いて、新製造・検査装置による高品

位プロセスの構築、新材料・新構造に対応したプロセスレシピの蓄積、プロセスマージ

ンを制御した設計技術の高度化、及び高い製造歩留り・生産性を実現する新たな評価・

解析技術のシーズの探索と実用化が不可欠である。 

今後も低コスト化と量産化が求められる静電容量型のジャイロおよび加速度センサ、

圧電型ジャイロ、Si 発振子等のセンサ TEG の試作を、8 インチラインのプロセス技術

群のプラットフォーム化の手段に用いた。これらの試作に先立って、あるいは相前後し

て、8 インチラインに導入したプロセス装置の性能・特性を把握し、要素プロセス開発

および面内均一性（欠陥・ばらつき）評価を行い、プロセスレシピ、各プロセスの歩留

まり、材料、検査・計測・装置制御に関わる情報、知見・ノウハウの収集・整理を行う

こととした。これらの収集・整理と試作プロセスでのそれを網羅的に蓄積することで、

８インチラインの特性・環境を踏まえたプロセスプラットフォーム確立に向けた第一歩

を踏み出し、BEANS・3 次元集積化デバイスの開発・試作ユーザへの訴求力が高まる

ことが期待される。 

 具体的な取り組みと成果については以下に述べる。 

1）加速度・ジャイロ・シリコン振動子、Si 薄膜メンブレン、圧電ジャイロ TEG の設

計・試作 

＜取り組み内容＞ 

・シリコンベースセンサ TEG の試作に向けて、各プロセス（成膜・リソグラフィ・エ

ッチング・洗浄）装置の要素技術を開発する。 

・8 インチラインを用いて試作を行い、ラインの特性ならびに製造環境を評価し、MEMS

デバイス製造の基盤構築を図る。 

＜成果＞  

・8 インチウエハによる酸化膜、SiN、i 線露光、Si 異方性エッチング、Si-DRIE 、メ

タルドライエッチング、犠牲層ドライエッチングの条件出し、応力解析、断面形状、

寸法評価、ウエハ面内均一性を評価し、さらに５種類のセンサ TEG の試作とそのセ

ンサの特性評価により、8 インチ試作に適用できるプロセスプラットフォームの構築

を完了した。同時に 8 インチプロセス装置、計測装置のレシピの蓄積を行った。 

＜実用化の見通し＞ 

MNOIC； ファンドリー事業 （H23 年度） 

パナ電；赤外線センサ、フローセンサ商品化予定（H26 年度） 

DNP；ジャイロ商品化予定（H26 年度）  

 

2）中性粒子ビームエッチングのデバイス性能向上実証  
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＜取り組み内容＞  

中性粒子ビームエッチングの大口径(8 インチ)化によるウエハ内の特性ばらつきをセ

ンサ TEG の試作により評価する。 

＜成果＞  

8 インチウェハ面内に作製したカンチレバーに中性粒子ビームエッチングを行ない、

カンチレバーの共振周波数と Q 値の初期特性を計測し、ウエハの表面状態が回復する

こと、100nm エッチング行ったところで特性のサチュレーションが確認でき、中性粒

子ビームエッチング装置開発に重要な指針となるデータを取得できた。 

 

３）μプローブ TEG の設計・試作           

＜取り組み内容＞ 

先端部の有効径・幅がサブミクロンであるマルチプローブアレイを 8 インチウエハで

試作し、ウエハ内、及びロット間の形状・特性のバラツキを、マルチプローブ評価装置

を用いて評価する。 さらに、8 インチラインの検査デバイスとして適用できるかの可

能性を検討する。 

＜成果＞  

マルチプローブ評価装置を用いたマルチプローブデバイスの評価手法として、局所陽

極酸化(LAO)法による描画、光てこを用いた直接高さ測定、プローブ先端接触電流値の

リアルタイム計測の３つの手法を提案し、電流値のリアルタイム計測法が最も直接的か

つ容易にデバイスの特性ばらつき計測や不良スクリーニングをできることを見出した。

電流値のリアルタイム計測法を用いて、8 インチラインで試作したデバイスの、ロット

間、ウェハ内での形状ばらつきを評価した結果、顕著な形状ばらつきは見られなかった

ものの、ロット間の電極配線形成プロセスの品質に差があることが示唆された。このこ

とから、本デバイスを用いた手法が、最先 8 インチラインの検査デバイスとして適用し

得る可能性を示した。 

＜実用化の見通し＞ 

東芝； 16nm 世代以降の半導体・MEMS 向けローコスト描画技術として、実用化・

事業化を目指す。 

（東芝プレスリリース、 

http://www.toshiba.co.jp/about/press/2011_01/pr_j2502.htm） 

 

４）欠陥・ばらつき評価におけるモデリング・計測技術開発  

 今回開発したばらつき評価手法で等価回路モデルパラメータのばらつきから構造

寸法のばらつきが正しく評価できることを確認できた。本成果より設計者がウエハ内

のばらつきを解析するためのツールである「ウエハ内特性ばらつき可視化・分析ソフ

トウェア」として 2015 年までに実用化できる見込みである。まずは MNOIC のライ

http://www.toshiba.co.jp/about/press/2011_01/pr_j2502.htm
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ンに対応したシステムを提供する。実用化に向けて静電容量系以外の MEMS への対

応、多種デバイスによる検証、測定の高精度化、高速化を進めていく。具体的には実

用化のために、以下のステップを踏むこと考える。 

① 静電容量系以外の MEMS への対応と多種デバイスによるさらなる検証 

② 実用化に向けたツールの整備 

③ 汎用の電気特性評価システムに組み込み「ウエハ内特性ばらつき可視化・分析ソ

フトウェア」を TIA-NMEMS/MNOIC にて提供 

④ 「ウエハ内特性ばらつき可視化・分析ソフトウェア」の販売 

更なる検証のためには、等価回路モデルにおける直流電圧依存性を考慮し、複数の直

流電圧の出力特性からパラメータを抽出することで、等価回路モデルの精度を向上する

必要がある。また実用的な手法を確立するためには、より多くのセンサに対して検証

を行い評価手法の信頼性、汎用性を高めることが求められる。その後、評価を行うツ

ールの整備を進める。評価に必要なツールには、MEMS の電気、機械特性のウエハ

内分布を自動的に計測するツール、電気・機械特性から等価回路パラメータを抽出す

るツール、等価回路パラメータからばらつきを評価するツールなどがある。最後に整

備したツールを汎用の電気特性評価システムに組み込み、「ウエハ内特性ばらつき可

視化・分析ソフトウェア」として 2015 年度頃にユーザに提供を開始する見通しであ

る。最初のツール提供の場としては、出来るだけ多くの設計者に還元でき、評価のた

めに必要な測定装置を備えた公開研究施設である TIA-NMEMS/MNOIC が有力候補

として考えられる。2018 年度頃には、年間数千万規模のソフトウェア販売事業を想

定している。 

 

2.9 低環境負荷型深堀エッチング 

実用化に向けた今後の取り組みとして、 

① MEMS 深堀エッチング装置、半導体エッチング装置への適用推進（アルバック） 

② 車載用高集積センサ、ECU 用 LSI への適用推進（デンソー） 

③ エッチング解析ソフトへのプラグイン化（みずほ情報総研） 

がある。 

一方、実用化の課題として、以下をクリアにする必要がある。 

（課題） 

① BF3 ガスの低コスト化 

SF6 と BF3 の単位重量あたりの単価を比較すると、現時点では BF3 が約８倍

高価であることから、ガス使用量で試算すると１プロセスあたり４倍ほどプロセ

スコストがかかる。このコスト差をいかに縮めるかが今後の課題となる。 

② エッチング性能への付加価値性 

エッチング代替ガスを使ったプロセスをエッチング装置に組み込み、ユーザに
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対してうれしさをアピールするには、エッチング性能で既存のプロセスに対して

プラスになる何らかの付加価値が必要である。 

③ 想定デバイスの技術成立性 

車載用高集積センサ、ECU 用 LSI への適用を検討するうえで、エッチング工

程を含むトータルプロセスおよび、デバイス性能の成立性が満足できるかが今後

の課題である。 

  

 また、将来的には本プロジェクトで開発したプラズマモニタリングとエッチング形

状予測結果からパラメータへフィードバックを行うことをエッチング装置に組み込む

ことも視野に入れる。 

以上の実用化の課題に関して継続的に検討に取り組み、4、5 年後の実用化を目指す。 

 

2.10 低環境負荷型集積化プロセス基盤 

本研究開発項目の最終目標である低温接合技術を適用する MEMS デバイスとして

静電容量型加速度センサを挙げることができる。従来は、別チップとして製造した信

号処理回路 ASIC と MEMS を、ワイヤー・ボンディングで接続して 1 パッケージ化

している。本接合技術により、ASIC と MEMS とを 1 チップに集積化することで、

ワイヤー・ボンディングによる接続に比べて寄生容量を低減できるため高性能化と小

型化が実現できる。さらに、低温接合技術により、高温で機能务化するスティクショ

ン防止膜の性能を損なうことなく実装が可能となる。 

三菱電機は、1999 年に製品化した静電容量型 MEMS 加速度センサを初めとして、

高い信頼性が要求される各種分野に継続して製品を提供している。総合電機メーカー

として幅広く製品展開をしており、各種システムと MEMS デバイスとを融合させた

製品を事業化する能力を有している。例えば、加速度センサとジャイロを集積化した

慣性センサは、国内外での法制化が進む自動車の走行安定性を制御する横滑り防止シ

ステムに不可欠なセンサであり、高性能で高い信頼性が求められ、本研究開発成果を

適用するにふさわしい製品のひとつと考えている。 

今回のプロジェクトで得られた要素技術をもとに、４年程度を目処に実用化の見通

しを立てる。事業化については、その時点での市場動向や事業性を勘案して判断する。 

 

2.11 スマートファブシステム 

本技術開発項目の成果の実用化の対象として次のものが挙げられ、それぞれみずほ

情報総研としての実用化の見込みについて述べる。 

① 3 次元構造計測による設計へのフィードバック 

X 線 CT 装置計測から形状・力学特性の比較という一連の手続きにより、デバイ

ス・プロセス設計改善への指針を提示し得る。これにより MEMS 設計の効率化を
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図ることができ、開発時のエネルギー・資源の削減、開発期間の短縮・製品の早期

市場投入につながる。 

X 線 CT による MEMS の計測はこれまで行われていなかったため、計測の特性

が企業の必要としている開発現場のニーズを満たすものであれば、計測・分析サー

ビスという形で実用化の可能性は高いと想定される。2011 年度中に実用化を予定

しており、3 年後の売り上げを 9000 万円と見込んでいる。 

 

② MEMS 製造時の二酸化炭素排出量の分析 

MEMS のデバイス構造体の製造工程についての二酸化炭素排出量の分析により、

装置・工程・項目に対する排出量の削減への指針を得る。これらにより、製造工程

の環境負荷低減を図ることができ、また、MEMS の低環境負荷設計を行うことも

可能になる。様々な MEMS の二酸化炭素排出量分析を通じて得られた知見は、ソ

フトウェアツールとして提供することで幅広く有効に活用されるものとなる。 

環境負荷低減は我が国全体を挙げて取り組むべき課題であり、カーボンフットプ

リント等の国家の法制度・標準化施策や企業の社会的責任としての取り組みの進展

とともに、二酸化炭素排出量の分析へのニーズが高まってくるものと想定される。

ソフトウェアツールとしての提供は 2013 年を予定している。また、MNOIC@TIA

での装置やレシピへの環境ラベリングのための分析を予定している。 

二酸化炭素排出量の分析手法が出荷される全 MEMSに適用され 25%の削減効果

があると想定すると、9 万 t-CO2e/年間（2019 年）の排出量の削減が見込まれる。 

 

③ デバイス設計・プロセス設計のための情報共有基盤 

設計情報や材料物性、計測情報や環境負荷情報を格納できるデータベースシステ

ムと、これらのデータを協調して活用するためのフレームワークを実用に供する形

で実現することにより、設計の効率化を図ることが可能になる。設計の効率化とい

う観点から、設計ツールとの連携や統合化をはかることで、より有効に活用される

ものとなる。 

設計における 3 次元構造などの計測情報の活用や、二酸化炭素排出量などの環境

負荷情報の活用の進展とともにデータベースへのニーズが高まってくると想定さ

れる。特に、環境負荷情報は、環境負荷を分析する上での標準化と歩調を合わせた

公共性の高いデータとなり得る。MNOIC@TIA の装置に対応したデータベースシ

ステムの提供を 2013 年に、設計ツールとの連携機能の提供を 2015 年に予定して

いる。 

データベースシステムの利用によるデータの収集や設計の効率化により、設計時

間を 6000 時間（1 サイト、20 デバイス開発）削減可能であると見込んでいる。 
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Ⅴ 各研究開発成果の詳細内容 
Ⅴ．１ 高機能センサネットシステム開発 
Ⅴ．１．１ 半導体クリーンルームセンサネットシステム開発 

(１） 研究目的 

全世界的課題として環境エネルギー問題への対応が各国毎、各産業毎に強く求めら

れている。特に、省資源や高効率、低環境負荷化として温室効果ガス排出量削減に向

けた取り組みが重要となる。特に、クリーンルームでは非常に大きなエネルギーが使

用されており、CO2排出量削減に向けた取り組みが望まれてる。 

表Ⅴ.1.1-1に実際の半導体工場での消費電力量の一例を示す。 

2000 平米(クリーン度 10 個/cf)クリーンルームが 3 箇所ある半導体工場の年間  

消費電力量である。非常に大きな電力が消費されていることが分かる。金額換算する

と、施設設備では、4.2 億円。生産設備では、1.8 億円の電力が毎年消費されている。

電力量単価を 12円/kWhとする。 

施設設備：35048000(kWh)×12(円/kWh)＝420,576,000(円) 

  生産設備：14947000(kWh)×12(円/kWh)＝179,364,000(円) 

 

表Ⅴ.1.1-1 (某)半導体工場での年間電力量(千 kWh) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産設備 千kWh/年

ドライエッチング装置 3162

枚様式生膜装置 2894

イオン注入装置 1953

縦型炉 1858

露光装置 1797

スパッタ装置 1140

レジスト除去装置 527

試験装置 1616

小計 14947

施設設備 千kWh/年

空調設備用冷凍機 11316

空調機 9158

パッケージ空調機 173

生産排気設備 2246

生産冷却水設備 1296

N2製設備 3710

超純水設備 1123

排水処理設備 864

圧縮空気設備 1384

照明設備 1253

特別高圧変圧器損失 1683

高圧用変圧器損失 842

小計 35048
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表Ⅴ.1.1-2に国内のクリーンルーム数を示す。 

2007年 10月時点で国内には 8000以上のクリーンルームが存在することが分かる。 

表Ⅴ.1.1-2 国内クリーンルーム数 

 

 

仮に、クラス 100 以下のクリーンルームの年間電力量を 5000 万円、クラス 1000 以

上のクリーンルームの年間電力量を 500 万円と仮定すると、国内のクリーンルームで

は、年間 1200億円弱の電力量が毎年消費されていることとなり、非常に大きなエネル

ギーが使われている。クリーンルームでのエネルギー削減は非常に大きな意義がある

ことが分かる。表Ⅴ.1.1-3に国内クリーンルームでの年間電力料金を示す。 

 

表Ⅴ.1.1-3 国内クリーンルームでの年間電力料金 

 

 
   高機能センサネットワークシステムを実現するに際し、下記 3項目の検討を行った。 

   ・エネルギー(CO2)見える化システムの検討 

   ・CO2_60％削減の検討 

   ・エネルギー 適_空調自動制御システムの検討 

図Ⅴ.1.2-1 に高機能センサネットワークシステムで目指している 終の姿を記載す

る。 

終的には、クリーンルームで消費されている様々なエネルギーおよびエネルギー

に影響を与える項目の｢見える化｣を行い、エネルギーのムダを抽出し、あるムダは運

用改善で、あるムダは自動制御を行って、エネルギーの削減を行うことを目指してい

る。そのための手段として、MEMS センサによる多点計測とオンデマンド制御をキーワ

ードに各種検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

合計数量 平成3年以降 平成元年～2年 昭和59年～63年 昭和58年以前

クリーンルーム 8,372 1,611 1,648 3,121 1,992

全体 (100.0%) (19.2%) (19.7%) (37.3%) (23.8%)

クラス100以下 1,710 357 314 734 305

(100.0%) (20.9%) (18.4%) (42.9%) (17.8%)

クラス1000以上 6,662 1,254 1,334 2,387 1,687

(100.0%) (18.8%) (20.0%) (35.8%) (25.3%)

■特定機械設備統計調査
http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kikaise/tokei.html

最終更新日：2007.10.1
http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kikaise/xls/hm24940j.xls

合計_電力料金＠年 数量 電力料金＠年

クラス100以下 855億円 1,710 5000万円

クラス1000以上 333.1億円 6,662 500万円

クリーンルーム全体 1188.1億円 8,372 ---
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図Ⅴ.1.2-1 高機能センサネットワークシステムでの 終の姿 

 
 
 

（２） エネルギー(CO2)見える化システムについて 

（２）－1 エネルギー(CO2)見える化システムの検討 

 エネルギー(CO2)排出量削減に向けた取り組みを継続して推進して行くためには、 

使用されるエネルギーの消費量や消費傾向を把握することは重要である。 

クリーンルームで消費されているエネルギーおよび、そのエネルギーに影響を与 

える項目の見える化の検討を行った。 

 ■エネルギー見える化の項目 

     下記項目の見える化を行う。 

・電力消費量：エネルギーの基本単位であり、生産設備、空調設備、付帯設備 

      の全てにおいて、見える化を行う。 

・ガス消費量：プロセスガスやユーティリティガスも多量に使用されており、 

            見える化を行う。 

     ・純水消費量：純水も多量に使用されており、見える化を行う。 

     ・温湿度：空調エネルギーに大きく影響を与える項目であり、見える化を行う。 

・パーティクル量：パーティクル量の有無に係わらず、空調設備が稼動して 

おり、空調設備エネルギーに影響を与える項目であり、見える

化を行う。次ステップとしては、パーティクル量に応じた空調 

            設備の自動制御に繋げる。自動制御のイメージとしては、パー 



ティクル量が少ない時は、FFU(FanFilterUnit)などの空調設備

の稼動状態を低く抑えて、省エネを図る。 

・人在室情報：人の有無に係わらず、空調設備が稼動しており、空調設備エネ 

ルギーに影響を与える項目であり、見える化を行う。次ステッ

プとしては、人の在室状況に応じた空調設備の自動制御に空調 

       設備の自動制御に繋げる。自動制御のイメージとしては、人が 

       居ない時、もしくは少ない時は、FFU(FanFilterUnit)などの 

空調設備の稼動状態を低く抑えて、省エネを図る。 

     ・設備排気量：設備からの排気量の見える化を行う。現状、設備の稼動状態に 

            係わらず、設備排気は行われている。排気を行うということは、 

            排気を行った分だけ、外気を新たに温湿度調整して取り込む必

要がある。次ステップとしては、設備稼働状態に応じた排気設

備の自動制御に繋げる。自動制御のイメージとしては、プロセ

ス以外の時は、排気量を制限し、外気取り組み量も併せて制限

することにより、空調設備の省エネを図る。 

     ・設備稼働情報：設備稼働状態を把握することは重要であり、見える化を行う。 

            例えば、設備の稼動情報から、設備電力量のムダを抽出したり、 

            設備の稼動情報から、生産設備が稼動していない時は、その生

産設備周辺の空調設備の稼動状態を低く抑えて、省エネを図る

ことなども想定できる。 

 ■ユーザフレンドリーな情報端末の導入検討 

     組織的に継続して省エネを取り組むためには、構成メンバの前向きな取り組み

参加が重要である。その際、エネルギーに関する各種情報が、誰でも、何処で

も、簡単に情報共有できることは重要である。一般的に、研究所では研究員、

開発現場では開発員、製造現場では製造スタッフにとって、省エネ活動は主目

的な取り組み業務ではない。何らかの研究や商品開発や納期通りに製品を作り

上げることが 優先業務であり、省エネ活動は付随的な業務に成りがちである。

特に、エネルギーに関する各種情報へのアクセスが面倒であれば、益々、構成

メンバは、継続的な省エネ活動を後回しにすることとなる。それを防ぎ、構成

メンバの前向きな取り組みの動機付けを行うためにも、「誰でも、何処でも、簡

単に」、クリーンルームでのエネルギー情報を共有できることは重要である。 

     上記理由により、ユーザフレンドリーな情報端末の導入を行った。 

 ■エネルギー分析支援ツールの導入検討 

     エネルギー削減の専任担当者もしくは準専任担当者が、エネルギーの詳細デー

タを分析するには、任意のデータを任意の期間、任意の組み合わせで、データ

加工／再表示できることは重要である。例えば、設備 A と設備 B を比較する場

Ⅴ‐4 
 



合、電力量のみならず、周辺の温湿度やパーティクル量や稼動状態などの情報

を任意に選択でき、再表示できれば、エネルギーのムダを抽出することに役立

たせることは可能となる。 

     上記理由により、エネルギー分析を行う支援ツールの導入を行った。 

    ■運用イメージ 

     実際に、ユーザフレンドリーな情報端末とエネルギー分析支援ツールを導入し 

て、工場などの現場で運用するイメージは下記の通りである。 

      エネルギー削減専任責任者が「エネルギー見える化システム」で収集した 

データを「エネルギー分析支援ツール」でムダを抽出し、削減の指針や方向 

性を示し、構成メンバは、いつでも、どこでも、誰でも、簡単に情報を共有 

できるユーザーフレンドリーな情報端末を利用して、省エネ活動を継続して 

取り組み、エネルギー削減に繋げる。 
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（２）－2 エネルギー(CO2)見える化システムの評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ■エネルギー見える化 

3D棟、3B棟、2G棟クリーンルームにおいて、エネルギーの見える化を行った。 

見える化を行った項目の詳細を表Ⅴ.2.2.-1、表Ⅴ.2.2.-2、表Ⅴ.2.2.-3に記載 

する。3D棟クリーンルームでは、157点。3B棟クリーンルームでは、179点。 

2G棟クリーンルームでは、105点。合計：441点の項目の見える化を実現した。 

  計測間隔は、10分。 

表Ⅴ.2.2-1 3D棟クリーンルーム エネルギー見える化システム項目 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

ｳｪﾊ洗浄装
置(1)(kWh)

ｳｪﾊ洗浄装
置(2)(kWh)

窒素発生機
(kWh)

ｳｪﾊ検査装
置(kWh)

ｳｴｯﾄｴｯﾁﾝ
ｸﾞ装置
(kWh)

有機ﾄﾞﾗﾌﾄ
(kWh)

ｱｯｼｬｰ
(kWh)

IPAﾍﾟｰﾊﾟｰ乾
燥機(kWh)

CL2除害
(kWh)

PFC除害
(kWh)

その他(N-
24B-
21)(kWh)

その他(N-
26A-
28)(kWh)

その他(N-
24B-
22)(kWh)

その他(N-
26A-
29)(kWh)

HF犠牲層ｴｯ
ﾁｬｰ(kWh)

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

高品質膜作
成装置(ｼﾞｸ
ﾛﾛｼﾗ
ﾝ)(kWh)

高品質膜作
成装置(ﾓﾉｼ
ﾗﾝ)(kWh)

低温成膜装
置(kWh)

金属機能性
材料膜形成
装置(kWh)

金属機能性
材料膜ｴｯﾁ
ﾝｸﾞ装置
(kWh)

金属機能性
材料膜ｴｯﾁ
ﾝｸﾞ装置
(SF6ｶﾞ
ｽ)(kWh)

酸化炉
(kWh)

大面積ｼﾘｺﾝ
深堀加工装
置(kWh)

ﾏｽｸﾚｽ露出
装置(kWh)

ﾏｽｸ露光機
(kWh)

段差測定装
置(kWh)

ｺｰﾀｰﾃﾞﾍﾞ
ﾛｯﾊﾟ(kWh)

ｽﾃｯﾊﾟｰ
(kWh)

ｼﾘｺﾝ深堀加
工装置
(kWh)

酸化物･窒化
物ｴｯﾁﾝｸﾞ装
置(kWh)

31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45

拡散炉
(kWh)

超純水製造
装置(kWh)

ｶﾞｽ監視
UPS(kWh)

酸･ｱﾙｶﾘ排
気ｶﾞｽ処理装
置(kWh)

有機排気ｶﾞｽ
処理装置
(kWh)

熱回収ﾁﾗｰ
ﾕﾆｯﾄ(RHU-
1)(kWh)

冷水1次ﾎﾟﾝ
ﾌﾟ(PC-1-
1)(kWh)

温水1次ﾎﾟﾝ
ﾌﾟ(PH-1-
1)(kWh)

冷水2次ﾎﾟﾝ
ﾌﾟ(PC-2-
1)(kWh)

温水2次ﾎﾟﾝ
ﾌﾟ(PH-2-
1)(kWh)

空冷ﾊﾟｯｹｰ
ｼﾞ(PAC-
1)(kWh)

空冷ﾊﾟｯｹｰ
ｼﾞ(PAC-
2)(kWh)

空冷ﾊﾟｯｹｰ
ｼﾞ(PAC-
3)(kWh)

空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝ
ﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞ
(PAC-
4)(kWh)

熱・一般排気
ﾌｧﾝ(kWh)

46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

加湿器
(WM-
2)(kWh)

加湿器
(WM-
3)(kWh)

外調機
(AHU-
1)(kWh)

ｺﾝｾﾝﾄ
A(3D-8-
04)(kWh)

ｺﾝｾﾝﾄ
B(3D-9-
03)(kWh)

その他(N-
23A-
10)(kWh)

その他(N-
23A-
11)(kWh)

その他(G-
23-06-
1)(kWh)

その他(N-
24B-
29)(kWh)

その他(N-
26A-
36)(kWh)

その他(N-
24B-
30)(kWh)

その他(N-
26A-
37)(kWh)

その他(N-
24B-
23)(kWh)

その他(N-
26A-
30)(kWh)

その他(N-
24B-
28)(kWh)

61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75

その他(N-
26A-
35)(kWh)

その他(N-
24B-
24)(kWh)

その他(N-
26A-
31)(kWh)

その他(N-
24B-
25)(kWh)

その他(N-
26A-
32)(kWh)

その他(N-
26B-
26)(kWh)

その他(N-
26A-
33)(kWh)

その他(N-
24B-
27)(kWh)

その他(N-
26A-
34)(kWh)

その他(N-
23A-
13)(kWh)

その他(N-
23A-
14)(kWh)

G23-
06(kWh)

その他(N-
23A-
12)(kWh)

その他(N-
24B-
20)(kWh)

その他(N-
26A-
27)(kWh)

76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90

その他(N-
24B-
19)(kWh)

その他(N-
26A-
26)(kWh)

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.3μm(Wet
室出入
口)(個
/cf[0.3μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.5μm(Wet
室出入
口)(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
1.0μm(Wet
室出入
口)(個
/cf[1.0μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.3μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/wet
室)(個
/cf[0.3μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.5μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/wet
室)(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
1.0μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/wet
室)(個
/cf[1.0μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.3μm(ﾘｿ
室寄り出入
口)(個
/cf[0.3μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.5μm(ﾘｿ
室寄り出入
口)(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
1.0μm(ﾘｿ
室寄り出入
口)(個
/cf[1.0μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.3μm(Wet
室寄り出入
口)(個
/cf[0.3μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.5μm(Wet
室寄り出入
口)(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
1.0μm(Wet
室寄り出入
口)(個
/cf[1.0μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.3μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/ﾘｿ室
寄り)(個
/cf[0.3μm
])

91 92 93 94 95 96 97 98 99 100 101 102 103 104 105

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.5μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/ﾘｿ室
寄り)(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
1.0μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/ﾘｿ室
寄り)(個
/cf[1.0μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.3μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/wet
室寄り)(個
/cf[0.3μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.5μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/wet
室寄り)(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
1.0μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/wet
室寄り)(個
/cf[1.0μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.3μm(ﾘｿ
室出入
口)(個
/cf[0.3μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.5μm(ﾘｿ
室出入
口)(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
1.0μm(ﾘｿ
室出入
口)(個
/cf[1.0μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.3μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/ﾘｿ
室)(個
/cf[0.3μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.5μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/ﾘｿ
室)(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
1.0μm(ｴｱ
ﾘﾀｰﾝ/ﾘｿ
室)(個
/cf[1.0μm
])

窒素発生機
(N2ｶﾞｽ)(L)

ｱｯｼｬｰ(N2
ｶﾞｽ)(L)

低温成膜装
置(N2ｶﾞ
ｽ)(L)

金属機能性
材料幕形成
装置(N2ｶﾞ
ｽ)(L)

106 107 108 109 110 111 112 113 114 115 116 117 118 119 120

高品質膜作
成装置(N2
ｶﾞｽ)(L)

ｺｰﾀｰﾃﾞﾍﾞ
ﾛｯﾊﾟ(N2ｶﾞ
ｽ)(L)

金属機能性
材料幕ｴｯﾁ
ﾝｸﾞ装置(N2
ｶﾞｽ)(L)

大面積ｼﾘｺﾝ
深堀装置
(SF6ｶﾞｽ1系
統)(L)

大面積ｼﾘｺﾝ
深堀装置
(SF6ｶﾞｽ2系
統)(L)

大面積ｼﾘｺﾝ
深堀装置
(C4F8ｶﾞｽ1
系統)(L)

大面積ｼﾘｺﾝ
深堀装置
(C4F8ｶﾞｽ2
系統)(L)

ｼﾘｺﾝ深堀加
工装置(SF6
ｶﾞｽ)(L)

ｼﾘｺﾝ深堀加
工装置
(C4F8ｶﾞ
ｽ)(L)

酸化物･窒化
物ｴｯﾁﾝｸﾞ装
置(SF6ｶﾞ
ｽ)(L)

高品質膜作
成装置(ｼﾞｸ
ﾛﾛｼﾗﾝｶﾞ
ｽ)(L)

高品質膜作
成装置(ﾓﾉｼ
ﾗﾝｶﾞｽ)(L)

超純水製造
装置(上
水)(L)

ｳｴｯﾄｴｯﾁﾝ
ｸﾞ装置[ｶﾅ
ﾒｯｸｽ]純水
(L)

ｺｰﾀｰﾃﾞﾍﾞ
ﾛｯﾊﾟ(純
水)(L)

121 122 123 124 125 126 127 128 129 130 131 132 133 134 135

ｳｴﾊ洗浄装
置(1)純水
入力(L)

ｳｴﾊ洗浄装
置(1)純水
出力(L)

熱・一般排気
(排気
量)(m3)

酸･ｱﾙｶﾘ排
気(排気
量)(m3)

有機排気(排
気量)(m3)

ｳｴﾊ洗浄装
置(1)排気
量(m3)

ｳｴﾊ洗浄装
置(2)排気
量(m3)

有機ﾄﾞﾗﾌﾄ
(排気
量)(m3)

ｼﾘｺﾝ深堀加
工装置(排気
量)(m3)

酸化物･窒化
物ｴｯﾁﾝｸﾞ装
置(排気
量)(m3)

ｺｰﾀｰﾃﾞﾍﾞ
ﾛｯﾊﾟ(排気
量)(m3)

ｽﾃｯﾊﾟｰ(排
気量)(m3)

拡散炉(排気
量)(m3)

酸化炉(排気
量)(m3)

ｳｴﾊ洗浄装
置(2)薬品
(L/min)

136 137 138 139 140 141 142 143 144 145 146 147 148 149 150

ｳｴｯﾄｴｯﾁﾝ
ｸﾞ装置[ｶﾅ
ﾒｯｸｽ]薬品

ﾒｲﾝ室温度
(リソ室寄
り)(℃)

ﾒｲﾝ室温度
(Wet室寄
り)(℃)

Wet室温度
(℃)

ﾘｿ室温度
(℃)

ﾒｲﾝ室湿度
(リソ室寄
り)(％)

ﾒｲﾝ室湿度
(Wet室寄
り)(％)

Wet室湿度
(％)

ﾘｿ室湿度
(％)

差圧ﾒｲﾝ室-
Wet室(Pa)

差圧ﾘｿ室-
Wet室(Pa)

差圧ﾘｿ室-ﾒ
ｲﾝ室(Pa)

差圧測定 ﾘｿ
室(Pa)

差圧測定 ﾒｲ
ﾝ室(Pa)

差圧測定
Wet室(Pa)

151 152 153 154 155 156 157

人感ｾﾝｻ
(Wet
室)([0-
1])

人感ｾﾝｻ(ﾘ
ｿ室)([0-
1])

人感ｾﾝｻ(ﾒ
ｲﾝ室
A)([0-1])

人感ｾﾝｻ(ﾒ
ｲﾝ室
B)([0-1])

ｼﾘｺﾝ深堀装
置(ﾀﾜｰﾗﾝ
ﾌﾟ)([0-1])

高品質膜作
成装置(ﾀﾜｰ
ﾗﾝﾌﾟ)([0-
1])

拡散炉(ﾀﾜｰ
ﾗﾝﾌﾟ)([0-
1])

設備稼働人感

ガス量/排気量/市水純水量電力量

温度/湿度

パーティクル量

室圧
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表Ⅴ.2.2-2 3B棟クリーンルーム エネルギー見える化システム項目 

 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

電気特性検
査装置 電力
量(kWh)

内部構造観
察装置(本
体)電力量
(kWh)

内部構造観
察装置(PC)
電力量
(kWh)

ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｰﾌﾞ
電力量
(kWh)

薄膜内部応
力評価装置
電力量

分析構造解
析装置電力
量

高精度寸法
測定装置 電
力量(kWh)

赤外顕微鏡
電力量
(kWh)

電極形成装
置 電力量
(kWh)

熱処理炉 電
力量(kWh)

ｳｪﾊtoｳｪﾊ
接合装置(ﾌﾟ
ﾗｽﾞﾏ)電力
量(kWh)

ｳｪﾊtoｳｪﾊ
接合装置(接
合)電力量
(kWh)

ﾁｯﾌﾟtoﾁｯﾌﾟ
接合装置(接
合)電力量
(kWh)

FFU1(FFU-
1 8台)合計
電力量
(kWh)

FFU2(FFU-
2 10台)合
計電力量
(kWh)

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

U3(FFU-
1台)合計

電力量
Wh)

FCU3(FCU-
2 1台)合計
電力量
(kWh)

FCU2(FCU-
12 3台)合
計電力量
(kWh)

FCU1(FCU-
8 2台)合計
電力量
(kWh)

FFU-1-01
CR1 FFU電
力量(kWh)

FFU-1-02
CR1 FFU電
力量(kWh)

FFU-1-03
CR1 FFU電
力量(kWh)

FFU-1-04
CR1 FFU電
力量(kWh)

FFU-1-05
CR1 FFU電
力量(kWh)

FFU-1-06
CR1 FFU電
力量(kWh)

FFU-1-07
CR1 FFU電
力量(kWh)

FFU-1-08
CR1 FFU電
力量(kWh)

FFU-2-01
CR2 FFU電
力量(kWh)

FFU-2-02
CR2 FFU電
力量(kWh)

FFU-2-03
CR2 FFU電
力量(kWh)

31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45

FU-2-04
2 FFU電

力量(kWh)

FFU-2-05
CR2 FFU電
力量(kWh)

FFU-2-06
CR2 FFU電
力量(kWh)

FFU-2-07
CR2 FFU電
力量(kWh)

FFU-2-08
CR2 FFU電
力量(kWh)

FFU-2-09
CR2 FFU電
力量(kWh)

FFU-2-10
CR2 FFU電
力量(kWh)

FFU-3 更衣
室 FFU電力
量(kWh)

FCU-2 更衣
室 FCU電力
量(kWh)

FCU-12-1
CR2 FCU電
力量(kWh)

FCU-12-2
CR2 FCU電
力量(kWh)

FCU-12-3
CR2 FCU電
力量(kWh)

FCU-8-1
CR1 FCU電
力量(kWh)

FCU-8-2
CR1 FCU電
力量(kWh)

空調盤-1電
力量(kWh)

46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

空調盤-2電
力量(kWh)

照明電灯盤
電力量
(kWh)

31BP-
1114-1 主
幹 電力量
(kWh)

31BP-
1116-1-1
主幹 電力量
(kWh)

31BP-
1116-1-2
主幹 電力量
(kWh)

31BP-
1117-1 主
幹 電力量
(kWh)

31BP-
1118-1 主
幹 電力量
(kWh)

RH-1 空冷
ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾁ
ﾗｰ電力量
(kWh)

R-1 空冷ﾁ
ﾗｰ電力量
(kWh)

PCH-1 冷温
水ﾎﾟﾝﾌﾟ電力
量(kWh)

PC-1 冷水
ﾎﾟﾝﾌﾟ電力量
(kWh)

VP-1 真空
ﾎﾟﾝﾌﾟ電力量
(kWh)

COM-1 空
気圧縮機電
力量(kWh)

AD-1 ｴｱｰﾄﾞ
ﾗｲﾔｰ電力
量(kWh)

MVD装置(ﾄﾞ
ﾗﾝﾎﾟﾝﾌﾟ)電
力量(kWh)

61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75

VD装置(ﾄﾗ
ﾝｽ)電力量

Wh)

MVD装置
(PC)電力量
(kWh)

UV照射装置
電力量
(kWh)

接合欠陥観
察装置 電力
量1(kWh)

接合欠陥観
察装置 電力
量2(kWh)

FE-1 排気
ﾌｧﾝ電力量
(kWh)

FE-2 排気
ﾌｧﾝ電力量
(kWh)

OAC-1 加湿
器電力量
(kWh)

OAC-1 外気
処理空調機
電力量
(kWh)

OAC-1 外気
処理空調機
(ﾗﾝﾌﾟ)電力
量(kWh)

電気特性検
査装置
(0.3μm)(
個/cf)

電気特性検
査装置
(0.5μm)(
個/cf)

電気特性検
査装置
(1.0μm)(
個/cf)

内部構造観
察装置
(0.3μm)(
個/cf)

内部構造観
察装置
(0.5μm)(
個/cf)

76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90

内部構造観
察装置

.0μm)(
個/cf)

高精度寸法
測定装置
(0.3μm)(
個/cf)

高精度寸法
測定装置
(0.5μm)(
個/cf)

高精度寸法
測定装置
(1.0μm)(
個/cf)

電極形成装
置
(0.3μm)(
個/cf)

電極形成装
置
(0.5μm)(
個/cf)

電極形成装
置
(1.0μm)(
個/cf)

熱処理炉
(0.3μm)(
個/cf)

熱処理炉
(0.5μm)(
個/cf)

熱処理炉
(1.0μm)(
個/cf)

ｳｪﾊtoｳｪﾊ
接合装置
(0.3μm)(
個/cf)

ｳｪﾊtoｳｪﾊ
接合装置
(0.5μm)(
個/cf)

ｳｪﾊtoｳｪﾊ
接合装置
(1.0μm)(
個/cf)

ﾁｯﾌﾟtoﾁｯﾌﾟ
接合装置
(0.3μm)(
個/cf)

ﾁｯﾌﾟtoﾁｯﾌﾟ
接合装置
(0.5μm)(
個/cf)

91 92 93 94 95 96 97 98 99 100 101 102 103 104 105

ﾁｯﾌﾟtoﾁｯﾌﾟ
接合装置

.0μm)(
個/cf)

MVD装置
(0.3μm)(
個/cf)

MVD装置
(0.5μm)(
個/cf)

MVD装置
(1.0μm)(
個/cf)

UV照射装置
(0.3μm)(
個/cf)

UV照射装置
(0.5μm)(
個/cf)

UV照射装置
(1.0μm)(
個/cf)

接合欠陥観
察装置
(0.3μm)(
個/cf)

接合欠陥観
察装置
(0.5μm)(
個/cf)

接合欠陥観
察装置
(1.0μm)(
個/cf)

THE1-2-T
CR1温度
(℃)

TE-1-01-T
CR1 室内温
度(℃)

TE-1-02-T
CR1 室内温
度(℃)

電気特性検
査装置 温度
(℃)

ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｰﾌﾞ
温度(℃)

106 107 108 109 110 111 112 113 114 115 116 117 118 119 120

高精度寸法
測定装置 温
度(℃)

TE-1-03-T
CR2 室内温
度(℃)

TE-1-04-T
CR2 室内温
度(℃)

TE-1-05-T
CR2 室内温
度(℃)

電極形成装
置 温度(℃)

熱処理炉 温
度(℃)

ｳｪﾊtoｳｪﾊ
接合装置 温
度(℃)

THE1-1-T
外気温度
(℃)

TE-1-06-T
更衣室 室内
温度(℃)

TE-OAC 給
気温度(℃)

TE-CS 冷水
温度
(往)(℃)

ﾁｯﾌﾟtoﾁｯﾌﾟ
接合装置 温
度(℃)

接合欠陥観
察装置 温度
(℃)

MVD装置 温
度(℃)

UV照射装置
温度(℃)

121 122 123 124 125 126 127 128 129 130 131 132 133 134 135

HE1-3-T
2温度

(℃)

TE-CR 冷水
温度
(還)(℃)

OAC内部温
度(℃)

TE-HCS 冷
温水温度
(往)(℃)

TE-HCR 冷
温水温度
(還)(℃)

THE1-1-H
外気湿度
(%)

THE1-2-H
CR1湿度(%)

THE1-3-H
CR2湿度(%)

電気特性検
査装置 湿度
(%RH)

ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｰﾌﾞ
湿度(%RH)

高精度寸法
測定装置 湿
度(%RH)

電極形成装
置 湿度
(%RH)

熱処理炉 湿
度(%RH)

ｳｪﾊtoｳｪﾊ
接合装置 湿
度(%RH)

UV照射装置
湿度(%RH)

136 137 138 139 140 141 142 143 144 145 146 147 148 149 150

接合欠陥観
察装置 湿度

RH)

ﾁｯﾌﾟtoﾁｯﾌﾟ
接合装置 湿
度(%RH)

MVD装置 湿
度(%RH)

DE-OAC 給
気露点
(℃DP)

電極形成装
置 露点温度
(℃DP)

ﾁｯﾌﾟtoﾁｯﾌﾟ
接合装置 露
点温度
(℃DP)

電気特性検
査装置 露点
温度(℃DP)

UV照射装置
露点温度
(℃DP)

ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｰﾌﾞ
露点温度
(℃DP)

熱処理炉 露
点温度
(℃DP)

高精度寸法
測定装置 露
点温度
(℃DP)

ｳｪﾊtoｳｪﾊ
接合装置 露
点温度
(℃DP)

MVD装置 露
点温度
(℃DP)

接合欠陥観
察装置 露点
温度(℃DP)

GD-2 CR1
酸素濃度
(%)

151 152 153 154 155 156 157 158 159 160 161 162 163 164 165

D-3 CR2
酸素濃度

)

GD-1 CR1
酸素濃度
(%)

DPE-1-1
CR1 室内差
圧(Pa)

DPE-1-2
CR2 室内差
圧(Pa)

DPED-1 給
気静圧(Pa)

DPED-2 排
気静圧(Pa)

人感ｾﾝｻ1 人感ｾﾝｻ2 人感ｾﾝｻ3 人感ｾﾝｻ4
FM-C 冷水
流量
(L/min)

FM-HC 冷温
水流量
(L/min)

VAV-1S
VAV 風量 出
力値(m3/h)

VAV-2S
VAV 風量 出
力値(m3/h)

PE-HCS 冷
温水圧力
(Mpa)

166 167 168 169 170 171 172 173 174 175 176 177 178 179

E-CS 冷水
圧力(Mpa)

MV-C-01
FCU冷水弁
01 開度 出
力値(%)

MV-C-02
FCU冷水弁
02 開度 出
力値(%)

MV-C-03
FCU冷水弁
03 開度 出
力値(%)

MV-C-04
FCU冷水弁
04 開度 出
力値(%)

MV-C-05
FCU冷水弁
05 開度 出
力値(%)

MV-C-06
FCU冷水弁
06 開度 出
力値(%)

OAC-1 ﾌｧﾝ
INV 出力値
(Hz)

OAC-1 ﾋｰ
ﾀｰ 出力値
(%)

OAC-1 加湿
器 出力値
(%)

MV-CB FCU
冷水ﾊﾞｲﾊﾟｽ
弁 開度 出
力値(%)

MV-HCB
OAC冷温水
ﾊﾞｲﾊﾟｽ弁 開
度 出力値
(%)

MV-HC OAC
冷温水弁 開
度 出力値
(%)

FE-1 ﾌｧﾝ
INV 出力値
(Hz)

FF
3 

(k

F
CR

M

(k

(1

(1

T
CR

(%

G

(%

P

設備稼働人感

ガス量/排気量/市水純水量電力量

温度/湿度

パーティクル量

室圧
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表Ⅴ.2.2-3 2G棟クリーンルーム エネルギー見える化システム項目 

 
 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

密閉型大気
圧ﾌﾟﾗｽﾞﾏ方
式評価装置

3単相
Wh)

密閉型大気
圧ﾌﾟﾗｽﾞﾏ方
式評価装置
2/3三相
(kWh)

密閉型大気
圧ﾌﾟﾗｽﾞﾏ方
式評価装置
3/3三相
(kWh)

4ｲﾝﾁ熱処理
炉(kWh)

ﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝｽ
ﾊﾟｯﾀ装置
1/2単相
(kWh)

ﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝｽ
ﾊﾟｯﾀ装置
2/2三相
(kWh)

RIE 電力量
(kWh)

SEM(CHILLE
R)
1/2(kWh)

SEM(MAIN)
2/2(kWh)

抵抗金属電
極ｽﾊﾟｯﾀ装
置(kWh)

ICP STS #1
電力量
(kWh)

ICP STS #2
電力量
(kWh)

自動酸化炉
(kWh)

CVD(kWh)

AHU-2 1Fﾄﾞ
ﾗｲ加工室
空調機
(kWh)

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

ﾌﾟﾚｯｻ
Wh)

窒素製造装
置(kWh)

PFC除外装
置(kWh)

1LM-B 実験
電力 単相
(その
他)(kWh)

1LM-C 実験
電力 単相主
幹(kWh)

1LM-C 実験
電力 三相
(その
他)(kWh)

1LM-D 実験
電力 単相主
幹(kWh)

1LM-D 実験
電力 三相
(その
他)(kWh)

1LM-E 実験
電力 単相
(その
他)(kWh)

1LM-E 実験
電力 三相
(その
他)(kWh)

1LM-F 実験
電力 単相主
幹(kWh)

1LM-F 実験
電力 三相
(その
他)(kWh)

1LM-G 実験
電力 単相
(その
他)(kWh)

1LM-G 実験
電力 三相主
幹(kWh)

1LM-H 実験
電力 三相
(その
他)(kWh)

31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45

M-H 実験
電力 単相主
幹(kWh)

AHU-1 1Fﾅ
ﾉ加工室 空
調機(kWh)

電子線描画
1/4単相
(kWh)

電子線描画
2/4単相
(kWh)

電子線描画
3/4単相
(kWh)

電子線描画
4/4三相
(kWh)

ｽﾃｯﾊﾟ露光
装置(kWh)

ﾍﾞｰｸ炉
(kWh)

現像ﾄﾞﾗﾌﾄ
(kWh)

ﾎｯﾄﾌﾟﾚｰﾄ
HP-
2S(kWh)

両面ﾏｽｸｱﾗ
ｲﾅｰ(kWh)

ﾎｯﾄﾌﾟﾚｰﾄ
TH-
900(kWh)

1LM-J 実験
電力 単相
(その
他)(kWh)

1LM-J 実験
電力 三相
(その
他)(kWh)

1LM-K 実験
電力 単相
(その
他)(kWh)

46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

M-K 実験
電力 三相主
幹(kWh)

精密塗布装
置(kWh)

純水製造ｼｽ
ﾃﾑ1/2単相
(kWh)

純水製造ｼｽ
ﾃﾑ 2/2三
相(kWh)

ﾄﾞﾗﾌﾄ 1/2
酸単相
(kWh)

ﾄﾞﾗﾌﾄ 1/2
有機単相
(kWh)

ﾄﾞﾗﾌﾄ 2/2
共通三相
(kWh)

AHU-3 1F化
学実験室 空
調機(kWh)

1LM-A 実験
電力 単相
(その
他)(kWh)

1LM-A 実験
電力 三相
(その
他)(kWh)

1L-1 一般
照明ｺﾝｾﾝﾄ
1F(kWh)

RM-1 一般
空調一括
(kWh)

R-1-1 空冷
式ﾁﾗｰﾕﾆｯﾄ
(kWh)

R-1-2 空冷
式ﾁﾗｰﾕﾆｯﾄ
(kWh)

OHU-1 1F
系統外調機
(kWh)

61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75

S-1 ｴｱｰ
ﾜｰ(kWh)

B-1 ﾎﾞｲﾗｰ
(kWh)

PH-1 温水
ﾎﾟﾝﾌﾟ(kWh)

1M-1 特殊
空調(その
他)(kWh)

1LM-I 実験
電力 単相主
幹(kWh)

1LM-I 実験
電力 三相主
幹(kWh)

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
#1
0.3μm(個
/cf[0.3μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
#1
0.5μm(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
#1
1.0μm(個
/cf[1.0μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
#2
0.3μm(個
/cf[0.3μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
#2
0.5μm(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
#2
1.0μm(個
/cf[1.0μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
#3
0.3μm(個
/cf[0.3μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
#3
0.5μm(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
#3
1.0μm(個
/cf[1.0μm
])

76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
3μm(個
f[0.3μm

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.5μm(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
1.0μm(個
/cf[1.0μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.3μm(個
/cf[0.3μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
0.5μm(個
/cf[0.5μm
])

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ量
1.0μm(個
/cf[1.0μm
])

OHU-1 給気
露点温度 指
示調節計
(℃)

AHU-2 室内
温度 指示調
節計(℃)

AHU-1 室内
温度 指示調
節計(℃)

AHU-3 室内
温度 指示調
節計(℃)

AHU-2 室内
湿度 指示調
節計(％RH)

AHU-1 室内
湿度 指示調
節計(％RH)

AHU-3 室内
湿度 指示調
節計(％RH)

差圧ﾄﾞﾗｲ加
工室-ﾅﾉ加
工室(Pa)

OHU-1 給気
ﾀﾞｸﾄ静圧 指
示調節計
(Pa)

91 92 93 94 95 96 97 98 99 100 101 102 103 104 105

HU-2 室間
差圧 指示調
節計(Pa)

差圧ﾄﾞﾗｲ加
工室-化学
実験室(Pa)

AHU-1 室間
差圧 指示調
節計(Pa)

AHU-3 室間
差圧 指示調
節計(Pa)

純水 純水製
造装置(m3)

市水 #1 抵
抗金属電極
ｽﾊﾟｯﾀ装置
(m3)

市水 #2 ﾏｸﾞ
ﾈﾄﾛﾝｽﾊﾟｯﾀ
装置(m3)

市水 酸ﾄﾞﾗﾌ
ﾄ(m3)

市水 #4 ICP
STS共通
(m3)

市水 #5 密
閉型大気圧
ﾌﾟﾗｽﾞﾏ方式
評価装置
(m3)

市水 #6
RIE(m3)

ICP STS #1
SF6使用量
(L)

ICP STS #1
C4F8使用量
(L)

ICP STS #2
SF6使用量
(L)

ICP STS #2
C4F8使用量
(L)

1/
(k

ｺﾝ
(k

1L

1L

A
ｼｬ

0.
/c
])

A

設備稼働人感

ガス量/排気量/市水純水量電力量

温度/湿度

パーティクル量

室圧
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 ■ユーザフレンドリーな情報端末 

非常に操作性の良い情報端末(ｉＰａｄ)を導入した。クリーンルームおよび事務所 

に無線のアクセスポイントを設置し、クリーンルーム内/外だけでなく、事務所に 

おいても、「いつでも、何処でも、誰でも、簡単」にクリーンルームのエネルギー 

およびエネルギーに影響を与える項目の情報共有が可能となった。 

図Ⅴ.2.2-1、図Ⅴ.2.2-2、図Ⅴ.2.2-3、図Ⅴ.2.2-4に画面の一例を示す。 

 

TOP画面では、各々のクリーンルーム毎の CO2排出量を確認できる。 

電力量だけでなく、SF6などのプロセスガス使用量や純水使用量なども CO2に換算 

して、表示している。 

また、一人当り／フロア面積辺り／装置辺りの CO2排出量を先月比で表示しており、 

経営上位層などが全体のエネルギー使用量を大きく把握し易い画面構成となって 

いる。図Ⅴ.2.2-1に画面一例を示す。 

図Ⅴ.2.2-1 情報端末の画面一例 その 1 
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TOP画面において、クリーンルーム箇所を指でタッチすると、クリーンルームの 

部屋ごとの CO2排出状況が確認できる画面に移る。TOP画面が経営上位層向けで 

あるのに対して、この画面は、クリーンルーム管理者向けに、クリーンルームと 

してのエネルギー使用量が把握できる画面構成としている。 

図Ⅴ.2.2-2に画面一例を示す。 

図Ⅴ.2.2-2 情報端末の画面一例 その 2 
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次に、クリーンルームの部屋を指でタッチすると、その部屋に設置されている設備 

が確認できる画面に移る。任意の設備をタッチ操作すると、その設備の画像ととも 

に、リアルタイムのエネルギー使用量が確認できる。また、部屋での共通事項であ   

る温室度やパーティクル量や人の在室状況などは共通事項として、グルーピングし 

ている。また、設備ごとに、どのような項目を測定しているかが一目で分かるよう 

に、測定項目に対応したアイコンを表示し、設定値を超えると、そのアイコンが緑 

から赤表示となるようにしている。 

図Ⅴ.2.2-3に画面一例を示す。 

電力量 N2 ガス ガス C4F8 ガス 人感 

排気量 温室度 差圧 パーティクル 
 

図Ⅴ.2.2-3 情報端末の画面一例 その 3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 SF6            
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次に、設備を指でタッチすると、その設備でのエネルギー経緯が確認できる。 

設備ごとに測定項目が異なるため、任意の項目を選択できる構成としている。 

例えば、ある設備の電力量と SF6ガスを選択することも可能であるし、電力量と 

設備稼働状態を選択することも可能であるし、設備周辺のパーティクル量と人情報 

を表示することも可能である。この画面は、各設備担当者向けに、設備でのエネル 

ギー使用量および関連情報が把握できる画面構成としている。 

図Ⅴ.2.2-4に画面一例を示す。 

図Ⅴ.2.2-4 情報端末の画面一例 その 4 
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■エネルギー分析支援ツール 

クリーンルームでのエネルギーおよびエネルギーに影響を与える詳細データの分析 

を支援するツールを導入した。 

基本的な操作は、任意のデータを分析支援ツールに取り込み、その後、計測項目の 

中から任意の項目を選択し、グルーピングする。そして、グルーピングごとに、 

グラフ表示を行うことが可能である。 

図Ⅴ.2.2-5、図Ⅴ.2.2-6に画面一例を示す。 

図Ⅴ.2.2-5 分析支援ツールの画面一例 その 1 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Wet 室でのパーティクル量と 

人感センサ情報をグルーピングした一例

ｼﾘｺﾝ加工装置での電力量と 

設備稼働状態と SF6/C4F8 ガス量と 

排気量をグルーピングした一例 

酸化炉での電力量と 

排気量をグルーピングした一例 

任意の計測項目が 

選択可能！ 

任意の計測項目が 

選択可能！ 

任意の計測項目が 

選択可能！ 

任意の計測項目が 

選択可能！ 
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図Ⅴ.2.2-6 分析支援ツールの画面一例 その 2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人感センサ

情報 

パーティクル

センサ 
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図Ⅴ.2.2-7 空調エネルギーのムダの一例 

 

図Ⅴ.2.2-8は、温度と湿度の情報である。横軸は日時。 

湿度が大きく変化していることが分かる。この湿度が大きく変化していた期間は、 

加湿器が異常な運転をしていた。誰でも、何処でも、簡単に情報を共有できる情報 

端末により、加湿器の異常を早めに検知することができた。 

エネルギーのムダだけでなく、設備異常の早期発見にも貢献できた一例である。 

 

 
 
 
 

■エネルギー見える化により抽出されたムダの一例 

 エネルギー見える化により抽出されたムダの一例を記載する。 

図Ⅴ.2.2-7、図Ⅴ.2.2-8、図Ⅴ.2.2-9、図Ⅴ.2.2-10、図Ⅴ.2.2-11 にエネルギ

のムダの一例を示す。 

 

 図Ⅴ.2.2-7は、人感センサとパーティクルセンサの情報である。 

横軸は日時。縦軸はパーティクルの個数。 

パーティクル量と人に相関関係があることが分かる。現状では、人感センサの

反応が無く、パーティクルも発生していない期間であっても、空調設備はフル

稼働している。例えば、その期間(作業者も居なく、パーティクルも未発生)

おいては、空調設備の運転を省エネ運転できる可能性があることが分かる。

 
 人感センサ

パーティクル

相関関係 ( 人 VS パーティクル) : あり

日時

パーティクル : 低レベル ===>
空調機稼働率を

低レベル運転の可能性 : あり

人感センサ

パーティクル

相関関係 ( 人 VS パーティクル) : あり

パーティクル : 低レベル ===>
空調機稼働率を

低レベル運転の可能性 : あり

日時



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

温度

湿度

見える化システム⇒
加湿器の異常を検知

日時

温度

湿度

見える化システム⇒
加湿器の異常を検知

日時
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０とすることは不可能かもしれないが、流量を制限することは可能であると思われ 

る。ここにも、エネルギー削減の可能性があることが分かる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅴ.2.2-9 N2ガスのムダの一例 

 

図Ⅴ.2.2-8 加湿器異常運転検知の一例 

 

図Ⅴ.2.2-9は、成膜装置の電力量と N2ガス使用量の情報である。横軸は日時。

長期休暇の期間、設備電力が０であり、装置の電源が OFFとなっていることが分か

る。しかし、N2ガスの流量に大きな変化は無い。装置汚染の都合上、N2ガスを

電力量
N2ガス

日時

電力量 : 0 (Zero)
===> 生産設備 : OFF

しかし
N2ガス : 一定供給 ===>

N2ガス流量制限の可能性 : あり

電力量

正月休み

電力量
N2ガス

日時

電力量 : 0 (Zero)
===> 生産設備 : OFF

しかし
N2ガス : 一定供給 ===>

N2ガス流量制限の可能性 : あり

電力量

正月休み
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図Ⅴ.2.2-10は、拡散炉の電力量と設備排気量の情報である。横軸は日時。 

長期休暇の期間、設備電力が０であり、装置の電源が OFFとなっていることが分か 

る。しかし、排気の流量に大きな変化は無い。排気量を少なくすると、新たに温湿 

度調整して取り込む外気量を減らすことができるため、ここにも、エネルギー削減 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅴ.2.2-11 電力量のムダの一例 

の可能性があることが分かる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電力量

設備排気

日時

電力量 : 0 (Zero)
===> 生産設備 : OFF

しかし
設備排気 : 連続排気 ===>
排気量の制限の可能性：あり

正月休み

電力量

設備排気

日時

電力量 : 0 (Zero)
===> 生産設備 : OFF

しかし
設備排気 : 連続排気 ===>
排気量の制限の可能性：あり

正月休み

図Ⅴ.2.2-10 排気量のムダの一例 

 

図Ⅴ.2.2-11は、シリコン深堀加工装置の電力量とプロセスガス使用量である。

プロセスガスの流量が低い時、つまりプロセスが行われていない時でも、プロセス

が行われている時と同じ程度の電力量が使用されている。プロセスを行っていない

時は、設備電源を OFFするなどの電力量削減の余地があることが分かる。 

電力量

SF6,C4F8ガス

日時

電力量 プロセスガス : 低レベル
===> プロセス待ち状態

しかし
電力量 : あり

===>
生産設備電力 低減の可能性：あり

電力量 プロセスガス : 低レベル
===> プロセス待ち状態

しかし
電力量 : あり

===>
生産設備電力 低減の可能性：あり

電力量

SF6,C4F8ガス

日時



（２）－3 エネルギー(CO2)見える化システムのまとめ 

 

 産業総合技術研究所つくば東事業所の 3箇所のクリーンルームにおいて、 

 エネルギー見える化システムを開発した。 

 

3D棟クリーンルームでは、157点。3B棟クリーンルームでは、179点。 

2G棟クリーンルームでは、105点。合計：441点の項目の見える化を実現した。 

 計測間隔は、10分。 

 

クリーンルームのエネルギーおよびエネルギーに影響を与える事項に関する 

情報を、いつでも、何処でも、誰でも、簡単に共有できるユーザフレンドリーな 

情報端末を採用したシステムを開発した。 

 

 継続的なエネルギー削減活動の取り組みを支援するためのデータ分析ツールを 

 開発した。 

 

 今後は、導入したシステムを活用して、継続的なエネルギー削減活動を展開し、 

 エネルギーの削減に取り組む。 
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（３） CO2_60％削減について 

（３）－1 従来技術と課題 

 従来、クリーンルームの空調設備におけるエネルギー削減対策としては、熱源系 

 に対する空調自動制御が多く実施されている。 

 実施内容は、熱源システム全体の省エネ制御により冷凍機、冷却塔、ポンプを 

高効率運転させるとともに季節に応じた運転モード自動切換えによるフリー 

クーリングの長期運転により大きな電力量の削減が実現されている。 

1990年度比で CO2_50％の削減が実現されている。 

  ・冷凍機、冷却塔、ポンプの高効率運転システムの特徴 

   熱源系全体の消費エネルギーが も低くなるポイント( 適点)に基づいて 

   冷水・冷却水の温度・流量等を自動で変更し、熱源系全体の消費エネルギー 

   を削減する。図Ⅴ.3.1-1に 適化のイメージを示す。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

   外気・負荷条件に応じて運転モードの自動切り替えを行い、中間期における 

   冷凍機とフリークーリングの併用運転を行う。 

 
 
 
 
 
 
 

図Ⅴ.3.1-2 長期間運転フリークーリング運転のイメージ 

図Ⅴ.3.1-1 適化のイメージ 

 ・長期間運転フリークーリングの特徴 



  

 クリーンルームにおける空調制御システムとしては、いかに熱源を効率的に 

 運転させるかの制御であった。クリーンルーム内の空調環境、特に、パーティク 

ル量に関しては、定期的な測定は行われているが、連続測定されることは稀で 

あり、空調制御に使用されることは行われていない。 

 理由としては、下記が考えられる。 

 

① 技術的に管理対象への制御の考え方が違う。 

  従来技術は、温度を測定して、温度を制御する。 

  例：室内温度を測定して、空調機の給気温度を制御する。しかし、パーティ 

クルを測定しても、パーティクルを直接制御することはできない。パーティ 

クルを制御するには、空調機の風量を制御して、間接的に、パーティクル量を 

制御するしかない。 

② パーティクル量と風量の間の相関関係が分からない。 

  パーティクルの発生具合は、現場や時間帯で異なる。作業者の有/無や多い/ 

少ないで異なってくる。 単純に、このくらいの風量にすれば、必ず、この

くらいのパーティクル量になると言い難い。 

③ サブコン業者は、JIS規定に従うことで済ませている。  

  JISから、クリーン度と風量(換気回数)が規定されており、サブコン業者は、 

①②のような面倒なことはしたくない。面倒なことをしなくとも設備と、その 

工事で商売が成立しているので、エネルギーに無駄があると分かっていても、 

固定の設計値で運用している。 

④ 投資対効果が分からない。 

  パーティクルに応じた風量制御を行う場合、②の理由から、削減効果が現場 

ごとに異なる。客先に提案する際、客先の運用実態の詳細を把握しないと、 

削減効果の目処が付かない。 

⑤ パーティクルセンサが高額 

  温湿度センサは、各社より様々なセンサが市販されているが、パーティクル 

センサは、生産しているメーカも限定されていて、価格も高い。温度：1～5万円。 

パーティクル：30～100万円。 

 

    上記のような理由から、空調環境、特に、パーティクル量に応じた空調制御は 

    行われていない。そこで、BEANS研究所の取り組みとして、空調環境に応じた 

    空調自動制御を行うことにより、従来技術では達成できていなかった更なる 

    エネルギー削減(CO2削減)を目指すこととした。 

 

 

Ⅴ‐20 
 



Ⅴ‐21 
 

（３）－2 CO2_60％削減の検討 

1990年度比、CO2_60％削減を実現するために、実際の半導体工場を想定し、年間の 

電力量を机上にて算出した。2010年度まで 1990年度比で熱源系の制御などにより 

50％の削減が実現されている。更に 10％を上積みし 60％を実現するためには、空調 

機(FFU)の電力量を 64％削減すれば、1990年度比で CO2_60％削減を実現できること 

が分かった。 

また、想定した半導体工場の場合、空調機(FFU)の電力量が 64％削減できた場合、 

年間電力量の削減金額は、1380万円。電力量単価を 12円/kWhとする。 

(1800-650)MWh/年×1000k×12(円/kWh)＝13,800,000(円) 

   非常に大きな削減が見込めることが分かった。 

表Ⅴ.3.2-1 半導体工場での年間電力量(机上計算) 

机上計算の算出条件 

1990年度システム： 

  冷水製造温度系統：1系統，冷水・冷却水一定流量，フリークリング無し 

  冷凍機：標準ターボ冷凍機 COP4.6(冷水温度 7-12℃) 

  冷水制御：空調機 二方弁による変流量制御 

       冷水主管 主管ヘッダ差圧バイパス制御 

       冷凍機 定流量 

     装置冷却水：７℃冷水を用いて熱交換器で装置冷却水(15～25℃)を製造 

  FFU：10W/m3/min 24時間 365日運転，換気回数 300回/h(天井高 4m) 

2010年度システム： 

冷 冷却水 流量 御，フ ークリング有  

  冷凍機：高効率ターボ冷凍機 COP6.0(冷水温度 7-12℃) 

  冷水制御：1990年度と同様 

     装置冷却水：夏期、中間期 7℃の冷水を用い熱交換器で装置冷却水 

（15℃～25℃）を製造。冬期 外気を利用し装置冷却水を製造。 

  FFU：2.9W/m3/min 24時間 365日運転，換気回数 300回/h(天井高 4m) 

冷却負荷 外気風量 0.5m3/min/m2,顕熱 0.55kW/m2  

 

 

 

 

 

 

 

 

半導体工場(一例) 1990年 2010年 BEANS

冷凍機 6850 3050 3050

冷却水ポンプ 995 590 590

冷却塔 380 260 260

冷水ポンプ 550 300 300

ﾌﾘｰｸｰﾘﾝｸﾞ 0 200 200

空調機(FFU) 3700 1800 650

小計 12475 6200 5050

比率 100% 50% 40%

　　6000平米の半導体工場の場合 単位MWh/年

空調機(FFU)電力を64%削減する必要がある。

1800-650

1800
＝63.8%≒64%

空調機(FFU)電力を64%削減する必要がある。

1800-650

1800
＝63.8%≒64%

1800-650

1800
＝63.8%≒64%

年間削減見込み金額：1380万円
(1800-650)MWh/年×1000k×12円(kWh単価)

  水製造温度系統：3系統，冷水・ 変 制 リ り
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 図Ⅴ.3.2-1に FFU(Fan Filter Unit)電力量を削減する制御イメージを記載する。 

 従来は、クリーンルーム内の代表的な箇所のみ温湿度が測定され、そのデータが、 

空調制御に使用されている。また、パーティクルは、連続測定されておらず、 

定期的な測定のみであり、空調制御には反映されていない。例：１週間に１回、 

パーティクルを測定するだけ。 

 今回は、多点でパーティクルと温室度を測定し、その情報を空調制御に使用し、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図Ⅴ.3.2-1 FFU(Fan Filter Unit)電力量削減制御イメージ 

 エネルギー削減を行う空調自動制御を目指している。 

 今回、導入を検討している空調自動制御のイメージ画像を図Ⅴ.3.2-2に記載する。 

 デモ機によるイメージ画像である。 

 図Ⅴ.3.2-2では、クリーンルームエリア①では、パーティクルが発生している。 

 クリーンルームエリア②③では、パーティクルは発生していない。今回の自動 

制御では、パーティクルの発生しているエリア①の空調設備①のみをフル稼働 

させて、パーティクルの発生していないエリア②③の空調設備②③は、省エネ 

運転とする空調自動制御を目指している。 

 

 その際、下記事項が懸念される。 

 ・空調制御を行うことにより、パーティクル量は許容範囲以内となるか？ 

 ・空調制御を行うことにより、室内の温度上昇は許容範囲以内となるか？ 

 上記懸念事項を確認するため、事前の検証を行った。 

To■■パーティクル：定期計測のみパーティクル：定期計測のみ

⇒⇒連続測定でないため、空調制御には連続測定でないため、空調制御には
活用されていない！活用されていない！

■■温湿度：代表１点のみ温湿度：代表１点のみ
⇒⇒必要のない箇所まで過剰な空調必要のない箇所まで過剰な空調

環境になっている！環境になっている！

■■パーティクル量：多点計測パーティクル量：多点計測

⇒⇒パーティクルの変化に応じた制御！パーティクルの変化に応じた制御！
■■温湿度：多点計測温湿度：多点計測

⇒⇒温湿度分布に応じた空調制御！温湿度分布に応じた空調制御！

From

空調機

FFU

制
御
機
器

照明

パーティクル
温湿度

ONONOFF設備

ムダムラムダムラ
ムダムラムダムラ

空調機

FFU

制
御
機
器

照明

パーティクル
温湿度

OFFOFF
設備

ON

強 中
弱 弱弱強 強 強 強強

To■■パーティクル：定期計測のみパーティクル：定期計測のみ

⇒⇒連続測定でないため、空調制御には連続測定でないため、空調制御には
活用されていない！活用されていない！

■■温湿度：代表１点のみ温湿度：代表１点のみ
⇒⇒必要のない箇所まで過剰な空調必要のない箇所まで過剰な空調

環境になっている！環境になっている！

■■パーティクル量：多点計測パーティクル量：多点計測

⇒⇒パーティクルの変化に応じた制御！パーティクルの変化に応じた制御！
■■温湿度：多点計測温湿度：多点計測

⇒⇒温湿度分布に応じた空調制御！温湿度分布に応じた空調制御！

From

空調機 空調機

FFU FFU

制
御
機
器

照明照明

パーティクル
温湿度

ONONOFF設備

ムダムラムダムラ
ムダムラムダムラ

制
御
機
器

照明

パーティクル
温湿度

OFFOFF
設備

ON

強 中
弱弱強 強 強 強強 弱
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図Ⅴ.3.2-2 導入を検討している空調自動制御のイメージ画像 

  

 空調制御を行うことによるパーティクル量と温度上昇の事前検証を行った。 

 6ｍ平米のクリーンルームに、各種センサを設置した。設置したセンサは 

下記の通り。 

・ パーティクルセンサ：16個 

・ 温度センサ：16個 

・ 湿度センサ：16個 

 

 上記以外にも、空調設備電力を計測する電力センサや、天井に人を検知するため 

の人感センサや、空調設備の冷水温度や流量を計測するセンサを設置し、空調 

設備の状態をモニターしながら評価を行った。また、意図的にパーティクル量を 

増加させるために外気を取り込むダクトを設けるとともに、室内の擬似的熱負荷 

として電気ヒータを設置した。また、本クリーンルームの空調設備(FFU：23台) 

は、個別にインバータ制御可能な設備である。 

図Ⅴ.3.2-3に実験場所の画像を示す。 

 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.3.2-3 実験場所風景 

  図Ⅴ.3.2-4に実験場所の鳥瞰図を示す。 
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       センサ設置箇所      熱負荷用電気ヒータ設置箇所  
      外気取り込みダクト位置 

図Ⅴ.3.2-4 実験場所 Top View 

No.01

No.02

No.03

No.04

No.05

No.06

No.07

No.08

No.09

No.10

No.11

No.12

No.13

No.14

No.15

No.16

1000W

670W

670W

外気ダクト

6m
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３）－3 CO2_60％削減の評価(電力量について) 

 FFU(Fan Filter Unit)の回転数を変化させた時の電力量を測定した。 

 表Ⅴ.3.3-1と図Ⅴ.3.3-1に FFU回転数と電力量の実測値を示す。 

 また、回転数 100％とした時の電力量を 100とした時の比率も記載している。 

 図Ⅴ.3.3-1より FFU回転数を 100％から 70％まで低減すれば、電力量としては、 

 64％の削減が実現できることが分かる。 

 次頁以降では、FFU回転数を 70％以下とした時のパーティクル量と温度上昇の 

検証を行い、問題がないことを確認する。 

 

表Ⅴ.3.3-1 FFU回転数と電力量(実測値) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅴ.3.3-1 FFU回転数と電力量(実測値) 

 
 
 
 
 
 
 
 

回転数% 電力量W 電力量%
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３）－4 CO2_60％削減の評価(パーティクル量について) 

 FFU(Fan Filter Unit)の回転数を低下させた時のパーティクル量を測定した。 

 測定方法は、FFU回転数と FFU稼働台数を変化させ、その時のパーティクル量を 

 測定した。表Ⅴ.3.4-1に FFU回転数と FFU稼動台数に対するクリーン度を示す。 

 つまり、FFUを 15台、100％運転した場合は、クリーン度 100個/cfに相当する 

 クリーンルームを擬似的に再現したこととなる。 

 参考として、表Ⅴ.3.4-2に JISで規定されているクリーン度と換気回数および 

気流速度の関係を示す。 

 

表Ⅴ.3.4-1 FFU(回転数、稼動台数)と換気回数(≒クリーン度)の関係 

 
計算の算出条件 

   FFU100％運転時の風速：0.5m/s 

   FFUサイズ：1.2×0.6m 

   クリーンルームサイズ 6×6×3.5m 

   計算一例

      0.5( )＝19440m3/hour-ⅰ 

      6(m)

      /hour) 

 

表Ⅴ.3  

 
 
 

 

 

 

 表Ⅴ.3.4-3に FFU15台を回転数 100％運転とした時と 60％運転に回転数を低下 

させた時のパーティクル(粒径 0.5μm)量の実測値を示す。 

 FFU15台、回転数 100％はクラス 100個/cf相当のクリーンルームを擬似的に 

 再現しており、そのクリーンルームにおいて、FFU回転数を低下させた時の 

クリーン度
個/cf

10相当

100相当

1,000相当

10,000相当

 
 
 
 
 

FFU
稼動台数

FFU
回転数

換気回数
(時間当り)

23台 237回

15台 154回

8台 82回

4台 42回

100%
(0.5m/s)

(FFU15台/100%) 

m/s)×1.2(m)×0.6(m)×3600(hour)×15(台

×6(m)×3.5(ｍ)＝126m3 -ⅱ 

換気回数＝(ⅰ) / (ⅱ)＝19440 / 126＝154(回

.4-2 JIS-B-9919 クリーン度と換気回数、気流速度

クリーン度
個/cf

換気回数
(時間当り)

気流速度
(m/s)

10 - 0.3-0.5
100 - 0.2-0.5

1,000 30-90 -

10,000 20-40 -
JIS-B-9919
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パーティクル量の変化を擬似的に再現したデータとなる。 

    歩行 No.01-16の平均値では、FFU回転数を 100％から 60％に低下させても、 

基準値 100個を大きく下回った 18個であり、回転数の低減によるパーティクルの 

増加は少ないことが分かる。しかし、作業 No.01および作業 No.7の 大値の 

データでは、基準値の 100個を超えている。しかし、FFU100％運転の場合でも 

基準値の 100を超えている。つまり、100％運転においても、特定箇所にピークと 

して発生するパーティクルに関しては、基準値を超えることがあるということを 

意味している。 

図Ⅴ.3.4-1、図Ⅴ.3.4-2に波形データを示す。波形データから、FFU回転数を 100％ 

から 60％に低減させた場合のパーティクルの 大値と平均値の検討を行う。 

 

表Ⅴ.3.4-3 

クラス 100相当クリーンルームにて FFU回転数を低下させた時のパーティクル 

 大：16箇所のデータの 大値(個) 

 平均：16箇所のデータの平均値(個) 

 歩行 No.01-16：No.1～16のセンサの間を 5分間歩行した場合のデータ 

 作業 No.01：No.1のセンサの前で大きく手回し動作(5分間)をした場合のデータ 

 作業 No.07：No.7のセンサの前で大きく手回し動作(5分間)をした場合のデータ 

 

図Ⅴ.3.4-1に FFU回転数を 100％運転とした場合のパーティクル量の波形データを 

示す。100％運転においても、ピークとして発生している値は基準値の 100を超えて 

いる。しかし、ベースとして常に発生しているパーティクルは 50個を下回っている。 

つまり、ピークとして発生しているパーティクルやピークに引き連られて上昇して 

いるパーティクルは、作業者の作業内容などにより異なるため、参考とはするべき 

ではあるが、FFU回転数低下での必須管理項目とはすべきではないことを意味して 

いる。常にベースとして発生しているパーティクル量を必須の管理項目とするべき 

である。 

乱暴な言い方をすれば、汚れた防塵服を着て作業をすれば、FFUが 100％運転を 

していても、基準値を超えるので、別の管理方法で管理するべきであり、FFU回転 

数により制御できる事項ではない、ということである。ピークとして発生する 

 
 
 
 
 
 パーティクル：16箇所のデータ 

最大 平均 最大 平均 最大 平均

100%運転(ｸﾗｽ100相当) 48 4 211 22 105 18

60%運転 136 18 642 82 461 127

単位：個/cf

0.5μm

FFU：15台

歩行No.01-16 作業No.01 作業No.07
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パーティクルの管理方法としては、例えば、定期的なウェアのクリーニングの実施 

やエアシャワーの適切な浴び方の徹底や、設備の物理的な局所化(ミニエンバイ 

ロメント化)が考えられる。 

図Ⅴ.3.4-1 

クラス 100相当クリーンルームでの FFU回転数 100％時のパーティクル量 

 
図Ⅴ.3.4-2にクラス 100相当クリーンルームでの FFU回転数を 60％に低下させた 

時のパーティクル量を記載する。 

ベースとして常に発生しているパーティクル量は、基準値の 100以下であり、FFU 

の回転数を低下させても、パーティクル量が基準値以内であることが分かる。 

しかし、必須の管理項目とはしないが、ピークとして発生したパーティクルが、 

周辺に対して、どの程度の影響を与えるのかについては、検討が必要である。 

次頁以降で検討する。 
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図Ⅴ.3.4-2 

クラス 100相当クリーンルームでの FFU回転数を 60％に 

低下させた時のパーティクル量 
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３）－5 CO2_60％削減の評価(パーティクルの拡散について) 

 ある箇所で発生したパーティクルの周辺への影響を検討する。 

 評価方法は、クリーンルームの中央に設けた外気取り込みダクトより強制的に 

 クリーンルーム内に外気を取り込む。そして、クリーンルーム内に設置した 16 

箇所でパーティクル量を測定し、測定されたパーティクル量の 大値を 100と 

して、データを規格化した。 

表Ⅴ.3.5-1にクラス 100相当の場合と、FFU回転数を 60％に低下させた場合の 

 パーティクル量の規格化値を示す。表Ⅴ.3.5-2に平均値を抜粋した値を示す。 

 

 表Ⅴ.3.5-2からも分かるように、パーティクル発生地点から 1.5ｍ離れれば、 

 その影響は、FFU回転数が 100％の場合で 25％、FFU回転数が 60％運転の 

場合で 27％であり、両者に大きな差異はないことが分かるとともに、その影響も 

25％前後であり大きくはない。しかし、パーティクル発生地点から 1.0m地点では、 

60-70％の影響を受けることが予想されるため、注意が必要であることが分かった。 

 

表Ⅴ.3.5-1 パーティクル拡散度合い(実測値) 

 
 
 
 
   中心 4

測定箇所 No.06,07,10,11のデータとその 4点の平均値。 

   周辺 8点：外気取り込みダクトから 1.5ｍ地点。 

測定箇所 No.02,03,05,08,09,12,14,15のデータとその 8点の平均値。 

 

) 

 
 
 
 
   表の見方：防塵服が汚れていたなど何らかの理由でパーティクルが 

     1300個/cf発生した場合、その地点から 1.5m離れた地点では、 

     FFUが 60％の運転の場合、351個/cf(1300×27%)が観測される 

     可能性がある、ということ。 

No.06 N

32

72

0.5μm 中心4

100%運転
(ｸﾗｽ100相当)

60%運転

点：外気取り込みダクトから 1.0ｍ地点。 

o.07 No.10 No.11 No.02 No.03 No.05 No.08 No.09 No.12 No.14 No.15 No.01 No.04 No.13 No.16

100 44 68 21 40 15 56 13 40 5 8 12 50 8 17

100 37 66 36 25 26 60 22 31 4 10 15 46 5 19

単位：%

FFU：15台
点(1m地点) 周辺8点(1.5m地点) 外周4点(2m地点)

61 25 22

69 27 21

   外周 4点：外気取り込みダクトから 2.0ｍ地点。 

測定箇所 No.01,04,13,16のデータとその 4点の平均値。

 

表Ⅴ.3.5-2 パーティクル拡散度合い(実測値の平均値

1m地点 1.5m地点 2m地点
100%運転(ｸﾗｽ100相当) 61 25 22

60%運転 69 27 21
単位：%

0.5μm
FFU：15台
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図Ⅴ.3.5-1、図Ⅴ.3.5-2にパーティクル拡散度合いの波形データを示す。 

外気の取り込み開始から 1.5分後に大きくパーティクル量が上昇している。 

言い方を変えれば、1.5分後には周辺に影響を与えることを意味している。 

また、外気取り込み停止後、3～3.5分後には、パーティクル量は減少している。 

言い方を変えれば、FFU回転数を 60％に低下させていても、3.5分後には 

パーティクルは低い値に収束することを意味している。

図Ⅴ.3.5-1  

クラス 100相当クリーンルームでの FFU回転数 100％時のパーティクル拡散度合い 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅴ.3.5-2 

クラス 100相当クリーンルームでの FFU回転数を 60％に 

低下させた時のパーティクル拡散度合い 
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３）－6 CO2_60％削減の評価(温度上昇について) 

 FFU回転数を低下させた時のクリーンルーム内の温度上昇を検討する。 

 評価方法は、クリーンルームで想定される熱負荷を擬似的に電気ヒータで与え、 

 クリーンルーム内に設置した 16箇所で温度を測定した。また、今回は、擬似的に 

 与えた熱負荷(顕熱)をクリーンルーム施設のドライコイルで顕熱処理をせずに、 

 そのままの温度上昇を測定した。測定結果の評価基準は、下記の通りとした。 

 電気ヒータで与えた熱負荷は 250W/m2とした。一般的なクリーンルームで想定 

される値の 大値を用いた。 

 

 温度上昇の許容値 

  温度上昇が 6.5℃以内 

  

 評価基準の考え方と算出方法 

 ・空調設備で処理する必要がある熱量＝9000W 

   250W/m2(今回の実験で与えた熱負荷)×6m(ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ横)×6m(ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ縦) 

 ・一般的なクリーンルームでの空調設備による熱負荷(9000W)処理 

   9000W / (6.5℃×0.33) = 4195m3/hour 

   温度差 6.5℃、風量 4195m3/hourの空気で 9000Wの熱負荷が処理可能。 

 ・温度差 6.5℃について 

   一般的なクリーンルーム空調設備では、給気と還気の温度差が 6.5℃ 

確保できるように空調設備は設計されている。 

 ・風量 4195m3/hourについて 

   FFU回転数を 60％とした場合、FFU風速は 0.2m/s。 

FFUサイズは 1.2m×0.6m。 

   0.2(m/s)×1.2(m)×0.6(m)×3600(hour)×15(台)＝7776m3/hour 

 上記より、FFU回転数を低減させても十分な風量が確保されており、温度上昇が 

 6.5℃以内であれば、一般的なクリーンルームでの空調設備で熱負荷を処理できる。 
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 表Ⅴ.3.6-1、図Ⅴ.3.6-1 にクラス 100 相当のクリーンルームにおいて、FFU 回転

数を 60％に低減させた場合の温度上昇を示す。 

 も温度上昇が大きかった箇所でも 5.3℃であり、許容範囲以内であることが分か 

る。平均値としては。4.1℃の温度上昇であった。 

 

表Ⅴ.3.6-1  

クラス 100相当クリーンルームでの FFU回転数を 60％に 

低下させた時の室内温度上昇 

図Ⅴ.3.6-1 

クラス 100相当クリーンルームでの FFU回転数を 60％に 

低下させた時の室内温度上昇 
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３）－7 CO2_60％削減のまとめ 

 

 1990年度比として CO2_60％を削減するためには、FFU電力量を 64％削減 

すれば実現できることが分かった。 

  

FFU回転数を 70％以下に低減すれば、FFU電力量を 64％削減することができる 

ことが分かった。 

 

 クラス 100相当のクリーンルームにおいて、FFU回転数を 70％以下に低減させた 

場合のパーティクル量と室内温度上昇を検証した結果、許容範囲以内に収まる 

ことが分かった。 

 *今回の実験では、FFU回転数を 60％にまで低減させても問題がないことを確認。 

 

 同様に、クラス 10相当およびクラス 1000相当のクリーンルームにおいても、 

 FFU回転数を 60％に低下させた時の検証を行っているが、同様の結果を得ること 

ができた。 

 

 今回は、検証用クリーンルームにて事前検証という位置付けで検証を行った。 

 この結果を受けて、実際に半導体プロセスが行われている産業総合技術研究所 

つくば東 3B棟のクリーンルームに空調制御システムを導入して、次頁以降で 

削減効果を確認する。 
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４） エネルギー 適_空調(FFU)自動制御システム(Clean On Demand)について 

４）－1 エネルギー 適_空調(FFU)自動制御システム(Clean On Demand)の検討 

 つくば東 3B棟クリーンルームに空調自動制御システムを導入した。 

。

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅴ.4.1-2 センサ設置箇所画像 

 
 
 
 

 図Ⅴ.4.1-1にクリーンルームとセンサの配置図を示す。図Ⅴ.4.1-2にセンサの 

設置箇所画像を示す。クリーンルーム２には、後工程の生産設備が設置されて 

いるため、全ての設備にパーティクルセンサ/温度センサ/湿度センサを配置した

クリーンルーム１に導入されている設備は検査設備であるため、設置箇所を絞っ

て配置した。 

パーティクルセンサ/温度センサ/湿度センサ     人感センサ 
図Ⅴ.4.1-1 3B棟クリーンルームとセンサ配置図(Top View) 
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図Ⅴ.4.1-3に制御フローチャートを示す。 

人感センサと多点パーティクルおよび温度情報をもとに、FFU(Fan Filter Unit) 

の回転数を制御する制御フローとしている。 

パーティクルと温度が設定した値を満足しているか否かを判定し、その基準を 

満足している間は、FFUの回転数を徐々に下げて行くこととしている。しかし、 

人感センサがアクティブとなった時は、入室作業が行われていると判断して、パー 

ティクルと温度が規定値以内であっても、FFU回転数を増加させることとした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅴ.4.1-3に制御フローチャート 
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制御盤の導入に際しては、実際のクリーンルームでは、現場ごとに判定基準や設置 

するセンサの数量などは異なることが想定されるため、多様な現場に臨機応変に 

対応ができる構成とした。 

導入した制御盤の特徴は、下記の通り。 

 複数の論理ブロックを持ち、その論理ブロックで判定するためのセンサを任意に 

選択できるとともに、判定基準および FFU回転数も任意に選択が可能な構成。 

   具体的には、論理ブロックごとに情報源とするセンサを登録するとともに判定基準 

などを設定し、その論理ブロックで制御対象とする FFUを割り付けることで実現 

している。 

図Ⅴ.4.1-4に制御盤外観画像と操作パネル画面の一例を示す。 

図Ⅴ.4.1-4では、パーティクル/温度センサ１と２および人感センサ２の情報を 

もとに、FFUの回転数を制御する論理ブロックの一例を示している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅴ.4.1-4 制御盤外観画像と操作パネル画面の一例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情報源とするセンサの登録 

論理ブロック 

論理ブロックと 

制御対象 FFUの割付 
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４）－2 エネルギー 適_空調(FFU)自動制御システム(Clean On Demand)の評価 

 FFU(Fan Filter Unit)空調自動制御システムを導入した。 

 パーティクル量の変化を検討する。システムを導入したクリーンルームのパーテ 

ィクルの基準値(設計値)は 1000個/cfである。 

 図Ⅴ.4.2-1に通常制御時の波形データを示す。図Ⅴ.4.2-2に FFU空調自動制御 

時の波形データを示す。 

 通常制御時において、突発的に大きな値が測定されている。事前検証で検証を 

行った通り、通常制御においても、作業者の作業内容によっては基準値を超える 

ことが分かる。しかし、通常制御時では、作業者が居ない深夜から明け方に 

ついては、パーティクルがほぼ 0であるのに対し、FFU空調自動制御時は、100 

前後の値が観測されており、パーティクル量が上昇していることが分かる。 

しかし、基準値

図Ⅴ.4.2-1 通常制御時のパーティクル量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅴ.4.2-2 FFU空調自動制御時のパーティクル量 
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温度変化を検討する。システムを導入したクリーンルーム温度の基準値(設計値) 

は 22～24℃である。 

 図Ⅴ.4.2-3に通常制御時の波形データを示す。図Ⅴ.4.2-4に FFU空調自動制御 

時の波形データを示す。 

 通常制御時において、若干、基準値を下回っているが、概ね、通常制御時および 

 FFU空調自動制御時ともに基準値の範囲に収まっている。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅴ.4.2-4 FFU空調自動制御時のクリーンルーム内の温度 
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図Ⅴ.4.2-3 通常制御時のクリーンルーム内の温度 
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電力量の変化を検討する。 

算出方法は、数日間の電力量データより、平日の平均電力と休日の平均電力を 

算出し、1週間および年間の電力量を計算した。 

表Ⅴ.4.2-1に通常制御時と FFU空調自動制御時の電力量を示す。 

表Ⅴ.4.2-2に削減量を示す。 

 FFU空調自動制御を行うことにより、電力量として 56％の削減を達成している 

ことが分かった。 

 今回は、実際に製造プロセスを行っているクリーンルームへの初めての適用で 

あったため、パーティクル量をあまり悪化させられなかった。事前検証で目標 

としていた 64％の削減までには至らなかったが、先に記載したパーティクル量の 

波形データから更に FFU回転数を低下させても、パーティクルの基準値を満足 

できると思われる。実際のクリーンルームにおいても、FFU回転数の更なる低下に 

より、FFU電力量の 64％削減は十分に可能であることが分かる。 

 

表Ⅴ.4.2-1 FFU電力量(通常制御と FFU自動制御) 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

ｰﾑ_2
10台

 
 
 
 
 
 
 

通常制御
ｸﾘｰﾝﾙ
FFU：

2/21(月) 22.9

2/22(火) 23.1

2/23(水) 23.1

平 3

52週間(1年) 8384

単位：

表Ⅴ.4.2-2 FFU電力量の削減量 

.0

kWh

均＠１日 2

1週間 161.2

FFU自動制御
ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ_2
FFU：10台

3/7(月) 9.4

3/8(火) 11.3

平日平均＠１日 10.4

3/5(土) 9.7

3/6(日) 9.2

休日平均＠１日 9.4

1週間 70.7

52週間(1年) 3674

単位：kWh

ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ_2
FFU：10台

通常制御 8384

FFU自動制御 3674
削減量 4710

削減率 56%

単位：kWh
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 FFU(Fan Filter Unit)空調自動制御システムを導入し、パーティクル量の変化、 

 室内温度の変化および電力量の削減量を検討した。しかし、現状、パーティクル 

 センサは非常に高額(30～100万円)であり、クリーンルームの規模によっては、 

多数のパーティクルセンサを設置したのでは、投資対効果が合わないことが想定 

される。そこで、人感センサのみで FFU空調自動制御システムを運用した場合の 

検討を行う。 

 図Ⅴ.4.2-5に人感センサ情報のみで FFU空調自動制御を行った場合のパーティク 

 ルの波形データを示す。パーティクルは、モニターのみであり、制御には使用し 

ていない。 

 制御にパーティクル情報を使用していないため、深夜 0時ごろにパーティクル量 

 が上昇していることが分かる。また、ベースレベルとしてのパーティクル量も 

 全体的に上昇していることが分かる。しかし、基準値 1000以内である。 

 
図Ⅴ.4.  

  

 表Ⅴ.4.2-3 FFU空調 

制御を行った場合と人感センサのみで た場合の FFU電力量 

電力量は大きいが、 

通常制御時より大きく削減されていることが分かる。 

表Ⅴ.4.2-3 FFU電力量(＠1日)の比較 
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2-5 FFU空調自動制御時のパーティクル量

にパーティクルセンサ、温度センサ、人感センサを使用して

FFU空調制御を行っ

の値を示す。人感センサのみでの制御の場合は、若干、FFU
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   空調 FFU(Fan Filter Unit)自動制御システム時の電力量波形を示す。 

図Ⅴ.4.2-6に通常制御時と FFU空調自動制御時の電力波形データを示す。 

通常制御時は、電力量が一定であるのに対し、FFU空調自動制御時は、電力量が 

大きく変動していることが分かる。昼間は、パーティクル量に応じて、FFUが制御 

されているためである。また、夜間においては低いレベルで電力量が推移している 

ことが分かる。夜間は作業者の入室がなく、常にパーティクルが低いレベルである 

ため、FFU回転数が低いレベルで運転されているためである。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.4.2-7 FFU電力波形(ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ＋温度＋人感と人感のみ) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

通常制御 FFU 空調自動制御 

昼：作業時間帯 夜間 

時刻 

電力量 

図Ⅴ.4.2-6 FFU電力波形(通常制御と FFU自動制御) 

 

図Ⅴ.4.2-7にパーティクルセンサ＋温度センサ＋人感センサと人感センサのみで 

FFUを自動制御した場合の電力波形データを示す。人感センサのみの場合は、パー 

ティクル量が少なくても、人が作業している場合には、FFU回転数が高い値に設定 

されるため、電力量についても、ある値が継続していることが分かる。 

 

電力量 
FFU 空調自動制御 

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙ＋温度＋人感 人感センサのみ 

人が作業中

時刻 
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空調(FFU)自動制御システムにより、品質を維持しつつ、電力量を削減できることが 

分かった。投資対効果を検討する。 

   実際のクリーンルームでは、運用形態に応じて異なると思われるが、FFU電力量の 

削減量は、事前検証で確認できた 64％と仮定する。 

   表Ⅴ.4.2-4に FFU台数とそれに相当するクリーン度クラスと削減見込み電力量を 

示す。 

 

表Ⅴ.4.2-4 FFU台数、相当するクリーン度クラス、削減見込み電力量 

  計算条件 

  ・クリーンルームサイズ：40×50×4ｍ 

  ・FFU風量：900m3/hour(回転数 100運転時) 

  ・FFU電力量：2.3kWh/day 

3B棟クリーンルームでの FFU電力量実測値(回転数 100％運転時)。 

    但し、クラス 10000、1000については、FFUによる換気ではなく、AHUによる 

    換気が一般的に採用されることが多く、電力量の改善が見込めるため、FFU電力 

    換算として、0.7倍の 1.6 kWh/day。 

  ・電力料金単価：12円/ kWh。 

  ・計算の一例(FFU：500台の場合) 

    クリーンルーム体積：40m×50m×4m＝8000m3 

    FFU風量：900m3/hour×500台＝450000m3/hour 

    換気回数：450000/8000＝56.3回/hour⇒クラス 1000相当の換気回数 

    削減電力量/day：2.3 kWh/day×500台×0.64＝736kWh/day 

    削減電力金額/year：736 kWh/day×365day×12円＝3,223,680円 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

FFU台数
換気
回数

クラス
個/cf

電力量
kWh＠1台

合計電力量
kWh＠１日

削減電力量
kWh＠１日

削減電力金額
円＠１年

削減電力金額
円＠５年

100 11.3 1.6 160 102.4 \448,512 \2,242,560

150 16.9 1.6 240 153.6 \672,768 \3,363,840

200 22.5 1.6 320 204.8 \897,024 \4,485,120

300 33.8 1.6 480 307.2 \1,345,536 \6,727,680

500 56.3 2.3 1150 736 \3,223,680 \16,118,400

1000 112.5 2.3 2300 1472 \6,447,360 \32,236,800

1300 146.3 2.3 2990 1913.6 \8,381,568 \41,907,840

1500 168.8 2.3 3450 2208 \9,671,040 \48,355,200

2000 225 2.3 4600 2944 \12,894,720 \64,473,600

2500 281.3 2.3 5750 3680 \16,118,400 \80,592,000

10000

1000

100

10
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 クラス 100相当(FFU：1000台)クリーンルームの場合の投資対効果を考慮した機器、 

システム費用を想定した。投資金額は、表Ⅴ.4.2-4の結果より 3200万円と仮定した。 

 工事費用は、機器合計金額の同額と仮定した。よって、工事費用などに含まれる宿泊 

旅費や、工事管理費は工事には含めずに、小計の合計金額に一定の倍率を掛けて、 

終のトータル費用とした。 

 クラス 100相当のクリーンルームの場合、既に FFUが何らかの制御システム下に 

 置かれていることが想定されるため、既存システムとの連携を考慮した制御ソフト 

ウェアとする必要があり、1200万円を見込んだ。但し、この 1200万円には、試運転 

調整費用も込みの価格である。表Ⅴ.4.2-5にクラス 100クリーンルームにおいて、投資 

 

 
 
 
 
 

 
 クラス 1000相当(FFU：300台)クリーンルームの場合の投資対効果を考慮した機器、 

システム費用を想定した。投資金額は、表Ⅴ.4.2-4の結果より 670万円と仮定した。 

 パーティクルおよび温湿度センサともに、もう少し設置数を増やしたいが、投資対 

効果に見合わなくなるため、2個とした。言い方を変えると、適切な箇所に設置する 

必要があるということを示唆している。また、FFUが 300台相当存在するシステムの 

 制御盤として、150万円は非常に厳しい金額と想定される。その場合は、FFUで換気を 

 行っているアプリケーションは切り捨て、AHUで換気を行っているアプリケーションに 

 限定するなどの対応が必要である。AHUでのアプリケーションであれば、制御対象が 

FFUのように 300台ではなく、数台に減少されるため、制御盤も安価な構成が可能で 

あると思われる。表Ⅴ.4.2-6にクラス 1000クリーンルームにおいて、投資対効果を考慮 

した場合に許容される機器/システム費用を示す。 

 

表Ⅴ.4.2-6 クラス 1000クリーンルームでの機器/システム費用 

 
 
 
 
 

パーティクルセンサ 6 \350,000 \2,100,000
温湿度センサ 6 \50,000 \300,000
工事(H/W関連) 1 \5,400,000 \5,400,000

合計 \22,800,000
合計*1.4 \31,920,000

対効果を考慮した場合に許容される機器/システム費用を示す。 

表Ⅴ.4.2-5 クラス 100クリーンルームでの機器/システム費用 
項目 数量 単価 小計

制御ソフトウェア 1 \12,000,000 \12,000,000
制御盤 1 \3,000,000 \3,000,000

項目 数量 単価 小計
制御盤 1 \1,500,000 \1,500,000
パーティクルセンサ 2 \350,000 \700,000
温湿度センサ 2 \50,000 \100,000
工事(H/W関連) 1 \2,300,000 \2,300,000

合計 \4,600,000
年 合計*1.4 \6,440,000
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クラス 10000相当(FFU：100台)クリーンルームの場合の投資対効果を考慮した機器、 

システム費用を想定した。投資金額は、表Ⅴ.4.2-4の結果より 330万円と仮定した。 

 投資金額が少ないため、パーティクルセンサを設置する場合と、パーティクルセンサの 

 代替として人感センサを設置する場合を検討した。 

 表Ⅴ.4.2-7にはパーティクルセンサを設置した場合、表Ⅴ.4.2-8には人感センサを設置 

した場合のクラス 10000クリーンルームにおける投資対効果を考慮した場合に許容され 

る機器/システム費用を示す。 

 

表Ⅴ.4.2-7 クラス 10000クリーンルームでの機器/システム費用 その 1 

 
 

表Ⅴ.4.2-8 クラス 10000クリーンルームでの機器/システム費用 その 2 

 
 空調(FFU)自動制御システムの投資対効果を検討した。 

 基本的な考え方として、費用の積上げではなく、投資対効果を考慮した場合には、 

 これぐらいの費用で収める必要がある、という考え方で費用を算出している。 

今回は、現状のセンサ市場価格をベースに投資対効果を検討した。そのため、多点 

計測によりキメ細かく測定することが困難ケースでは、人感センサで代替するなどの 

回避策を採用した。 

特に、現状では、パーティクルセンサが非常に高額であり、パーティクルセンサの MEMS 

化による低価格化が急がれる。また、今回の工事では、有線によるセンサを想定して 

いるが、将来的に、各種センサが MEMS化され、電源もバッテリィー化されれば、工事 

費用も大きく低減することが想定され、その場合には、更に、キメ細かく多点計測が 

可能になる。 

各種センサ(温度、湿度、パーティクル)の MEMS化による小型⇒安価および無線化による 

工事費用の低減が急がれる。 

 
 
 
 

項目 数量 単価 小計
制御盤 1 \1,000,000 \1,000,000
パーティクルセンサ 1 \350,000 \350,000
温湿度センサ 0 \50,000 \0
工事(H/W関連) 1 \1,350,000 \1,350,000

合計 \2,700,000
合計*1.2 \3,240,000

 
 
 
 
 

項目 数量 単価 小計
制御盤 1 \1,000,000 \1,000,000
人感センサ 6 \50,000 \300,000
温湿度センサ 0 \50,000 \0
工事(H/W関連) 1 \1,300,000 \1,300,000

合計 \2,600,000
合計*1.2 \3,120,000



４）－4 エネルギー 適_空調(FFU)自動制御システム(Clean On Demand)のまとめ 

 

 半導体プロセスが行われている産業総合技術研究所つくば東 3B棟のクリーン 

ルームに空調制御システムを導入して、削減効果を確認した。 

 

 FFU空調制御システムにより、FFU電力量の 56％削減を達成した。 

 また、その際のパーティクル量および温湿度も許容範囲以内であることを 

確認した。 

  

 クラス 100、1000、10000のクリーンルームにおける投資対効果を検討し、 

 回収年月 5年の場合の機器およびシステム費用の概算を算出した。 

 

 今後は、実際のクリーンルームを所有しているユーザにヒアリングを行い、 

課題などを明確にする必要がある。 
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５） エネルギー 適_空調温湿度自動制御システム(T/H On Demand)について 

５）－1 エネルギー 適_空調温湿度自動制御システム(T/H On Demand)の検討 

従来の空調制御システムでは、室内の温湿度設定値(Set Point)は固定値となって 

いる。クリーン度の低いクリーンルームでは、夏場と冬場に設定値を手動で変更 

して運用されていることもあるが、設定許容範囲を有効に活用することは行われ  

ていない。そこで、今回、設定温度および設定湿度の許容範囲を有効活用しなが 

ら、設定値を自動変更するシステムを検討した。 

図Ⅴ.5.1-1に温湿度設定値(Set Point)イメージを示す。 

従来は、外気温湿度に関わらず、制御システムの設定値(Set Point)は一定である。 

エネルギー 適_温湿度空調自動制御システムでは、外気の温度および湿度と室内 

の温度と湿度から、空調設備のエネルギーが 小となる制御システムの設定値 

(SetPoint)を自動でリアルタイムに変更しながら、空調制御を行う制御システム 

である。 

平たく言えば、設定値を夏であれば、温度、湿度ともに高い値に設定し、冬は 

温度、湿度ともに低い値に設定することにより空調のエネルギー削減を目指して 

いる。 

夏場と冬場に設定値を手動で変更するのに対して、中間期も含めて、リアル 

タイムに自動で制御するため、よりキメ細かい制御が可能となる。 

もちろん、許容範囲を有効活用するのであって、 終的なクリーンルームの 

温湿度は、許容範囲以内となることを制御の前提としている。 

図Ⅴ.5.1-1 温湿度設定値(Set Point)イメージ 
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また、クリーンルームでは、湿度管理を厳密に行う必要から、一旦、空気を過冷却 

し、再熱・再加湿されている。エネルギー 適_温湿度空調自動制御システムでは、 

この過冷却による再熱・再加湿のムダ削減にも対応した制御システムとした。 

図Ⅴ.5.1-2に設定温度イメージを示す。室内の設定温度は 23℃とする。 

従来は、外調機にて外気を一旦、11℃まで過冷却し、除湿した後、23℃まで再熱し

ている。再熱された空気は、クリーンルーム内に送られ、設備などの熱負荷により、 

例えば、26℃まで上昇する。室内の熱負荷で上昇した 26℃の空気を室内の顕熱処理

用の FCU(Fan Coil Unit)や DC(Dry Coil)で、熱処理して、所定の 23℃に温度調整し

て、クリーンルーム内に戻している。 

エネルギー 適_温湿度空調自動制御システムでは、除湿のため 11℃まで過冷却する 

のは同じであるが、その後の、再熱を 23℃までとせず、室内熱負荷の温度上昇を 

考慮して、20℃までの再熱とする。そして、室内の熱負荷により所定の 23℃まで 

上昇させることにより、外調機での再熱ムダと FCUでの熱処理ムダの両方を削減 

することを目指している。 

しかし、設備の熱負荷は刻々と変化するため、その変化に対応が可能な制御システ 

ムが要求される。 

図Ⅴ.5.1-2 設定温度イメージ 
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５）－2 エネルギー 適_空調温湿度自動制御システム(T/H On Demand)の評価 

 エネルギー 適_温湿度空調自動制御システムを導入した。 

 図Ⅴ.5.2-1に外調機の給気温度変化を示す。図Ⅴ.5.2-2に室内の温湿度を示す。 

  通常制御では、給気温度は、ほぼ 23℃一定である。しかし、エネルギー 適_ 

温湿度空調自動制御システムでは、給気温度は、19℃前後で大きく変動している。 

 つまり、11℃まで過冷却された空気は、23℃まで再熱されず、19℃前後までの 

再熱処理となり、再熱のムダが削減されていることが分かる。また、室内の熱 

負荷に応じて、給気温度が大きく変動していることも分かる。 

図Ⅴ.5.2-1 外調機_給気温度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

通常制御 エネルギー 適_温湿度空調自動制御システム 
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室内の許容温度範囲は、22～24℃である。エネルギー 適_空調温湿度自動制御 

システム時では、上限を若干超えている。今回、検証時間の都合上、微調整をする 

時間がなく、FCUの制御が上手く連動していないと思われる。しかし、この程度の 

超過は調整できる範囲であると思われる。 

また、湿度についての許容範囲は、40～50％である。通常制御時よりも低い値で 

推移しており、余計な加湿を行っていないことが分かる。 

 
 

図Ⅴ.5.2-2 室内の温度と湿度 
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エネルギー 適_空調温湿度自動制御システムによる電力量の削減を検討する。 

しかし、検証期間が短く、その期間での外気の温湿度を考慮した比較までには 

至っていない。 

   特に、検証期間が冬場であり、外気の湿度によって削減量は左右されるため、 

   参考値として記載する。 

   また、排気量の制限による検証も行っており、単純な評価はできない。 

表Ⅴ.5.2-1 に通常制御時の電力量を示す。表Ⅴ.5.2-2 にエネルギー 適_温湿度空

調自動制御システム時の電力量を示す。設備排気は 100％設定。表Ⅴ.5.2-3 に設備

排気を 50％に絞った時の電力量を示す。通常制御時の設備排気は 100％設定。 

   電力使用量の多い熱源系に関して、14～17％の削減が確認できた。 

 

表Ⅴ.5.2-1 通常制御時の電力量 

表Ⅴ.5.2-2 エネルギー 適_温湿度空調自動制御システム時の電力量 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

合計電力量
kWh

外気温度
Max値

外気温度
Min値

外気湿度
Max値

外気湿度
Min値

FCU3
(1台)

FCU2
(3台)

FCU1
(2台)

加湿器 外調機
RH-1
ﾁﾗｰ

@OAC

R-1
ﾁﾗｰ
@FCU

備考

2/21(月) 291 9.6 4.6 63.7 41.2 0.8 8.2 5.2 169.7 11.7 73.1 22.2
OAC：通常ﾓｰﾄﾞ/FCU：通常ﾓｰﾄﾞ
排気：終日100%

2/22(火) 310 9.4 2.9 68.7 46.4 0.8 8.3 5.1 168.4 11.9 93.6 22.0
OAC：通常ﾓｰﾄﾞ/FCU：通常ﾓｰﾄﾞ
排気：終日100%

2/23(水) 290 10.8 4.4 67.7 48.9 0.7 8.3 5.2 152.4 11.8 81.1 30.9
OAC：通常ﾓｰﾄﾞ/FCU：通常ﾓｰﾄﾞ
排気：終日100%

平均値 297

 
 
 
 
 
 
 

合計電力量
kWh

外気温度
Max値

外気温度
Min値

外気湿度
Max値

外気湿度
Min値

FCU3
(1台)

FCU2
(3台)

FCU1
(2台)

加湿器 外調機
RH-1
ﾁﾗｰ

@OAC

R-1
ﾁﾗｰ
@FCU

備考

2/28(月) 254 8.9 3.7 87.3 60.3 0.7 8.4 5.0 121.4 11.7 88.9 18.2
OAC：自動制御/FCU：自動制御
排気：終日100%

3/1(火) 239 8.7 4.8 88.7 65.6 0.7 8.3 5.1 112.9 11.7 82.1 18.0
OAC：自動制御/FCU：自動制御
排気：終日100%

3/7(月) 264 8.5 3.3 83.9 55.8 0.7 8.4 5.1 125.2 11.7 95.9 16.5
OAC：自動制御/FCU12系：自動制御
/FCU8系：通常ﾓｰﾄﾞ
排気：終日100%

3/8(火) 261 10.0 4.4 80.6 36.6 0.8 8.3 5.1 133.3 11.6 84.4 17.9
OAC：自動制御/FCU12系：自動制御
/FCU8系：通常ﾓｰﾄﾞ
排気：終日100%

平均値 255

削減量 43

削減率 14%

表Ⅴ.5.2-3 エネルギー 適_温湿度空調自動制御システム時の電力量(設備排気 50％) 

合計電力量
kWh

外気温度
Max値

外気温度
Min値

外気湿度
Max値

外気湿度
Min値

FCU3
(1台)

FCU2
(3台)

FCU1
(2台)

加湿器 外調機
RH-1
ﾁﾗｰ

@OAC

R-1
ﾁﾗｰ
@FCU

備考

2/26(土) 284 9.6 5.6 50.1 24.8 0.8 8.4 5.1 176.4 10.4 64.8 18.1
OAC：自動制御/FCU：自動制御
排気：0-6のみ50%

2/27(日) 177 15.0 5.7 71.8 46.5 0.8 8.4 5.2 101.4 7.9 35.0 18.1
OAC：自動制御/FCU：自動制御
排気：終日50%

3/3(木) 310 6.6 2.7 44.7 19.3 0.8 8.4 5.2 196.7 10.4 70.1 17.9
OAC：自動制御/FCU：自動制御
排気：0-7のみ50%

3/5(土) 272 10.1 1.4 61.5 23.6 0.8 8.4 5.1 168.4 10.4 62.9 16.4
OAC：自動制御/FCU12系：自動制御
/FCU8系：通常ﾓｰﾄﾞ
排気：0-6のみ50%

3/6(日) 193 13.2 3.0 65.5 21.8 0.7 8.5 5.1 115.5 7.8 37.9 17.7
OAC：自動制御/FCU12系：自動制御
/FCU8系：通常ﾓｰﾄﾞ
排気：終日50%

平均値 247

削減量 50

削減率 17%
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 今回は、検証期間が冬季ということもあり、夏季の削減量は測定できていない。 

 そこで、夏季における削減見込みを机上で算出する。 

 冷房負荷として 21％、再熱負荷として 12％の削減が期待されることが分かった。 

 熱源系の電力量は非常に大きいため、金額ベースとしても大きな削減が見込める。 

図Ⅴ.5.2-3 夏季の削減見込み(空気線図) 

 
 

 図Ⅴ.5.2-3に夏季の空調温湿度の遷移を空気線図で示す。 
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５）－3 エネルギー 適_空調温湿度自動制御システム(T/H On Demand)のまとめ 

 

半導体プロセスが行われている産業総合技術研究所つくば東 3B棟のクリーン 

ルームにエネルギー 適_空調温湿度自動制御システムを導入した。 

 

温度および湿度の設定許容範囲を有効に活用しつつ、再熱のムダを削減した 

空調自動制御システムを開発した。 

 

参考値ではあるが、冬季データとして、熱原系の電力量で 15％の削減が確認できた。 

 

熱原系では非常に大きな電力が使用されており、大きな削減が見込める。 

今後は、夏季および中間期での電力の削減量を検証しつつ、実際のクリーンルーム 

を所有しているユーザにヒアリングを行い、課題などを明確にする必要がある。 
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 ６） 高機能センサネットワークシステム開発の全体まとめ 

■エネルギー見える化システムについて 

   エネルギーマネジメント統合管理システム(3D棟、3B棟、2G棟クリーンルーム)を 

   開発した。見える化項目として、エネルギーおよびエネルギーに影響を与える項目 

全ての見える化を実現した。 

   電力量(生産設備、空調設備、付帯設備)、ガス使用量(N2、SF6、C4F8)、純水使用量、 

温湿度(多点)、設備排気量、パーティクル量(多点)、人在室情報、設備稼働情報。

合計：441点(3D棟 157点、3B棟 179点、2G棟 105点)の見える化を実現した。 

いつでも、どこでも、だれでも、簡単にクリーンルームのエネルギーに関する 

情報が共有できるユーザフレンドリーな情報端末(iPad)を採用したシステムを開発 

するとともに、効率的にエネルギーのムダを抽出できるデータ分析支援ツールを 

開発した。 

 

   ■CO2_60％削減について 

   検証用クリーンルームにて、パーティクル、温湿度に関する基本データを取得し、 

その知見を空調自動制御(On Demand制御)システム開発に反映させた。 

 

   クラス 10、100、1000クリーンルームを擬似的に再現し、塵埃負荷および熱負荷を 

与えた時のパーティクル量、パーティクル拡散量、温度上昇などの基本データを 

取得し、 年度比、CO2_60％削減の検証を実施した。 

 

   ■エネルギー 適_空調(FFU)自動制御システム(Clean On Demand) 

   温湿度を満足しつつ、パーティクル量に応じた FFU (Fan Filter Unit)自動制御 

システムを開発した。 

つくば 3B棟クリーンルームにて FFU電力量 56％削減を実現した。 

 

   ■エネル 調温湿度自動制御システム(T/H On Demand) 

   温湿度設定許容範囲を有効活用しつつ、再熱処理のムダを削減した空調温湿度 

自動制御システムを開発した。 

   つくば 3B棟クリーンルームにてエネルギー消費量の大きい熱源系電力の 15％削減を 

実現した。 

 

  

1990

ギー 適_空

Ⅴ‐54 
 



Ⅴ‐55 
 

■次世代オンデマンド型ユビキタスセンサネットワークについて 

  クリーンルームでの各種エネルギーの見える化システムおよびパーティクル量に 

応じた空調自動制御システムを開発した。しかし、クリーンルームではモノ作りが 

行われており、そのモノ作りの力こそが、日本の国際競争力の源泉ともなっている。 

しかし、未だ、モノ作りと連携した空調自動制御システムは、実現していない。 

  次世代オンデマンド型ユビキタスセンサネットワークの目指すべき姿としては、 

モノ作り情報(いつ、どの設備で、何を作るという生産管理情報)と環境情報(室内 

温湿度、パーティクルなど)と空調設備情報(熱源、空調機など)から、エネルギーが 

適となる空調自動制御システムが目指すべき姿である。 

  図Ⅴ.6-1 に次世代オンデマンド型ユビキタスセンサネットワーク活用イメージを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ.6-1 次世代オンデマンド型ユビキタスセンサネットワーク活用イメージ 
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Ⅴ．１．２ 8 インチ MEMS プロセスラインの構築 
（１）  研究の目的 
「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト」で得られた研究開発成果で

ある 3 次元ナノ構造形成プロセス技術においては、試作プロセスから大口径での（8 インチ）

性能ばらつき等を実証できる段階にある。また、研究開発項目⑤の「高機能センサネット

システムの開発」の一環として実施されるクリーンルームの環境負荷低減を目指したエネ

ルギー管理用センサネットシステムの検証と、同じく研究開発項目⑤の「低環境負荷型プ

ロセス技術開発」において実施される高生産性･低環境負荷型 MEMS デバイス製造のため

のプロセスプラットフォーム構築に向けたジャイロ、加速度、MEMS 振動子などのセンサ

TEG（Test Element Group）の試作が必要である。また、これまで日本が必ずしも得意と

はして来なかった、MEMS プロトタイピングから量産想定パイロット生産の開発支援に対

応し、“Commercialization Gap” 克服の一助となること、さらに、つくばナノテク拠点の

TIA-NMEMS W/G と一般財団法人マイクロマシンセンターが目指す、将来のマイクロナノ

オープンイノベーションセンター (MNOIC) 構想の中核拠点を立ち上げることも重要課題

である。 

以上の課題に対応するため、独立行政法人産業技術総合研究所（産総研）つくば東事業

所の集積マイクロシステム研究センター内に、MEMS 製造ラインとして、クラス 1000 以

下のクリーンルームと最先端 8 インチラインを設置した。これらの MEMS ラインは、異分

野融合型次世代デバイス製造技術の実証や現在のMEMS製造の動向をふまえた最先端ライ

ンとしての 8 インチシリコンウェハベース MEMS ラインとした。ラインの構成としては、

MEMS/LSI の前工程から後工程、評価までカバーする一貫ラインであり、ウェハの洗浄、

リソグラフィー、拡散、酸化、成膜、エッチングから、接合・封止、デバイスチップ切断、

実装用配線、さらに、デバイス表面及び内部の形状評価までを実施する装置を導入した。 
 
（２） 最先端 8 インチラインのコンセプト及び特長 
 MEMS デバイスの製造現場を持たないファブレス企業が MEMS 応用製品を商業化しよ

うとする場合、MEMS ファンドリーとの連携が非常に重要である。国内の場合、MEMS
の新規のアプリケーション・アイデアや基礎研究と製品化・量産化の“Commercialization 
Gap”を橋渡しする仕組みが脆弱といわれているが、海外では、コンセプトモデル開発から

量産までをカバーする量産試作ファンドリーもあり、スタートアップ育成、産業拡大のキ

ープレーヤーとなっている。このような仕組みを国内で展開することが可能か、米国のみ

で可能なビジネスモデルなのか、今後の詳細な検討が課題となっている。 
以下、最先端 8 インチラインの特長を列挙する。 

ⅰ）最先端レベルの 8 インチウェハ対応（クラス 1000 以下） 
図Ⅴ.1.2.2－1 に最先端 8 インチラインの設置場所を示す。本ラインを産総研つくば東事

業所に設置することで、産総研 12 インチ半導体ラインとの合体によりシナジー効果を発揮



することを目指している。 
ⅱ）環境負荷測定センサネットシステムによる監視ライン 
エネルギー見える化システムによる環境負荷の監視と個別空調システムによるライン環

境のスマート制御の併用により低環境負荷生産の実現を目指している。 
ⅲ）MEMS プロトタイピングから、量産想定パイロット生産まで対応 

図Ⅴ.1.2.2－2 に 8 インチラインの想定開発ステージを示す。本ラインは、MEMS デバイ

ス開発におけるプロトタイピング段階から量産試作プロセス開発段階への適用を主な対象

としており、MEMS デバイス開発の初期段階から、将来の量産化に円滑に移行できるよう

なプロセスを採用するとともに、国内ファンドリー企業との連携が容易な半量産仕様の装

置群を選定した。 
ⅳ）MEMS/LSI の前工程から後工程、評価までカバーする一貫ライン 

ウェハの洗浄、リソグラフィ、拡散、酸化、成膜、エッチング、接合・封止、デバイス

チップ切断、実装用配線、デバイス表面及び内部の形状評価が可能な一貫製造ラインを構

築した。 
ⅴ）3 次元マイクロ加工からサブハーフミクロン加工まで対応。 

異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト成果プロセスの検証デバイス試

作と高生産性･低環境負荷型 MEMS デバイス製造のためのプロセスプラットフォーム構築

に向けたジャイロ、加速度、MEMS 振動子などのセンサ TEG（Test Element Group）の

試作に使用するため、実績あるセンサ等の MEMS から、最先端レベルデバイスまで対応可

能な装置群を選択した。 
 

 
図Ⅴ.1.2.2－1 設置場所   図Ⅴ.1.2.2－2 8 インチラインの想定開発ステージ 
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（３） 最先端 8 インチライン(TKB812)と導入設備 
 表Ⅴ.1.2.3－1 に最先端 8 インチラインに導入した設備の一覧表を示す。 
前工程クリーンルームは産総研建設設備で、その中に前工程ライン(以下、TKB812F ラ

インと称する)として、ウェハ洗浄･乾燥、リソグラフィ、成膜、エッチングプロセス装置と

プロセス中のウェハの評価装置を設置した。 
 後工程･評価用クリーンルームは本研究開発プロジェクトで建設したスマート空調クリ

ーンルームで、その中に後工程･評価ライン (以下、TKB812B ラインと称する)として、接

合・実装装置と評価装置を設置した。 
 

表Ⅴ.1.2.3－1 最先端 8 インチライン導入設備一覧表 

工程 　プロセス/評価装置 設置場所

ディップ型/スピン型ウェハ洗浄装置（RCA洗浄）

有機ドラフト、IPAベーパー乾燥装置、超純水精製装置

マスクレス露光装置、 i-線ステッパ、マスク露光機

コーターディベロッパ、アッシャー

酸化炉、ボロン拡散炉、低温酸化膜TEOSプラズマCVD

シリコン窒化膜減圧CVD

リンドープポリシリコン膜減圧CVD

金属・圧電材料・絶縁膜スパッタ装置

シリコン深堀、酸化膜・窒化膜ドライエッチング （フッ素系ガス）

金属ドライエッチング装置 （塩素系ガス）

シリコン異方性ウェットエッチング装置

酸化膜犠牲層エッチング装置

評価 ウェハ検査装置、触針式段差測定機、反射分光膜厚計、光学顕微鏡

チップtoウェハ接合装置、ウェハtoウェハ接合装置

レーザ・ステルスダイサー、ブレードダイサー（別棟に設置）

電子ビーム加熱真空蒸着、熱処理炉

測長電子顕微鏡、分析電子顕微鏡（元素分析、結晶解析）

ウェハテスタプローバ、X線CT評価装置、薄膜応力評価装置

ウェハ表面観察装置、光学顕微鏡

洗浄・乾燥

リソグラフィ

成膜

エッチング

接合・実装

評価

後工程･評価
クリーン
ルーム

TKB812B

前工程
クリーン
ルーム

TKB812F
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 図Ⅴ.1.2.3－1 に前工程ライン（TKB812F）のレイアウト、図Ⅴ.1.2.3－2 に後工程･評価

ライン（TKB812B）のレイアウトを示す。前工程クリーンルームは約 350m2 の広さがあ

り、清浄度クラスは 1000 である。リソグラフィとウェットプロセス装置はそれぞれ仕切ら

れたイエロー照明室に配置した。成膜、エッチング、プロセス中評価装置はメイン室に配

置した。後工程･評価クリーンルームは約 150m2 の広さで、清浄度クラスは前工程と同様

に 1000 とした。接合･実装装置と評価装置を仕切られた 2 部屋にそれぞれ配置した。 
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図Ⅴ.1.2.3－1 前工程ライン（TKB812F）レイアウト 
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図Ⅴ.1.2.3－2 後工程･評価ライン（TKB812B）レイアウト 
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図Ⅴ.1.2.3－3 に前工程、後工程･評価ラインにユーティリティを供給する屋外設備のレイ

アウトを示す。産総研つくば東事業所 3D 棟 1 階に前工程ライン(TKB812F)を設置し、そ

の屋外ユーティリティ設備として、排液タンクと冷水チラーおよび緊急除害装置を設置し

た。後工程･評価ライン(TKB812B)は、同事業所 3B 棟 1 階に設置し、同じく屋外ユーティ

リティ設備として、熱排気ファンとインバータ空調装置を設置した。さらに両ラインに超

高純度窒素ガスを供給する LN2(液体窒素)タンクを設置した。 
 

排液タンク 冷水チラー

緊急除害LN2タンク

ｲﾝﾊﾞｰﾀ空調熱排気ファン

3D棟
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TKB812F

TKB812B

 

 
図Ⅴ.1.2.3－3 屋外ユーティリティ設備レイアウト 
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以下に、最先端 8 インチラインの代表的な装置を列記する。 
図Ⅴ.1.2.3－4～9 に前工程ライン（TKB812F）設置装置の外観と主な仕様･性能を示す。 
ウェハ洗浄･乾燥装置として、超純水精製装置、スピン型ウェット洗浄装置、IPA ベーパ

ー乾燥装置を設置し、産総研の 12 インチ対応ディップ型ウェット洗浄装置及びスピン乾燥

装置と組み合わせて、半導体工程で必須の RCA 洗浄が可能になるよう配置した。 
リソグラフィ装置としては、i-線ステッパ、マスク露光機、12 インチ対応アッシャーを

設置し、産総研の 12 インチ対応マスクレス露光機とコーターディベロッパと相互の利用が

可能になるように配置した。 
拡散･酸化･成膜装置としては、酸化炉、ボロン拡散炉、12 インチ対応 TEOS プラズマ

CVD 装置、シリコン窒化膜･リンドープポリシリコン膜減圧 CVD 装置、金属･圧電材料･絶

縁膜スパッタ装置を設置した。 
エッチング装置としては、シリコン深堀エッチング装置、酸化膜･窒化膜エッチング装置、

金属エッチング装置、シリコン異方性ウェットエッチング装置、酸化膜犠牲層エッチング

装置を設置した。なお、シリコン深堀エッチングについては、産総研の大口径（12 インチ）

対応装置も隣接･配置した。 
さらに、プロセス中のウェハ評価装置として、ウェハ検査装置、触針式段差測定機、反

射分光膜厚計、12 インチ対応光学顕微鏡を設置した。 
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装置名：超純水精製装置 主な仕様･性能 

 

低グレード市水を原水とする超純水製造 
抵抗率・水温・パーティクルの管理が可能。

抵抗率：18MΩcm 以上 
水温：25±2℃ 
パーティクル（0.1μm 以上）： 

10 個/ml 以下 
精製水量：1m3/h 
 
 
 

装置名： スピン型ウェット洗浄装置 主な仕様･性能 

 

ウェハのスピン型ウェット洗浄 
（スピン乾燥機能付き） 

8 インチウェハ枚葉処理方式 
エッチング液調合・供給・廃液回収機能付属

洗浄プロセス： 
APM（アンモニア過酸化水素水洗浄） 
HPM（塩酸過酸化水素水洗浄） 
DHF（希釈フッ酸洗浄） 
QDR（超純水リンス洗浄） 
 

装置名：IPA ベーパー乾燥装置 主な仕様･性能 

 

ウェハを IPA ベーパー雰囲気に晒して水分

を除去･乾燥させる。 
8 インチウェハの 5 枚バッチ処理 
スピン型ウェット洗浄装置及び Si 異方性ウ

ェットエッチング装置と共通のウェハカセ

ットを使用。 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.1.2.3－4 最先端 8 インチライン装置(1) 
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装置名：i-線ステッパ 主な仕様･性能 

 

i-線による 1/5 縮小投影ステップアンドリピ

ート露光 
最小解像線幅：0.35μm 
使用レチクル：6 インチ角 
標準レジスト厚さ：１μm 
 
 
 
 
 

装置名：マスク露光機 主な仕様･性能 

 

ラージギャップ・高段差露光、裏面アライメ

ント対応マスクアライナ 
6、8 インチウェハ対応 
マスク寸法：7、9 インチ角 
露光モード： 
バキューム/ハードコンタクト露光 
プロキシミティ露光 
アライメント精度：±0.5μm 以内 
標準レジスト厚さ：１μm、10μm 
 

装置名：アッシャー 主な仕様･性能 

 

ウェハの酸素プラズマアッシング 
8 及び 12 ウェハ対応、2 バッチ処理 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.1.2.3－5 最先端 8 インチライン装置(2) 
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装置名：酸化炉 主な仕様･性能 

 

ウェット/ドライ熱酸化膜形成 
水蒸気発生用燃焼器内蔵 
8 インチウェハ 25 枚バッチ縦型チューブ 
最高温度：1150℃ 
カセット･ツー･カセットウェハ搬送方式 
 
 
 
 
 

装置名：ボロン拡散炉 主な仕様･性能 

 

ドライ方式ボロンドーピング 
固体拡散ソース使用 
8 インチウェハ 25 枚バッチ縦型チューブ 
カセット･ツー･カセットウェハ搬送方式 
 
 
 
 
 
 

装置名： TEOS プラズマ CVD 装置 主な仕様･性能 

 

プラズマ CVD 低温酸化膜形成装置 
TEOS 液体ソース内蔵 
8、 12 インチ対応バッチ処理装置 
成膜温度：200℃ 
 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.1.2.3－6 最先端 8 インチライン装置(3) 
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装置名：シリコン窒化膜減圧 CVD 装置 主な仕様･性能 

 

減圧 CVD によるシリコン窒化膜形成 
8 インチウェハ 25 枚バッチ縦型チューブ 
カセット･ツー･カセットウェハ搬送方式 
内部応力制御成膜可能 
 
 
 
 
 
 

装置名：P ドープ polySi 膜減圧 CVD 装置 主な仕様･性能 

 

減圧 CVD によるポリシリコン膜形成 
8 インチウェハ 25 枚バッチ縦型チューブ 
カセット･ツー･カセットウェハ搬送方式 
 
 
 
 
 
 
 

装置名：金属･圧電材料･絶縁膜スパッタ装置 主な仕様･性能 

 

3 チャンバ構成マグネトロンスパッタ装置 
ターゲットへの DC/RF 電圧選択印加 
8 インチウェハ対応 
各種金属、圧電材料(ALN)、絶縁膜の成膜 
 
 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.1.2.3－6 最先端 8 インチライン装置(4) 
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装置名：Si 深堀エッチング装置 主な仕様･性能 

 

フッ素系ガス ICP ドライエッチング 
8 インチ Si および SOI ウェハの 
ボッシュプロセスによる深堀り溝加工 
プラズマ発光分光検出器付属 
ウェハエッジ保護機能付属 
カセット･ツー･カセット搬送方式 
 
 
 
 

装置名：酸化膜･窒化膜エッチング装置 主な仕様･性能 

 

フッ素系ガス ICP ドライエッチング 
8 インチ Si ウェハ、Si 酸化膜・Si 窒化膜の

非ボッシュプロセスによる加工 
エッチング終点判定機能付属 
カセット･ツー･カセット搬送方式 
 
 
 
 
 

装置名：金属エッチング装置 主な仕様･性能 

 

塩素系ガス ICP ドライエッチング 
8 インチ対応、金属、polySi、圧電膜加工 
ウェハの腐食防止アッシングチャンバ付属 
エッチング終点判定機能付属 
カセット･ツー･カセット搬送方式 
 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.1.2.3－7 最先端 8 インチライン装置(5) 
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装置名：Si 異方性ウェットエッチング装置 主な仕様･性能 

 

TMAH 恒温薬品槽へのディッピングによる

シリコン異方性エッチング 
8 インチウェハの 5 枚バッチ全自動搬送 
ウェハ処理槽内搖動による均一エッチング 
QDR 超純水リンス洗浄槽 
エッチング液濃度調整供給・廃液回収機能 
 
 
 
 

装置名：酸化膜犠牲層エッチング装置 主な仕様･性能 

 

フッ酸ベーパーによる酸化膜犠牲層のドラ

イエッチング 
可動 MEMS 構造のドライリリース用 
終点判定機能付属 
 
 
 
 
 
 

装置名：大口径 Si 深堀エッチング装置 主な仕様･性能 

 

フッ素系ガス ICP ドライエッチング 
12 インチ Si および SOI ウェハの 
ボッシュプロセスによる深堀り溝加工 
プラズマ発光分光検出器付属 
カセット･ツー･カセット搬送方式 
 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.1.2.3－8 最先端 8 インチライン装置(6) 
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装置名：ウェハ検査装置 主な仕様･性能･特長 

 

8 インチウェハ面内の塵埃数カウント 
ステージ移動によるマッピング機能 
粒子径分布ヒストグラム表示 
検出粒子径：0.079－5.0μm  
カセット･ツー･カセット搬送方式 
 
 
 
 
 

装置名：触針式段差測定機 主な仕様･性能 

 

触針式表面プロファイル測定 
先端角 20 度の鋭角スタイラス付属 
プロファイル及びストレスマッピング機能 
測定レンジ：5－300μm 
再現性：最小レンジで 1nmσ 
 
 
 
 
 

装置名：反射分光膜厚計 主な仕様･性能 

 

反射分光方式非接触膜厚計 
分光曲線フィッティングによる 
屈折率及び膜厚測定 
8 及び 12 インチウェハ対応 
測定エリアは 8 インチ径以内 
測定膜厚：10nm－40μm 
繰り返し精度：0.1% 
 
 
 

 
図Ⅴ.1.2.3－9 最先端 8 インチライン装置(7) 
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 図Ⅴ.1.2.3－10～13 に後工程･評価ライン（TKB812B）設置装置の外観と主な仕様･性能

を示す。 
接合・封止装置として、チップ to12インチウェハ接合装置及びウェハ toウェハ接合装置、

表面処理装置、その他の関連装置を設置した。デバイスチップ切断装置としては、レーザ･

ステルスダイサー及び 12 インチ対応ブレードダイサーを別棟に設置した。 
実装用配線装置としては、電子ビーム加熱真空蒸着装置及び熱処理炉を設置した。また、

デバイス表面の形状評価装置として、測長電子顕微鏡、分析電子顕微鏡、ウェハ表面観察

装置、ウェハテスタプローバを設置した。さらに、デバイス内部の形状評価装置として、

12 インチ対応 X 線 CT 評価装置、薄膜応力評価装置を設置した。 
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装置名：チップ to ウェハ接合装置 主な仕様･性能 

 

8 及び 12 インチウェハ/チップ接合 
チップ寸法：1-20ｍｍ角 
接合温度：60-450℃ 
アライメント精度：±0.5μm 以内 
 
 
 
 
 
 

装置名：ウェハ to ウェハ接合装置 主な仕様･性能 
6 及び 8 インチウェハ同士の接合 
6-12 インチウェハのプラズマ表面処理モジ

ュール付属 
接合チャンバ内でのウェハアライメント 
陽極接合、プラズマ低温接合可能 
接合温度：60－250℃ 
アライメント精度：±0.5μm 以内 
 
 
 

装置名：レーザ･ステルスダイサー 主な仕様･性能 
3－8 インチウエハのドライ切断 
低ダメージ･レーザステルスダイシング 
カセット･ツー･カセット搬送方式 
ステージ分解能：0.1μm 
送り速度：1－1000mm/s 
 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.1.2.3－10 最先端 8 インチライン装置(8) 
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装置名：ブレードダイサー 主な仕様･性能 

 

最大 12 インチウェハのダイシングソー 
ダイヤモンドブレードによる切断 
ステージ分解能：0.1μm 
送り速度：0.1－600mm/s 
 
 
 
 
 
 

装置名：電子ビーム加熱真空蒸着装置 主な仕様･性能･特長 

 

電子ビーム及び抵抗加熱方式真空蒸着 
8、12 インチウェハバッチ処理 
加熱源/ウェハ間距離が両加熱方式でほぼ等

しいチャンバ内配置 
成膜速度例：30－60nm/分 
 
 
 
 
 

装置名：熱処理炉 主な仕様･性能 

 

真空及び N2 ガスフロー熱処理 
8 インチウェハ 10 枚バッチ 
真空排気チューブ方式 
最大加熱温度：600℃ 
オーミック電極シンタリング処理 
 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.1.2.3－11 最先端 8 インチライン装置(9) 
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装置名：測長電子顕微鏡 主な仕様･性能 

走査型測長電子顕微鏡 
4、6、8 インチウェハ対応ステージ 
測長範囲：0.1－2.0μm 
解像分解能：3nm 
観察倍率：1000－300000 倍 
 
 
 
 
 

装置名：分析電子顕微鏡 主な仕様･性能･特長 
ウェハ走査型電子顕微鏡 
元素分析、結晶解析ユニット付属 
試料ホルダ：チップ、4, 6, 8, 12”ウェハ 
観察倍率：30－300000 倍 
 
 
 
 
 
 

装置名：ウェハ表面観察装置 主な仕様･性能 
4、6、8 インチ対応光学顕微鏡 
ステージ移動によるウェハ欠陥検査 
最小検出欠陥(異物)寸法：2μm 
測定エリア：最大 8 インチ 
 
 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.1.2.3－12 最先端 8 インチライン装置(10) 
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装置名：ウェハテスタプローバ 主な仕様･性能 

8 インチウェハレベル電気的特性評価 
セミオートウェハ搬送 
プローブカードによる大気中プローブ 
容量計測・周波数解析機能 
音響加振機能付属 
 
 
 
 
 

装置名： X 線 CT 評価装置 主な仕様･性能 
X 線 CT スキャン顕微鏡観察 
チップ、8 及び 12 インチウェハ対応 
8 インチエリアのウェハ観察 
分解能：1μm 程度 
取込み画像ファイルの CAD フォーマット 
変換ソフト付属。 
 
 
 
 

装置名：薄膜応力評価装置 主な仕様･性能･特長 
ウェハ反り量の非接触自動マッピング計測 
内部応力値を換算評価 
加温中の in-situ 計測による応力変化の温度

履歴評価機能 
最高加熱温度：600℃ 
 
 
 
 
 

 
図Ⅴ.1.2.3－13 最先端 8 インチライン装置(11) 
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（４） まとめ 
MEMS/LSI の前工程から後工程、評価までカバーする一貫ラインとして、ウェハの洗浄、

リソグラフィ、拡散、酸化、成膜、エッチングから、接合・封止、デバイスチップ切断、

実装用配線、さらに、デバイス表面及び内部の形状評価までを実施する装置を導入し、各

研究テーマの実証に供することで、研究開発目標を 100％達成した。 
本研究成果で得られた装置と各研究テーマ実行のために立ち上げた加工プロセスを基に

して、将来の TIA-NMEMS 拠点としてのオープンイノベーションセンター(MNOIC) の標

準 MEMS デバイス製造メニューにブラッシュアップし、新デバイスプロトタイピングから

量産化に至る早期実用化開発に役立つ最先端 MEMS ラインを目指す。 



Ⅴ．１．３ 植物工場センサネットシステムの開発 

（１） 研究目的  

１） 植物工場の概要 

植物工場は、施設内の環境及び植物の生育をモニタリングして、高度な環境制御を行う

ことにより、野菜等の植物の周年・計画生産が可能な栽培施設である。植物工場は、完全

人工光型と太陽光利用型の 2 種類のタイプに分けることができる。完全人工光型植物工場

は、閉鎖環境で太陽光を用いずに人工光を利用して栽培する設備である。太陽光利用型植

物工場は、温室等において、太陽光の利用を基本とし、人工光による補光や夏季の高温抑

制技術等を用いて栽培する設備である。 

 植物工場には、以下に示す利点と将来性がある。 

（ⅰ）運営 

 季節・天候に左右されない。地域や土地を選ばない。マーケットインの農業生産が可能。

異業種からの参入が可能。 

（ⅱ）生産性 

 単位面積当りの生産性が高い。環境と生育のモニタリングと生育予測に基づいた計画

的・安定的な生産が可能。 

（ⅲ）品質向上・需要創出 

 養水分制御による食味の向上。アクや苦味が少ない作物の生産。医薬品、機能性食品（サ

プリメント）向け等新しい作物（新需要）の栽培が期待できる。 

（ⅳ）安全性 

 農薬が少ない。虫・異物の混入が少ない。雑菌が少なく日持ちする。エグミのない、洗

わずに食べることが可能な野菜の提供。生産履歴（トレーサビリティ）が正確である。 

（ⅴ）作業環境 

 労働の平準化、作業環境の快適化、軽労化。若い人の農業産業への参画を促す。 

 

２） 研究背景と目的 

上記のような将来性のある植物工場であるが、植物工場の制御方法には、以下の課題が

あった。 

・植物工場内にセンサが 1 個であり、植物工場内のきめ細かな環境計測ができていない。 

・植物工場で使用する消費エネルギーの分析ができていない。 

・植物工場用のセンサが高価である。 

そこで、植物工場にセンサネットワークシステム（以下、センサネットと略す）を導入

し、きめ細かな計測制御を実現することにより、生産計測設備の省資源化、高効率化およ

び作物の収穫量改善を評価検証する。本研究の目的は、以下の通りである。 

（ⅰ）植物工場において作物の生育を促進するための生産計測設備の省資源化、高効率化

に も適したセンサネットの検討 
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（ⅱ）省エネルギー、生産性の高い作物栽培などの効果を分析するセンサネットの適用に

よる省資源化、高効率化の効果の検証 

（ⅲ）植物工場に適した MEMS デバイスに求められる機能の検証 

 

本研究における省エネの数値目標は、エネルギーの 20％削減と、植物の収穫量の 10％改

善とする。収穫量の 10％改善は、エネルギーの 10％削減と同等の効果とする。 

 

（２）植物工場センサネットの検討 

１）植物工場センサネットの提案 

 植物工場の制御設備の中で、センサネットによる省エネや収量改善に効果がある方法を

検討した。検討内容を表Ⅴ.1.3.2.1－1 に示す。 

 

表Ⅴ.1.3.2.1－1 植物工場へのセンサネット適用検討一覧表 

NO 分類 提案システム構成 センサの種類 

1 きめ細かな環

境制御  

空調 温風ボイラー＋ヒートポンプ 温度センサ 

2 照明 太陽光＋LED 補光照明 日射センサ 

3 夏季の高温対

策  

細霧冷却 ノズル＋ファン 温湿度センサ、風量/風向セン

サ 

4 養液栽培適性

品種の育成  

高糖度トマ

ト 

潅液チューブ＋電磁弁＋流量

計 

土壌水分センサ、電磁弁 

5 クラウン冷却システム、一株単

位での温度制御 

温度センサ 夏季のいち

ご 

6 土壌の管理 PH、電気伝導度（EC)、リン

酸吸収係数、塩基置換容量

（CEC)、塩基飽和度 

土壌センシ

ング 

7 水養液の管理 硝酸態窒素、アンモニア態窒

素 

水養液セン

シング 

8 雑菌・病気対策

（リスク対策） 

菌数管理 パーティクルカウンタ＋ファ

ン 

パーティクルカウンタ 

9 人件費削減 作業者監視   位置検知 

 

 今回の実験では、この中で、特に省エネの効果が高いと想定される下記の 4 つの方法を

実証し、評価することとした。これらの方法の共通点は、栽培エリアを分割し、分割した

エリア毎に独立制御できるようにし、各栽培エリアにセンサを配置し、そのセンサ情報を

利用して、効率的な省エネ制御、栽培制御を評価するものである。センサ、および計測部

分をセンサネットで実現するものである。 
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（ⅰ）細霧冷却システム（上記表の No3） 

夏の暑い時期に植物工場の中は、高温になり冷却が必要になる。冷却方法としては、細

霧冷却方法が有効である。細霧冷却は、細霧の気化熱により温室内の温度を下げる方式で

ある。湿度が 100％に近くなると、細霧が気化しなくなるため、この状態で噴霧を続けても

効果が少ない。従来は、晴れの日を想定して、噴霧する水量をタイマで制御していた。こ

のため、雨や曇りの日には、過剰な噴霧を行なっていた。 

そこで、湿度をモニタリングして噴霧出力のオンオフ制御を行なう方式を提案した。湿

度をモニタすることにより、湿度が高い時の噴霧量を抑制できる。複数の温度センサ、湿

度センサと噴霧装置を栽培エリア毎に設置し、そのエリアの温度と湿度に応じて、細霧冷

却装置の噴霧量を制御することとする。なお細霧冷却装置は、ファンと一体型の噴霧器と

する。 

（ⅱ）補光照明システム（上記表の No2） 

植物を計画的に安定出荷するためには、日照時間確保が必要である。植物を効率よく栽

培するためには，2500 時間/年の日射時間が望まれる。日照不足を補完するには補光照明が

有効である。複数の日射センサと補光照明を栽培エリア毎に設置し、その日射量に応じて、

補光照明を制御する。補光照明としては、オンオフの切り替えが容易な LED 照明を評価す

る。 

（ⅲ）冬季暖房システム（上記表の No1） 

冬季の低温は、植物の成長を著しく妨げる。植物を計画的に安定出荷するためには、冬

季の暖房による作物の生育を促す必要がある。複数の温度センサと暖房装置を栽培エリア

毎に設置し、各エリアの温度に応じて、暖房装置を制御する。暖房装置としては、エリア

毎の設置が容易なヒートポンプと、外部温度が低い時に暖房効率の良いガスボイラーを併

用する。 

（ⅳ）土壌灌水システムの省エネルギー評価実験（上記表の No4） 

ミニトマトの栽培には、土壌灌水の管理が重要である。従来は、晴れの日を想定して、

灌水量をタイマで制御していた。このため、雨や曇りの日には、過剰な灌水を行なってい

た。本実験では、トマトの栽培を行なう培地（ロックウール等）の水分をモニタし、トマ

トの栽培に使用する水量を削減できる制御方式とする。複数の土壌水分センサと灌水装置

を栽培エリア毎に設置し、その土壌の水分量に応じて、灌水量を制御する。 

 

２） 評価用植物工場の構成 

 本研究における実証実験の環境は、下記の方針で構築した。 

（ⅰ）MEMS によるセンサネット構築を前提とし、その効果を検証するために既存のディ

スクリートのセンサを活用した植物工場の省エネ評価環境を構築する。 

（ⅱ）本実験では、太陽光併用型植物工場を評価する。 

（ⅲ）評価方法は、一般的な植物工場の設備と、センサネットを活用した省エネ設備の二
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つの設備を同じ場所に構築し、同じ環境で同じ作物を栽培し、省エネの効果と植物の秀品

率を評価する。 

 

図Ⅴ.1.3.2.2－1 にセンサネット植物工場の概念図を示す。植物工場の制御部は、センサデ

ータの収集、管理、保管、設備・環境の制御および栽培制御を行なう。各種センサは、無

線または有線のネットワークで接続され、植物工場の制御部は、これらのデータを元に設

備や環境を制御する。なお、収集したデータは、インターネット経由で遠隔監視すること

が可能である。 

図Ⅴ.1.3.2.2－2 に評価用植物工場の構成図を示す。従来の設備を利用した一般的な植物工

場（A 棟）と、センサネットを活用した省エネ植物工場（B 棟）を同じ場所に構築し、省エ

ネおよび収穫量を比較できるようにした。本研究で提案する方式は、B 棟の設備に採用する。

C 棟は準備室である。A 棟、B 棟の大きさは同じで、9m×6m（54m2）である。植物工場方

角は、図の上側が北、下側が南、A 棟が東、B 棟が西になる。 

図Ⅴ.1.3.2.2－3 に構築した評価用植物工場の概観を示す。本実験は、東京農業大学の世田

谷キャンパスのエコテクゾーンで行なわれた。 

設備・環境
制御

栽培制御

環境情報
・温度、湿度、日射、風量

外部気象

栽培情報
・水温、EC、PH

エネルギー情報
・電力、ガス、水

設備制御
・ガスボイラー、ヒートポンプ
・天窓開閉、側窓開閉
・補光照明
・細霧冷却

遠隔監視

無線センサ
ネットワーク

きめ細かな
センシング

センサデータ
収集
管理
保管

インターネット

センサネット植物工場

栽培制御
・土壌灌水

無線センサ植物工場の制御

 

図Ⅴ.1.3.2.2－1 センサネット植物工場の概念図 
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図Ⅴ.1.3.2.2－2 評価用植物工場の構成図 

 

 

図Ⅴ.1.3.2.2－3 評価用植物工場の概観 

 

表Ⅴ.1.3.2.2－1 に A 棟と B 棟の設備の比較を示す。A 棟の設備は、従来型の植物工場の

設備である。B 棟は、センサネット評価用の設備であり、本提案の細霧冷却、補光照明、冬

季暖房、土壌灌水システムの実験ができる。表Ⅴ.1.3.2.2－2 に植物工場用センサネットで利

用したセンサの一覧を示す。環境計測用として、温度、湿度、風量、日射、土壌水分を計

測できるようにした。また、エネルギーは、水量、ガス量、電力量を計測できるようにし
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た。以下、各実験設備の詳細仕様を説明する。 

 

表Ⅴ.1.3.2.2－1  A 棟と B 棟の比較 

実験内容 A 棟(従来棟） B 棟（センサネット適用多点計測）

設備 ノズル ファン＋ノズル(2 ブロック分割制御）

制御方式 温度とタイマによるオンオフ制御 温度、湿度を監視してオンオフ制御 
細霧冷却 

省エネ評価 水の使用量 同左 

- - 収穫量評価 

設備 ナトリウムランプ LED(4 ブロック分割制御） 

制御方式 日射量によるオンオフ制御 日射量によるオンオフ制御 
補光照明 

省エネ評価 補光照明の電力量 同左 

収穫量評価 秀品率 同左 

設備 ガスボイラー 
ガスボイラー＋ヒートポンプ（2 ブロ

ック分割制御） 

制御方式 温度によるオンオフ制御 温度によるオンオフ制御 
冬季暖房 

エネルギー使用量をCO2換算値にて

評価 
同左 省エネ評価 

収穫量評価 秀品率 同左 

設備 灌水システム 灌水システム（3 ブロック分割制御）

制御方式 タイマによるオンオフ制御 土壌水分によるオンオフ制御 
土壌灌水 

省エネ効果 水の使用量 同左 

収穫量評価 秀品率 同左 

 

表Ⅴ.1.3.2.2－2 植物工場用センサ一覧 

センサの種類 
センサ電源、 

センサインタフェース 
項目 

温湿度 

温湿度センサ 

・SHT11（センシリオン）  

温度センサ（サーミスタ）  

電源、インタフェース共にセン

サノードに内蔵 

風量センサ：風量 0～1m/秒 

・D6F-W01A1（オムロン）  

電源 12V 

出力 DC 1～5V  
風量 

環境計測 

日射センサ：日射量 0～1.750W/m2 

・PYR 全天日射計（Apogee）  

電源 無し 

出力 0～250mV 
日射 

土壌水分 
土壌水分センサ：土壌水分、温度、EC 

・5TE（デカゴン）  

電源 5V 

出力 専用シリアル（DIO） 
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電力量 
積算電力量計 

・TWPS（タケモトデンキ） 

電源 AC100V/AC200V 

出力 RS485 

流量計 

・EDS20Q-8452（愛知時計電気） 

電源 無し 

出力 パルス(1L/パルス) 

エネルギー

計測 
水量 

ガスセンサ 

・NDS-NS（金門製作所） 

電源 無し 

出力 パルス(100L/パルス) 
ガス量 

 

1 細霧冷却システム 

 図Ⅴ.1.3.2.2.1－1 に、細霧冷却の実験設備の構成図を示す。A 棟の細霧冷却設備は、ファ

ンとノズルタイプ噴霧器から構成される。制御用の温度センサは 1 ヶ所とし、噴霧のオン

オフ制御はタイマ制御とする。 

B 棟の細霧冷却装置は、ファンと一体型の噴霧器にて構成される。細霧冷却装置を 2 台

（FAN1、FAN2）設置し、それぞれの装置に温湿度センサ（B-HU1、B-HU2）を設置する。

噴霧器出力は、湿度センサの出力により制御される。 

ファン

制御用
温湿度センサ

B棟（高機能センサネット） A棟（従来棟）

制御用
温度センサ

ファン・ノズル一体型FAN1 細霧噴射ノズル

風向

環境監視用
温度センサ 環境監視用

温度センサ

風向

A-01

A-02

A-03

A-06

A-05

A-04

B-01

B-02

B-03

B-06

B-05

B-04

B-HU1

B-HU2

ファン・ノズル一体型FAN2

 

図Ⅴ.1.3.2.2.1－１ 細霧冷却の実験設備の構成図 

 

以下、実験の概要を説明する。 

（ⅰ）制御方法 

 A 棟は、細霧冷却が稼動する温度を設定し、温度がそのしきい値以上になると細霧を噴霧

する制御方法とする。噴霧時間は タイマ制御とする。  
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 B 棟は、細霧冷却が稼動する温度と湿度を設定し、温度がそのしきい値以上でかつ湿度が

設定範囲内の場合に細霧を噴霧する制御方法とする。 

（ⅱ）給水量の測定 

 細霧冷却装置のポンプ部に給水された水量をパルス発信装置付き水量計にて計測する。

水量計は、A 棟、B 棟別に設置され、それぞれパルス入力インタフェース付きの無線センサ

ノードに接続され、計測データは無線で収集される。 

       

2 補光照明システム 

 図Ⅴ.1.3.2.2.2－1 に補光照明の実験設備の構成図を示す。A 棟の補光照明は、高圧ナトリ

ウムランプである。日射センサは 1 個設置し、このセンサで補光照明のオンオフを制御す

る。 

B 棟の補光照明は、LED 照明である。LED の照射エリアを 4 分割し、それぞれの LED

（LED1~LED4）を独立にオンオフ制御できるようにした。オンオフ制御ための日射センサ

は、それぞれの LED に対応して 4 個（B-LD1～BLD4）用意した。各照射エリアで、日射量

が異なれば、独立に制御することにより、無駄な補光照明を抑えることが可能となる。 

制御用日射センサ

LED

B棟（高機能センサネット） A棟（従来棟）

ナトリウムランプ

補光照明

補光照明

LED1

LED4

LED2

LED3

環境監視用日射センサ

A-01

A-02

A-03

A-06

A-05

A-04

B-01

B-02

B-03

B-06

B-05

B-04

B-LD4

B-LD1 B-LD2

B-LD3

 

図Ⅴ.1.3.2.2.2－1 補光照明の実験設備の構成図 

 

以下、実験の概要を説明する。 

（ⅰ）制御方法 

 補光照明動作時間は、A 棟 B 棟共通で、7 時〜19 時(12 時間/日)とする。この時間内で、

Ⅴ‐82 
 



日射量が所定のしきい値以下の場合に、補光照明が点灯するようにする。補光照明の点灯

するのは、朝方、夕方および天気の悪い日である。A 棟は、1 個の日射センサで補光を制御

する。B 棟は、栽培エリアを 4 分割（東西南北）し、各エリアを 4 個の補光照明で、独立制

御するようにする。 

（ⅱ）電力量の測定方法 

 A 棟は全体で１系統、B 棟は４エリア分割で４系統の電力を電力量計にて集計する。電力

量計と無線センサノードは、RS485 インタフェースで接続される。 

（ⅲ）収穫量の評価方法 

 A 棟、B 棟共に、リーフレタスを栽培し、その秀品率で比較する。 

 

3 冬季暖房システム 

図Ⅴ.1.3.2.2.3－1 に冬季暖房の実験設備の構成図を示す。A 棟は、ガスボイラーとする。

制御用温度センサは 1 ヶ所とする。 

B 棟は、ガスボイラー１台とヒートポンプ２台（HP1、HP2）のハイブリッド構成とする。

温度センサは、3 ヶ所（B-GAS、B-HP1、B-HP2）に用意し、それぞれの暖房装置を独立に

制御できるようにする。 

制御用
温度センサ

B棟（高機能センサネット） A棟（従来棟）

制御用
温度センサ

ヒートポンプHP1

ガスボイラー

風向

環境監視用
温度センサ

環境監視用
温度センサ

ヒートポンプHP2

ガスボイラー

A-01

A-02

A-03

A-06

A-05

A-04

B-01

B-02

B-03

B-06

B-05

B-04

B-HP2

B-GAS

B-HP1

 

図Ⅴ.1.3.2.2.3－1 冬季暖房の実験設備の構成図 

 

 以下、実験の概要を説明する。 

（ⅰ）制御方法 

 設定温度は、A 棟、B 棟共通である。暖房稼動温度は、13℃以下で、暖房停止温度を 14℃
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以上とする。また、B 棟では、ヒートポンプとガスボイラーの切り替え温度を外気温で制御

することにした。外気温が０℃以上の時は、ヒートポンプが稼動し、外気温０℃以下の時

ガスボイラーが稼動する。 

（ⅱ）エネルギー使用量の測定方法 

 A 棟、B 棟のガス使用量は、パルス発信装置付きガスメータにて計測する。ガスメータは、

A 棟、B 棟別に設置され、それぞれパルス入力インタフェース付きの無線センサノードに接

続され、計測データは無線で収集される。B 棟のヒートポンプの電力量は、2 台の電力を電

力量計にて集計する。電力量計と無線センサノードは、RS485 インタフェースで接続され、

計測データは無線で収集される。 

（ⅲ）収穫量の評価方法 

 A 棟、B 棟共に、リーフレタスを栽培し、その秀品率で比較する。 

 

4 土壌灌水システム 

図Ⅴ.1.3.2.2.4－1 に土壌灌水の実験設備の構成を示す。A 棟は、土壌水分センサを利用せ

ず、培地に与える水量をタイマで管理する方法とする。 

B 棟は、培地に与える水量を土壌水分センサでモニタ（S-01～S-06）し、その土壌水分に

応じて、灌水量を制御するものとする。土壌水分センサ、灌水用のバルブは栽培エリアの

６ヶ所に設置し、それぞれが独立に制御できるようにした。 

制御用
土壌水分センサ

B棟（高機能センサネット） A棟（従来棟）

環境監視用
土壌水分センサ

環境監視用
土壌水分センサ

A-01

A-02

A-03

A-06

A-05

A-04

B-01

B-02

B-03

B-06

B-05

B-04

S -01 S-03 S-05

S-02 S-04 S-06

 
図Ⅴ.1.3.2.2.4－1 土壌灌水の実験設備の構成図 

 

以下、実験設備の概要を示す。 

（ⅰ）制御方法 
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 灌水の時間周期の設定は下記の通りとする。A 棟は、1 日 4 回（0 時、6 時、12 時、18 時

に 1 分間の灌水をタイマ制御にて行なう。B 棟は、土壌湿度を計測し、その計測値がしきい

値以下の場合のみ１分間灌水するようにした。 

（ⅱ）給水量の測定 

 土壌に給水された水量をパルス発信装置付き水量計にて計測する。水量計は、A 棟、B 棟

別に設置され、それぞれパルス入力インタフェース付きの無線センサノードに接続され、

計測データは無線で収集される。 

（ⅲ）収穫量の評価方法 

 A 棟、B 棟共にミニトマトを栽培し、トマトの糖度を評価する。 

 

（３）植物工場センサネット実験結果およびその評価 

１） 細霧冷却の実験結果 

細霧冷却は夏に行なう実験であるが、日程の都合上 12 月に行なった。本実験環境は、大

きな温室（東京農大の既設設備）の中に植物工場の設備を設置したので、昼間の植物工場

の外の温度（大きな温室の中の温度）は、40℃近くになり、細霧冷却の実験が可能となっ

た。 

細霧冷却の実験パラメータを、表Ⅴ.1.3.3.1－1 に示す。 

 

表Ⅴ.1.3.3.1－1 細霧冷却の実験パラメータ 

制御項目 A 棟 B 棟 

細霧冷却の稼動しきい値 25℃以上で稼動 同左 

稼動時間はタイマ管理で、15

秒稼動、30 秒停止を繰り返

す。温度が稼動しきい値を下

回ると停止。 

稼動期間は湿度センサで管

理、湿度が 80％以上で停

止、70％以下で稼動を繰り

返す。温度が稼動しきい値

を下回ると停止。 

細霧冷却稼動中のオンオフ制

御 

 

細霧冷却実験における実験結果を以下に示す。 

（ⅰ）温度制御 

B 棟（センサネット棟）には，2 台の細霧冷却装置（ファン＋ノズルタイプ）を設置し、

同時に動作させた。細霧冷却稼動中の温室内の温度と湿度の分布を図Ⅴ.1.3.3.1－1、図

Ⅴ.1.3.3.1.3 に示す。噴霧を行なうと、湿度が上昇し、その気化熱で温度が下がるが、直に

温度が上昇し、再度噴霧を行なうという制御が繰り返し発生している。この期間の温度分

布は、栽培室の中で 23℃～33℃になっている。また、湿度は、管理幅 70～80％に対して、

60％～90％の間で分布している。 
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図Ⅴ.1.3.3.1－1 B 棟の温度分布 

 

図Ⅴ.1.3.3.1.3 B 棟の湿度分布 

 

表Ⅴ.1.3.3.1－3 に、計測した温度データの平均値を示す。細霧を噴出している時間帯では，

温室の中心部分の温度が、周辺に比べて低くなっていた。これは、細霧冷却設備１、２の

両方の細霧噴射の冷却効果によるものと考えられる。今回の実験環境では，2 台の細霧冷却

設備の設置位置が近かったためだと思われる。よって、各細霧冷却設備の間にセンサノー

ドを設置し、この部分の温度をモニタすることにより、噴霧量の調整が可能となる。 

実際の植物工場に本提案の細霧冷却装置を適用する場合には、各細霧冷却設備間の距離

が 適になるよう，温室内を適当なエリアに区分けし，その区分けしたエリアに細霧冷却

装置を一台ずつ設置し，それらの装置が自律分散的に動作する制御方式が適すると考えら

れる。 
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表Ⅴ.1.3.3.1.3  B 棟の細霧冷却時の温度の平均値 

設置位置 西側  中央  東側  

28.5  26.4  27.8  北側  

29.2  26.5  28.7  南側  

 

（ⅱ）水の使用量 

表Ⅴ.1.3.3.1－3 に A 棟と B 棟の水の使用量の比較を示す。A 棟の水の使用量は、約 60 リ

ットル/日、B 棟の使用量は、15 リットル/日であった。B 棟の水の使用量は、A 棟の約 25％

であった。本結果から、提案した湿度センサによる制御方式は、水の使用量の削減に効果

があることが分かった。 

表Ⅴ.1.3.3.1－3 A 棟と B 棟の水の使用量の比較 

項目 A 棟 B 棟 備考 

60 15 １日の使用量 細霧冷却用水量（リットル） 

 

（ⅲ）結露 

細霧冷却では、結露による液だれの防止が重要である。結露が発生すると水滴が植物の

葉に落ち、この水滴がレンズの役割をして、葉焼けを起こす可能性がある。葉焼けすると

作物の品質が下がる。 

A 棟のタイマによる細霧の噴射量を制御する方式では，温室内の湿度によらず、細霧を噴

霧するため、温室内の湿度が 100％を超えても細霧の噴射を停止することができなかった。

このため、A 棟の栽培室が結露し、水滴が溜まる現象も発生した。湿度で制御する B 棟の

場合には、結露は発生しなかった。 

 

２）補光照明の評価 

補光照明の実験パラメータを表Ⅴ.1.3.3.2－１に示す。栽培する植物は、リーフレタスで、

栽培期間は 12 月 7 日～1 月 5 日であった。 

表Ⅴ.1.3.3.2－１ 補光照明の実験パラメータ 

制御項目 A 棟 B 棟 

補光照明の稼動しきい値 0.006kW/m2 以下で稼動 同左 

補光照明稼動時間 7 時～19 時（日射時間は 12 時間/日） 同左 

 

（ⅰ）日射量の分布評価 

補光照明の照射時間を 1 ヶ月評価した。補光は、夕方と朝方に行なった。夕方の点灯時

間に関して、大きな差は見られなかった。朝方の消灯時間に関しては、図Ⅴ.1.3.3.2－１に

示すように、南側と北側で約 30 分の時間差が見られた。栽培エリアの西側と東側では、消

灯時間に大きな差は見られなかった。この結果、本実証実験の環境では、栽培エリアの北
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側と南側に各１個の日射センサを設置し、南側と北側の LED を独立に制御することにより、

省エネを実現できることが分かった。 

 
図Ⅴ.1.3.3.2－１ 朝方の消灯時間の差のグラフ 

 

（ⅱ）電力使用量の評価 

A棟のナトリウムランプとB棟のLEDの消費電力を比較する。その比較結果を表Ⅴ.1.3.3.2

－1 に示す。B 棟の消費電力は、A 棟の約 30％である。これにより、LED による省エネ効

果を確認できた。 

表Ⅴ.1.3.3.2－1 LED とナトリウムランプの電力量の比較 

項目 A 棟 B 棟 

電力使用量 9.3 kWh/日 2.5 kWh/日 

 

表Ⅴ.1.3.3.2－2 に、４つの LED の電力使用量の比較を示す。南側と北側で約 10％の消費

電力の差がある。 

表 2.3.2－2 ４つの LED の電力使用量の比較 

項目 電力使用量 

LED1（北側の西） 0.67kWh/日 

LED2（北側の東） 0.67kWh/日 

LED3（南側の東） 0.60kWh/日 

LED4（南側の西） 0.58kWh/日 

 

（ⅲ）収量の評価 

補光照明の実験では、暖房機能をなるべく使わないようにしたため、夜間の温度が低く、

生育が遅れた。このため、収穫量の評価は、作物の大きさではなく、大きさのばらつきで

評価することとした。 
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秀品率は、A 棟、B 棟それぞれのリーフレタスの 1 本当りの平均重量を基準として、平均重

量の 50％以下を不良品として秀品率を算出した。この結果を表Ⅴ.1.3.3.2－3 に示す。B 棟の

秀品率は、A 棟よりも約 10％改善されている。図Ⅴ.1.3.3.2－2 にリーフレタスの栽培状況 

を示す。 

表Ⅴ.1.3.3.2－3 A 棟と B 棟の秀品率の比較表 

項目 A 棟 B 棟 

144 144 栽培本数 

5.2g 8.8g 総重量の平均値（根含む） 

2.9g 5.8g 葉重量の平均値（葉のみ） 

126 143 秀品本数 

88% 99% 秀品率 

       (注)秀品率の定義：作物の葉重量の平均の 50％以下を不良品とする。 

 

図Ⅴ.1.3.3.2－2 リーフレタスの栽培状況 

 

 （ⅳ）補光照明の照度分布の評価 

A 棟の秀品率が下がった原因として下記が考えられる。 

ナトリウムランプは、栽培エリア内での光量のばらつきが大きい可能性がある、ランプ

の下は明るいが、ランプから離れると暗くなる。ナトリウムランプのシェード（直径約 45cm

のかさ）が昼間の太陽光の影になる。ナトリウムランプは、点灯してから光量が安定する

のに５分程度必要で、この期間の補光照明の効果が少ない可能性がある。 

図Ⅴ.1.3.3.2－2、図Ⅴ.1.3.3.2－3 に A 棟の補光照明の照度分布図と、植物の重量の分布図

を示す。図Ⅴ.1.3.3.2－4、図Ⅴ.1.3.3.2－5 に、B 棟の補光照明の照度分布図と、植物の重量

の分布図を示す。 

A 棟では、中央の栽培エリアでは、補光照明の照度は低くなっているが、この部分の植物

の成長は悪くない。秀品率の低下は、ナトリウムランプのシェードが、太陽光を遮った影

響である可能性が高い。 

B 棟では、中央の栽培エリアの LED の照度が低いため、これが原因で中央エリアの成長
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がやや遅くなった可能性がある。照度分布を一定になるように調整すれば、さらに成長の

ばらつきを抑えられる可能性がある。 

 
図Ⅴ.1.3.3.2－2  A 棟の補光照明の照度分布図 

 
図Ⅴ.1.3.3.2－3  A 棟の植物の重量の分布図（栽培エリアの西から東の分布） 
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図Ⅴ.1.3.3.2－4  B 棟の補光照明の照度分布図 

 

図Ⅴ.1.3.3.2－5  B 棟の植物の重量の分布図（栽培エリアの西から東の分布） 

 

３）冬季暖房の評価 

 冬季暖房の実験パラメータを表Ⅴ.1.3.3.3－1 に示す。栽培する植物はリーフレタスで、

栽培期間は 1 月 11 日～2 月 15 日である。 

表Ⅴ.1.3.3.3－1 冬季暖房の実験パラメータ 

制御項目 A 棟 B 棟 

冬季暖房稼動しきい値 13℃以下で稼動、14℃以上で停止 同左 

ガスボイラーとヒート

ポンプの切り替え方法 
ガスボイラーのみ 

外気温が 0℃以上の場合はヒート

ポンプを稼動、0℃以下の場合はガ

スボイラーを稼動 
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実験結果を以下に示す。 

B 棟の栽培エリアの温度分布を調査した。図Ⅴ.1.3.3.3－1、図Ⅴ.1.3.3.3－2、図Ⅴ.1.3.3.3

－3 に、ヒートポンプ 1 台で暖房した場合、ヒートポンプ２台で暖房した場合、ガスボイラ

ーで暖房した場合の温度分布を示す。 

ヒートポンプ 1 台の実験は、栽培室の南西に設置されているヒートポンプ１を利用した。

この場合は、ヒートポンプからの温風が吹き出す方向（栽培室の北側）は、暖められるが、

ヒートポンプの横（栽培室の南側）が暖まりにくいという傾向が見られる。 

ヒートポンプ２台で暖房した場合は、栽培室全体が均一に暖められる傾向が見られる。 

ガスボイラーで暖房した場合は、栽培室の南西および西側が温まりにくいという傾向が

見られる。これは、ガスボイラーの設置位置が、栽培室の西北であり、温風の吹き出し方

向が東南東のためだと思われる。 

 
図Ⅴ.1.3.3.3－1 ヒートポンプ 1 台で暖房した場合の B 棟の温度分布 

 

図Ⅴ.1.3.3.3－2 ヒートポンプ２台で暖房した場合の B 棟の温度分布 
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図Ⅴ.1.3.3.3－3 ガスボイラーで暖房した場合の B 棟の温度分布 

 

図Ⅴ.1.3.3.3－4 に栽培室の高さ方向の温度分布を示す。このグラフは冬季暖房が稼動中の

温度分布であり、暖房機が間欠動作していることを示す図である。地上から 1.5ｍ、1ｍ、

50cm、20cm の４ヶ所で測定したものである。高い位置ほど、暖房による温度上昇が高い。 

よって、省エネを行なうためには、制御用の温度センサを高い位置に設置すればよい。

高い位置では、温度上昇が早いので、暖房を稼動してから停止するまでの制御時間が短く

なる。 

また、温度センサの高さを変えることにより、作物に一番近いところの温度計測が可能

となる。50cm の高さが水耕栽培の高さであり、この高さでリーフレタスが栽培される。ま

た、1.5ｍ、1ｍの位置は、トマトの実ができる場所である。ここに温度センサを設置するこ

とにより、植物の環境計測を正確に行なえる。 

 
図Ⅴ.1.3.3.3－4 B 棟の高さ方向の温度分布 
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（ⅰ）エネルギー使用量 

 A 棟と B 棟のガス使用量とヒートポンプの電力量と、そのエネルギー量に対応する CO2

排出量を表Ⅴ.1.3.3.3－1 を示す。このデータは、2 月 23 日～3 月 3 日のものである。B 棟の

CO2 排出量は、A 棟の約 60％となる。 

 

表Ⅴ.1.3.3.3－1 A 棟と B 棟の CO2排出量の比較表 

項目 A 棟 B 棟 

ガス 2.49m3 0.33m3 
エネルギー使用量 

0 9.11kWh ヒートポンプ

ガス 5.7kg 0.66kg 

0 3.09kg ヒートポンプ
CO2換算値 

5.7kg 
3.75kg 

（A 棟の 66％） 
合計 

 

（ⅱ）収穫量の評価 

A 棟と B 棟の収穫結果を表Ⅴ.1.3.3.3－2 に示す。栽培エリア全体の比較では、B 棟の秀品

率が A 棟に比べて、約 10％高くなっている。 

 

  表Ⅴ.1.3.3.3－2 A 棟と B 棟の秀品率の比較表 

項目 A 棟 B 棟 

144 144 栽培本数 

28.9g 44.9g 総重量の平均値（根含む） 

24.3g 38.6g 葉重量の平均値（葉のみ） 

109 122 秀品本数 

76% 85% 秀品率 

      (注)秀品率の定義：作物の葉重量の平均の 50％以下を不良品とする。 

  

（ⅲ）収穫量の評価 

図Ⅴ.1.3.3.3－5 に A 棟の植物の重量の分布図（栽培エリアの北から南の分布）を示す。 図

Ⅴ.1.3.3.3－6 に B 棟の植物の重量の分布図（栽培エリアの北から南の分布）を示す。栽培

室の南北方法の分布を見ると、両棟共に南側の成長が悪い。 
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図Ⅴ.1.3.3.3－5  A 棟の植物の重量の分布図（栽培エリアの北から南の分布） 

 

図Ⅴ.1.3.3.3－6  B 棟の植物の重量の分布図（栽培エリアの北から南の分布） 

 

A 棟は、ガスボイラーのみの暖房であるが、南側が暖まりにくいためであると予想される。

B 棟も同じ傾向があるが、B 棟はヒートポンプとガスボイラーが外気温に応じて切り替えら

れて動作する。それぞれが切り替わって動作したため、暖まりにくい栽培エリアが移動し、

植物の均一性が A 棟よりも向上したと思われる。 

表Ⅴ.1.3.3.3－3 に B 棟の暖房機の動作比率を以下に示す。ヒートポンプは 2 台あるが、南

西側に設置したヒートポンプ１の動作比率が高かった。外気温に近いところにヒートポン

プ１の温度センサが設置されているため、この温度センサが先に低温になり、ヒートポン

プ１が稼動する。この温風により、ヒートポンプ２の温度センサ周辺が暖められ、その温

度センサの値が、稼動しきい値を下回らず、ヒートポンプ２が稼動しなくなることが多か

った。2 台のヒートポンプを設置してあるが、1 台だけ動作する時間が長かったので、省エ
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ネに貢献する運用方法といえる。 

一方、収穫量優先で制御する場合には、ヒートポンプ 2 台を同時に稼動させ、温室内の

温度の均一化せるようにした方が良いと思われる。 

 

表Ⅴ.1.3.3.3－3 ヒートポンプとガスボイラーの動作比率 

項目 動作比率 

72%ヒートポンプ１が動作 

0%ヒートポンプ２が動作 

16%ヒートポンプが 2 台動作 

12%ガスボイラーが動作 

 

４）土壌灌水の評価 

 土壌灌水の実験パラメータを表Ⅴ.1.3.3.4－1 に示す。栽培する植物は、ミニトマトで、栽

培期間は 1 月 20 日からである。 

 

表Ⅴ.1.3.3.4－1 実験パラメータ 

制御項目 A 棟 B 棟 

1 日 4 回灌水（0 時、6 時、12 時、

18 時）、灌水時間はタイマ制御とし、

1 回に 1 分間灌水する。 

10 分周期で計測し、土壌水

分がしきい値（25％）を下

回ったら 1 分間灌水する。 

土壌灌水制御 

 

（ⅰ）土壌水分の評価 

 土壌灌水実験は、次の通り行なった。まず，A 棟，B 棟共に、苗を定植させて，その後に、

一旦土壌水分が，100％近くになるまで，ロックウール培地に給水させて、苗の根の活着を

促進させた。その後、2 月 5 日から土壌灌水制御を開始した。 

図Ⅴ.1.3.3.4－1 に栽培エリアの土壌水分の分布を示す。測定点は、トマトの茎の近くと、

2 本のトマトの茎の間を交互に測定した。本データの取得時は、北側の方の水分量が高く、

南側が低いという結果が得られた。 

また、計測ポイント毎に、センサの表示値が異なっていた。本実験で採用したロックウ

ール培地は、保水力が高く、土のように密度が一定ではない。灌水は、スポイトのような

細い管から行なっている。ロックウール培地の保水力が高いため、その水滴が落ちる場所

と、そこから離れた場所で、水分量が異なると思われる。土壌水分の測定には、センサの

設置位置が重要となる。きめ細かな計測を行なうことで、不要な場所への灌水を抑制し、

灌水量を削減できる可能性が高い。将来は、トマト 1 本毎にセンサを設置し、土壌水分を

測定するのが良いと思われる。一株単位の計測の場合には、センサノードも含めて 1cm～

2cm 角程度の小型化も必要である。 
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図Ⅴ.1.3.3.4－1 栽培エリアの南北方向の土壌水分の分布 

 

（ⅱ）水量の評価 

図Ⅴ.1.3.3.4－2 に A 棟と B 棟のトマトを栽培した期間の土壌水分の平均値を示す。A 棟

の土壌水分は、25～40％の範囲で分布し、B 棟は、17～30％の範囲で分布している。 

 
図Ⅴ.1.3.3.4－2 A 棟と B 棟の土壌湿度分布 

 

 表Ⅴ.1.3.3.4－1 に、土壌灌水に利用された水の量の比較を示す。B 棟の使用量は、A 棟の

約 15％程度である。 
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表Ⅴ.1.3.3.4－1 土壌灌水の水の使用量 

項目 A 棟 B 棟 備考 

336 51 約 1 ヶ月の使用量 灌水用水量（リットル） 

 

（ⅲ）秀品率 

 A 棟と B 棟の着花数、徒長率を表Ⅴ.1.3.3.4－2 に示す。A 棟のミニトマトは，茎の成長が

早く，徒長現象が見られる。トマトの生育としては、あまり良くない状況である。灌水量

を絞った B 棟は，全体的にコンパクトに育っていて，優秀である。 

 

表Ⅴ.1.3.3.4－2 トマトの着花率の比較 

項目 A 棟 B 棟 

苗本数 32 本 32 本 

平均着花数（1 段目） 10.6 個 12.9 個 

130cm 114cm 徒長率 

 

秀品率は、A 棟，B 棟からそれぞれトマトのサンプルを 5 個取り、糖度を測定した。トマ

トの糖度の測定結果を表Ⅴ.1.3.3.4－3 に示す。B 棟のトマトは、A 棟に比べて、22％糖度が

良くなった。栽培したトマトの写真を図Ⅴ.1.3.3.4－４に示す。 

 

表Ⅴ.1.3.3.4－3 トマトの糖度の測定結果 

サンプル A 棟 B 棟 

1 5.9 7.4

2 6.7 7.8

3 6.9 8.7

4 6.6 8

5 6.6 7.6

6.5 7.9糖度の平均値 
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図Ⅴ.1.3.3.4－４ 栽培したトマトの写真 

 

５） 植物工場に適した制御方式のまとめ 

今回の評価環境は小さな設備であったが、その環境内でも温度や日射量の分布があるこ

とが分かった。今回実験した４つの制御方式に関して、以下にまとめる。 

細霧冷却実験では、栽培室の湿度を計測することにより、節水しながら温度を調節でき

ることを示した。栽培エリア毎に湿度を計測して噴霧量を制御するようにしたが、細霧冷

却装置間の設置位置が近いと、二つの装置の影響を受ける栽培エリアでは、過剰な噴霧が

かかり、その部分の温度が設定以上に下がることが分かった。この部分をセンサネットで

計測することにより、省エネ制御が可能になる。また、設備の配置を改善することも可能

になる。 

補光照明実験では、栽培エリア毎に日射量を測定し、そのエリアに必要な照射時間を計

測することにより、それぞれの栽培エリアで照射時間を変えられることが分かった。本実

証実験では、施設の南側は、北側に比べて照射時間を約 10％削減できることが分かった。 

冬季暖房実験では、ガスボイラーとヒートポンプを併用し、外気温が一定の温度以下の

場合のみ、ガスボイラーを利用することにより、CO2の排出量を削減した。 

複数のヒートポンプを制御する場合、省エネを優先する制御と秀品率を優先する場合で

制御方法を変える必要がある。省エネを優先する場合には、制御用の温度センサをヒート

ポンプと一対一で設置し、一方のヒートポンプが動作により室温が上昇し、他方のヒート

ポンプが動作を抑制する方が良い。秀品率を優先にする場合には、同時に複数のヒートポ

ンプを動作させ、温室内の温度の均一性を保つ方が良い。 

土壌灌水実験では、土壌水分を計測することで、灌水量を削減できることが分かった。

保水性の高いロックウール培地では、計測位置により土壌水分量が異なる。また、太陽光

が長く当る南側部分と北側部分で土壌水分量が異なる傾向を示すことが分かった。南側と

北側の栽培エリアに土壌水分センサを設置することにより、土壌水分量を 適制御できる
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可能性がある。 

 

６） MEMS 化の検討 

本研究では、温度センサ、湿度センサ、日射センサ、土壌水分センサを有効利用した。

日射センサは、照度センサで代用できる。植物工場では、温度センサ、湿度センサ、照度

センサを、1 個のセンサノードに実装し、これらのセンサをまとめて MEMS 化できれば、

センサノードの低コスト化が図れる。電源としては、太陽光発電が適している。ボタン電

池サイズの 2 次電池も開発されているので、太陽光発電とボタン型 2 次電池の組合せで小

型のセンサノードを実現できる。 

土壌水分センサは、まだ高価であり、MEMS 化による低コスト化が期待される。図

Ⅴ.1.3.3.6－１に将来の土壌水分センサノードの構成案を示す。水を供給する細いチューブ

の先端に，土壌水分センサと灌水を制御するバルブ開閉用アクチュエータを取り付けるの

が理想的である。このセンサ付きアクチュエータを植物の根の近くに設置する。現状は、

一つの栽培エリアにセンサ数個程度の設置となるが、本センサが数百円で実現できれば，

植物一株単位での計測制御が可能になると思われる。 

水量制御
バルブ

土壌水分センサ

無線部

太陽光発電

電源回路
（2次電池） 制御部

（マイコン）

灌水

地中

バルブ制御

 
図Ⅴ.1.3.3.6－１土壌水分センサノードの構成案 

 

（ⅰ） 実用化の検討 システム構成 

 本研究で提案したシステムを制御するセンサネット植物工場の機器の配置例を図

Ⅴ.1.3.3.6.1－1 に示す。植物工場の大きさとしては、3000m2 の広さを想定する。栽培エリア

は、10ｍ×30ｍのエリアが 9 個である。栽培エリアの周辺に、ガスボイラー、ヒートポン

プ、細霧冷房装置を配置し、各栽培エリアには、30m の栽培装置、LED 照明、土壌灌水設

備、照度センサ、温湿度センサ、土壌水分センサを配置する。 
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植物工場の面積（30m×90m（3000m3））

10m×30mの栽培エリアが9個

・栽培エリアの周辺に、ガスボイラー、ヒートポンプ、細霧冷却装置を配置

栽培エリア内の設備
・30mの栽培装置 7台
・LED照明 6セット
・照度センサ 12個
・温湿度センサ 12個
・土壌灌水設備 7セット
・土壌水分センサ 7個

ヒートポンプ×20台ガスボイラー×2台 細霧冷却装置×20台

 

図Ⅴ.1.3.3.6.1－1 センサネット植物工場の実用化時の実装イメージ 

 

（ⅱ） 実用化の検討 コスト試算 

本提案システムによる省エネの効果を試算する。エネルギー使用料金の削減額を表

Ⅴ.1.3.3.6.2－1 に示す。上下水道料金 829 円/m3（農大と同じレベル）、電気料金 12 円/kWh、

ガス料金 79 円/m3 として試算している。冬季暖房では、ガス料金は減少するが、ヒートポ

ンプの電気代が増えるので、その差額を削減金額としている。 

実用化時の植物工場の面積は、3000m2 として試算する。本評価環境の面積は、54m2なの

で、実用化時には、その 55 倍の面積になる。エネルギーコスト削減額に関しても同じ比率

で試算する。表Ⅴ.1.3.3.6.2－2 に実用化時のエネルギー削減効果を示す。年間で、約 130 万

円の削減効果がある。 
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表Ⅴ.1.3.3.6.2－1 本評価環境（54m2）におけるエネルギーの削減効果 

エネルギー 
1 日の 

削減量 
利用期間 

1 年間の 

削減量 

1 年間の 

削減金額
実験内容 

水 45 リットル/日

6 ヶ月 

（5 月～10 月）

利用率 66％ 

5.4m3/年 ¥4,477 細霧冷却 

電気 6.7KWh/日 

3 ヶ月 

（12 月～2 月）

利用率 100％ 

603kWｈ/年 ¥7,236 補光照明 

ガス 

＋電気 

ガス削減量 

 2.16m3/日 

電気使用量 

 9.1KW/日 

5 ヶ月 

（11 月～3 月）

利用率 100％ 

ガス削減量 

 324m3/年 

電気使用量 

 1365KW/年 

¥9,300 冬季暖房 

水 10 リットル/日 通年 3.65m3/年 ¥3,026 土壌灌水 

        ¥24,038 合計 

 

表Ⅴ.1.3.3.6.2－2 実用化時（3000m2）におけるエネルギーの削減効果 

実験内容 エネルギー 1 年間の削減量 1 年間の削減金額 

水 330m3/年 ¥246,213 細霧冷却 

電気 33165kWh/年 ¥397,980 補光照明 

ガス＋電気 
ガス削減量 17820m3/年 

電気使用量 75075KW/年 
¥511,500 冬季暖房 

水 200m3/年 ¥166,422 土壌灌水 

    ¥1,322,115 合計 

 

センサネット植物工場を実現するために必要な費用を表Ⅴ.1.3.3.6.2－3 に示す。A 棟（従

来棟）の設備費を基準として、提案システムの設備費を算出した。設備の構成は、この結

果、その二つの設備の差額は、約 1200 万円となった。これをエネルギー削減コストで回収

する場合には、回収期間が約 10 年となる。 
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表Ⅴ.1.3.3.6.2－3 本提案システム実用化時の設備費の試算 

機能 

A 棟（従来） B 棟（提案方式） 
差額（K¥） 

(B 棟-A 棟） 
備考 NO 単価 

（K¥） 
台数

金額

（K¥）

単価

（K¥）
台数

金額

（K¥）

全体制

御 

複合制御 1,400 1 1,400 1,400 1 1,400 0 
1 

      500 1 500 500 センサネット制御 

細霧冷

却 

制御部分 400 20 8,000 550 20 11,000 3,000 注 1 
2 

      10 108 1,080 1,080 センサノード 

補光照

明 

制御部分 400 55 22,000 450 54 24,300 2,300 注 2 
3 

      10 108 1,080 1,080 センサノード 

冬季暖

房 

ガスヒータ 8,500 2 17,000 8,500 2 17,000 0   

4   0 0 100 20 2,000 2,000 注 3 ヒートポンプ 

      10 0 0 0 注 4 センサノード 

土壌灌

水 

制御部分 0 0 0 1,000 1 1,000 1,000   
5 

      15 63 945 945 センサノード 

  合計       48,400     60,795 11,905   

注 1）1 台の細霧冷却装置がカバーできる範囲を 5mｘ30m として試算 

注 2）LED の単価は 2 年後の単価で試算 

注 3）ヒートポンプは、家庭用機器レベルの単価で試算 

注 4）冬季暖房のセンサノードは、細霧冷却のセンサノードと共通化する 

 

センサネット植物工場では、秀品率も改善できる。表Ⅴ.1.3.3.6.2－4 に秀品率の改善を

10％程度とした場合の売上金額を試算する。作物は、リーフレタスを前提とすると、600 万

円の売上増加が見込まれる。この売上の 50%程度を投資の回収に組み込めると想定すると、

エネルギーの削減コストと秀品率による売上の増加分の合計は、年間 400 万円程度となる。

回収期間を 2～3 年に短縮できる可能性がある。 

 

表Ⅴ.1.3.3.6.2－4 本提案システムによる売上金額の試算 

項目 A 棟（従来棟） B 棟（提案方式） 

リーフレタスの出荷単価 100 円 100 円 

年間の出荷株数 60 万株 66 万株 

年間の出荷金額 6000 万円 6600 万円 

売上増分 600 万円 
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（４）  まとめ 

 本研究の内容を以下にまとめる。 

１）センサネットに適した制御方式の提案 

植物工場の制御システムとして、細霧冷却、補光照明、冬季暖房、土壌水分の４つの方

式を提案した。これらの方式は、栽培エリアを分割して、それらのエリアを個別制御する

方式である。栽培エリア毎の環境計測や、各栽培エリアの境界の環境測定にセンサネット

を適用することにより、省エネを実現できる可能性を示した。 

２）省エネ効果と収量改善のまとめ 

 本研究で行なった 4 つの制御システムの実験結果を表Ⅴ.1.3.4－１に示す。目標の省エネ

20％削減、秀品率 10％改善対して、目標を達成できたと考える。 

細霧冷却実験は、日程の関係で、植物の栽培が行なえなかった。補光照明、冬季暖房、

土壌灌水実験に関しては、ほぼ目標を達成できた。 

表Ⅴ.1.3.4－１ 実験結果まとめ 

NO 実験項目 省エネ 秀品率 

1 細霧冷却 水の使用量を 75％削減  - 

2 補光照明 電力量を約 70％削減 
リーフレタスの秀品率を 

約 10％改善 

3 冬季暖房 CO2排出量を約 30％～40％削減 
リーフレタス秀品率を 

約 10％改善 

4 土壌灌水 水の使用量を約 80％削減 トマトの糖度を約 20％改善 

 

３）MEMS 化の検討 

植物工場用センサノードは、温度センサ、湿度センサ、照度センサを実装したものが適

することを示した。土壌水分センサに関しては、土壌水分測定センサとバルブ制御を一体

化した方式を提案した。これらのセンサの MEMS 化による低コスト化が期待される。 

４）実用化の見通し 

 本提案の省エネ方式を植物工場に適用する場合のコストを試算した。本提案システムの

導入コストは、本方式による省エネ効果の金額の約 10 年分相当であり、10 年間で投資を回

収できる見込みである。秀品率の改善効果を含めると、回収期間を 2～3 年に短縮できる可

能性も示した。 

５）今後の課題 

 本研究では、省エネを主目的に植物工場のセンサネットを評価した。本提案のセンサネ

ットを植物工場に導入すれば、新たなセンサも本プラットフォームに接続可能となる。高

級な果物の栽培（夏季のイチゴ）、植物単体のモニタ（蒸散、CO2 等）、土壌・水養液の管理、

虫の検知（虫センサ）、病気の検知、作業者監視、盗難防止等へのセンサネットの適用は、

今後の課題である。 



Ⅴ．１．４ 高機能センサモジュール技術開発  
Ⅴ．１．４．１ センサモジュール 
（１）  研究の目的               

クリーンルームの省エネ化のためには、各種環境量の計測と、その結果を用いたきめ細

かな設備・機器の制御が求められる。本研究は、この目的達成のため、配線不要でどこに

でも設置でき、内蔵電池で長時間駆動が可能な超小型高機能センサモジュールを開発する

ものである。併せて、センサモジュールの低消費電力化にとって重要な無線センサ端末受

信機の試作も行ったので報告する。 
  

（２） センサモジュール詳細仕様の検討 
 １）概要 

今後の普及に向けた要素技術の確立に向け、特に外形寸法と消費電流の削減に注力し

た。その後、センサに常時通電するイベント対応型モジュールの必要性が想起され、同

方式の試作を追加した。クリーンルームでのデータ測定から、同方式の有効性が確認さ

れた。 
 

  ２）外形寸法 
内部部品寸法積み上げ方式の取り組みで 

は限界を突破できないと考え、まずは 
30ｍｍ×30ｍｍ×10ｍｍ以内との意欲的 
目標を定めた。この寸法を絶対条件として 
以後の詳細検討に進んだ。 
この結果後述の如く、今後の実用化に 

向かうための、超小型無線センサモジュー 
ルの究極の姿を提起できたものと考える。 

 
図Ⅴ.1.4.1.1 定周期型モジュール 

３）内蔵電池 
エネルギー密度の高いリチウムイオン電池の採用を前提とし、外形寸法の制約から、

CR2032（直径 20mm、厚さ 3.2ｍｍ、3V 220mAh）を選定して、一次試作を開始し

た。その後の検討で、この電池では内部抵抗が高すぎ（当初 10Ω、時間が経過すると

50Ωにも達する）モジュールの瞬間的な消費電流に耐えるのが困難と判明。3.7V 
75mAh ではあるが、内部抵抗の 1 桁低い PD2032 に変更した。 

＊モジュールの瞬間 大電流は、約 25mA。電池電圧３V、DCDC コンバータ効 
率８０％だと、回路電圧が 3.3V のため、電池電流は 34mA になる。 

この状態では、内部抵抗が初期値の 10Ωでも、電池電圧は 2.65V に落ち、さらに電池
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電流が増え、電圧が下る・・・結果として電池電流は 40mA 以上になる。 
初期段階でこの状態であり、内部抵抗が増えると、電池電圧が半減し、70mA 程度流

れることが観測された。CR2032 は 10mA 流すと、電池容量 220mAh が半分以下に落

ち、それ以上の電流だとさらに急峻に容量が減少するはずである。 
（10mA 以上は製品規格外であり、メーカからのデータなし） 

PD2032 は、内部抵抗が一桁低く、電池の端子電圧低下も、同じ電流に対しては一桁

低い。瞬間 大電流 150mA までが仕様範囲になっている。 
                    表Ⅴ.1.4.1.1 電池の主な仕様 

           
図Ⅴ.1.4.1.2 PD2032 

（CR2032 も同一形状） 
 

 

 項目  CR2032  PD2032 
公称電圧   3.0V   3.7V 

 標準放電電流   0.2mA  15mA 
 瞬間放電電流   10mA  150mA  
  容量  220mAh  75mAh 
初期内部抵抗   10Ω   １Ω 

図Ⅴ.1.4.1.3 CR2032 のパルス放電特性（初期値 10mA で約 10Ω） 

          
           図Ⅴ.1.4.1.4 CR2032 の放電電流と放電容量 
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      実際の寿命測定では、 
CR2032 を使用すると 
PD2032 の半分以下しか 
持たなかった。 

 
 
 
 
 

               図Ⅴ.1.4.1.5 PD2032 の放電特性 
 
  ４）搭載センサ数と品種 

複数のセンサの中から、都度必要なものを選択搭載できるモジュールとし、搭載セン 

サ数については３個と定めた。センサは小さな基板に搭載し、コネクタでモジュールの

基板に接続した。コネクタの選択には頭を悩ませたが、0.4mm ピッチで 0.8mm と超薄

型の京セラエルコ型 24-5802 020 002 829+を選定した。 
 

              表Ⅴ.1.4.1.2 コネクタ概略仕様 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.1.4.1.6 5802シリーズコネクタ

      
搭載するセンサとしては、小型かつ低消費電力の要求から BEANS 研究所で開発中の

ものを含め MEMS ないし半導体型の、SENSIRION の温湿度センサ、オムロンのフロ

ーセンサ、東芝の照度センサ、日立製作所の絶対圧センサ、アルガンの紫外線照度セン

サを選定した。 
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図Ⅴ.1.4.1.7 主基板とセンサ子基板裏面 

 
表Ⅴ.1.4.1 センサ主要仕様 
 
 
 
 

   

 
 
 

     
      図Ⅴ.1.4.1.8 センシリオン製 温湿度センサ 
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 図Ⅴ.1.4.1.9 温湿度センサの特性 

   
      図Ⅴ.1.4.1.10  オムロン製 フローセンサ仕様 
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        図 東芝製照度センサ 
 
 
 
 
 
 
        図Ⅴ.1.4.1.11 東芝製照度センサ 
 
        表Ⅴ.1.4.1.4 日立製絶対圧センサ仕様 
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      図Ⅴ.1.4.1.12 ALGAN 製 UV センサ分光感度特性 
     

５）CPU   
試作品の利用形態に鑑み、スリープ時の消費電流が少なく、アナログ・デジタル両信

号入力に対応し、豊富な命令セットを備えたＴＩ社の MSP430FG46191ZQW を選定し

た。動作時クロック周波数は 12MHz とした。回路電圧は、消費電力の観点からは低い

ほど良いのは論を待たないが、今回はフローセンサの電源電圧仕様に合わせ、3.3V と

した。当初設計を CR2032 を想定して進めていたため、昇圧が必要となり、スイッチ

ング式の DCDC コンバータを使用した。変換効率は、出力電流 100μA で 40%、20mA
で 80%程度であり、出力電流 0 時のスタンバイ電流は 55μA であった。 

      
図Ⅴ.1.4.1.13 ＣＰＵの電源電圧、クロック周波数とアクティブモード消費電流 
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    表Ⅴ.1.4.1.5 ＣＰＵのローパワーモード消費電流 

         
６）無線モジュール 

当初は、広く使われている ZigBee 方式で検討を進めたが、消費電力低減のため、特

定小電力方式に切り替え、パイソフトラブ社の RFS24D1D-5-A を採用した。0dB
（1mW）の出力で、目標の通信距離１０ｍを確保した＊。ただ、外形寸法の制約から、

アンテナ周辺に十分な空間を確保できず、カタログ記載の通信距離 大 50m には及ば

なかったが、開発目標の 10m は達成した。＊＊ 
 ＊ZigBee の、送信時 45mA 受信時 35mA に対し今回使用の特小はそれぞれ 18mA 

と 16mA であり、ほぼ半分。送信出力は 5mW 対 1mW。 
     ＊＊直線見通し距離で、カタログ値 50m 以下、実測値 10.2ｍだった。  

 

  

 図Ⅴ.1.4.1.14  無線モジュールの特長と写真 
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          表Ⅴ.1.4.1.6 無線モジュール仕様 

      
７）電池寿命対策 

電池寿命の増大に向けては、大容量電池の採用、回路電圧の低減、消費電流の小さな

部品の選択、DCDC コンバータなどによる電力ロスの低減、さらには、各部品への通

電時間の極小化などの手法を駆使することになる。今回の試作では、外形寸法の制約か

ら電池形状が定まり、搭載できる電源部コンデンサ容量から、前述のとおり内部抵抗の

低い PD2032 を選んだ。 一次試作においては、試作請負企業の当時の技術力の限界

もあり、結果的に電池寿命は 170 時間程度に留まった。 
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８）２次試作への取り組み 
一次試作品の限界を解析し、さらなる低消費電力化に向け下記改良を加えて２次試作

を実施した。 
・定電圧回路の改良： 電池電圧が  

3.7V になったこともあり、定電 
圧 IC を Linear Technology 社の 
型 LTC3388EDD-3#PBF に変更 
した。本モジュールで特に問題と 
なる回路スリープ時（数十μA） 
の定電圧回路効率が 80%以上と 
２倍化し、スタンバイ電流も 55 
μA から一桁以上下げた。 

 
 
 
                   図Ⅴ.1.4.1.15 定電圧ＩＣの効率 

 
・CPU ほかの電力低減：CPU 動作時のクロックを 8MHz に下げて、電流を下げた。

フローセンサについては、ごく短時間の突入電流を除くと、消費電流は仕様値より

大幅に低く、100ms 平均の実測で 3.5mA に留まっていた。ヒータを内蔵している

にもかかわらず、MEMS ゆえにその時定数が短いおかげとのことである。この結

果、10 分間に１回通信の定周期計測モードにおいて、通信のリトライ率を平均 20%
見込んでも、次ページの表に示すように大幅な低電流化を実現した。 
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   表Ⅴ.1.4.1.7 定周期型センサモジュールの消費電流 
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９）通信方式の改良 
一時試作においては、通信に不安定さが残り、しばしばエラーを出していた。このた

め、通信部のソフトを見直し、特にサーバ側無線モジュールとサーバ間のデータ授受部

は１から作り直した。通信エラー発生時のリトライ回数は 大４回（従来は 大２回）

に増やし、通信の安定化に成功した。全ての子機に対して４回リトライをかけるという

悪の場合を想定すると、同時にＮ個のセンサモジュールをモニタするには、通信周期

をＮ秒間以上にする必要がある。 
 

１０）操作性の向上： センサ対応 
一次試作においては、所定寸法のケース内に部品を詰め込み、基本機能を確立するこ

とに注力したが、操作性に関しては、不十分さが残っていた。センサモジュールに搭載

するセンサの種別、各センサ出力の生データを、所望の値に変換するスケーリングなど

は、全てプログラムで処理されており、たとえばセンサのオフセット変更は、ソースプ

ログラムを書き換え、再コンパイルする状況に留まっていた。同品種センサの個体差を

補正する手段はなかった。２次試作において、これらを大幅に改善した。２次試作にお

ける、機能強化点を以下に列記する。 
 
・搭載可能センサ種別： 大７品種から、３１品種に拡大した。 

新規センサの追加については、従来プログラムで対応していたが、config ファ 
イル内にセンサ名称を列記する形式に改め、センサの名称変更や、新規セン 
サ名の登録を簡単化した。 

 
・新センサの追加： 何らかのデジタルインタフェースを持つセンサに関しては、 
品種ごとにインタフェースプログラムを作成することが不可欠である。 
デジタルインタフェースを持つセンサには、一次試作においては温湿度センサ 
と絶対圧力センサがあったが、２次試作では新たに３軸加速度センサを追加し 
た。アナログ電圧出力型のセンサについては、前記のように config ファイルに 
新名称を登録（具体的には、「予備 n」を新センサ名称に書き換える）するだけ 
で、追加可能となった。 

 
     ・センサ信号のスケーリング： センサ出力は、モジュール内で平均化処理を 

施した後に、所定周期で上位 PC に送出される。上位 PC 側では、オフセット 
調整（基準点における誤差補正）ならびにスケーリング処理を施して、所望 
する単位の数値に換算して表示する。従来はこれらを全てプログラム処理し 
ていた。同一品種のセンサを複数個用いた場合の個体差補正機能はなかった。 
以下に、２次試作で新たに追加した、設定用画面を示す。 
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  図Ⅴ.1.4.1.16 センサ初期設定画面 
 

センサ初期設定画面における各項目の意味は以下のとおりである。 
 
-センサ番号は合計 31 種のセンサの識別番号。 

No.7 は「なし」の指定席であり、他のセンサを設定できない。多出力セ 
ンサの場合、各出力についてスケーリングが必要なため、出力毎に１番 
号を割り付ける。 
   

   -基準値は、そのセンサの出力値を校正する値。同じセンサでも、使用者に 
よって校正する基準値は同一とは限らぬため、任意に設定できるように 
した。 
 

-単位は、センサ値を表示するときの単位。表示の小数点以下桁数が多くな 
りすぎないように、適当に選ぶ。 
 

      -オフセットは、本システムの場合、センサを基準値の環境においたときの、 
そのセンサ出力の生データ。 
 

       -係数は、センサ出力信号と、測定値の関係を示す傾き。 
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     -スケール変換の計算式は、 

        センサ信号を ST、 

センサ基本設定オフセットを Offo、 

センサモジュールオフセット補正（後述）を Offc 

センサ基本設定係数を Ko 

センサモジュール係数補正（後述）を Kc 

基準値を S  とすると 

         （ST-(Offo+Offc)）×(Ko+Kc)+S 

        となる。 

 

      - 小スケールと 大スケールは、センサ信号の推移をグラフ表示する場合の、 
Y 軸の 小値と 大値。 

 
 

・個別センサの設定：センサ登録との機差補正のために、下記画面を設けた。 

  

  図Ⅴ.1.4.1.17 モジュールへのセンサ登録と機差補正画面 
 
  -モジュール No.は、センサモジュール毎に設定された ID 番号。 
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  -設置場所は、各モジュールの設置場所などを記入するメモ覧。 
 
  -センサ１～３は、各センサモジュールに搭載するセンサの名称。センサ４は、 

温湿度センサ搭載時に使用する、湿度センサの登録覧。 
     

  -センサ n オフセット補正は、当該モジュールのセンサ n に登録されたセンサ 
の、初期設定オフセットに対する補正量。センサ初期設定画面で設定した 
オフセットと、本画面で設定したオフセット補正の和が、個別センサのオ 
フセットとなる。 

     
  -センサ n 係数補正は、当該モジュールのセンサ n に登録されたセンサの、初 

期設定係数に対する補正量。センサ初期設定画面で設定した係数と、本画 
面で設定した係数補正の和が、個別センサの係数となる。 
 

      （-センサ n 閾値補正は、イベント対応型でのみ使用する。） 
 
・測定値数値表示 
 測定中には、１行１モジュールで順次測定データが記入されてゆく。 
 なお、測定データをファイルに保存したものを読み出して表示する、履歴の数 
値表示画面も同じような形式になっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
     図Ⅴ.1.4.1.18 測定履歴数値表示画面 
 
・測定値のグラフ表示 
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 モジュール毎の複数センサの測定値を、グラフ形式で表示する。 
 Y 軸目盛はセンサ初期設定で、X 軸は本画面右上で設定する。 
 グラフが画面右端に到達すると、スクローリングが始まる。グラフの一部を選 
んで、拡大表示する機能を追加した。 

 

  図Ⅴ.1.4.1.19 測定値グラフ表示画面 

 

１１）イベント対応型の試作 
環境条件計測の定周期型のほかに、ワークの移動、ドアの開閉、人の移動などを捕

らえて、所望の対応（例えばダウンフロー量の変更、照明の ON/OFF など）をする

には、変化を捉えて遅滞なくサーバに伝えるイベント対応型のセンサモジュールが必

要と考えられる。このため、3 軸加速度センサ、フローセンサを搭載可能で、常時セ

ンサに通電し、所定の値を超えるとサーバ画面に表示する、イベント方式のモジュー

ルを試作した。センサに常時通電のため、大きな電池を搭載し、実用性を考えて非接

触充電機能を付加した。サーバへの通報はイベント発生後 5 秒以内に完了する。通報

までの間に複数回のイベントが発生すると、閾値超え量が 大のセンサ出力を表示さ

せるようにした。本モジュール用に 3 軸加速度センサ（ST マイクロ社の LIS3DH）

を搭載し、別途 3 軸フローセンサ、差圧センサ、パーティクルセンサ接続の準備も施

した。 
常時通電のため、1,400mAh の大容量リチウムイオン電池と、非接触充電器を組み

込んだ。 
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        図Ⅴ.1.4.1.20  イベント対応型モジュール 
 

１２）クリーンルームでの計測 
 高機能センサモジュールを、一般的な環境計測以外に応用展開する試みとして、立

命館大学びわこ草津キャンパス内のクリーンルームで、パーティクルカウンタ、絶対

圧力計、フローセンサを用いた測定を実施した。（モジュールの適用可否判断のため、

モジュールより高速・高精度の機器を使用。） 
この結果、フローセンサで人の移動を検知できることが確認できた。ただし、検知

すべきフロー変動が急速なため定周期計測のモジュールではいくら計測周期を短縮

しても（せいぜい数秒が限界）追従不能であり、イベント対応型のモジュールの必要

性が確認された。絶対圧力計からは、有意な測定結果は得られなかった。  
    

フローセンサとの距離を色々替え、速歩、ゆっくり移動、あるいは椅子より立ち上がるなど

の動作をし、センサ波形を観測した。センサからの距離４０ｃｍ程度が、早足で歩いても検出

できる限界。また、波形の巾は、狭いものでは0.2秒程度であった。 

 

表Ⅴ.1.4.1.8 フローセンサによる人の移動検出結果 

センサとの距離 速歩 ゆっくり歩行 椅子から立上る しゃがんで立上る

２０cm程度 ○/3510 ○/8180 × ○ 

４０cm程度 ○/4670 ×/5860 ×/3510 ×/4670 
６０cm程度 × × × × 

          /の後ろは、約１分後のパーティクルセンサ出力変化量（定常値＝1160）  

          速歩： 約 2ｍ/ｓ   ゆっくり： 約 １ｍ/ｓ        
クリーンルーム内のセンサ配置を下図に、実験場風景と、センサ出力波形例を次ペ
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ージ以降に示す。今回実験したクリーンルームはメッシュのない平面床であり、各フ

ローセンサは、床上８０ｃｍに垂直センサ、床上７８ｃｍに水平センサを一組として、下図のよ

うに4箇所に取り付けた。通路間隔は120cmであった。 

  
          図Ⅴ.1.4.1.21 クリーンルーム内配置図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図Ⅴ.1.4.1.22 クリーンルーム内測定現場  

 

Ⅴ‐122 
 



静止状態では、下図のようにフローセンサ出力はほとんど出ていない。紫色のグラ

フは、絶対圧測定器の出力であり、常時変動しているものの、その値には人の移動や

クリーンルームドアの開閉による変化が認められなかった。 

  
図Ⅴ.1.4.1.23 静止状態、CH-2-9（紫色）のみ圧力、それ以外はフローセンサ出力 

 
人が移動すると、次ページグラフのように、フローセンサ出力に明らかな変化が現

れた。ただし、変化が観察できるのは、センサから約 40cm 以内における移動に限ら

れている。 

      

図Ⅴ.1.4.1.24 ゆっくり歩行、CH-2-9 のみ圧力、それ以外はフローセンサ出力 
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１３）イベント対応型の仕様検討 
前述のとおり、イベント対応型センサモジュールで検出すべきイベントは、フロー

センサでもパルス幅 0.2 秒以下、加速度センサによるワークの移動や衝撃の検出だと

数十 ms 以下の高速応答が求められる。このためイベント検出用のセンサは常時通電

する必要があるほか、その信号を受け取る CPU も、割り込み信号発生機能のないセ

ンサがある以上、常時通電する必要がある。しかしながら、イベント信号の用途を考

えると、現状例えばパーティクルセンサによるダウンフロー制御では、パーティクル

センサ自体の応答速度が 30 秒から１分かかっており、瞬時の制御応答が求められる

わけではない。 
この点に鑑み、イベント対応センサモジュールはセンサ部の高速応答を維持しなが

ら、上位 PC との通信については、5 秒以内の応答で確実な（＝衝突の発生しない）

通信方式を採用した。具体的には、通信周期を同時にモニタすべきセンサモジュール

の数に応じて、１ないし５秒に設定可能とした。 
イベント検出のための閾値は、当初センサ出力の生データ値としたが、設定を容易

にするため、スケール変換後の単位を用いた値に改めた。 
センサモジュール自体は、定周期型とは搭載するセンサが異なるものの、回路は当

然同一とした。加えて、センサモジュール内のファームウエアも両方式で同一とし、

上位 PC からの指示でいずれにも切り替え可能とした。 
PC 用の特定小電力無線モジュール（ドングル）も両方式同じものである。ついで

ながら、センサモジュールの ID 番号は、一次試作ではプログラムで設定していたが、

2 次試作では、上位 PC から書き込む方式に改めた。この結果、各モジュールに同じ

ファームウエアを書き込めばよくなり、作業性が大幅に改善された。 

上位 PC 側では、定周期型センサモジュールとイベント対応型センサモジュールを

同時に監視すべき場合が想定される。このため、両方式が同時に稼動できるように、

システム設計を行った。 

 
１４）イベント対応型の画面 

イベント対応型システムの、センサ初期設定画面を以下に示す。イベント検出ため

の閾値設定覧が加わっている。この閾値と、モジュールセンサ補正設定画面に入力さ

れる個別センサの閾値補正値の合計でもって、イベント発生を判定させている。 
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    図Ⅴ.1.4.1.25 イベント対応方式のセンサ初期設定場面 

 

検出結果の表示については、定周期方式と同様である。ただし、イベント発生がない

場合は、当然ながら表示データがなく、対応する数値表示の行が出てこない。イベン

ト発生時には、閾値を超えた値、通信周期内に複数のイベントが発生した場合には、

閾値を一番大きく超えた値が表示される。 

グラフ表示の場合、定周期方式のような折れ線グラフにはならず、イベント発生時

のみの棒グラフ状表示となる。 
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（３） センサモジュール試作品の評価   
１）定周期計測型高機能センサモジュール 

   

    図Ⅴ.1.4.1.26 フロー、照度、温湿度センサを搭載した主基板の表裏 
 
 目標サイズのケースに、所定の機能を組み込み、測定周期１０分間の場合で平均消費

電流約 110μA 以下を達成した。 
 

表Ⅴ.1.4.1.9 仕様項目ごとの結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
次ページの表にこれまでの主な発表されているセンサモジュールを記す。約 30 種の

センサの中から３種を選んで搭載できる構成であるものはほかには類はなく、３種多種

センサを搭載可能にしたモジュールで 30mm□x10t のサイズは市場初であると考える。 
 

Ⅴ‐126 
 



 
          表Ⅴ.1.4.1.10 各種無線方式センサモジュール 
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２）イベント対応型センサモジュール 
 同時 大 50 個のイベント対応型センサモジュールをモニタできるシステムが完成し

た。（26～50 個の場合は、PC 側無線モジュールを 2 個使用。）イベント検出遅れはモ

ジュール 5 個までなら 大１秒間、25 個以上で 大 5 秒間となった。 
 

３）実用化に向けた共通課題：センサインタフェースの標準化 
 複数メーカからこの種モジュールが発売され、広く普及するためには、搭載センサと

モジュール主基板とのインタフェースの標準化が不可欠である。標準化が実現した暁に

は、用途に応じて、搭載センサ数、センサ種類、使用目的、測定頻度、使用環境、など

の異なる様々な新モジュールの設計が容易になり、搭載するセンサ子基板の量産効果に

よるコストダウンも大いに期待できる。 
標準化企画にあたって、考慮すべき点を列記する。 

 
・コネクタ： 今回は究極の小型化、薄型化追求のため、前記のコネクタを採 
用したが、着脱のしやすさ、接続の確実な維持に不安が残ることも否めない。 
特に、加速度センサなど振動や衝撃に曝される用途やフローセンサのように 
接続線を引き出す場合には、接触不良が懸念される。逆ざし防止機能がなく、 
センサ子基版がごく小さく方向を見誤り易いことも、取り扱いを困難にした。 
広範な普及のためには、より確実に接続できる方式への変更が望まれる。 
 

     ・デジタルインタフェースの標準化： 今回は、3 種類のデジタルインタフェー 
スを持つセンサを搭載した。電圧出力式のセンサと異なり、デジタルインタ 
フェースを持つセンサは、使用される信号の種類、伝送方式、データフォー 
マットがまちまちである。このため、アナログ電圧方式と異なり、試作完了 
後に新たなセンサを追加使用することが 不可能となる。 
消費電力の低さ、ノイズ対策の容易化、複合・高機能センサの可能性など、 
デジタルインタフェースセンサへの期待は大きい。たとえ、検出対象は異な 
っても、主な信号端子機能、伝送方式、測定データやパラメータ設定データ 
型式の標準化が望まれる。そうすれば、試作完了後の新センサ追加使用が可 
能になり、同時に新規モジュールの設計も容易になるのは確実である。 
 

  ４）実用化に向けた共通課題：回路電圧と電池 
今回は、フローセンサの仕様から、回路電圧を３．３V とした。しかしながらその他

の使用部品は、全て３V 以下で動作可能である。電源電圧低下は直接消費電力減少に寄

与するため、使用部品の動向に合わせ、回路電圧の一層の低下が望まれる。また、今回

は電源回路に 22μF しか接続できず、内部抵抗の低い（残念ながら体積あたりの容量
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も低い）電池を採用せざるを得なかった。 
モジュールの外形寸法がもう少し大きければ、数十 mF の大容量コンデンサを電源回

路に付加して、内部抵抗の高い電池を使用することが出来る。（モジュール内の隙間を

埋める変形した大容量コンデンサ、あるいは、モジュール内の空間に合わせた形状の電

池が生産されれば、これにこしたことはない。）将来的には、エネルギーハーベスト技

術を活用した電池レス方式こそが、無線式センサモジュールの進むべき道であろう。 
        

５）実用化に向けた共通課題：センサ 
今回採用したセンサの中には、電源電圧 3.3V、瞬間 大電流 15mA のものから、２

V 程度で動作し、消費電流も１μA 程度のものまで様々である。今後のためには低電圧、

低消費電流はもとより、電源投入後の応答時間の短いもの（スリープ機能を持ち、即立

ち上がるものでも良い）、あるいは何らかの条件を設定することで、CPU に割り込み信

号を送出できるものが望まれる。 
近い将来に期待される低消費電力 LSI、新センサ原理各テーマで培った新センサ類、

あるいは低消費電力の無線モジュールが出現すれば、応じて消費電流が下がることは論

を待たない。 
センサのスケーリングに関しては、2 次試作で個体差補正までの機能を組み込んだ。

今後は、初期設定、個体差補正設定の自動化が望まれる。 
 

６）実用化に向けた共通課題：制御システムとの連携 
今回開発したのは、各種センサ信号を収集するシステムである。その有効活用のため

には、これら収集システムで得た情報を、制御系システムに引き渡す必要がある。制御

側のシステムが決まれば、連携の具体化自体は容易であろう。 
   

７）実用化に向けた課題： 定周期型 
実用化はすぐに可能と考える。実用化に向けて主な検証項目としては以下を予想する。 
ⅰ）センサ、無線等をコネクタ接続方式で考えているが、実際のアプリケーション

を想定すると振動等の環境の影響が懸念される。本センサモジュールで評価を

進め。実用には一般的な振動・衝撃信頼性基準を十分クリアすることが前提で

あり、コネクタ強度の改善、あるいは固定式とすることが必要である。 
ⅱ）また、メンテナンスの手間は実用に際して非常に重要である。電池の交換のし

やすさ、電池を外さなくて充電可能な方式にする等の工夫が必要と考える。 
    

８）実用化に向けた課題： イベント対応型 
今回は、センサのみならず、センサ信号捕獲のために CPU にも常時通電した。  ST

マイクロ社の加速度センサチップは、センサ自体に閾値を書き込み、CPU に割り込み
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信号を送る機能を持っている。イベント対応型モジュールに搭載するセンサが全て割り

込み信号発生機能を持てば、CPU は通信時以外にスリープすることが可能になり、消

費電力を低減することが出来る。 
イベント検出にあたっては、閾値を超えたことのみを判定しているが、実用上は、閾

値を下回った場合、変化量がある値を超えた場合など、様々な判定仕様が考えられる。

具体的な用途に照らして、機能拡大することが望まれる。  
        

（４）低消費電力無線センサ端末用受信機の検討 
１）概要 

本受信機は、無線センサネットワークに必要な同時多元接続と、無線センサ端末の送

信時の低消費電力化を可能とする、新たに考案した受信技術の実現可能性を検証するた

めに試作したものである。低消費電力化とは、送信電文量の低減による端末の送信時間

の短縮と、受信機の高感度化による端末の放射電力の低減である。本報告書では上記を

実現する回路構成と動作試験を行った結果について報告する。 

 

２）背景と目的 

無線センサ端末では、送信動作が（本受信機を用いたシステムは単方向通信を前提と

している）、 も消費電力が大きい動作の１つであり、この低消費電力化は端末のメン

テナンスフリー化のためには必須となる。 

センサネットワークでは、端末を大量分散配置するために同時多元接続を必要として

おり、端末の低消費電力化のためには信号処理量の少ない FDMA(frequency division 

multiple access)がその手法として望ましい。これまでの受信機では、１つの受信チャ

ンネル（周波数）を選択し、そのチャンネルの電文の復調を波高弁別法により行ってい

る。この手法では１つのチャンネルに１つの回路を必要とすることになり、多数のチャ

ンネルを必要とする場合には、回路規模が膨大になる。また、波高弁別法では閾値を基

準として復調を行っており、閾値をフィードバック制御により調整することで感度を向

上させているが、更に感度を増加させることができれば少ない放射電力で通信が行える

ことになり、端末の低消費電力化になる。本試作では、端末の送信時の低消費電力化と

高感度同時多元接続を可能にする下記手法の実現可能性を検証する。 

 
３）受信方法 

通常、無線通信の電文にはシンボルのタイミングや、電文内のフレーム位置を同期す

るための数 10bitの情報を必要とするが、本手法ではこれを 2bitの固定文とし、電文

の同期、検出を行う。多元接続方法には FDMA を採用する。これらを可能にする検出方

法として、所定の帯域の電波を FFT(fast fourier transform )した周波数スペクトル

の時系列データを用い、上記 2bit の固定文が存在する場合に該当する条件を複数検証
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する方法を用いる。 

実際には、310～320MHzの受信した電波をヘテロダインで 10MHzの中間周波数にして

FFT処理し、そのデータを時系列でメモリに保存する。その時系列データから電文であ

る可能性の高い電文開始 Frame(1回の FFT処理で出力された結果群)、チャンネルを下

記方法により検出し、その開始 Frameから設定した電文長分の電文データを抽出する。 
 

（ⅰ）電文検出方法 
・前提条件 

１．電文には開始固定コード(01)がある。 
２．各端末における送信周波数（チャンネル）は既知である。 
３．各チャンネルには FSK(Frequency-shift keying)された信号の Low, High がある。  
４．電文は連続送信されることはない。  
 

・検出方法 
１．受信電波を FFT し、その周波数スペクトル値を時系列で保存する。（下図参照） 
２．下図ではチャンネル 1L、Frame16 が電文開始コードの開始位置となる。例え

ばこの位置の周波数スペクトル値（以下、「値」）は、このチャンネルのこれより

過去の Frame の 1L の値及び 1H の値よりも高い可能性が高い。同時に、電文

開始コードの他の位置（つまり Frame9 から Frame15 の 1L、及び Frame1 か

ら Frame8 の 1H）の値も、Frame16 より過去の Frame の 1L の値及び 1H の

値よりも高い可能性が高い。これら電文開始コードの計 16 位置の値それぞれを、

Frame17 から Frame32 の 1L と 1H の計 32 位置の値それぞれと比較する。こ

の条件数は計 512 である。 
3．更に、同上電文開始コードの開始位置（Frame16 の 1L）の値は、同じ Frame

の同じチャンネルの相対する FSK 周波数（Frame16 の 1H）の値よりも高い可

能性が高い。同時に、電文開始コードの他の位置（つまり Frame9 から Frame15
の 1L、及び Frame1 から Frame8 の 1H）の値も、相対する FSK 周波数（つま

り Frame9 から Frame15 の 1H、及び Frame1 から Frame8 の 1L）の値より

も高い可能性が高い。これら電文開始コードの計 16 位置の値それぞれを、相対

する FSK 周波数の値それぞれと比較する。この条件数は計 16 である。 
4．このようにして、このチャンネル、この時刻に電文があるのであれば満たすであ

ろう両条件（上記の前提条件に基づく）をある確率以上満たす場合、その位置を

電文開始位置とする。 
5． 1 回の FFT 処理ごとにこれを全チャンネルについて行う。 
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図③-3.28 FFT した周波数スペクトルの時系列データと検出方法  
 
 

 
（ⅱ）電文復調方法 
１．電文は電文開始コードを含め 1bit あたり 8Frame で、電文データは電文開始コ

ードに続く。２－１電文検出方法の、検出方法 1 項の時系列データより、電文開

始位置から始まる電文開始コードも含めた 8Frame 毎に 1bit の電文データを下

記２項に従って復調する。 
２． 1bit 内の各 Frame について、それぞれ相対する FSK 周波数の値を比較し、

L/H 判定する。当該チャンネルの周波数が低い側の値のほうが大きければ L と

し、そうでなければ H とする。各 Frame の計 8 判定のうち、L 判定のほうが多

ければ 0 とし、H 判定のほうが多ければ 1 とする。同数の場合は、この bit を含
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む電文自体を誤りとする。 
３．２項及び後の受信電文検査で誤りと判定された場合、検出された電文開始位置

の 2Frame 過去、1Frame 過去、1Frame 未来、2Frame 未来を、順に電文開始

位置として同様に復調と受信電文検査を行う。受信電文検査で誤りが無ければそ

の時点で、それを受信電文とする。全て誤りと判定された場合、この電文は誤り

として排除する。 
４．２項で、0 に復調された L 判定の周波数が低い側の値、及び 1 に復調された H

判定の周波数が高い側の値を、電文全体に渡り平均した値を受信信号強度とする。 
 
 

（ⅲ）回路図と基板写真 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図③-3.27 (a)回路図, (b)基板

 
（ⅳ）動作試験と結果 
・試験方法 

信号発生機（ROHDE&SCHWARZ 製 SMU-200A）を用いて、固定文 01 をもつ電

文を発生させ、受信機により受信可能かどうかを確認した。 
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同軸ケーブルで信号発生機と受信機を接続した場合 
信 号 源 周 波 数

(MHz) 
信 号 源 強 度

(dBm) 
受信成否 信 号 源 強 度

(dBm) 
受信成否

310.3692 -35 ○ -105 ○

315.1692 -35 ○ -105 ○

319.7662 -35 ○ -105 ○

  ・-105dBm 以下では受信できない場合が多かった。 
  
信 号 発 生 器 と 受 信 機 に ア ン テ ナ (Linx Technologies Inc 製

ANT-315-CW-HWR-SMA)を接続し、発信機と受信機を 1.5m 程度離して無線で受信

した場合 
信 号 源 周 波 数

(MHz) 
信号源強度

(dBm) 
受信成否 

310.5635
-30 ○

-36 ×

  ・受信機部分でのノイズレベルの測定は行っていない 
 
（複数チャンネル同時に信号を同時に出す装置がないため）アナログ回路を介さず、

直接デジタル信号をパソコンより入力し、4 チャンネル同時に電文を入力した結果、

4 チャンネルで同時に受信が可能であることを確認した。 
 

（ⅴ）まとめ 
 無線センサネットワークに必要な同時多元接続と、無線センサ端末の送信時の低

消費電力化を可能とする新たに考案した受信方法を試験する受信機を試作し、その

実現可能性があることを実証した。今後はアナログフロントエンド、デジタル部分

を分けて詳細な性能試験を進める。 
 

５）事業化に向けた課題と今後の進め方   
（ⅰ）クリーンルームでの市場規模、センサネッとワークのアプリケーション調査 

センサネットワークの事業化に向けた課題抽出に向けて、クリーンルーム、植

物工場等のセンサネットワークの活用が想定されている、市場、および省エネに

対する課題を明確にする必要がある。以下に高機能センサモジュールを用いたセ

ンサネットワークが適用される想定価値のある市場調査の結果について記す。 
 
a)消費エネルギーの推移と内訳 

地球温暖化防止のため社会全体に省エネルギーが求められる中、クリーン・ル
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ームはエネルギー多消費型の施設でありエネルギー削減が進められている。各メ

ーカーから発表された消費エネルギーの推移を図Ⅴ.1.4.1.293.1.4.1.29 に示

す。基準年は企業ごとに異なるため、1990 年比の値に補正している。各社排出

量を低減させており、2009年では 1990年比平均でおよそ 5割の省エネルギー化

が進められている。 
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ルネサステクノロジ 
CO2排出量（実質生産高原単位）1990年基準

パナソニック 全社 工場 
CO2排出量（実質生産高原単位）2000年基準

エルピーダ 
CO2排出量（ウェハ投入枚数原単位）2003年基準

STマイクロ 
電気量（per unit of production)1990年基準

TSMC 
電気量（per unit of wafer out cm2)2003年基準

WSC 
ウエハ面積当2001年基準

6社単純平均

 
図Ⅴ.1.4.1.29 各メーカー発表の消費エネルギー推移（基準年の違いを規格化） 

 

エネルギーの内訳の例としてパナソニックの砺波工場で消費されたエネルギ

ーの割合を図Ⅴ.1.4.1.30に示した。製造設備と空調や排水などの動力設備の割

合はおよそ 1:1 である。動力設備の中でも空調（冷凍機を含む）が も大きく、

全体に対しても 42%と多い。 

 

パナソニック
砺波工場
2007年
(8inch)

製造設備
45%

空調
42%

純水/排
水
7%

照明
1%

その他
5%

 
図Ⅴ.1.4.1.30 パナソニック 砺波工場（2007年度） 消費エネルギー割合 

（出典） パナソニック 砺波工場発表資料  より 
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b)ク

空

リーン・ルームの省エネルギー対策 

クリーン・ルームの省エネルギー対策は大きく分けて以下に分類することがで

きる。 

 空調方式 

 熱源 

 装置 

 

調方式 

空調方式を変更するには建屋全体の変更が必要になるため、クリーン・ルーム

の新設時に、新しい方式が導入される。1990 年ごろには大型のファンを使って

クリーン・ルーム全体を一括して空調を行う方式であったが、1995 年ごろから

FFUを用いたユニット方式に移行し、2004年ごろからは、必要と思われる必要

小限の部分だけに局在化してクリーン度を上げ、他の部分は循環風量を削減化す

る局所空調方式が用いられるようになった。必要な製造環境に応じて局在的に空

気か循環し、効率的に清浄な環境を維持している。 

現在では必要なクリーン度とクリーン・ルームの規模（面積）によって各種の

空調方式化から適したものを選択して用いている。 

 ・全体空調 

（大型ファン方式） 

 ・全体空調 

  （ユニット方式） 

 ・局所空調 

1995 2004 1990 
 

図Ⅴ.1.4.1.31 空調方式の変遷 

 空調が使用するエネルギーの占める割合は約 4 割（図Ⅴ.1.4.1.30）と大き

く、その削減効果が大きいため空調方式を変更することで低エネルギー化が進め

られている。JEITAの試算では全体空調から局所空調へ方式を変更することで空

調のエネルギー使用量はもとの全体空調の 40%(図Ⅴ.1.4.1.32)と大幅な省エネ

化が推進されている。 
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図Ⅴ.1.4.1.32 空調方式の改善による消費エネルギー低減 

（出典）JEITA 発表資料より 

冷熱源 

クリーン・ルーム内の装置を冷却し、室内の温度・湿度を一定に保つため、様々

な冷熱源がクリーン･ルーム内に存在する。例えば、導入する外気の空調、クリ

ーン・ルーム内で循環させる空気の空調、冷却水の生成、供給する純水の温度調

節などがある。これらの冷熱源に関して廃熱の再利用、ヒートポンプやインバー

タなどの高効率機器の導入などにより省エネルギー化を実現することができる。 

 

装置 

 装置ごとに新機種で省エネ性能の向上が進められている。装置の省エネ化を

行うためにはプロセス処理時のエネルギー低減を図るとともにアイドル時のエ

ネルギー低減を図ることが重要である。多くの装置は温度や真空度を一定に保つ

ためにアイドル時にも処理時に近いエネルギーを消費している装置が多く、これ

を如何に減らすが課題である。 

 また、真空ポンプやチラーなどの装置のユーティリティ側でもモーターのイ

ンバータ化などによる省エネルギー化が進められている。 

図Ⅴ.1.4.1.33に装置の消費エネルギーの削減例として日立ハイテクノロジーズ

のドライエッチャーの消費エネルギーの変遷を示す。2005年時点に比べ 2010年

ではプロセス処理時 73%、アイドル時では 65%、およびユーティリティ側では処

理時で 76%、アイドル時で 75%の消費電力となっている。 
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図Ⅴ.1.4.1.33 ドライエッチャーの消費エネルギーの変遷（日立ハイテクノ

ロジーズデータ） 

（出典）SEMI 2010年 省エネ座談会 発表資料より 

 

 以上の省エネルギー技術をまとめる。 

 空調方式では新たな空調方式の導入により 40%の省エネルギー化が推進さ

れている。 

 熱源に関しては、廃熱の再利用、ヒートポンプやインバータなど高効率機器

の導入が主な対策である。 

 装置では、新機種で省エネルギー性能が向上されており、旧モデル比で 50

から 70%の削減を行っている。 
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c)技術動向 

 平成 20年度に公表された各社の対策を図Ⅴ.1.4.1.34に示す。設備の空調、

水まわりが対策の中心となっている。対策は冷水・純水の水処理関係と空調が中

心である。生産装置に関するものは少ない。 

冷水 空調 

・冷凍機廃熱回収 

（ルネサス・西条） 
・除湿過冷却分を工場冷水（排水）で熱回収 

（シャープ・福山） 

・空調用温水の廃熱利用 ・冬季の外気による冷水作成/活用 

（東芝・四日市） （ソニー・大分） 

・工場からの戻り冷水による外気加温（冬季） ・高効率冷凍機導入 

（ルネサス・西条） （シャープ・福山） 

・水膜加湿装置導入による蒸気加湿レス化 
・高効率冷凍機導入、ﾎﾟﾝﾌﾟｲﾝﾊﾞｰﾀ化 

（エプソン・富士見） 
（シャープ・福山） 

・循環ファンの運転台数削減 
・高効率ｲﾝﾊﾞｰﾀﾀｰﾎﾞ冷凍機導入 

（東芝・大分） 
（富士通・三重） 

・外気除湿後の再加熱設定値を下げる 
・循環方式見直しによる熱効率向上 

（東芝・大分） 
（エプソン・鳥取） 

・CR 温度による FFU 風量制御 
・ターボ冷凍機導入 

（エプソン・鳥取） 
（東芝・四日市） 

・見える化によるｺｼﾞｪﾈﾚ、ﾎﾞｲﾗ、冷凍機の運

転組み合わせ最適化 ・空調用冷水温度設定変更（7⇒9℃） 

（ソニー・大分） （パナソニック・砺波） 

・冷凍機の制御自動化による最適制御 

（東芝・大分） 
純水 

・逆浸透膜からの排水の廃熱回収 

ドライエアー 

・廃熱を利用してエアを乾燥 

（東芝・岩手） 

・生産用冷却水による純水加熱 
（東芝・四日市） 

（エプソン・鳥取） 

・ドライエアー設定圧力を下げる 
・廃熱による純水加熱 

（シャープ・福山） 
（東芝・四日市） 

・冷凍機廃熱回収 
その他 （ルネサス・西条） 

・装置排気量削減 

（シャープ・福山） 
・加熱器、逆浸透膜圧の設定値変更 

（エプソン・酒田） 

廃熱利用 機器導入 設定値見直し・機器停止 最適制御 

 

図Ⅴ.1.4.1.34 対策技術マップ 
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 対策技術の事例件数を図Ⅴ.1.4.1.35に示す。「廃熱利用」の件数が も多く、

「機器導入」「機器見直し・機器停止」が続く。また、「 適制御」の件数は少な

い。 
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図Ⅴ.1.4.1-35 対策技術 

省エネルギーの対策はおもに水処理と空調の設備に対して行われており、対策

技術は「廃熱利用」 もが多く、「機器導入」「機器見直し・機器停止」が続く「機

器制御」は比較的少ない。 
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d)クリーン・ルームの排気量削減による省電力効果 

図Ⅴ.1.4.1.36に工場のエネルギー使用割合を示す。外気導入に伴い必要とな

る消費エネルギーの割合は、排気ファンで直接消費される 4%と、外気導入に伴

い必要となる間接的な「外気加熱」「外気冷却」「外気処理ファン」の割合

17+5+5=27%の合計 31%となる。排気に伴い必要となるエネルギーは、クリーン・

ルームで消費される全エネルギーの 31%と大きい。ガスセンサを導入することな

どにより、排気量をコントロールし、排気量を削減できれば、省エネルギー効果

は大きい。 

 

 

図Ⅴ.1.4.1.36 工場（エプソン）のエネルギー使用割合（出典）エプソン発

表資料より 
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２）事業シナリオと課題 
・本プロジェクトではクリーンルームの省エネルギーに向けて、クリーンルーム内

の温度、湿度、風量等の環境をきめ細やかにセンシングをし、 適環境制御を行

うことで省エネルギー化を実現することを目的としている。そして、 
③-１項の検討で記載のとおり、きめ細やかなセンシング、および 適制御を行

うことによって省エネルギー化がはかれることが確認できた。 
しかしながら、実際のビジネスにあてはめて考えると 10cm□サイズ、そして 10
万円/個以上するパーティクルセンサを細かく多数設置することはスペース、お

よび投資の観点で現実性がない。本プロジェクトで作成したセンサモジュールは

30mm□×t10mm の小型サイズでありスペースの観点では実用レベルにあると

考える。また、価格についてはセンサによるが、従来センサコンポーネントに比

べて、原価で一桁以上の価格に抑えることができると考えている。これは、次の

ことが大きく寄与していると考えている。 
 
① 市販のディスクリート部品で構成していること、 
② 約 30 種類のセンサ、無線、そしてバッテリを差し替えできることがで

きセンサ項目によらずに汎用化ができていること。 
③ 同一センサモジュールでも上述のとおり一定周期でのセンシング、常時

センシング方式等にも対応した共通センサモジュールであり、想定され

る利用状況にほとんど対応できるプラットフォーム化を進めたことが

3.1.4.1.3 項記載の課題はあるが、標準品での構成、汎用性が高いために

実用化に向けての障壁は低いと考えている。 
 

・本高機能センサモジュールはクリーンルームをはじめ、電力削減効果の大きい投

資対効果の成立するアプリケーションでは早期に実用化が進むと考える。 
 が、以下の観点でさらなる改善が望まれる。 
  ①電池レス化：電池には寿命があるため寿命が存在する。電池交換の工数、バ

ッテリ切れによるセンシング動作不良等の課題がある。 
     このために、メンテナンスフリーであることは実用化加速に非常に重要

なポイントである。 
     振動、照明、太陽光等の環境で発電するデバイス、あるいは環境電源か

らの無線給電等の技術が必要となる。 
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  ②低消費電力化 
     電池レス化に大きく影響するのが低消費電力化である。 
     センサの消費電力ばかりでなく、待機電力、処理回路の消費電力、そし

て、無線での消費電力トータルでの改善が重要である。 
     上記改善に向けては以下のような候補技術が望まれる。 

・ センサ  ・・静電容量方式等消費電力の少ないセンサ 
・ 無線  ・・センシング処理アルゴリズムによる無線送信頻度     

を必要 小限に行う。あるいは、センサでの送信内容

を極力抑え短文での通信を行う。また、無線出力が小

さくても確実にセンシング情報を拾える受信技術。 
・ LSI    ・・センサネットに特化した省電力 LSI 
・ 待機電力 ・・何ら中のセンシング情報でセンサモジュールが動  

         作するイベント起動型スイッチ   
 

       ③ 低コスト化          
      センサネットワークを広く普及させるためには、上記メンテナス 

フリーに加えて安価であることが不可欠である。本高機能センサ 
モジュールではディスクリート部品の組合せで共通化しており、比較

的安価な構成となっている。さらなる低コスト化を進めるためには、

ディスクリートではなくウェハレベルでの集積化が重要となる。８イ

ンチ、あるいは 12 インチ単位でのセンサモジュールの集積化をはか

り、チップレベルでセンサノードとして機能することができると格段

に安価なセンサノードが形成できる。将来のセンサノードのイメージ

を以下の図に示す。複数のセンサ、信号処理、無線、そして発電およ

び蓄電機能を内蔵した高機能小型安価なセンサノードを目指してい

くことが重要である。 
 
 
高精度センサ 信号処理IC

 
 
 積層メモリ 

 専用LSI 無線チップ
 
 
 
図Ⅴ.1.4.1.28  小型チップレベル高機能センサモジュールイメージ 

数ミリ角
高集積MEMSセンサ 
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・今後の事業展開について 
  センサネットワークの普及には、3.1.4.1.5.2 項記載のメンテナンスフリーで安価

なセンサノードが不可欠である。一方、事業として考えると安価なセンサノード

だけの事業は剥離多売となり携帯電話の部品に代表されるように高収益化には

不向きである。センサネットワークのシステムとしての事業、そしてセンサノー

ドは使い捨てができるようなモデルが良いと考える。 
 
 
        

 



Ⅴ．１．４．２ 低消費電力 LSI  
（１） 研究の目的 

 センサネットの実用化には、無線センサネットモジュールの消費電力低減が重要である。 

本研究では、無線センサモジュールを構成する要素のうち、アナログフロントエンド（AFE）

回路について、低電力化を検討した。 

一般的な無線センサモジュールのブロック図を図Ⅴ.1.4.2.1-1 に示す。センサからのアナ

ログ出力を、AFE 回路で増幅し、デジタル信号に変換する。デジタル信号化されたセンサ

出力をマイコンで処理し、無線信号（RF）回路で送信する構成である。これらの回路は、

電池で駆動する必要があり、低電力動作が強く要求されるため、無線センサモジュールの

間欠動作や無線送信頻度の削減等により平均消費電力を抑制することが広く行われている。 

図Ⅴ.1.4.2.1-2 に無線センサモジュールの一例として、センサ測定を 1 分に 1 回行い、10

分に 1 回の無線データ送信を行う場合の消費電力の内訳を示す。無線データ送信が約 4 割、

マイコンの消費電力が約 4 割、センサ測定に関しては約 2 割を消費している。さらに詳細

に見ると、センサ測定のうちの 4 分の 3、すなわち、無線センサモジュール全体の 15%は

AFE 回路が消費している。 

マイコンや RF 回路は、半導体加工技術の進歩による CMOS 回路微細化の恩恵により、

低消費電力化が進んでいる。しかしながら、AFE 回路についてはマイコンや RF 回路と比較

して、低消費電力化があまり進んでいなかった。これは、微細化により大きくなるトラン

ジスタ等の素子特性バラつきに、アナログ回路はデジタル回路と比較して強く影響を受け

ることから CMOS 回路の微細化による恩恵を享受し難いこと、また、チップ面積（チップ

面積はコストに比例する）や測定精度は、消費電力と一般的にトレードオフの関係にある

こと等に起因すると考える。 

本節では、無線センサモジュールの更なる低消費電力化を実現するために、チップ面積

や測定精度を極力維持しつつ AFE 回路を低消費電力化する要素技術開発を行った結果を報

告する。 

 

RF
回路

マイコンセンサ

電池

増幅
回路

アナログフロントエンド (AFE) 回路

アナログ

デジタル
変換回路

無線センサモジュール

本開発の対象範囲

 図Ⅴ.1.4.2.1- 1 無線センサモジュールと本開発の対象範囲 
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無線
41%

(10分に1回送信)

マイコンによる演算
39%

センサ測定
20%

(1 回/分)
AFE回路

15%

センサ
5%

図Ⅴ.1.4.2.1- 2 無線センサモジュール消費電力内訳の一

例  
 

（２）低電力 AFE 回路の検討 

１）低電力化の方針と開発目標 

 AFE 回路の低電力化を実現するために、AFE 回路の動作を詳細に分析し、消費電力を削

減する方針を検討した。 

 図Ⅴ.1.4.2.2-1 に AFE 回路の動作による消費電力の模式図を示す。横軸は時間、縦軸は消

費電力であり、この図の面積が、消費電力量の大きさを表す。無線センサモジュールでは

間欠動作が行われるため、待機、1 回の測定、待機、1 回の測定…を繰り返し行う。この際、

待機時は極めて小さな電力しか消費しない。一方、測定時の詳細を見ると、まず増幅回路

およびその他周辺回路を起動し、回路安定化まで比較的長時間を要し、この間は mW オー

ダーの電力を消費する。その後、アナログ信号をデジタル信号に変換する Analog-to-Digital 

Convertor (ADC)を、比較的短時間起動（この時間は ADC の変換速度に依存する）し、この

変換に数 10 mW の大きな電力を消費している。 

 以上を鑑み、AFE 回路の低消費電力化へ有効と考えられる、 

(i) ADC の低消費電力化による、ピーク電力の削減（図Ⅴ.1.4.2.2-2） 

(ii) ADC の測定時間高速化による電力消費時間の削減（図Ⅴ.1.4.2.2-3） 

の 2 つを実現可能な ADC 回路の検討を行った。 

 まず、ADC の低消費電力化による、ピーク電力の削減に関して述べる。図Ⅴ.1.4.2.2-2 に

示すように、ADC の消費電力削減により AFE 回路全体の低電力化を実現できることは自明

である。しかしながら、ADC の消費電力は、変換速度、変換精度やチップ面積とトレード

オフの関係にある。変換速度や変換精度を犠牲に、消費電力は下げた場合、その汎用性は

失われ、本研究のターゲットである複数種類のセンサを搭載する無線モジュールにおいて

適用は難しくなる。また、チップ面積の増大は、実装面積が増えて無線センサモジュール
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の小型化の阻害要因になることは勿論、チップ面積に比例して生産コストも増大してしま

うことから実用的な回路にならない。そこで、本研究では、変換速度・変換精度・チップ

面積を極力落とさずに消費電力を下げる回路方式について検討を行った。 

 次に、ADC の測定時間高速化による電力消費時間の削減について述べる。AFE 回路の消

費電力は、AFE 回路を構成する各回路の消費電力と、起動時間の長さによって決まる。よ

って、図Ⅴ.1.4.2.2-3 に示すように、各回路の動作時間を短縮することは、AFE 回路の消費

電力削減に大きなインパクトを与える。そのためには、ADC の測定に係る時間を短縮する

ことが有効である。 

以上の検討より、本研究において開発する ADC の性能目標を、表Ⅴ.1.4.2.2-1 のように定

めた。 

開発する ADC の測定分解能は 14 bit とし、有効 bit 数（Effective Number Of Bits: ENOB、

雑音・入力周波数を考慮した有効分解能）は 11 bit (フルスケールの約 0.05%)以上を目標と

する。っこれは、現在の無線センサモジュールを用いたセンサネットシステムにおいて要

求される分解能と、同等かそれより高い目標であり、実現できれば幅広い分野における無

線センサモジュールで応用可能な分解能である。 

また、サンプリングレートは、1 M samples/second (Msps) と、従来の無線センサモジュー

ルで主に用いられている ADC より 10～100 倍以上の高速な仕様とした。これにより、ADC

の測定に係る時間短縮による低消費電力化を狙った。 

消費電力の目標は、10 mW 以下とした。本数値は、現状の無線モジュールおよびセンサ

用アナログ回路の消費電力（数 10 mW 程度）から 50%以上の削減を目指すものとして設定

した。14bit 分解能、1Msps の高精度・高速動作において 10 mW 以下を実現できれば世界最

高レベルの低消費電力 ADC となる。 

また、無線センサモジュールの間欠動作を考慮した消費電力目標として、1 秒に 1 回の測

定を行った際の平均消費電力 10μW 以下を設定した。これは、無線センサモジュールにお

いて、将来適用が期待されている環境発電技術の動向を鑑み、100μW 程度の環境発電モジ

ュールを適用した無線モジュールにおいても、本開発技術を応用可能になる目標値として

設定した値である。 

表Ⅴ.1.4.2.2-1 ADC の目標仕様 

項目 目標値 

測定分解能 14 bits 

有効 bit 数 (ENOB) 11 bits 以上 

サンプリングレート 1 M samples / second (Msps) 

消費電力 (測定時) 10 mW 以下 

消費電力(平均) 10 μW 以下 (1 sample/sec） 

回路面積 2.25 (1.5 × 1.5) mm2 
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消費電力

時間

 

図Ⅴ.1.4.2.2-1 1 回測定におけるアナログフロントエンド回路の消費電力模式図 

図Ⅴ.1.4.2.2- 2 低電力化方針 1：ADC 消費電力の削減 

図Ⅴ.1.4.2.2- 3 低電力化方針 2：ADC と増幅回路の高速化 
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 ただし、これらの目標値を達成したとしても、高コスト技術となっては、センサネット

ワークでの適用は難しい。そこで、LSI のコストを決定する主要因である回路面積について、

本検討では 1.5 mm×1.5 mm 以内を目標とした。既存の同程度の性能を有する ADC と比較

しても小面積であり、パッケージング等を考慮したうえでも、本研究でターゲットとして

いる小型の無線センサモジュール(30 mm× 30 mm)に適用可能な面積である。 

 

２）ADC の低電圧化のための CMOS プロセス検討 

 一般に ADC の消費電力は、低消費電力品でも数 10 mW と比較的大きい。本研究では、

ADC の変換動作に係る消費電力を 10 mW 以下に削減することを目標に、ADC の電源電圧

を低くすることを検討した。CMOS 回路を低消費電力化するには、微細なトランジスタを

用いて構成し、電源電圧を低くすることは有効である。ただし、アナログ回路の設計難易

度は高くなる。また、微細なトランジスタを用いた場合、トランジスタがオフ状態で流れ

る電流（リーク電流）が消費電力を増大させることも考慮する必要がある。 

図Ⅴ.1.4.2.2-3 に、トランジスタのサイズ（ゲート長）と、電源電圧およびリーク電流の

関係例（ITRS：国際半導体技術ロードマップを基に作成）を示す。横軸にトランジスタの

ゲート長、縦軸に電源電圧およびリーク電流をプロットしている。電源電圧は、半導体加

工技術の進化に伴い、5V から 1.2V まで低下しているが、130 nm 世代以降はトランジスタ

の閾値バラつきの影響により、電源電圧は下げ止まっている。一方で、リーク電流はトラ

ンジスタの微細化に伴い増大を続けている。そこで、本検討では、最も低い 1.2V の電源電

圧で、かつ、その中で最もリーク電流の低くなるゲート長 130 nm 世代のトランジスタを用

いて、ADC を設計した。 
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ITRS（国際半導体技術ロードマップ）の記述を基に作成 

図Ⅴ.1.4.2.2-3 トランジスタゲート長と電源電圧・リーク電流の関係 

 

 

３）デジタル補正機能による SAR 型 ADC の低電力化設計 

 本検討では、アナログ-デジタル変換方式として、デジタル補正技術を適用した逐次比較
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（Successive Approximation Register: SAR）型の低電力 ADC (参考文献[1])をセンサネットモ

ジュール用に設計した。 

 
 図Ⅴ.1.4.2.2-4 に一般的な SAR 型の回路の概略図を示す。SAR 型は主に、デジタル回路で

ある SAR と、デジタル-アナログ変換器（DAC）、比較器からなる。SAR が設定する DAC

の出力電圧を変えながら、アナログ入力信号と DAC 出力電圧の最も近くなるデジタル値の

探索を行う。 

 SAR はデジタル回路であり、微細 CMOS によっても容易に設計可能であり、低電圧駆動

による低消費電力化を実現し易い。しかしながら、アナログ-デジタル変換の精度を決定す

る DAC を低電圧化した場合、その出力電圧に関して同程度の SN 比を維持するためには、

回路定数を大きくする必要がある。 

 図Ⅴ.1.4.2.2-5 に DAC および比較器部の回路図を示す。一般的に、SAR 型で用いられてい

る DAC では容量を用いて電圧を生成する。この電圧を生成するための総容量値 Cs は、DAC

の出力電圧精度に対する、容量値の加工バラつき、および、熱雑音、の影響を鑑みて決定

する必要がある。 

 
 ここで、絶雑音と、本検討で用いる DAC の最小電圧を比較すると、電源電圧 Vdd は 1.2 

V、14 bit の差動入力の ADC の場合、ボルツマン定数を k、温度 T を室温程度、とし、 

図Ⅴ.1.4.2.2- 5  SAR 型 ADC で用いる DAC の回路図 
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図Ⅴ.1.4.2.2- 4 一般的な SAR 型 ADC の概略ブロック図 
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Cs
kT2

 < 
322

2
14 ×

× ddV
 ⇒ Cs > 6.2 (pF)      （式：1.4.2-1） 

となる。 

 次に、容量の加工バラつきを考える。容量の加工バラつきは、LSI の製造プロセスに依存

する数値であり、一概には言えないが、例えば参考文献[2]で用いられている実測から得ら

れた値を適用した場合、容量値のバラつきと DAC の精度を比較すると、 

( )
CsCs

Cs 41063
−×=Δ σ  < 142

1
 ⇒ Cs > 97 (pF)    （式：1.4.2-2） 

となる。式 1.4.2-1 および式 1.4.2-2 を比較すると、容量の加工バラつきが、容量値を決定す

るうえで支配的な要因となっていることがわかる。 

 上記より、非常に大きな容量値が 14 bit の SAR 型 ADC を設計するうえで必要になること

がわかる。しかしながら、大きな容量値が必要であることは、その充電に必要な電力も大

きくなるため、消費電力の増大を意味する。また、チップ面積も大きくなり、小型センサ

モジュール実現の障害となるうえ、コスト増大することも意味する。 

 そこで、本検討では、デジタル回路とソフトウェアにより容量の加工バラつきを計算に

より補正する方式(参考文献[1])を適用した。実現できれば、熱雑音のみを考慮した容量値(式

1.4.2-1)を選定できるため、消費電力およびチップ面積の大幅低減を図れる。 

 図Ⅴ.1.4.2.2-6 に検討したデジタル補正機能付きの SAR 型 ADC のブロック図を示す。入

力部に、同一のアナログ入力信号に対して、オフセット電圧±Δを印加した変換結果のデ

ジタルコード Di
±を出力する機能を追加した。入力信号を Vin、変換結果の各 bit に対する重

み係数を Wiとすると、入力と出力信号の関係は、 

OFS

N

i
iiin

OFS

N

i
iiin

WDWV

WDWV

+⋅=Δ−

+⋅=Δ+

∑

∑
−

=

−

−

=

+

1

0

1

0          (式：1.4.2-3） 

と表すことができる。ここで、もし DAC が理想的であれば、右辺の第一項は等しくなるは

ずであり、2 式の差は定数となるはずである。しかしながら、実際には加工バラつきに起因

する誤差が存在する。そこで、式 1.4.2-3 の 2 式の差（オフセットは省略）を e と置き、 

∑∑
−

=

−
−

=

+ ⋅−⋅=
1

0

1

0

N

i
ii

N

i
ii DWDWe      （式：1.4.2-4） 

この eがゼロになるようなWiの値を探索し、アナログ-デジタル変換に用いるようにすれば、

DAC の誤差を補正した出力が得られることになる。Wiの探索については PC やマイコン上

で計算することで容易に実現することが可能である。 

 上記のデジタル補正機能付きの SAR 型 ADC を用いることで、DAC 容量を 90％以上減ら

すことが可能であり、その結果、消費電力およびチップ面積の点でセンサネット向けとし
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て優れた性能を有する ADC を実現可能な設計見通しを得た。 

４）設計結果 

 （1）で述べた目標仕様を踏まえ、（2）（3）で述べた低電力 ADC の検討結果に基づき設

計した低電力 ADC のレイアウト設計結果を図Ⅴ.1.4.2.2.-7 に示す。 

 本 ADC の動作電圧は 1.2 V で、測定分解能は 14 bit である。レイアウト設計結果を踏ま

えたシミュレーションの結果、サンプリングレート 1 Msps における消費電力は 3.0 mW 程

度である。このように、高速・高精度な ADC を、デジタル補正機能により、実効面積で 1.6

×1.0 mm と非常に小面積で実現することができた。 

 センサネット用の AFE 回路に用いるものとして、十分な性能を有する ADC を設計でき

たと考える。 

 

 

（３） 低電力 AFE LSI の試作検証 

 検討したデジタル補正 SAR ADC によるセンサネット用 AFE LSI を試作し、低電力化効果

図Ⅴ.1.4.2.2- 7  デジタル補正機能付き SAR 型 ADC のブロック図 

∑
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図Ⅴ.1.4.2.2- 6  デジタル補正機能付き SAR 型 ADC のブロック図 
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の検証を行った。試作した LSI のブロック図を図Ⅴ.1.4.2.3-1 に示す。無線モジュールに搭

載し、センサを接続した状態を検証できるように、前項で設計した ADC に加えて、下記の

周辺回路を設計、集積化した。 

・ 動作クロックを生成する回路 

・ 必要な電圧（基準電圧、電源電圧）を生成する電圧生成回路 

・ マイコンと接続するためのデジタルインターフェース回路等を構成するロジック回路 

・ センサからの入力信号のゼロスパン調整回路（Programmable Gain Amp (PGA)と 8 bit の

DAC で構成） 

また、センサは 4 つまで同時に接続できるようにし、マルチプレクサ（MUX）で信号を選

択している。 

 図Ⅴ.1.4.2.3-2 に試作した LSI チップの光学顕微鏡写真（表面状態の観察のため、表面の

保護用ポリイミド膜を除去して撮影）と、評価のためにパッケージングした状態の写真を

示す。なお、チップ写真中、白枠で囲んでいない部分については、未使用領域か、もしく

は動作テスト用の回路領域である。一般的な LSI ファウンダリの 0.13μm プロセスルール

で試作した。 

LSI の評価は、専用の評価用回路基板を用いた評価系（図Ⅴ.1.4.2.3-3）を構築して行った。

図Ⅴ.1.4.2.3-3(a)は LSI 特性の詳細評価用基板である。基板上に、高精度評価に必須となる、

入力アナログ信号のノイズ・歪みを除去するフィルタ、静特性評価用の高分解能電圧生成

回路等を搭載しており、ロジックアナライザ等の測定器と組み合わせることで、14 bit 分解

能の ADC 特性を評価可能な高精度評価用基板である。また、実際の無線センサモジュール

に近い回路構成で消費電力等を評価するための小型評価用基板（図Ⅴ.1.4.2.3-3(b)）も作製

した。 

 以下、評価結果について述べる。 

 図Ⅴ.1.4.2.3-4 にデジタル補正 SAR ADC の出力スペクトル測定例を示す。Vpp 2.16 V (フル

スケールに対して 90%の Vpp）、周波数 1 kHz のサイン波を入力信号に用い、デジタル変換

出力値をロジックアナライザで取り込み、PC 上でデジタル補正を行った。デジタル補正の

前後で FFT 解析したスペクトルから Signal to Noise plus. Distortion Ratio (SNDR)を見積り、

ENOB を求めた結果、デジタル補正前は ENOB 10.1 bit (SNDR 62.4 dB）程度であった。それ

に対し、デジタル補正後は、ENOB 11.7 bit (SNDR 72 dB)であり、測定精度が 1.6 bit（約 3

倍）改善している（デジタル補正後のスペクトルには、測定系起因と見られる AM 変調性

ノイズがスペクトル中に現れており、このノイズが改善されることを仮定した。このノイ

ズが改善しない場合は、ENOB 11.4 bit (SNDR 70.1 dB)となる）。この他、測定条件を変えて

検証を行い、ほぼ同等の特性を得られることを確認できた。 

 表Ⅴ.1.4.2.3-1 に SAR ADC の評価結果のまとめを示す。実測から、測定時の消費電力は

2.5 mW 程度であった。これは、目標値 10 mW に対して大幅に削減できている。その他の項

目も、概ね設計通りの値が得られ、目標性能通り、もしくは目標を上回る結果が得られた。 
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図Ⅴ.1.4.2.3-2 試作した AFE LSI 左：パッケージング後の写真、右：チップの光学顕微鏡
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図Ⅴ.1.4.2.3-3 本検討で構築した AFE LSI の評価系 

図Ⅴ.1.4.2.3-1 ADC 低電力効果検証用 AFE LSI のブロック図 
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表Ⅴ.1.4.2.3-1 デジタル補正 SAR ADC の評価結果 

項目 目標値もしくは設計値 性能値（実測） 

動作電圧  1.2 V 1.2 V 

サンプリングレート 1 Msps 1 Msps 

分解能 14 bits 14 bits 

有効 bit 数(ENOB) 11 bit 以上 11.7 bits 

消費電力 (測定時) 10 mW 以下 2.5 mW 

回路面積 2.5 mm2以下 1.6 mm2 

 

これらの検証結果より、無線センサモジュールに十分な精度 11.7 bit と測定速度 1Msps の

測定性能を有しつつ、3.0 mW という非常に低消費電力な ADC を 1.6 mm2 の小面積で実現で

きたと考える。 

 最後に、平均消費電力を見積もるために行った、AFE LSI の各ブロックの消費電力の測定

結果を表Ⅴ.1.4.2.3-2 に示す。なお、PGA については、LSI の構成上、単独での正確な値の

実測は不可能であるため、回路シミュレーション結果から見積もった値を記載している。

表Ⅴ.1.4.2.3-2 を基に、各回路の起動後の安定待ち時間は 0.5～2 msec 程度、変換動作時間を

表Ⅴ.1.4.2.3-1に記載のサンプリングレート 1Mspsから約 1μsecと仮定すると、表Ⅴ.1.4.2.3-2

から 1 秒間に 1 回の測定を行う間欠動作時の平均消費電力は、概ね 5～10μW 程度になると

見積もることができ、目標の 10μW 以下を達成すると考える。 

 なお、平均消費電力は、周辺回路の起動・安定待ちに費やす時間に強く依存しているこ

とから、起動時間短縮化による削減の余地を残しており、今後の検討課題であると考える。 

 

 

 

 

 

図Ⅴ.1.4.2.3-4 デジタル補正前後における SAR ADC の測定スペクトルの比較 

(a) デジタル補正前 

測定系起因のノイズ成分

ノイズフロア
減少

(b) デジタル補正後 
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表Ⅴ.1.4.2.3-2 AFE LSI を構成する ADC 以外の各回路ブロックの消費電力 

 動作時の消費電力 (mW) 

ロジック回路 0.0 

電圧生成回路 1.2 

クロック生成回路 0.2 

DAC 1.3 (最大出力時) 

PGA 2.5（シミュレーション値） 

合計 5.2 

 

（４） まとめ 

 センサモジュールのアナログフロントエンド（AFE）回路を低電力化するために，低電圧

(1.2V），高速サンプリング動作の ADC 回路技術を開発した。動作時消費電力 2.5 mW、サン

プリングレート 1 M sample/sec、有効 bit 数 11.7bit のデジタル補正機能を有する逐次比較方

式の ADC を、回路面積 1.6 mm2（一般的な同等性能の ADC と比較して 90%以上の削減）の

小面積で開発し、試作により動作を実証した。開発した ADC を適用することで AFE 回路

の、1 秒間に 1 回の測定を行った場合の平均消費電力を 10μW 以下（従来比 60％以上の削

減）にできる見込みであり、センサモジュールの長寿命化に向けたアナログフロントエン

ド回路の要素技術開発に成功したと考える。 

 

（５） 参考文献 

[1] W. Liu, P. Huang, and Y. Chiu, “A 12b 22.5/45 MS/s 3.0 mW 0.059 mm2 CMOS SAR ADC 

Achieving Over 90dB SFDR,” ISSCC Dig. Tech. Papers, pp. 380-381, Feb. 2009. 

[2] 遠藤 洋輝, 宮原 正也, 松澤 昭, "マルチビット型パイプライン型 ADC の検討", 電子情

報通信学会 シリコンアナログ RF 研究会(RF), 京都, vol. RF2006-1, p. 3, May 2006. 
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Ⅴ．１．４．３ 新センサデバイス原理 
（ⅰ）ナノ構造ガスセンサ 

 (ⅰ)-1研究の目的 

粒状の物質に最密充填構造を取らせると高表面積，高密度等の優位性を示すこ

とから，微粒子の自己整列構造を利用したデバイス 1),2) 及びプロセスが盛んに研究

されている、微粒子の自己組織化現象を利用したプロセスと移流集積法があげら

れる。移流集積法は懸濁液と呼ばれる固体粒子が分散した溶液に基板を浸漬させ

行う。このような懸濁液に分散させる材料を変えることで、配列材料を変えるこ

とが可能であり、さまざまな材料への展開が期待できる。また、基板を懸濁液に

浸漬させるプロセスであるので、比較的簡易な装置構成、基板の一括処理が可能

で低コストプロセスが期待される。これらの微粒子を 3D 構造に配列することがで

きれば、膜厚の制御性向上やフラットな基板と比べて表面積の増大，微細流路デ

バイスへの応用といった可能性が期待される。この為、研究開発項目③「３次元

ナノ構造形成プロセス技術の開発」（２）異種機能集積３次元ナノ構造形成技術

（２）－１ ３次元構造への選択的機能性ナノ構造修飾技術において、H21 年度

は移流集積法を利用し 3D 構造体(トレンチ形状)を形成した基板に粒子配列を試

み、トレンチの側壁のみにポリスチレン粒子を配列する事が可能であることを示

した。また、酸化亜鉛(ZnO)粒子のトレンチ構造への埋め込みを行うことに成功は

したものの、その性能を十分に確認するには至らなかった。また、H22 年度 G デ

バイスではクリーンルーム(CR)の低消費電力化を行い低環境負荷・グリーン化を

目指している。低環境負荷 CR へのガスセンサの貢献方法として、CR 内で運用さ

れるドラフトチャンバー及びその周辺のガスモニタリングがあげられる。ドラフ

トチャンバーは薬品を使用した場合にその薬品が作業者へ被曝することを防ぐた

め、局所排気装置が取り付けられており常に排気がなされている。作業者の安全

を考慮しその排気風量には基準が設けられ、0.5m/sec の風量を確保することで、作

業者が薬品に被曝することを防いでいる。しかしながら、CR 内は温度、湿度をコ

ントロールした精密空調及び、パーティクル管理がされたクリーンエアである。

エネルギーを消費し作製したエアを常に排気し続けることは、エネルギーを無駄

に排出していることに他ならない。このため、作業中のガス濃度を検出し、ガス

濃度に応じて排気風量を調節し、クリーンエアの排出量を削減することで低環境

負荷 CR へ貢献することができる。(図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.1.1)このような背景から本年

度は 

・CR の有機ドラフトの測定対象ガスへ対応するためのターゲットガス絞り込み 



・トレンチへガスセンサを作製し、センササイズの低減を、検出感度維持 

・大面積プロセスの課題抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.1.1 ドラフトの環境制御イメージ 

 

（ⅰ）-.2.1 実験方法 

（ⅰ）-2.1.1 ターゲットガス選定 

 CR に設置された有機ドラフトでのガスセンシングを行う為、労働安全衛生法 

第六十五条の二第二項の規定作業環境評価基準や PRTR 制度を参考にし、CR や

MEMS プロセスで使用頻度が高いと考えられる有機溶媒を選定した。(表Ⅴ.1.4.3

（ⅰ）.2.1)これらの有機溶媒に対して、ガスセンサ材料として検討している SnO2

がセンサ応答をするかを、実際に有機溶媒ガスにガスセンサをさらし確認する。

これにより、有機溶媒の管理が必要かつセンサ応答が確認できた有機溶媒をター

ゲットガスとして選定する。 
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表Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.2.1 対象有機溶媒 

有機溶媒 管理濃度[ppm] 法令

アセトン 500 労働安全衛生法

イソプロピルアルコール 200 労働安全衛生法

キシレン 50 労働安全衛生法

クロロホルム 3 労働安全衛生法

Ｎ-Ｎジメチルホルムアミド 10 労働安全衛生法

トルエン 20 労働安全衛生法

メタノール 200 労働安全衛生法

シクロヘキサン - PRTR
ノルマルヘキサン - PRTR

メチルプロキシトールアセテート(PGMEA) -  

 

（ⅰ）-2.1.2 実験方法 

ターゲットガス選定の為、ドラフトで有機溶媒を開放し設置した SnO2ガスセン

サで応答を確認した。実験の外観写真と、ガスセンサ測定回路を図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.2.2

に示す。測定回路には、印加電 5 [V]としガス導入の無い大気中の基準出力を計

測し Vaとした。その後、表 1 に挙げた有機溶媒を開放して、その都度 Vgを計測し

SnO2で出力変化が発生するか確認した。 

有機溶媒計測系

測定回路
 

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.2.2 実験外観写真及び測定回路 

 

（ⅰ）-2.2 実験結果 

SnO2 ガスセンサでの各有機溶媒応答を計測した結果を図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.2.3 に示

す。基準電圧 Va は測定の結果 1.017[V]であることが確認された。各有機溶媒を導

入した場合の応答結果を図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.2.4 に示す。SnO2 ガスセンサが選定した

各有機溶媒中で出力変化を、 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.2.3 有機溶媒導入による SnO2 ガスセンサの応答 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.2.4 各有機溶媒導入時の SnO2 ガスセンサの応答 
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有機溶媒 応答結果 出力電圧[V] Vg/Va

エタノール ○ 1.973 1.939

アセトン ○ 3.032 2.980

イソプロピルアルコール ○ 2.355 2.315

N,N-ジメチルホルムアミド △ 1.237 1.216

シクロヘキサン ○ 2.143 2.106

PGMEA △ 1.209 1.188

トルエン ○ 1.536 1.509

ヘキサン ○ 1.995 1.961

クロロホルム ○ 1.474 1.448

基準電圧 1.017 [V]
1.5V以上の応答あり ○
1.5V以下の応答あり △
応答なし  

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.2.5 有機溶媒雰囲気中の SnO2 ガスセンサ出力 

 

していることが確認された。また、各有機溶媒の応答結果をまとめると図Ⅴ.1.4.3

（ⅰ）.2.5 のようになる。今回選定した有機溶媒で SnO2 ガスセンサが応答するこ

とを確認した。また、エタノール、アセトン、イソプロピルアルコール、シクロ

ヘキサン、トルエン、ヘキサン、クロロホルムでは比較的高い応答結果となり検

出し易く、N,N-ジメチルホルムアミド、PGMEA、では応答が低く検出しにくい有

機溶媒であることが確認できた。 

 

（ⅰ）-3.1 ガスセンサ作製 

酸化錫に代表される酸化物半導体はターゲットガスと固体の表面反応を利用す

る為、高温での動作が必要であるが、低コストでのセンサ作製が可能である幅広

く利用されている。3), 4), 5), 6) 今回ターゲットガスの選定を行った中で扱い易い有機

溶媒としてエタノールの評価を行った。エタノールは 3.3％～19%の濃度が大気中

に混在すると爆発し、高濃度有機溶媒中のガスセンサ感度の向上は重要である。

今回ポーラス化及びトレンチ埋め込みにより、センサ感度の向上効果を確認した。

また一方で、懸濁液を利用した移流集積法で作製する事で、より低コストのプロ

セスが期待される。この事から、センササイズの低減、表面積の向上によるセン
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サ性能の向上をトレンチに埋め込みポーラス化することにより確認する事を H22

年度の目的とし、またその際、ガスセンササイズの低減及びガス感度の維持を目

標とする。 

 

（ⅰ）-3.2 実験方法 

ガスセンサ作製のプロセスフローを図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.1、図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.2 に

示す。MEMS プロセスとの整合性を考え基板には Si(001)基板を使用した。トレン

チの作製は Deep-RIE で行い、エッチング後にレジストとポリマーの除去を O2 プ

ラズマアッシングで行った。その後、センサを絶縁するための熱酸化膜形成を行

い、基板表面及びトレンチ内に電極形成を行った。その後、ディップコーティン

グでパターニングを行う為の撥水膜(フルオロカーボン膜)を形成した。以上の処理

を行った基板に、ポリスチレン粒子をディップコートによって充填し、その後ガ

スセンサである SnO2 粒子の充填を行った。最後にポリスチレン粒子を燃焼させ空

孔の作製、及び SnO2 粒子の焼成を行った。 

また、リファレンス用として平坦基板上に SnO2 ガスセンサを形成した。絶縁用

熱酸化膜形成し、Au 電極をリフトオフ後、パターニング用の撥水膜を形成し、SnO2

粒子のディップコートを行った。平坦基板に作製したガスセンサは SnO2 粒子単体

をガスセンサとしたサンプルとポリスチレン粒子を利用してポーラス構造を作製

したガスセンサを作製した。その後焼成を行い選定した有機溶媒に対するガスセ

ンサ評価を行った。図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.3 に示すようにガスセンサ評価装置をガス

導入部、加熱部、制御部で構成し評価を行った。有機溶媒はエタノールを使用し

各濃度でのセンサ抵抗値を Rg とし、大気中のセンサ抵抗値 Ra との比を感度とし

た。 
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熱酸化

フォト

Au/Cr 電極蒸着

CF膜形成

PS ディップコート

SnO2 ディップコート

焼成

平坦基板プロセス (ポーラス構造)

熱酸化

フォト

Au/Cr 電極蒸着

CF膜形成

SnO2 
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平坦基板プロセス(ポーラス構造なし)

焼成

 

3.1.4.3（ⅰ）.3.1 平坦基板 SnO2 ガスセンサプロセスフロー 

フォト

Deep RIE

O2アッシング PS ディップコート

熱酸化

スプレーコート
フォト

リフトオフ
Au/Cr電極蒸着

スプレーコート
フォト

リフトオフ
CF 膜形成

SnO2
ディップコート

焼成

トレンチ基板プロセス(ポーラス構造）

 

3.1.4.3（ⅰ）.3.2 トレンチ基板 SnO2 ガスセンサプロセスフロー 
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ガス生成部
反応部

●加熱：500℃MAX
●材質SUS

計測部

●マスフロ

●最大測定値 1016Ω

●混合ガス
●希釈用ガス

○装置外観

●高濃度ガス用
気化器

○システム構成

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.3 ガスセンサ評価装置 

 

（ⅰ）-3.3 実験結果 

トレンチ埋め込みを行った SnO2 ガスセンサの SEM 画像を 3.1.4.3（ⅰ）.3.4 に

示す。基板上面から観察した SEM 画像から、トレンチ内部に SnO2 粒子のポーラ

ス構造が確認できるが、センサとして動作する電極間で一様な膜厚が形成されて

いるわけではなく、濡れ性の欠陥と思われる部分は薄く下地電極が確認できてい

ることから 1 層である。欠陥のない部分では厚く堆積し 9 層程度であることが確

認された。また、作製したガスセンサにはクラックが多数導入されてしまってい

ることも確認できる。しかし、センサ部が分断されているわけではなく、センサ

動作は確認できると判断し、ガスセンサとしての評価を行った。 
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SnO2ポーラス粒子膜

Au電極

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.4 トレンチ基板ポーラス SnO2 ガスセンサの SEM 画像 

Au電極

トレンチ

断面

SnO2ポーラス粒子膜

9.69μm

4.43μm
99.70μm

SnO2ポーラス膜上面

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.5 トレンチ基板ポーラス SnO2 ガスセンサの SEM 画像 

 

（ⅰ）-3.4 ガスセンサ評価 

 図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.6、図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.7、図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.8 に平坦基板上

及びトレンチ基板に作製した SnO2 ガスセンサの応答特性を示す。両者ともに、エ

タノール濃度の上昇に伴いセンサの抵抗値が減少しており、ガスセンサとして動

作している事が確認できる。また、ポーラス構造に作製しガスセンサは SnO2 粒子

膜よりも高い抵抗値を示している。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.6  平坦基板 SnO2 ガスセンサの応答特性 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.7 平坦基板ポーラス SnO2 ガスセンサの応答特性 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.8 トレンチ基板ポーラス SnO2 ガスセンサの応答特性 

 

平坦基板、トレンチ基板に作製したガスセンサのエタノール濃度に対する感度

特性を図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.9 に示す。平坦基板上に作製した SnO2 ガスセンサと比較

して、トレンチ基板に作製したガスセンサの 1000ppm から向上している事が確認

された。また、平坦基板上でポーラス状に形成したガスセンサの感度は、SnO2 粒

子単体のセンサと感度が変わらなかった。単層程度では高濃度での感度が向上せ

ず、ある程度積層することでガスセンサの性能が向上する結果となった。 

今回作製したガスセンサには、3.1.4.3（ⅰ）.3.5 に示すようにクラックが多数発

生している。抵抗値変化に関与しないと予想されるクラックを抑制すれば、さら

なる感度向上が期待できる。この為、クラックの抑制を行う事とした。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.9 各ガスセンサの感度、ガス濃度特性 

 

 

（ⅰ）-.3.5 ガスセンサのクラック抑制 

ガスセンサに発生するクラックがどの工程で入っているかを SEM観察から確認

を行った結果が図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.10 である。ポリスチレン粒子ディップ工程では

クラックが確認されていないが、SnO2 粒子ディップ工程でクラックが発生してい

る事が確認された。SnO2 のディップ時、すでに堆積したポリスチレン粒子中に

SnO2 懸濁液が濡れ広がりポリスチレン粒子の隙間に SnO2 粒子が入り込み、焼成

工程を経てポーラス構造が形成される。SnO2 懸濁液乾燥時の溶媒により粒子に表

面張力が発生しクラックが発生しているものと推定される。懸濁液の分散溶媒と

してよく使用されている有機溶媒の表面張力を図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.11 に示す。今回

使用した溶媒は純水であり表面張力は大きく 0.072.5Nm である。今回は懸濁液の

入手が容易なエタノールで表面張力を 0.022.5Nm に低減しディップコートを行っ

た。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.10 純水溶媒 SnO2 懸濁液でディップコート後の SEM 画像 

溶媒 表面張力[mN/m]

水 72.8

アセトン 23.3

エタノール 22.6

メチルエチルケトン 24.6

n-ヘキサン 18.4
 

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.11 代表的な懸濁液溶媒別表面張力 
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エタノール溶媒 SnO2 懸濁液でディップコートした結果が図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.12

である。観察結果からクラック発生が抑制されている事が確認できる。溶媒の表

面張力低減がクラックの抑制に効果的である事が確認された。 

トレンチ幅 10um 50um 100um

上面視

上面視拡
大

断面視

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.12 エタノール溶媒 SnO2 懸濁液でのディップコート結果 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.1.4 クラック導入有無によるガスセンサの抵抗値 
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クラックを抑制したガスセンサの抵抗値特性を図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.1.4 に示す。ク

ラックの抑制により、大気中での抵抗値 Ra が 5GΩから 900MΩへ約 4.1GΩ低減す

る結果となった。 

また、エタノール濃度に対するセンサ感度特性を図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.14 に示す。

クラック導入を低減する事により、エタノール濃度が 18753ppm の時で感度が約 4

倍向上する結果が得られ、センサ形状がセンサ感度に大きく影響する因子である

ことが確認された。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.14 クラック抑制ガスセンサ感度特性 

 

ガスセンサのトレンチ埋め込みにより、高濃度なエタノール雰囲気中でのガス

感度向上が確認されたが、トレンチ構造がどのような場合にセンサ感度の向上が

見込めるか確認をするため、トレンチの幅、深さ、長さをパラメタとしたガスセ

ンサを作製し評価を行った。図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.15 に大気中のセンサ抵抗値 Ra の

センサ数特性を示す。各トレンチ幅のサンプルでほぼ線形な抵抗値の推移が確認

された。また、Ra のトレンチ幅、トレンチ深さの特性を図に示す。トレンチの幅

に対しては線形な傾向が得られず、幅 10μm トレンチで抵抗値が下がるような形

となっている。また、トレンチ深さに対しても線形な傾向が得られず、トレンチ

深さ 25μm のサンプルで高抵抗を示す結果となった。長さ方向が線形に推移して

いるのに対して、幅、深さに対しては線形な傾向が見られないため、トレンチ内
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に形成した電極形状やセンサであるポーラス SnO2 構造の形状、SnO2 粒子と電極

間の接触に違いある可能性があり、正常に作製されているかの形状確認が必要で

ある。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.15 トレンチガスセンサの抵抗値、センサ数特性 
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Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.16 トレンチガスセンサの抵抗値、トレンチ幅特性 図
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図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.17 トレンチガスセンサの抵抗値、トレンチ深さ特性 

にし、平坦基板に作製したサンプルと比較

して感度が向上する事が確認された。 

 

また、センサとしては動作するため、感度評価を実施した結果が図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.18

である。深さ条件 10μm において幅 10μm の感度が高く、濃度に対する傾向が線

形でなく飽和しているような特性となっている。一方で、50μm、100μm の感度

は同程度であるが、線形性は保たれている。図に示したトレンチ幅 10μm サンプ

ルの大気中での抵抗値も考慮すると、センサ形状に違いがあることが推測される。

また、この結果からセンササイズを 1/2
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レンチガスセンサの感度、トレンチ幅特性 図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.3.18 ト
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（ⅰ

。今回は、懸濁液容器の大容量化を行い、

inch Si 基板上に粒子配列を行った。 

、引上げ速度、微粒子濃度、表面処理、基板サイズを条件とし

実験を行った。 

）-4.1 大面積化の検討 

本項では粒子配列技術の大面積化について検討したので報告する。現状では図に

示すように、チップレベルでの粒子配列を行っている。引上げ装置部、懸濁液容

器、基板固定アームから構成されており、インクジェット法やディスペンス法と

比較して大面積基板への一括処理が可能であり生産性の向上が期待される。将来

的にディップコーターによるガスセンサの大量産を考慮した場合、大面積 Si 基板

への粒子配列技術は必要不可欠である

4

 

また、微粒子配列は基板と懸濁液界面に生じるメニスカスを利用して行われる。

メニスカスの先端部では図に示すように、メニスカス先端部への溶媒の流れが起

こり基板への微粒子の供給が発生する。この微粒子の供給は雰囲気温度湿度で制

御され、懸濁液に分散している微粒子の濃度により粒子の供給量が決定する。こ

の時基板を液面から引き上げる事でメニスカスの先端部を移動させ、基板上に堆

積する粒子数を制御する。また、メニスカスが図のような親水性の場合粒子が堆

積するが疎水性を示す場合には堆積しない。また、従来のチップ基板から 4inch 基

板へ拡大するため

基板

懸濁液

基板
引上げ

Je :蒸発速度

Φ :懸濁液濃度基板

液体の流入

基板
引上げ

微粒子

メニスカス

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.4.1 ディップコート概要 

（ⅰ

 

）-4.2 実験方法 

4inch Si ウエハ用の装置構成及び実験の概要を図に示す。固定アームに 4inch ウエ

ハを設置しポリスチレン懸濁液に浸漬させる。浸漬後にアーム部が低速で上方に

可動し、ディップコートを行う。図に示すように懸濁液の容器は 4inch 用に変更
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を行いかつ懸濁液を大量に消費しないように、容器の内寸を長さ 120mm×高さ

100mm×幅 5mm、槽内容量 60ml として作製した。また、実験条件を表に示す。今

回 4inch 基板での懸濁液としては、粒子材料ポリスチレン、粒子径 1μm、懸濁液

溶媒を純水とし、回転子にて撹拌を行った。雰囲気の温度、湿度を 23℃、35%RH

一定として、基板引上げ速度を 0.24μm～2μm、懸濁液濃度を 1vol%、10vol%の

条件でウエハの引上げを行った。基板サイズはウエハをへき開もしくはダインシ

グし、実験を行った。 

 

ン

4inch Si 
ウエハ

PS懸濁液

浸漬

引上げ

懸濁液中から低速で引き上げる

基板固定アーム

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.4.2 ウエハ用ディップコーター構成 

 

 

Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.4.3 ウエハ用懸濁液容器の構成 図
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表Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.4.1 実験条件 

項目 小項目 材料、条件

引上げ速度 0.24～10μm/sec

懸濁液 粒子材料 ポリスチレン

粒子径 1μm

溶媒 純水

濃度 1、10 vol.%

基板材料 基板材料 Si (100)

ウエハ Φ100mm ウエハ、1/2分割φ100ウエハ

チップ 20mm×10mm

雰囲気条件 温度 23℃

湿度 35%RH

表面処理 O2 プラズマ 1min

BHF → SPM 各10min
 

（ⅰ

なり、1.5μm/s の条件では線状に粒子が堆積している事が確認された。

）-4.3 実験結果 

引上げ速度を 0.24～7μm/s に変化させ微粒子をディップコートした場合の外観写

真を図に示す。引上げ速度が低速の 0.24μm/s であっても粒子が配列しない結果と

引上速度
[μm/s]

7 1.5 0.24

外観写真

 

向か横方向

の長さのどちらが影響しているかの確認を行った。結果が図である。 

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.4.4  堆積粒子の引上げ速度依存性 

 

この結果から想定される原因として、ウエハの大口径化に伴い基板が懸濁液の流

れを阻害している事が予想され、最終的にメニスカス先端部への微粒子の供給が

阻害されている、もしくは供給されているが親水性化処理が不十分で微粒子が基

板に堆積できない、が挙げられる。この為、チップ基板、分割ウエハでディップ

コートを行った。またウエハの分割は縦横の 2 条件行い、基板の縦方
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基板 チップ 横分割 縦分割

外観写真

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.4.5 堆積粒子の基板サイズ依存性 

0×10mm に分割したチップウエハに関してはポリスチレン微粒子が堆積してお

 

2

り、このサイズの基板ならば粒子が配列する事が確認された。また、縦分割した

ウエハでは微粒子の配列は発生せず、横分割したウエハは横方向に一様に粒子が

配列している。基板の縦の長さが影響している結果となり、懸濁液内に浸漬して

いる基板が撹拌を阻害している事が確認された。また、今回懸濁液容量を削減す

るため容器の幅を 5mm としており、また粒子径 1μｍのポリスチレン微粒子は沈

降が発生する事から、十分な懸濁液の撹拌ができなかったものと推察される。基

板と懸濁液容器間にある程度の幅を持たせる事で改善する可能性もあり今後検討

が必要である。また、O2 プラズマ処理では有機物の残差が除去しきれていない可

能性がある為、表面処理を従来の O2 プラズマ処理から BHF、SPM 洗浄に変えて

ディップコートした結果が図である。表面処理を変えた事で微粒子の堆積が発生

し改善される傾向が確認された。 

前処理 O2プラズマ処理 BHF⇒SPM

外観写真

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅰ）.4.6 堆積粒子の表面処理依存性 

上の結果から、大面積プロセスにおける課題点は、 

な容器設計が必要 

 

以

 ・メニスカス先端部への微粒子供給を阻害しないよう

 ・ウエハ表面を清浄に保つ必要がある 
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（ⅱ）低消費電力センサ・無線モジュールへの検討 

（ⅱ）－1  背景と目的 
超低損傷ドライッチング技術は、試料にダメージを与えない超低損傷加工と原子レベル

の平滑加工が特徴の加工技術であり、MEMS に適用することで機械的特性であるエネルギ

ーロスの低減、信頼性向上、流体抵抗の低減などの効果が期待されている。これまで、東

北大学の寒川らは超低損傷エッチング技術を用いて、トランジスタの電気的特性を向上さ

せるなど様々な実験を通してその効果を検証してきた。一方、機械的特性については、平

成 21 年度の研究開発項目③「３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発」（１）－１ 超低

損傷エッチングによる高密度３次元ナノ構造形成技術の成果として、超低損傷ドライッチ

ング技術が、従来のエッチング技術に対して MEMS の機械的特性を向上・改善することが

できる有効な技術であることが確認されている。一方、MEMS は電気と機械が相互作用す

ることで機能を発現するものであり、電気的特性のみならず機械的特性も重要な項目であ

る。そのため、超低損傷ドライッチング技術を MEMS に適応することで、デバイス特性の

向上や新たな原理による新デバイスの創出などが期待できる。そこで本研究では、超低損

傷ドライッチング技術による有効性を活かすことができるデバイスとしてトランジスタと

MEMS の集積化デバイスである Vibrating-Body Field Effect Transistor (VB-FET)に着目

し、センサ・無線モジュールへの応用のための基礎検討をシミュレーションおよび試作を

通じて実施し、これらの課題抽出を行ったので報告する。 
 
（ⅱ）－2   MEMS とトランジスタの集積構造デバイス 

超低損傷ドライッチング技術でシリコンをエッチングした場合、従来方式のエッチング

技術と異なり、超低損傷の効果によってエッチング時のシリコン界面における界面準位の

数を大幅に低減することができ、その数はベアシリコンと遜色ないレベルであるとされる。

よって、本技術により MEMS を作製した場合、エッチング界面に MOS トランジスタを形

成することが可能となる。そこで我々は、MEMS デバイスの側壁に MOS トランジスタを

形成する構造である Vibrating-Body Field Effect Transistor (VB-FET)に注目した。 
 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－2－1. VB-FET の概要図 
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VB-FET は、2007 年に D.Grogg らによって提案されたデバイスである(1)。その構造は、駆

動する MEMS の側壁部分に形成されたチャネルと固定されたゲートから成る構造であり、 
MEMS とトランジスタの集積デバイスである（図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－2－1）。VB-FET は、ゲ

ートと駆動するチャネルの相互作用によりトランジスタ機能を発現し、入力信号を低イン

ピーダンスに変換することができ、信号を増幅することができる。さらに、我々は駆動す

るゲート構造を有する Coupled VB-FET を考案し、異なる２つの共振周波数で信号を増幅

することを可能とした。これにより SAW や FBAR などの高周波デバイスにかわるチュー

ナブルバンドパスフィルタの実現や集積化構造による部品点数削減・低消費電力化などが

可能となる。また、MEMS は、リング・ディスク構造、平行平板構造などさまざまな MEMS
に適応が可能であり真の集積化 MEMS として期待できる。提案されている VB-FET は、

駆動するチャネルと固定されたゲートを平行平板型アクチュエータとしてモデリングして

いるが(2)、我々は、チャネル・ゲートともに駆動する連成モデルである Coupled VB-FET
をゲートとトランジスタのチャネル間に働く電気機械相互作用をモデリングする手法でシ

ミュレーションを実施し、課題抽出を行った。また、８インチファンドリによるデバイス

の試作を通じてプロセス課題検証を実施した。 
 
（ⅱ）－3  シミュレーションによる検討 
（ⅱ）－3.1  ＭＥＭＳ等価回路設計手法 
我々は、ラグランジュの運動方程式を用いて Coupled VB-FET をモデル化した。ラグラ

ンジュ運動方程式を用いることで電気系と機械系のエネルギーの伝達を表すことができる。

そのため、電気系デバイスである MOS-FET と機械デバイス系デバイスである MEMS の集

積デバイスの Coupled VB-FET をモデル化するためには、本手法を用いることは非常に有

効である。本方式はこれまでにも静電型 MEMS などの設計に利用されておりその有効性は

示されている(3)。ここで、モデル化する Coupled VB-FET の模式図を図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3
－1 に示す。通常、Coupled VB-FET は VD < VGS -VT で駆動させる。そのため、本研究

のモデルでは線形領域のみを考慮した。また、ゲート・チャネル間の絶縁体を真空または

空気とした。本モデルでは、ゲート・チャネル間のキャパシタンス C は、駆動するゲート

とチャネルそれぞれの変位 ygと ycの関数となる。また、ソース・チャネル間の表面電位に

は勾配があるため、キャパシタンス C を n 分割し、微小区間のキャパシタンス Cn(yg, yc)
で表した。この手法は、従来の MOS-FET をモデル化する時に用いられる一般的な手法で

あり、我々はそれを VB-FET に適応した。ここで、チャネル抵抗 Rn、チャネル内交流電位

en、チャネル内直流電位 Vn、ゲート電流 iG、ドレイン電流 iD、ゲート・ソース間容量 CGS(yg,yc)、
ゲート・ドレイン容量 CGD(yg,yc)、ゲートとソース・ドレインがオーバーラップしている幅

をそれぞれ LGS・LGDとする。微小区間のキャパシタンス Cn(yg,yc)とチャネル抵抗 Rnは、

式（１）、（２）の通り表すことが出来る。式（１）、（２）における各パラメータは、真空

の誘電率ε0、チャネル幅 W、チャネル長 L、ギャップ d0、直流バイアスによるゲート側変
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位 dg、チャネル側変位 dc、電気移動度μ、閾値電圧 VTとする。 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－1. Coupled VB-FET の概要図 
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次に、我々は、ゲート・チャネル間に働く電気機械相互作用をモデリングするために図

Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－1 のようにモデル化した Coupled VB-FET を図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－2
の等価回路で表した。そして、Coupled VB-FET の電気系と機械系のエネルギーの相互作

用を表すエネルギー関数のラグラジアンＬと散逸関数式Ｆを導出した。ここで、ゲートの

質量 mg、ゲートのバネ定数ｋsg、チャネルの質量 mc、チャネルのバネ定数ｋscとする。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－2. Coupled VB-FET の等価回路図 

 
まず、ラグラジアンＬは、ゲート・チャネルが駆動する運動エネルギー、ゲート・チャネ

ル間の静電力によるエネルギー、チャネル・ゲートのバネによるエネルギーから式（３）

の通り表される。次に、散逸関数Ｆは、機械抵抗と電気抵抗のそれぞれの項から表され、

式（４）となる。 
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そして、ラグランジュ方程式（５）、（６）、（７）、（８）、（９）をテイラー展開によって線

形化することで線形行列を求め、解析を行った。 
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このように求めた線形行列を掃出し法によって整理することで式（１０）を導出した。こ

のように計算することで、Coupled VB-FET のアドミタンス行列を導出でき、相互コンダ

クタンス （gm）や出力抵抗（1/gr）などの特性を計算することができる。また、このよう

に求められたアドミタンス行列からハイブリット行列を導出できるので、|H21|から遮断

周波数などの特性を解析することも可能である。 
 

(10) 

 
（ⅱ）－3.2  シミュレーションによる検討 
（ⅱ）－3.2－1  シミュレーションによる静特性評価 

まず我々は、式（５）、（６）、（７）、（８）、（９）のテイラー展開の０次項より ID –VDS
特性とチャネル内電位を求めた。ここでの計算では、n=14、L=2μm、W=20μm、d0=0.1
μm、μ=0.05m2/Vs とした。まず、ID–VDS 特性の計算結果を図（ⅱ）－3－2 に示す。
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ここでは VGS を 20V、30V、40V、50V と変化させ、教科書等に掲載されている一般的な

式と我々が導出した式のそれぞれで計算し比較した。その結果、ID–VDS 特性において本

手法で求めた値と従来手法で求めた値は完全に一致し、本手法により正確に特性が導出で

きることを確認した。次にチャネル内電位の計算結果を図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－3 に示す。こ

こでは、VGS を 30V、VDS を 1V、5V、10V、15V、20V、25V と変化させ計算した。チ

ャネル内電位は、チャネルの位置によって変化し、VDS の値がピンチオフ電位に近い値と

なり、ドレイン側に近づいた位置になるとその値は急激に変化した。一方で、VDS の値が

ピンチオフ電位に比べて十分小さい場合は線形近似ができることも確認でき、その特徴を

正確に導出できた。このように、VDS の値によってチャネル内電位の表し方は変化するが、

本手法のようにゲート・チャネル間のキャパシタンスを分割して扱うことで、ピンチオフ

前のすべての VDS に対応することができる。そして、ゲート・チャネル間のエネルギー相

互作用をより正確に表し、VB-FET の特性を導出することができる。 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－2. Coupled VB-FET の静特性計算結果 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－3. Coupled VB-FET のチャネル内電位計算結果 
 
（ⅱ）－3.2－2  シミュレーションによる Coupled VB-FET 特性評価 

次にゲート電圧 30V、ドレイン電圧 10V、ゲートとチャネルの Q 値をそれぞれ Qc= Qg 
=10000、mc=mg=7.31×1010kg、ksc=2.3×105Pa、ksg= 2.41×105Pa として Coupled 
VB-FET の特性解析を行った。ここでは、特性として相互コンダクタンス、出力抵抗、相

互コンダクタンスの VDS 依存性、|H21|による遮断周波数について解析を行った。まず、

相互コンダクタンスと出力抵抗の計算結果を図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－4 に示す。その結果、ゲ

ート・チャネルそれぞれの共振周波数で gmおよび 1/grがピークを有することを確認した。

gm は、ピーク値がベース値と比較して約 6 倍に増加した。一方、1/gr のボトム値は、ベー

ス値と比較して約半分の値となった。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－4. Coupled VB-FET の相互コンダクタンスと出力抵抗 

 
 次に gm の VGS 依存性について検討した。VGS を 20V、40V、60V に変化させた場合

の計算結果を図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－5 示す。ここでは、分かりやすくするためゲート側のば

ね定数を 
ksg= 2.41×1020Pa と大きくすることで固定し、共振ピークをひとつとした。その他のパラ

メータは、先の検討と同じ値を用いた。その結果、VGS の値に対応し、共振周波数が変化

する様子が確認できた。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－5.相互コンダクタンスの VGS 依存性 

 
次に、gm の VDS 依存性について検討した。gm は、ベース値・ピーク値それぞれを計算

し、ベース値については従来の計算式でも導出した。形状パラメータは、先の検討と同じ、

VGS= 30V とし、VDS を 1V から 25V まで変化させた。その結果、従来の計算式で求めた

ベース値は VDS に比例し増加した（図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－6）。一方、我々の計算式で求め

たベース値は、VDS が 15V あたりまで従来式と同じ値となり比例増加するが、それ以降は

徐々に従来式の結果から外れ、その値よりも増加した。これは、チャネルの表面電位が線

形近似できる VDS の領域から外れた為である。また、ピーク値は、VDS が 0V から増加し

VDS が 18V でピークとなり、それ以降は減少した。これは、従来のトランジスタ同様に

VDS の増加とともに gm が増加するが、次第に MEMS の駆動電圧となる VGS－VDS の

値が小さくなり増幅が小さくなるためである。この結果は、Coupled VB-FET の特性がト

ランジスタ特性が支配的になる領域とＭＥＭＳ特性が支配的な領域を有することを示して

いる。これにより、Coupled VB-FET の特性を最適条件で駆動することができる。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－6.相互コンダクタンスの VDS 依存性 

 
最後に、ゲートとソース・ドレインがそれぞれ覆いかぶさっている幅であるオーバーラ

ップ量とハイブリット行列から求められる|H21|との関係を評価した。オーバーラップ量

LGS・LGDを 0μm、1μm、10μm と変化させて計算した結果を図（ⅱ）－3－7 に示す。

その結果、オーバーラップ量の増加によって遮断周波数（|H21|=1 での周波数）が低下し

た。また、10μm においてはピーク部分が大きく減少し増幅効果が損なわれている。一方、

オーバーラップ量の増加は、MEMS の駆動力を増加する方向に進むため、その影響により

gm が増加し、最終的に|H21|の値も増加した。この結果は、gm の VDS 依存性の結果同

様に Coupled VB-FET の特性を最適駆動することができることを示している。このように、

Coupled VB-FET はトランジスタと MEMS の特性を最大限に活かした設計が可能であり、

センサまたはフィルタなどのデバイスに求められる特性に合わせた最適設計を実現するこ

とができる。 
 

（ⅱ）－3.2－3  シミュレーションによる課題抽出と展望 
これまで述べた検討結果から、共振周波数においてピークを有する特徴を活かし、

Coupled VB-FET でフィルタ機能を実現することができる。また、MEMS の形状を設計す

ることで２つの共振ピークを組み合せ、任意のバンドパスフィルタを構成することが可能

である。そして、共振周波数については、MEMS の直流バイアスを変化させることで可変

となる。そのため、これらすべての機能を組み合わせ、チューナブルバンドパスフィルタ
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を構成することができる。その他にも、加速度センサやジャイロセンサなどの静電型 MEMS
センサに本集積化構造を適応した場合、MEMS の共振により信号が増幅されることから、

周辺備品として一般的に必要とされるプリアンプが不要になり、部品点数削減や小型・低

消費電力化が期待できる。一方課題として、図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－6・7 のそれぞれの結果

から、トランジスタと MEMS を独立して設計することは不適切であり、本モデルの通り相

互作用を考慮してデバイスを設計する必要性が分かった。また、本デバイスの構造におい

てポイントとなるゲートとチャネル間のギャップにおいては、真空では通常の SiO2 と比較

して誘電率が 1/4 程度となるため、出来る限り狭ギャップであることが望まれる。しかしな

がらギャップは、作製プロセスによる影響も大きく発生するので、プロセスと特性のバラ

ンスを考慮して設計する必要がある。 
 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－7. H21 のオーバーラップ量依存性 

 
（ⅱ）－3  試作による検討 
（ⅱ）－3.1  デバイスの作製手法 
我々はリング型振動子のリング側壁に N チャネル MOSFET を作製することで VB-FET

を作製した。VB-FET を作製する上で最も重要となる点は、ゲート・チャネル間のギャッ

プをいかに作製するかである。それは、絶縁層が従来の SiO2 から Air もしくは真空になる

ことで誘電率が大きく異なるためであり、VB-FET のトランジスタ特性を向上させるため
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にはできる限りギャップを狭くすることが求められるからである。一般的にこのような狭

ギャップは EB リソグラフィを用いることで数十 nm まで作製が可能であるが、VB-FET
のように高アスペクト性も求められるとその技術難易度が非常に高い。よって我々は、ゲ

ートとチャネル・ソース・ドレインをそれぞれ別に作製し、その過程で SiO2 により犠牲層

を形成し、その後フッ酸で除去することで狭ギャップを実現した。我々が用いた作製方法

の詳細は次の通りである（図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－1）。まず、(a)Si 基板に酸化炉にて 2μm
の SiO2、さらにその上に CVD で 2μm の Poly-Si を形成することで疑似 SOI を作製した。

デバイス層を Poly-Si で作製することで、本モデルと同様にバックゲートを無視できるもの

とした。その後デバイス層全面にボロン(B)をイオンインプラし P 型にした。(b)ソースとド

レインにはリン(P)とヒ素（As）を、バックゲートにはボロン(B)と BF2 をイオンインプラ

することでそれぞれ N 型と P＋型にした。(c)次にソースとドレインをフォトリソグラフィ

ーにて形成する。(d)その後、基板全体を 0.2μm 酸化することで、ゲート・チャネル間の

ギャップを形成する。(e)次にゲートを作製するための Poly-Si を全体に積層する。(f)そして、

CMP により表面を研磨し、デバイス表面を平坦にする。(g)ゲートをフォトリソグラフィー

にて形成する。(h)最後にフッ酸により BOX 層を除去し、リリースする。最後に全体を酸化

する。このように作製したデバイスの写真および全体像を図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－2・3・4・
5 に示す。 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－1.8 インチウエハによる基礎構造デバイス作製プロセスフロー 

Ⅴ‐190 
 



 
図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－2.作製した基礎構造デバイスの写真 

 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－3.作製したデバイスの写真① 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－4.作製したデバイスの写真② 

 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－5.作製した基礎構造デバイスの 8 インチ全体像 
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（ⅱ）－3.2  試作による課題抽出と展望 
 我々は、本デバイスをチップや 2 インチサイズなどの研究レベルでは無く、作製プロセ

スを工夫することにより一般的なファンドリメーカーでかつ 8 インチサイズで作製するこ

とに成功した。これにより、本デバイスが一過性のプロセスではなく、量産に耐えうるプ

ロセスで作製できることを確認した。また、歩留りを低下させるプロセス課題も抽出でき

た。具体的には、工程（ｆ）における CMP 工程の影響により裏面、BOX 層、表面の SiO2
の膜厚が異なり、ウエハの反りが発生し、その影響でゲート部分に割れが発生することが

判明した。対策として、裏面を CMP で追加研磨することで反り量を最適化することとゲー

トデザインにおいて応力集中しやすい角形状から曲線形状に変更することが考えられる。 
 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅱ）－3－6 作製した基礎構造デバイスの亀裂写真 

 
（ⅱ）－4  まとめ 
 本研究では、超低損傷ドライエッチング技術の効果を最大限に発揮できるデバイス構造

として Coupled VB-FET に注目し、シミュレーションと試作を通じ検討を行った。シミュ

レーションでは、チューナブルバンドパスフィルタや加速度センサなどの実現の可能性を

示した。一方で集積化構造であるために、本研究において考察した相互作用を考慮したモ

デリングおよび設計でなければ適切な設計ができないことも判明した。また、試作では 8
インチファンドリでの作製を通じ、量産への可能性を示した。一方で CMP での反りによる

ゲート部の割れが判明し、具体的な課題を抽出できた。今後は、本デバイスの特徴を発揮

できる高周波チューナブルバンドパスフィルタの作製とその評価を進める。 
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（ⅲ）パーティクルセンサのＭＥＭＳ化 

（ⅲ）－1.1 研究の目的 

クリーンルームの壁や装置壁面、人の衣服など様々な場所に配置し、クリーンルームの

局所的なクリーン度を計測することをめざし、現状で、小型化、低コスト化が困難なパー

ティクルカウンタに関し、ＭＥＭＳ化を検討する。具体的には、小型化の課題であるパー

ティクルの検出方法を複数比較・検討し、その結果に基づき試作および検出原理の確認を

行うことを目的とする。また、小型化に伴い、少量サンプルからのクリーン度を統計的に

見積もる方法を検討する。 

クリーンルームでは、ファンフィルタユニット（FFUs）によりダウンフローを発生させ

ることで、空気中に浮遊するパーティクルを排除し、クリーン度を維持している。現状で

は、FFUs の出力は、発塵量の多少にかかわらず一定出力で駆動されており、発塵量が少な

いときには、クリーンルーム内のクリーン度が必要以上の値になっている場合がある。近

年、クリーン度が必要以上の値になっている領域において、FFUs の出力を抑えるといった

ような、必要な時、必要な場所で、必要な分だけ FFUs を駆動するといった制御を行うこと

でクリーンルームの消費電力を抑えようという考えが提案されている。このような FFUs の

制御のためには、クリーンルーム内の局所的なクリーン度を把握することが必要となり、

クリーンルームの壁や装置壁面、人の衣服など様々な場所に配置可能な小型のパーティク

ルカウンタが求められる（図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.1－1）。現在市販されているパーティクルセン

サは、計測対象となる領域の空気を取り込み、取り込んだ空気に光をあて、空気中に含ま

れる浮遊粒子による散乱光を計測することで、単位体積当たりのパーティクル数を算出し、

クリーン度に変換している（図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.1－2）。市販のパーティクルセンサの構成と

して、ポンプなどの空気取り込み機構、パーティクルに光を当てるためのレーザ、浮遊粒

子による散乱光を計測するためのフォトダイオード、レーザ光や散乱光を集光することで、

計測信号を増大させるためのレンズ系、浮遊粒子を含む空気が流れる流路からなる。機能

の面から考えると、パーティクルの取り込みおよびパーティクルの検出に分けられる。パ

ーティクルの取り込みにおいては、ポンプなどの空気取り込み機構を用いることで、一定

量の空気を取り込むことが可能となり、再現性を向上させている。パーティクルの検出に

おいては、レンズ系により、レーザ光や散乱光を集光し、計測信号を増大させることで感

度が向上している。しかし、取り込み機構やレンズ系はパーティクルセンサ全体としての

サイズが大きくなる要因となっており、クリーンルームの様々な場所に配置するという用

途には向かない。そこで本項目では、パーティクルセンサの MEMS 化を検討する。ただし

前述したとおり、市販のパーティクルセンサは感度や再現性を確保するためサイズが大き

くなっており、小型化により感度や再現性が低下することが予想される。したがって、小

型のパーティクルセンサの使い方として、市販のパーティクルセンサと併用してクリーン

ルーム内のクリーン度の傾向管理を行うことを想定して小型化の検討を行った。パーティ

クルの取り込みについては、ポンプの代わりにクリーンルームのダウンフローやエアシャ
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ワーなどの環境の流れを用いることを想定し、パーティクルの検出については、光学的・

電気的な方法について比較を行った。その結果に基づき、光学的な検出方法によりパーテ

ィクル検出部を構成し、実際にパーティクルの検出を行った。また、小型化に伴いパーテ

ィクルセンサにおけるサンプリング体積は小さくなるため、少量サンプルからクリーン度

を見積もる統計的な手法について検討をおこなった。  

 

  

図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.1－1 小型パーティクルセンサの配置概念図 

 

 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.1－2 一般的なパーティクルセンサの構成 
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（ⅲ）－1.2 パーティクルセンサの構成 

一般的なパーティクルセンサは、パーティクルの取り込み部、パーティクルの検出部を

持ち、それぞれにおいて小型化の課題がある。パーティクルの取り込み部については、一

般的にはポンプを用いて一定の流量を取り込むことで再現性を高めているが、ポンプのサ

イズが大きく、小型化の課題となっている。そこで、ポンプなどの取り込み機構を用いる

代わりに、クリーンルームのダウンフロー(0.3 m/s)、エアシャワー(25 m/s)などによる空気の

流れ、ウエハ搬送アーム(1.2 m/s)や人の歩行(1.1 m/s)によるセンサの移動などによる空間と

の相対運動による流れなど、周囲の環境によって生じる流れを利用して取り込むこととし、

パーティクルセンサとして、取り込み機構を持たない構成とした。この場合、パーティク

ル検出部に導入される流量は環境の流れに依存し不安定なため、検出部には流量センサを

設置可能な構成とする（特許[1]）。環境の流れが利用できない場合においては、ポンプを外

付けすることで、パーティクルセンサとして機能させることも可能である。パーティクル

検出部については、パーティクル検出のための光学系が小型化の課題となっている。本報

告では次節において、光学的・電気的な検出方法を複数検討する。提案するパーティクル

センサの概念図を図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.2－1 に示す。パーティクルセンサの流路内に取り込ま

れた空気の流量と空気中に含まれるパーティクルがそれぞれ計測され、単位体積あたりの

パーティクル数を求めることができる。 

 

  
図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.2－1 流量計測機能をもつパーティクルセンサ 
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（ⅲ）－1.3 パーティクル検出方法の検討 

検出方法として、電気特性計測型、質量計測型、光学量計測型の 3 方式について検討し、

有効性を比較する。JIS 規格において、クリーン度計測の対象となる粒径は 0.1~5 µm とされ

ているため、直径 0.5 µm のパーティクルについて検討した。また、クリーンルームの傾向

管理を行うにあたり、JIS 規格におけるクラス 6~8 程度を対象クリーン度とした。 

電気特性計測型 

電気特性計測型の検出原理として、流路の壁面に対向電極を形成し、パーティクルが電

極間を通過することによる静電容量の変化を計測する方法について検討した。流路の断面

積を 0.5 × 0.5 mm2 とし、図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.3－1 のように流路の壁面に電極を形成した場

合に、直径 0.5 µm のパーティクル 1 個が電極間を通過した際のパーティクルの誘電率に応

じた静電容量の変化率を示したグラフを図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.3－2 に示す。電極の幅を 0.5µm

とした場合、電極間の静電容量は 0.5 µF となる。この時、通過したパーティクルがシリコ

ンだとすると、 シリコンの誘電率は 2.4 F/m なので、0.5 pF 以下の静電容量の変化を計測す

る必要がある。流路の断面積を変えず、電極間距離を小さく、電極厚みを大きくなるよう

な形状にすることで、信号変化率を増加することができるが、電極間距離を 1/10、電極厚

みを 10 倍にしても信号変化率は 100 倍にしかならない。また、センサまでの配線部分も大

きく影響するため、センサモジュール内でこの容量変化を計測するのは困難である。  

   
図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.3－1 静電容量計測によるパーティクルの検出 

 

  
図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.3－2 パーティクル検出部の比較 
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質量計測型 

質量計測型の検出原理として、Quartz Crystal Microbalance(QCM)について検討を行った。

QCM は、表面に物質が付着することによって変化する共振周波数の値から、付着した物質

の質量がわかるというものである。QCM において、 

 m
S

ff Δ
⋅⋅

⋅=Δ
μρ

22
（Sauerbrey の式） 

から、共振周波数変化を計測することで表面に付着した物質の質量を求めることができる。

ここで、 f はセンサの周波数、Δ は周波数の変化量、S はセンサ面積、f ρ は水晶の比重(2.6 

× 103 kg/m3)、μ は水晶のせん断応力(2.9 × 1010 g/cm ⋅ s2)、 は吸着したパーティクルの質

量を表す。センサ周波数 9 MHz、センサ領域が直径 5 mm の円形のセンサにおいて、直径

0.5 µm のシリコンパーティクル 1 個がセンサ表面に付着したとき、11 Hz の周波数変化があ

る。たとえば、クラス 7 のクリーンルームの場合、粒子が均一に分散しているとすると、

センサには平均的に 8.3 個/s のパーティクルが吸着することになる。したがって、91 Hz/s

程度の信号変化を計測することが求められるが、現状この感度をセンサモジュールとして

組み込むのは困難である。また、QCM センサの特徴として、センサにパーティクルが吸着

するにつれ、感度が落ちるという特徴がある(図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.3－3)。 8.3 個/s のペース

で粒子が吸着すると 18 時間程度で感度が 1/10 になってしまい、実際に使用する際には、頻

繁にメンテナンスをする必要がある。そのため、クリーンルーム内に複数個配置して使用

するという用途には向かない。 

mΔ

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.3－3 QCM センサに吸着した粒子数と単一粒子あたりの周波数の変化

量 

 

光学量計測型 

光学量計測型の検出原理として、市販のパーティクルセンサで利用されている光の散乱
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光を計測する方法について検討した。すでに述べたとおり、市販のパーティクルセンサの

原理は、計測対象となる領域に集光したレーザ光を照射し、計測対象に含まれる粒子にお

いて散乱された光を集光してフォトダイオードで検出するものである。ここで、微弱な散

乱光を計測可能とするため、集光レンズが組まれており、小型化の障壁となっている。 

ここで、散乱光の空間分布に関して考察する。パーティクルセンサの光源として 660 nm

の波長を持つレーザを用いたとき、0.1~5 μm の大きさのパーティクルに対する散乱光はミ

ー散乱が支配的になる。そこで、0.5~1 μm のパーティクルにおけるミー散乱のシミュレー

ションを行った。詳細な条件と結果を図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.3－4 に示す。市販のパーティクル

センサにおいて、フォトダイオードは 0~30°の位置に配置されている構成が多く、ミー散乱

光を検出するには非常に効率が悪い構成となっていることが分かった。さらに、シミュレ

ーションの結果をみると、レーザ光の進行方向と同一方向（θ= 90°付近）や逆方向（θ= -90°

付近）へのミー散乱強度が大きいことが分かった。例えば大きさ 1 μm のパーティクルにお

ける θ= 90°のミー散乱強度は、θ= 0°のミー散乱強度と比較し、約 100 倍の強度であった。

これは、光源とフォトダイオードの位置関係を改善するだけで 100 倍の感度を得られるこ

とを示しており、集光レンズが不要になる可能性、つまり小型化の可能性がある。  

 

以上の検討により、パーティクルの検出方式として、すでにパーティクルを検出できて

いる光学的な手法を小型化する構成を検討する。 

 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.3－4 ミー散乱シミュレーションの結果 
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（ⅲ）－1.4 パーティクル検出部の構成の検討 

（ⅲ）－1.3 において、パーティクルセンサを小型化する際に、光学的手法が適している

ことが分かった。すでに述べたとおり、光学的手法が一般的に使用されている従来のパー

ティクルセンサは、レーザ、フォトダイオード、集光レンズ、ポンプ、流路から構成され

ており、検出部においては、集光レンズを含む光学系が小型化のボトルネックとなってい

る。 そこで本項では、光学的な検出方法に関して、光源とフォトダイオードの位置関係を

工夫することで，レンズ系を持たない構成でのパーティクルの計測可能性の検討を行った。 

 

（ⅲ）－1.4.1 平面型パーティクルセンサ 

検出部を小型化する構成として、まず、光源となる LED と受光部となるフォトダイオー

ドを同一面内に構成することを検討した。レンズ系の構成要素を一か所にまとめることで

検出部全体の小型化をはかった。図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－1 に提案する手法でパーティクルを

計測する原理を示す。検出部は、フォトダイオードの中心にピンホールがあいており、そ

の穴を通して LED の光が照射される構造となっている。LED から計測対象領域に光を照射

し、対象領域内で散乱した光をフォトダイオードで受光し、フォトダイオードの出力から

粒子密度を見積もる。検出部の製作プロセスを図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－2 に示す。まず、p 型

にドープしたシリコンウエハの一部を、電極をとるために DRIE にてエッチングした。次に、

LED の光を通すためのピンホール、LED を配置するための穴を、シリコンウエハを DRIE

にてエッチングすることで構成した。さらに、表面に金を蒸着することで電極を形成し、

フォトダイオードに対して裏から直接 LED の光が入らないように反射防止膜として裏面に

アルミを蒸着した。最後に、LED をはんだ付けした銅基板上にかぶせるように、フォトダ

イオードを配置した。 

 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－1 平面型パーティクルセンサのパーティクル検出原理 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－2 平面型パーティクルセンサの製作プロセス 

 

シリカビーズを用いたパーティクル検出原理確認 

試作した検出部を用いて粒子密度の変化が計測できるかどうかを確認するために、ガラ

ス基板上にシリカビーズを分散させ、分散させる密度を変化させたときの検出部の出力を

計測した。シリカビーズを分散させたガラス基板は、ガラス基板上にシリカビーズを含む

水を一定量たらし、水を乾燥させることで製作した。このとき、シリカビーズを含む水の

シリカビーズの濃度を変化させることで、ガラス表面上のシリカビーズの粒子密度を変化

させた。粒子密度は、粒子がない場合から、10×104 個/mm2 まで、104 個/mm2 ごとに変化

させ計測を行った。図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－3 のように、試作した検出部の前面にシリカビー

ズを分散させたガラス基板を配置し、LED の光を照射したときのフォトダイオードの開放

電圧を計測した。計測結果を図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－4 に示す。グラフを見ると、粒子密度の

増加に伴い、開放電圧が増加していることがわかり、試作した検出部で粒子密度の変化を

検出することができることを示した。ただし、計測した粒子密度は、クリーンルームの粒

子密度に比べ、大きな値となっているため、検出部の感度向上が必要となる。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－3 粒子密度計測セットアップとシリカビーズ分散基板の製作方法 

 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－4 粒子密度に応じたフォトダイオードの出力 

 

 

（ⅲ）－1.4.2 計測可能領域拡大型パーティクルセンサ（学会発表[1]、特許[2]） 

次に，レーザ光をミラーにより多数回反射させ、粒子の散乱が起こる領域を拡大した構

成のパーティクルセンサについて検討した。このとき、散乱光強度の空間分布特性に基づ

き、散乱光を効率よく検出する構成とした。提案するパーティクルセンサの構成（図Ⅴ.1.4.3

（ⅲ）.1.4－5）は、2 つのミラーとレーザ及びフォトダイオードから構成される。ここで特

にレーザ光とフォトダイオードの位置関係をミー散乱シミュレーションの結果に基づき設

計した。具体的には、図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－6 に示すように、レーザ光とフォトダイオード

が平行になるように配置されている。レーザ光の光路にパーティクルが存在した場合、パ

ーティクルからのミー散乱光はレーザ光進行方向（θ = 90°）に強く散乱される。このとき、

レーザ光とフォトダイオードの距離が近ければ、θ = 90°に近い散乱光も検出でき、従来のパ

ーティクルセンサと比較し、ミー散乱光を効率的に検出可能である。さらに、レーザ光を 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－5 提案するパーティクルセンサの概念図 

 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－6 図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－5 に示した構成における前方散乱とフォトダ

イオードに入射する入射光の関係 

 

ミラーにより反射させ、光路長を長くすることで計測可能領域を拡大し，パーティクルか

らの散乱光を増加させることができる。以上のように図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－5 に示した構造

を用いることで集光レンズを用いることなく、従来のパーティクルセンサと比較して効率

良く散乱光を検出できることが期待できる。 

 

線香の煙を用いたパーティクル検出原理確認 

図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－5 に示したパーティクルセンサの原理検証を行うことを目的とし、

簡易的な光学系を組むことでパーティクル検出実験を行った。図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－7 に実

験セットアップを示す。実験セットアップは光学系として、レーザ、ミラー、フォトダイ

オードから構成されている。 図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－5 で示したパーティクルセンサと同様

に、レーザ光を 2 枚のミラーで反射させている。それらのミラーの間にフォトダイオード

を配置した。今回、フォトダイオードは市販のフォトダイオード（Kyosemi、 KPD3065C）

を使用した。ミラー間で反射を繰返しているレーザ光に向かって線香の煙を噴射させ、線

香の煙で散乱されたレーザ光をフォトダイオードで検出する。このとき、フォトダイオー
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ドから得られる信号強度を増幅させるために pre-amplifier および Lock-in Amplifier を使用し

た（図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－7）。一般に、Lock-in Amplifier を使用することで S/N 比を大幅に

向上させることができる。 

図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－8 に実験結果を示す。Lock-in Amplifier からの信号と、Pre-Amplifier

から直接得られる信号を併せて載せてある。Pre-Amplifier から得られた信号は、線香の煙噴

出時にも反応していないが、Lock-in Amplifier を通して得られた信号は顕著に反応が得られ

ていることが分かる。 

以上より、図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－5 に示したパーティクルセンサの構成でパーティクルを

検出できる可能性が示された。改善すべき課題として、フォトダイオードの感度を向上さ

せることが必要である。特に、今回提案している構成に対して感度良く信号を検出できる

ようなフォトダイオードを開発する必要がある。その１つとして、マイクロ構造を有する

フォトダイオードを提案する（詳細は（ⅲ）－1.6 に示す）。他にも、迷光の低減など改善

の余地は多く、さらなる検討が必要となる。 

 

  
図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－7 実験セットアップ 

 
 

Ⅴ‐205 
 



 

図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－8 市販のフォトダイオードを用いた線香の煙検出実験 

Ⅴ‐206 
 



（ⅲ）－1.5 マイクロ構造をもつフォトダイオード（学会発表[2、3]、特許[3]） 

（ⅲ）－1.4.2 で示した構成のパーティクルセンサにおいて、フォトダイオードに対して

大きな入射角で照射する散乱光を検出することが必要となるが、平坦な表面形状を有する

フォトダイオードでは表面の反射により大きな入射角での感度が悪い。反射を防ぐために

微細構造を受光面に形成する研究は古くから提案されている（参考文献[1]）。また、近年で

は、ナノ構造を表面に形成し、反射率を抑える研究が数多く提案されている（参考文献[2、

3]）が、これらナノ構造形成プロセスは、スループットが悪く、高価である。そこで、安価

で小型のパーティクルセンサを実現するために、フォトリソグラフィで形成できるマイク

ロオーダの構造を表面に作りこむことにより反射を抑える方法を提案する（図Ⅴ.1.4.3

（ⅲ）.1.5－1）。マイクロ構造に大きな入射角を持った光が入射したときの伝搬光の挙動の

模式図を図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－2 に示す。図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－2(a)、(b)はそれぞれテーパ

構造、逆テーパ構造の例である。逆テーパ構造を有する場合、テーパ構造に比べ，効率良

く多重反射を利用できることが分かる。図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－2(b)に示すような逆テーパを

有するマイクロ構造を試作し、多重反射の効果を利用することで入射角の大きな光を効率

的に検出できるフォトダイオードの実現を目指した。 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－1 (a)パーティクルセンサ用光学系システムの概念図  

(b)マイクロ構造の概念図 

 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－2 (a)テーパ構造と(b)逆テーパ構造のマイクロ構造を持つ表面上の 

入射光の伝搬の様子 

Ⅴ‐207 
 



フォトダイオードの試作 

マイクロ構造を持つフォトダイオードの試作プロセスのプロセスフローを図Ⅴ.1.4.3

（ⅲ）.1.5－3 に示す。本報告では、厚み 250µm の p 型 Si ウエハに熱酸化により SiO2膜を

形成した。次に、Si をエッチングする際のマスクとして使用するために、この SiO2膜をパ

ターンした。その後、逆テーパのマイクロ構造を製作するため、DRIE を用いて Si をエッチ

ングした。形成されたマイクロ構造の表面を熱拡散によりドープした。ドープ条件は参考

文献[4]を参照した。次に、テクスチャ構造が存在する表面の一部に Al 電極を形成し、アニ

ール処理を行った。最後に、裏面に Al 電極を形成した。図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－4 に逆テー

パ構造を形成するための DRIE の詳細なエッチング条件を示した。まず、Si ウエハをボッシ

ュプロセスによりエッチングする。その後、SF6 のみを用いて等方性エッチングを行う。こ

のようなプロセスを行うことで図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－5 に示すような逆テーパ構造を形成す

ることができた。このマイクロ構造はピッチ 40µm で規則的に並んでおり、側面の中央付近

にくぼみを持った円柱構造をしている。上部とくぼみ部分の直径は、それぞれ 20µm と 15µm

であった。また、高さは 10µm であった。なお、等方性エッチングのみで Si のエッチング

をおこなうと、図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－4(cf.)のような形状が形成される。したがって、逆テー

パ構造を得るためには等方性エッチングの前に、ボッシュプロセスによる異方性エッチン

グプロセスが必要となる。 

 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－3 プロセスフロー 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－4 逆テーパ構造のエッチング条件 

 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－5 試作した逆テーパ構造を持つフォトダイオードの SEM 写真 

 

 

 表面のドープ状態の分析 

試作したマイクロ構造の表面、特に逆テーパ部の表面がドープされていることを確認す

るため、拡がり抵抗顕微鏡(SSRM)を用いて表面の観察を行った。図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－6(a)

に観察領域を示す。観察領域は、それぞれ、(i)逆テーパ部および(ii)平面部である。観察試

料製作手順を以下に示す。まず、電極としてマイクロ構造表面にPtを蒸着する。その後、基

板全体をエポキシ樹脂でコーティングする。最後に機械研磨により観測断面を形成する。

製作した断面にプローブをあてることにより、プローブとPt電極との間の抵抗値を計測し、
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図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－6 SSRM による観察結果 (a)マイクロ構造の断面図と観察箇所 (b)

観察断面の層構造の模式図 (c)SSRM 像 R:抵抗 (d)Si 端面からの距離と拡がり抵抗の関係 

 
 

拡がり抵抗を算出する。観察領域の膜構造は図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－6(b)のようになる。図

Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－6(c)にSSRMの観測像を示す。図中の黒線はSi層のエッジを示している。

図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－6(d)はSi層のエッジからの距離と拡がり抵抗の関係を示している。(i)

と(ii)の結果は共に140nm程度の領域で低抵抗層が形成されている。すなわち140nmのドープ

層が形成されている。この結果は、参考文献[4]で示されているSIMSデータと一致している。

これらの結果からマイクロ構造を有するフォトダイオードの表面全体にドープ層が形成さ

れていることが分かる。 

 

マイクロ構造を持つフォトダイオードの特性評価 

試作したフォトダイオードの特性を評価するために受光面にマイクロ構造を有するフォ

トダイオードと受光面が平坦なフォトダイオードの光に対する応答の角度依存性を比較し

た。実験セットアップを図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－7(a)に示す。レーザを固定し、フォトダイオ

ードの角度 αを 0°から 85°まで回転させることで測定した。マイクロ構造を有するフォトダ

イオードを測定する場合、マイクロ構造の配置が入射光に対して，図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－7(a)

のような配置になるように設置した。レーザは波長 660nm、出力パワー0.2mW のものを使

用した。図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－7(b)に実験結果を示す。この結果は角度 αが 0°における出力

で規格化している。角度 αが 65°から 85°へ増加している範囲に着目すると、平坦な受光面

を有するフォトダイオードの出力は減少し、マイクロ構造を有するフォトダイオードの出

力は角度 αの増加に従い増加していることが分かる。また、角度 αが 85°のとき、平坦な受

光面を持つフォトダイオードの規格化した値は 0.84 であり、マイクロ構造を有するフォト

ダイオードの規格化した値は 1.68 であった。このとき、角度 αが 0°のときのフォトダイオ

ードの出力値は、平坦な受光面を持つフォトダイオードが 62.8mV であり、マイクロ構造を



有するフォトダイオードが 25.1mV であった。すなわち、マイクロ構造を有するフォトダイ

オードの出力が低い値になっているが、これはマイクロ構造を形成するプロセスで結晶欠

陥などが生じたためと 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－7 (a)実験セットアップ。 (b)試作したフォトダイオードの角度依存

性 

 

 

考えられる。この問題は参考文献[5]に示されるように、マイクロ構造形成後にウェットエ

ッチングにより結晶欠陥を除去することで解決できると考えられる。 

 

線香の煙に対する応答 

マイクロ構造を有するフォトダイオードを用いて簡易的な実験系を組んで、原理検証を

行った。実験セットアップを図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－8(a)に示す。実験セットアップはマイク

ロ構造を有するフォトダイオードとレーザで構成されている。レーザ光をフォトダイオー

ドと平行に照射し、そのレーザ光に線香の煙を噴射する。線香の煙で散乱された光をフォ

トダイオードで検出する。実験結果を図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－8(b)に示す。線香の煙が検出で

きていることが確認できた。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.5－8  (a)実験セットアップ (b)試作したフォトダイオードの反応 

 

 

結論 

図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.4－5 で提案したパーティクルセンサに適したフォトダイオードとして，

フォトダイオードの受光面に逆テーパ構造を持つマイクロ構造を形成することで、入射角

が大きくなるに従って出力が大きくなるフォトダイオードを実現した。このフォトダイオ

ード実現のために，逆テーパ構造を持つマイクロ構造の試作プロセスを開発し、SSRM によ

り逆テーパ構造に高ドープ層が形成されていることを確認した。また、マイクロ構造を有

するフォトダイオードを用いて線香の煙を検出した。（学会発表[3]、特許[3]） 
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（ⅲ）－1.6 少量サンプルからのクリーン度の見積もり 

パーティクルセンサを小型化した場合、従来のパーティクルセンサと比較し、サンプリ

ング体積が小さくなることが問題となる。そこで、本項では少量サンプルからのクリーン

度の見積もり、特に、センサをクリーンルームの様々な個所に配置した場合を想定し、複

数のセンサ出力からクリーン度を見積もる方法について検討する。ここでは、JIS 規格にお

いてクリーン度が高く、計測する粒子数が少ない場合に用いられる、逐次サンプリング法

をもとに検討する（参考文献[6]）。 

JIS 規格において、クラス N (N は 1~9 の整数) の室内での直径 d [µm]のパーティクルの上

限濃度 C(N) [個/m3]が以下の式であらわされる。 

C(N) = 10N × (0.1/d)2.08 

Wald-Minimax 法においてクラス N のクリーン度の場合、サンプル体積を V [m3/s]、サン

プリング時間 t [s]とすると、 

E(N)  = V × t × C(N) 

として、上限参照値 CH(N)および下限参照値 CL(N)が 

CH(N) = 3.96+1.03×E(N) 

CL(N) = -3.96+1.03×E(N) 

とあらわされ、サンプリング開始からの直径 d [µm]のパーティクルの累計粒子数 Ntが 

Nt > CH(N)のとき、室内のクラスは N より大きい。 

Nt < CL(N)のとき、室内のクラスは N 以下。 

とクリーン度が判定される。 したがって、室内のクラスが N になるとき、下記の関係式を

満たす。  

CH(N-1) < Nt < CL(N)     …① 

ただし、N = 1 のときは、Nt < C(N)となる。 

v [m/s]のダウンフローがある JIS 規格におけるクリーン度がクラス N の室内の床 At [m2]

の領域に、流路の断面積（空気の流入面積）As [m2]のパーティクルセンサを n [個]配置した

とき、計測された Ntとクラス N との関係を考察する。ただし、センサはまわりの流れに影

響を与えないとする。この時、式①を N の関係式に変形すると 

log10((Nt+3.96) / (1.03×nvAst ×(0.1/d)2.08)) < N < log10((Nt-3.96) / (1.03×nvAst ×(0.1/d)2.08)) + 1 

となり、この関係式より、クリーン度 N の範囲が決定される。 

ここで、センサの流路断面積を 5×5 mm2、ダウンフローの流速を 0.3 m/s、対象粒径を 0.5 

µm とし、10 個のセンサで 1 秒間にサンプリングを行うとして、上記の式にしたがってクリ

ーン度を決定した結果を図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.6－1、2 に示す。たとえば、クラス 7 の場合、

センサ 1 個につき、平均的に 2.6 個/s の粒子が計測される。図を見ると、10 個のセンサを

利用した場合、26 個/s の粒子が計測されることになるため、ほぼクリーン度を判定するこ

とが可能となる。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.6－1 計測された粒子数とクリーン度 

 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅲ）.1.6－2 計測された粒子数とクリーン度（中間クラスを用いた場合） 
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（ⅲ）－1.7 まとめ 

パーティクルセンサの MEMS 化の検討を行った。市販のパーティクルセンサの小型化の

課題として、パーティクル取り込み部としてのポンプが大きいという点、パーティクル検

出部のレンズ系が大きいという点を抽出した。ポンプが大きいという課題に対しては、ポ

ンプの代わりにクリーンルームのダウンフロー、搬送用アームの移動など、環境によって

生じる流れを利用してサンプルを取り込む方法を提案した。パーティクル検出部に関して

は、光学的・電気的な検出手法を複数検討し、光学的な検出方法で、レンズ系を用いない

検出部の構成を提案し、試作評価を行った。光源となる LED とフォトダイオードを一つの

平面で構成した「平面型パーティクルセンサ」においては、ガラス表面に分散させたパー

ティクル密度に応じた出力が得られ、提案した構成で粒子密度が計測できることを示した。

ミラーの反射を用いて粒子の散乱が起こる領域を拡大した構成の「計測可能領域拡大型パ

ーティクルセンサ」においては、線香の煙を検出することができた。「計測可能領域拡大型

パーティクルセンサ」においては、ミー散乱のシミュレーションをもとに光源とフォトダ

イオードの位置関係を設計した。さらに、設計した光源とフォトダイオードの位置関係に

おいて効率的に散乱光を計測するためのフォトダイオードとして、逆テーパのマイクロ構

造を表面にもつフォトダイオードの試作評価を行った。このフォトダイオードは、フォト

ダイオード表面に対して大きな角度で入射する光に対して感度が高くなっていることを確

認した。最後に、パーティクルセンサの小型化によりサンプリングが可能な体積が小さく

なることに伴い、複数のセンサから計測された粒子数とクリーン度の関係性を統計的な方

法により求めた。 

パーティクルセンサを MEMS 化するにあたり、今後検討すべき課題として以下があげら

れる。空気の取り込みに関して、流路のサイズ・サンプルの流入流出口の形状を改善する

ことでサンプルを効率よく取り込むことが求められる。パーティクル検出部に関しては、

感度向上に関して、光源・フォトダイオード・構成にそれぞれ分けて考えると、光源につ

いては、本報告では安全上の理由からレーザ強度の弱いものかつ可視光のレーザを利用し

て検出方法の原理確認を行った。実際にパーティクルセンサとして構成する際に、光が外

部へ漏れない構成にし、レーザ光の強度を上げることで感度を向上させることが可能とな

る。また、レーザの波長として Si フォトダイオードは可視光よりも長波長において感度が

高い。したがって、使用するレーザの波長を長くすることが高感度化につながる。マイク

ロ構造をもつフォトダイオードに関しては、プロセスおよびマイクロ構造のサイズや配置

を最適化することで感度の向上をみこめる。また、PIN フォトダイオード、アバランシェフ

ォトダイオード、など一般に研究開発が進んでいる高感度フォトダイオードに対し、本報

告で検討したマイクロ構造を組みこむことで、従来のフォトダイオードの高感度化をはか

ることが可能である。構成に関しては、ミラーを用いた構成において、ミラーとレーザの

入射角度を調整し、ミラーでの反射回数を増やすことが高感度化につながる。 
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（ⅳ） 汚染ガスセンサ 
 
（ⅳ）－１ 研究の目的 
現在、クリーンルームではドラフトチャンバー等の排気は一定の風量以上で常時行うこ

とが法令で規定されている。しかしこの排気に伴う電力消費は大きく、排気ファンの運転

のための電力だけでなく、排気したクリーンエアーの製造にかかった電力も捨ててしまっ

ていることになる。規制の対象となる汚染ガスの濃度を基準濃度以下に保つために、排気

を常時行う必要性は必ずしもなく、図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.1-1 に示すようにガスセンサを用いて

汚染ガス濃度をモニターしながら、排気量を制御することで電力消費の無駄を省くことが

可能となる。 
図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.1-2 はあるクリーンルームの消費電力の割合の一例を示したもので、排

気ファンの運転のための電力が 4%、外気加熱・冷却、外気処理ファン運転等のクリーンエ

アー製造に関わる電力が 27%となっている。そしてクリーンエアー製造に関わるエネルギ

ーのうち、ドラフト排気等のスクラブ処理が必要な排気に該当するものはあるクリーンル

ームでは 21%程度となっている。つまりドラフト排気に伴う消費電力のクリーンルーム全

体に対する割合は(4+27)×0.21=6.5%となる。仮にガスセンサによる排気量制御によって、

排気量を 1/4 にできたとすれば、クリーンルーム全体に対して 5%近くの大きな電力削減が

見込めることになる。現在、法令上はドラフト排気量の制御は認められていないが、今後

の研究によって、ガスセンサによる排気量制御の有効性と安全性を十分に示すことができ

れば、法令の改正も検討されると思われる。 
以上のような検討から、本研究ではクリーンルームの消費電力削減のため、ドラフトの

排気量制御に用いることのできる高感度・低消費電力のガスセンサを開発することを目的

としている。クリーンルーム内における測定対象の汚染ガスは様々あるが、まずは酸・ア

ルカリ系のガスとして、NH3 と H2S を主なターゲットとした。NH3 や H2S はクリーンル

ーム内に ppb レベルで存在すると、製造物や製造装置を汚染し、品質・歩留まり低下の原

因となる。そこで本研究では ppb レベルの NH3や H2S を検知可能な実用的なガスセンサの

開発を目標とした。 
ガスセンサの検知原理としては様々なものがあるが、本研究では金属酸化物半導体の一

種である酸化タングステン（WO3）をガス検知膜とする半導体ガスセンサを用いることと

した。半導体ガスセンサは金属酸化物半導体の表面でのガスの吸着・反応による電気抵抗

の変化を利用して、ガスを検知するものであり、検知膜の材料、補助触媒等の添加、動作

温度等を 適化することにより、様々なガス種の検知に対応することができ、小型・高感

度・低消費電力・低コスト・長寿命等の特徴を持ち、本研究の目的に も適したガスセン

サと言える。 
半導体ガスセンサの歴史は長く、今まで多くの研究がなされてきており、NH3や H2S を

検知する半導体ガスセンサの構成も多く提案されている[1]-[6]。しかし NH3 においてはい
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ずれも ppm レベルの検知性能であり、ppb レベルの検知性能を持つ半導体ガスセンサは実

現されていない。一方、H2S においては NH3 に比べ、感度の高いものが実現できており、

ppb レベルの半導体ガスセンサも提案されている。しかし応答速度・選択性・安定性・再現

性・消費電力等、実用化に向けて必要な性能を満たす半導体ガスセンサはいまだ実現され

ていない。 
 

作業者

ドラフト
チャンバー

ガスセンサ

排気ファン
排気量制御

 
 

クリーンエアー

製造：27%

排気ファン：4%
製造装置：37%

その他

基礎設備：32%

図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.1-1 ガスセンサによるドラフ

ト排気制御の概念図 
図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.1-2 クリーンルーム全体

の消費電力の割合の一例 
 
 
（ⅳ）－２ 省電力 MEMS センサチップの設計と試作 

半導体ガスセンサはガス感応膜を数百度に加熱する必要があり、そのためにセンサチッ

プに加熱用のヒーターを備える必要があり、消費電力が比較的大きくなる。この消費電力

を抑えるためにはセンサチップの構造を 適化し、熱分離をうまく図り、ガス感応膜のみ

を効率よく加熱することが必要となる。 
このような設計方針のもと、今回我々が設計した新構造のダイヤフラム構造と従来のダ

イヤフラム構造のセンサチップの比較を図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-1 に示す。従来の構造ではダイ

ヤフラムを基板外枠の四辺で支持していたものを新構造ではダイヤフラムに切り込みを入

れ、梁持ち構造によって点でダイヤフラムを支持することによって、基板外枠への熱の逃

げを抑制し、断熱特性が大幅に向上することが期待される。またこの構造ではダイヤフラ

ム部が変形によって応力を逃がすことが容易になっているので、熱応力による破壊が起こ

りにくく、耐熱性も大幅に向上することが期待される。さらに新構造ではヒーター部を従

来のジグザグ形の Pt ヒーターから平坦な Poly-Si へ変更した。このようにすることで、熱

応力が低減し耐熱性がさらに向上することと、ヒーター層が平坦になり、のちに高感度化

のために検討するナノギャップ櫛歯電極をその上に形成する際に加工が容易となる利点が
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ある。 
 

【課題】
高消費電力（熱絶縁の性能）
高温・長時間でダイアフラム破壊

Si
SiO2
Si3N4

SiO2

Si3N4

Insulator layer
Au electrode

Pt heater WO3

Si3N4
Si

旧構造 新構造

Poly Si
Au（ﾊﾟｯﾄﾞ部）

Pt（電極部）WO3

【改善点】
ダイヤフラム支持を「線」から「点」へ（断熱特

性向上、低消費電力化、応力の逃げ可）
ヒーターをPtからPoly Siへ（熱応力軽減、平坦

なヒーター層）

Pt ﾋｰﾀｰ

貫通穴
櫛歯電極

櫛歯電極

図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-1 MEMS センサチップの特性改善の設計方針 
 
設計したセンサチップの省電力化の効果をあらかじめ見積もるため、MEMS シミュレー

ターを用いてシミュレーションを行った。シミュレーションの対象とした旧構造と新構造

のセンサチップの寸法を図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-2 に、その結果を図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-3 に示す。

旧構造のセンサチップは全体の大きさが 2mm 角で、ダイヤフラム部が 1.3mm 角であり、

新構造のセンサチップは 2mm 角のものと 1mm 角のものを設計した。ダイヤフラム部の厚

みは Poly-Si ヒーターと TEOS-SiO2層を合わせて 2.5μm である。図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-3 を

見ると明らかなように旧構造に比べ新構造のセンサチップは同じ温度を達成するのに必要

な消費電力を大幅に低減できることが示されている。たとえば 200℃のセンサ温度を達成す

るのに、旧構造のセンサチップでは 312mW 必要なのに対して、新構造の 2mm 角のセンサ

チップで 42mW、1mm 角のセンサチップでは 18mW で済む。熱分離をうまく行い、サイ

ズを小さくすることで大幅な消費電力低減が見込めることが示された。 
そこで実際に設計したセンサチップの試作を行った。試作したセンサチップのプロセス

フローおよび完成したセンサチップの実物の外観写真を図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-4 および図

Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-5 に示す。そして試作したセンサチップの Poly-Si ヒーターの抵抗値の温

度係数を測定し、ヒーターの抵抗値からセンサ温度を計算して、センサ温度と消費電力と

の関係を測定した。その結果を図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-6 に示す。この実験結果と図Ⅴ.1.4.3
（ⅳ）.2-3 を比較するとよく一致しており、試作した新構造のセンサチップは旧構造のセン
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サチップに比べ、大幅な消費電力の低減が実現できていることを確認できた。また旧構造

のセンサチップは耐熱温度が 350℃程度であったが、新構造のセンサチップは 500℃を超え

てもダイヤフラムが破壊されないことが確認でき、耐熱性も大幅に向上していることを確

認できた。 
 

2.0 mm

1.3 mm
1.0 mm

2.0 mm

1.3 mm

1.0 mm

0.4 mm

0.5 mm

旧構造 新構造（2mm角） 新構造（1mm角）

フレーム部

ダイヤフラム部

図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-2 旧構造と新構造センサチップの寸法 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-3 旧構造と新構造センサチップの消費電力とセンサ温度の関係のシミュ

レーション結果 
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②熱酸化、SiN成膜

③polySi成膜、イオン注入

④Pt引き出し電極形成

⑤TEOS層間絶縁膜形成

⑥Pt櫛歯電極形成

⑦TEOSコンタクトホール形成

⑧ボンディングPAD電極形成

⑨TEOS膜、polySi膜、SiN膜エッチング

⑩裏面polySi膜全面エッチング

⑪裏面SiN膜、酸化膜エッチング

⑫裏面Si異方性エッチング

⑬表面酸化膜を裏面からエッチング
（完成）

■Si／■Si3N4／■熱SiO2
■Poly-Si／■TEOS-SiO2

■Pt／■Au

①Si基板

図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-4 新構造センサチップのプロセスフロー 
 

 
2mm 角              1mm 角 

図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-5 新構造センサチップの外観写真 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-6 試作した新構造センサチップの消費電力とセンサ温度の関係 

 
ⅳ）－３ WO3を用いた MEMS ガスセンサの汚染ガス感度評価 

センサの開発

（

 本研究では、酸化タングステン（WO3）をガス検知材料とする半導体ガス

を行う。WO3 はその結晶構造、粒度、膜厚等によって感度が大きく変化することが知られ

ている。我々は六方晶を含むキューボイド状の WO3結晶において、NO2に対して大きな感

度を有することを以前に見出した。本研究においてもこの WO3を用いてガスセンサを構成

する。図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-1 に高感度 WO3 結晶の調製およびセンサチップ上への成膜の手

順をまとめる。 

(NH4)10W12O41･5H2O solution 
(タングステン酸アンモニウム・パラ五水和物)

H2WO4沈殿物

HNO3

イオン交換水

攪拌

H2WO4懸濁液

水熱処理

WO3結晶

80℃で攪拌後、安置

H2WO4懸濁液

WO3センサチップ完成

チップに滴下・乾燥

焼成

攪拌

アルコール系溶媒

HNO3（pH調整）

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-1 高感度 WO3結晶の調製・成膜フロー
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以上のような方法でセンサチップ上へ WO3 を成膜して完成したガスセンサの NH3 およ

び H2S に対する感度を旧構造、新構造の各センサチップにおいて測定した。その実験系の

模式図を図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-2 に示す。本実験系は N2で希釈された約 5ppm の NH3または

H2S のガスボンベ、および N2 100%、O2 100%のガスボンベからのガスをマスフローコン

トローラー（MFC）で各流量を制御し混合することで、空気（N2 80%、O2 20%）で希釈

された任意の濃度の NH3または H2S のガスを作りだせるようになっている。そしてそのガ

スをバブラーを通した空気ガスボンベのガスと混合することで、実環境と同じ水分を含ん

だガスをセンサに供給することができるようになっている。なおこのバブラーは恒温水槽

内に置かれており、温調することが可能で、任意の湿度のガスをつくりだすことができる。

またセンサおよび MFC は恒温槽の中に置き、温度影響がないようにした。センサに流れる

ガスの流量は MFC により 50 ml/min に設定し、一定の流量のガスをセンサに供給してい

る。 

バブラー
（恒温水槽内）

MFC

1LM
Air

ｶﾞｽｾﾝｻｾﾙ
50 ml/min

温湿度ｾﾝｻ

MFC

100CCM
O2

MFC

500CCM
N2

MFC

100CCM
Air

MFC

100CCM
Air

恒温槽内

NH3

or
H2S

N2

O2

AIR

5 ppm N2 balance

ｾﾝｻ制御/
測定回路

ﾃﾞｰﾀ入出力
ﾕﾆｯﾄ

PC

図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-2 ガスセンサ感度評価実験系 
 
以上のような実験系を用いて、今回試作した新構造センサチップ（2mm 角、1mm 角）

に WO3を成膜したガスセンサの NH3および H2S に対する感度を評価した。すべての実験

において、ガスセンサの周囲温度は 25℃、ガスの相対湿度は 30%になるよう調節して測定

を行った。ガス感度はセンサ温度によって大きく依存するため、センサチップ内にあるヒ

ーターへの印加電圧を変化させながら感度測定を行い、 大感度が得られるセンサ温度を

見出すようにした。そして測定結果から各センサチップにおける NH3および H2S の 大感

度、検出限界、消費電力、センサ温度等を算出し、比較した。 
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ここで、空気（ゼロガス）中のセンサ抵抗値を RAIR とし、ある濃度の対象ガス（スパン

ガス）中のセンサ抵抗値を RGASとすると、その濃度におけるセンサの感度 S は以下の式で

定義される。 

1−=
GAS

AIR

R
RS  

NH3や H2S などの還元性ガスにおいては S は 0 より大きい値となり、値が大きいほど感度

ガスの検出可能な 小の濃度であり、

空

が高いことを意味する。なお、実際の測定結果において、RAIRおよび RGASの値が安定して

いない場合は、RAIR の値はゼロガスからスパンガスに切り替える直前の値とその時の傾き

からスパンガスからゼロガスへ戻す直前の値を推定し、RGAS の値はスパンガスからゼロガ

スへ戻す直前の値を用いて、感度 S を算出した。 
また検出限界（LOD: Limit of Detection）とは対象

気中のセンサ抵抗値 RAIRの測定における標準偏差がσで、ある濃度 Cgにおける感度が S
であるセンサの検出限界は以下の式で定義される（ガス濃度 Cgと感度 S は比例関係にある

ものと仮定する）。 

S
C

R
LOD g

AIR

σ3=  

そして、センサの消費電力はヒーター電圧と電流をモニターし、その積として算出し、

そ

チップにおける NH3および H2S に対する感度の温度依

存

の消費電力の値から、図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-6 の消費電力とセンサ温度の関係の測定結果を

用いて、センサ温度を換算した。 
1mm 角、2mm 角の新構造センサ

性の測定結果、および 大感度時のセンサ応答の様子を図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-3～図Ⅴ.1.4.3
（ⅳ）.3-10 に示す。そして測定結果から得られた各センサチップの 大感度、 大感度時

のセンサ温度、検出限界、消費電力等のデータを表Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-1 および表Ⅴ.1.4.3
（ⅳ）.3-2 にまとめる。 
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おける NH3 400ppb に対する感度の温度依存

性 
における NH3 400ppb に対する応答（セン

サ温度 298℃） 
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おける H2S 260ppb に対する感度の温度依存

性 
における H2S 260ppb に対する応答（セン

サ温度 445℃） 
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おける NH3 500ppb に対する感度の温度依存

性 
における NH3 500ppb に対する応答（セン

サ温度 293℃） 
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おける H2S 500ppb に対する感度の温度依存

性 
における H2S 500ppb に対する応答（セン

サ温度 441℃） 
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表Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-1 NH3に対する 大感度時のセンサ特性の比較 
 2mm 角 1mm 角 

感度／ガス濃度 0.69／400ppb 0.59／500ppb 
検出限界(ppb) 1.7 2.5 
消費電力(mW) 61 31 
センサ温度(℃) 298 293 

 
表Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-2 H2S に対する 大感度時のセンサ特性の比較 

 2mm 角 1mm 角 
感度／ガス濃度 34／260ppb 62／500ppb 
検出限界(ppb) 0.023 0.024 
消費電力(mW) 91 48 
センサ温度(℃) 445 441 

 
以上の実験結果を整理し、考察・検討した内容を以下にまとめる。 
① 感度については、まず我々の試作したセンサは NH3 に対する感度に比べ、H2S に対す

る感度が二桁程度も高く、H2S に対して非常に高感度であるということがわかった。検

出限界として、 高で NH3で 1.7ppb、H2S で 0.023ppb とそれぞれ ppb レベルの感度

を持つことが確認できた。2mm 角と 1mm 角の感度を比較するとやや 2mm 角の方が大

きい傾向があるがセンサ間のばらつきの範囲内であり、ほぼ同等であると言える。理想

的なモデルで考えると、単位体積当たりのガス吸着表面積が変化しないならば、感度は

ガス感応膜の面積には依存しないはずなので、妥当な結果だと言える。 
② 大感度が得られる消費電力については、まず図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.2-3 のシミュレーショ

ン結果から、旧構造センサチップの消費電力は NH3測定時（295℃）で 482mW、H2S
測定時（445℃）で 749mW となる。この値と比較すると、新構造センサチップの 2mm
角で約 1/8、新構造の 2mm 角から 1mm 角でさらに約 1/2 の消費電力の低減がなされて

おり、旧構造のセンサチップに比べ、新構造のセンサチップは大幅な消費電力の低減が

実現できている。2mm 角と 1mm 角では感度には大きな差がないので、より消費電力

の低い 1mm 角のセンサチップが有利であると言える。 
 
（ⅳ）－４ スパッタ成膜による WO3薄膜センサの評価 

前章までに評価したガスセンサの WO3 膜は化学的に合成した WO3 結晶を含む懸濁液を

マイクロディスペンサーでセンサチップ上へ滴下・焼成する方法で成膜している。この手

法では膜厚等の正確な制御が難しく、センサ特性の大きなばらつきに繋がり、実用上問題

となる。そこでスパッタ成膜によってセンサチップ上へ WO3膜を形成することで、膜厚を

精度よく制御することができ、特性にばらつきの少ないガスセンサを作製することができ
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ると考え、ス 評価を行

った。 
スパッタによ 件を表 -1 にまとめる。ターゲットをタング

ステン（純度 9 r 50%、O2 5 雰囲気中で反応性 ッタリングを行い、

センサチップ上 した。セン ップは試作の都合上

た。 
 

スパッタ装置 雰囲気 真 F パワー  成膜時間 

パッタ成膜による WO3薄膜センサを実際に試作し、ガス検知特性の

る WO3 成膜条 Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.4
9.5%）とし、A 0%の スパ

に WO3膜を形成 サチ 、旧構造のものを用い

表Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.4-1 スパッタによる WO3 成膜の成膜条件 
空度 R 基板温度

ULVAC 製 S
（RF スパッ

% 
% 

6× 120 分 H-100 Ar=50
タ） O2=50

10-1 Pa 500 W 70℃ 

 
 試作したスパ ンサの NH び H2S に対する感度を評価した。測定は

Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-2 で示した系を用いて、センサセルの周囲温度は 25℃、ガスの相対湿度

に小さく評価できなか

小さい。しか

ッタ WO3薄膜セ 3およ

図

は 30%になるよう調節して測定を行った。NH3 に対する感度は非常

った。一方、H2S に対してはある程度の感度を持つことがわかった。H2S に対する感度の

温度依存性の測定結果、および 大感度時のセンサ応答の様子を図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.4-1 およ

び図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.4-2 に示す。測定結果より、 大感度はセンサ温度が 240℃の時に得ら

れ、H2S 500ppb に対して S=3.7 となっており、検出限界としては 0.4ppb と見積もられる。

従来の WO3膜でのセンサと比較すると、表Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-2 で示したように、2mm 角の

センサチップにおいて、 大感度はセンサ温度 445℃で、H2S 260ppb に対して S=34、検

出限界が 0.023 であったので、感度としてはスパッタ WO3膜の方が 1 桁以上

し 大感度が得られるセンサ温度が従来の WO3膜に比べ、大幅に低いので、消費電力の低

減にはスパッタ WO3膜の利用が効果的であると言える。今後、スパッタ条件、膜厚、電極

構成等を 適化することでさらなる感度向上が図れれば、スパッタによる WO3成膜は、実

用上、非常に有用なセンサ作製手法となりえることがわかった。 
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（ⅳ）－５ ナノギャップ櫛歯電極による高感度化の検証 
 半導体ガスセンサにおいて、検知膜の抵抗値測定のために設けられたセンサチップ上の

電

タ成膜を用いた WO3 センサにおいては特に NH3 に対してはまだまだ感度向上が必

要である。そこでこのナノギャップ効果を用いて、更なる高感度化を図れるかどうかを検

証した。 
 ナ によ 化を た 極の が

サチップでは あ μ μ さくし ンサチ 作

した。櫛歯電極の材質は Si 基板上に酸化膜を挟んで Pt を成膜した後、電子線露

装置によってマスクを形成し、ドライエッチングによって、線幅／線間＝2μm／1μm

極の両極間の距離が小さいほど感度が上がることが知られている[7]。特に電極間距離が

数十 nm～数百 nm である時に高感度化の効果が大きい。前章までに述べてきた今回我々が

開発したガスセンサはすでにppbレベルの感度を持つ高感度なセンサを実現できているが、

スパッ

ノギャップ効果 る高感度 検証する め、櫛歯電 電極間距離 従来のセン

5μm で ったが、1 m および 0.5 m まで小 たセ ップを試

Pt とし、

光

および 2μm／0.5μm の櫛歯電極を形成した。このセンサチップはヒーター構造を持たな

いため、電気炉等で外部から加熱して評価する必要がある。試作したセンサチップの櫛歯

電極部の顕微鏡写真を図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.5-1 に示す。 
 

20μm20μm

ギャップサイズ 1.0μm        ギャップサイズ 0.5μm 
図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.5-1 ナノギャップ櫛歯電極加工後の顕微鏡写真 

 
 試作したナノギャップ櫛歯電極センサチップ、および従来のギャップサイズ 5μm のセン

サチップにそれぞれ従来の手法（図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-1）で WO3膜を成膜し、出来上がった

センサの NH3に対する感度を評価した。測定は図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.3-2 で示した系を用いて、

センサセルの代わりに電気炉の中にセンサを入れ、炉の温度を 240℃に設定し、ガスの相対

湿度は 30%になるよう調節して測定を行った。NH3 500ppb に対する応答の様子を図

Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.5-2、その結果から得られたギャップサイズと感度の関係を図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.5-3

NH3 に対する とが確認でき、ナノギャ ャップ

に示す。これらの結果から明らかなように、櫛

感度が向上するこ

歯電極のギャップサイズが小さくなるほど

ップ効果を実証できた。ギ
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サイズを 5μm から 0.5μm にすると感度が約 6 倍になり、ナノギャップ櫛歯電極を採用す

ることで、更なる感度向上が見込めることがわかった。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.5-2 ナノギャップ櫛歯電極センサ

の NH3 500ppb に対する応答（センサ温度 240℃）

図Ⅴ.1.4.3（ⅳ）.5-3 ギャップサイズ

と感度の関係 
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（ⅳ）－６ 結論 
本研究ではクリーンルームの消費電力削減のため、ドラフトの排気量制御に用いること

のできる高感度・低消費電力のガスセンサの開発を行った。ターゲットガスは酸・アルカ

リ系のガスとして、NH3と H2S とし、ppb レベルの検知性能を有する実用的なガスセンサ

の開発を目標とした。本研究により以下の成果が得られた。 
① MEMS センサチップの省電力化設計により、クリーンルーム内汚染ガス（NH3, H2S）

を ppb レベルで検知可能な従来のセンサチップ構造に比べ、大幅に耐熱性が向上し、低

消費電力化された MEMS ガスセンサを開発した。耐熱温度 500℃以上で、NH3に対す

る検出限界は 2ppb、消費電力は 482mW から 31mW に低減、H2S に対する検出限界は

0.02ppb 電力化には

センサの間欠動作および初期応答からの感度推定等を行うことで実現可能となる。 
 スパッタ成膜による WO3薄膜センサを評価した結果、NH3に対しては感度は認められ

2.0 

2.5 

3.0 

r/R
N

H
3-1

)

 

、消費電力は 749mW から 48mW に低減を達成した。更なる低消費

②

なかったが、H2S に対しては従来の WO3膜のセンサに比べ、一桁程度低いが、ppb レ

ベルの検出限界を有することを確認した。そしてセンサ温度が従来の WO3 膜のセンサ

に比べ、大幅に低い温度で動作が可能で、更なる消費電力の低減に効果的である。今後、

スパッタ条件・膜厚・電極構成等の 適化で更なる高感度化を実現できれば、スパッタ

成膜による WO3 膜の形成により、高安定性・高再現性・ばらつき小・生産効率向上が

期待でき、実用上非常に有用なセンサ作製手法となりえる。 
③ ナノギャップ櫛歯電極を採用することで更なる高感度化が見込めることを実証した。ギ

ャップサイズ 5μm から 0.5μm にすることで、感度が約 6 倍向上した。今後、ギャッ
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プサイズをさらに小さくすることでどこまで感度向上が見込めるか検討し、 適なギャ

ップサイズを見出し、スパッタ WO3薄膜センサと組み合わせることで、更なる高感度・

低消費電力でかつ生産効率が高く、実用性の高いガスセンサを実現することができる。 
 

以上のように、本研究では、MEMS 技術により高感度化・低消費電力化を図った NH3、

H2S に対する世界 高水準の検出感度を有する半導体ガスセンサを実現した。本成果を他

種の半導体ガスセンサに適用すれば、様々なガスに対して高感度・低消費電力のガスセン

サの実現が可能となる。また本成果により、半導体ガスセンサのセンサネットワークへの

適用が容易となり、高機能センサネットワークにガス計測の要素が加わり、付加価値が向

上し、新たな市場の創造につながる。 
実用化に向けての課題としては、センサ応答の安定性・再現性・選択性の向上、製作ば

らつきの改善があげられる。これらの課題の解決には WO3 の成膜条件のばらつきを抑え、

れる。これら されれば実

的な小型・高感度・低消費電力・低コストのガスセンサが実現でき、ドラフト排気の制

や都市環境の広域大気汚染モニタリング等、センサネットワークに適合した今までにな

へ展開できる。 
 

i, Ling-Han Li, Kyoji Shibuya, 
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（ⅴ）振動発電を中心とした小型高効率発電デバイス 
（ⅴ）.1  研究の目的 

 
 軟 X 線を用いたエレクトレットの新しい荷電方法の高速化を目指すとともに,従来デバイ

スよりも MEMS プロセスとの整合性が高く,小型化に有利な櫛歯型エレクトレット発電器

の原理検証を行う.また,体温を用いた新しい環境低負荷の熱電発電器の基礎検討を実施し

方針を明確化する. 
 
（ⅴ）.2 各研究内容の検討 
（ⅴ）.2.1 新しい荷電法を用いた櫛歯型 MEMS 発電器の検討 
 Suzuki et al [1],Miki et al [2] は,パリレン樹脂をばねとして用いた一体型の振動型エレ

クトレット MEMS 発電器を試作し,38Hz，1G の振動条件において，発電出力 3.8 µW を実

現している.しかし,この一体型発電器では,シリコン基板およびガラス基板上に別々にエレ

クトレット膜・電極を形成し,エレクトレット膜を荷電した後,最後にエレクトレット膜と電

極が対向するようアセンブリする必要があった (図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.).現在，エレクトレッ

トを用いない静電誘導発電器としては,櫛歯型電極を用いたものが試作されている[3]．エレ

クトレットへの荷電方法は，コロナ荷電法が一般的であるが，この方法で櫛歯型の側壁に

成膜したエレクトレットへの荷電を行った場合，開口部に電荷が集中し，静電反発力によ

り内部までコロナイオンが侵入することができず，十分な荷電量を得られない (図Ⅴ.1.4.3
（ⅴ）.2.1－2). 
 別の荷電方法に，Hagiwara ら[4]が開発した軟 X 線照射による荷電方法がある．気体に

波長が 0.1~10 nm の軟 X 線を照射すると気体が電離し，生じたイオンや電子をバイアス電

圧で分離して荷電を行うものである．櫛歯型デバイスに対してこの方法で荷電すると，狭

ギャップの中で気体が電離するため側壁エレクトレットへの荷電が可能である(図Ⅴ.1.4.3
（ⅴ）.2.1－3)．しかし，電荷が飽和するまでに 30 分以上もの長い時間を要する．これは

軟 X 線の吸収率が非常に小さいことに起因している．窒素の場合，吸収率は 0.02%である． 
 一方で，軟 X 線よりも吸収率が大きい波長が 120~160 nm の真空紫外線(Vacuum 
UltraViolet, VUV)を用いることで，非パターン膜に対し，より短時間での荷電が可能であ

るという予備的な結果が得られている (図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.1－4) ．VUV は大気圧下ではす

ぐに吸収されてしまうが，数 Pa 程度の低圧下において直進性が得られる．この方法では式

(1)に示した 2 光子吸収反応によって電離が起こる． 

N2 + hν1 → N2
*

N * + hν → N + + e−
2 2 2

  (1) 

気体を電離した後，バイアス電圧により正イオンまたは電子のみをエレクトレット膜へ帯

電させる．VUV の吸収率は図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.1－5 に示すように 1 Pa で 4%と軟 X 線に比
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べ 100 倍以上大きくなっており，短時間での荷電が期待できる． 
 そこで本研究では，VUV 照射荷電法を確立し，櫛歯型デバイスに適用することを目的と

する． 

 
 

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2. 一体型 MEMS 発電器におけるアセンブリ 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.1－2 コロナ荷電では櫛歯電極の開口部に電荷が溜まり,側壁部への荷

電が困難[3] 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.1－3 軟 X 線による垂直エレクトレットの荷電 

  
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.1－4 真空紫外線（波長 120~160 nm）における吸収率 [] 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.1－5 真空 UV 荷電法における圧力に対する吸収率 

（ⅴ）.2.2 VUV 照射荷電法の検討 
 図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.2－1 に製作した VUV 荷電装置の概念図を示す．紫外線源として DUV
ランプ L1835（浜松ホトニクス製）を使用し，紫外線が直接サンプルにあたらないように

配置した．エレクトレット下部電極へかけるバイアス電圧源および電流計としてソースメ

ジャーユニット Model 2410（ケースレーインスツルメンツ製）を使用した．窒素ガスはボ

ンベから導入し，マスフローコントローラ SCE-E40（堀場エステック製）を用いて流量の

制御を行い，バタフライバルブと電離真空計 GI-M2（アルバック製）を用いてチャンバ内

の圧力を制御した． 
 荷電はまず 5 x 10-3 Pa まで真空引きを行い，窒素を導入，圧力調整の後に紫外線照射，

バイアス電圧を所定の時間印加した．また，エレクトレット膜は高い表面電荷密度をもつ

CYTOP（旭硝子製）を採用し，低抵抗の Si 基板上にスピンコートで成膜した．荷電後の表

面電位は表面電位計 Model 279（モンローエレクトロニクス）で測定した． 
 エレクトレット膜の電荷保持特性を他の荷電方法と比較するために TSD (Thermally 
Stimulated Discharge) 測定を行った．これは図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.2－2 に示すようにあらか

じめ荷電したエレクトレット膜を室温から徐々に加熱し，その漏れ電流を測定する手法で

あり，電流値がピークとる温度から電荷保持特性を評価することができる． 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.2－1 真空紫外線荷電装置の概念図 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.2－2 電荷保持特性を測定する TSD の概念図 
（ⅴ）.3.1 VUV 照射荷電条件の検討および荷電評価 
 図に気体の種類に対する荷電結果を示す．使用した気体はドライエア，窒素(99.9%)，高

純度窒素(99.9995%)の 3 種類である．窒素の純度をあげることによって荷電量が大きく上

昇している．これは，酸素が存在すると式(2)に示した反応が起こり，窒素の電離が阻害さ

れるためであると考えられる．以降の実験で 99.9995%の窒素を使用した． 

O2 + N2
*+ → N2 + O + O

O2 + O → O3

O + N * → O + O + N3 2 2 2

  (2) 

 次に，荷電条件を最適化するためエレクトレットを成膜していない Si 基板を用いてイオ

ン電流の測定を行った．図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－2 に窒素流量を変化させたときのイオン電流

を示す．イオン電流は窒素流量に依存しないことがわかる．そのため，流量は 5 sccm とし

た．図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－3 に圧力を変化させた場合のイオン電流の変化を示す．高バイア

ス電圧印加時の破線部分は電極とチャンバの間で放電が起きてしまい，測定不可能であっ

た領域である．イオン電流は最大で 1.5 Paのときに 70 µAであった．コロナ荷電では 2 µA，

軟 X 線では 0.1 µA であり，非常に大きなイオン電流が得られた．また，この結果より 5 Pa
付近でイオン電流が最大になることがわかる．得られる表面電位はバイアス電圧と同程度

であるため，できるだけ大きなバイアス電圧がかけられることが望ましいが，チャンバの

構造や大きさを最適化することで+1.0 kV のバイアス電圧でも放電を起こさないようにす

ることができるといえる． 
 イオン電流の基礎的な知見が得られ荷電条件がある程度把握できたため，CYTOP を成膜

した Si 基板を用いて表面電位を評価した．図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－4 に圧力を変化させた場

合の表面電位を示す．0.1~0.5 Pa が最適であることがわかった．これは 5 Pa 程度で最大と

なるイオン電流の傾向と一致していない．その原因は荷電粒子の平均自由行程にあると考

えられる．0.1 Pa での平均自由行程は 6 cm であるのに対し，1 Pa では 0.6 cm である．一

方，イオン発生エリアとエレクトレット基板との距離は 5 cm であるから 1 Pa では荷電粒
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子がエレクトレット膜へ到達する前に再結合する割合が大きくなっていると考えられる． 
 図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－5 に荷電時間と表面電位の関係を示す．わずか 2 秒間で表面電位

は飽和しており，コロナ荷電（2 分），軟 X 線荷電（30 分）に比べ 100 分の 1 以下の非常

に短い時間で荷電できることがわかった．図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－6 に荷電後の表面電位の経

時変化を示す．荷電条件によらず 3500 時間以上経過してもまったく減衰していない． 
 図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－7 に TSD 測定の結果を示す．測定サンプルは Si 基板上に成膜し

た CYTOP 15 µm である．電流がピークとなる温度は 141℃となった．一方でコロナ荷電

法ではピーク温度は 150℃であるため，VUV で荷電したものの方が 9℃ほど低くなってい

る．この理由は，以下のように考えられる．一般にポリマーエレクトレットでは，荷電中

にガラス転移温度以上に加熱することで安定な電荷保持特性が得られる．コロナ荷電では

CYTOP を加熱し荷電しているが，現在の VUV 荷電装置では加熱するための機構が備わっ

ていないため室温で荷電している．そのために電荷保持特性が低くなっている可能性があ

る． 
 次に，櫛歯型デバイスへ適応するため狭ギャップ構造への荷電を検討した．具体的には，

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－8 のようにエレクトレット下部電極にバイアス電圧を印加し，70 µm
のギャップをカプトンテープによって保持し，電気的に浮いている対向電極を配置した．

荷電後に表面電位計にて開口部からどのくらいの深さまで荷電できているかを評価した．

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－8 は荷電時間を変化させた場合の結果である．荷電時間が 10 秒の場

合は不十分であるが，時間をのばすに従い深くまで荷電されていることがわかる．3 分間の

荷電によりギャップ幅である 70 µm の 100 倍の深さまで荷電できているので十分と判断し

た．また，+1 kV のバイアス電圧に対し表面電位は-400 V と十分な値が得られていない．

これは対向電極を浮かせているためである．図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－9 は圧力を変化させた場

合の測定結果である．圧力の上昇に伴い，イオン電流が大きくなるため表面電位は上昇し

ている．一方，電子の平均自由行程が短くなるため荷電できる深さは浅くなってしまって

いる． 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3. 真空 UV 法における,気体の種類に対する荷電結果 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－2 窒素流量を変化させた時のイオン電流 (Si 基板) 

 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－3 圧力を変化させた時のイオン電流 (Si 基板) 

 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－4 圧力を変化させた時のイオン電流 (CYTOP 膜 / Si) 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－5 荷電時間を変化させた時のイオン電流 (CYTOP 膜 / Si) 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－6 荷電後の表面電位の経時変化 (CYTOP 膜 / Si) 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－7 TSD による電荷保持特性 (CYTOP 膜 / Si) 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－8 狭ギャップ構造への荷電の概念図と荷電時間変化による表Ⅴ面電

位 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1－9 狭ギャップ構造への荷電における圧力変化に対する表面電位 

が5 x 10-3 Paある.各エレクト

レット膜の測定した表面電位を図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1に示す. 

  

 次のステップとして，垂直エレクトレットとしての特性を評価するため，DRIEでSi
基板上に7 µmのギャップで深さ90 µmの溝を製作し，そこにparyleneを1 µmの厚さで成

膜したものに荷電を行った．モンロー製の表面電位計は分解能が1 mmであるため今回

のサンプルは測定不能である．そこで走査プローブ顕微鏡SPM-9600（島津製作所製）

の表面電位測定モード (KFMモード)で計測を行った．カンチレバーは分解能が数十 
nmであるEFM-10（Nano World製）を使用した．具体的には，エレクトレット膜をVUV
により荷電し，溝の部分で2つに割り，図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.0に示すようにその側壁を走

査プローブ顕微鏡によって測定した．測定部位の開口部からの距離は取得した写真の画

像解析から求めている．荷電条件は, 100 V, 1 Pa, 3分で,背圧
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図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.0 走査プローブ顕微鏡による側壁の表面電位の測定 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.1 狭ギャップ（7µm）における表面電位と電位分布 

 
（ⅴ）.3.2 垂直エレクトレット用いた櫛歯型 MEMS 発電器の設計と試作 
 初期プロトタイプのデザインとして,表Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－1 にプロトタイプのデザイン

パラメータを示す. 本パラメータの表面電位，デバイスサイズ，および寄生容量は Honzumi
ら[5]が製作した加速度デバイスの結果に基づく．また,本デザインパラメータによる発電シ

ミュレーションを図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－1 に示す. 出力は 181nW となり，原理確認デバイ

スとして十分な発電量と考え，本デザインで試作・評価を行った． 
 

表Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－1 プロトタイプのデザインパラメータ 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－1 プロトタイプデバイスの発電シミュレーション 

 
 図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－2 に櫛歯型エレクトレット MEMS 発電器のプロセスチャートを示

す.まず,厚膜の EB レジスト（OEBR-CAP2）を用いて,４インチ SOI ウエハに EB 描画装置 
(ADVANTEST, F52) によりパターニングをする（図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－2a）.ばねと櫛歯

を形成するため,50 μm 厚の活性層を DRIE によりエッチングする （図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2
－2b）. さらに,エレクトレット材料となるパリレンを蒸着する際に可動部がスティクショ

ンしないよう,裏面を DRIE でエッチングする（図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－2c,d）. 気相 HF に

よる犠牲層エッチングでリリースを行い（図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－2e）,その後 1.5-μm 厚の

diX-F 膜を CVD を用いて,櫛歯側壁に蒸着する（図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－2f）.この製作した

チップを PC 基板に固定し,軟 X 線（X-ray : 9.5 keV, Bias Voltage : 150 V for 45 minutes）
を用い diX-F 膜に荷電をし,垂直エレクトレット膜を形成する. 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－2 垂直エレクトレットを持つ櫛歯型 MEMS 発電器のプロセスチャ

ート 
 
 図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－3 に製作したデバイスの SEM 像を示す.本デバイスは,共振周波数

に関わる中央部のマスを 6μm 幅のシリコンばねで支持した構造である.さらに,エレクトレ

ット用の diX-F 膜を蒸着後の,櫛歯部分の拡大像を図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－4 に示す.この時の

櫛歯間のギャップは 1.5 µm である.また,冶具基板にチップを固定した写真を図Ⅴ.1.4.3
（ⅴ）.3.2－5 に示す. 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－3 製作したデバイスの SEM 像 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－4 エレクトレット用の diX-F 膜を蒸着後の,櫛歯部分の拡大像 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－5 冶具基板にチップを固定した写真 

  
 振動解析装置 (Polytec, MSA-500)を用いて,製作したデバイスの共振周波数を測定した.
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－6に示すように,6.1 kHzの共振周波数が測定された.また,Q値は10.2
である.ちなみに,設計周波数は5.31 kHzである. 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－6 製作したデバイスの周波数特性 
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 製作したデバイスを電磁加振器 (ET-126B-1, Labworks) に固定して,面内振動を外部か

ら加えた.また,レーザー変位計 (LC-2430, Keyence) を用いて,その時の変位を測定し

た.100 Hz以下のノイズを,FFTおよび逆FFTで取り除いた測定データを図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2
－7 に示す. 得られた出力電圧は 0.4 Vp-p ,電力は 2 nW である.測定時の条件は,外部振動

500Hz,15G で,外付け抵抗は 10MΩであった. 
 また，図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－8 に出力電圧と外部振動の関係を示す．出力電圧は外部振動

に対し線形性に近い特性を持ち，この結果から表面電位が約 95V と見積もられた． 
 一方,図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－1で示した本デバイスのシミュレーション結果と比較する

と非常に小さい.これは,①共振周波数からかなり離れた周波数で振動させている.②櫛

歯側壁の開口部から底面まで一様に荷電された条件でシミュレーションしている.そこ

で,試作したデバイスを共振 (6.1 kHz) で振動させた時の発電シミュレーション結果を

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－9に示す. 外力10 G ,最適抵抗値 34 MΩ で約0.17 μW の発電が見

積もられた. 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－7 製作したデバイスの発電測定結果 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－8 出力電圧と外部振動の関係 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－9 製作したデバイスを共振で振動させた時の発電量（SIM） 

 

 次のステップとして，垂直エレクトレットの製作に真空UV荷電法を用いた評価を報

告する.また,今回はエレクトレット用の膜にパリレンHTを用いた.パリレンHTは,図
Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－10のようにパリレンCの両側のメチル基の水素をフッ素置換した材

料で,非常に高い電荷密度が測定されている [6] . 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－10 パリレンHT（左図Ⅴ.1.4.3（ⅴ））およびdIX-F（右図Ⅴ.1.4.3

（ⅴ））の構造 
 
 µW レベルの出力を目指す改良型のデザインとして,表Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－2 にデザイン

パラメータを示す. 本パラメータの表面電位，デバイスサイズ，および寄生容量はプロトタ

イプデバイスの結果に基づく．また,本デザインパラメータによる発電シミュレーションを

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－に示す. 出力は 0.67µW となり，改良型デバイスとして十分な発電量

と考え，本デザインで試作・評価を行った． 
表Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－2 改良型のデザインパラメータ 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－ 改良型デバイスの発電シミュレーション 

 
 図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－12 に製作したデバイスの SEM 像を示す.本デバイスは,共振周波数

に関わる中央部のマスを 5μm 幅のシリコンばねで支持した構造である.さらに,共振周波数

を下げるため,マスのサイズを大きくした.また,エレクトレット用のパリレン HT 膜を蒸着

後の,櫛歯部分の拡大像を図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－13に示す.この時の櫛歯間のギャップは 1 µm
である. 

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－12 製作したデバイスの SEM 像 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－13 製作したデバイスの櫛歯部分の拡大像 
 製作したチップを PC 基板に固定し,真空 UV（Bias Voltage : 150 V for 3 minutes, 1 Pa）
を用いパリレン HT 膜に荷電をし,垂直エレクトレット膜を形成する. 
 荷電後のデバイスを電磁加振器 (ET-126B-1, Labworks) に固定して,面内振動を外部か

ら加えた.また,レーザー変位計 (LC-2430, Keyence) を用いて,その時の変位を測定し

た.100 Hz以下のノイズを,FFTおよび逆FFTで取り除いた測定データを図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2
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－14 に示す. 得られた出力電圧は 0.1 Vp-p ,電力は 1 nW である.測定時の条件は,外部振動

1.73kHz, 2G で,外付け抵抗は 10MΩであった.  
 また，図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－15 に出力電圧と外部振動の関係を示す．出力電圧は外部振

動に対し線形性に近い特性を持ち，この結果から表面電位が約 62V と見積もられた． 
 一方,本デバイスのシミュレーション結果と比較すると非常に小さい.これは,プロトタイ

プデバイスと比較して，寄生容量が非常に大きくなった（2.6 pF → 19.8 pF）からだと示

唆される．この改良型デバイスは、共振周波数を下げるためデバイスサイズを大きくした

が，それにより寄生容量が増加してしまったため，最適なデバイスサイズの検討が必要で

あると考えられる． 
  

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－14 真空 UV 荷電による垂直エレクトレット発電器の測定結果 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.2－15 出力電圧と外部振動の関係 

 
（ⅴ）.2.4 エレクトレットを用いた非定常熱発電デバイス 
 発電原理の概要図を図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.3－1 に示す．表面に荷電された CYTOP と誘電

体を図のように電極で挟む．誘電体の誘電率が温度によって変化することで，両電極に誘

起される電荷量が変化し電流が流れ発電を行う．図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.3－2 に構築した発電モ

デルを示す．s，se，ε1，ε2，C(t) ，Ce，E，Ee，σ1，σe，σ2，R，I，V はそれぞれ，誘電

体，エレクトレットの静電容量，電場，下極板，エレクトレット表面，上極板の表面電荷

密度，抵抗，電流，極板間電圧であり，面積は A である． 
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図 1.1.2.3－1 発電原理
 

 
図 1.1.2.3－2 発電モデル

まずキルヒホッフの法則から以下の式が導出される． 

V = seEe − sE, I = −A dσ1

dt
= A dσ 2

dt
(1)  

次にガウスの法則から以下の式が導出される． 
σ1 = ε0ε eEe , σ 2 = ε0εE, σ e = −ε 0ε eEe −ε0εE (2)  
(1)，(2)から次の微分方程式が得られる． 
dσ1

dt
= − 1

R
1

Ce

+ 1
C(t)

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ σ1 + 1

C(t)
σ e

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ (3)  

また出力は以下のようになる． 

W = RI 2 = R A dσ1

dt
⎛ 
⎝ 
⎜ 

⎞ 
⎠ 
⎟ 

2

(4) 

(3)の微分方程式は C(t)にも依るが，基本的に解析的に解くことは出来ないので，数値解析

を行い，実験の際に必要となるパラメータについて分析する． 
 
（ⅴ）.3.4 数値解析によるパラメータの検討 
 誘電体の静電容量 C(t)は，温度により変化するが，ここでは，簡単のため時間の関数と

して以下のように仮定する．ここで，T は誘電率が変化するのに必要な時間である． 

C(t) = C0 {1+ (α −1) t
T

}  

 まず，面積を 4 インチウエハ相当の 8.0x10-3 m2，誘電率の変化が 2 倍(α = 2)，Ce，σe

は CYTOP と仮定し，それぞれ，-2.0 mC/m2，9.9 nF とした．誘電率の変化時間を 60 s と

した場合に，誘電体の初期静電容量を決めるための指標であるε/d を変化させたときの出力

を図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.3.4－1 に示す． 
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図 1.1.3.4－1 誘電体の静電容量による出力の変化  
最適な誘電体の初期静電容量が存在し，その時出力が合計で 0.29 mJ，平均で 5 μWである．

以上より，センサ用電源として十分な出力が期待出来ることが分かる． 
 次に誘電率の変化率α，変化時間 T，CYTOP の厚さ d，表面電荷密度σeを変えた時の出

力の変化を図Ⅴ.1.4.3（ⅴ）.2.3－2 に示す． 

図 1.1.2.3－2 各パラメータによる出力  
これより，出力は誘電率の変化率，エレクトレットの厚さ，(表面電荷密度)2 に比例するこ

とが分かる．また，変化時間は出力の総量には依存しない． 
 
（ⅴ）.4 まとめ 
 
１．垂直エレクトレットを用いた櫛歯型 MEMS 発電器 
・発電原理検証を確認し，2nW の出力を得た．また，VUV 荷電法を用いた垂直エレクトレ

ットでの発電を確認した． 
・狭ギャップにおける表面電位の測定により，表面から 80µm 程度まで一定した表面電位
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を得られた． 
２．VUV 照射荷電法による荷電の高速化 
・新しい荷電法，真空 UV 荷電法を確立した． 
・従来の荷電法（コロナ荷電法，軟 X 線荷電法）と比較して，非常に短時間で高い表面電

位およびイオン電流を得た． 
３．エレクトレットを用いた非定常熱発電デバイス 
・発電原理を確認し，キルヒホッフの法則，ガウスの法則を用いて発電モデルを構築した． 
・数値解析を行い以下の事を得た． 
 ・CYTOP の静電容量に対して，最適な誘電体の初期誘電率が存在する． 

・ 出力は変化率，CYTOP の厚さ，(表面電荷密度)2に比例する． 
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（ⅵ）センサ用パワーマネジメントデバイス 

（ⅵ）.1  研究の目的 
(1) 背景 

無線センサネットワークは端末の仕様や端末に接続するセンサを最適化することにより、

設置する場所や収集するデータなどを柔軟に変更することができ、様々な用途に用いるこ

とができる。それにより、例えば、被災地や火山の火口など、人間が立ち入ることが困難

な場所の情報を収集することができる。多数存在する無線センサデバイスが互いに連携す

ることによりユーザにサービスが提供されるためには、無線通信デバイスは必要なときに

センシングデータをやりとりできる状態でネットワークに接続していることが求められる。

しかしながら現在の技術では無線センサデバイスの待機時およびセンシング時の消費電力

が大きいため、電池持続時間、センシング頻度もしくは連続センシング時間が制限されて

しまうという問題がある。 

一般に無線通信部の消費電力は、送受信時だけでなく待機時でもセンサデバイスに比較

して大きい。さらにセンサデバイスは高機能化および複合化されて消費電力が増加する傾

向にある。したがってこの電池接続時間の制限は、無線センサネットワークの普及を妨げ

ている。 

このような問題に対して、センサデバイスでは、端末に搭載されているセンサのセンシ

ング頻度を最小にすることが必要である。その解決策としては一定時間間隔でセンシング

や通信を行うタイマー駆動や特定のイベントが発生したときにだけセンシングや通信を行

うイベント駆動という考え方がある。しかし、タイマー駆動では、タイマーの時間以外の

状態を知ることはできず、場合によっては端末が動作していないために必要な情報をセン

シングできないという可能性がある。そこで、必要なときに必要なだけセンサを動かすイ

ベント駆動型の端末の開発が望まれる。一方、無線部では、ハードウェアの改良 [1] [2]や無

線通信制御技術の改良 [3]によって無線通信部の消費電力を削減する研究が進められている。

また、センサデータ通信用の無線通信部とは別にウェイクアップ専用の無線通信部を設け

ることで受信電力を削減する研究も行われている。 [4] [5] 

 

(2) 目的 

無線センサデバイスは、常時または定期的にセンシングデータを送信するような利用シ

ーンと、常時待機していてあるイベントの発生によりセンシングを開始し、センサによる

測定データを無線通信によってサーバ側に送信するというような利用シーンが考えられる。

本研究では、イベントによりセンシングを開始する利用シーンを想定した起動スイッチを

付加したセンサ部と無線部の最適化による待機電力レスシステムを提案する。今回は、起

動スイッチを付加したシステムの実現性を確認するため、低消費電力化を志向した起動ス

イッチおよび起動スイッチ向け無線の検討を行い、起動モジュールと無線部の要求仕様を

把握することを目的に実施した。 



 

（ⅵ）.2 起動スイッチの低消費電力化検討 

（ⅵ）－2.1 目的 

 本研究開発では、端末の低消費電力化のために端末のイベント駆動型化を目指した。端

末をイベント駆動化するためには、端末をイベントの発生に応じて必要なときに動作させ

るためのスイッチが必要となる。そこで、本研究開発では、起動スイッチに着目し研究開

発を行った。 

 

（ⅵ）－2.2 起動スイッチの構成検討 

起動スイッチはその機能から省電力であることが求められ、その理想は待機電力レス、

消費電力レスのスイッチである。待機電力レスを実現するスイッチとしては、接点型のセ

ンサもしくは発電型のセンサが考えられる [6]。 

また、起動スイッチで重要である重要なのはイベントの設定である。本研究開発では、

センサ端末の設置場所をクリーンルームと想定しているため、クリーンルームにおいて最

も必要とされる情報を選択することが望ましい。クリーンルームは半導体や MEMS などを

開発および生産する環境であり、クリーン度、すなわちパーティクルの体積密度が非常に

重要である。つまり、クリーンルームではパーティクルの数の変化を起動情報として採用

することが望ましい。しかしながら、パーティクルセンサを接点型、発電型のセンサにす

ることは難しい。そこで、まずはパーティクルセンサを起動するための起動スイッチの開

発を行った。 

クリーンルームのパーティクルは主に空気中を漂い、空気の流れに寄って運ばれるもの

と、床に堆積したものが、人や物の移動に伴い巻きあげられるものが存在する。どちらに

も共通するものは空気の流れがパーティクルを運ぶことである。そこで、本研究開発では、

空気の流れの変化に対して ON・OFF するフローセンサ型のスイッチを提案する。しかしな

がら、それでは空気の流れの無いところではスイッチが ON しないが、例えばスイッチを搬

送ロボットのようなものに取り付けることにより、その動作に連動しスイッチの ON・OFF

を行うことができると考える。起動スイッチの構成は、接点型特有のチャタリングや耐久

性を考慮し、発電型のフローセンサと MOSFET を組み合わせてスイッチとした。発電には

圧電体を利用し、圧電体の撓みによって、電圧を発生し MOSFET を ON することにより、

スイッチが ON となる（図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）－2.2-1）。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）-.2.2-1 提案するスイッチの構

 
（ⅵ）－2.3 フローセンサの動作原理 

 圧電体を用いたフローセンサとして、カンチレバー上に圧電体を形成し、流体の圧力に

よってカンチレバーと積層された圧電体が撓み電圧を出力するようなセンサを考える。 

流体中に流体の流れに垂直に平板をおいた場合、場合に平板に働く力 D は以下のように

表される。 

 
 

（1）  

ここで、CD は抗力係数、A は平板の面積、ρは流体の密度、v は流体の流速である。流体

が、気体の場合は密度が小さく、流速や平板の面積が大きくないと大きな力を得ることが

できない。 

 そこで、図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）－2.3-1 に示すような流路を考える。流路に流体が流れると、管

路損失に寄って流路の上流（P1）と下流（P2）には圧力差が生じる。 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）-2.3-1 流路概念

その圧力差ΔP は、Darcy – Weisbach の式により以下のように表される。 

 
 

（2）  

ここで、λ、l、d はそれぞれ管路摩擦係数、測定部の長さ（P1 と P2 間の距離）、流路直

径である。流路内の流れが層流の場合、管路摩擦係数λはレイノルズ数 Re を用いて次のよ
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うに表される。 

 
 

（3）  

したがって、カンチレバーの上面と下面の圧力差ΔP は動粘度μを用い以下のようになる。 

 
 

（4）  

単純に流体を平板に当てた場合に比べ、測定部の長さ lや流路直径 dを変更することにより、

大きな圧力を取り出せることが分かる。また、式(1)では、圧力が流体速度の 2 乗に比例し

ているが、式(4)では、圧力が流体の速度にたいして線形に変化するため、センサとしても

利用しやすい。 

 次に、カンチレバーが圧力を受けて撓んだ時に、圧電体の上面と下面に発生する電圧に

ついて考える。圧電体はできるだけ大きな電圧を発生させるため、電気機械結合定数の大

きさを考慮し PZT を採用した。先端に錘が付いているカンチレバーへ加速度を与えた場合

の単位加速度辺りに PZT に発生する電荷 Sqは以下のように表される。 [7] 

 

 

（5）  

ここで、d31、EPはそれぞれ PZT の圧電歪定数とヤング率であり、zPは PZT 層の中心と積層

されたカンチレバーの中立線との距離であり、ｍは錘の質量である。また、Lm と l はそれ

ぞれ慣性質量の長さとカンチレバーの長さである。また、Ei と hi はカンチレバー上に積層

された各層のヤング率と厚さ、Ziはカンチレバー上に積層された各層の中心と積層されたカ

ンチレバーの中立線との距離である。したがって、単位加速度が加わったときの PZT に発

生する電圧は、 

 

 

（6）  

となる。ここで、CP は PZT の静電容量、Cothers は測定系などの寄生容量である。また、CP

は、次の式で表される。 

 
 

（7）  

ここで、εとε0はそれぞれ真空の誘電率と PZT の比誘電率、S は上部電極の Pt/Ti の面積、
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hPは PZT の厚さである。本研究開発で作製するカンチレバーは加速度による力ではなく、

圧力を検出するため、以下のように変形する。 

 

 

（8）  

ここで、ΔP はカンチレバーの上面と下面の圧力差である。また、簡単のために寄生容量

Cothersは無視する。式（8）は先端荷重の場合の計算であり、圧力により発生する力は面荷重

であるため、厳密には単にカンチレバーにかかる荷重を圧力に荷重に置き換えることはで

きないが、大まかな設計指針を得るためには十分である。 

以上より、本研究開発で提案するセンサの出力は、 

 
 

（9）  

となる。 

 

（ⅵ）－2.4 圧電フローセンサの構造 

 本研究開発で開発するフローセンサの断面概念図を図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）－2.4-1 に示す。フロ

ーセンサはセンサ部とメイン流路とバイパス流路から構成される。センサ部は SOI ウエハ

から MEMS 技術を用いて、カンチレバーと圧力を伝えるための孔が形成され、カンチレバ

ー上には絶縁のための SiO2、下部電極の Pt/Ti、PZT 上部電極の Pt/Ti が積層されている。

メイン流路とバイパス流路は PDMS（Polydimethylsiloxane）で形成されている。 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）-2.4-1 
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図の左側から入った空気は流路で壁との摩擦により圧力を失う、そして孔を通してカンチ

レバーの下側は圧力が低くなる。その結果、カンチレバーの上面と下面に圧力差が生じ。

カンチレバーが撓む。この時、カンチレバーと SOI 基板との隙間が大きいと空気がバイパ

ス流路に流れ圧力差が生じなくなるため、隙間の大きさが重要となる。 

 このセンサのスイッチとしての動作は以下のようなフローチャートで表される。 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）-2.4-2 フローチャート 
 

（ⅵ）－2.5 フローセンサの作製 

（ⅵ）－2.6.1 PZT 積層基板の形成 

 ここでは、SOI ウエハに PZT を成膜する方法を述べる。サブμm から 1 μm 程度の膜厚を

有する PZT の成膜方法としては、スパッタ方、CVD 法、ゾルゲル法がよく使用されている。

スパッタ法や CVD 法で、PZT のような多元系酸化物薄膜を成膜する場合、その膜組成のコ

ントロールが難しいことが知られている。そのため、本研究開発では、ゾルゲル法を用い

て PZT の成膜を行った。しかし、ゾルゲル法には段差被覆性に乏しいという欠点があるた

め、PZT を成膜してからカンチレバーの加工を行うことが必要である。 

 ゾルゲル法は、まず有機溶媒に溶かした金属の無機化合物を部分的に加水分解・重縮合

反応を進行させたゾルゲル液を基板上に塗布する。塗布された液は、加水分解・重縮合反

応によりゲル膜として固化する。それを加熱し結晶化する。 

本研究開発では、まず活性層 2 μm 、BOX1 μm、支持層 400 μm の N 型 SOI 基板を熱酸

化により、酸化膜の形成を行った。この酸化膜は、PZT 形成時に Pt/Ti と Si が反応したり、

Pb や Zr が Si に拡散するのを防ぐためのものである。したがって、この酸化膜は PZT の形

成上必要不可欠なものである。他方で、この酸化膜は寄生容量となってしまうため、1 μm

程度あることが望ましい。熱酸化膜を形成したあと、スパッタ法により Pt/Ti を成膜する。
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この Pt/Ti は下部電極として、機能すると共に PZT の結晶化にも大きく寄与する。続いて、

形成した Pt/Ti 上にゾルゲル液をスピンコートし、120℃のホットプレートで 2 分、250℃の

ホットプレートで 5 分加熱して、熱分解・重縮合を行いゲル膜を形成、その後、650℃まで

急速に加熱し、ゲル膜を結晶化という工程により PZT 膜を形成する。これら一連の工程で

得られる膜厚は 0.12～0.13 μm であり、この工程を所望の厚さまで繰り返す。今回は 1 μm

の PZT 膜を得るために、8 回工程を繰り返した。PZT の成膜後、スパッタ法により上部電

極となる Pt/Ti を形成する。この上部電極の Pt の厚みを変えることにより、PZT の引張応力

をキャンセルし、カンチレバーを平坦に作製することが可能となる。最後に、裏面の熱酸

化膜を除去して膜の形成は終了となる。 

 

（ⅵ）－2.5.2 PZT 付きカンチレバー及び孔の形成 

 ここでは（ⅵ）－2.5.1 のプロセスにより作製した積層基板からカンチレバーと孔を形成

するプロセスについて述べる。図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）－2.5.2－1 に作製プロセスフローを示す。 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）-2.5.2-1 プロセスフロー 
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 まず、上部電極の Pt/Ti を Ar イオンでミリングし、上部電極のパターニングを行った。

エッチング後にウエハ表面の電気抵抗を測定し、絶縁されていれば誘電体である PZT が露

出していると判断できるため、エッチング終了となる。次に、 PZT を混酸

（BHF/60%HNO3/35% HCl/H2O= 10/ 47/ 50/ 300）を用いてウエットエッチングした。PZT の

エッチング後には白い残渣が残ったが、アセトンに浸漬することにより除去することがで

きた。続いて、上部電極と同様に下部電極の Pt/Ti を Ar イオンでミリングし、下部電極の

パターニングを行った。その後、熱酸化膜を CHF3 を用いて、ドライエッチングした。最後

にボッシュプロセスにより活性層の Si をエッチングし、BOX を CHF3でドライエッチング

することでカンチレバーと孔の形状が出来上がる。ここまでで活性層側の加工が完了し、

続いて支持層側を加工する。支持層の Si をボッシュプロセスで BOX までエッチングすると

カンチレバーはリリースされ、孔は貫通する。最後に、カンチレバー裏面の BOX を CHF3

で除去することにより、センサ部の加工は完了である。 

 

（ⅵ）－2.5.3 PDMS による流路形成 

 まず、厚膜ネガ型レジスト SU-8（化薬マイクロケム(株)）を用いて型を作製した。Si ウ

エハ上に SU-8 をスピンコートし、ホットプレートでベーク後、露光を行った。その後、オ

ーブンで PEB（Post Exposure Bake）を行った後、現像して型の作製は完了である。そこに

PDMS を流して、100℃のオーブンで、1 時間ベークして流路を形成した。 

 

（ⅵ）－2.6 フローセンサの特性評価 

 作製した流路は長さが、2.5 mm で幅が 0.5 mm、高さが 0.3mm である。また、カンチレバ

ーの大きさは、長さが 3mm、幅が 0.3 mm である。 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）－2.6-1 に作製したセンサの外観写真を示す。カンチレバーが下向きにたわ

んでいることが分かる。これは、Pt の膜厚が厚く、Pt の圧縮応力が PZT の引張応力よりも

大きくなったことが原因だと考えられる。図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）－2.6-2 に作製したセンサの断面

SEM 像を示す。これはセンサを樹脂に埋め込んで機械研磨し、さらにブロードな Ar ビーム

により研磨断面をミリングする事により得られた断面を SEM にて観察したものである。カ

ンチレバーの根本付近と先端付近で、樹脂のコントラストが異なっているのは、根元付近

のみ Ar ビームでミリングしてあるためである。広範囲を Ar ビームでミリングするには非

常に長い時間が必要となるため、根本付近だけ Ar ビームミリングを行った。次に図Ⅴ.1.4.3

（ⅵ）－2.6-3 にカンチレバーの断面 SEM 像を示す。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）-2.6- 1 センサ外
 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）-2.6-2 センサ断面
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図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）-2.6-3 カンチレバー断面
 

図中に示された数字は SEM の測長機能を用いて測定した各層の膜厚である。また、上部電

極の Pt/Ti の上の黒い部分は樹脂が上部電極から剥がれてできた隙間である。 

 DC ファンモータの後ろにシャッターを設置して、シャッターの開閉に応じた出力の変化

を測定した。図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）－2.6-4 に測定系概要を示す。 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）-2.6-4 測定系概要 
 

 PZT の出力はオペアンプ（INA128A）で 200 倍に増幅し、オシロスコープにて出力波形

を観察した。センサ直前の流速が 7.1 m/s の時のオシロスコープの波形を図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）－

2.6-5 に示す。シャッターの開閉に伴う出力はシャッターを閉めた時のほうが大きく 0.7 mV

であった。測定したセンサはカンチレバーの長さが 3 mm、幅は 0.3 mm である。 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）-2.6-5 オシロスコープ出力（7 
 

シャッターを開けたときと閉めたときで出力の正負が逆転しており、妥当な結果が得ら

れている。次に様々な流速でャッターを開閉したときの出力を図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）－2.6-6 に示

す。縦軸は出力電圧、横軸は流速である。流速が大きくなるにつれて出力が増加すること

が確認できた。しかし、式（８）から予想される出力は流速が 7.1 m/s の時、0.15 V であり、

得られた結果は 200 分の 1 程度になった。 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）-2.6-6 各流速に対する

 

考えられる原因は以下のとおりである。 
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（１）空気が流路に入る際に損失が大きく流路内の流速が遅くなっている。 

（２）カンチレバーが下向きに大きく撓んでいる。 

（３）配線の寄生容量が大きいと。 

したがって、センサの外形および、流路入り口の形状の変更と上部電極の膜厚を PZT の応

力に応じて最適化することにより、感度の改善が可能である。また、配線の寄生容量を減

らすために配線のデザインの変更をすることで、PZT に発生する電荷が同じでも、出力電

圧を大きくすることができる。 

 

（ⅵ）－2.8 まとめ 

 本研究開発では、起動スイッチとして、PZT を用いたフローセンサの開発を行った。ゾ

ルゲル法により PZT を成膜し、流路構造を用いることで圧力差を増加さセンサ感度の向上

を試みた。その結果、7.1 m/s のとき 0.7 mV の出力を得ることができた。また、流速にたい

して、ほぼ線形な出力電圧の変化を確認した。出力が小さく、MOSFET を動作させるには

至らなかったが、圧電型フローセンサによる端末のイベント駆動化の可能性を示すことが

できたといえる。 

  

（ⅵ）.3 起動スイッチ向け無線検討 

(1) 要求仕様の策定 

本研究では、本システムのクリーンルーム内搬送ロボットへの適用を想定し、以下

のような利用シーンを考える。 

 

1. クリーンルーム内にある搬送ロボットにウェハが搭載される。 

2. 搬送ロボットには、新型パーティクルセンサと起動スイッチが装備されている。 

新型パーティクルセンサは、起動スイッチにより始動する。 

起動スイッチは、搬送ロボットが移動することによって発生する空気のフローを検

出することで ON になる。 

（起動スイッチは、クリーンルーム内の大気流によっては ON にならない。） 

3. 搬送ロボットが成膜装置まで移動する。 

4. 起動スイッチは、搬送ロボットが移動したことを検出し、新型パーティクルセンサ

を起動し、測定データを無線通信により送信する。 

5. クリーンルーム管理システムは、新型パーティクルセンサの測定値を判断して、異

常がなければ、搬送ロボットに搭載されているウェハを成膜装置に移動される。 

6. 搬送ロボットは次の装置に移動する。 

7. 搬送ロボットは１つのクリーンルーム内に複数台稼働している。 

8. 電池を搭載した無線センサデバイスの使用を前提とする。 
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次に、クリーンルームで現在使用されている天井走行型搬送用ロボット [8] [9]の移動

速度は 3m/s(200m/min)程度、床走行型搬送ロボット  [10] [11]は 0.5m/s～1m/s(2km/h～

3.6km/h)である。この移動速度において安定して動作することが求められる。 

 

上記利用シーンを実現するために、無線部には以下の要件が求められる。 

移動する搬送ロボットに設置されることから、小型で軽量であることが求められる。

また設置性操作性の面からアンテナなどの突起物はないこと、電池駆動であることが

求められる。 

搬送ロボットは設備機器であるため、一般的な設備償却期間である 5 年以上の電池

寿命が求められる。さらに、搬送ロボットは一般的な工業製品と同様日本国内専用で

はなく世界中で共通に使用できることが望ましい。 

搬送ロボットは連続して動作するのではなく、装置に供給されているウェハを使用

したときに新たにウェハを供給するために動作するというような間欠的な動作モード

が想定される。したがって、搬送ロボットが移動した時、つまりパーティクルセンサ

が起動した時に高速で測定データを送信することだけでなく、長時間の待機状態でも

低消費電力であることが求められる。 

通信として必要な距離は、全センサデータを確実に送信するために 5 秒間の通信時

間を確保すると、 最大速度 3m/s のときに、15m=3m/s×5s となる。 

クリーンルーム内に搬送ロボットは複数台あることが考えられるので、装着されて

いる搬送ロボットを識別できる必要がある。また、センサモジュールには複数のセン

サが搭載されているので、どのセンサのデータであるかを識別する必要がある。さら

に各センサのデータが取得された時刻を個別に記録する必要がある。また、複数の搬

送ロボットが稼働しているため、複数の起動スイッチから送られてくるデータを全て

取得する必要があり、取得した複数のデータがそれぞれどの起動モジュールからのデ

ータなのかを識別する必要がある。 

データの暗号化の必要性については用途に応じて今後検討する必要がある。 

 

以上の要件から、無線部に対する要求仕様を以下のように策定した。 
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　電池寿命 　5年以上
　寸法・重量 　小型軽量
　稼働地域 　日本以外を含む
　通信距離 　15m以上

　測定値
　測定時刻情報
　その他情報（ベンダID・センサ種別など）

  通信機能   複数センサデータの同時取得
　アンテナ 　内蔵

無線部要求仕様

　データ

 
表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 1 無線部要求仕様 

 
 

以下、次のようなステップで上記要求仕様に関する分析を行い、現在の技術レベル

との差異を把握した。 

1. 要求仕様を満足するために必要な起動スイッチ向け無線の基本仕様について検討

する。 

2. 従来技術を採用している機器を使用した実験により、無線通信モデル作成に必要

なデータを求める。 

3. その実験結果用いて無線通信モデルを作成し、今回検討した基本仕様による要求

仕様の実現性について検討する。 

 

 

(2) 無線部基本仕様の検討 

以下、要求仕様を満足するデータ構造と、そのデータを通信するための通信シーケ

ンスについて検討した。さらに、検討した通信を行う時の消費電力を低減するために

備えるべきハードウェア構成と、そのハードウェアの制御シーケンスについて検討し

た。最後に、無線に関する仕様について検討した。 

 

(2.1)通信データ構造に関する検討 

通信データはデータに関する要求仕様を満足するために、アプリケーション層と制

御層の 2 層とし、以下の構造とする。これにより 1 台の起動モジュールが、ソフトウ

ェア的には、最大 9 個のセンサデータを処理することが可能になる。 
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表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 2 通信データ構造 

サイズ(Byte)
計測データ Measurement Data 4 計測データ
計測時刻 Time Stamp 4 計測時刻(yyyy.mm.dd.tt.mm.ssss)
計測条件 Measurement Characteristic 2 計測条件（精度、雑音除去などの処理）
センサー情報 Device Characteristic 2 センサ情報（ベンダーID、種類、仕様など）
アプリケーション層　小計 12 1パケットにつきセンサー9個まで

サイズ(Byte)

データフォーマット data format 1 以下に続くデータのフォーマット・バージョンなど
分割フラグ division frag 1 送信されるデータが複数パケットになるかなど
制御層　小計 2 1パケットにつき1セット

アプリケーション層

制御層

データ種類 備考

データ種類 備考

 
 

このとき、パケットのデータ構造は以下のようになる。 

PPDU format
Preamble
Sequence

Start of
Frame Delimiter

Frame
Length

PSDU

size(Byte) 4 1 1 13 ～ 123

PSDU format
Frame
Control

Sequence
Number

Addressing Field MSDU FCS

size(Byte) 2 1 8 2 ～ 110 (=1+1+12x9) 2

Dest. NWK
 Identifier

Dest. Short
Address

Source
NWK
Identifier

Source
Short
Address

size(Byte) 2 2 2 2

MSDU format

division
frag

data
format

Time
Stamp

Device
Characteristic

Measurement
Characteristic

Measurement
 Data

次のセンサー

size(Byte) 1 1 4 2 2 4

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 1 パケットデータフォーマット 
 

 

パケットサイズは以下の式で表現される。 

 

P = Cd + (Sd * Ns) 

P:  パケットサイズ（バイト） 

Cd: 制御層パケットサイズ = 2 バイト 

Sd: センサあたりのアプリケーション層パケットサイズ = 12 バイト 

Ns: センサ数 （最大 9 個） 

パケットサイズ P は、センサが 9 個の時に最大で、129 バイトになる。 

 

(2.2)通信シーケンスに関する検討 

前記通信データ構造を用いて通信を行うが、通信の多くを占めることが想定される
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センサデータを送信する場合のメッセージシーケンスを以下に示す。 

通信要求

通信要求許可
「通信要求許可」が届かないと、
タイムアウトにより再度

通信要求 「通信要求」を送信する。

通信要求許可

データ送信

データ送信確認

「データ送信確認」が届かないと、
タイムアウトにより再度

データ送信 「データ送信」を実行する。

データ送信確認

親機 起動モジュール

× この通信は不

× この通信は不

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 2 センサデータ送信時メッセージシーケンスチャート 

 
 

クリーンルーム内に複数の軌道モジュールが存在するため、同時にデータ送信を買

い始する可能性がある。したがってデータ送信前に親機に対する通信を確保する必要

があるので、親機に対して「通信要求」を送信する。 

アプリケーション層での「データ送信確認」によって、データが送信されたことを

確認して通信を終了する。本検討では消費電力低減を優先して、MAC 層での確認(ACK)

は行わないものとする。 

 

(2.3)ハードウェア構成に関する検討 

ハードウェアは、低消費電力化を実現するため以下の構成とする。 
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RFIC

※（１）
バッファ

RF部 制御部 インターフェース部

※（２） たとえば、SPIやI2CなどのI/F

CPU

制御部 インターフェース部

※（２）
起動スイッチ

デバイス 計測部 制御部

※（２）
センサー ※（２）

※（２）

デバイス 計測部 制御部
デバイス 計測部 制御部

デバイス 計測部 制御部

(1) 無線ICは通信データ用バッファを備える
(2) CPUは、無線IC、起動スイッチおよびセンサーからの割込インターフェースを備える

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 3 ハードウェア構成図 
 

 

一般に CPU をはじめとする能動部品に比較して無線 IC の消費電力は極めて大きい。

したがって、無線通信時のみに無線 IC の電源を ON し、その他の場合は必要に応じて

細かなタイミングで無線 IC と CPU を独立して ON/OFF できるように、無線 IC および

CPU には通信用バッファを備える。また、CPU は無線 IC、起動スイッチ、センサなど

からの割込インタフェースを備える。 

 

 

(2.3)通信制御タイミングに関する検討 

通信の制御は、消費電力削減を目的に、前記ハードウェア構成以下のタイミングで

行う。これは、ここでは通信時の消費電力を低減するために、無線 IC と CPU を必要最

小限な時間に限定して動作させる。そのような制御を行うために必要なハードウェア

構成を前節で検討している。 
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on

SENSORS
stop

run

CPU halt
stop

TX
RX

PAoff
RFIC

stop

起動スイッチ：ON 測定開始指 測定完了通知

通信要求送信指示

通信要求送

受信完了通知

通信要求許可受

データ送信指示

データ送信

受信完了通知

データ送信確認受

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 4 通信制御タイミングチャート 

 

 

タイミングチャートの横軸は、経過時間を示している。縦方向に下から、RFIC、CPU、

センサ(SENSOR)の状態を、縦方向高さで示している。RFIC では、1 番下の状態が停止

(STOP)状態、2 番目がパワーアンプのみ OFF(PAoff)状態、その上が受信(RX)状態で、1

番上が送信(TX)状態を示している。CPU は下から、停止(STOP)状態、2 番目が HALT(halt)

状態、1 番上が動作(RUN)状態を示している。センサでは、下が停止(STOP)状態、上が

動作(ON)状態を示している。 

 

(2.4)無線通信性能に関する検討 

本検討では適正なコストで実現できる技術を採用することを前提とする。具体的に

は RF CMOS 技術での実現を想定する。 

 

まず通信速度について検討する。今回検討するシステムにおいては、センサはパー

ティクルセンサや温湿度センサであり、データサイズは 1 データにつき数バイト程度

であり、間欠的にセンシングするものである。したがって、高速もしくは大容量通信

は要求されないので、通信データレートは 250kbps とする。 

次に受信感度および送信出力について検討する。要求される通信距離は 15m 程度で

あるので、受信感度は IEEE802.15.4 で規定している-85dBm、送信電力は 0dBm とする。

そしてアンテナは特に利得を必要としない。自由空間の伝達損失は Friis の伝達公式に

よると、送信出力 0dBm、送受信アンテナの利得を 0dB とすると距離 100m において

-80.2dBm となるためである。 

反対に、送信電力 0dBm より絞っても、ベースバンド処理のディジタル回路部での消

費電力の方が大きく、無線 IC の電力削減への寄与は小さいと考えられる。したがって

送信出力は 0dBm より小さくしない。受信感度-85dBm および送信電力 0dBm は現在の
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RF CMOS 技術では安価で安定して製造可能な仕様である。 

次にアンテナについて検討する。アンテナは操作性の面から、小型もしくは内蔵型

が望ましい。また指向性については搬送ロボットが移動することを考慮すると、無指

向性であることが望ましい。 

 

この要求仕様とここまでの仕様検討結果から、通信速度などの性能に関する要求は

高くない、つまり従来技術レベルであることがわかる。一方電池寿命などの消費電力

に関する要求は従来技術よりかなり高いことがわかる。したがって、消費電力に着目

して検討を実施した。 

 

 

(3) 無線部基本仕様基礎データの取得 

(3.1)実験環境 

本実験では、現在市販されている IEEE802.15.4 [12]準拠のRFICであるTexas Instruments

社(以下 TI 社)の CC2520 [13]および Atmel 社(以下 AT 社)の AT86RF231 [14]を、通信プロ

トコルとしては ZigBee [15] を採用した。ハードウェアとしては、それぞれの RFIC の

評価キットを用い、ネットワークの検索、接続、切断、再接続、データ送信の各動

作をさせ、各通信の状態における送受信タイミングとその時の RFIC の消費電流を測

定することで性能を確認した。実験装置の構成図および実験装置の前回をそれぞれ

以下に示す。 

 

 

 

 

 

インタフェース
ボード

無線IC
搭載ボード

マイクロ
コントローラボード

WindowsPC スペクトラム 

オシロスコープ

アナライザ

ノイズ 源 

消費電力測定

 
評価対象 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 5 評価実験装置構成図 
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オシロ 

スコープ 

スペクトラム 

アナライザ 

ノイズ源 

コーディネータ 

エンドデバイス 
(評価対象) ワイヤレスプロトコ

ルアナライザ・モニタ

兼ノイズ源操作用 PC ワイヤレスプロトコル

アナライザ 
 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 5.1 評価実験装置 

 全景

データ送信の評価シーケンスを通信状態の代表例として以下に示す。単独（1 パケッ

ト）送信および複数パケット送信の 2 シーケンスが記述されている。 
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  ZEDZC

App APS NWK MAC AppAPSNWKMAC

NLDE_DATA.req

MCPS_DATA. req

data frame

NLDE_DATA.i nd

ZED has already joined the network of ZCZC has already completed the NETWORK FORMATION

NLDE_DATA.cnf

データ送信：測定対象シーケンス

MCPS_DATA.ind MCPS_DATA.cnf

APSDE_DATA.req

APSDE_DATA.cnfAPSDE_DATA. ind

NLDE_DATA.req

MCPS_DATA. req

data frame

NLDE_DATA.i nd NLDE_DATA.cnf

MCPS_DATA.ind MCPS_DATA.cnf

APSDE_DATA.req

APSDE_DATA.cnfAPSDE_DATA. ind

<NOTE>
Interval timer for data 
transmission

間欠のデータ送信：測定対象シーケンス

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 6 評価したメッセージシーケンスチャート例  
 

 (3.1)実験結果 

実験により測定した一例として、MSDU114 バイト（PPDU133 バイト）送信時の

TI 社と AT 社の RFIC の消費電流波形を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
TI 社 AT 社 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 7 データ送信時の消費電流波形 
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PPDU133 バイトの理論上の送信時間は、4.256ms であり、2 社の RFIC の実測値とほ

ぼ一致することが確認できた。理論上の送信時間は以下の式で求められる。 

 

4.256ms = 1/(250kbps)×(133 バイト×(8 ビット/1 バイト) 

 

このようにして数値シミュレーションに必要な値を評価実験により求めた。実験結

果を以下の表に示す。なお、これらのデータは ZigBee 方式による実験により求めた

ものだが、得られた通信時間や消費電流は、通信速度、送信出力や変調方式が同等

であれば、ZigBee 方式以外の無線通信方式でも十分に参考にできると考えられる。 

 

TI:CC2520 Atmel:AT86RF231 TI:CC2520 Atmel:AT86RF231
電流　(mA) 時間　(mS) 電流　(mA) 時間　(mS) 電流　(mA) 時間　(mS) 電流　(mA) 時間　(mS)

送信 27.2 4.2 12.8 4.2 22.4 2.4 16.0 0.56
(MSDU:114バイト)
受信 24.0 － 17.6 － 18.4 － 17.0 －
(MSDU:8バイト)
CSMA/CA 23.2 1.9 16.0 0.14 18.4 0.4 16.0 0.14
RX<->TX 9.6 0.2 8.0 0.2 6.0 0.2 8.0 0.04
通信条件：

通信速度 250 kbps 250 kbps 1 Mbps 2 Mbps
送信出力 0dBm 0dBm 0dBm 0dBm
プロトコル ZigBee ZigBee TI original Atmel original
変調方式 DSSS DSSS DSSS DSSS

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 3 実験の測定結果一覧表 
 

 

 

上記表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-3 の中で、MSDU8 バイトの受信時間の測定を行っていない。

この値については、他の測定値から理論値に近い数値が出ることが予測されたので、

実験を省略した。以下にこの理論値を示す。 

0.864ms = 1/(250kbps)×(8 バイト＋19 バイト）×(8 ビット/1 バイト) 

 

以上の結果から求めた、モデルによる評価実験に必要なデータを以下に示す。 
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RFIC：
電流　(mA) 時間　(mS)

送信 12.8 4.2
(MSDU:114バイト)
受信 17.6 0.9
(MSDU:8バイト)
CSMA/CA 16.0 0.9
 PAoff 8.0 0.2
OFF 0.0
設定の条件： 通信速度 250 kbps

送信出力 0dBm
電源電圧 3V

CPU:
電流　(mA)

Active 2.760
Halt 0.0021
Stop 0.0001
設定の条件： CPU TI： MSP430F5438A

クロック 12 MHz
電源電圧 3V

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 8 モデル化に必要なデータ 

 
 

以下、上記図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-8 のデータを用いたモデルを使ったシミュレーション

実験を行った。 

 

 

(4) 無線通信モデルを用いた評価実験 

(4.1)実験環境 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-8 に示すデータを使い MATLAB/Simulink 上に無線通信モデルを開

発した。本モデルは、通信速度やエラーレートなどの通信性能をシミュレーションす

るだけでなく、その消費電力も同時にシミュレーションすることを特長とするもので

ある。最上位層を図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-9 に示す。 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-9 の、(a)①、②、③が起動モジュール、(a)④が起動モジュールと

通信する中継機である。(b)が(a)の消費電力をモニタする。この(a)と(b)が今回の研究の

ために新規に開発した機能である。以下、(c)は伝送路でありパケットエラーレートな

どの設定などが行える。(d)は通信状態をモニタする。(e)は各種パラメータを設定する

機能を持つ。 

通信に関する基本的な設定値は、外部のエクセルファイルから読み込むことで、無

線通信モデルとは分離した形で設定値を記述することができる。この設定値としては、

RFIC および CPU の各動作状態の消費電流や動作時間などがある。 

Ⅴ‐272 
 



 

 

 
 

 

今回のシミュレーションでは、3 種類の技術を使った場合の無線通信に要した消費電

力を算出した。3 種類の技術を以下に示す。 

 

① 従来技術１ 

1 秒ごとにセンシングを行いセンサデータを送信し、制御装置側で必要なセン

サデータを判断する。したがって 1 日に 86400 回センサデータを送信する。 

② 従来技術２ 

1 秒ごとに制御装置からのセンサデータ取得命令を受信し、取得命令を受信し

た(起動条件が成立した)場合にセンセンシングを行い、センサデータを制御装

置側に送信する。したがって 1 日に 86400 回センサデータ取得命令を受信す

る。 

③ 起動スイッチ 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 9 無線通信モデル 

 

(a) 

(d)(b) 

(e) 

④  

(c)③  

②  

①  

Ⅴ‐273 
 



起動スイッチがセンサ起動条件を検出した場合にセンシングを行い、制御装

置側にセンサデータを送信する。 

 

またシミュレーションでは電池寿命も算出している。ボタン電池 CR2032 およびアリ

カリ単三乾電池の仕様を以下に示す。 

電池 電圧 標準容量 放電容量
ボタン電池 CR2032 3V 220 154
単三乾電池 アルカリ 1.5V 2000 1600  

 

 

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-4 にある標準容量とは、適正な環境下小電流で使い続けたときに

利用できる容量であり、電池メーカが公表しているものである。放電容量とは、今

回のシミュレーションのように 10mA を超えるような大電流で使い続けたときに利

用できる容量であり、電池を利用した過去の知見から著者が判断した値で、電池メ

ーカからは公表されているものではない。今回の電池寿命のシミュレーションには

表上段のボタン電池 CR2032 の放電容量をを採用した。 

 

(4.2)実験結果 

以下に、実験結果を示す。最初に、1 時間に 1 回つまり一日 24 回起動条件が成立し、

センサデータを送信する場合の待機電流による変化の結果を示す。 

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 5 待機電流と電力消費量の比較 

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-4 電池の仕様 

0.001 0.002 0.003 0.004 0.005
従来技術１ 86400 86400 8812.8 8899.2 8977.0 9063.4 9149.8
従来技術２ 86400 24 2089.3 2175.7 2262.1 2348.5 2434.9
起動スイッチ 0 24 88.8 175.2 261.6 348.0 434.4
「待機電流」：センサ、無線IC、CPUは待機状態で、起動スイッチのみがOFF状態で
動作している状態の消費電流を意味する。
「従来技術１」：1秒に１回受信を行い、1秒に1回データを送信する。
「従来技術１」：1秒に１回受信を行い、1日に24回データを送信する。
「起動スイッチ」：1日に24回起動スイッチにより起動してセンシングを行いデータを送信する。

待機電流(mA)
受信回数 送信回数

 

 

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-5 では、起動スイッチを採用した場合と、従来技術を採用した場

合の一日あたりの消費電力の差異を求めた。 

「従来技術１」は、起動スイッチを持たず、1 秒に 1 回管理装置側からのデータ送信

要求を受信しデータを送信した場合の一日あたりの消費電力量、単位は mA 秒である。
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「従来技術 2」は、起動スイッチを持たず、1 秒に 1 回管理装置側からのデータ送信要

求を受信し一日に 24 回データを送信した場合の一日あたりの消費電力量、単位は mA

秒である。「起動スイッチ」は、起動スイッチを持ち、起動スイッチが起動条件を一日

に 24 回検出し計測したデータを送信した場合の一日あたりの消費電力量、単位は mA

秒である。また、「待機電流」は、センサ、無線 IC、CPU は待機状態で、起動スイッチ

のみが OFF 状態で動作している状態の消費電流を意味し、0.001mA から 0.001mA きざ

みに 0.005mA まで変化させた。 

グラフを以下に示す。 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 10 待機電流と電力消費量の比較 
 

 

起動スイッチを使った場合は従来技術 1 を使った場合より、消費電力量が 40 倍前後

低いことがわかる。また従来技術２と比較しても 10 倍前後消費電力を低減することが

わかる。 

 

次に、1 時間に 1 回つまり一日 24 回起動条件が成立し、センサデータを送信する場

合のデータ送信回数による変化の結果を示す。 
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0 1 24 240 1440 86400
従来技術１ 0.003 86400 8977.0 8977.0 8977.0 8977.0 8977.0 8977.0
従来技術２ 0.003 86400 2260.2 2260.3 2262.1 2278.9 2372.2 8977.0
起動スイッチ 0.003 0 259.2 259.3 261.6 283.4 404.5 8977.0

待機電流
(mA)

受信回数
(回/日)

送信回数(回/日)

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 6 送信回数と消費電力量の比較 
 

 

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-6 では、起動スイッチを採用した場合と、従来技術を採用した場

合の一日あたりの消費電力の差異を求めた。 

「従来技術１」は、起動スイッチを持たず、1 秒に 1 回管理装置側からのデータ送信

要求を受信しデータを送信した場合の一日あたりの消費電力量、単位は mA 秒である。

「従来技術 2」は、起動スイッチを持たず、1 秒に 1 回管理装置側からのデータ送信要

求を受信し、一日に 0 回から 86400 回(1 秒ごと)データを送信した場合の一日あたりの

消費電力量、単位は mA 秒である。「「起動スイッチ」は、起動スイッチを持ち、起動

スイッチが起動条件を一日に 0 回から 86400 回(1 秒ごと)データを送信した場合の一日

あたりの消費電力量、単位は mA 秒である。また、「待機電流」は、センサ、無線 IC、

CPU は待機状態で、起動スイッチのみが OFF 状態で動作している状態の消費電流を意

味し、0.003mA の時の値を求めた。 

グラフを以下に示す。 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 11 送信回数と電力量の比較 
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センサデータの送信回数は、一日数 100 回であれば、起動スイッチの場合の消費電

力量は大きな増加傾向は見せないことがわかった。 

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-5 と表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-6 から以下のことがわかる。待機電流 0.003mA

で送信回数が 24回/日の場合の消費電力量は 261.6mAsであり、同じく待機電流 0.003mA

で送信回数が 1440 回/日の場合の消費電力量は 404.5mAs である。一方、待機電流が

0.005mA で送信回数が 24 回/日の場合の消費電力量は 434.4mAs である。これから、送

信回数を 24 回から 1440 回（これは一分に 1 回に相当する）に 60 倍するより、待機電

流を 0.003mA から 0.002mA 増加させた方が 1 日あたりの消費電力量の増加量が大きい

ということがわかる。 

 

次にこのように求めた消費電力量を電池寿命として表現する。電池は表Ⅴ.1.4.3

（ⅵ）.3- 4 で示すボタン電池 CR2032 と放電容量を使って算出している。待機電流が 

0.003mA の場合の電池寿命を示す。 

 

送信回数/日 0 1 24 240 1440 86400
消費電力量(mAs) 259.2 259.3 261.6 283.4 404.5 8977.0
電池寿命(年) 5.860 5.858 5.806 5.359 3.755 0.169

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-7 消費電力量と電池寿命 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-12 消費電力量と電池寿命 

 

 

以上のデータから、待機電流 0.003mA の場合では一日数 100 回のデータ送信で電池

寿命約 5 年となっている。一日 1440 回のデータ送信でも 4 年弱の電池寿命であること

がわかる。 

 

 

次に、待機電流と送信回数を変化させた場合の消費電力量を求めたので以下に示す。 

 

 

待機電流(mA) 0.001 0.002 0.003 0.004 0.005
0回 86.4 172.8 259.2 345.6 432.0
１回 86.5 172.9 259.3 345.7 432.1
24回 88.8 175.2 261.6 348.0 348.0
240回 110.6 197.0 283.4 369.8 456.2
1440回 231.8 318.2 404.5 490.9 577.3
86400回 8812.8 8899.2 8977.0 9063.4 9149.8  

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-8 送信回数および待機電力と消費電力量

関係
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図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 13 送信回数および待機電力と消費電力量 

 関係

以上のデータから、待機電流よりデータ送信回数の方が電池寿命に大きく影響する

ことがわかる。また、一日数 100 回のデータ送信数であれば、待機電流が 0.005mA の

場合でも電池寿命が 2 年以上であることがわかる。 

 

次に、無線 IC の動作電流と送信回数を変化させた場合の消費電力量を求めたので、

以下に示す。 

無線 IC 動作電流とは図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 5 に示した、送信（12.8mA）、受信（17.6mA）、  

CSMA/CA（16.0mA）、PAoff（8.0mA）の電流値を基本値として、それぞれを、0.5 倍、

1.5 倍、2.0 倍した値を用いてシミュレーションを行った結果を示している。 
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無線動作電流 ×0.5 ×1.0 ×1.5 ×2.0
0回 259.2 259.2 259.2 259.2
１回 259.3 259.3 259.3 259.4
24回 260.6 261.6 262.6 263.6
240回 273.4 283.4 293.4 303.4
1440回 344.6 404.5 464.5 524.4
86400回 5384.4 8977.0 12579.8 16174.1

送信回数

 

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3-9 無線 IC 動作電流および送信回数と消費電力量の関係 

 
 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.3- 14 無線 IC 動作電流および送信回数と消費電力量の

関係  
 

以上のデータから、無線 IC の動作電流を 2 倍（送信電流：25.6mA、受信電流：35.2mA

等）にしても消費電流への影響は、データ送信回数が 240 回の場合で 7%程度短縮され

ることがわかる。 

 

 

(5) 無線部検討の結論 

常時待機していてイベントの発生によりセンシングを開始する起動スイッチを用い

たシステムにおいて、以下の結論を得た。 
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無線通信方式の詳細な検討を行うことで、以下の条件において、ボタン電池 CR2032

を電源として、電池寿命 5 年程度を達成できる可能性が高い。 

 

条件： 

・送信するセンサデータは 100 バイト程度で、送信回数は一日に 200 回程度まで 

・通信距離は 20m 程度まで 

・待機時の消費電流は 3μA 程度、送受信動作時は 20mA 程度まで 

・起動スイッチは回路部を含み低消費電力 1μA 未満で安定して動作する 

 

この時、待機時の消費電流の方が動作時の消費電流より電池寿命に与える影響が

大きい。 

 

 

③ （ⅵ）.4 起動モジュールと無線部の要求仕様 

無線部を含む起動モジュールの要求仕様は、（ⅵ）.3 起動スイッチ向け無線検討

(1)要求仕様の策定で検討した内容から、以下のようになる。 

 
 

 (1)機能確認用試作機の仕様 

起動モジュールの機能確認用試作機を制作して動作確認を行った。試作機の構成

図および全景を以下に示す。本試作では、起動スイッチとして、圧電型圧力セン

サ、熱発電センサおよびフローセンサを動作させる。センサとしては、温湿度セ

　電池寿命 　5年以上
　寸法・重量 　小型軽量
稼働地域 日本以外を含む

　電池寿命 　5年以上
　寸法・重量 　小型軽量
稼働地域 日本以外を含む
　通信距離 　15m以上

　測定値
　測定時刻情報
　その他情報（ベンダID・センサ種別など）

  通信機能   複数センサデータの同時取得
　アンテナ 　内蔵

無線部要求仕様

　データ

起動モジュール要求仕様

 

表Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.4- 1 起動モジュールと無線部の要求仕様 
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ンサと仮想のフローセンサを接続した。温湿度センサは動作させて温湿度を測定

した。仮想のフローセンサは、動作電流 1mA で動作時間を 500ms として動作する

ように設定して動作させた。無線方式として ZigBee を採用した。 

 

 

 
 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.4-1 の右側が機能確認試作機であり、左側は機能確認試作機の消

費電力を測定するための計測部である。 

パーティク 
ルセンサ 

温湿度
センサ

デジタル：
I2c 起動

センサ

起動スイッチ

判別回路

評価ボードMSP
-
EXP430F5438

電源 2×AA 内蔵

フロー
センサ

アナログ

、 ，

、 、 、

センサボード 

無線

モジュール

USB

無線

モジュール

PC 

電力量計測
装置

評価ボードMSP -EXP430F5438

起動スイッチ機能試作部起動スイッチ動作確認部

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.4-1 機能確認試作機構成図 
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図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.4- 2 機能確認試作機全景 

 

 

 

 

 (2)実験結果 

次に、確認実験の結果を示す。 

 

まずフローセンサと温湿度センサを動作させた場合の消費電流の変化を以下に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

101.6 ms 479.2 ms 

109.2 ms 

0

5

10

15

20

25

30

-100 0 100 200 300 400 500

温湿度センサ

フローセンサ

無線モジュール

1.75 0.65
1.0 

 
109.2m

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.4- 3 機能確認試作機動作結果（全体） 

101.6ms 479.1ms 
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グラフの縦軸は消費電流(単位 mA）、横軸は経過時間(単位 ms)である。温湿度セ

ンサとフローセンサの消費電力は以下のようになることが確認できた。 

温湿度センサ 

216.6(μW) = 0.65(mA)×101.6(ms)×3.28(V) 

フローセンサ 

1571.4(μW) = 1(mA)×479.1(ms)×3.28(V) 

無線部(1) 

626.8(μW) = 1.75(mA)×109.2(ms)×3.28(V) 

 

無線部については、以下に図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.4-3 の経過時間 500ms 直前の 25ms を

拡大した図を以下に示す。この図では、消費電流の最大値が 25mA になっている

が、これは低電流まで精度を確保できるように計測範囲を設定したので、大電流

側では測定値が飽和しているためである。以下の電力算出には無線部基礎データ

より、28mA を用いた。 

 

 

 

 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅵ）.4-4 機能確認試作機測定結果（無線部） 

5.9 ms 3.8 ms 

 

ms 

mA 
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この部分の無線部の消費電力は以下のようになる。 

無線部(2) 

382.9(μW) = (28.0(mA)×3.8(ms)＋1.75(mA)×5.9(ms))×3.28(V) 

無線部総計 

1009.7(μW) = 無線部(1)＋無線部(2) 

 

無線部(1)および無線部(2)の前半にある消費電流 1.75mA で 5.9ms の部分は、従来

技術である ZigBee を使用していることで発生する動作であり、今回検討した通

信制御を行うことで削減できる電力であるとかんがえられる。 

 

以上の実験結果から、無線部の動作時間および消費電流は、前節の無線部検討結

果が妥当であることが確認できた。 

 

 

③ （ⅵ）.5 まとめ 

本研究開発では、起動スイッチ、起動スイッチ向け無線、起動モジュールと無線

部の要求仕様の検討を行った。起動スイッチとして、PZT を用いたフローセンサの

開発を行い、流速にたいしてほぼ線形な出力電圧の変化を確認し、圧電型フローセ

ンサによる端末のイベント駆動化の可能性を示すことができた。また、起動スイッ

チを用いたシステムにおいて、無線通信方式の詳細な検討を行うことで、以下の条

件下では、ボタン電池 CR2032 を電源として、電池寿命 5 年程度を達成でき、この時、

待機時の消費電流の方が動作時の消費電流より電池寿命に与える影響が大きいこと

が分かった。 

 

条件： 

・送信するセンサデータは 100 バイト程度で、送信回数は一日に 200 回程度まで 

・通信距離は 20m 程度まで 

・待機時の消費電流は 3μA 程度、送受信動作時は 20mA 程度まで 

・起動スイッチは回路部を含み低消費電力 1μA 未満で安定して動作する 
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（ⅶ）位置推定センシング原理 
（ⅶ）.1  研究の目的               

  クリーンルーム内の作業者には、その作業環境維持のため照明、空調などのエ 
空調は製造設備向けの要素が強い）。一方で作 

もあり、作業者周辺ではダウンフローを強める 
る）ことで全体と 
位置を把握する価 

RFID  
置を追跡するシス 

ネルギーを必要とする（ただし、

業者は、埃発生の主要な原因で

（換言すれば、作業者不在の場所では、ダウンフローを弱め

してもエネルギー消費量の削減が期待できるなど、作業者の

値は大きい。このため、慣性センサと を組み合わせた無線方式のセンサ

モジュールを作業者の靴に装着して、リアルタイムにその位

テムを試作した。 

   

面、右 基板表面 
  

図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.1   左 モジュールと基板裏

  

図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.2  左 サーバ、右 モジュール装着状態 
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 （ⅶ）.2 詳細仕様の検討 
 （ⅶ）.2.1 概要 
  作業者の位置追跡手段としては、超音波、赤外線、カメラ、無線などの諸方式 

MEMS 加速度センサ、角速度センサを用いて位 
し、累積誤差を RFID タグで校正する方法を選定した。 

方式 特 徴 

があるが、総合的に判断して、

置を推定

 
表Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.1 各種位置追跡法 

超音波 ・システムコストが高く、構造も複雑。 

赤外線 ・有線ネ ークが必要で、検出距離も短い。 ットワ

画像
ルタイム信号処理負荷大。

高価。
 

・システムが複雑、リア

 

ＵＷＢ ・マルチパスが悪影響、既存システムと干渉。  

慣性センサ  ＋RFID ・コンパクトでコストも妥当。

  出典：Wha h Amarasinghe （筆者一部補足）t is RTPTS?  By Dr. Ranjit  

高機能センサモジュールの開発成果を活用する観点から、同テーマで使用した 
ることとした。 

 
センサ 

  LIS3DH、 
を採用した。RFID リーダには、超小型 

のアートテクノロジー社型 ASI4400 を選定した。 

表Ⅴ （ⅶ）.2 MEM の主な仕様  ＳＴマイクロ）  
 目 3 速度  

CPU、無線モジュールとほぼ同一部材を使用す

 （ⅶ）.2.2 搭載

小型、低消費電力のセンサとして、STマイクロ社の 3軸加速度センサ型

同社の 3 軸角速度センサ型 L3G4200D

 
.1.4.3 S サセン （メーカ：

項 軸加 センサ 3 軸角速度センサ

型 式 S3D L3G4200D  LI H 
測定範囲  切 /500/2000 Deg / s 切換±2/4/8/16 G 換 250  

感度 /12 ｍG / Dig /17.5/70 ｍDeg/ s/ Digit1/2/4 it 8.75
温度特性 0.01% /℃ 0.03 Deg/s /℃ 

オフセット ± 40mG  ± 15 Deg/s  
雑音レベル G / SQRT(Hz － 220μ ) 
電源電圧 1.71～3.8 V 2.4～3.6 V 
消費電流 11 μA 6.1 mA 

使用温度範囲 -40～85℃   -40～85℃   
外形寸法 3*3*1 mm 4*4*1.1 mm 
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           図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.3 超小型 RFID リーダ  
 

様 表Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.3 超小型 RFID リーダの主な仕
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 （ⅶ）.2.3 CPU 
  高機能センサモジュールテーマで使用したのと同じ TI 社 CPU のシリーズ品 

MSP430F2418TPM を採用した。概要を以下に示す。接続確認やピン部での信 
クなど、扱い易さの観点から、QFP を使用した。  

 

号チェッ

 

 

 
 （ⅶ）.2.4 電池と充電器 
  センサと CPU に常時通電するため、  （ⅶ）.4 電池の仕様

ムイオン電池を使用した

６／

 
性を考え、非接触充電 

モジュール（セイコーエプソン製 型 
S4E16402/16403)を追加した。充電所要時 
間は、4 時間以内であった。 

 PD2450 
200mAh 表Ⅴ.1.4.3

。送信周期 のリチウ

30／100ms の場合にそれぞれ ８時間以 
上使用できた。

また、運用上の利便

 項目

公称電圧   3.7V 
 標準放電電流  100mA 
 瞬間放電電流  400mA  
  容量  200mAh 
初期内部抵抗   0.5Ω 
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A 
A 

     
  図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.4 非接触充電モジュールの特長と外観

  

機能センサモ ュールに使用したものと同じ、パイソフトラブ社の特定小電 
を使用。）  

構造では、2m 程度し 
の通信が出来ている 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.5 モジュール無線出力(a)7.1m での静止時、(b)1m での回転時 
 
  

 

（ⅶ）.2.5 無線モジュール 
 高 ジ

力製品を採用した。（通信頻度の高さに鑑み、型 RFS24D1D-5-B
 カタログ通信距離の 50m に対し、当初のセンサモジュール

か距離が伸びなかった。高機能センサモジュールでは 10m 強

ことから、モジュールケース内の無線アンテナ位置変更などを試み、静止状態で

は 7m 強までの通信が可能なことを確認した

場

大 65 回連続欠損＝6.5 秒間の欠損が記録されている。

 

。 
した。１ｍの距離

い。サーバ側では 

m で回転させた場

合１を減じた値が連続欠損数であり、

 

しかしながら、モジュールを回転させると、データ欠損が発生

でも 1 秒以上の欠損が頻繁に発生し、未だに解決できていな

欠損データを埋める対処をしているが、１秒以上の欠損は追跡精度を大きく損な

うものである。以下に、７.1m の距離で静止状態、ならびに１

合のデータ欠損例を示す。Y 軸が２以上の

 
0

2

3

4

5

1 19 37 55 73 91 109 127 145 163 181 199

1

0

20

30

40

50

60

70

1 29 57 85 113 141 169 197 225 253 281 309 337 365 393 421

10
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データ欠損の理由としては、電池寿命の観点から出力０dB（１ｍW）と微弱な電 
波を用いたこと、ゲインの低い基板パターン上のアンテナを使用したこと、2.4GHz 
の電波は直進性が強く、障害物の影響を大きく受けること、モジュールが金属メ 

 
時間がかかる。 

を前提としたシステ

。 
 

プリケーションの動作（例えば、 
、別のアプリケーシ 

（ⅶ）.2.6 センサ信号前処理 
り、センサ信号の前処理には、それなりの工夫をした。 

の除去、 大値リミッ 
 

のため、Ｘ軸加速度 
重力加速度のＸ軸 

である。 

ッシュ床直近に置かれるため、電波が飛びにくいことなどが挙げられる。バイナ

リデータを送受することもあり、一旦同期が外れると再同期に

今後は無線方式の再選定、1 秒以上のデータ欠損があること

ム構成の見直し、あるいはアルゴリズムの開発が必要である

 なお、無線でなく有線通信を用いた場合にも、時折データが欠損することが観察さ

れた。その原因は、Windows OS の処理や別ア

タスクマネージャ）であり、本追跡システム稼動にあたっては

ョンはすべて終了させる必要がある。 
 

 センサ信号の状況よ

具体的には、スパイクノイズカットのため急峻な変化波形

タ（実際には、使用不要と判明）、平準化のための移動平均などを組み込んだ。

下図において、Z 軸加速度が-1,000 近辺にあるのは重力加速度

が-160 辺りにあるのは、モジュール取り付け角度の傾きによる

方向分力のため

 
図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.6 静止時の加速度センサ信号 左軸 X、Y 右軸 Z 30ms 周期  

（単位は mG） 
 

パルスノイズ除去機 
期は、モジュール 

個の場合で または 、複数モジュールの場合は、100ms である。 
サーバへの通信周期にあわせ、X と Y 軸加速度センサ、ならびに角速度センサ出 
力には任意回数の移動平均、ないし積分処理する機能を組み込んだが、フィール 
ドテスト時には、通信周期に合わせた移動平均＝積分処理と等価＝のみ用いた。 

センサ信号のサンプリング周期は当初 10ms としていたが、短

能追加にあわせ、 終的に 5ms に改めた。サーバへの通信周

1 30ms 100ms



Ⅴ‐293 
 

Ｚ軸の加速度センサ出力は、当初Ｘ、Ｙ加速度と同じ扱いとしたが、着地検知を 
確実にするため、ピークホールドに改めた。 
サーバへの通信データ欠損対策として、2 回までの欠損時にはその後のデータで補 

 
タグ検出信号と電池電圧もサーバに送った。 

追跡アルゴリズム１：積分法 
当初追跡に用いた演算式は、オーソドックスなものである。センサ信号に対して 

調整、ゼロ点近傍ノイズカットのためのリミッタ 
て、積分係数を+側 

モジュールの向きは、ジャイロの角速度出力を積分して求めた。 
報を算出し、体の向き情報を加味 

た。 

.5 使用した記号 

充することとした。

上記センサ信号のほかに、RFID
 
（ⅶ）.2.7 

ゼロ点補正のためのオフセット

（正負別の値を設定可）、センサの正負特性バラツキ対策とし

と－側独立して設定可能とするなどの処理を組み込んだ。 

加速度を積分して速度と X、Y 軸方向位置移動情

してクリーンルームの X、Y 軸方向の移動量に換算の上積算し

以下に、その詳細を記す。 
 表Ⅴ .3.1.4 （ⅶ）

位置 速度 加速度 生加速度 生角速度
加速度

変
Xn Vxn Axn mAｘn _Axn
Yn Vyn Ayn mAyn _Ayn
Zn Vzn Azn mAzn _Azn

wXn wVxn wAxn
wYn wVyn wAyn
wZn wVzn wAzn

Kxn Cxn mCxn
Kyn Cyn mCyn
Kzn Czn mCzn

X
Y
Z
X
Y
Z

時間間隔 ⊿t

n  0～のシリアル番号、通信上は１～
ｗX wY ｗZ ｗV wAの　wはワークスペースの記号
x y z は軸を示す記号

センサー座標

ワーク
スペース

角速度センサ

乗数係数 オフセット係数

実加速度
変換係数

Px Qx
Py Qy
Pz Qz

サンプル時間

実角速度
変換係数

Ex Fx
Ey Fy
Ez Fz
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（１）基本計算式 

   X軸速度と位置は 

Vxn = ∫Axn dt + Vxn-1  

  Vxn dt + Xn-1  

位置は 

 yn-1 

 y-1  

角  

   Kzn = ∫Czdt + Kzn-1  

nは０からの連番 

 

 初期位置はセンサー座標では０、初速度は０（ゼロ）である。 

Vy0 = 0  

0 = 0 

 0 = 0 

毎に変換 

1     Axn-

1     Ayn-

          

 タを今のセンサーの向きの実加速度に変換 

Ax + Qx）  

Axn  =  _Axn con(Kn-1) – _Ayn sin(Kn-1) 

 =  _Axn sin(Kn-1) + _Ayn cos(Kn-1)  

位置は 

 +  Vxn-1  

  Xn-1    

Y  

Vyn =  Ayn ⊿t  +  Vxn-1 

Yn  =  Vyn ⊿t  +  Yn-1    

⊿tは一定時間で内部定数を参照する。（100msまたは 30ms） 

   Xn  = ∫

Y軸速度と

Vyn = ∫Ayn dt + V

Yn  = ∫Vyn dt + X

 

Z軸の角度（ヨー ）

 

    ただし、

Ax0 = Ay0 = 0 

Vx0 = 

X0 = Y

    Kz

  

加速度を XY座標に

        Axn   =    cos(Kn-1)  -sin(Kn- ) 

) 

1 

1      Ayn        sin(Kn-1)   cos(Kn-

                                                  

センサーモジュールデー

_Axn  =  Px (m n 

_Ayn  =  Py (mAyn + Qy)  

センサー座標の加速度に変換 

Ayn 

 

X軸速度と

Vxn =  Axn ⊿t 

Xn  =  Vxn ⊿t  +

軸速度と位置は
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Z軸の角度（ヨー角） 

Czn  = Ez mCzn  +  Fz  

Kzn =  Czn ⊿t  +  Kzn-1   

 
度 リセットし、累積誤差を解消した。足の着地は、当初 Z 

加速 や Z 軸方向の位置情報を加味して判定を試みた 
が、 終的には通信周期毎にピークホールドされた Z 軸加速度のみから判定する 

X Z 軸加 
化によって小さくな 
ともあり、平均化 
が激減した。 

加速度の波形例を以下に示す。

足が着地するごとに速 を

軸加速度、その後 X 方向の 度

こととした。当初着地時 Z 軸の加速度が 軸に比べて低めに見えたのは、

速度変化が X 軸より急峻でパルス巾が狭く、100ms 間の平均

っていたからである。Ｚ軸加速度は位置検出に用いていないこ

処理をピーク値保存処理に改めた。この結果、着地補足失敗率

 

 

   図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.7 歩行時の加速度 周期 30ms (単位 m) 

リーンルーム入り 
 
 

それぞれの近辺に 

後述するが、本方式による追跡結果は当初の期待にまったく及ばなかった。この 
ため、新規な方法（以後、歩数計法と記す）を新たに組み込んだ。 

 

 
追跡に当たってのモジュールの初期位置、ならびに角度は、ク

口部にキータグを設置し、それを指定された角度で踏むことで教示する。体の向

きとモジュールの向きには一定のズレがあるため、そのオフセット角度を設定で

きるようになっている。室内にはほかにも複数のタグを置き、

モジュールが来ると、各タグの位置に校正する。 
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（ⅶ）.2.8 追跡アルゴリズム２：歩数計法 
 積分法では、加速度を積分して求めた速度を再度積分して、移動量を算出する。 
 実際の加速度波形を見ると、残念なことに、同じように歩いているつもりでも加 

。また、軌跡が実際の歩行のメリハリの利いたモ 
。 

速度の値は大きく変動している

ジュール移動にもかかわらず、ほとんど追従できていなかった

-3000

-2000

-1000

0

1000

2000

3000

4000

X加速度

Ｙ加速度

1 19 37 55 73 91 109 127 145 163 181 199

 
 図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.8 歩行時のＸ、Ｙ加速度 30ｍs 周期 (単位 mG) 

 
のため、有線方式 

1 台のみとした。 
 

ールの角度算出、ならびにモジュールの X、Y 軸 

 
 

値の絶対 

      
X ,Y Z 加速度検知によ 

加速度を積分した瞬 
たため、着地信号 

また、着地時刻間隔と速度を乗算する方法では、たとえば椅子に座ってモジュー 
ルのついた靴を長時間浮かせていると、次回着地時に大きな移動距離が積算され 
てしまう。この予防策として、通常の歩行ではありえない時間連続して着地が検 
知されない場合は、刻々と積分されている速度情報をクリアする手段を付加した。 

 

 

新アルゴリズム開発に際し、無線通信ではデータ欠落が不可避

のみを対象とした。アルゴリズム検討に集中するため、子機数も

新たに組み込んだ歩数計法は、以下のようなものである。 
センサ信号に対する処理、モジュ

方向の速度算出法は、積分法と同じである。 
積分法では、算出した速度信号を再度積分して移動量を求めていたのに対し、歩

数計法では算出した速度のピーク値に、着地間隔時間と係数を掛けたもので移動

量を算出している。前進／後退の判別は、正負それぞれの加速度ピーク

値の大きいほうを採用することで対応した。 
着地時には、Z 方向に大きな加速度が観察されるが、その時間幅は比較的短い。

着地前後には、 方向にも大きな減速加速度が観察される。

る速度情報のリセット期間が短く、着地時の大きな X,Y 減速

間速度情報によって進行方向を誤って判断することが散見され

を指定期間延長する手段を追加した。 
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（ⅶ）.2.9 サーバ機能 
 サーバ側には、以下の画面を設けた。 
 ・タグ配置登録： クリーンルームの広さ、基準点となるキータグの位置とオフ 

（ 大 254 個まで登録可能） セット角度、ならびにその他のタグの位置を登録。

       

 

 
    図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.9 RFID タグ配置設定登録画面 

 ・設定： システム稼動上の諸条件を設定する。 

 

図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.10 動作条件設定画面 
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    ・パラメータ設定： 位置推定のための各モジュールのパラメータを設定する。 

       
     図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.11 パラメータ設定画面 左 積分法 右 歩数計法 

度に対するオフセ 
ミッタ、着地検知 

 
 

・ タグ、 

   
 
 
 
 
 

 
 
    図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.12 センサ、電池残量のモニタ画面 
 
 

    

 
     共通パラメータ： 通信周期、3 軸加速度および Z 軸周り角速

ット／正負積分係数／正負微小ノイズリ

レベル 
    

              着地信号延長タイマ、非着地継続時速度リセットタイマ

、検知した RFID
           電池残量をリアルタイム表示する。 

歩数計法専用： X／Y 方向 高速度リミッタ、X／Y 正負移動距離係数、

 
センサモニタ：  各モジュール内蔵センサの出力
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・位置表示：    追跡中のモジュールの所在地を画面上に表示する。 
 

   
   図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.13 追跡位置表記画面 
 

軌跡を描画する。 
 

画面右側には、加速度と角速度のグラフが表示される。 

・履歴表示： 1 個のモジュールのログデータを呼び出し、移動

一括描画、進行描画、ならびに RFID による校正状況が描画される。

 

   図Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.14 移動軌跡一括表示例（歩数計法、カニ歩き） 
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（ⅶ）.3 試作品の評価 
（ⅶ）.3.1 有線による追跡結果 
  モジュールからの無線信号にデータ欠損が多発するため、モジュールとサーバ 

 
 

 
X/Y 方向誤差。単位ｍ。） 

RFID  

共通パラメータは 
歩行パターンに適用した場合の結果を示す。 

共通パラメータとしては、個別パラメータ中太字のものを採用した。 

表Ⅴ.1.4.3（ⅶ）.6  所定パターン 1 分後の位置推定結果（X/Y（単位：m） 

パターン 
歩数計法 

を有線で接続して、位置追跡性能を確認した結果を下表に示す。

モジュールは、右足の靴のかかと部に取り付けた。

積分法、歩数計法それぞれについて、所定のパターンで 1 分間強歩行し、出発

点に戻った時点における位置誤差を測定した。（

タグ検知による校正機能は別途確認済のため、タグは測定開始時の位置

ならびに角度校正にのみ使用した。 
個別パラメータは、歩行ごとにパラメータを調整した場合、

代表的なパラメータを全

 

積分法 

個別 P 共通 P 個別 P 共通 P 

静止① 0.59  .00 0.00/0.00  /0.08 0.59/0.08 0.00/0

足踏み 0.1 1 .08 3.64/2.89 ② 7/0.30 3.59/19.85 0.13/0

カニ歩き③ 0.65/0. 18.45/  36 1.03/1.76 09 6.36 0.23/0.

前後進④ 0.82/0.83 18.56/18.06 0.37/0.53 2.07/2.49 

前進 CC 0.2 4 .69 1.24/1.01 W⑤ 0/0.39 1.84/18.4 0.84/0

円周 CC 0.62 1 3 .34 0.27/0.75 W⑥ /0.33 1.19/22.4 0.17/0

円周 CW⑦ 0.01/0.48 0.01/0.48 .0.85/0.17 OF/OF 

P：パラメータ   OF：オーバフロー （>37.77m） 

 
を、中央から出発して、U ターンすることなく前後に往復 

U ターンし 
て、往復を繰り返す。 

⑥ 直径２ｍの円周上を、反時計回りに 5 回転する。 
⑦ 直径２ｍの円周上を、時計回りに 5 回転する。 

 

 ① 靴を履いて静止 
② その場で足踏み 
③ ６ｍの直線上を、中央から出発して左右に往復を繰り返す。

④ ６ｍの直線上

を繰り返す。 
⑤ ６ｍの直線上を、中央から出発して、端に来る毎に左回りに
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終時点の位置誤差は上表のとおりであるが、軌跡形状も歩数形法のほうが格 
段に優れていた。 

   

 
   図Ⅴ （ⅶ）  円周上歩行時の軌跡（上：積分法 

積分法は、補正パラメータで幾ら調整しても位置検出が出来

.1.4.3 .15 下：歩数計法） 

たとはとても言い難

い。位置精度を話題に出来るレベルではなく、実際の歩行経路とは似ても似つか

ぬ追跡結果であった。全般的に動きにメリハリがなく、停止中もノイズで位置が

ふらつき、逆に移動しても殆ど追従できなかった。 
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センサ信号を観察すると、定常的な歩行においても信号のレベル変動が大きく、

積分による平準化効果に期待したが、全くの期待はずれに終わった。 
（ⅶ）.3.2 実用化に向けた課題： システム構築手段 

開発当初は LabVIEW 単独でシステム構築を目指したが、操作性（GUI）を考

とする点や、画像表

事が判り、データ受信部と計

）で開発した。ただ、動作パラメータのテ

LabVIEW
結果的に簡単であっ

を得ていない。設計

きない。）  

、シミュレーション機 
能が正常に機能している事を確認した。ただし、履歴ファイルを用いたパラメ 

る。 
 

ましいといえよう。 

（ⅶ）.3.3 実用化に向けた課題： 無線通信 
   

、ゲインの高いア 
込みの大きい周波 
られるが、程度の 

 
 

ータをエントリー 
大 9台であった。

ネルに配置

通信できる

バ側無線モジュールと

ァとサーバ間の通信

が必要である。 
今回は、センサデータを高頻度にサーバに取り込み、サーバ側で位置推定計算 
をさせる構成としたが、モジュール側で位置計算まで実施し、サーバからモジ 
ュールに動作パラメータを送り込む方式のほうが、データ欠損には強い。この 
場合、アルゴリズム構築・調整が困難になるため、今回のシステムなどでアル 

えた場合、LabVIEW で満足するためには非常な労力を必要

示に於いて複数アイテムの表示が高速に行えない

算部分を除き Windows アプリ（C#
ーブルからの読み込みが困難などの の特殊性を考えると、多数のモ

ジュールを同時追跡する用途では、全て C で組んだほうが

たといえる。（本見解は、LabVIEW 発売元の NI 社の了解

担当者の LabVIEW に対する未熟さが原因の可能性は否定で

 
作業者位置表示機能、タグ位置設定機能、履歴表示機能

ータ変更効果確認作業については、操作性に課題を残してい

今回は Windows PC を用いたが、無線通信のデータ欠損の原因になることが判

明した。この種システムでは、リアルタイム OS の採用が望

 

今まで述べたように、今回選定した無線モジュールでは、満足の行く通信結果

が得られなかった。より大出力を用いる（消費電力は増える）

ンテナを用いる、アンテナを床面からはなす、あるいは回り

数の電波を用いる（寸法が大きくなる）などの改善策が考え

差こそあれ、データ欠損は残るであろう。

同時追跡可能なモジュール数についても、無線通信プロトコルにより通信タイ

ミングが定期的に割り振られるため、センサモジュールのデ

できる期間に制限が有ることが判明し、通信周期 100ms では

更に、センサモジュール２個でのテストに於いて、連続したチャン

した場合、データの欠落が発生する事が判明し、 終的に安定的に

モジュール数は同時３台となった。この解決には、サー

サーバ本体の間に大容量の通信バッファを設置し、バッフ

を現在の RS232C から、高速のイーサネット等にすること
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ゴリズムを開発、チューニングののちに、子機に書き込むことが求められる。 
 

   （ⅶ）.3.4 実用化に向けた課題： アルゴリズム     
 

  

ランジス博士による事前研究や調査から得られた知見・ノウハウを活用できず、

数式を立てて臨んだが、実際にセンサ

集されるデータは、波形やレベル変動の非常に大きなものであった。定

のため、得られた

したもの（２％強、

及ばなかった。 
    加速度データには、歩行本来の足首の一歩ごとの加速減速に起因するもののほ

畳する。足首の

が、実際の歩行時デ

 
   ②新方式の検討不足 

ため別方式を試みたが、積分方式よりは優れるものの、軌跡を含む

延長する手段は付加

 
 

する課題 
ールの角度をシステ

タにのみ頼って

大７度以上の

跡にあたっては、加

移動量を、角速度セ

Ｙ方向に都度換

果が全く別方向

と誤判断することに

の問題として、 初からたったの２回

転換速度により、得

    この問題は、角速度センサデータのデータ収集精度を上げることによりある程

度は改善できようが、今回のテーマで用いたセンサ信号だけからは、根本的解

決は見込めない。 

追跡結果が芳しくない要因を、以下に掲げる。

 ①知見の欠如 

既存文献から出発してオーソドックスな

から収

常的に歩いても、センサ信号は全く定常的ではなかった。こ

追跡結果は、当初の予備的なセンサ信号誤差計算から予想

換言すれば 1 分間ごとに２ｍ程度の累積誤差）には、とても

かに、歩行時の足の角度変化に起因する重力加速度の分力が重

角度を用いた補正演算である程度解決するとも考えられる

ータのバラツキ具合からは悲観的にならざるを得ない。 

    局面打開の

追跡精度を語るレベルには至らなかった。着地検知信号を

したが、着地時点のＸ、Ｙ軸加速度信号をカバーしきれなかった。

   ③方向検知に関

    今回のシステムでは、追跡当初にキータグを踏む際モジュ

ムに教えるが、それ以降の角度情報はジャイロによる計測デー

いる。現実には、使用した角速度センサの精度（１回転ごとに

誤差が累積する）から、方向情報はすぐにずれ始める。追

速度センサ信号から算出されるモジュールのＸ、Ｙ方向の

ンサで求めたモジュールの向きによってクリーンルームのＸ、

算する。このとき、モジュールの向きが狂っていると、追跡結

を向いてしまうことになる。（例えば、逆方向に移動した

なる。）今回は、累積的な角度誤差以前

転目でも追跡結果があらぬ方向に動いてしまった。（方向

られる角度変化が大幅に左右されてしまったため。） 
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    もともとは、RFID タグ信号で位置誤差を校正する際に、校正時の誤差量を加速

度要因と角速度要因に分解し、角度誤差をも校正することを目指していたが、

誤差量が大きすぎて対処できなかった。 

  用化に向けた課題   

   である。室内では、

が生じるが、現在採用しているＲＦＩＤタグ

グごとの地磁気偏差データを加味すれば方向校正が簡単

ＭＥＭＳ地磁気コンパスは、すでに販売されている。(例 ヤマ

方位を修正する」の

に容易である。 

  

   地時点のＸ、Ｙ軸加

カバーしきれなかった。両加速度信号を所定時間遅延させた後に速

れば、より正確な速

も効果をも

リズムを用いるにせよ、様々な場面を同じ演算パラメータで

きの校正量）から、

ありうる。  
  

まとめ 
歩行の基礎

として保存した。更にセンサのノイズ評価、ド

有効である。 

位置追跡システムには不可欠な機能である。 
今回の成果に歩行解析アルゴリズムを強化すれば、目的の位置追跡システムが構

築出来るものと考える。 
 

（ⅶ）.3.5 実

    ①コンパスの併用 
  角度の累積誤差を解消するには、コンパスの併用が効果的

場所によって地磁気の方向に乱れ

での位置校正時に、タ

に可能となる。

ハ YAS525B) 
「タグによる位置補正データから、多元連立方程式を解いて

が絶対不可能とも言えないが、コンパス採用の方が、はるか

  ③追跡アルゴリズム 
  歩数計法で着地検知信号を延長する手段は付加したが、着

速度信号を

度に積分し、延長された着地信号でその速度をクリアでき

度が求まるものと思われる。この着地検知部分の工夫は、積分法に

たらすはずである。 
どのようなアルゴ

カバーするのには無理がある。追跡成績（タグを踏んだと

演算パラメータをダイナミックに更新するシステムとする必要がある。このた

めの手段としては、カルマンフィルタ、ニューラルネット、ファジィ推論、シ

ーン判定によるモード切替など色々

（ⅶ）.4 
本件開発で作業員の位置検出性能は思うように実現できなかったが、

データは多数収集して履歴データ

リフト評価も今後の開発に役立つものである。 
タグ検出時の位置補正機能も作業者の位置検出システムには

また、作業者位置表示機能、タグ位置設定機能、履歴表示機能、シミュレーショ

ン機能も作業者
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（ⅶ）.5 参考文献 
①花若他「歩行計測システムとその応用」横河技報 Vol51.No.3 PP24-27(2007)   

 
②センサ誤差の予備検討   

   主な仕様： フルスケール    ± 8G （３軸共） 

        ４mＧ/Digit 

01%/℃ 

±40mG 

±0.5mg/℃ 

 何らかの手段で /-8gの３点で初期校正されたとする。 

℃として、10～50℃。 

   温度 ±0.4% ＋ オフセット ±20mG 

 約±2.4%   

とにリセットして 

誤差が累積する。 

 

  

/s 

  m°/s/Digit   

 ±2%（-40～85℃） 

      

～85℃） 

初期校正済とする。  

として、10～50℃。  

1/3の影響とみなして±0.7% 

± sとすると±1.4% 

                 

      1回転ごとに、7.5°の誤差が累積する。この影響は、加速度セ 

方向に 13mの誤差。)  

あるいは、ゼロ点誤差だけで 1分間に±8.4°にもなりうる。 

 

両センサとも、データシートに感度のばらつき、非直線性、軸間干渉などの 

記載がないが、これらを考慮すると、誤差はより大きいものと思われる。 

 加速度センサ： LIS3DH （ＳＴマイクロ） 

         感度

         同上温度係数    ±0.

         オフセット     

         オフセット温度係数 

 

   誤差の検討 0g、＋

    加速度誤差 子機温度範囲は、充電直後の温度上昇を 20

（温度変化 40℃）   

による誤差 感度 

           平均加速度を１Gと仮定すると、合計

         ゼロ点ズレの速度データへの積算を、毎歩ご

も、100m移動ごとに進行方向に 2.4m程度の

角速度センサ： L3G4200D （ＳＴマイクロ）

主な仕様： フルスケール   ±500°

    感度       17.5

同上温度係数  

オフセット    ±15°/s 

オフセット温度係数 ±0.0035°/℃/s （-40

誤差の検討 何らかの手段で 0°/s、±500°/sの３点で

角速度誤差 子機温度範囲は、充電直後の温度上昇を 20℃

      温度による感度誤差は-40～85℃の

      ゼロ点誤差 0.14°/s 平均角速度を 10°/

合計      約±2.1％

      ンサよりはるかに大きい。 (100m歩いて、横



（ⅷ） 高感度温度センシング用機能薄膜 
（ⅷ）－1.1 研究の目的 

 クリーンルーム内の省エネ化において、人の存在や位置情報を正確に検出し、空調、照

明等の機器を最適運転するために必要な集積化自立センサネットワークが必要である。本

ネットワークを実現するため、人の存在情報を正確に得るために必要な高感度温度センサ

およびこのセンサから得られた情報を外部電源にたよることなく処理し伝送することが可

能な自立電源として働く振動発電デバイスを一体化したモジュールが必要である。本研究

においてはこのモジュールを実現するためのベースとなる高精度の人体検知が可能な焦電

センサや自立電源としての振動発電デバイスを目指し、デバイスのキーとなる非鉛系強誘

電体薄膜を作製し、前述のデバイスの実現可能性を探る。 

具体的には、高感度温度センサおよび本センサに電力を自立供給可能な電源としての振

動発電デバイスの実現に向けた、シリコン及びポリマー基板上へのスパッタ法による非鉛

系薄膜形成技術を開発する。 

本テーマにおいては、前述したような温度センサおよび発電デバイスを実現するために

必要な下記の項目について開発をおこなった。 

・非鉛系強誘電体薄膜の開発 

・IC一体化のための焦電薄膜の Si基板への転写技術の開発 

・発電デバイス向け圧電膜のガラスおよびポリマー基材への転写形成技術の開発 

 

非鉛系薄膜としての仮目標値は以下である。  

   焦電係数；2pC/(cm2k) 

   圧電係数 10pC/N 

 
（ⅷ）－1.2 実験方法 

 我々は、センサネットワークモジュールのキー素子としての温度センサのための焦電薄

膜および振動発電デバイスに応用するための強誘電体薄膜をスパッタ法を用いて開発した。 

 本開発においては、強誘電体材料として広く知られているチタンージルコン酸鉛系薄膜

(PZT)1)-3)、および非鉛系材料として BaTiO3薄膜(BTO)の形成条件を検討した。 

（ⅷ）－1.2－1 PZT薄膜形成 

 優れた焦電および圧電特性を示すとされているチタンージルコン酸鉛の代表組成である

Pb(Zr0.53,Ti0.47)TiO3 薄膜を RF マグネトロンスパッタ法により形成した。スパッタ条件

は（表Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.2-1-1）に示す。 基板は PZT の成長によく利用される単結晶

MgO(100)基板および Si基板を用いた。基板温度は約 600℃である。MgO基板においては Pt

を成膜したのち、緩衝層である SrRuO3(以降 SROと記す)を成膜しその上に PZT膜を成膜し

た。Si 基板においては密着性を上げるため最初に Ti を成膜した後、Pt、SRO および PZT

膜を成膜した。 得られた膜は、以下に述べる分析評価手法を駆使し結晶性、電気特性の
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評価をおこなった。 

                           表Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.2-1-1.   スパッタ条件 

                                   

 

 

 

 

       

 

 

 

 

X線ディフラクトメーターにより結晶構造の同定、配向性を調べた。また一部の膜につい

てはより詳細な結晶構造を調べるために X 線による極図形も調べた。電子顕微鏡による表

面モフォロジー、断面観察および透過電子顕微鏡により詳細な断面構造観察をおこなった。

薄膜の組成は電子顕微鏡に取り付けたエネルギー分散型組成分析機器(EDX)で調べるとと

もに、ICP発光分光分析により高精度な分析をおこなった。薄膜の膜厚方法の組成分布を調

べるために SIMS分析をおこなった。 

 

（ⅷ）－1.2－2 BTO薄膜形成 

 BTO薄膜においても PZT薄膜と同様のスパッタ法により成膜した。成膜条件は PZT薄膜と

ほぼ同じである。基板は単結晶 MgO(100)を用いた。得られた膜は PZT膜と同様に X線ディ

フラクトメーターによる結晶構造解析等をおこなった。焦電係数は新規に導入した焦電評

価システムを用いておこなった。 

 

（ⅷ）－1.2－3 圧電膜の Si、ガラスおよびポリマー基材への転写形成技術 

 PZT をはじめとする強誘電体薄膜は MgO や SrTiO3 単結晶基板上にはエピタキシャル成

長するが 1),  2)、Si 基板上には多結晶膜しか成長できず 1), ,3)、多結晶 PZT 膜においては圧電

特性や焦電特性がエピタキシャル膜より低いことが知られている。また、PZT 薄膜の形成

には約 600℃の高い基板温度が必要であり、また成長基板との格子整合性が必要であるため

ガラスやポリマーの上に優れた圧電／焦電特性を示す PZT 膜を成膜することはできない。

これらの課題を解決し、より汎用性があり安価な Si、ガラス、ポリマー等の基板上に優れ

た圧電／焦電特性を示す PZT 膜を形成できれば、強誘電体薄膜の応用範囲を格段に拡げる

ことが可能となる。 

 本研究においては、この点に視点をおいて基本技術としてのレーザ照射による PZT 膜の

単結晶基板からの剥離・転写を試みた。 
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（ⅷ）－1.3 実験結果および考察 

（ⅷ）－1.3－1  PZT薄膜 

RFマグネトロンスパッタ法によりPZT薄膜をMgO単結晶基板およびSi基板上に形成した。

膜厚は 1～3μmである。得られた膜は as-grownで c軸配向を示すとともに、自発分極を示

し、分極のためのポーリング処理は不要であった。図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-1-1に MgO基板

および Si基板の上に形成した薄膜の X線回折図形を示す。両方の膜はともに c軸配向を示

している。しかし回折強度に注目すると、照射 X線強度 40kV、40mAにおいて MgO基板上の

PZT 膜の(001)ピークでは約 30 万カウントであったが、Si 基板上では最大約 5 万カウント

しか示さなかった。 一般的に(100)Si基板上においては格子ミスマッチングに起因し Pt膜

は(111)配向を示すことがよく知られている。本研究においては格子ミスマッチングを低減

するため緩衝層として SrRuO3（SRO）を用いると同時に基板温度、RF パワー等のスパッタ

パラメータの検討をおこない成膜最適条件を見出した。その結果、Pt膜の上に(100)配向の

SRO膜を形成でき、その上に PZT薄膜を形成した。しかしながら、図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-1-1

から明らかなように X線回折ピーク強度においては、Si基板上に形成した PZT膜は MgO基

板上の PZT 膜より 1 ケタ以上小さい。またより詳細に分析するため膜面内の結晶方位分布

を 4軸 X線回折法で測定した。MgO基板上 PZT膜では a面が揃いほぼ単結晶状であった。一

方、Si上の PZT膜では面内では結晶方位は揃っていなく多結晶であることが判明した。 

表Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-1-1 にエネルギー分散型組成分析装置(EDX)で分析した PZT 薄膜

の構成元素 

の組成を示す。得られた膜の組成はターゲット材料の組成の 10%以内になっていることがわ

かった。構成元素の膜厚方向分布を SIMSにより調べた。その結果膜の各構成元素はほぼ均

一であることがわかった。 

 

 

 

     表Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-1-1  EDX測定装置により得られた PZT薄膜の組成比 
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図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-1-1 MgO基板及び Si基板上に成膜した PZT薄膜の 

X線回折パターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    写真Ⅴ.1.4.3（ⅷ）-1.3-1-1  MgO基板上に形成 PMNZT薄膜の透過電子顕微鏡写真   

 

 

 

 

 

 

 

 

  写真Ⅴ.1.4.3（ⅷ）-1.3-1-2 Si基板上に形成した PMNZT薄膜の透過電子顕微鏡写真 

 

Ⅴ‐309 
 



             (a) 

-60

-40

-20

0

20

40

60

-200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200

電界 (kV/cm)

分
極

率
(μ

C/
cm

2)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             (b) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-1-2  PZT 薄膜の P-E 曲線 (a):MgO 基板上の PZT 薄

膜、 (b)：Si基板上の PZT薄膜 

 

 

写真Ⅴ.1.4.3（ⅷ）-1.3-1-1および 2に各基板上に形成した PZT膜の断面 TEM写真を示

す。MgO基板上では単結晶に近い膜が得られている（写真（ⅷ）-1.3-1-1）。一方、Si基板

上の PZT膜は分域（ドメイン）が不ぞろいであることがわかる(斜め 45°にコントラストが

ついている部分)。 

 図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-1-2に測定した分極―電界特性（P-Eループ）を示す。両者とも

自発分極を示し、強誘電体であることを示している。誘電率は MgO 基板上では約 150、Si

基板上では 700～1000であり、MgO基板上の PZT膜の方が誘電率を低いことがわかる。本研

究において、緩衝層として SRO膜を用いて Si基板上にｃ軸配向をする PZT薄膜を得ること

ができたが、PZT 膜の結晶性をより詳細に分析した結果、Si 基板上の PZT 膜は c 軸優先配

向を示すが、膜面内においては a 軸の方向が揃っていなく、また一部では c 軸配向ドメイ

ンが存在していることが判明した。 

（ⅷ）－1.3－2 非鉛系強誘電体薄膜 
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 我々は、非鉛系材料としてバルクで強誘電体特性を示す BaTiO3(BTO)材料をスパッタ法で

作製した。これまで Baと Sr組成を傾斜的変化させた(Ba,Sr)TiO3薄膜において非常に大き

い焦電係数が観察できまた焦電係数の温度依存性が大きいと報告されている。4) 本開発に

おいては、Srを添加しない BaTiO3薄膜の焦電係数を調べ、BTO薄膜での可能性を探ること

を目的にした。スパッタ条件は PZT薄膜とほぼ同じである。（表Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.2-1-1） 

使用した基板は(100)単結晶 MgOである。薄膜構成としては次の 2種類を検討した。①下部

電極 Pt(膜厚約 70nm)を形成した後 BTO膜を形成した。②Pt膜の上に緩衝層として SRO膜（膜

厚約 80nm）を形成したその上に BTO膜を形成したものである。図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ） -1.3-2-2

に得られた BTO薄膜の X線回折パターンを示す。 SRO緩衝層の上に成膜した BTO膜の方が、

ｃ軸配向度が若干良いことがわかる。写真Ⅴ.1.4.3（ⅷ）-1.3-2-1 に MgO 基板上 Pt 上に

成長した BTO/薄膜の高分解能透過電子顕微鏡写真をしめす。図から明らかのように、非常

にきれいにエピタキシャル成長していることがわかる。この膜について PEヒステリシスカ

ーブを測定した。 図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ） -1.3-2-2 に結果を示す。BTO 膜は強誘電性を示し、

自発分極 10uC/cm2、抗電界 20kV/cm であった。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-2-1  BTO/Pt および BTO/SRO/Pt 薄膜の X 線回折図形   

 

 

 

 

 

 

 

    写真Ⅴ.1.4.3（ⅷ）-1.3-2-1 BTO薄膜の高分解能断面 TEM写真 
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図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-2-2 BTO 薄膜の PE カーブ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-2-2 焦電係数評価装置の全体写真 
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図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-2-3 BTO薄膜の焦電係数の温度依存性 

 

それぞれの膜について温度センサの温度検知の指標である焦電特性およびアクチュエー

ター性能に関与する指標である圧電特性を調べた。 
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 焦電特性は今回新たに導入した焦電評価装置を用いて評価した。装置はペルチェ素子を

用いた温度制御ステージ、ピコアンペアメータから構成している。写真Ⅴ.1.4.3（ⅷ） 

-1.3-2-2 に焦電評価装置を示す。被測定サンプルはステージに設置され、温度制御範囲は

-10～80℃、また昇降温レートは 1～20℃／分である。Pt膜上に直接形成した BTO薄膜の測

定結果を図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-3-2-3に示す。得られた焦電係数は多少のバラツキがある

が約 10～20 pC/(cm2K)であった。この値はこれまで報告されている Si 基板上に形成した

PZT薄膜 20pC/(cm2K))の焦電係数とほぼ同等であり、この BaTiO3系薄膜が PZT材料に置き

換える非鉛系材料としての可能性があることが判明した。緩衝層 SRO を設けた BTO 薄膜も

同様に焦電係数を測定したところ、前述の緩衝層なし BTO 膜の結果より若干小さい値を示

した。また圧電係数は 10pC/Nであった。  

 

（ⅷ）－1.3－3  強誘電体薄膜の剥離転写 

 本研究において、前述のように単結晶 MgO 基板上にスパッタ法を用い優れた焦電または

圧電特性を示す PZT 薄膜および BTO 薄膜を得た。しかしながら、これらの強誘電体薄膜を

幅広く各種 MEMSデバイスに応用展開する際には、Si、ガラス、ポリマー等の幅広く使われ

ている基板材料の上に形成すること強誘電体 MEMSデバイスの応用範囲を拡げる観点から必

要である。 これまで、エキシマレーザを用い PZT薄膜の剥離転写が報告されている。5) こ

の報告では転写膜の面積が小さい。 本研究においてはレーザ技術を駆使し、MgO 単結晶基

板上に成長した高品位な強誘電体薄膜を Si、ガラス、ポリマーに大面積領域に剥離転写形

成することを試みた。基本的概念は図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ） -1.3-3-1 に示す。MgO 単結晶基板

上に成長した PZT 膜において、MgO 基板側からレーザ光を照射し PZT 等を MgO 基板から

剥離するとともに、PZT 膜の上面に貼り付けた第 2 の基板へ転写する。レーザ光源として

は、フェムト秒レーザを用いた。PZT 膜が基板から剥離する原理は以下の様に考えられる。

MgO 基板の裏面（PZT 膜が成膜されていない面）からレーザ照射しレーザ光を Pt/MgO 界

面に集光すると、Pt 膜付近においてマイクロエクスプロージョンがおこり Pt を MgO 基板

から剥離すると同時に Pt 上の PZT 膜も剥離される。ここで PZT 膜は膜の上部に接着固定さ

れた基板（Si、ガラス、ポリマー）へ転写される。用いたレーザは波長 800nm、パルス幅

100fs のフェムト秒レーザである。写真Ⅴ.1.4.3（ⅷ）-1.3-3-1(a)、(b)に転写後の PZT 薄

膜の写真を示す。 (a)は導電性接着剤で PZT 薄膜とガラス基板を接合したサンプルの結果で

ある。(b)は PZT 薄膜およびガラス基板のそれぞれの接着面に Au を成膜した後、両方を超

高真空下で圧力を印加しながら常温接合したものの結果である。写真Ⅴ.1.4.3（ⅷ）

-1.3-3-1(a)における左側の基板は PZT 膜を剥離した後の MgO 基板である。この基板がく

すんで見えるのは、Pt が若干残っているためであると考えられる。右側の基板はガラス（表

面に Pt 電極形成済み）に転写形成された PZT 膜である。  転写形成された PZT 膜にはワレ

やボイド等は目視では 
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図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-3-1 レーザ剥離転写プロセスの概念図 

 

    (a)                                      (b) 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-3-1 レーザ転写剥離後の PZT 薄膜写真 (a)：ガラス基板

への転写（銀ﾍﾟｰｽﾄ接着），(b)：ガラス基板への転写(Au-Au 常温接合） 

 

観察できず、かつほとんど均一に転写形成されていることがわかる。   

図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-3-2に転写前後の X線回折パターンを示す。転写前後において薄

膜の配向性に変化はなくどちらも c 軸配向を示している 高角度側（2θ～96.5 度付近）の

(004) 回折ピークから格子定数を導出すると、転写前後で c 軸は 4.112A から 4.127A と約

3%伸びている。これは MgO基板の上の PZT膜（レーザ照射前の膜）においては、PZT膜の面

内の格子定数 aが MgOの格子定数より小さいため、PZT膜が MgO基板から応力を受けて引っ

張られている。一方、転写後の PZT 膜においては、レーザ照射により PZT 膜が MgO 基板か

剥離するため基板から受けている応力が開放される。その結果、PZT膜が受けていた引っ張

り応力がなくなり面内方向に縮じむと同時に c軸方向に伸びた結果であると解釈できる。  
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図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-3-2 レーザ剥離転写前後のＸ線回折図形 (a): 測定範囲 

15°≦2θ≦60° (b):95°≦2θ≦98  

 

写真Ⅴ.1.4.3（ⅷ）-1.3-3-1(b)に Au-Au 接合したサンプルのレーザ剥離・転写後の PZT

薄膜の写真を示す。カール状の膜は剥離した PZT 薄膜である。これは以下の様に解釈でき

る。PZT膜と転写先のガラス基板との接合強度が弱かったため PZT膜が MgO基板から剥離さ

れると同時に完全にフリーな状態となった。写真で明らかなように、カール状の PZT 膜表

面が金色を示している。これは接合前の PZT膜の上面に形成した接合用の Au薄膜の表面の

色である。カール形状と PZT膜の表裏面の関係は以下の様に推測できる。MgO基板上に成長

した PZT 膜は前述した様に PZT 膜と MgO 基板の面内格子定数の差に起因して引っ張り応力

を受けているが、レーザ照射により PZT 膜が MgO 基板から剥離すると同時に基板から受け

ていた応力が開放され、PZT膜が MgO基板側を内側にしたカール状に変形したと考えられる。 
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        図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）-1.3-3-3  レーザ剥離転写前後の PZT薄膜の P-Eループ 

 

 

このカール形状の PZT膜は前述の格子定数の変化と整合していることがわかる。 

なお、ポリマー基板への剥離転写実験も実施した結果、Si やガラス基板と同様にポリマ

ー基板上にも PZT 薄膜を形成できることがわかった。より詳細な結晶構造解析のためには

レーザ剥離転写前後の薄膜の逆格子マッピング測定等をおこなう必要がある。 

  レーザ剥離転写前後の PZT 薄膜の P-E ヒステリシス測定を行った。図Ⅴ.1.4.3 （ⅷ）

-1.3-3-3 にその結果を示す。転写後の膜のヒステリシスカーブは転写前の膜のような角型

を示していないが、自発分極および抗電界は共に増大している。これは転写後の膜におい

ては MgO 基板から受ける応力が解放されたためであると推測される。 今後、X 線回折等

の精密構造解析等を行い、結晶格子の状態を正確に把握して総合的な判断をする必要があ

る。 

 

（ⅷ）－1.4 まとめ 

 本研究においては、クリーンルーム内の省エネ化を目指し、人の存在や位置情報を正確

に検出し、空調、照明等の機器を最適運転するために必要な集積化自立センサネットワー

クの実現を目指し、基本構成デバイスである温度センサおよびそれを駆動するための振動

発電デバイスのキー技術となる非鉛系焦電／圧電薄膜の開発し、可能性を検討した。その

結果、非鉛系強誘電体材料として BaTiO3薄膜をスパッタ法で形成した。得られた薄膜の焦

電係数は 10～20pC/N、圧電定数は 10pC/(cm2)であった。これらの値は当初の仮目標値を達

成している。 レーザ剥離転写技術を開発し、高品位強誘電体薄膜をより汎用性の高い Si、

ガラス、ポリマー基板へ形成できることがわかった。この技術は強誘電体薄膜のアプリケ

ーションを拡げることにつながると期待できる。以上の開発した強誘電体薄膜は、集積化

自立センサネットワークの実現のためのキーマテリアルとなりうる可能性を見出した。 
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Ⅴ．２ 低環境負荷型プロセス技術開発 
Ⅴ．２．１低環境負荷ポリマー・センサ融合プロセス技術開発 
（１） 研究の目的 

 低環境負荷・生体適合性ポリマーを用いたデバイスとして，例えば人体の内外に設置し，生体情

報，環境情報などを高精度にセンシングする高機能モジュールなどが求められている。ポリマー材

料は，電子デバイスにおいて近年シリコンに替わる材料として，生体適合性やリサイクルのし易さ

の観点から，人に優しい，低環境負荷材料として注目されている。また，機械特性を示すヤング率

は Si の約 1/50 程度（例として Si：130～188GPa、PMMA：3.4GPa）と非常に軟らかく，例えば MEMS

材料としてシリコンを遥かにしのぐ優れた特性が期待される。 

 本研究開発項目では，低環境負荷ポリマーとセンサを融合させたプロセス技術開発として，アク

チュエータ MEMS デバイスの試作を行い，シミュレーション技術を用いて，その製造プロセスとシ

リコン MEMS より優位に立つと言われている特性の検証を行う。 
 

（２） ポリマー化プロセスの検討 

将来の MEMS デバイスのポリマー化に向け，アクチュエータ MEMS について，性能予測が可能

なシミュレーション技術及びナノインプリントによる製造プロセスを開発する。 

 

（２）-１ ポリマーMEMS の設計・シミュレーション技術開発 

 ポリマー化に向けてはシミュレーションによる性能予測が重要となる。しかしながら，シリコン

と比較して機械特性などのデータの蓄積は道半ばである。今回の技術開発では，シミュレーション

ソフト MemsONE や CODE V を有効活用し，ポリマーMEMS としての光学特性などを予測し，実デ

バイスの要素試作データとの比較検証を行う。取得したデータは将来のデータベース化をにらみシ

ミュレーションソフトの機械特性データに逐次反映する。 

 

 ポリマー材料検討 

 本プロジェクトではポリマーの柔軟性を活かして，ポリマー静電型マイクロミラーデバイスの開

発を行う。将来的にマイクロレンズやマイクロプリズムなど他のポリマーMEMS 光学デバイスへの

展開を鑑みて，本プロジェクトで製作するポリマー静電型マイクロミラーデバイスの材料として，

透過性の高いポリマー材料であるアクリル樹脂（poly(methyl methacrylate); PMMA），ポリカーボネ

ート（polycarbonate; PC），およびポリ乳酸（polylactic acid; PLA）を候補に挙げて材料特性を比較検

討し，本プロジェクトで実際に使用する材料を決定した。 

 各ポリマーの材料特性を表Ⅴ.2.1.2-1 に示す。同じポリマーでもグレードや充填剤（ガラス繊維な

ど）の違いによって材料特性値も大きく異なり，表Ⅴ.2.1.2-1 に掲げた特性値は一般グレードにおけ

る数値である(3-5)。 
 

 

表Ⅴ.2.1.2-1 ポリマーMEMS 材料の熱特性，力学特性，光学特性 

 PMMA PC PLA 

融点 (°C) 160 267 170 

ビカット軟化温度 (°C) 80～100 150～155 59 

ガラス転移温度 (°C) 72～105 145～150 57～60 
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密度 (g/cm3) 3.2.19 1.20 1.25 

線熱膨張係数 (× 10–5 K–1) 6～8 7～8 9 

成形温度 (°C) 165～290 280～300 150～200 

成形圧力 (MPa) 70～140 100～180  

引張り強さ (MPa) 50～75 50～65 57 

引張り伸び (GPa) 2～10 100～130 4 

曲げ弾性率 (%) 3.0 2.4 4.3 

曲げ強さ (MPa) 90～120 98 102 

ヤング率 (GPa) 3.2 2.5 4～6 

屈折率（波長 589nm） 1.49～1.54 1.59 1.4 

光線透過率（厚さ 3mm）(%) 92～93 87～90 88 

 

 PMMA および PC は非晶性のポリマーであり(3,4) ，軟化温度（≒熱変形温度）とガラス転移温度

が同程度と見做してよい。PLA の熱変形は PMMA より低い温度で起こるが，PLA は白濁した結晶

性のものと透明の非晶性のものがあり，57～60°C のガラス転移温度を示すのは非晶性の PLA であ

る(5)。融点やガラス転移温度の高い PC は成形温度も高く設定する必要があり，比較的低温でも熱

変形が生じる PLA は成形温度も低めに設定する。 

 これらのポリマー材料の機械特性についてはほとんどの項目で互いによく似た特性値をもって

おり，ヤング率の大きさはそれぞれシリコンの約 30 分の 1～約 70 分の 1 と非常に小さい。したが

って，同じ大きさの応力に対して得られる変位はこれらのポリマー材料がシリコンよりも桁違いに

大きくなる。また，引張り伸びにおいて PC の数値が格段に大きいことが特筆される。 

 表Ⅴ.2.1.2-1 に掲げた材料特性を比較検討した結果，とくに成形加工条件を重視して，PC よりも

成形温度が低い PMMA を本プロジェクトで実際に使用する材料として選択した。PLA は汎用プラ

スチックである PMMA やエンジニアリングプラスチックとして扱われている PC と比べて成形加工

条件に関する情報が少ないだけでなく，加水分解が進行しやすく PMMA よりも耐久性が劣るため，

本プロジェクトでの使用は見送った。但し，この PLA の加水分解性（生分解性・生体吸収性）はポ

リマーMEMS デバイスの応用範囲を広げる特性として，今後の研究において積極的に展開できるも

のである。 

 

 静電型ミラーデバイスの設計検討 

 ポリマー材料を PMMA に決定したので，PMMA の材料データを用いた MemsONE によるシミュ

レーションをもとに製作するミラーデバイスの設計を行った。ミラーデバイスの性能目標は，①駆

動電圧：30V 以下，②ミラー部反射率：90%以上，③ミラー部表面粗さ：100nm 以下，の 3 点であ

る。また，ポリマー材料の特徴を活かし，ミラーの 大振れ角度を 10 度程度に設定した。 

 当初は従来からよく用いられているミラー片に櫛歯がある構造を採用し，比較的大きなミラーサ

イズ（4mm 角程度）で 15 度程度の振れ角度を加えても過度の局所応力が加わらず，ミラーの平面

性がほぼ保持され，且つ，ミラー 小共振モードがミラー回転方向になるようにミラー部の設計を

進めていたが，この構造では 30V の駆動電圧では 3 度程度のミラー回転角しか得られず，ミラーを

大きく振れさせるには，非常に大きな駆動電圧が必要になることがわかった。 

 そこで，独自アイデアによるミラー部構造の設計を新たに行い，本プロジェクトで製作するミラ

ーデバイスに採用した。静電駆動ミラーデバイスの構造を図Ⅴ.2.1.2-1 に示す。デバイス構造はミラ
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ー部，駆動用の垂直静電アクチュエータ部，およびトーションビームから構成される。可動電極部

（可動櫛歯）と固定電極部（固定櫛歯）からなる垂直静電アクチュエータはミラー部の両側に対称

に配置し，固定櫛歯を押し下げて，可動櫛歯と固定櫛歯の間に段差がつくように設計した。この段

差によって，電圧を印加することで可動電極部と固定電極部の間に静電引力が発生し，ミラー部が

トーションバーを軸に回転運動することで反射光の向きを変えることができる。また，アクチュエ

ータ部とミラー部の間にはスリットがあるため，大きなミラー振れ角度が実現できるほか，駆動時

におけるミラー部のたわみ変形も防ぐことができ，振れ角度が大きい場合でもミラーの平面性がほ

ぼ保持される。ミラー平面性の詳細は別項で報告する。 

 

ミラー部

固定電極部

ビーム

可動電極

櫛歯電極

  
 

0.05 mm

10°

ベース

ミラー部: 2mmx2mm
1.5 mm2.5 mm

11.0 mm

12.0 mm

0.5 mm

0.05 mm

0.6 mm

4.5 mm

 
図Ⅴ.2.1.2-1 静電型ミラーデバイスの構造：上図はトップビュー図，下図は断面図 

 

 ミラーデバイスの全体寸法は，これまでオリンパス（株）が開発したシリコン製ミラーとの性能

比較や評価を行えるように，オリンパス（株）のシリコン製ミラーデバイス寸法と等しい 12mm × 

12mm とした。ミラー部の面積は 2mm × 2mm に決定した。 

 これまでの製作プロセスの経験上， 小の L/S（ラインアンドスペース）5µm / 5µm であり，ミラ

ーデバイスの櫛歯の幅と櫛歯間のギャップを 5µm / 5µm にした。また，製作プロセスの確立を考慮
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し，アスペクト比を 10，デバイスの厚みを 50µm に設定した。さらに，目標①を達成するためのビ

ーム寸法を以下の数値解析により決定した。 

 可動電極部と固定電極部の間に電圧 V を印加すると(1)式で表される静電引力が発生する。 

2
0 V

g
lnF ovl

rεε×=静電             (1) 

但し，n は可動電極の櫛歯数，ε0 は真空の誘電率，εr は空気の比誘電率，lovl は固定櫛歯と可動櫛歯

のオーバーラップ長，g は櫛歯間ギャップ長であり，下記の値を使用した。 

n = 233（アクチュエータの寸法と櫛歯幅・ギャップの寸法から計算）； 

ε0 = 8.854 × 10-12 (F/m)；εr = 1； lovl = 140 (µm)；g = 5 or 7 (µm) 

得られた静電力および表Ⅴ.2.1.2-2 に示す機械特性パラメータを用いて構造解析を行った。構造解析

モデルを図Ⅴ.2.1.2-2 に示す。駆動電圧，ビーム寸法振れ角度，共振周波数の相関関係を表Ⅴ.2.1.2-3

にまとめた。数値解析で得られた駆動電圧と振れ角度の対応は図Ⅴ.2.1.2-3 に示す。 
 

表Ⅴ.2.1.2-2 ポリマー材料（PMMA）とシリコンの機械的特性 

 ヤング率（GPa） ポアソン比 密度（g/cm3）  

PMMA 3.0 0.35 1.2 

Si（3.2.10） 169 0.065 2.33 

 

 

  
 

図Ⅴ.2.1.2-2 ミラーデバイスの解析モデルとソリッドメッシュ 
   

 

表Ⅴ.2.1.2-3 構造解析結果 

 ビーム寸法(µm) 

（長さ×幅×厚み） 

櫛歯幅/ギャップ

(µm) 

駆動電圧

(V) 

振れ角度

(deg) 

共振周波数

(Hz) 

 

PMMA 

 

 

500×15×50 
 

5/5 27 5 244 

5/5 38 10 244 

7/7 38 5 244 

Si   500×15×50 5/5 203 5 1266 
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図Ⅴ.2.1.2-3 解析結果：駆動電圧と振れ角度の対応 
 

 垂直静電アクチュエータでは可動電極の櫛歯と固定電極の櫛歯の垂直変位が一致すると，垂直方

向にそれ以上動かなくなり，その時のミラー部の振れ角度が 大角度となる。デバイスの厚み（櫛

歯の厚み）は 50µm なので，今回のミラーの 大振れ角度は 5 度である。表Ⅴ.2.1.2-3 に示すように，

同じ寸法のシリコンミラーにおいて同じ振れ角度を実現しようとすると，その駆動電圧は PMMA

ミラーの駆動電圧より 7.5 倍大きくなる。しかし，共振周波数についてはシリコンミラーの方が

PMMA ミラーよりも 5 倍大きい。 

 

 ミラー部平坦度解析 

 ポリマーは柔軟性に富むため，PMMA 製の静電駆動ミラーとして従来からよく用いられているミ

ラー片に櫛歯がある構造を採用すると，比較的大きなたわみ変形が観察される。しかし，本プロジ

ェクトにおけるデバイス構造（図Ⅴ.2.1.2-4）ではアクチュエータ部とミラー部の間にあるスリット

の効果によって，駆動時におけるミラー部のたわみを防ぐことができ， 大振れ角度（5 度）にお

いてもたわみによるミラー中央部の凹み d はわずか 0.3.2.12µm である。ミラー幅 W = 2mm より曲

率半径 R を計算すると，R = 4.45m ときわめて平坦性が高いことがわかる。（従来の構造における曲

率半径はたかだか数十 cm である。） 

 さらに振れ角が 5度のミラー平面を 4次までの多項式展開で表現し，光学解析ソフトウェアCODE 

V を用いてミラー特性を解析した。ミラーの反射光路を図Ⅴ.2.1.2-4 に示す。反射光はレンズのよう

に焦点を結ぶわけではないので，少しでも歪みがあると点像関数は図Ⅴ.2.1.2-5(b)のようにブロード

に分布する。また，横収差プロット（図Ⅴ.2.1.2-6）は典型的なデフォーカス状態を示しているが，

図Ⅴ.2.1.2-6 のＸ方向（回転軸に沿う方向）・Ｙ方向（回転軸からミラー端に向かう方向）ともにほ

ぼ直線であり，OPD（光路差）収差（図Ⅴ.2.1.2-7）もミラー中央部できわめて小さく，図Ⅴ.2.1.2-8

に示したディストーショングリッドのようにほとんど歪みのない反射像が得られる。歪みが非常に

小さいため図Ⅴ.2.1.2-8 ではわかりにくいが，反射像の動径方向ディストーションの比率は＋Ｙ方向

のミラー端で 1.0029（わずかに拡大），－Ｙ方向のミラー端で 0.9968（わずかに縮小）である。 
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図Ⅴ.2.1.2-4 ミラー振れ角 5 度での反射光路（赤：入射画角 0 度、青：+30 度、緑：-30 度） 

短い線が入射光、長い線が反射光 

 

 

 

(a)                                          (b) 

図Ⅴ.2.1.2-5 入射画角 0 度の白色光*における点像関数プロット 

（(a) ミラー振れ角 0 度；(b) ミラー振れ角 5 度） 

*ウェイトは 643nm:0.07; 591nm:0.36; 542nm:0.42; 500nm:0.13; 466nm; 0.02 

 

 
図Ⅴ.2.1.2-6 ミラー振れ角 5 度での白色光横収差プロット（入射画角 0 度） 
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                     (a)                                   (b) 

       
                     (c) 

図Ⅴ.2.1.2-7 ミラー振れ角 5 度でのＹ方向白色光 OPD 収差プロット（λ） 

（(a) 入射画角 0 度；(b) 入射画角+30 度；(c) 入射画角-30 度） 

 

 

図Ⅴ.2.1.2-8 ミラー振れ角 5 度での反射像ディストーショングリッド 
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（２）-2 ポリマー化プロセスの要素検討（試作ラインの整備） 

 ポリマー化の製造プロセスでは，シリコン型を用いてアクチュエータなど構造体を加工する。シ

リコン型は温室効果ガスである SF6や C4F8によるエッチング技術により形成するため環境負荷も大

きく，型としての寿命も短い。今回の開発では，電鋳成型金型による製造プロセスを確立し，より

高精度な構造体の加工と温室効果ガスの削減を目論む。金属型はスタンパーとして 100 ショット以

上可能であり，製造プロセスとしての温室効果ガスの使用量は 3.2.100 となる。 

 本プロジェクトで開発したポリマーMEMS 製作プロセスを図Ⅴ.2.1.2-9 に示す(1)。ホットエンボス

用の金型を製作し，デバイス構造とベース構造をホットエンボスにより成形した（第 1 工程）。金

型製作については次項で説明する。成形サンプルとベースは表面活性化法によって接合し（第 2 工

程）、接合後のサンプル上面にあるホットエンボス後に残る残膜を研磨加工によって除去した（第 3

工程）。研磨加工を用いることにより，多数のデバイスを同時に加工することが可能となる。研磨

加工後のデバイス表面に Au をスパッタリングすることによってコーティングした（第 4 工程）。垂

直静電アクチュエータの機能をもたせるため，可動櫛歯と固定櫛歯の間に段差がつくように固定櫛

歯を押し下げた。なお，コーティング時の短絡を防止するため，デバイス側面にはアンダーカット

を設けている。次節より各工程の詳細および実験結果を示す。 

1.ホットエンボス

Si Polymer Au

2.接合 3.機械加工 4.電極形成

研磨加工

 

図Ⅴ.2.1.2-9 ポリマーMEMS 製作プロセス 

 

 また，これまでは 20×20mm□サイズの試作ラインであったが，本プロジェクトにおいて，成型

装置，接合装置及び研磨装置を新設し，4 インチ試作ラインを構築した。整備したラインを図

Ⅴ.2.1.2-10 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ.2.1.2-3.2.1  4 インチ試作ライン 

Embossing 
of mirror

Embossing 
of base

Dicing, Bonding Releasing &
metallization

PMMA

PMMA

成型装置 

接合装置 

研磨装置 
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 ポリマー成型用型製作プロセスおよび製作結果 

 ポリマーの成型用型として，ミラーはシリコン及び Ni 電鋳で製作し，ベースはモールド用型材

として良く知られている NAK55 を採用した。シリコン型は，シリコンとガラスを接合したタイプ，

MEMS デバイスで良く使われる SOI（Silicon On Insulator）タイプとベアシリコンタイプの 3 種類を

検討した。それぞれ製作したシリコン型を図Ⅴ.2.1.2-12～17 に，ベース用金型を図Ⅴ.2.1.2-18 に示

す。 

 シリコン型は，当初ミラーの厚みを 100μm としていたためエッチング深さも 100µm としていた。

しかしながら，目標とする駆動電圧を達成するため櫛歯部の L/S を 5/5µm としたため，アスペクト

としても 20 程度と大きく，離型時において櫛歯部の型が破損に至るという問題があった。特に接

合タイプや SOI タイプは強度的にも弱いことから，ミラーの厚みを再設計し型のエッチング深さも

50μm と浅くし，試作には も強度の高いベアシリコンタイプを採用した。また，型の深さ方向の

傾斜角度や側壁形状も離型のし易さを大きく左右するため，櫛歯部は順テーバーで側壁のいわゆる

スキャロップの大きさが 小となるエッチング条件を採用した。 

 一方，シリコン型は耐久性に乏しく都度製作する必要があるため，多くの温室効果ガスを使う。

そこで我々は，耐久性があり半永久的に使用可能な低環境負荷である電鋳金型の検討を行った。材

質としては電鋳では一般的な Ni を採用した。図Ⅴ.2.1.2-19 に Ni 電鋳の製作フローを示す。Ni 電鋳

プロセスは，狭ピッチで深さのある櫛歯部を考慮し，シード層形成は Ni 無電解めっき工法とした。

また、実際の製作においては櫛歯部の L/S に水準を設けた。図Ⅴ.2.1.2-20～23 に製作した Ni 電鋳金

型の SEM 像とレーザー顕微鏡によるパターン高さの評価結果を水準別に示す。評価結果より，パ

ターンとしては 20µm L/S までは問題なく形成できていることがわかる。しかしながら，10/10µm L/S

までのパターン形成は難しいため，本静電型ミラーデバイスの目標構造である 5/5µm L/S への Ni

電鋳金型の適用は見送ることとした。製作にあたっては数社検討を行ったが，安定的に製作できる

レベルは 50/50µm L/S である。 

   

     
 

図Ⅴ.2.1.2-12 シリコン/ガラス接合タイプ（L/S 8µm） 

 



Ⅴ‐327 
 

       

     

 

図Ⅴ.2.1.2-13 シリコン/ガラス接合タイプ（L/S 10µm） 

       

       
 

図Ⅴ.2.1.2-14 SOI タイプ（L/S 8µm） 
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図Ⅴ.2.1.2-15 SOI タイプ（L/S 10µm） 

 

 
図Ⅴ.2.1.2-16 ベアシリコンタイプ（L/S 5µm） 
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図Ⅴ.2.1.2-17 ベアシリコンタイプ（L/S 10µm） 

 

 

 

 

           

 

 

図Ⅴ.2.1.2-18 ベース基板成型用金型 
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シリコン溶解前のウエハ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シリコン溶解後のウエハ 

 

 

 

図Ⅴ.2.1.2-19 Ni 電鋳成型金型製作フロー 

 

 

■Ni電鋳成型金型製作フロー 

①シリコン原版製作 

②シリコン表面親水性処理（アッシング） 

③シード層形成（Ni無電解めっき） 

④Ni電鋳造（0.3mmt） 

⑤シリコン溶解（22%TMAH） 

シリコン面 Ni 電鋳面 

Ni 電鋳面 拡大図 
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図Ⅴ.2.1.2-20 Ni 電鋳 50/50µm L/S パターン評価結果 
 

 

Height=100um
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図Ⅴ.2.1.2-21 Ni 電鋳 30/30µm L/S パターン評価結果 
 

 

Height=100um
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図Ⅴ.2.1.2-22 Ni 電鋳 20/20µm L/S パターン評価結果 
 

 

Height=100um
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図Ⅴ.2.1.2-23 Ni 電鋳 10/10µm L/S パターン評価結果 
 

 

Height<100um

（部分的）
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 ホットエンボス実験結果 

ホットエンボスは，材料試験機（島津製作所：AG-10kNIS）と本プロジェクトで導入した 4 イン

チウェハ用真空プレスチャンバーから構成され，0.001～1000mm/min の範囲で移動速度を制御可能

である。このチャンバーには加熱・冷却用の流路を設けた金属プレートを上下に配置した。加工す

る PMMA には，クラレックス S（日東樹脂工業製）を使用した。 

成形条件および手順は以下の通りである。 

1.樹脂および金型を 180℃に加熱 

2.180℃に到達後，0.1mm/min の速度で加圧していき，2000N で 15 分間保持（金型サイズ：

15mmx15mm） 

3.圧力を 2000N に保持したまま冷却開始 

4.樹脂のガラス転移温度 105℃に到達後，加圧を終了 

5.80℃まで冷却した後，0.01mm/min の速度で離型 
 

成形結果を図Ⅴ.2.1.2-24，25 に示す。 
 

      

 

図Ⅴ.2.1.2-24 ミラーデバイス全体         図Ⅴ.2.1.2-25 櫛歯部拡大 
 

 

 

 表面活性化による接合結果 

接合は，真空紫外線（波長：172nm）を用いた表面活性化による常温接合を行った(2)。本手法を

用いることにより，従来の溶融接着や接着剤の使用で問題となるデバイスの変形および微細パター

ンの埋没を回避でき，低温での接合が可能となる。 

 ホットエンボスサンプルと PMMA ベースに真空紫外線を 10 分間照射し，その後サンプルを重ね

合わせて 70℃に加熱した状態で，4.4MPa で 10 分間加圧した。 

接合後のサンプルを図Ⅴ.2.1.2-26 に示す。変形することなく接合できていることが確認できた。 
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図Ⅴ.2.1.2-26 接合後のサンプル 

 

 研磨加工による残膜除去結果 

可動構造を得るため，図Ⅴ.2.1.2-9（ポリマーMEMS 製作プロセス概略図）のようにデバイス層上

部にホットエンボス後に残る残膜を除去する必要がある。本研究では，残膜を研磨加工により除去

した。 

 研磨加工は，研磨剤に BAIKALOX(粒度 3.0µm，0.05µm)を使用し，1.3kg の荷重をかけながら実

施した。粒度 3.0µm で粗加工を行った後，粒度 0.05µm にて仕上げ加工を行った。加工時間は全工

程で 40 分程度であった。研磨加工後，デバイス表面に電極用薄膜としてスパッタにて Au をコーテ

ィングした。 

 図Ⅴ.2.1.2-27 に示したように，製作したデバイスは残膜が完全に除去されていることが確認でき

た。また，数 µm 以下程度のバリが発生していたものの，デバイスの破損およびスクラッチ痕など

は観察されず，良好な表面状態にて残膜を除去できていることが確認できた。レーザー顕微鏡にて

表面粗さを測定した結果，測定値は 30nm (Ra)であった。 

 

    

図Ⅴ.2.1.2-27 リリースした PMMA ミラーデバイス 

 

（３） 静電ミラーデバイスの要素試作及び性能評価 

 ポリマーMEMS は，同一形状、同一印加電圧でシリコンに比べてセンサ感度 10 倍以上，アクチ

ュエータ変位 10 倍以上（根拠：ヤング率が Si に比べ約 1/50 程度），構造物の可視光域における光

透過率が 80％以上（根拠：PMMA の光学特性から）とシリコンをしのぐ特性が期待される。今回

は，アクチュエータ MEMS デバイス(ミラーデバイス)を２回に渡り製作し，シミュレーションによ
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る性能予測と以下の目標性能数値の比較検証を実施した。合わせて，生体適合性への課題を抽出し

た。 

a.ミラー素子アクチュエータ駆動電圧：30V 以下（参考：シリコン製アクチュエータ 100V） 

b.ミラー素子ミラー部反射率：90%以上（参考：シリコン製ミラー 95%） 

c.ミラー素子ミラー部表面粗さ Ra：100nm 以下（参考：シリコン製ミラー 5nm） 

 

 駆動電圧評価 

 ミラーの振れ角を 5 度とした場合，約 28V で駆動することが確認された。計算結果とは概ね合致

しており，同構造のシリコンミラーの約 1/3 程度となっている。設計時に設定した触れ角 10 度とし

た場合の駆動電圧は約 38V となっており，アクチュエータ部などさらなる構造 適化が必要である。 
 

 ミラー部反射率評価 

 静電ミラーデバイス全面に，反射膜として Au200nm の成膜を実施し，ミラー部の反射率測定を

行った。各波長における反射率を図Ⅴ.2.1.3-1 に示す。スキャナなどでよく使われる波長 1000nm 以

上で 90%以上の反射率となっていることがわかる。 

反射率 (400-1800 nm)

20

40

60

80

100

0 500 1000 1500 2000

波長 (nm)

反
射

率
 
(
%
)

  

波長 nm 反射率 %
400 34.7
600 76.2
800 89.8
1000 93.4
1200 94.3
1400 94.9  

図Ⅴ.2.1.3-1 ミラー部の反射率測定結果 

 

 ミラー部表面粗さ評価 

 表面粗さはミラーデバイスの S/N 感度に大きく影響する。表面粗さが大きい場合，レーザー光な

どの乱反射が大きくなり，戻り光の減衰や隣接ミラーへのクロストークなどの要因となる。シリコ

ンミラーデバイスでは，ウエハの初期表面状態を維持しており数 nm レベルである。ポリマーミラ

ーデバイスのプロセスでは，残膜を研磨することで構造体をリリースするが，レーザー顕微鏡によ

る評価では Ra=30nm と予想以上の良好な結果であった。 

 

 生体適合性への課題抽出 

 ポリマーMEMS センサやデバイスをバイオ・医療分野へ応用するにあたっては，ポリマー材料そ

のものの物理的・化学的性質だけでなく，血液適合性や細胞・組織適合性など生体側の反応性を精

査する必要がある(6-12)。医療機器・用具においては，表Ⅴ.2.1.3-1 に示すように生体適合性の評価項

目ごとに国際規格（ISO 10993 シリーズ）があり，また，米国薬局方（United States Pharmacopeia）

でも材料の生体適合性がクラス分けされている。 
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表Ⅴ.2.1.3-1 ISO10993 シリーズ 

ISO10993-1 リスクマネジメントプロセスにおける評価及び試験 

ISO10993-2 動物の保護の要求事項 

ISO10993-3 遺伝子毒性，発がん性及び生殖毒性の試験 

ISO10993-4 血液との相互作用の試験の選択 

ISO10993-5 インビトロ細胞毒性試験 

ISO10993-6 埋込後の局所的影響の試験 

ISO10993-7 酸化エチレン滅菌処理残留物 

ISO10993-9 潜在的な分解生成物の同定及び定量化の枠組み 

ISO10993-10 炎症及び皮膚感作性の試験 

ISO10993-3.2.1 組織毒性の試験 

ISO10993-12 試料調製及び標準物質 

ISO10993-13 高分子医療機器からの劣化生成物の同定及び定量化 

ISO10993-14 セラミックスからの分解生成物の同定及び定量化 

ISO10993-15 金属及び合金からの分解生成物の同定及び定量化 

ISO10993-16 分解生成物及び浸出物の毒性動態の試験計画 

ISO10993-17 溶出物質の許容限度値の設定 

ISO10993-18 材料の化学キャラクタリゼーション 

 

 PMMA は医療用として血液浄化器，吸着剤，眼内レンズ，コンタクトレンズ，人口歯・義歯など

に幅広く使用されており，これらに使われる PMMA の材料グレードは，発がん性，血液との相互

作用，インビトロ細胞毒性，埋め込み後の局所的影響，酸化エチレン滅菌処理，炎症・皮膚感作性

などそれぞれ該当する国際規格をクリアしている。また，多くの学術論文において PMMA の各種

生体適合性が実証・報告されており，エンボス加工ができるポリマー材料の中では も生体適合性

の優れた材料の 1 つである。 

 PC も生体適合性に優れた材料であり，とりわけ血液適合性に優れ，中糸空型人工透析器の材料

として広く使用されている。また，高密度ポリエチレンは人工弁・人工関節（ソケット部），低密

度ポリエチレンやポリプロピレンは人工肺・血漿分離器に用いられるなど，ポリマー材料それぞれ

の生体適合性の高い項目について適材適所で使用されており，さらに生体内でもつくられている成

分（乳酸）のポリマーである PLA も，縫合・接着材料などの加水分解性を利用した医療材料に使わ

れている。これらの流れから，生体適合性ポリマー材料を用いて製作した MEMS デバイスは，体内

取り付けや皮膚埋め込み，内服使用などの適所における医療・バイオ分野での応用が考えられ，今

後の技術展開が大いに期待される。 

 実際にポリマーMEMS デバイスをこれらの分野で使用するときは成形後の耐久性評価が課題と

なる。信頼性試験のほか，成形前後の特性値変化の様子で生体適合性に関する耐久性もある程度予

測できると思われる。本プロジェクトにおける成形プロセスでは，表Ⅴ.2.1.3-2 に示したように成形

前後の特性値変化が小さいことが明らかになっている。 
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表Ⅴ.2.1.3-2 成形温度 180°C，成形圧力 20MPa における成形プロセス前後の PMMA 特性値 

  成形プロセス前 成形プロセス後 

物理特性 密度 (g/cm3) 1.20 1.20 

吸水率 (%) 0.66 0.78 

機械特性 ヤング率 (GPa) 2.90 2.93 

ポアソン比 0.36 0.37 

熱特性 熱伝導度 (W/mK) 厚さ方向 0.21 0.21 

熱伝導度 (W/mK) 面内方向 0.21 0.21 

比熱 (J/kg⋅K) 1.40 1.43 

線膨張係数 (× 10–5 K–1) 8.8 3.2.1.6 

光学特性 屈折率 1.489 1.491 

全光透過率 (%) 93 90 

 

 

（４） まとめ 

 PMMA による静電型ミラーデバイスは，概ね目標特性をクリアした。また，生体適合性ポリマー

材料を用いて製作した MEMS デバイスは，体内取り付けや皮膚埋め込み，内服使用などの適所にお

ける医療・バイオ分野での応用は十分考えられることが確認された。 

 一方，Ni 電鋳成型金型を用いたホットエンボスによるポリマープロセスは，CO2 排出の削減にお

いても有効である。表Ⅴ.2.1.4-1 にシリコンプロセスと比較して 4 インチウエハ 1 枚あたりの CO2

排出量の試算結果を示す。Ni 電鋳金型によるポリマーデバイスでは，シリコンデバイスに対して約

98%以上の CO2 削減となる。これは，SF6 や C4F8 など温室効果ガスの大幅な使用量削減による。特

に Ni 電鋳金型の場合は， 初にシリコン原版の製作は必要となるが，型としては半永久的に使え

るため，シリコン型によるポリマーデバイスより CO2 の排出量はさらに小さくなる。 

 

表Ⅴ.2.1.4-1 4 インチウエハ 1 枚あたりの CO2 排出量（対象：静電型マイクロミラーデバイス） 

 

単位：CO2-kg 

 
プロセス 温室効果ガス 合計 

対 Si 削減率 

（全体） 

シリコン 142.3 7,098.1 7,240.4 ― 

ポリマー（シリコン型） 121.0 354.9 475.9 93.4%

ポリマー（Ni 電鋳金型） 121.0 3.5 124.5 98.3%

 

※温室効果ガスついて現状は，排ガス処理装置にて対処 

※ポリマー（シリコン型）の温室効果ガス排出量は，20 ショット以上使用可能として算出 

※ポリマー（Ni 電鋳金型）の温室効果ガス排出量は，シリコン型に対し 100 ショット以上使用可能

として算出 

※温室効果ガス排出量を除いた場合の CO2 削減率は約 15% 
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Ⅴ．２．２ スマートプロトタイピング技術開発 
８インチ MEMS プロセスラインにおいて、センサを中心とした多機能デバイスの創出や

異分野融合型次世代デバイス製造技術開発の研究開発項目②「３次元ナノ構造形成プロセ

ス技術開発」の成果を用いた新規デバイスの製造検討を実施するに当たり、開発・製造コ

スト上昇の要因となる製造歩留り、性能ばらつき、ファブでの生産性と効率を向上させる

ことが重要な課題となる。生産性・経済性を向上させる手段として大口径ウエハへの移行

として新設した８インチ MEMS プロセスラインにおいて各種想定デバイスのテストエレメ

ントグループ（TEG）試作を実施することにより上記の基盤技術を構築した。 

想定デバイスとして、自動車分野を中心に MEMS デバイス（圧力、加速度、ジャイロ）

の採用が本格的に始まり、現在では情報通信分野の民生機器である、携帯電話、デジタル

カメラ、モバイル PC、ゲーム機器向けに（加速度、ジャイロ、Si マイク、Si 発振子）が採

用され、既存用途の市場拡大および新規市場開拓のキーデバイスとなっていることを踏ま

えて 5 種類選定し、試作した。 

また、異分野融合型次世代デバイス製造技術開発の研究開発項目②「３次元ナノ構造形

成プロセス技術開発」の成果を踏まえて 2 種類の検討を実施した。 

これらの試作に先立って、あるいは相前後して、８インチラインに導入したプロセス装

置の性能・特性を把握し、要素プロセス開発および面内均一性（欠陥・ばらつき）評価を

行い、プロセスレシピ、各プロセスの歩留まり、材料、検査・計測・装置制御に関わる情

報、知見・ノウハウの収集・整理を行った。 

 
Ⅴ．２．２．１ シリコンベースセンサ TEG の試作 
(ⅰ）加速度センサ・ジャイロセンサ・シリコン振動子 TEG の設計・試作 
(ⅰ）-1.1 設計の原理 
 加速度センサ、ジャイロセンサを設計する指針として設定したのは、共振周波数 f0 の値

である。今回作製する MEMS デバイスの設計では、数 kHz オーダーの共振周波数で設計

を行った。これは、どのような測定機器を用いても計測が可能な範囲であること、デバイ

スの駆動が容易な範囲であることが理由である。 
 共振周波数の設計において必要なパラメータは、質量 m とバネ定数 k である。この 2 つ

さえ決まれば、下記の式より計算できる。 

m
kf

π2
1

0 =  

 理論上、バネ定数を大きくすればするほど、質量を小さくすればするほど共振周波数は

大きくなり、結果としてセンサデバイスの感度は良くなる傾向にある。ただし、実際に作

製して動くものを作るには、駆動力や空気の粘性などの影響を大きく受けるため、一概に

は言えない。また、駆動力を大きくする為にアクチュエータを多く作りこむと、質量が増

加し、結果として共振周波数が大きくならなくなってくる。駆動力、質量、バネ定数をど
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のようなバランスで設計するかは、各パラメータのトレードオフによって決まる為、 適

な値はその目的によって異なる。 

 

X0 

s

g w h

 櫛歯１つ分 

図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.1-1 櫛歯アクチュエータの設計モデル 
 今回の設計では、1 チップの大きさの制限を設け、そこから駆動力と質量を概算し、バネ

定数、共振周波数を決定した。櫛歯アクチュエータの駆動力は、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.1-1 のよ

うなモデルを考え、計算した。g は櫛歯間のギャップ、h は SOI の活性層の厚さ、X0は櫛歯

の重なり長さ、w は櫛歯の幅、s は櫛歯のストローク、ε0 は真空の誘電率、n は櫛歯数、x

は微小変位となっている。全体の静電容量は、櫛歯の可動側の静電容量と、対向側の静電

容量を足し合わせ、下記のような式となる。 

h
g

xX
xs

wnC ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛ +
+

−
= 0

02 ε  

静電容量は変位の関数として表すことができるので、駆動力も同様に変位によって表す

ことが出来る。変位と力の関係を求めることができれば、それはバネ定数が求まることを

表している。この図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.1-1 の場合、力の式は下記のようになる。F は駆動力、

V は電圧、C は静電容量、x は微小変位である。 

2

2
1 V

dx
dCF =  

また、材料力学の梁のたわみの式より、構造の寸法からバネ定数を求めることも出来る。

カンチレバーのようなデバイスであれば片持ち梁、今回作製するような両端に質量がある

Ⅴ‐342 
 



デバイスだと両端支持梁のモデルを用いる。梁の断面形状より、断面二次モーメントを計

算し、バネ定数を算出する。 
今回の場合、横方向からの力を受けて駆動するので、モデルは図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.1-2 のよ

うになる。下記は、断面二次モーメント I と両端支持の場合のバネ定数 k の算出式である。 

3

3

12
12

L
EIk

bhI

=

=
 

ここで、b は SOI の活性層の厚さ、h はバネの幅、E はヤング率、L はバネの長さである。

この式から分かるとおり、横方向から力を受けるデバイスの場合、バネ定数はバネの幅の 3
乗に比例するため、フォトリソ工程や Si エッチング工程の寸法ばらつきの影響を大きく受

ける。そのため、加工装置の面内ばらつきやウエハ間ばらつきを把握し、それを軽減する

ことは非常に重要である。 

 

ｂ

可動電極 バネ ｈアンカー 

L

固定電極 

図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.1-2 バネの設計モデル 
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(ⅰ）-1.2 加速度センサ TEG の検討 
 
今回試作する加速度センサ TEG は、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.2-1 のよう構造となっている。こ

の加速度センサは櫛歯型アクチュエータを用いた静電容量型加速度センサとして設計され

ており、固定電極間に可動電極を有する構造となっている。可動電極は、4 つの板バネで支

持されている。可動電極はメッシュ構造になっており、活性層側から BOX 層をエッチング

することで、構造体がリリースできるようになっている。固定電極、可動電極には、それ

ぞれアルミ電極パッドを設けており、このパッドにプローバーの針を当てて電気的測定を

行う。アルミパッドは、プローバーの針とデバイスの接触抵抗を軽減する役割がある。 
 1 チップの大きさは、2mm×2mm となっており、その中に加速度センサが 2 つ設けられ

ている。電極パッドの数は合計 6 つで、加速度センサ 1 つに対して 3 つの電極を有する。 
 この「1 チップ 2mm×2mm の大きさで、電極が 6 つ」という設計に基づいて、ジャイ

ロセンサ TEG、シリコン振動子 TEG も設計されている。 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.2-1 加速度センサ TEG 
 
 具体的な設計値を、表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.2-1 に示す。バネ構造が異なる 2 種類の TEG を設

計・試作している。今回の試作では、共振周波数が数 kHz オーダーのものを狙って設計し

ている。今回設計したデバイスは、8.0kHz と 5.5kHz の 2 種類である。この値とした理由

は、前項に記述した数 kHz での設計指針を立てたためである。また、他のメーカーの加速

度センサにならい、今回試作する TEG についても、櫛歯アクチュエータを用いた静電駆動
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型とした。 
2 種類の構造の違いとしては、バネ構造を板バネと折り返しバネにしたことで、バネ定数

と質量が異なり、共振周波数が変化した。静電容量は同じ設計にした。 
 
表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.2-1 加速度センサ TEG の設計値 
 櫛歯 Gap 

[μm] 

櫛歯数 マス構造 バネ構造 バネ定数

[N/m] 

質量 

[kg] 

静 電 容 量

[F] 

共振周波数

[kHz] 

A 2 50 メッシュ 板バネ 25.6 1.02×10-8 1.26×10-13 8.0 

B 2 50 メッシュ 折り返し

バネ 

14.9 1.23×10-8 1.26×10-13 5.5 
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(ⅰ）-1.3 ジャイロセンサ TEG の検討 
 
 今回作製するジャイロセンサ TEG は、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.3-1 のような構造となっている。

設計はリングジャイロを想定している。構造は加速度センサと似ているが、可動電極がリ

ング形状となっており、さらにセンシング電極が追加されている。リングを駆動させるた

めの電極は、リングの両端に固定電極が 2 箇所あり、ここに交流電圧を印加する。リング

には直流電圧を印加し、電気機械結合係数を大きくする。リングを支持するバネは折り返

し構造になっており、リングの 4 箇所を支持している。この支持している点は、リングが

定常状態で駆動しているときに変位がゼロの点を狙って設計した。リング振動中に回転す

る力が生じたとき、バネと垂直な方向に振動方向がズレ、センシング電極とバネとのギャ

ップが変化する。このときの静電容量の変化が回転力に比例した値となるので、それを読

み取りジャイロセンサとする。 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.3-1 ジャイロセンサ TEG 
 
 具体的な設計値は、表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.3-1 のようになっている。固定電極と可動電極の構

造は櫛歯アクチュエータとなっており、そのギャップは 2μm とし、その数は 62 とした。

電極間の静電容量は、7.6×10-13F とした。可動電極のリング半径は 500μm で、その質量

は 2.43×10-9kg、バネ定数は 2.1N/m とした。このバネ定数は、あくまでリング部分のみの

バネ定数なので、支持バネの値は含まれていない。リングのみが駆動したと仮定した場合

の共振周波数は 4.6kHz という設計値にした。この設計値についても、加速度センサと同様
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に、一般的なジャイロセンサの動作周波数を参考にした。 
 
表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.3-1 ジャイロセンサ TEG の設計値 
櫛歯 Gap 

[μm] 

櫛歯数 マス構造 バネ構造 バ ネ 定 数

[N/m] 

質量 

[kg] 

静 電 容 量

[F] 

共振周波数

[kHz] 

2 62 リング 折り返しバネ 2.1 2.43×10-9 7.6×10-13 4.6 
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(ⅰ）-1.4 シリコン振動子 TEG の検討 
 
 シリコン振動子の概観図は、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.4-1 のようになっている。長さの異なる 8
つのカンチレバーが並んだ構造となっている。 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.4-1 シリコン振動子 TEG 
 

8 つのカンチレバーの設計値で、共通の設計値を表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.4-1 にまとめた。この

カンチレバーの長さを 30μm から 100μm まで、10μm ずつ変更したものを設計した。そ

のときのカンチレバー長さと共振周波数の関係が図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.4-2 のようになる。共振

周波数が約 3.4MHz から 38.3MHz までの範囲となっている。この値を設定した理由として

は、一般的な水晶振動子の周波数範囲（1～20MHz）を参考にした。 
 
表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.4-1 シリコン振動子 TEG の設計値 
カンチレバー厚さ 
[μm] 

カンチレバー幅 
[μm] 

密度 
[kg/m3] 

ヤング率 
[GPa] 

振動モード定数 

25 8 2330 169 1.876 
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図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.4-2 カンチレバー長さと共振周波数の関係 
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(ⅰ）-1.5 センサ TEG のプロセスフロー 
 
今回試作するセンサ TEG は、静電容量型加速度センサ、静電容量型ジャイロセンサ、シ

リコン振動子の 3 種類とする。本項では、その作製プロセスフローについて説明する。な

お、3 種類の TEG の作製プロセスは同じであるため、同ウエハに 3 種類の TEG を一括し

て作製している。使用するウエハは低抵抗（0.02Ωcm 以下）の SOI ウエハとし、活性層

25μm、BOX 層 1μm、基盤層 725μm とした。下記の表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.5-1 は、加速度セ

ンサ TEG のプロセスフローである。 
 

表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.5-1 センサ TEG のプロセスフロー 
工程 内容 使用装置 条件等 図 
1 レジストパタ

ーニング 
・コーターデベロッパー

[ACD-12802C-3H] 
（ジャパンクリエイト

製） 
・ステッパー 
[NSR-2205i11D] 
（ニコン製） 

Layer1  

2 Si エッチング

（アライメン

ト加工） 

・Deep-RIE 
[MUC-21 ASE-Pegasus]
（住友精密工業製） 

150nm  

3 レジスト除去 ・アッシャー 
[PC-1100] 
（samco 製） 
・ウエハ洗浄装置 

 

4 アルミ成膜 ・スパッタ 
[SME-200E] 
（ULVAC 製） 

2μm 
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5 レジストパタ

ーニング 
・コーターデベロッパー

[ACD-12802C-3H] 
（ジャパンクリエイト

製） 
・ステッパー 
[NSR-2205i11D] 
（ニコン製） 

Layer2 

6 アルミエッチ

ング 
・無機ドラフト 2μm 

7 レジスト除去 ・アッシャー 
[PC-1100] 
（samco 製） 
 

 

8 アルミ熱処理 ・ボロン拡散炉 
[VF-3000] 
（光洋サーモシステム

製） 

400℃ 
30min 

 

9 レジストパタ

ーニング 
・コーターデベロッパー

[ACD-12802C-3H] 
（ジャパンクリエイト

製） 
・ステッパー 
[NSR-2205i11D] 
（ニコン製） 

Layer3 

10 Si エッチング ・Deep-RIE 
[MUC-21 ASE-Pegasus]
（住友精密工業製） 

25μm 
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11 レジスト除去 ・アッシャー 
[PC-1100] 
（samco 製） 
 

 

12 BOX層エッチ

ング 
・犠牲層エッチャー 
（memsstar 製） 

4μm 

 
ステッパーによるショットマップを、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.5-1 に示す。1 ショットが 20mm

×20mm のパターンを、φ200mm ウエハ上にパターニングしている。ウエハ全体を 9×9
に区切り、φ190mm の円よりはみ出るショットは除外した（エッヂカット 5mm 設定）。 
 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-1.5-1 ステッパーのショットマップ 
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(ⅰ）-2.1 処理条件の評価 
 
まず、試作したウエハ全体の写真を、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-1 に示す。1 ショットが 20mm

×20mm のパターンを、面内に 57 ショット分作製した。1 ショットの中には、加速度セン

サ TEG、ジャイロセンサ TEG、シリコン振動子 TEG が含まれている。 
 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-1 センサ TEG ウエハ全体写真（BOX 層剥離前） 
 
 
加工に用いた装置のレシピを、下記に示す。表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-1、(ⅰ）-2.1-2 は、ジャ

パンクリエイト製のコーターデベロッパー[ACD-12802C-3H]のレジスト塗布レシピおよび

現像レシピである。このレシピは、工程 1、5、9 の処理に用いた。処理時間は、レジスト

塗布の場合、1 枚あたり約 5min ほどで、現像処理の場合、1 枚あたり約 8min である。 
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表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-1 コーターデベロッパー[ACD-12802C-3H]のレジスト塗布レシピ 
COT-8inchi 1.0micron IP3650 5CP
SUB Recipe 1

　

Program 回転 回転 バック 表面 終了

STEP RPM 時間sec モード 速度 液 流量　ml モード 速度 液 リンス リンス モード

　

メイン　レシピセット名

アーム　1 レジスト アーム　2 リンス
蓋

1 0 0.0 2 4 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 続行
2 0 0.0 0 0 1 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 続行
3 0 0.0 1 4 0 4.5 0 0 OFF OFF OFF 無 続行 塗布の量
4 800 3.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 続行 加速時間
5 3000 5.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 続行 加速時間
6 3000 8.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF ON OFF 無 続行 持続時間
7 0 3.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 終了
8 0 0.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 終了
9 0 0.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 終了
10 0 0.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 終了
11 0 0.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 終了
12 0 0.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 終了
13 0 0.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 終了
14 0 3.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 終了
15 0 0.0 0 0 0 0.0 0 0 OFF OFF OFF 無 終了

1
ローダー

8INCHI CST
sec レシピ sec ℃ sec  
72 1 120 110 60

アンローダー
8 INCHI CST

処理3 処理4 処理 5 
レジスト HP2 CP
処理1 処理2

 

 
表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-2 コーターデベロッパー[ACD-12802C-3H]のレジスト現像レシピ 

DEV-8inchi-1micron-ip3650 5cp/NMD3
SUB Recipe 19

Program 回転 回転 バック 終了

STEP RPM 時間sec モード 速度 液 モード 速度 液 リンス モード

メイン　レシピセット名

アーム　2 リンス
カップ

アーム　1 現像液

　

1 500 4.0 0 0 0 2 4 OFF OFF 下降 続行
2 500 20.0 0 0 0 7 0 ON OFF 下降 続行
3 800 3.0 0 0 0 1 4 OFF OFF 下降 続行
4 800 5.0 0 0 0 0 0 OFF OFF 下降 続行
5 0 2.0 0 0 0 0 0 OFF OFF 下降 続行
6 20 1.0 2 4 0 0 0 OFF OFF 下降 続行
7 20 3.0 0 0 0 0 0 OFF OFF 上昇 続行
8 20 8.0 7 0 1 0 0 OFF OFF 上昇 続行
9 0 1.0 1 4 0 0 0 OFF OFF 上昇 続行
10 0 48.0 0 0 0 0 0 OFF OFF 上昇 続行
11 0 0.0 0 0 0 2 4 OFF OFF 上昇 続行
12 600 0.0 0 0 0 0 0 OFF OFF 上昇 続行
13 600 0.0 0 0 0 7 0 ON OFF 上昇 続行
14 600 0.0 0 0 0 1 4 OFF ON 上昇 続行
15 1800 0.0 0 0 0 0 0 OFF OFF 下降 続行
16 1800 3.0 0 0 0 0 0 OFF OFF 下降 続行
17 0 0.0 0 0 0 0 0 OFF OFF 下降 終了
18 0 0.0 0 0 0 0 0 OFF OFF 下降 終了
19 0 0.0 0 0 0 0 0 OFF OFF 下降 終了
20 0 0.0 0 0 0 0 0 OFF OFF 下降 終了

9
ローダー

8INCHI CST
sec ℃ sec  sec レシピ sec ℃ sec  
90 110 60 195 19 60 80 60

アンローダー
8 INCHI CST

処理1 処理2 処理3 処理4 処理 5 
HP2 CP 現像 HP1 CP
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表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-3 は、工程 2 及び 10 で用いた、住友精密工業製の Deep-RIE[MUC-21 
ASE-Pegasus]の処理レシピの内容である。工程 2 はエッチング量 150nm、工程 10 はエッ

チング量が 25μm である。このレシピについては詳細に条件出しを行ったので、後に記述

する。 
 
表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-3 Deep-RIE[MUC-21 ASE-Pegasus]の処理レシピ 
工程2

レシピ名：PPS-Align
SF6 C4F8 RF LF Press. Time
[sccm] [sccm] [W] [W] [Pa] [sec]

エッチング1 400 0 1500 90 3 1.2
エッチング2 400 0 1500 20 3 0.4
パッシベーション 0 400 1500 0 6 1

5 cycles
Total 13 sec

工程10
レシピ名：PPS-L2-25um-2

SF6 C4F8 RF LF Press. Time
[sccm] [sccm] [W] [W] [Pa] [sec]

エッチング1 400 0 1500 90 3 1.2
エッチング2 400 0 1500 20 3 0.4
パッシベーション 0 400 1500 0 6 1

290 cycles
Total 754 sec  

 
 
表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-4 は、samco 製のアッシャー[PC-1100]を用いたときのアッシングレ

シピである。この処理は、工程 3、7、11 で用いた。一度に処理できる枚数は、 大で 4 枚

である。このアッシャーは RIE モードと PE モードを切り替えることができ、それぞれで

レートが異なる。表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-4 の処理は RIE モードのときで、アッシングレート

は 143nm/min である。PE モードの場合だと、同じ条件で 45.4nm/min のアッシングレー

トであった。PE モードは、イオンアタックを防ぐ処理になっており、静電ダメージが軽減

されるが、その分レートも低くなる。 
 
表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-4 アッシャー[PC-1100]の処理レシピ 
レシピ1
O2 Press Power time
[sccm] [Pa] [W] [min]

50 6 500 15  
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表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-5 は、ULVAC 製のスパッタ装置[SME-200E]でのアルミ製膜レシピ

である。アルミ膜厚は 2μm で、1 枚あたりの処理時間は約 50min である。 
 
表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-5 アルミ製膜レシピ 
レシピ名：P4Al-1k50m-2um-2

time Ar シャッター Power
STEP [sec] [sccm] [W]

1 15 0 Close 0
2 10 70 Close 0
3 10 70 Close 1000
4 10 50 Close 1000
5 10 50 Open 1000
6 3000 50 Open 1000 スパッタ時間
7 10 0 Close 0  

 
アルミの熱処理は、光洋サーモシステム製の拡散炉[VF-3000]にて実施し、処理レシピは

表

Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-6 アルミ熱処理レシピ 

Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1-6 のとおりである。この処理レシピは、工程 8 にて使用した。今回使用

した拡散炉は、一度に 100 枚のウエハを処理することができる。1 回あたりの処理時間は、

約 80min ほどであった。 
 
表

工程 step time 動作
1 STANDBY
2 ALOG 9m40s カセット→ボート
3 BLOAD 9m ボート→炉
4 BRCV 10m N2=3LSM、400℃
5 WAIT 30m N2=3LSM、400℃
6 BULD 9m 炉→ボート
7 ALDCG 9m40s ボート→カセット
8 END  
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(ⅰ）-2.1.1 露光条件評価 
 
 今回試作する各センサ TEG は、ステッパーにて露光を行う。その為、ステッパーの露光

条件を 適化する必要がある。今回使用するレジストは、THMR iP3650HP（東京応化製）

とした。膜厚は 1μm とし、そのときの露光条件を求めた。 
 図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.1-1 のようなパターンを、ウエハ全面にステッパーを用いてパターニ

ングした。これは、ドットパターンと Line and Space が、0.3μm から 1μm まで描かれ

たパターンで、写真の数値が、その寸法を示している。今回使用したステッパーは 0.35μ
m の分解能を有する装置であるため、評価寸法は 0.35μm、0.5μm、1μm の 3 条件にて

評価を行った。 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.1-1 露光条件評価用パターン 
 
ステッパーの設定で、ウエハ面内で露光時間を振って露光し、設計寸法に も近い露光時

間を求め、 適値とした。露光時間は、400msec を基準に、20msec 刻みで振った。具体的

なショットマップは、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.1-2 のようにした。 
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図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.1-2 露光条件評価用ショットマップ 
 
 露光条件を振ってみた結果を、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.1-3 に示す。横軸が露光時間で、縦軸

がパターン線幅である。パターン線幅は、0.35μm、0.5μm、1.0μm の線幅に対し、実際

にパターニングされた寸法を測長 SEM にて測定した値を示している。測定値は n=10 とし

て、その平均値と分散値を求めた。この結果、実寸法に も近い露光時間を 適条件とし、

試作の条件とする。今回の結果から、その 適条件は 460msec とした。このときの分散値

は、5～15nm 程度であった。 
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図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.1-3 露光時間とパターン線幅 
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(ⅰ）-2.1.2 Deep-RIE 加工条件評価 
 
センサ TEGの試作に関して、 重要装置である Deep-RIE の条件出しを事前に実施した。

狙いとする条件は、活性層 25μm の SOI ウエハのエッチングでの形状重視のエッチングと

し、テーパ角度、スキャロップ、ノッチングなどができるだけ少ない条件を見出す。テー

パ角度、スキャロップ、ノッチングの定義については図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-1 に示す。テー

パ角度はエッチング溝の Top と Bottom より算出し、算出式は下記のようにした。 

π
θ 1802tan 1 ×⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

−
= −

YX
D  

ノッチングは溝底面部分のスキャロップからのえぐれ寸法とした。 
 

 

図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-1 テーパ角度θ、スキャロップ、ノッチの定義 
 

 

図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-2 ウエハ面内測定箇所 
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用意したサンプルは、8 インチの Si ウエハと SOI ウエハの 2 種類。どちらもレジスト 1
μm を塗布し、パターニングしたサンプルとした。パターンは、センサの実パターンと Line 
and Space が混合したものとなっている。この Line and Space の寸法は、作製するセンサ

TEG の静電アクチュエータ部分と同じ寸法としている。 

 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-3 エッチングレート測定結果（L/S 部分） 
 
条件出しのウエハ面内測定箇所を図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-2 に示す。まずは Si ウエハにてウ

エハ面内のエッチングレートの分布を測定し、エッチングレートが も高いところと低い

ところを割り出した。面内の測定箇所は 8 箇所（Center-Left, Center-Right, Center-Top, 
Center-Bottom, Left, Right, Top, Bottom）とし、断面形状観察は、Line and Space の
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Line=4μm、Space=2μm の部分と、実パターンの 大開口箇所（30μm 開口）とした。

エッチングレート算出のために行った処理時間は 10min とした。 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-4 エッチングレート測定結果（30um 開口部分） 
 
Si ウエハを用いたエッチングレート測定結果を図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-3 と図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）

-2.1.2-4 に示す。Line and Space のエッチングレートは 2.43μm/min±1.4%となり、エッ

チングレートが一番低いところに合わせるよう 25μm のエッチングに必要な時間（Just 
time）を算出した。このとき、実パターン（30μm 開口部分）のエッチングレートは 2.93
μm/min であり、Line and Space の 2μm 開口部分とは約 20%の差が生じた。これより、

実パターンエッチングにおいては、2μm のエッチングを狙った条件においては、 低でも

Just time＋20%のエッチングが必要であると分かる。 
算出した Just time（10min47sec）を基準とし、SOIウエハを Just time、Just time+15%、

Just time+30%、Just time+50%のエッチングを行った。面内の観察箇所は、エッチングレ

ート 大点と 小点の 2 箇所とした。断面形状観察は、エッチングレート算出のときと同

様、Line and Space の Line=4μm、Space=2μm の部分と、実パターンの 大開口箇所（30
μm 開口）とした。 

SOI ウエハをエッチングした結果を、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-5 から図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-8
に示す。スキャロップの大きさについては、Just time から Just time+50%にかけて変化は

無い。これは同じレシピを用いているため、当然の結果といえる。このときの Line and 
Space 部分のノッチングの大きさは、Just time から Just time+50%とオーバーエッチング

を実施したにもかかわらず、30～80nm 程度となり増加傾向は見られない。実パターン（30
μm 開口部分）については、ノッチング量はゼロであった。これは、開口が大きいほど側

壁の保護膜が生成されやすいためと推測される。そのため、テーパ角度もオーバーエッチ

ング時間に寄らず、Line and Space 部分では 89.8 度、実パターン部分においては 90.0 度

と一定であった。 
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 この条件出しの結果より、 先端 8 インチライン試作における Deep-RIE の処理条件は

Just time+30%（13min22sec）とする。 
 

 

図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-5 Just time 処理時の SOI 断面 SEM 写真 
 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-6 Just +15%処理時の SOI 断面 SEM 写真 
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図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-7 Just +30%処理時の SOI 断面 SEM 写真 
 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.1.2-8 Just +50%処理時の SOI 断面 SEM 写真 
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(ⅰ）-2.2 加速度センサ TEG の評価 
 
加速度センサ TEG を試作した結果を、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-1 に示す。これは光学顕微鏡

で撮影した写真で、設計通りの形状になっていることがわかる。次に、静電容量、共振周

波数、Q 値を測定した。共振周波数と Q 値測定時の出力波形を図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-2 に示

す。デバイスにインパルス波形を入力し、そのときの出力電圧を取得したものである。矩

形波にオーバーシュートが見られるが、これは可動電極が振動したときの慣性力により生

じる応答で、この波形が減衰していく様子から共振周波数と Q 値を算出している。 
 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-1 加速度センサ TEG の光学顕微鏡写真（BOX 層剥離前） 
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フィッティングにより算出 

図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-2 共振周波数と Q 値測定時の出力波形 
 
 
デバイスの性能に大きく影響する寸法を、設計値と測長 SEM の測定結果を比較したもの

が表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-1 であり、そのときに撮影した SEM 画像を図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-3 に

示す。静電容量については、設計値より小さめの値が計測されたが、共振周波数にその傾

向は見られなかったため、この測定結果が確からしいかどうかの議論の余地があると考え

られる。Q 値についても、今回は大気中での測定であるため、今回設計した周波数だと数

十という値に落ち着くと予想していたため、157 という値については疑問が残る。 
寸法を比較した箇所は、櫛歯アクチュエータの寸法、ギャップ、バネの幅である。測定

結果が設計値より大きな寸法となっているが、これは加工面が荒れているためである。荒

れの原因としては、レジスト/シリコンの選択比が悪く、レジストパターンがもたなかった

ことが挙げられる。あとはアルミ熱処理時に、表面に残っていた残渣成分が荒れの原因と

して考えられる。 
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表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-1 設計値と測長 SEM の測定結果（加速度センサ TEG） 
 静電容量 

[fF] 
共振周波数 
[kHz] 

Q 値 櫛歯（Line）
[μm] 

櫛歯（Space） 
[μm] 

バネ 
[μm] 

設計値 A 126 8.0 - 4.00 2.00 5.00 
測定値 A 86 6.8 157 4.30 1.69 5.98 
設計値 B 126 5.5 - 4.00 2.00 5.00 
測定値 B 108 6.4 51 4.30 1.69 5.98 
 

 

図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-3 櫛歯アクチュエータ（左）とバネ（右）の SEM 写真 

速度センサ TEG、②はジャイロ

ンサ TEG、③はシリコン振動子の配置を示している。 
 

 
 
 試作したウエハにおける測定箇所を図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-4 に示す。このウエハ内には 3 種

類のセンサ TEG が作製できている。1 ショットは 8×8 チップからなり、1 ショット内の測

定箇所については、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-5 に示す。①は加

セ
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 ウエハマップからの測定位置 

①

② 

③

①：加速度センサTEG 

② ：ジャイロセンサTEG 

③ ：シリコン振動子TEG 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-4 測定箇所（ウエハ内） 
 

●●

①加速度センサ ②ジャイロセンサ ③シリコン振動子

●●

●●

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.2-5 測定箇所（1 ショット内） 
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(ⅰ）-2.3 ジャイロセンサ TEG の評価 
 
 8 インチラインで試作したジャイロセンサ TEG の光学顕微鏡写真を、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）

-2.3-1 に示す。外観は設計図どおりにできていることが確認できた。 
設計値と寸法測定の結果を、表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.3-1 に示す。測定箇所は、櫛歯アクチュエ

ータの寸法、ギャップ、バネの幅、リングの幅とした。寸法は設計値に近いものができて

いるものの、共振周波数の値が設計よりかなり大きな値が測定された。これは、Q 値が低

すぎて正しく測定できなかったためである。Q 値の下限は 0.5 で、これ以上 Q 値の小さい

デバイスは計測が非常に困難であることがわかった。設計時に Q 値を算出することは難し

いが、今回の設計を参考にすることで、より良いデバイスの設計する指標になると思われ

る。図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.3-2 に測長時の SEM 画像を示すが、表面や断面が荒れていることが

確認できる。 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.3-1 ジャイロセンサ TEG の光学顕微鏡写真（BOX 層剥離前） 
 
表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.3-1 設計値と測長 SEM の測定結果（ジャイロセンサ TEG） 
 静電容量

[fF] 
共振周波数 
[kHz] 

Q 値 櫛歯（Line）
[μm] 

櫛歯（Space）
[μm] 

バネ 
[μm] 

リング 
[μm] 

設計値 77 4.6 - 4 2 4 3 
測定値 51 15.5 0.5 4.07 1.86 4.60 3.97 
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図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.3-2 櫛歯アクチュエータ（左）、バネ（中央）、リング（右）の SEM 写

真 
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(ⅰ）-2.4 シリコン振動子 TEG の評価 
 
試作したシリコン振動子 TEG の光学顕微鏡写真を、図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.4-1 に示す。チッ

プ中央に長さが異なる8種類の振動子が作製できていることが確認できた。測長SEMでは、

カンチレバーの幅 1 箇所と長さ 8 箇所を測定し、その結果を表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.4-1 にまとめ

た。カンチレバー8 種類の、長さが短いもの（30μm）から順に A,B とナンバリングした。

測定結果は、カンチレバーの幅は設計値より少し大きい結果となっているが、長さはほぼ

設計どおりの寸法となっていた。測定時の SEM 写真を図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.4-2 に示す。加速

度センサ TEG、ジャイロセンサ TEG に比べると表面の荒れが少ないように見える。 
 

 
図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.4-1 シリコン振動子 TEG の光学顕微鏡写真（BOX 層剥離前） 
 
表Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.4-1 設計値と測長 SEM の測定結果（シリコン振動子 TEG） 
 幅 

[μm] 
A 
[μm] 

B 
[μm] 

C 
[μm] 

D 
[μm] 

E 
[μm] 

F 
[μm] 

G 
[μm] 

H 
[μm] 

設計値 8 30 40 50 60 70 80 90 100 
測定値 8.91 29.85 39.74 50.13 59.72 69.84 79.74 89.63 99.49 
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図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.4-2 バネの幅（左上）と各カンチレバーの SEM 写真 
 
 設計値と測定値から共振周波数のグラフを描いたものが図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.4-3 になる。設

計値と測定値がよく一致しており、設計どおりのシリコン振動子が作製できたといえる。 
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図Ⅴ.2.2.1(ⅰ）-2.4-3 カンチレバー長さと共振周波数の関係（設計値と測定値の比較） 
 
 
(ⅰ）-3 まとめ 
 

8 インチラインで試作するためのセンサ TEG（加速度センサ、ジャイロセンサ、シリコ

ン振動子）を設計した。設計指標は、一般的な加速度センサ、ジャイロセンサ、シリコン

振動子を参考にして決定した。 
8 インチラインを用いて、センサ TEG を作製した。加速度センサは、動作確認はできた

ものの、その測定値については議論の余地がある。今回作製したデバイスだと、測定時の

フィッティングの再現性を評価する必要がある。測定原理上、Q 値が高いデバイスほど測

定の確度が高くなるので、共振周波数をもう少し上げる設計にするか、真空中での測定を

実施する必要があると考えられる。また、デバイスの歩留まりや完成度は高いとはいえな

いので、プロセスの改善を実施していく必要もある。ジャイロセンサは、動作確認時にお

いて、Q 値が低すぎたために正しく測定できていない。これは設計段階で Q 値を見積もる

ことができないため、測定器のレンジを外れた設計になってしまった為である。ただし、

外観から判断すると、加速度センサと同等の出来栄えであると予想できる。シリコン振動

子は、上記 2 つのセンサと比較すると外観も良く、測定結果も設計値に近い値であった。 
 今回の試作では 3 種類のセンサ TEG を試作し各装置で様々なレシピを作成したが、今後

はそのレシピを元により良い条件を見出していく必要がある。 
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(ⅱ） 薄膜メンブレンＴＥＧの設計・試作 

(ⅱ)-1 薄膜メンブレンＴＥＧ設計試作の概要 

今回設計・試作する薄膜メンブレンＴＥＧは、図Ⅴ.2.2.1-1-1、図Ⅴ.2.2.1-1-2 に示す

ように、シリコン基板上に形成した、薄膜メンブレンの片持ちの構造体ＴＥＧであり、構

造としてはシリコン基板上に熱酸化膜、シリコン窒化膜の薄膜が成膜してあり、その薄膜

をエッチング除去した部分からシリコンの異方性エッチングを行い、シリコンのキャビテ

ィー構造を形成したものである。 

 
 

 
図Ⅴ.2.2.1-1-1  薄膜メンブレンＴＥＧ概念斜視図 

 
 

 Ｓｉ 

 

シリコン窒化膜 

Ｓｉ 

薄膜メンブレン 

薄膜エッチング部分 

a ‘ 

a 

 

熱酸化膜

 
図Ⅴ.2.2.1-1-2  薄膜メンブレンＴＥＧ a-a’断面概略図 

 
 
この薄膜メンブレンＴＥＧの応用展開としては、圧力センサ、フローセンサ、温度センサ

等に展開可能であり、センサとして機能させる例として、図Ⅴ.2.2.1-1-3 にあるように、

薄膜メンブレン上にポリシリコンで形成した抵抗配線を形成し、薄膜メンブレンの変位を、

抵抗変化の電気信号として検出する方法がある。 

そうしたセンサとして機能する上で、薄膜メンブレンＴＥＧの出来栄えがセンサ特性に大
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きく影響を及ぼす。その為、今回のＴＥＧ設計・試作は、重要となるシリコン基板上への

薄膜メンブレン構造の形成を主として取り組むものである。 

 
 

 

ポリシリコン抵抗 
電極パッド 

 

図Ⅴ.2.2.1-1-3 センサとしての検出方法例 
 
 
今回の設計・試作の取り組みのポイントとして、片持ちの薄膜メンブレンＴＥＧの反り

をコントロールする為の、二層薄膜の応力制御である。今回用いる薄膜は、半導体製造で

一般的に用いられる熱酸化膜と、保護膜として用いられるシリコン窒化膜を用いる。その

為、熱酸化膜の圧縮応力と、シリコン窒化膜の引っ張り応力の、二層の膜の応力コントロ

ールを行い、薄膜メンブレンＴＥＧの反りをいかに制御するかが、試作の重要なポイント

である。その手段としてシリコン窒化膜の低応力化や、薄膜メンブレンＴＥＧの膜構成の

最適化について取り組んだ結果について報告するものである。又、ＴＥＧ試作で用いたラ

インの特性評価も実施したので合わせて報告する。今回の報告の項目を下記に示す。 

 

・ ( ⅱ)-2薄膜メンブレンＴＥＧのマスク設計 

・ ( ⅱ)-3プロセスフロー 

・ ( ⅱ)-4ラインの特性評価結果 

・ ( ⅱ)-5シリコン窒化膜の低応力化検討結果 

・ ( ⅱ)-6薄膜メンブレンＴＥＧの最適化検討 

・ ( ⅱ)-7まとめ 

 

( ⅱ)-2 薄膜メンブレンＴＥＧのマスク設計 

薄膜メンブレンＴＥＧ上に形成したポリシリコンの検出抵抗の目標値を 24ＫΩ、12ＫΩ、4

ＫΩに設定した。また、ポリシリコン配線のデザインルールを以下の通り設定した。 

- ポリシリコンのシート抵抗：30Ω/□ 
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- ポリシリコンの配線幅：2um 

- ポリシリコンの配線間隔：2um 

 

図Ⅴ.2.2.1-1-3に示すポリシリコン配線の配置を仮定すると、 

目標の抵抗値を実現する為に以下の薄膜メンブレンＴＥＧ面積が必要である。 

- 24ＫΩ用のＬチップ：70μｍ×100μｍ 

- 12ＫΩ用のＭチップ：50μｍ×70μｍ 

- 4ＫΩ用のＳチップ：30μｍ×50μｍ 

 

エッチングのスリット幅は、全てのチップ 4μｍ、薄膜メンブレンＴＥＧの端からポリシリ

コンまでの間隔は、2umとして、図Ⅴ.2.2.1-2-1に示す 3種類のチップを設計した。 

 

 

 

 Ｌチップ（24ＫΩ用） 

 

 

100 

μｍ 

70μｍ 

4 μ ｍ
 

70 

μｍ 

50μｍ 

4μｍ 

 30μｍ 

4μｍ 50 

μｍ 

Ｓチップ（4ＫΩ用） 
Ｍチップ（12ＫΩ用） 

図Ⅴ.2.2.1-2-1 チップの基本設計  

 

 

 

 

作製するチップは、図Ⅴ.2.2.1-2-2にある、Ｌ，Ｍ，Ｓの基本設計 3種類のチップに 

3種類のコーナー部の形状を変えた、9種類のチップをレイアウトした。 

1ショットのレチクルデータは、図Ⅴ.2.2.1-2-3にあるような配置にして、その一部分に、

膜厚評価、エッチング終点判定等の工程評価用のＴＥＧを配置している。 
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1 

コーナー 

形状 

2 3種類 

3 

L M S
  

図Ⅴ.2.2.1-2-2 作製チップ内容  

             

 

 

図Ⅴ.2.2.1-2-3 レチクルデータ  

( 

いて説明する。表

Ⅴ

 

 

 

ⅱ)-3 プロセスフロー 

今回試作する薄膜メンブレンＴＥＧの作製プロセスフローにつ

.2.2.1-3-1は、薄膜メンブレンＴＥＧのプロセスフローである。 

工程 1でウェハの表面洗浄を枚葉式のウェハ洗浄装置でＳＣ1洗浄を行い、工程 2で酸化

炉を用いて、熱酸化膜を成膜する。その時の条件は、パイロ酸化で、温度 1100℃、時間 50

分で、5000Å程度の熱酸化膜を形成する。工程 3では、その膜の上にＬＰＣＶＤ-ＳｉＮ装

工程評価TEG 

基本チップ 
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置によってシリコン窒化膜を形成する。条件は、温度 780℃、時間 30 分であり、1000Å程

度の成膜を行う。工程 4 では、エッチングを行う部分を除去する為のレジストパターニン

グを行う。使用したレジストは住友化学㈱製のスミレジスト PFI-38A9 8cpで、レジスト厚

は、後工程の SiO2/SiN エッチング工程で、厚膜をエッチングする場合を考慮し、1.4μｍ

とした。露光はステッパーを用いて、225mj/cm2の露光量である。工程 5では、ドライエッ

チング装置にて、熱酸化膜とシリコン窒化膜のエッチングを行い、シリコン基板へのダメ

ージを抑える為に 5％程度のオーバーエッチとした。工程 6では、アッシング装置を用いて

レジスト除去を行い、工程 7 では、硫酸過水でのＳＰＭウェット洗浄を実施し、その後、

自然酸化膜除去の為に、希ＨＦでのＤｉＰエッチを 60sec 実施する。工程 8 で、ＴＭＡＨ

を用いたシリコンのウェットエッチングを行う。条件はＴＭＡＨ濃度 25％、温度 85℃ 時

間 60min で実施する。工程 9 のエッチング後の乾燥として、スティクションを防止する為

ＩＰＡベーパー乾燥装置を用いる。 

.2  薄膜メンブレンＴＥＧのプロセスフロー 

      断面図 

に

 

表Ⅴ.2 .1-3-1

工程 内容 使用装置 条件等  

1 れ 

洗浄 

浄装置 

（ＥＴＳ製） 

ＳＣ1 

 

受け入 ・枚葉ウェハ洗  

 

 

 

 

2 パイロ酸化 ・酸化炉 

（光洋サーモ製） 

温度： 

1100℃ 

時間： 

50min 

膜厚： 

5000Å  
3 Ｄ

 

成膜 

（光洋サーモ製） 

1000Å 

ＬＰＣＶ

-ＳｉＮ

・ ＬＰ-ＣＶＤ 温度： 

780℃ 

時間： 

30min 

膜厚： 

 

 

 

ＳｉＯ2 

Ｓｉ  Ｎ〔100〕

Ｓｉ  Ｎ〔100〕

ＳｉＮ 
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4 レジストパ

ターニング 

・コーターデベロッパー 

（ジャパン 

クリエイト製） 

・ステッパー 

（ニコン製） 

 

ﾚｼﾞｽﾄ： 

住友化学

PFI-38A9 

8cp 

厚み： 

1.4μｍ 

露光 

225mj/cm2 
 

5 SiO2/SiN 

エッチング 

・酸化膜エッチャー 

（パナソニックＦ製） 

 

ＯＥ： 

5％ 

 

 

6 レジスト 

除去 

・アッシャー 

（sumco製） 

ＲＦ： 

500ｗ 

圧力： 

10Pa 

時間： 

20min 

 

 

7 ＳＰＭ洗浄 

＆ＤｉＰ 

エッチ 

・バッチ式ウェハ洗浄 

（セミコン 

クリエイト製） 

 

時間： 

15min 

温度： 

120° 

ＤｉＰ 

1：100 

60sec 

 

8 シリコン 

ウェット 

エッチング 

・ ウェットエッチング

装置 

（カナメックス製） 

温度： 

８５℃ 

時間： 

60min 

濃度 

25wet% 

 

 

 

 

ﾚｼﾞｽﾄ 
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9 乾燥 ・ ＩＰＡベーパー 

乾燥装置 

（ＥＴＳ製） 

 

温度： 

８５℃ 

 

 
 
 
 

( ⅱ)-4 ラインの特性評価 

今回の設計試作で使用する設備のライン特性評価を実施した。 

ラインに用いる主な装置は、ウェットエッチング装置、酸化炉、高品質成膜装置（LPCVD-SiN）、

ＩＰＡベーパー乾燥装置の 4 装置であり、全ての装置で仕様を満足する結果を得られた。

下記に各装置の評価結果を示す。 

 

 

 

( ⅱ)-4.1 ウェットエッチング装置のライン特性評価 

まずは、㈱カナメックス社製のシリコンのウェットエッチング装置における、シリコンの

ウェットエッチング深さ精度の評価を行った。実施した条件は次の条件である。 

 

 ＜エッチング条件＞ 

・使用薬液：ＴＭＡＨ 濃度 25wet% 

・エッチング液温：85 ℃ 

・エッチング時間：3hour 20min 

・ウェハ ：8インチ Ｎ〔100〕 10～50Ω・ｃｍ2 

 

 

評価は KLA Tencor 製Ｐ-16 の段差測定装置を用いて、工程評価ＴＥＧ部のエッチング深さ

を評価した。評価した結果を表Ⅴ.2.2.1-4.1-1に示す。エッチング深さ精度は±1.4％であ

り、検収条件である±3％をクリアしている。エッチングレートは 0.5μｍ／min 程度であ

る。 

エッチング深さバラツキのウェハ面内分布としては、図Ⅴ.2.2.1-4.1-2 で示しており、下

側のウェハ外周付近（エッチング時の上側）が、やや浅くなっていることが判った。 
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表Ⅴ.2.2.1-4.1-1 エッチング深さ評価結果 

  評価結果 

エッチング深さ平均 99.6μｍ 

σ 0.8μｍ  

ＭＡＸ 100.7μｍ 

ＭＩＮ 97.9μｍ 

Ｒ 2.8μｍ 

加工精度 ±1.4% 

 
 
 
 

 
     100.0  99.9  100.1          97.0～97.9 

  99.4  99.9  99.8  99.5  100.2        98.0～98.9 

99.0  99.6  100.0  100.0  99.9  100.1  99.3      99.0～99.9 

99.0  99.4  100.3  100.3  100.3  100.4  98.3      100～100.9 

98.4  100.1  100.3  100.7  100.6  99.9  98.3        

  98.3  99.9  100.7  99.9  98.3          

    98.3 98.1  97.9            

 
 
 
 
 
 
 
 

ノッチ 

 
 
 
 図Ⅴ.2.2.1-4.1-2 エッチング深さバラツキのウェハ面内分布 

 
 
マスク材であるシリコン窒化膜の膜減り量は、図Ⅴ.2.2.1-4.1-2 に示すように、シリコン

を 100μｍエッチングする場合、膜減り量が 78Å程度で、膜減りレートが 0.4／min程度と

小さく、シリコンエッチング加工上問題の無いレベルであった。 

 
      表Ⅴ.2.2.1-4.1-2 シリコン窒化膜の膜減り量の評価結果  

エッチング前膜厚 エッチング後膜厚 膜減り量 膜減りレート 

5254Å 5176Å 78Å 0.4Å/min 
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( ⅱ)-4.2 酸化炉のライン特性評価 

シリコン基板に熱酸化膜を形成する、㈱光洋サーモ社製酸化炉について、膜厚均一性及び、

膜応力評価を行った。実施した条件は下記の条件である。 

 

・ 酸化方式：パイロ酸化 

・ 温度：1100℃ 

・ 時間：50min 

・ ウェハ配置：図Ⅴ.2.2.1-4.2-1の 25枚間隔配置。 

 

 

図Ⅴ.2.2.1-4.2-1  酸化炉でのウェハ配置 

 

 

 

膜厚均一性を、大塚電子㈱社製 FE-3000を用いて評価し、評価結果を、表( ⅱ).4.2-1に示

す。それぞれのウェハに対し、面内 9 点の膜厚を測定した。ウェハ面内の膜厚均一性は±

0.4～0.7％程度、バッチ内の膜厚均一性は±1.7％程度で、検収条件である±3％をクリア

している。 

熱酸化膜の応力評価を、ヤマト化学㈱社製ＦＬＸ-2320 の薄膜応力評価装置を用い評価し、

評価結果を図( ⅱ).4.2-2示す。応力は 337ＭPａであり圧縮応力であった。 

 

 

表Ⅴ.2.2.1-4.2-1 膜厚評価結果 

  TOP CNT BTM バッチ内 

Ａｖｅ 4955Å 4964Å 4972Å 4964Å 

σ 13Å 18Å 22Å 19Å 

精度 ±0.4％ ±0.6％ ±0.7％ ±1.7％ 

 
Ｂ 
      

  
 
Ｃ 

 
 

   
 
Ｔ 

測定モニター 

間隔 
25 枚 

ダミー 
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図Ⅴ.2.2.1-4.2-2 熱酸化膜の応力評価 

 
 
 
 
 
 

( ⅱ)-4.3 高品質成膜装置（LPCVD-SiN）のライン特性評価 

シリコン基板にシリコン窒化膜を形成する、㈱光洋サーモ社製高品質成膜装置（LPCVD-SiN）

について、膜厚均一性及び、膜応力評価を行った。 

実施した条件は下記の条件である。 

 

・ 温度：780℃ 

・ 時間：30min 

・ ウェハ配置：図Ⅴ.2.2.1-4.3-1の 25枚間隔配置。  
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 Ｂ 
     

  
 
Ｃ 
 
 
   
 
Ｔ 

ダミー 

25 枚 
間隔 

測定モニター 

図Ⅴ.2.2.1-4.3-1  LPCVD-SiNでのウェハ配置 

 

評価は、大塚電子㈱社製 FE-3000 膜厚測定装置を用いて評価し、評価結果を、表

Ⅴ.2.2.1-4.3-1 に示す。それぞれのウェハに対し、面内 9 点の膜厚を測定した。ウェハ面

内の膜厚均一性は±1.8～2.3％程度、バッチ内の膜厚均一性は±1.4％程度で、検収条件で

ある±3％をクリアしている。 

シリコン窒化膜の応力評価を、ヤマト化学㈱社製ＦＬＸ-2320の薄膜応力評価装置を用い評

価し、評価結果を図Ⅴ.2.2.1-4.3-2に示す。応力は-871ＭPａであり引っ張り応力であった。 

 

        表Ⅴ.2.2.1-4.3-1 膜厚評価結果 

  ＴＯＰ ＣＮＴ ＢＴＭ バッチ内 

Ａｖｅ 1048Å 1046Å 1064Å 1048Å 

σ 17Å 13Å  22Å  20Å  

精度 ±2.2％ ±1.8％ ±2.3％ ±1.4％ 
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図Ⅴ.2.2.1-4.3-2 シリコン窒化膜の応力評価結果 

 
 
 
 
 
( ⅱ)-4.4 ＩＰＡベーパー乾燥装置のライン特性評価 

ウェットエッチング後の乾燥に用いる㈱ＥＴＳ社製ＩＰＡベーパー乾燥装置に関し、乾燥

性能の評価を行った。評価方法として、ＴＭＡＨによるシリコンのウェットエッチング後

の乾燥工程について、スティクションの発生度合いを確認する為に、自然乾燥とＩＰＡベ

ーパー乾燥でのスティクション発生状態の比較評価を行った。評価水準として、図

Ⅴ.2.2.1-4.4-1 に示す通り、ＴＭＡＨ液を用いてシリコンウェットエッチングを行い、水

洗を行った後、自然乾燥する水準と、水洗後すぐにＩＰＡベーパーで乾燥する水準である。

チップは、今回設計したＬチップを用いて比較評価を行う。膜構成は、シリコン窒化膜 1000

Å、熱酸化膜 3000Åとした。ＩＰＡベーパー乾燥装置の条件としては、温度 85℃、浸透時

間 360sec、引き上げ時間 290secとした。 
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図Ⅴ.2.2.1-4.4-1 ＩＰＡベーパー乾燥の評価方法 

 

 

スティクション評価は、ブルカー・エイエックスエス製のＧＴＸ-3 3次元表面評価装置を

用いた。ウェハ面内 15 点を評価した結果を表Ⅴ.2.2.1-4.4-1 に示す。自然乾燥では、15

点中 14点の薄膜メンブレンＴＥＧがシリコンのエッチング側面にスティクションしている

が、ＩＰＡベーパー乾燥では、15 点全ての薄膜メンブレンＴＥＧがスティクションせずに

乾燥できている。 

 

表Ⅴ.2.2.1-4.4-1 ＩＰＡベーパー乾燥スティクション評価結果 

 

自然乾燥 ＩＰＡベーパー乾燥 

発生率 

発生数 

スティクション 

ＳＥＭ 

観察写真 

0％ 93％ 

14/15 0/15 

 

 

＜エッチング条件＞ 

・ＴＭＡＨ濃度：25ｗｔ％ 

・温度：85℃ 

流水：10min

ＴＭＡＨエッチ 

水 洗 

自然乾燥 ＩＰＡベーパー乾燥 

＜乾燥条件＞ 

温度85℃ 

浸透時間：360sec 

引き上げ時間：290sec 
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( ⅱ)-5 シリコン窒化膜の低応力化検討結果 

今回の設計・試作の取り組みにおいて、熱酸化膜の圧縮膜応力と、シリコン窒化膜の引

っ張り膜応力の、二層膜の応力コントロールを行い、薄膜メンブレンＴＥＧの反りをいか

に制御するかが、試作の重要なポイントである。その手段としてシリコン窒化膜の低応力

化について取り組んだ。 

成膜時に SiH2Cl2 と NH3 ガスを供給し減圧ＣＶＤで成膜する。低応力のシリコン窒化膜を

成膜するには、ガス比を、SiH2Cl2の割合を増やす。これによりシリコンリッチで低応力の

シリコン窒化膜が成膜可能である。その為に、SiH2cl2と NH3ガス比、及び、成膜温度を条

件設定し、膜応力との依存性を把握する実験を行った。 

実験水準としては、下記に示す。 

・ガス比 （SiH2Cl2：NH3）＝ 3水準 3：1 、4：1、 5：1  

・成膜温度         ＝ 3水準 815℃、830℃、850℃ 

   上記 3水準×3水準＝計 9水準 

 

 

成膜後の応力評価は、ライン評価と同じくヤマト化学㈱社製ＦＬＸ-2320の薄膜応力評価装

置を用いて行った。その結果について図Ⅴ.2.2.1-5-1 に示す。SiH2Cl2 の割合を増やすこ

とにより、膜応力が低減していることが確認出来た。又、成膜温度を高く設定すると、膜

応力の低減効果が確認出来た。 

 

 

5：1 4：1 3：1 

図Ⅴ.2.2.1-5-1 低応力の実験結果 
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( ⅱ)-6 薄膜メンブレンＴＥＧの最適化検討 

( ⅱ)-6.1 シリコン窒化膜低応力化検討試作結果 

( ⅱ)-5でシリコン窒化膜の低応力化検討で得られた結果を基に、下記成膜水準で試作した。

試作の水準を、表Ⅴ.2.2.1-6-1-1に示す。 

      表Ⅴ.2.2.1-6.1-1 試作水準内容 

  水準１ 水準２ 水準３ 

酸化膜厚(Å） 4800 4800 4800 

SiN膜厚（Å） 500 500 500 

SiN膜応力（MPa) -871 -100 60 

 

試作後薄膜メンブレンＴＥＧの形状評価を、日立ハイテク㈱社製の電子顕微鏡を用いて実

施した。その結果を表Ⅴ.2.2.1-6.1-2に示す。薄膜メンブレンＴＥＧの反り量については、

ブルカー・エイエックスエス製のＧＴＸ-3 3次元表面評価装置を用いて評価した。その結

果を表Ⅴ.2.2.1-6.1-3、図Ⅴ.2.2.1-6.1-1示す。水準 1の標準条件に比べ、水準 2から水

準 3 と低応力になるにつれて、反りが低減しており、シリコン窒化膜応力と薄膜メンブレ

ンＴＥＧの反り量との依存性が確認出来た。水準 1と水準 3を比べると、Ｓチップでは 14

μｍ程度の反りが、6.5μm に低減されている。Ｌチップでは、60μｍ程度の反りが、半分

程度の 30μm程度に低減されているが、反り量はやや大きい。 

 

表( ⅱ) -6.1-2 ＳＥＭによる薄膜メンブレンＴＥＧ形状観察結果 

      

水準1 

SiN-850MPa 

:500Å 

水準

SiN:-100MPa 

SiN:500Å 

60ＭPa  

SiN:500Å 

SiO2：4800Å 

 
全体 Ｓチップ Ｌチップ Ｍチップ 
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 表Ⅴ.2.2.1-6.1-3 薄膜メンブレンＴＥＧの反り評価結果 

  水準１ 水準２ 水準３ 

酸化膜厚(Å） 4800 4800 4800 

SiN膜厚（Å） 500 500 500 

SiN膜応力（MPa) -871 -100 60 

L 
AVE（μｍ） 58.3 37.3 29.2 

σ（μｍ） 0.6 0.8 0.5 

M 
AVE（μｍ） 30.6 17.8 13.4 

σ（μｍ） 0.5 0.7 0.3 

S 
AVE（μｍ） 14.4 8.3 6.5 

σ（μｍ） 0.7 0.4 0.1 
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  図Ⅴ.2.2.1-6-1-1 シリコン窒化膜応力と、薄膜メンブレンＴＥＧ反りの依存性 

 

 

 

( ⅱ)-6.2 薄膜メンブレンＴＥＧ膜構成の最適化検討試作結果 

そこで、更なる薄膜メンブレンＴＥＧの反り低減を狙い、薄膜メンブレンＴＥＧの膜構成

の検討試作を行った。反り発生の要因はシリコン窒化膜の引っ張り応力の残留が考えられ

る。その残留応力の影響度合い少なくする為、熱酸化膜の厚みを厚くした。熱酸化膜の厚

みと、薄膜メンブレンＴＥＧの反りとの依存性を把握する為、表Ⅴ.2.2.1-6.2-1 に示す水

準の試作を実施した。 
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表Ⅴ.2.2.1-6.2-1 実験水準内容 

  水準３ 水準４ 水準５ 

酸化膜厚(Å） 4800 5800 12000 

SiN膜厚（Å） 500 500 500 

SiN膜応力（MPa) 60 60 60 

 

 

薄膜メンブレンＴＥＧの形状評価結果を表Ⅴ.2.2.1-6.2-2 に、薄膜メンブレンＴＥＧの反

り量の結果を表Ⅴ.2.2.1-6.2-3、図Ⅴ.2.2.1-6.2-1 に示す。水準 3 の標準条件と比べ、水

準 4、5の熱酸化膜が厚くなるにつれて、薄膜メンブレンＴＥＧの反りが低減しており、依

存性が確認出来た。水準 3と水準 5を比べると、Ｓチップでは 6.5μｍ程度の反りが、1.7

μm に低減されている。Ｌチップは、30μｍ程度の反りが、1/5 程度の 6μm に大きく低減

されていることが確認できた。 

 

 

表Ⅴ.2.2.1-6.2-2 ＳＥＭによる薄膜メンブレンＴＥＧ形状観察結果 

   

水準3 

60ＭPa 

SiN:500Å 

Ｓチップ 全体 Ｍチップ Ｌチップ 

SiO2：5800Å 

60ＭPa SiN:500Å 

水準4 

SiO2：12000Å 

60ＭPa SiN:500Å 

水準5 
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表Ⅴ.2.2.1-6.2-3 薄膜メンブレンＴＥＧの反り評価結果 

  水準３ 水準４ 水準５ 

酸化膜厚(Å） 4800 5800 12000 

SiN膜厚（Å） 500 500 500 

SiN膜応力（MPa) 60 60 60 

L 
AVE（μｍ） 29.2 22.2 6.0 

σ（μｍ） 0.5 0.3 0.2 

M 
AVE（μｍ） 13.4 10.0 3.1 

σ（μｍ） 0.3 0.5 0.3 

S 
AVE（μｍ） 6.5 5.2 1.7 

σ（μｍ） 0.1 0.2 0.2 

 

0.0

5.0

10.0
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35.0

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000
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〔
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〕
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図Ⅴ.2.2.1-6.2-1 熱酸化膜厚と、薄膜メンブレンＴＥＧ反りの依存性 

 

 

(a)-( ⅱ)-6.3 試作ウェハのキャビティー加工形状評価結果 

ここで、試作した 5 つの水準に関して、シリコンウェットエッチング加工形状の評価を行

った。表Ⅴ.2.2.1-6.3-1 に、ＴＭＡＨでウェットエッチングされたキャビティーのエッチ

ング深さをブルカー･エイエックスエス製のＧＴＸ-3 3 次元表面評価装置を用いて評価し

た結果を示す。各ウェハの平均値が 28.5～29.7μｍの範囲内で、ほぼ 1μｍであり、ウェ

ハ間の再現性が得られた。加工バラツキは、σが最大で 0.6μｍであり、問題ないレベルで

あった。 
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    表Ⅴ.2.2.1-6.3-1 エッチング深さ評価結果  

  水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 

酸化膜厚(Å） 4800 4800 4800 5800 12000 

SiN膜厚（Å） 500 500 500 500 500 

SiN膜応力（MPa) -871 -100 60 60 60 

深さ 
AVE（μｍ） 28.5 29.7 28.8 28.7 29.5 

σ（μｍ） 0.0 0.6 0.3 0.1 0.2 

 

 

表Ⅴ.2.2.1-6.3-2は、ＴＭＡＨでウェットエッチングされたシリコン部分のＴＯＰ面のＸ，

Ｙの開口寸法をブルカー･エイエックスエス製のＧＴＸ-3 3 次元表面評価装置を用いて評

価した結果である。 

水準 3、5 について、ほぼ設計値の形状は得られているが、水準 1、2、4 では平均で 2～3

μm、ＭＡＸで 10μｍ程度拡がっている部位があり、原因究明が今後の課題である。 

 

表Ⅴ.2.2.1-6.3-2  ＸＹ形状評価結果 

  水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 

酸化膜厚(Å） 4800 4800 4800 5800 12000 

SiN膜厚（Å） 500 500 500 500 500 

SiN膜応力（MPa) -871 -100 60 60 60 

L 

X 
AVE（μｍ） 74.5 75.5 72.5 75.6 73.0 

σ（μｍ） 2.9 3.0 0.3 2.7 0.5 

Y 
AVE（μｍ） 103.8 105.0 102.9 105.0 102.6 

σ（μｍ） 2.3 2.3 0.3 2.2 0.4 

M 

X 
AVE（μｍ） 54.5 55.4 52.6 55.2 52.6 

σ（μｍ） 3.2 2.7 1.1 2.6 0.4 

Y 
AVE（μｍ） 73.9 74.9 72.6 75.2 72.4 

σ（μｍ） 2.3 2.7 0.4 2.8 0.4 

S 

X 
AVE（μｍ） 34.0 35.5 32.8 35.6 32.9 

σ（μｍ） 2.4 2.8 0.2 2.7 0.5 

Y 
AVE（μｍ） 54.1 54.7 52.6 54.7 52.4 

σ（μｍ） 2.7 2.3 0.2 1.9 0.3 
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表Ⅴ.2.2.1-6.3-3は、水準 5において、ウェハ間の加工バラツキを評価した結果である。 

ウェハ 1 とウェハ 2 を比較して、薄膜メンブレンＴＥＧの反り、エッチングされたシリコ

ン部分のＴＯＰ面のＸ，Ｙの開口寸法、エッチング深さとも、再現性良く加工されている

ことが確認出来た。 

 

 

表Ⅴ.2.2.1-6.3-3 ウェハ間のバラツキ評価結果 

  
水準５ 

ｳｪﾊ 1 ｳｪﾊ 2 

酸化膜厚(Å） 12000 12000 

SiN膜厚（Å） 500 500 

SiN膜応力（MPa) 60 60 

薄膜 

メンブレン 

反り量 

〔μｍ〕 

L 
AVE（μｍ） 6.0 6.2 

σ（μｍ） 0.2 0.1 

M 
AVE（μｍ） 3.1 3.1 

σ（μｍ） 0.3 0.2 

S 
AVE（μｍ） 1.7 1.7 

σ（μｍ） 0.2 0.2 

エッチング 

深さ〔μｍ〕 

AVE（μｍ） 29.5 29.2 

σ（μｍ） 0.2 0.1 

ＸＹ形状 

〔μｍ〕 

L 

X 
AVE（μｍ） 73.0 72.4 

σ（μｍ） 0.5 0.3 

Y 
AVE（μｍ） 102.6 102.6 

σ（μｍ） 0.4 0.2 

M 

X 
AVE（μｍ） 52.6 52.5 

σ（μｍ） 0.4 0.3 

Y 
AVE（μｍ） 72.4 72.6 

σ（μｍ） 0.4 0.3 

S 

X 
AVE（μｍ） 32.9 32.5 

σ（μｍ） 0.5 0.5 

Y 
AVE（μｍ） 52.4 52.7 

σ（μｍ） 0.3 0.3 
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( ⅱ)-7まとめ 

今回、薄膜メンブレンＴＥＧ設計・試作を行うことにより、圧力センサ、フローセンサ、

温度センサ等のセンサ造出に不可欠であるシリコン窒化膜・熱酸化膜の形成条件のデータ

蓄積が行えた。シリコン窒化膜の低応力化や、薄膜メンブレンＴＥＧの膜構成の最適化に

より、薄膜メンブレンＴＥＧの反りを十分に低減でき、安定した加工形状が得られること

を確認した。 

また、8 インチラインでのウェットエッチング装置・酸化炉・高品質成膜装置

（LPCVD-SiN）・ＩＰＡベーパー乾燥装置のラインの特性を評価し、試作ウェハの面内バラ

ツキ評価、ウェハ間のバラツキ評価を通じて、製造環境を評価した。これらにより、薄膜

メンブレンＴＥＧに用いる MEMSデバイス製造ラインの構築が図れた。 

 



（ⅲ）圧電薄膜ジャイロ TEG の設計・試作 

（ⅲ）-1.1 センサ構造 

近年ジャイロセンサは、カメラ一体型VTRやデジタルスチルカメラの手ぶれ防止用途、

家庭用ゲーム機器のコントローラやスマートフォン等の携帯電話に採用が拡大している。 

本センサは、MEMS 技術を用いて振動子をビームで保持する構造体上に圧電薄膜を成

膜し、その上に駆動電極と検出電極を配置した構造である。駆動電極に交流電圧を印加

することにより振動子（錘）を駆動し、角速度印加によるコリオリ力を検出電極に発生

する電荷で検出する。この原理により 2 軸または 3 軸の角速度を検出だけでなく、3 軸の

動的加速度の検出も可能である。また、圧電薄膜型モーションセンサの構造は、加速度

センサの構造と全く同じなので圧電薄膜を成膜する前にピエゾ抵抗素子を形成しておけ

ば、静的加速度の検出も可能である。 

 

図Ⅴ.2.2.1-1.1 センサ概略図 

 

（ⅲ）-1.2 検出原理と駆動方法 

本センサは 1 個のセンサで駆動方法を変えることで、3 軸加速度＆2 軸角速度検出（5

軸モーションセンサ）と 3 軸加速度＆3 軸角速度検出（6 軸モーションセンサ）の 2 種類

のセンサにすることができる。ここでは、3 軸加速度と 3 軸角速度の検出原理とそのとき

の駆動方法について説明する。 

 

（ⅲ）-1.2.1  3 軸加速度の検出原理 

圧電薄膜型モーションセンサの断面模式図を図Ⅴ.2.2.1-1.2.1-1 に示す。MEMS 技術で形

成された Si ダイアフラムの上に PbTiO3と PbZrO3 の固溶体である Pb(Zr,Ti)O3薄膜（以下

PZT 薄膜）を成膜し、その上に駆動電極と検出電極を配置した構造である。 

PZT 薄膜の上には駆動電極、検出電極、駆動状態をモニターするためのフィードバック

電極が形成されている。駆動電極と検出電極の配置は FEM 解析によって決定する。とく

に検出電極の位置は重要であり､応力が集中する領域に配置する必要がある。 

振動子に加速度が作用すると振動子に力（F=mA）が加わり、振動板が変形する。X 軸

方位の加速度が作用すると、振動板は図Ⅴ.2.2.1-1.2.1-1 の左図のように変形し、また、Z
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軸方向の加速度が作用すると図Ⅴ.2.2.1-1.2.1-1 の右図のように変形する。この変形により、

4 つの検出電極（X1, X2, Y1, Y2）には表Ⅴ.2.2.1-1.2-1 に示す電荷が発生する。したがって、

X 軸方向の力 Fx は X 軸上に配置された 2 つの検出電極（X1, X2）に発生する電荷の差で

検出され、Y 軸方向の力 Fy は Y 軸上に配置された 2 つの検出電極（Y1, Y2）に発生する

電荷の差で検出され、また、Z 軸方向の力 Fz は４つの検出電極（X1, X2, Y1, Y2）の和で

検出される。 

 
図Ⅴ.2.2.1-1.2.1-1 断面模式図によるダイアフラムの変形 

 

表Ⅴ.2.2.1-1.2.1-1 各検出電極での電荷発生状況 

 
 

（ⅲ）-1.2.2  3 軸角速度の検出原理 

質量も持った物体がある速度をもって運動しているとき、その物体に角速度が作用する

と、コリオリ力が発生する。角速度の検出にはこのコリオリの法則を利用する。 

2 軸角速度を検出する場合は振動子を Z 軸方向に単振動させればよいが、3 軸角速度を

検出する場合は振動子を図Ⅴ.2.2.1-1.2.2-1 に示すように X-Z 平面で回転運動させる。この

運動において、振動子は X 軸方向の運動成分 Vx と Z 軸方向の速度成分 Vz を持つことに

なる。 

 
図Ⅴ.2.2.1-1.2.2-1 振動子の X-Z 平面での回転運動 
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図Ⅴ.2.2.1- 1.2.2-2 に示す通り、振動子が Z 軸方向の速度成分 Vz を持って運動している

とき、X 軸周りの角速度ωx が作用すると Y 軸方向のコリオリ力 Fy が発生し、Y 軸方向

の角速度ωy が作用すると X 軸方向のコリオリ力 Fx が発生する。また、振動子が X 軸方

向の速度成分 Vx を持って運動しているとき、Z 軸周りの角速度ωz が作用すると Y 軸方

向のコリオリ力 Fy が発生する。 

この関係を次式(1)に示す。 

 

Fy = 2mVz × ωx 

Fx = 2mVz × ωy ・・・・・(1) 

Fy = 2mVx × ωz 

 

この式は、振動子を X-Z 平面で回転運動させることによって 2 軸方向の速度成分(Vx, 

Vz)を与え、2 軸方向のコリオリ力(Fx, Fy)を検出することで、3 軸の角速度成分(ωx, ωy, 

ωz)を検出することができることを示している。振動子にコリオリ力 Fx が作用すると振

動板は図Ⅴ.2.2.1-1.2.1-1 の左図のように変形し、X 軸方向のコリオリ力 Fx は、加速度が X

軸方向に作用したときと同じように検出される。Y 軸方向のコリオリ力 Fy も同様に検出

される。 

Vx

ωz

Fy

Vz

Fy

Fx
ωx

ωy

 
図Ⅴ.2.2.1-1.2.2-2 コリオリ力の検出原理 

 

（ⅲ）-1.2.3  振動子の駆動方法 

ダイアフラム周辺部に配置された 4 つの駆動電極に位相の異なる交流信号を印加するこ

とで、図Ⅴ.2.2.1-1.2.2-1 のように振動子を X-Z 平面で回転運動させることができる。具体的

には、駆動電極（X1）と（X2）の駆動信号の位相差を 180°、駆動電極（X1, X2）と（Y1, 

Y2）の位相差を 90°に設定する。 
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（ⅲ）-1.3 信号処理方法 

2 軸角速度検出は、振動子を Z 軸方向に単振動させ X 軸方向のコリオリ力から Y 軸周

りの角速度ωy、Y 軸方向のコリオリ力から X 軸周りの角速度ωx を検出する。3 軸角速

度検出は、振動子を X-Z 平面で回転運動させることによって X 軸方向と Z 軸方向の速度

成分を与え、X 軸方向のコリオリ力 Fx から Y 軸周りの角速度ωy、Y 軸方向のコリオリ

力 Fy から X 軸周りの角速度ωx と Z 軸周りの角速度ωz を検出する。2 軸方向の力（Fx，

Fy）によって圧電薄膜に発生する電荷を、力に比例した電圧（Ex，Ey）に変換する。 

X 軸上を通過する瞬間（速度成分 Vz）において、X 軸方向と Y 軸方向のコリオリ力（Fx，

Fy）を測定する。つまり、駆動信号（Dx 又は Dz）で電圧（Ex, Ey）を同期検波すれば、

角速度ωx と角速度ωｙを検出することができる。さらに、Z 軸上を通過する瞬間（速度

成分 Vx）において、Y 軸方向のコリオリ力 Fy を測定する。つまり、駆動信号（Dx，Dz）

で電圧（Ey）を同期検波すれば、角速度ωz を検出することができる。また、3 軸加速度

成分を検出する場合、３軸方向の力（Fx，Fy，Fz）によって圧電薄膜に発生する電荷を電

圧（Ex，Ey，Ez）に変換し、ローパスフィルタに通すことで、3 軸加速度成分（Ax，Ay，

Az）を得ることができる。 
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（ⅲ）-2 ８インチ TEG 設計 

本センサの基板は SOI ウェハを用い、表面に下部電極(Pt)、PZT 薄膜、上部電極（Pt）を

積層し、裏面は Deep RIE により錘を形成する。 

 

（ⅲ）-2.1 ジャイロセンサチップ 

ジャイロセンサチップの概略図を図Ⅴ.2.2.1-2.1-1の通りである。チップサイズ 1.6mm角、

検出・駆動電極サイズ 160um 角、錘は外径 970um 内径 360,420,490um の 3 種類ある。チッ

プには外径の種類や８インチウェハのチップ座標が分かるよう図Ⅴ.2.2.1-2.1-2 の示すよう

に①～③のマークを設けた。 

 

図Ⅴ.2.2.1-2.1-1 センサ概略図 

 

図Ⅴ.2.2.1-2.1-2 チップマーク 
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（ⅲ）-2.2 カンチレバー 

８インチ面内 PZT 薄膜の圧電定数 d31を測定できるように TEG 内に圧電マイクロカンチレ

バーを挿入した。図Ⅴ.2.2.1-2.2-1 にカンチレバー構造を示す。カンチレバーのサイズは、長

さ 1mm 幅 300um である。 

 
図Ⅴ.2.2.1-2.2-1 カンチレバー 

 

（ⅲ）-2.3 TEG 配置 

８インチウェハ面内のＴＥＧ配置図を図Ⅴ.2.2.1-2.3-1 に示す。カンチレバーは 6 個を 1

チップとして８インチ面内に 19 箇所配置、その他薬液浸透用として貫通孔を約 10mm ピッ

チに配置した。 

 
図Ⅴ.2.2.1-2.3-1 TEG 配置 
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（ⅲ）-2.4 共振周波数の FEM 解析 

共振周波数の FEM 解析結果を図Ⅴ.2.2.1-2.4-1 に示す。周波数は基本的に 20kHz～32kHz

が望ましくこれらは、チップのサイズや振動子（錘）の厚みが周波数の大きさを左右する。

解析結果では、PZT 膜厚 1um で周波数 26～28kHz、離調度は 2%弱である。 

 

図Ⅴ.2.2.1-2.4-1 共振周波数シミュレーション結果 

 

（ⅲ）-2.5 指標 

 ８インチ TEG ウェハの試作目標および指標は表Ⅴ.2.2.1-2.5-1 の通りである。 

 

表Ⅴ.2.2.1-2.5-1 指標 

種類 項目 単位 目標値 

強誘電特性 飽和分極量 Pm μC/cm2 30 

カンチレバー変位 圧電定数 d31 pm/V -100 

センサ特性 最大検出角速度 deg/sec 300 

 検出感度 mV/deg/sec 0.7 

８インチ TEG ウェハ 面内分布 ％ ±5 
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（ⅲ）-3 プロセス設計 

 圧電薄膜ジャイロセンサ－８インチ TEG ウェハの基板仕様を表Ⅴ.2.2.1-3-1 に、試作工程

を表Ⅴ.2.2.1-3-2,3,4 に示す。８インチウェハ用 PZT 成膜装置は、来期導入予定の為今期は外

部委託（MO-CVD 法とスパッタリング法）とした。 

 

表Ⅴ.2.2.1-3-1 基板仕様 

 
 

表Ⅴ.2.2.1-3-2 試作工程１
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表Ⅴ.2.2.1-3-3 試作工程 2 

 
 

表Ⅴ.2.2.1-3-4 試作工程 3 
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（ⅲ）-4  PZT 成膜 

強誘電体（PZT）薄膜の主な形成方法には、溶液塗布（ゾルゲル法）、有機金属化学気相

成長法（MO-CVD :Metal-Organic Chemical Vapor Deposition）、スパッタリング法がある。い

ずれも強誘電体不揮発性メモリ FeRAM 開発のための膨大な研究成果によるところが大

きい。しかし FeRAM で必要とする PZT 厚みは 100nm前後と MEMS で必要とする 2～10um

に遠くおよばない。一方バルクセラミックスは性能が安定化しており研磨加工して製造す

る手法も考えられるが機械加工による研磨は数十 um が限界である。現在主流となる成膜

法はなくファンダリーや装置メーカーは MEMS 用途の為にゾルゲル・MO-CVD・スパッ

タリング法による PZT 厚膜化を個々に開発している。 

 

（ⅲ）-4.1 外観 

今回 PZT薄膜はMO-CVD法とスパッタリング法の２種類の方法で装置メーカーへ成膜委

託した。図Ⅴ.2.2.1-4.1-1 は、成膜後の顕微鏡および断面 SEM 観察結果である。 

 
図Ⅴ.2.2.1-4.1-1 外観結果（顕微鏡・SEM） 
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（ⅲ）-4.2  Ｘ線回折測定（XRD） 

MO-CVD 法およびスパッタリング法にて成膜した８インチ PZT 基板の面内９点の X 線

回折測定を実施した。結果は図・表Ⅴ.2.2.1-4.2-1 の通りである。 

 
図Ⅴ.2.2.1-4.2-1 Ｘ線回折測定結果 

 

表Ⅴ.2.2.1-4.2-1 X 線回折測定の８インチ面内バラツキ 

 

配向性を比較すると MO-CVD 法では PZT(111)にピークはなく、また PZT(001)or(100)の

ピーク強度が弱いランダム配向であるのに対しスパッタリング法は PZT(111)より

PZT(001)or (100)のピーク強度が強い Z 方向優先配向である。ピーク強度の面内バラツキは

PZT(100)において MO-CVD は 41%、スパッタリング法は 53％で MO-CVD の方が小さい

が膜厚分布±2%とは桁が異なる。圧電薄膜ジャイロ用としては Z 方向優先配向基板が望

ましい。 
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（ⅲ）-5  ８インチライン特性 

圧電薄膜ジャイロセンサ TEG の試作において、表Ⅴ.2.2.1-5-1 の加工仕様を満たす条件評

価および装置・環境特性評価を実施した。 

 

表Ⅴ.2.2.1-5-1 加工装置と要求仕様 

 

 

（ⅲ）-5.1 電極成膜 

ULVAC 製スパッタ装置 SME-200E にて Pt 成膜の膜厚測定および XRD 測定を実施した。 

 

（ⅲ）-5.1.1 膜厚 

ベアシリ基板上３点に油性ペンで印をつけ表Ⅴ.2.2.1-5.1.1-1 の条件（成膜温度=Heater 

Temp；25(RT),50,100,150,200℃）で成膜処理、マーク部をアセトンで剥離、膜厚を段差計

(KLA-tencor 製 P-16)で測定した。結果は図Ⅴ.2.2.1-5.1.1-1 の通り。温度依存はなく、3 分

で平均約 1250A±8％で要求仕様を満たすことから 1000A 狙いで処理時間を 2 分 20 秒と

決定した。 

表Ⅴ.2.2.1-5.1.1-1 Pt 成膜条件 

 

 

図Ⅴ.2.2.1-5.1.1-1 電極成膜(Pt)の温度特性 
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（ⅲ）-5.1.2 X 線回折測定 

成膜温度毎に X 線回折測定（リガク製Ｘ線回折装置マルチフレックス）を実施した。 

結果は図Ⅴ.2.2.1-5.1.2-1 の通り、Pt(111)配向のピーク強度は温度が高くなるにつれて増加

する。 

 
図Ⅴ.2.2.1-5.1.2-1 XRD 測定結果 

 

（ⅲ）-5.2 電極エッチング加工 

Panasonic 製メタルエッチング装置（E658-I）にて Pt エッチング条件を評価した。 

Pt エッチング条件は表Ⅴ.2.2.1-5.2-1 および結果は図Ⅴ.2.2.1-5.2-1 の通り。印加安定性およ

び Pt/Re 選択比より Pt エッチング条件は２Pa で決定した。 

 

表Ⅴ.2.2.1-5.2-1 Pt エッチング条件 
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図Ⅴ.2.2.1-5.2-1 Pt エッチング加工結果 

 

（ⅲ）-5.3 シリコン深堀加工 

シリコン深堀加工装置（住友精密工業製 Pegasus-N）にて８インチ試作用途に合わせて、

高速用、高データ率用、PPS 用、TSV 用 計 4 種類条件を作成、各々の特性を比較した。

加工条件と基本特性は表Ⅴ.2.2.1-5.3-1 の通りである。 

 

表Ⅴ.2.2.1-5.3-1 シリコン深堀加工条件と基本特性 

 

*1) Target φ1mm エッチング時間 5 分 
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（ⅲ）-5.3.1 ブラックシリコン 

シリコン深堀加工では、図Ⅴ.2.2.1-5.3.1-1 のように(a)C4F8 プラズマにより CFn ポリマー

が側面・底面に形成される、(b)底面のポリマーがイオンにより除去される、(c)露出された

底面のシリコンが SF6 プラズマより生成される F ラジカルによりエッチングされる、を繰

り返すことにより高アスペクトな形状が形成される。しかしウェハ面内のエッジ部におい

て (d) シリコンのエッチングにより発生した反応生成物であるＳｉＯｘ等が被エッチン

グ面に堆積する(e)堆積物の無い部分のみがエッチングされる、ことによりブラックシリコ

ンと呼ばれる柱状の突起物が発生する場合がある。高速用、高データ率用、PPS 用条件に

てポジ・ネガパターンのある TEG ウェハを使用し中心部とウェハエッジ部（中心より

85mm）を顕微鏡・SEM で観察した。結果は、図Ⅴ.2.2.1-5.3.1-2 の通り、高速用と PPS 用

は程度の差はあるもののエッジ部＋ネガパターン(高データ率)部にブラックシリコンが発

生した。 

 
図Ⅴ.2.2.1-5.3.1-1 ボッシュプロセス 
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図Ⅴ.2.2.1-5.3.1-2 シリコン深堀加工特性 
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（ⅲ）-5.3.2 チルト特性 

TSV（Through Silicon Via）用、高速用条件にて図Ⅴ.2.2.1-5.3.2-1 TSV-TEG を使用し８イ

ンチウェハ面内のチルト量を測定した（SUSS 製裏表測定器）。結果は図Ⅴ.2.2.1-5.3.2-2 の

通りである。中心部から 50mm 地点を境にチルト量が大きくなる傾向がある。２条件によ

るチルト差は小さく最外周部（X-85mm）地点で最大 3um である。 

 

 
図Ⅴ.2.2.1-5.3.2-1 TSV-TEG 

 

図Ⅴ.2.2.1-5.3.2-2 チルト結果 
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（ⅲ）-5.4 装置内環境 

本試作にかかわる 8 インチライン主要装置の装置内元素分析（理学製全反射蛍光Ｘ線装

置 TXRF 3750W スィーブ測定）を実施した。処理条件は表Ⅴ.2.2.1-54-1、結果は図

Ⅴ.2.2.1-5.4-1 の通りである。Metal-RIE は、PZT、Pt、Ti 等金属を塩素、フッ素ガスでエッ

チングしている為各種元素が検出された。拡散炉は通常処理の場合検出限界であるが AL

熱処理後に金属が検出された。 

 

表Ⅴ.2.2.1-5.4-1 処理条件 

 
 

 
図Ⅴ.2.2.1-5.4-1 装置内環境測定 

Ⅴ‐412 
 



（ⅲ）-6 試作結果 

（ⅲ）-6.1 外観 

 絶縁膜成膜からシリコン深堀（錘加工）までの工程を流動した。図Ⅴ.2.2.1-6.1-1 は各工程

の顕微鏡写真である。 

 
図Ⅴ.2.2.1-6.1-1 各工程の顕微鏡観察 

 

（ⅲ）-6.2 強誘電特性 

錘加工前後において８インチ面内１７点の分極量（東陽テクニカ製強誘電体特性評価装

置 FCE）を測定した。 図Ⅴ.2.2.1-6.2-1 は面内１点の分極量結果、図Ⅴ.2.2.1-6.2-2 錘加工

前後における飽和分極量 8 インチ面内分布である。 

 
図Ⅴ.2.2.1-6.2-1 分極量 
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図Ⅴ.2.2.1-6.2-2 ８インチ分極量バラツキ 

 

（ⅲ）-7 まとめ 

8 インチラインを用いて PZT を用いた圧電薄膜ジャイロの試作を実施した。試作まとめ

は表Ⅴ.2.2.1-7-1 の通りである。試作当初より本試作の肝である PZT 成膜は研究所内で処理

できない為、外部委託を検討した。選定は 8 インチ MEMS として実績のある外注先に絞っ

たが納期が長く、結果的に本試作における評価期間が十分に取ることができなかった。本

試作結果で数値を取得できたのは、強誘電特性のみで、最終的なパッケージ形状およびセ

ンサ特性評価はもちろんのこと、カンチレバーの製作ができなかった。今後、試作結果か

ら要因分析を行いプロセス設計の見直しを実施する予定である。 

 

表Ⅴ.2.2.1-7-1 試作まとめ 

種類 項目 単位 目標値 結果 

強誘電特性 飽和分極量 μC/cm2 30 最大 652 

最小 ﾘｰｸ 

カンチレバー変位 圧電定数 pm/V -100 --- 

センサ特性 最大検出角速度 deg/sec 300 --- 

 検出感度 mV/deg/sec 0.7 --- 

８インチ TEG ウェハ 面内分布 ％ ±5 --- 

 

Ⅴ‐414 
 



Ⅴ．２．２．２ 異分野融合型次世代デバイス製造技術を適用したデバイス作製 
（ⅰ）中性粒子ビームエッチングプロセスを適用したセンサ TEG の作製 
（ⅰ）.1 概要 

現代半導体デバイス製造の根幹として微細加工、表面改質、薄膜体積等のキープロセス

で反応性プラズマが多く用いられており、今や原子層レベルの加工や体積精度が要求され

ている。しかしながら、今後の主流となるナノオーダの極微細デバイスにおいて、プラズ

マから照射される電子やイオンによる電荷蓄積や真空紫外光等の放射光による欠陥生成な

どのデバイス特性を劣化させるダメージがより深刻な問題となってきている(1)(2)(3)(4)。ナノ

デバイスではわずかな欠陥でも大きくデバイスの特性を左右する。これらの問題を解決す

る手段としてS.Samukawaらによって開発されたパルス変調プラズマを用いた中性粒子ビー

ム生成手法が注目を集めている。中性粒子ビームはプラズマからの荷電粒子や、放射光の

基盤への放射を抑制し、運動エネルギーをもった中性粒子のみを照射することでダメージ

フリーの高精度プロセスが可能であるとして期待されている(5)。その実証として、SF6/Cl2

中性粒子ビームにより加工したアンテナMOSキャパシターは通常のプラズマエッチングと

比較し、絶縁膜である酸化膜の劣化が抑制され、ゲートリーク電流がおよそ一桁小さくな

ることが同じく S.Samukawa らから報告された(5)。また、BEANS プロジェクト「３次元ナ

ノ構造形成プロセス技術開発」平成 21 年度の成果としてカンチレバー表面のダメージとそ

の機械特性を評価する理論的手法を新たに考案し、中性粒子ビームでカンチレバーの厚み

を加工することにより、機械特性が劣化しないことが実験的に確認された(6)。このように、

中性粒子ビーム加工がダメージレスであることを、電気的、機械的側面から確認されてき

ている。しかし、中性粒子ビーム生成手法の実用化には、エッチングレート、アスペクト

比の向上、大口径化等、多くの問題が残されている。こうした背景から、本プロジェクト

ではカンチレバー表面のダメージとその機械的特性を評価する特性評価用素子(以下、

TEG)を大口径(８インチ)ウェハ上に作製し、中性粒子ビームのウェハ内特性ばらつきを明

確化し、中性粒子ビームエッチング技術の実用化に向けた取り組みを加速することを行っ

た。以下に、平成 22 年度の取り組み内容について述べる。 

 

（ⅰ）.2 設計理論 
まず、平成 21 年度に考案したカンチレバー表面のダメージとその機械特性を評価する

TEG の理論および作成方法について述べる。 

カンチレバーの機械特性は、その共振周波数における Q 値によって評価できる。Q 値と

は振動計の減衰を示す数値であり、一般的に共振周波数で振動するカンチレバーの Q 値は

いくつかの原因によるエネルギーロスの影響を受けて次のように表される。 

  (1) 

 

ここで、 、 、 そして は、それぞれエアダンピング・ロス、
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熱弾性損失、サポート・ロス、サーフェース・ロスの各エネルギーロスが起因する Q 値を

表す。このなかでサーフェース・ロスがカンチレバー表面の欠陥等を顕著に表すロスであ

り中性粒子エッチングのダメージレス効果を検証することが可能と考えた。それぞれのロ

スについて詳細に検討し、サーフェース・ロスが支配的になるようカンチレバーの厚み、

長さ、幅、測定環境をそれぞれ適切に選択した。 

 

（ⅰ）.2.1 エアダンピング・ロス 

1e-03 1e-01 1e+01 1e+03

1e
-1

0
1e

-0
8

1e
-0

6
1e

-0
4

Air Damping Loss

Pressure [Pa]

1/
Q

 a
ir

l= 50 [um]
l= 100 [um]
l= 150 [um]
l= 200 [um]
l= 250 [um]

 

図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2－1.  エアダンピング・ロス の Q 値の逆数と圧力の関係。

カンチレバーの長さがそれぞれ 50, 100, 150, 200[μm]の場合を計算した。 
 

エアダンピング・ロスは空気中に存在する分子が振動するカンチレバー表面と衝突し

発生する粘性抵抗を表したロスであり、カンチレバー雰囲気中の圧力に起因する。

F.R.Blom らは理想気体の状態方程式等の理論的検討からエアダンピング・ロスを次式のよ

う導いた(7)。 

   (2) 

 

ここで、 は 次振動定数、 、 はそれぞれカンチレバーの厚さと長さ、 はシリコン

の密度、 はシリコンのヤング率、 は雰囲気中の圧力を示し、 は以下の式で導かれ

る。  
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  (3) 

 

ここで、 、 、そして はそれぞれ雰囲気中の物質量、気体定数、気体の熱力学温度で

ある。空気中では、  、 、 であるとす

る と 、 と な る 。 カ ン チ レ バ ー の パ ラ メ ー タ を 、

、 、そして厚みを として、Q 値と圧力の

関係をカンチレバーの長さ  がそれぞれ である場合を図

Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2－1 に示す。一般的に 0.1[Pa]以下の真空であれば、他の損失が支配的と

なることが知られている(8)。 
 

（ⅰ）.2.2 熱弾性損失 
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図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2－2.  TED の Q 値と厚みの関係。カンチレバーの長さがそ

れぞれ 50, 100, 150, 200,250[μm]の場合を計算した。 

 
熱弾性損失(以下、TED。TED は Thermo elastic Energy Dissipation の略称)は、カンチレバー

の厚みに対する上面と下面で発生した不可逆的熱流から発生するロスである。そのため、カンチレ

バーの構造と温度に関係し、T.V.Roszhart らは次式のように表現した(9)。 

  (4) 

ここで、 はそれぞれシリコンの熱拡散係数、比熱である。 は共振周波数、 は
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特性周波数であり、次式のように表現される。 

    (5) 

    (6) 

は、シリコンの熱伝導率を示す。シリコンの熱伝導率を 、熱拡散係

数を 、比熱を 、として、Q 値と厚みの関係をカンチ

レバーの長さ  がそれぞれ である場合を図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2

－2 に示す。カンチレバーの厚みが 10[μm]以下である場合無視できると言われているが、

カンチレバーの長さによって熱弾性損失の編曲点が変化し、100[μm]以下の長さでは無視

できないことが予測される。しかし、厚みが大きなカンチレバーでも長さを正しく設計す

ることで、その影響が支配的でない状況を作ることも可能である。 
 

（ⅰ）.2.3 サポート・ロス 
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図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2－3.サポート・ロスの Q 値と厚みの関係。カンチレバーの長さ

がそれぞれ 50, 100, 150, 200,250[μm]の場合を計算し、 の値が 0.34, 2.081, 2.17 の

場合を示す。 

 
サポート・ロスカンチレバーの振動に大きな損失をもたらすロスの一つである。カンチ

レバーのサポート部分を半無限弾性体として考え、弾性エネルギーの減衰は厚さと長さの

比の 3 乗に比例する。つまり、 であり、次式となる。 

  (7) 
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はカンチレバーの Q 値について多くの論文による報告から算出すると、次のような値と

なっている 。(10)の文献についてはナイトライド薄膜で作製したカ

ンチレバーでの例であるため、やはり材質の依存がないロスであると思われる。それぞれ

の の値でサポート・ロスと厚みの関係を図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2－3 に示す。 
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（ⅰ）.2.4 サーフェース・ロス 
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図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2－4. サーフェース・ロスの Q 値と厚みの関係。カンチレ

バーの幅がそれぞれ 1, 3, 5,10, 50,100[μm]の場合を計算した。 

 
サーフェース・ロスは、カンチレバー表面層の吸着や欠陥が原因のエネルギーロスであ

り、カンチレバーの厚さが薄くなり表面層の厚みと幅の断面比が増すことにより支配的に

なる。次の式で表される(14)。 

  (8) 

ここで はカンチレバーの幅、 はヤング率の損失と欠陥層の厚みを考慮した項であり

表面層への分子の吸着、内部欠陥が起因すると考えられ、 の値がカンチレバー表面の

状態を表す項であると言ってよい。 と厚みの関係を図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2－4 に示した。 
欠陥のない表面状態に近づけば近づくほど、 の値が小さくなり、欠陥が多く理想的な

状態から離れれば の値は大きくなる。サーフェース・ロスは表面の欠陥層を顕著に表

すロスであるため、この影響が顕著になるようなカンチレバーの設計、測定環境を適切に

選択すれば、表面欠陥層の定量的な比較が可能となる。 
具体的に、カンチレバーの幅を 30[μm]長さを 150[μm]厚み 1.5[μm]以下で設計したカ

ンチレバーを 以下の真空環境で測定を行うことと決定した。カンチレバー幅につい

ては、小さくすればするほどサーフェース・ロスの影響を選択的に大きくすることが可能

であるが、計測装置の仕様から測定面積が 以上必要であり、その効果も少ない

ため、計測に十分な幅を確保することとした。図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2－4 に示したグラフをか
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らわかるように、10[μm]以上の幅であれば Q 値への影響は大きくはならず、 の条

件を十分満たす状況であると考える。またカンチレバーの長さも、長ければ長いほど TED、

サポート・ロスの影響は小さくなるが、エアダンピング・ロスの影響が大きくなること、

経験的に作製時スティッキングによるデバイスの破壊が起こりづらい現実的な長さとして

決定した。 
上記のカンチレバー設計値で式(1)に表した の影響を計算したものを図Ⅴ.2.2.2

（ⅰ）.2−5 にて示す。エアダンピング・ロスについては測定環境が 0.1[Pa]以下の真空であ

ることを想定し、今回の報告で検討した以外のロスの影響は無視している。 がそれぞ

れ 0.4,0.6,0.8,1.0 の時について Q 値とカンチレバーの厚みの関係を算出している。図

Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2−5 からはサポート・ロスとサーフェース・ロスの支配的な状況が切り替わ

る地点で、Q 値のピークを見ることができる。さらに、Q 値の定量的な評価を行うため、

次のような変換を行う。カンチレバーはサーフェース・ロスの式(8)に対して の条件

を満たすと考えれば、次式のように書き換えられる。 

     (9) 

次に、式(5)に示す共振周波数と との比を取ると、 

  (10) 

となり、厚みの影響はなくなる。そしてその値は の大きさで上下することとなり表

面の欠陥層を評価できる。以上の理論検討から、カンチレバーの共振周波数と Q 値の初期

値を計測したカンチレバー表面へ中性粒子ビームエッチングを施し、その の特性評価を

することでダメージレスなエッチングが行えているかどうかを確認可能である。（ⅰ）.7 付

録にグラフを取得するための計算プログラムソースを示す。 
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図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2－5. カンチレバーの幅が 30[μm]、長さが 150[μm]の場合

に、TED とサーフェース・ロス、サポート・ロスの影響を考慮した Q 値と厚みの関

係。表面の欠陥量を表す係数 が 0.4,0.6,0.8,1.0 の場合を計算した。 
 

（ⅰ）.3 中性粒子 TEG 作製 
この項では、中性粒子 TEG(カンチレバー)の作製プロセスフローについて述べる。今年

度は３度の試作を行った。それぞれ、事前のプロセス条件出しとして行った 4 インチウェ

ハを用いた産業技術総合研究所クリーンルームでの試作、外部ファウンダリでの試作、G
デバイスセンターつくば８インチラインでの試作である。これらのプロセスフローそして、

完成した 8 インチウェハについて寸法精度の詳細な検討について報告する。実際の計測に

は外部完成したウェハ枚数等の関係から外部ファウンダリで試作した中性粒子TEGを使用

した。 
 

（ⅰ）.3.1 4 インチウェハでのカンチレバープロセスフロー 
８インチウェハ上でカンチレバーを作製するにあたり、プロセス条件出しのために産業

技術総合研究所(略称：AIST)2G-CR にて 4 インチウェハでのプロセスを行った。プロセス

フローと完成したカンチレバーTEG の全体像を図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－1 に示す。プロセスフ

ローを説明する。まず、デバイス層が 1.5[μm]の SOI ウェハを用意する。一般的なウエハ

メーカでは、厚みの公差がおよそ±0.5[μm]で販売しており、カンチレバーの共振周波数に

大きなばらつき(およそ 90〜70[kHz])が発生することが予想されるが、SOI ウェハデバイス

層を研磨で仕上げる工程上、これ以上の精密な公差を安価なウェハで実現するのは難しい。
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４インチウェハでのプロセスでは、デバイス層の厚み 1.15~2.39[um]中間酸化膜層

0.48~0.51[um]基盤層厚さ 520~521[um]の 4 インチ SOI ウェハを使用した。デバイス層に

フォトリソグラフィー技術でマスクパターンを作製し、Deep-RIE でデバイス層をエッチン

グし、基盤層を裏側から同じく Deep-RIE エッチングを施しカンチレバー部分のリリース

とデバイス把持部の形成を行う。その後、中間酸化膜をフッ酸で除去して完成である。図

Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－1 の右側の写真を見ればウェハ面内一様にデバイスが形成できているこ

とがわかる。４インチウェハでの試作による条件だしから様々な問題点が見つかった。ま

ず、基盤層のエッチングには 520[um]以上の深い長さをエッチングする必要がある。8 イン

チウェハでは十分な強度を確保するため、さらに基盤層の厚い(およそ 725[um])ウェハが一

般的である。この基盤層エッチング行程には、時間と、エッチングガスを多量に使用し、

寸法ばらつきから特性ばらつきを引き起こす。８インチウェハを使用したプロセスでは、

基盤層の裏抜きを行わないプロセスフローへ変更することとした。 

 
図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－1. 中性粒子TEGの４インチウェハを使用したプロセスフ

ローと完成したウェハの全体像。 
 

（ⅰ）.3.2 外部ファウンダリによる 8 インチウェハでの試作 
大口径 8 インチウェハでのプロセスを行うため、プロセスを裏側からの基盤層加工によ

るカンチレバー部リリース行程から、カンチレバー直下の中間酸化膜層をフッ酸のサイド

エッチングでリリースするものへと変更した。この変更によりプロセス時間の大幅な削減、

プロセスの単純化による寸法ばらつきの低減が期待できる。 
8 インチウェハを用いたカンチレバーの試作を外部ファウンダリへ委託した。ファウンダ

リでの試作プロセスフローを図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－2.に示す。プロセスフローについて説明
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する。デバイス層の厚み 1.5[um]中間酸化膜層 2.0[um]基盤層厚さ 725[um]の SOI ウェハ

を使用する。まず初めに LPCVD による酸化膜をおよそ 1um 形成し、フォトリソグラフィ

ー技術によりマスクパターンを形成する。さきほど成膜した表面酸化膜をエッチングし、

これをマスクとしてカンチレバーの形状にシリコンのデバイス層を加工する。 後に

HF-Vapor 装置で約 15[um]カンチレバー下の中間酸化膜層をサイドエッチし、カンチレバ

ーをリリースして完成である。HF-Vapor 装置を使用することで、カンチレバーと基盤層の

スティッキング現象は起こらない。完成したカンチレバーの寸法ばらつき測定グラフ結果

と SEM 画像を図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－3.に示す。完成ウェハ 11 枚の面内５点（上、中、下、

左、右）での平均値と 3σ値をグラフにした。設計値 30um であるカンチレバー幅について

すべての測定点での平均を計算すると 30.4um、3σ値は±1.69um であった。3σ値は正規

分布に従う確率変数の観測値が平均値から 99.7％の区間に入ることを示し、デバイスを設

計する際の指針となる値である。HF-Vapor のサイドエッチ量でも同様の計算を行った。設

計値 20um に対し、平均値は 23.84um、3σ値は±17.53um であった。ウェハ面内分布を

見てみると中心部分のエッチングレートが遅く、周辺部特に上右のレートが早いのがわか

る。これは HF-Vapor 装置のガス導入口と関係がある。3σ値が設計に対して大きすぎるの

で、正確な設計値を反映することが難しいプロセスであることがわかった。 
 

 
図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－2. 中性粒子TEGの８インチウェハを使用したファウンダ

リでのプロセスフロー 
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図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－3. ファウンダリで外注した中性粒子 TEG の全体像。8 イ

ンチウェハ面内一様に形成されている。 
 

 

図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－4. ファウンダリで外注した 8 インチウェハ上に形成され

たカンチレバーの SEM 画像と面内 5 点の完成ウェハ１１枚の寸法比較結果（下側の

グラフ）。 
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（ⅰ）.3.3  G デバイスセンターによる 8 インチウェハでの試作 
G デバイスセンタークリーンルームでも中性粒子 TEG(カンチレバー)の試作を行った。G

デバイスセンタークリーンルームで実施したプロセスフローとコントロールカードを図

Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－5.に示す。G デバイスセンタークリーンルームでは CVD 装置が 12inch
対応のものしかないので、ファウンダリプロセスからフォトレジストのみでパターンを形

成するプロセスへと変更した。完成したウェハは CR の立ち上げ遅延等の理由から１枚しか

確保できなかったが、面内の加工精度について測長 SEM を用いて詳細に検討した。図

Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－6.に G デバイスセンタークリーンルームで試作した８インチウェハ、カ

ンチレバーの寸法ばらつき測定結果を示す。カンチレバー幅の平均値は 30.24[um]、3σ値

は 0.5050[um]であった。中心からおよそ 20[um]左側に中心をシフトしたところから同心

円上にカンチレバー幅が大きくなっている。次に HF-Vapor の加工精度について検討した。

図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－7.に G デバイスセンタークリーンルームでの HF-Vapor 加工結果を面

内 9 点での顕微鏡撮像結果を示す。暗視野モードで撮像することで、中間酸化膜のエッチ

ング状況が明確にわかる。図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－7.の左上で示すのが、条件出しのためにフ

ァウンダリで HF-Vapor 手前までの加工をしたものを G デバイスセンタークリーンルーム

の HF-Vapor 装置で加工した際の画像であるが、一様にエッチングされている様子がわか

る。しかし、G デバイスセンタークリーンルームで初めからプロセスを流したウェハでは

（図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－7.右側９枚）いびつな形状でエッチングが進行してしまった。使用

した SOI ウェハは同じメーカから同条件で購入したものを使用しており、中間酸化膜の条

件からおこったものであることは考えづらい。Deep-RIE で発生するデポ物が洗浄により取

りきれていなかったことが原因にあると考えられる。 
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図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－5. G デバイスセンタークリーンルームでの 8 インチウェ

ハを使用したプロセスフローとコントロールカード。 
 

 
図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－6. G デバイスセンタークリーンルームで作製した 8 イン
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チウェハ上のカンチレバー幅の測定結果。面内 4993 点について計測を行った。 
 

 
図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.3－7. G デバイスセンタークリーンルームでの HF-Vapor 加

工結果。8 インチ面内 9 点で顕微鏡暗視野モードでの撮像を行った。 
 
 

（ⅰ）.4 計測 
中性粒子 TEG(カンチレバー)の特性を評価するために、カンチレバーの共振周波数と Q

値の値を正確に測定しなければならない。又、計測環境として（ⅰ）.2.1 で説明したように

エアダンピング・ロスの影響を無視するため真空環境下での計測が必要不可欠である。さ

らに、面内特性分布の安定な計測のために、8 インチウェハも挿入可能な大型のチャンバー

を必要とする。機械振動の測定方法は、レーザドップラー計測方を採用し、カンチレバー

の加振にはシリコンでの吸収率が高い波長 405nmのレーザから熱拡散による曲げモーメン

トを発生させて振動させる加振法、光熱励振法を採用した(10)。この励振法ではピエゾ加振

に比べ周波数のスプリアスが極めて少ない(11)。以上のような環境、測定法を実施するため

に今回新たに測定装置の開発にも取り組んだ。この装置は、他のセンサ TEG デバイスの計

測を行うために真空プローバとレーザドップラー計測を同時に実現可能なよう設計してい

る。また中性粒子ビームエッチング装置、８インチ対応化のためにアパーチャの設計に取

り組みその妥当性を理論と実験から検証した。中性粒子ビームエッチング、ダメージレス

効果面内分布測定のために、8 インチウェハ面内 52 点についてカンチレバーの共振周波数

と Q 値の初期特性を計測し、中性粒子ビームエッチング後の特性推移を観察した。 
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（ⅰ）.4.1 計測装置 
今回、中性粒子ビームエッチング装置の面内特性分布を正確に測定するため、完成した

ウェハをチップ化後の計測では効率も悪く測定箇所も計測毎に大きく変化してしまう可能

性がある。８インチオンウェハ状態で機械振動計測を行う装置は一般的に存在しない。専

用の装置開発を行う必要があり、8 インチウェハ上に存在するカンチレバーの共振周波数と

Q 値を容易に計測できるような計測装置を考案した。カンチレバーの振動を計測するにあ

たり、高周波数での計測が可能なレーザドップラー計測方法を採用した。レーザドップラ

ー計測法とはドップラー効果と光ヘテロダイン法を利用して、振動速度、振動周波数を検

出するものである。光の周波数は非常に高くドップラーシフトを直接検出するのは困難な

ため、フォトダイオード、アバランシュフォトダイオード(Avalanche Photo Diode : APD)な
どの二乗検波特性を持つ光検波器を使用する。周波数偏移する前の光を参照光として同時

に入射し干渉させることにより周波数を検出する方法を、光ホモダイン検波という。参照

光の周波数を音響光学変調器(Acoustic Optical Modulator : AOM) によりシフトしておき、

周波数偏移の符号まで検出可能にしたものが光ヘテロダイン法である。カンチレバーの励

振方法には光熱励振法を採用した。光熱励振法とはカンチレバーの梁にレーザ光をあてる

ことで熱エネルギーを与え、カンチレバーの上面と下面に温度差を発生させる。レーザに

当たった上面付近は熱膨張による伸長からたわみが生じるため、レーザ強度を変調させる

ことによってカンチレバーを任意の周波数で加振することが可能となる。一般的に励振法

に用いられるピエゾ励振はピエゾ接触面からカンチレバー先端までの機械的特性が付加さ

れる影響からスプリアスが多く発生するが、光熱励振では直接カンチレバーのみ振動エネ

ルギーを与えるのでこの影響が少ない。これらの理由から光熱励振法を採用した。また励

振レーザ波長はSiでの光吸収率が高い405nm の半導体レーザを使用した。図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4
－1.に装置の構成図、図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－2.に装置の全体像を示す。装置構成図について

説明する。真空チャンバー内には X、Y、Z、θのステージを内包する構造となっている。

プローバはチャンバー上面からアプローチし、先端針把持部までの手の長さを極力短くで

きるように工夫した。また、プローバには押し圧センサを設けており、電極パッド等への

押し当て状況を把握できるようになっている。センサ、XYZθステージ、そして真空ポン

プは専用ソフトにより PC 上で一括制御できるようになっている。また、ウェハ上のデバイ

スアプローチ状況を TCP/IP 接続により送受信することにより測定のオートメーション化

を可能としている。 
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図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－1. 計測装置の構成図 

 
図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－2. 計測装置の全体写真 
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（ⅰ）.4.2 中性粒子ビームエッチング装置 8 インチ用アパーチャ設計 

8 インチ対応中性粒子ビーム装置を開発するに当たり、アパーチャの設計が重要なポイ

ントとなる。まず、ガスの流れおよび圧力が大口径化によりどのように変化するかを理解

し、制御すること。それから、大口径化した際の実際のエッチング特性（エッチング形状、

面内均一性）を調べ、 適化することが重要である。まず、8 インチ対応とするためには、

アパーチャ上下の圧力をそれぞれ望ましい範囲にしなければならない。アパーチャ上下の

圧力は主に、装置の真空ポンプの能力・アパーチャのコンダクタンス・ガス流量によって

決まる。ここで、アパーチャ上側とは図１のプラズマ室で、プラズマが生成される空間、

アパーチャ下側とは図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－3.のプロセス室で、エッチング対象物が置かれ、

アパーチャ上側で生成したプラズマからビームが引き出されてエッチング対象物の加工

が起こる空間である。アパーチャ上側にはガス導入ラインとプラズマ生成のためのアンテ

ナ、アパーチャ下側にはエッチング対象物のほかに真空ポンプへの接続が存在する。 

～ 400kHz

13.56MHz

マッチング

ステージ

アパーチャ

～

マッチング

RFアンテナ 誘電体窓

ガス導入

プラズマ室

プロセス室

真空
排気

 
図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－3. 中性粒子ビーム装置の概略図 

 
次に、エッチング特性を維持することが必要である。アパーチャの開口率が低くなると

レートが低くなるばかりかエッチング特性に細かな分布が生じる恐れがある。極端な場合

には、アパーチャの穴の形状や分布がそのまま被エッチング物に転写される恐れもある。

これを防ぐには、アパーチャとステージとの距離（20mm）とアパーチャアスペクト比、ア

パーチャの穴の分布を考慮して設計する必要がある。8 インチ全体でのマクロな均一性を維

持するためには、プラズマそのものの均一性が達成されることが第一に必要となる。これ

については平成 21 年度までに達成されている。また、アパーチャとステージの間の空間に

圧力勾配が生じると均一性を損なう可能性がある。圧力勾配を生じさせないため、あるい

は圧力勾配が生じても無視できるようにするためには、圧力を十分に下げる必要がある。

中性粒子ビーム装置内の圧力を求めるに当たり、アパーチャを、多数の配管が並列につな

がったものとみなすことができると考えた。配管をガスが流れるとき、その流量 Q は両端
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の圧力を P1、P0として、 
Q = C (P1 – P0)        (1) 

と表現することができる。ここで、C をコンダクタンスと呼ぶ。ガスの流れ方は、ガスの平

均自由行程λと系のサイズ L の大小関係で大きく異なる。 クヌーセン数 Kn = λ/L を導入

し、Kn が小さいときを粘性流領域、大きい時を分子流領域という。粘性流領域と分子流領

域ではコンダクタンスも異なる。ここで、アパーチャのサイズは mm サイズ、平均自由行

程は cm サイズの領域を扱うので、分子流領域である。Knudsen によると、配管が短い極

限、つまりオリフィスでは、コンダクタンスは以下の式で表される。 
Com = 11.43 (T / M)0.5 a2       (2) 

ここで、ここで Comは L/s 単位のコンダクタンスで、添え字 o はオリフィス、m は分子

流を意味している。T は温度でケルビン単位、M は分子量で g/mol 単位、a は配管の半径で

cm 単位である。配管が長い極限では、流量は 
Qlm = (8a / 3l) Com (P1 – P0)      (3) 

と表される。ここで l は配管の長さで cm 単位である。この式は真空技術の教科書などで広

く紹介されているが、配管が短い場合は現実の値からずれてくる。そこで、透過係数αを

導入し、 
Qm = αCom (P1 − P0)      (4) 

と表現することを Clausing が提案した。このαを求める数表や式は、Clausing 自身のも

のも含め、いくつか発表されている。ここでは、Santeler が提案した、簡単かつ正確な式

を採用する。この式は、以下の通りである。 
α = 1/(1 + 3l’ / 8a)       (5) 
ここで、l’は以下の式で表される。 
l’/l = {4/3 + k(l/a)e} / {1 + k(l/a)e}     (6) 

ここで、k と e は、k = 0.128089, e = 1.10669 のとき絶対誤差が 小となり （ 大

0.001165）、k = 0.168958, e = 0.935413 のとき相対誤差が 小となる （ 大 0.428%）。単

純には、k = 1 / 7, e = 1 のとき、 
l’/l = 1 + 1 / {3 + 3l / 7a}      (7) 

と単純な形となり、相対誤差の 大値は 0.7%となる。 
アパーチャを構成する 1 個の穴のコンダクタンスは、上記の式で求めることができる。

アパーチャ全体のコンダクタンスは、これを穴の個数倍したものと考えられる。穴の個数 N
は、穴の半径（たとえば 0.5mm）を a、アパーチャ範囲の半径（たとえば 100mm）を r、
開口率（たとえば 0.5）を R とすると、 

N = R (r/a)2        (8) 
と求めることができる。これらから、アパーチャ全体のコンダクタンス Callは 

Call = N α Com        (9) 
と求められる。 
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アパーチャのコンダクタンスが求まると、アパーチャ上下の圧力を求めることができる。

まず、定常状態では、アパーチャを通るガスの流量はガスの供給量と同じであることから、

アパーチャ下側の圧力 Pb をまず決定できる。ガス流量を Q0、真空ポンプの排気能力を P
とすると、 

Pb = Q0 / P        (10) 
次に、ガス流量とアパーチャのコンダクタンスから、アパーチャ上側と下側の圧力差が

求められる。アパーチャ上側の圧力を Paとすると、 
Q0 = Call (Pa – Pb) 
Pa = Pb + Q0/Call        (11) 

と求められる。 
口径 10cm タイプの中性粒子ビーム装置を用いて、アパーチャ上下の圧力を実測し、上記

の計算式による計算結果と比較した。計算に当たっては、ポンプの排気能力とアパーチャ

上側圧力を未知数とし、ガス流量（設定条件であり既知である）とアパーチャ下側圧力（通

常の装置セットアップで測定可能である）を与えてアパーチャ上側の圧力を計算した。こ

の計算値を、特別な装置セットアップで測定したアパーチャ上側圧力と比較した。図

Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－4.は、このときの、アパーチャ上側の圧力の計算値と実測値の比率をプ

ロットしたものである。なお、このときのアパーチャは、穴径 1mm、厚さ 10mm、アパー

チャ範囲 100mm、開口率 50%である。 
この結果を見ると、計算は実測とよい一致を示していることが分かる。流量が低い領域

では誤差が大きいが、これは非常に低い圧力を測定するため、測定値の誤差が大きいため

だと考えられる。なお、このように、アパーチャを設計する上で重要な圧力の計算ができ

ていることが示された。計算の有効性が証明されたことにより、この計算方法を用いて、

様々なアパーチャを用いたときの上下圧力を予測することが可能となる。すなわち、圧力

予測に基づいたアパーチャの設計が可能となる。 
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図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－4. アパーチャ上側圧力の実測と計算の比率 
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平成 21 年度までは直径 120mm 範囲のアパーチャを用いていたが、直径 200mm 範囲の

アパーチャを用いたエッチングの検討を行った。これまで標準で用いていた、穴径 1mmφ・

厚さ 10mm・範囲 120mmφ・開口率 50%のアパーチャを用い、塩素ガス 80sccm を流しア

パーチャ下圧力が 0.29Pa のとき、アパーチャ上圧力は 3.22Pa であると求められる。ガス

流量は多い方がエッチングレートの上昇につながることが分かっている。これはアパーチ

ャ上側の圧力が高くなることでプラズマ密度が高くなり、ビームフラックスが向上するた

めだと考えられる。しかし、ガス流量を増やすとアパーチャ下側の圧力も上がってしまう。

アパーチャ下圧力が 0.29Pa のとき、ビームの平均自由行程は約 2cm であり、これ以上圧

力を上げると、アパーチャから放出されたビームが加工対象のウェハ（アパーチャから 2cm
の距離に設置される）に到達するまでに減衰してしまうと考えられる。すなわち、アパー

チャ下圧力が 0.29Pa となるようにガス流量を調節するのが 適と考えられる。 
ここで、穴径・厚さ・開口率はそのままで、範囲を 200mmφとしたアパーチャを用いた。

アパーチャ下の圧力はアパーチャのコンダクタンスに依存しないため、120mmφの場合と

同じく塩素ガス 80sccm、下圧力 0.29Pa とした。式(11)を用いて、このときのアパーチャ上

圧力は 1.35Pa と求められた。およそ 1Pa 以上でプラズマが正常に生成すると考えられる。

従って、この条件はアパーチャ上では正常にプラズマが生成し、かつアパーチャ下ではビ

ームがほとんど減衰せずに基板に到達する条件であると考えられる。なお、塩素ガス流量

を 60sccm としたとき、アパーチャ上下の圧力はそれぞれ 1.01Pa と 0.22Pa と計算される。

すなわち、このアパーチャを用いた場合、ガス流量の調節可能範囲は 60sccm~80sccm であ

ると予想される。 
この条件でエッチングを行った結果を図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－5.に示す。塩素 80sccm の条

件では、Vpp が高い条件では堆積が起こってしまうが Vpp を下げた条件ではエッチングが

可能となった。エッチレートを上げるために、塩素を徐々にフッ素に置き換えていった。

フッ素 6sccm＋塩素 74sccm の条件では、エッチング形状が垂直なまま、エッチレートが上

昇した。さらに、フッ素 40sccm＋塩素 40sccm ではエッチレートが大きく上昇した。 
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図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－5. 200mmφ範囲のアパーチャを用いたエッチング結果 
 

エッチングレートの面内均一性については、以下のように考えることができる。本装置

は市販の 8 インチエッチャーを元に構築したため、プラズマ源の面内均一性は非常によい。

プラズマ粒子は容器の壁面に到達すると消滅するため、容器中央付近でプラズマ密度が高

く、壁面付近で低くなる。そのため、市販の装置では、チャンバー中心付近でアンテナ密

度を低く、周辺のアンテナ密度を高めるような仕組みとし、結果として面内均一性が得ら

れるように設計されている。中性粒子ビーム装置では、装置内にアパーチャを導入するた

めにチャンバー壁面に改造を加えており、面内分布が変化する可能性がある。 
エッチングレートの面内均一性を実際に評価するため、直径 8 インチの範囲のうち、中

央と端付近（中央から 8cm の位置）についてエッチングレートを比較した。その結果を、

中央と橋付近におけるエッチングレートをそれぞれ ERcと EReとして r = ERe / ERcという

パラメータで表現することとし、その値を図Ⅴに記載した。いずれも r 値は 1 よりわずか

に低い値で、中央付近の方が周辺部分と比較しエッチングレートがわずかに早い結果とな

っている。しかし、エッチングレートの面内均一性は±4%から、 大でも±15%以内とな

っており、問題のない値だと考えられる。 
なお、エッチング形状（アスペクト比）向上のために、よりアスペクト比の高いアパー

チャを用いる可能性がある。たとえば、穴径 0.5mmφ・厚さ 10mm・範囲 200mmφ・開

口率 50%のアパーチャを用いると、塩素 80sccm を流したとき、アパーチャ上下の圧力は

それぞれ 2.22Pa と 0.29Pa と予想される。さきほどの穴径 1mmφのアパーチャと比較し、

アパーチャ上下の圧力差が大きくなっている。これは、穴径を小さくすることでコンダク

タンスが低下するためである（穴径を小さくするとアパーチャ 1 個あたりのコンダクタン

スは穴径の 3 乗で低下し、穴数は穴径の-2 乗で増加するため、全体としてコンダクタンス

Ⅴ‐435 
 



は穴径に比例して低下する）。一方、塩素 36sccm を流したときはそれぞれ 1.00Pa と 0.13Pa
と予想される。すなわち、ガス流量の調節可能範囲は 36sccm～80sccm となり、さきほど

の穴径 1mmφの場合と比較して広くなった。これは、エッチング条件を 適化できる範囲

（自由度）が広くなったことを意味する。すなわち、エッチング形状向上のためにアパー

チャのアスペクト比を向上させたことが、結果として、プロセスウインドウの拡大に貢献

したと言える。 
 

（ⅰ）.4.3 特性評価 
カンチレバーの特性計測にはネットワークアナライザを使用し、周波数のスイープ信号

で励振レーザの変調を行う。励振レーザはカンチレバーの根元付近に照射し、設計したカ

ンチレバーの共振周波数付近（今回の設計では 50kHz~100kHz）の信号を送れば、一次の

振動モードでカンチレバーを共振振動させることが可能である。振動の速度信号は、一次

振動モードで速度が 大となるカンチレバー先端付近へ測定レーザをエイミングし計測可

能する。ただ、測定信号が工学系へと還らないような荒れた表面や、測定レーザに対して

垂直でない面に対しては計測することができない。レーザドップラーの FM 検波回路や、

フィルター等を介して出力された速度信号をネットワークアナライザへ入力することで、

共振周波数と Q 値を計測した。実際の測定画面を図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－6.に示す。測定は、

カンチレバーの初期特性を面内 52 点で計測したウェハで、中性粒子ビームエッチング後の

特性推移を観察する手法を取った。ウェハは外部ファウンダリで試作したウェハを使用し

た。外部ファウンダリで作製したウェハはプロセス途中にデバイス層への LP-CVD 酸化膜

成膜を行っているため、表面へプラズマダメージが加わっている。そのため初期の表面欠

陥状況は低い値を示した。しかし、その後中性粒子ビームエッチングを行った結果、表面

状態が理論値へと近づいてく様子が観察できる。中性粒子ビームエッチングがダメージレ

スなエッチング方法であることが証明されたと考える。また、表面状態は 2 分間、およそ

100nm エッチング行ったところで特性のサチュレーションが起こり、その後の更なる追加

エッチングでは特性の状態がほぼ変化しない結果となった。表面状態の推移を図Ⅴ.2.2.2
（ⅰ）.4－7.に示す。 
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図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－6. ネットワークアナライザでの測定画面 

 

    
図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－7. 中性粒子エッチング後の特性推移。 
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（ⅰ）.4.4 考察 

中性粒子ビームエッチング装置のアパーチャ上下の圧力を計算する方法について検討し、

その妥当性を実験によって示した。さらに、大口径（範囲 200mmφ）アパーチャを用いた

エッチングの検討を行い、200mm 範囲でのエッチングが可能であること、エッチングレー

トの面内分布は中央付近が周辺部分より若干エッチングレートが高いものの、面内均一性

の観点からは問題ないことが示された。図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－8.にエッチングレート分布を

面内 9 点について計測した結果を示す。 
ここで、図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－7.を今一度見てみると、中性粒子ビームエッチングのエッ

チングレートのみによる分布を表しているとは考えづらい。約 50nm エッチング後の特性

分布のみを考えればおおよそエッチングレートとの相関だと思われるが、その後の 100nm
エッチング後の特性分布は周辺部で表面特性が良く、中心部で表面特性はほぼ変化してい

ない。中性粒子ビームエッチング、真の大口径化のためにはエッチングレートの平滑化の

みではなくこれらのダメージレス効果の分布と合わせてアパーチャの設計を行うことが必

要であると思われる。 

 
図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.4－8. 中性粒子エッチングの面内９点のエッチングレート分

布 
 

（ⅰ）.5 まとめ 
カンチレバーのエネルギーロス理論について検討し、共振周波数で振動するカンチレバ

ーの Q 値についてカンチレバー表面の欠陥状態を表す が支配的な条件を測定環
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境と設計値を適切に選択することにより実現した。カンチレバーの試作について平成

22 年度は３度の試作を行った。それぞれ、８インチウェハを使用するプロセス、事前

の条件出しとして行った 4 インチウェハを用いた産業技術総合研究所クリーンルーム

での試作、外部ファウンダリでの試作、G デバイスセンターつくば８インチラインで

の試作である。また、完成した 8 インチウェハについては寸法精度等の詳細な検討を

行った。カンチレバーの特性を評価するために、8インチウェハも挿入可能な大型の真

空チャンバー内で、機械振動を測定するレーザドップラー測定機構、光熱励振機構、

プローバによる電気特性評価機構、を同時に計測可能な世界で初めての測定装置開発

を行った。そして、中性粒子ビームエッチング装置については８インチ対応化のため

に適切なアパーチャの設計に取り組みその妥当性を理論と実験から検証した。８イン

チウェハ面内に一様作製したカンチレバーを中性粒子ビームエッチング、ダメージレ

ス効果面内分布測定のために、ウェハ面内 52 点についてカンチレバーの共振周波数と

Q 値の初期特性を計測し、中性粒子ビームエッチング後の特性推移を観察し、これか

らの中性粒子ビームエッチング装置開発に重要な指針となるデータを取得できた。 
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（ⅰ）.7 付録 
カンチレバーのQ値を総合的に計算するプログラムを下記に示す。このプログラムを実行

することで、図Ⅴ.2.2.2（ⅰ）.2－5.のグラフが取得できる。なお、本プログラムはR 言語

を使用している。R言語は有名な統計言語『S 言語』をオープンソースとして実装し直した

Ⅴ‐439 
 



統計解析ソフトであり、さまざまなプラットフォーム（OS）に対応し、誰でも自由にダウ

ンロードすることができる。それにもかかわらず、世界中の専門家が開発に携わり、日々

新しい手法・アルゴリズムが付け加えられている。計算が速く、グラフィック機能も充実

しているため数値計算などに 適な言語である。 

 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
#変数、定数宣言 
Eds  <-seq(0.4,1, by=0.2)          #複素ヤング率 
Esi  <-1.69*10^11#ヤング率 
kn  <-1.875 
Psi  <-2330 
km  <-3.625*10^-3 
kapa <-150 
Cp  <-700 
alpha <-2.6e-6 
Temp <-300 
Width  <-30e-6     #カンチレバーの幅 
Hight  <-seq(1e-7, 6e-6, by=1e-7)  #カンチレバーの厚み 
Length  <-150e-6 #カンチレバーの長さ 
Press  <-seq(1e-3, 1000, length=10)    #雰囲気中の圧力 
#surface loss:関数の定義 
Qsurface<-function(x,y){1/(x*Width/(2*(3*Width+x))*Esi /y)} 
#support loss:関数の定義 
Qsupport<-function(x,y){1/(2.081*(y/x)^3)} 
#Air flow loss:関数の定義 
Qair <-function(x,y){1/(kn^2/(km*x)*(2e-6/y)^2*sqrt(Psi*Esi/12))} 
#F0 
F0<-function(x)(pi*kapa/(2*Psi*Cp*x^2)) 
#resonant frequency 
ResFreq <-function(x,y)(kn^2/2/pi*x/y^2*sqrt(Esi/12/Psi)) 
#Thermo elastic damping 
QTED<-function(x,y)(1/(2*Psi*Cp/(alpha^2*Esi*Temp)*(1+(ResFreq(x,y)/F0(x))^2)/(2*R
esFreq(x,y)/F0(x)))) 
#グラフのx座標とy座標の関数 
X1  <-Hight*1e6 
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Y1  <-1/(outer(Hight, Eds, Qsurface)+Qsupport(Hight,Length)+QTED(Hight, 
Length)) 
#X2  <-Hight*1e6 
#Y2  <-outer(Hight, Length, Qsupport) 
#X3  <-Press 
#Y3  <-outer(Press, Length, Qair) 
#X4  <-Hight*1e6 
#Y4  <-outer(Hight, Length, QTED) 
#plotプロパティの変数化 
y1label <-"Q Total"   #ylabプロパティに使用 
y2label <-"1/Q Support" 
y3label <-"1/Q air" 
y4label <-"QTED" 
x1label <-"Thickness[um]"   #xlabプロパティに使用 
x2label <-"Thickness[um]" 
x3label <-"Pressure [Pa]" 
x4label <-"Thickness[um]" 
 
title1 <-"Total Loss"   #mainプロパティに使用 
title2 <-"Support Loss" 
title3 <-"Air Damping Loss" 
title4 <-"Thermo Elastic Damping" 
 
color  <-T     #colプロパティに使用 
plotline1 <-c(1:length(Eds))  #ltyプロパティに使用 
plotline2 <-c(1:length(Length)) 
plotline3 <-c(1:length(Length)) 
plotline4 <-c(1:length(Length)) 
plotpoint1 <-1:length(Eds)   #pchプロパティに使用 
plotpoint2 <-1:length(Length) 
plotpoint3 <-1:length(Length) 
plotpoint4 <-1:length(Length)   
#グラフ作成 
matplot(X1, Y1,  type="o", ylab=y1label, xlab=x1label, col=color, 
main=title1, pch=plotpoint1, lty=plotline1) 
#凡例 :locator(1)命令でマウスクリック箇所から座標の決定 
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legend(locator(1),pch=plotpoint1, lty=plotline1, col=color, 
 legend=paste("δEds=", Eds)) 
#quartz() 
#matplot(X2, Y2, type="o", ylab=y2label, xlab=x2label, col=color, 
#main=title2, pch=plotpoint2, lty=plotline2, ylim=c(0,7e-5)) 
#凡例 :locator(1)命令でマウスクリック箇所から座標の決定 
#legend(locator(1),pch=plotpoint2, lty=plotline2, col=color, 
# legend=paste("l=", Length*1e6,"[um]")) 
#quartz() 
#matplot(X3, Y3, type="o", ylab=y3label, xlab=x3label, col=color, 
# main=title3, pch=plotpoint3, lty=plotline3, log="xy") 
#凡例 :locator(1)命令でマウスクリック箇所から座標の決定 
#legend(locator(1),pch=plotpoint3, lty=plotline3, col=color, 
# legend=paste("l=", Length*1e6,"[um]")) 
#quartz() 
#matplot(X4, Y4, type="o", ylab=y4label, xlab=x4label, col=color, 
# main=title4, pch=plotpoint4, lty=plotline4, log="y") 
#凡例    :locator(1)命令でマウスクリック箇所から座標の決定 
#legend(locator(1),pch=plotpoint4, lty=plotline4, col=color, 
# legend=paste("l=", Length*1e6,"[um]")) 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 



（ⅱ）μプローブＴＥＧの設計・試作   
（ⅱ）－1 背景 
 可動部位を有することは、従来の電気回路デバイスに対する MEMS デバイスの本質的な

優位点の一つである。しかしその半面、MEMS デバイスの動作中に可動部位の摺動面や接

点において生じる摩擦・摩耗、接触抵抗変動等のトライボロジ的な現象をいかに的確に把

握し、管理するかという点もまた本質的な課題となる。 
 BEANS 研究所 3D-BEANS センターにて平成 20～21 年度にかけて開発されてきた、３

次元構造物に対して機能性ナノ構造を位置選択的に配置した耐摩耗構造プローブに対して

も、この課題は同様に当てはまる。nm オーダの先端径を有するプローブ先端と接触面間に

おいて生じる摩擦・摩耗などの各種物理現象を的確に測定・評価し、物理モデルへとブレ

イクダウンすることは、所望の機能を実現する上では避けて通ることのできない重要項目

の一つである。 
 以上のような背景から、3D-BEANS センターではプローブ先端におけるナノレベルの接

触面間相互作用（摩耗現象・通電現象など）を測定しモデル化するナノトライボロジ評価

技術の確立を目的とした研究活動を続けている。具体的には、平成 21 年度までにシングル

プローブの先端と接触対象媒体の間の nN レベルの物体間作用力と、両者の電気的コンタク

ト特性を計測するナノトライボロジ評価系を立ち上げるとともに、シングルプローブ先端

におけるナノサイズ領域の電気的コンタクト特性と物体間接触力との相関関係に着目し、

媒体表面の洗浄処理有無やプローブ先端曲率半径などの各種条件が非摺動接触時の接触抵

抗値及びそのばらつきに与える影響についての定量的な分析、等を実施してきた（図

Ⅴ.2.2.2(ⅱ).1-1）。 
 

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).1-1 3D-BEANS センターにおけるナノトライボロジ研究 

 
 

Ⅴ‐443 
 



 これを受け、Ｇデバイスセンターでは平成 22 年度、マルチプローブの特性バラツキの抑

制に貢献するマルチ環境下での技術課題抽出と原因の分析を行い、各種センシングデバイ

ス、新原理センサの産業的な実現性を判断する基礎データの構築にむけ以下の検討を行う。 
 
・ 先端８インチラインを活用して先端部の有効径・幅がサブミクロンであるマルチプロ

ーブアレイを試作し、マルチプローブ評価装置を導入してシングルプローブでの検出感度

を維持しながら、ウェハ内、及びロット間の形状・特性のバラツキを評価する。 
 
・また、作製したマルチプローブアレイが８インチラインの検査デバイスとして適用でき

るかの可能性を検討する。 
 
（ⅱ）－2 マルチプローブ評価装置 
 
 マルチプローブアレイデバイスにおける複数プローブの先端のナノトライボロジ現象計

測（接触抵抗値計測など）は、今年度 先端８インチラインに導入されたマルチプローブ

評価装置（住友精密工業）を用いて実施した（図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).2-1）。マルチプローブ評価装

置は、正式名称を Scanning Multi-Probe Nano Lithography System といい、高スループ

ットのプローブリソグラフィを主目的として開発された装置であるが、マルチプローブ先

端のナノトライボロジ現象の評価装置としても適用可能である。具体的には、 大 20 本の

プローブに対して電圧一定、電流一定の各条件下で電圧を印加し、個々のプローブ先端に

流れる電流値を個別に計測することができる。更に、２式の光てこ機構を有し、マルチプ

ローブアレイの両端のプローブカンチレバーの撓み量を計測することで、プローブアレイ

と摺動対象媒体が平行になるようチルトを調整し、全プローブの接触荷重がほぼ等しくな

るように制御できる（図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).2-2）。 
 

マルチプローブデバイス（最大20プローブ）

 摺動対象媒体 or 描画対象摺動対象媒体 or 描画対象媒体媒体

マルチプローブデバイス（最大20プローブ）

図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).2-1 

 

マルチプローブ評価装置と評価方法のイメージ図 
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光てこ機構

マルチプローブデバイス

媒体
チルト補正

個々のプローブ先端

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).2-2 ２式光てこによるチルト補正機構 

るプレ試作の実施 

。試作に先駆けて立案されたプロセスフローは表Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.1-1 に示す３

類である。 
 

表Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.1-1 ４インチライン試作のプロセスフロー 

 
 
（ⅱ）－3 ４インチラインによ

（ⅱ）－3.1 プロセスフロー 
 マルチプローブアレイデバイスの 先端８インチラインでの試作を実施するに際し、プ

ロセスフローの 適化及び各プロセスの条件出しを行う目的で、４インチラインでのプレ

試作を実施した

種

工程 プロセス① プロセス② プロセス③
1 マスク１リソ マスク１リソ マスク１リソ
2 SiNエッチング DRIE DRIE
3 TMAH マスク２リソ マスク２リソ
4 Wet酸化 DRIE DRIE
5 マスク２リソ マスク３リソ Wet酸化
6 SiNエッチング スパッタ SiNエッチング
7 TMAH リフトオフ TMAH
8 Wet酸化 表面保護 SiO2エッチング
9 SiNエッチング マスク４リソ（裏） マスク３リソ

10 TMAH DRIE スパッタ
11 SiO2エッチング SiO2エッチング リフトオフ
12 マスク３リソ 洗浄 マスク４リソ
13 スパッタ DRIE
14 リフトオフ マスク５リソ（裏）
15 マスク４リソ DRIE
16 DRIE SiO2エッチング
17 マスク５リソ（裏） 洗浄
18 DRIE
19 SiO2エッチング
20 洗浄

プロセスフロー
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 プロセス①は、SiN 膜および Wet 酸化膜をエッチマスクとした TMAH による異方性エッ

チングを２回使用することで、プローブの先端を半ピラミッド状に鋭利に尖らせることを

狙ったプロセスである。プロセス①を用いてデバイスを完成させた場合のプローブ先端推

定形状を図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.1-1 に示す。しかし、本プロセスフローは難易度が高く、実際に８

インチラインを駆使して試作する段階になって条件出し等の時間が十分に確保できないリ

クがあったため、本プロセスを用いたプレ試作は実施を見送った。 
 
ス

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.1-1 プロセス①によるデバイス完成予想図 

きるのであれ

、８インチラインでの試作は本プロセスを採用することが有望となる。 
 

 
 プロセス②は、プローブの先端を２次元的に鋭利に加工することで先端を尖らせること

を狙った、TMAH による異方性エッチングを用いない も簡便なプロセスである。先端を

鋭利に尖らせるために、先端部の加工を２枚のフォトマスクに分けて別々に行うという工

夫をしている（図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.1-2）。仮に本プロセスを用いて、先端部の有効径・幅がサ

ブミクロンであるマルチプローブアレイを作成でき、なおかつシングルプローブでの検出

感度を維持しながら個々のプローブのナノトライボロジ特性の評価を実施で

ば

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.1-2 プロセス②③における先端２段加工法 

ことで、TMAH エッチングの回数を１回だけで済むように簡素化したプロ

 
 プロセス③は、プロセス①と同様に、TMAH 異方性エッチングによりプローブ先端を３

次元的に鋭利に尖らせることを狙っているが、プロセス②の先端部を２段加工するテクニ

ックを併用する

セスである。 
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 なお、プローブ先端に電流を印加するための電極材料には、Ti 膜(厚さ 20nm)を下地とし

た W 膜(厚さ 80um)を使用した。W 膜はウェット加工が困難であり、またドライ加工の際

にカンチレバー母材となる Si との選択比が取りづらいため、今回は W 膜の加工にはリフト

オフプロセスを利用した。なお、プローブ先端から電流を流すために電圧を印加する電極

とは独立して、プローブ先端摺動対象媒体との間に交流電圧を印加することでプローブを

静電力で加振するための加振用の電極を設けている。これは、プローブをタッピングする

ことによるプローブ先端摩耗量の低減を狙ったものだが、今年度はこれを利用したプロー

加振試験は実施しなかった。 
 
ブ

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.1-3 プローブ電極膜の分割 

プローブが若干左右非対称な形

剥がれなどを発生さ

NG 品であるが、こうし

 
（ⅱ）－3.2 作成されたデバイス 
 プロセス②及び③にて４インチラインで試作を行い、完成したデバイスの SEM 画像をそ

れぞれ図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.2-1、図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.2-2 に示す。いずれの試作においても、プロー

ブ先端の尖り角度が鈍角なものと鋭角なものとの２種類のサンプルを作成したが、いずれ

においても先端が鋭利な、先端有効径がサブミクロンであるプローブを作成できている。

また、プロセス③については、TMAH を用いてプローブ先端を３次元的に尖らせることに

成功している。但し、２枚のマスクの合わせずれにより、

状になっている点が課題である（図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.2-3）。 
 リフトオフプロセスを用いた W 電極膜の加工についても、電極膜の

せることなく、良好なパターニングを実施できていることが分かる。 
 なお、参考までに、完成したプローブを、 先端８インチライン検査工程に導入された X
線 CR スキャナ装置で観察した結果を図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.2-4 及び図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.2-5 に示す。

十分な空間分解能を持って、デバイスの複雑な形状を３次元的に計測できていることが分

かる。また、W 電極部と Si カンチレバー部の材質の違いも明確に識別できている。後者の

サンプルは、リフトオフプロセス時に W 電極膜剥がれが発生した
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た NG 品のスクリーニングにも使用できることを示唆している。 
 

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.2-1 プロセス②完成サンプルの SEM 画像 

 

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.2-2 プロセス③完成サンプルの SEM 画像 
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.2-3 マスク合わせズレに起因する形状ばらつき 

 

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.2-4 X 線 CT スキャナによる形状測定（プロセス③：鈍角先端） 
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.2-5 X 線 CT スキャナによる形状測定（プロセス③：鋭角先端） 

 
 
（ⅱ）－4 ４インチラインサンプルの評価 
（ⅱ）－4.1 陽極酸化による描画実験 
 完成した４インチラインサンプルに対して、マルチプローブ装置を用いた評価を実施し

た。第一には、Si ウェハに対してマルチプローブデバイスの先端を摺動させながら、プロ

ーブ先端電極に電圧を印加することで Si ウェハ媒体に対して電流を流し、それによってウ

ェハ上を局所的に陽極酸化させてパターンを描画する、所謂局所陽極酸化法（LAO: Local 
Anodic Oxidation）による描画試験を実施した。 
 描画に用いる Si ウェハは、事前に硫酸過水による洗浄を実施したのち、希フッ酸処理に

より表面酸化膜を除去する。これに対して表Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.1-1 に示した描画条件で、６つの

パターンを描画する。“撓み量”は実際に光てこによる計測が可能な両端のプローブについ

てのものであり（図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.1-1 参照）、仮にプローブ先端の高さにばらつきが発生し、

一部のプローブが両端のプローブ高さより高い位置にいた場合、撓み量が小さい場合には

プローブ先端が Si 媒体と接触しないことがあり得るが、撓み量を増大するに伴って徐々に

全てのプローブが媒体に接触するようになると考えられる。“摺動速度”は、プローブを媒

体に対して摺動させる際の両者の相対速度を示している。プローブ先端に印加する電圧は

全ての試行で 4V 一定とした。なお、各デバイスに 20 本ずつあるプローブのうち、#1～#10
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に電圧を印加し、10 本同時の描画を行った。 
 

表Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.1-1 描画条件 

50um

10
um

描画形状

9.06

6.05 1.6

4

1.13

0.62
3.0

4.0

0.11

摺動速度

[um/s]

印加電圧

[V]

撓み量

[um]
Trial 描画形状

9.06

6.05 1.6

4

1.13

0.62
3.0

4.0

0.11

摺動速度

[um/s]

印加電圧

[V]

撓み量

[um]
Trial

 
 

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.1-1 光てことプローブ番号 

 
描画が終了した後、Si ウェハを TMAH で軽く（60℃40sec）エッチングし、陽極酸化で

描画された SiO2 パターンを顕在化させ、SEM での描画パターン観察が容易になるように

した。プロセス③で試作したデバイス、プロセス②で試作したデバイスのうち先端が鈍角

のものと鋭角のもの、の計３サンプルについて描画試験を実施し、上記処理で顕在化させ

た描画パターンを SEM 観察した結果を図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.1-2 に示す。プロセス②、③のどち

らのプロセスで作成したサンプルも、何らかのパターンを描画することが実現できている。

しかし、それぞれのデバイスとも 10 本のプローブで描画を行っているうち、実際に何らか

の描画を実施できているものは２～４本程度となっている。また。描画の成否は表

Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.1-1 に示した描画条件に全く依存していなかった。 
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#1プロセス③ #6

描画成功プローブ：
#1, #6

プロセス②鈍 #1 #3

描画成功プローブ：
#1, #3

プロセス②鋭 #1 #4

描画成功プローブ：
#1, #2, #3, #4

#1プロセス③ #6

描画成功プローブ：
#1, #6

プロセス②鈍 #1 #3

描画成功プローブ：
#1, #3

プロセス②鋭 #1 #4

描画成功プローブ：
#1, #2, #3, #4

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.1-2 描画されたパターンの SEM 画像 

 
（ⅱ）－4.2 陽極酸化後のプローブ先端 
 （ⅱ）－4.1 節にて、電圧を印加した 10 本全てのプローブでは描画が成功しなかったこ

との原因として、プローブ先端部分の出来栄えが不十分だった可能性を検証するため、描

画に用いたマルチプローブデバイスの先端 SEM 観察を実施した。結果を図

Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.2-1～3 にそれぞれ示す。  
 プロセス③のデバイスについては、描画に成功しなかったプローブ#2～#5 において、表

面の W 電極膜が剥離したような状態になっていることから、プローブ先端の状態と描画成

否にある程度の相関関係を有していることがわかる。しかし、プロセス②で作成したデバ

イス２者については、各プローブともほとんど同様の形状を有しており、描画成否とプロ

ーブ先端状態の間に相関は見られなかった。 
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プロセス③

1 2 3

4 5 6

7 8 9

10

は描画に成功したプローブ

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.2-1 プローブ先端の SEM 画像（プロセス③） 

 

1 2 3

4 5 6

7 8 9

10

プロセス②鈍

は描画に成功したプローブ

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.2-2 プローブ先端の SEM 画像（プロセス②：鈍角先端） 
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6
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プロセス②鋭

は描画に成功したプローブ

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.2-3 プローブ先端の SEM 画像（プロセス②：鋭角先端） 

 
 
（ⅱ）－4.3 両端付近プローブの先端高さ計測 
 個々のプローブの描画成否を支配している要因の可能性として、図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.1-1 に示

したプローブ先端の高さばらつきが挙げられる。この可能性を検証するため、プローブ先

端高さの直接測定を実施した。 
 測定に用いているマルチプローブ評価装置は、図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).2-2 に示すように、プロー

ブアレイ全体のチルトを補正するための２つの光てこ機構を有しているが、これを利用し

て、片方の光てこを意図的に両端以外のプローブに当てつつフォースカーブを測定するこ

とにより、両端のプローブ高さから決まる平面に対してそのプローブがどのくらいの高さ

ズレを有しているかを直接計測することができる（図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.3-1）。但し、この手法

で計測できるのは、光てこの照射可能レンジ内に存在している、両端から２～５本程度の

プローブに限られる。 
 描画を行った３つのデバイスについて、上述の方法でプローブ高さを測定した結果を図

Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.3-2～4 にそれぞれ示す。 

Ⅴ‐454 
 



プローブ番号： Ａ １ ２ ３ ４ ５ …… 20 Ｂ

Z = 0um

光てこ

光てこプローブAとBの高さを揃えた後で、
Aの光てこレーザスポットを
隣接するプローブ上に移動させ、
そのままフォースカーブを測定

↓
各プローブが接触するときのZ変位から
プローブ高さばらつきが計測可能
（但し両端からプローブ4～5本まで）

Probe A vs B Probe 1～4 vs B

-1.0

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

-2 -1 0 1 2 3 4 5

Z Displacement [um]

4P
D

 O
u
tp

u
t 

[V
]

-1.0

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

-2 -1 0 1 2 3 4 5

Z Displacement [um]

4P
D

 O
u
tp

u
t 

[V
]

Probe-A
Probe-B

Probe-1
Probe-B
Probe-2
Probe-B
Probe-3
Probe-B
Probe-4
Probe-B

始めにAとBの高さを合わせた時のフォースカーブ プローブ１～４とＢのフォースカーブ同時測定
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.3-1 光てこによるプローブ先端高さ測定 
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.3-2 プローブ高さ計測結果（プロセス③） 
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.3-3 プローブ高さ計測結果（プロセス②：鈍角先端） 
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.3-4 プローブ高さ計測結果（プロセス②：鋭角先端） 
 
 プロセス③で作成したデバイスの場合、両端のプローブと比較して中央部分のプローブ

の高さが高くなる傾向が見られている。特に#15、#16 は基準平面から 1.6um 以上離れてい

ることから、 もプローブの撓み量が大きい試行（表Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.1-1 の Trial 4,5,6）でも

プローブ先端が Si ウェハ表面に接触していないことになる。恐らく、プローブ#7～#10 に

おいて描画が行われなかった原因は、こうした傾向からそもそもプローブ先端が Si ウェハ

表面に接触していなかったのではないかと推測される。 
 しかし一方で、プロセス②で作成したデバイス２つは、計測できたプローブ先端の高さ

ばらつきが全て±0.5um 以内に収まっており、極めてばらつきが小さい。こうした傾向か

ら鑑みるに、恐らく少なくとも撓み量が も大きい試行（Trial 4,5,6）では全てのプローブ

先端が Si ウェハ表面に接触していると推測される。よって、プローブ先端の接触/非接触を

描画成否の主要因と判断することはできず、他の何らかの要因を推定する必要がある。 
なお、こうした高さばらつきの傾向がプロセスによって異なる理由としては、まずプロ

セス③はTMAH異方性エッチングによりカンチレバーを厚さ方向にエッチングしているた

め、カンチレバー厚みにばらつきが生じやすいことが挙げられる。更にプロセス③で試作

したデバイスではカンチレバー厚みがエッチングされて 終的に約 2um になっているのに

対し、プロセス②で試作したデバイスのカンチレバー厚みは約 4um と倍近いため、曲げ剛

性の弱いプロセス③のデバイスのほうが、W 電極膜等の残留応力によるカンチレバー反り

の影響を受けやすく、その分プローブ先端の高さがばらつき易いものと考えられる。 
 
 
（ⅱ）－5 ８インチラインサンプルの試作 
（ⅱ）－5.1 プロセスフローの選択と変更 
 ４インチラインにて試作評価を行ったサンプルでは、プロセス②、③のどちらのプロセ

スで試作したデバイスでも、同様に局所陽極酸化法によるパターン描画を実施することが

できた。このことから、どちらのプロセスでもプローブ先端から電流を流すという機能は

問題なく発現させることができると分かった。一方、プロセス②はカンチレバー厚さ方向

のエッチングを行わないためプローブ先端高さばらつきが小さく、また何より TMAH を使

用しないためプロセスが簡素なことから、条件出し作業負荷の低減と試作期間の短縮の観

点も加味し、８インチラインにおける試作ではプロセス②を採用することにした。 
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 一方、電極に用いる金属膜は、４インチライン試作における W 膜（Ti 下地）から、Au
膜（Cr 下地）に変更することにした。W 膜は硬度が高く耐摩耗性に優れるため、今回のデ

バイスのように微小コンタクト領域で激しい摺動摩耗に晒される用途には 適と考えたの

が W を選定した理由であったが、一方で W は比較的酸化されやすく、大気中で膜表面に高

抵抗の酸化膜が形成されてしまうという欠点がある。４インチラインサンプル試作評価に

おいて、電極が Si ウェハ表面に接触しているにもかかわらず描画ができなかったプローブ

が存在していた理由として、この表面酸化膜によってプローブ先端～Si ウェハ間の良好な

電気的導通が阻害された可能性を考え、代替として Au 膜を選択した。Au は極めて酸化さ

れにくいため表面に酸化絶縁層が構築されず、理想的な電気接点の電極材料としてよく使

用されるものであるが、一方で硬度、ヤング率ともに金属としては低い部類であり、摺動

により容易に摩耗してしまう。こうした欠点を補うため、Au の膜厚は４インチライン試作

時 W 膜（80nm）よりも厚く（＞100nm）した。 
 なお、Au 膜は W 膜と異なり、Si との十分な選択比を取りながら Wet エッチングによる

パターニングが可能である。しかし今回はプロセスフローを大きく変更することに伴うリ

スクを回避するため、８インチライン試作でも４インチと同様にリフトオフプロセスによ

る電極膜のパターニングを実施することとした。 
 
（ⅱ）－5.2 試作結果について 
 前節の方針に沿って８インチラインでの試作を行い、サンプルマルチプローブデバイス

を完成させた。完成したサンプルの SEM 観察画像を図Ⅴ .2.2.2(ⅱ ).5.2-1 及び図

Ⅴ.2.2.2(ⅱ).5.2-2 に示す。外形上は４インチライン試作時と同様のプローブが形成できてい

ることが分かる。ただ、プローブの先端部分を拡大して観察すると、図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).5.2-2
のようにプローブの先端が欠けてしまう現象が観測された。これは、図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).3.1-2
に示す２段階加工を実施した段階までは４インチラインと同様に鋭利な先端が構成できて

いたものの、その後 Au 電極膜をリフトオフする段階で膜が W と同様に速やかに剥離しな

かったため、やむなくウェハ全体を超音波洗浄することで膜の剥離を推進させたところ、

その際にプローブ先端が欠けてしまったことが原因である。本結果については、次回以降

の試作にフィードバックする予定である。 
 なお、これらのプローブは先端が欠けてはいるものの、実際に媒体とコンタクトする点

は欠けたエッジの部分になると考えられるため、コンタクトする領域はサブミクロンサイ

ズになると推測される。このことから、このような出来栄えのデバイスでも評価への投入

に値するものと判断した。なお、プローブの先端が確実に媒体に対してコンタクトするよ

うに、プローブは媒体に対してある程度の傾斜をもつ形で装置に取り付けられる。このた

め、プローブの先端欠けの長さばらつきは、媒体への接触点の高さばらつきとして計測さ

れることになる。こうした点に着目しながら、サンプルの評価を行うこととした。 
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).5.2-1 ８インチラインで試作したマルチプローブデバイス 

 

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).5.2-2 マルチプローブデバイスの先端部拡大図（#A-112） 

 
（ⅱ）－6 接触時の電流値計測による形状ばらつき評価 
（ⅱ）－6.1 接触電流値の計測について 
 ４インチラインのサンプルを評価する際には、プローブ先端に電圧を印加して Si に対す

る LAO 法描画を実施するという手段を採用したが、この手法では Si の陽極酸化という物

理現象が介在するため、作成したデバイスのプロセス起因形状ばらつきを把握するために
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は、描画条件や描画環境を 適化し、陽極酸化起因のばらつき要因を除外する必要がある

ことが課題である。８インチラインサンプルの評価に当たっては、こうした介在要因を極

力排除し、より直接的に形状要因ばらつきのみの抽出を行うため、プローブ先端に流れる

電流値を計測する手法を採用することとした。 
 上記手法についての具体的な根拠として、昨年度までに 3D-BEANS センターにて実施し

た下記の評価結果が上げられる。資料台にバイアス電圧印加可能な AFM 装置を用いて、図

Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.1-1 に示した実験系により、プローブの接触荷重と接触抵抗値の関係を調査し

た。具体的には、測定開始点や測定点の間隔、プローブ押付け＆引離し速度、 大押込み

変位などを指定し、図に示すように測定場所を少しずつ変えながらプローブの押付け→引

離しを繰り返して実施できる測定モードを利用する。試料台に一定の電圧をかけた状態で

このモードによる測定を行い、プローブの押付け時のプローブ接触荷重と接触抵抗値の関

係を計測した。得られたデータは１回１回の測定ごとに大きくばらつくため、一つの試験

条件について 64 回の繰り返し測定を実施し、それを一つのグラフ上に重ね書きして、全体

の傾向とばらつきを評価した（図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.1-2）。 
 

 

図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.1-1 AFM を用いたシングルプローブの接触抵抗評価 
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.1-2 計測結果の平均的挙動とばらつき 

 
 上記の実験手法を用いて、先端半径約 50nm のプローブを、表面を超音波洗浄した Ru
スパッタ膜に対して、1.4nN/ms の荷重増減速度で接触させた際の接触荷重と接触抵抗値の
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値を評価した。結果を図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.1-3 に示す。多少のばらつきはあるものの、概ね接触

荷重が 200nN 以上の領域において、接触抵抗値が 106Ω以下まで安定して低下しているこ

とが分かる。８インチラインにて試作したマルチプローブデバイスの個々のカンチレバー

のバネ剛性の設計値は約 0.5N/m である。よって荷重 200nN はカンチレバーの撓み量で約

400nm に相当することになる。従って、同様にマルチプローブデバイスの先端を、非常に

導電性の良好な貴金属媒体に対して接触させ、その際のプローブ先端電流値をリアルタイ

ム計測することで、プローブ先端の接触有無を高さ 400nm の分解能で計測できることにな

る。 
 

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.1-3 シングルプローブ接触抵抗値評価結果の一例 

 
 前述したように、マルチプローブ評価装置ではプローブ先端に電圧一定、電流一定のど

ちらかの条件で制御しつつ電圧を印加することができる。今回の実験のため装置にオプシ

ョン改造を施し、電圧一定、電流一定の両条件下で、20 本全てのプローブの先端に流れて

いる電流値をリアルタイムで計測できるようにした。 
 次節以降で報告する実験は電圧一定、電流一定の両方の条件で実施したが、結果として

電流一定条件下では、プローブ先端の接触有無を安定して計測することができなかったた

め、本報告書では電圧一定条件下のみの測定結果を示す。なおこれは、（特に摺動条件下に

おいて）プローブ先端の接触荷重増減に起因する接触抵抗値の変化があまりに急峻すぎる

がゆえに、電流値制御回路の制御系が追従しきれず、制御が発振してしまったことが原因

と考えられる。制御回路のフィードバックゲインやパラメータを適切な値に変更すること

により、電流一定モードにおいても同様の評価が可能になるものと推測される。これは次

年度以降の課題である。 
 
（ⅱ）－6.2 プローブ押付け変位と接触電流値 
 前節で述べた手法を用いて、いくつかの試作デバイスの評価を実施した。試作した２枚

のロットのうち、ロット A から１デバイス（サンプル番号#A112）、ロット B の同一ウェハ

内からウェハのエッジ周辺（同#B007）及び中央付近（同 B046）の２デバイスをピックア

ップし、３サンプルを評価することでデバイスのロット間ばらつき及びウェハ面内ばらつ

きを比較した。更に４インチラインで試作したデバイス（８インチラインサンプルと同じ
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プロセス③にて試作し、先端形状も同様に鋭角のもの）を比較対象として評価に投入した。 
 具体的な手順としては、まず２式の光てこを用いて、マルチプローブアレイの両端プロ

ーブ（#1、#20）と接触対象媒体を平行に揃え、この両プローブで定まる平面を Z=0 の面

とする。この上で、撓み量 Z を-2um～4um まで変化させながら、フォースカーブ測定を４

点連続で行う。この際の個々のプローブ先端電流値をリアルタイム計測し、電流波形の立

ち上がり位置に着目する。個々のプローブの波形が、#1 や#20 と比較して早く立ち上がっ

ていればその分プローブ先端の高さは低く、逆に遅く立ち上がっていればプローブ先端の

高さが高いことをそれぞれ意味することになる（図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.2-1）。 
 なお、接触対象媒体は超音波洗浄した Ru スパッタ膜（表面粗さ Ra=0.35nm）を用いた。

貴金属である Ru は膜表面に酸化膜が形成されにくく、また例え形成されたとしても酸化膜

の抵抗率はそれほど高くないため、こうした接触抵抗値を評価する実験には適している。

また、媒体表面粗さはプローブ高さばらつきオーダの数 10～数 100nm と比較して十分小

さいため、本測定において媒体表面側の高さばらつきの影響は無視してよいと考える。電

流経路内の保護抵抗値は 1MΩであり、印加電圧は 80mV と設定した。これにより計測され

る 大電流値は 80nA となる。計測環境は大気中とした。 
 ４個のデバイスにおける評価結果を図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.2-1～図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.2-4 にそれぞ

れ示す。評価に用いた全てのサンプルにおいて、プローブ番号#12～#15 の４本については

全く電流値が計測されなかった。この４本については測定系、もしくはデバイスマスク設

計の不具合の可能性が懸念されるため、以降の考察の対象からは除外している。 
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.2-1 マルチプローブの押付け変位と接触電流値（#A112） 
 

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.2-2 マルチプローブの押付け変位と接触電流値（#B007） 
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.2-3 マルチプローブの押付け変位と接触電流値（#B046） 

 

 
図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.2-4 マルチプローブの押付け変位と接触電流値（４インチラインサンプ

ル） 
 
 ８インチラインサンプル３点に着目すると、いずれも両端のプローブ（#1、#20）と比較

して中央付近のプローブのほうが早く媒体に接触していることから、図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).4.3-2
の傾向とは逆に、中央付近のプローブ高さが低くなる傾向にあることを示唆している。一

方、その高さばらつきの程度については３つのサンプル間で顕著な差は見られず、ロット

間、ウェハ内の特性ばらつきはいずれも小さいことが分かる。また、サンプル#A112 の測

定結果（図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.2-1）とプローブ先端 SEM 観察結果（図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).5.2-2）を比

較すると、欠けの位置が先端に近いものが必ずしも早く媒体に接触している訳ではないこ
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とが分かる。このことから、プローブ先端高さばらつきの主要因は先端欠けではなく、電

極膜の残留応力等に起因するプローブ反りであることが示唆される。 
 これに対し、同様の測定を４インチラインで行った結果を見ると、殆ど電流値が得られ

ていないことが分かる（それでも一部のプローブには電流が流れているので測定系の不良

ではない）。特に両端のプローブである#1、#20 は間違いなく媒体に接触していることが光

てこにより確認されているが、その両プローブについても電流は流れていない。このこと

から、電極材料である W の表面に形成された高抵抗率の酸化膜が、接触箇所の良好な導電

性を大きく阻害していることが分かる。４インチライン試作サンプルを用いて実施した描

画実験において良好な描画が実現できなかったひとつの理由はこれであると考えられる。 
 なお、８インチライン試作サンプルについても、ロット B の一部のプローブでは同様に

電流が計測されていない。これは、もちろんプローブの先端高さが+4um 以上大きく反り上

がっているという解釈も成り立つが、プローブ先端に繋がる電極配線パターンなどに不良

が生じている可能性も高い。ロット A では（#12～15 除く）全てのプローブで何らかの電

流が計測されていることから、ロット間の電極膜形成プロセスの差異が計測されているも

のと考えられる。本評価手法は、こうした個々のプローブの不良を一括スクリーニングす

るのにも適していると言える。 
 
（ⅱ）－6.3 プローブ先端摺動時の接触抵抗分布 
 マルチプローブ装置が、８インチラインの検査装置として使用できるだけでなく、AFM
シングルプローブ評価系と同等の検出感度でトライボロジ現象を計測するツールとして利

用できるかを確認するため、プローブ先端の摺動接触時における接触抵抗値の同時計測を

実施した。デバイスはサンプル#A112 を用いた。摺動媒体は前節と同様に超音波洗浄した

Ru スパッタ膜を用いた。やはり前節同様、保護抵抗は 1MΩ、印加電圧は 80mV（電圧一

定モード）、計測環境は大気中とした。摺動速度は 1um/s、総摺動距離は 20um とし、摺動

が行われる 20 秒間の個々のプローブ先端電流値を 10usec 間隔で計測して得られた 20sec / 
10usec = 2000 点の計測結果から接触抵抗値の度数分布を求めた。更に、２式の光てこ機構

を用いて両端のプローブの撓み量を 0.5um、1.0um、1.5um、2.0um の４水準に調整する

ことで、接触荷重の依存性を評価した。 
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.3-1 接触抵抗ばらつきの度数分布 
 
同時計測された 20本のプローブ先端接触抵抗値のばらつきを度数分布で表したものの例

として、撓み量 2.0um における計測結果を図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.3-1 に示す。昨年度までの

3D-BEANS センターでの研究により、摺動接触時のプローブ先端の接触抵抗値はワイブル

分布を示すことが明らかになっているが、上記グラフに重ね書きされた 16 本のグラフ（プ

ローブ#12～15 は除外）のいずれもほぼワイブル分布の形をしており、個々のプローブの

挙動の傾向はシングルプローブの場合とほぼ変わらないことが分かる。また、接触抵抗値

は 103～8Ωのオーダで計測できており、従来 3D-BEANS センターで使用していた AFM の

検出レンジと比較して遜色はない。 
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図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.3-2 接触抵抗値の荷重依存性 
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更に、図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.3-1 のようにして得られた度数分布におけるピーク値（ 頻値）に

着目し、横軸をプローブ撓み量、縦軸を接触抵抗ピーク値としてまとめてプロットしたも

のを図Ⅴ.2.2.2(ⅱ).6.3-2 に示す。全体として、撓み量（接触荷重に比例）の増加に伴って接

触抵抗値が減少していくという、シングルプローブと同様の傾向が得られている。 
 
（ⅱ）－7 結論 
 今年度の実施計画に沿って、先端部の有効径・幅がサブミクロンであるマルチプローブ

デバイスのプロセスフローを立案し、４インチラインでの試作によりこれを実証した。同

プロセスフローにより、 先端８インチラインを活用したマルチプローブアレイの試作を

実施し、マルチプローブ評価装置を導入してこの評価を行った。 
 
 マルチプローブ評価装置を用いたマルチプローブデバイスの評価手法として、局所陽極

酸化(LAO)法による描画、光てこを用いた直接高さ測定、プローブ先端接触電流値のリアル

タイム計測の３つの手法を提案し、プローブ先端の SEM 画像との相関を取ることで、これ

らの方法がデバイスの形状、特性ばらつきを検証するのに有効かどうかを検討した。結果

として、電流値のリアルタイム計測法が も直接的かつ容易にデバイスの特性ばらつき計

測や不良スクリーニングをできることが分かった。 
 
 上記の電流値リアルタイム計測法を用いて、 先端８インチラインで試作したマルチプ

ローブデバイスのロット間、及びウェハ内ばらつきを評価した。結果として、ロット間、

ウェハ内での顕著な形状ばらつきは見られなかったものの、ロット間の電極配線形成プロ

セスの品質に差があることが示唆された。このことから、本デバイスを用いた手法が、

先端８インチラインの検査デバイスとして適用し得る可能性を示した。更に、電極材料の

異なる４インチラインで試作したサンプルとの間で特性差が検出されたことから、電極材

料の違いによる電気的ナノトライボロジ現象の差異の検証についても本手法が有効である

ことを示した。 
 
 マルチプローブ評価装置の検出感度を検証するため、マルチプローブ先端摺動接触時の

接触抵抗値評価を実施し、従来 3D-BEANS センターで活用していた AFM を用いたシング

ルプローブ評価系と同等の検出レンジでのナノトライボロジ現象評価が実現できることを

確認した。 
 
 



Ⅴ．２．２．３欠陥・ばらつき評価におけるモデリング・計測技術開発 
（１）研究の目的 
半導体の製造時には素子により製造ばらつきが生じる。MEMS デバイスにおいては、機

械要素が含まれるため、この機械要素の大きさや形状のばらつきにより電気的特性や機械

的な特性にばらつきを生じる。 
半導体 LSI では、ウエハレベルの測定を行い、ばらつきを評価し設計にフィードバック

をかけデバイス特性のばらつきを 小化している。MEMS デバイスにおいても製造ばらつ

きは歩留まりへ悪影響を与える要因であり、今後大口径化、デバイスの複雑化が進むとそ

の影響はより大きくなる。SEM を用いて複数の素子構造を観察・比較することで、特性ば

らつきの原因を解析することも可能であるが、SEM による観察は手間や時間がかかる。 
そこで、本開発では電気的・機械的特性よりばらつきの要因を容易に特定し、歩留まり

の早期立ち上げ行い、設計工程の生産性・経済性を向上(スマート化)を目指した等価回路モ

デルパラメータによるばらつき評価手法の開発を行った。本開発では、 
1.等価回路モデルを利用したばらつき要因を特定する手法開発 
2.センサ TEG を用いた手法評価 

の２つを実施した。以下で実施した内容について述べる。 
 
（２）ＭＥＭＳ等価回路モデルの概要とばらつき評価への応用 
 欠陥・ばらつき評価におけるモデリング・計測技術開発を行った。技術開発は MEMS 等

価回路モデルを利用して行っている。以下に MEMS 等価回路モデルの概要とばらつき評価

への応用について述べる。 
 
（２）－１等価回路手法の一般 
一般に運動方程式を電気等価回路で表し、回路シミュレーションを用いて解析をおこな

う手法が行われてきた。この手法は、運動方程式以外にも、圧電や音響といった特性解析

でも用いられる。等価回路手法の基礎となっているのは、系のアナロジーである。 
簡単な例で説明する。図Ⅴ.2.2.3-1に機械的な系、図Ⅴ.2.2.3-2に電気的な系を示す。 
 

k 

 

図Ⅴ.2.2.3-1  機械的な系 

m

rf

f 

k：バネ定数 

rf：ダンパの粘性係数 

m：質量 

f：外力 
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L

C L：インダクタンス e
C：キャパシタンス 

R：抵抗 

e：交流バイアス 

R  

図Ⅴ.2.2.3-2  電気的な系 

これらの系を表す基本方程式は、それぞれ、(数式 1-1)、(数式 1-2)のようになる。 

fkx
dt
dxr

dt
xdm f =++2

2

    (数式 1-1) 

eq
Cdt

dqR
dt

qdL =++ 1
2

2

    (数式 1-2) 

 
x：変位 
q：電荷 
t：時間 

系の関係を表す基本方程式の形式が同じであり、係数間の対応や状態変数間の対応が得

られる。対応のとり方は複数あるが、本MEMS等価回路モデルで採用している対応を表

Ⅴ.2.2.3-1に示す。 
 

表Ⅴ.2.2.3-1  機械系変数と電気系変数の対応 

機械系変数 電気系変数 

変移 x 電荷 q 

速度 電流 

質量 M インダクタンス L 

コンプライアンス k キャパシタンス C 

機械抵抗 rf 電気抵抗 R 

 
これらの対応により、運動方程式が与えられたときに、この方程式の解を回路シミュレ

ーションで解くことができる。 
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（２）－２MEMS 等価回路モデル 
MEMS 等価回路モデルは、前述の等価回路手法を基にしている。MEMS デバイスの微小

振動の機械的特性を系のアナロジーにより等価回路で表すと共に、電気系と機械系のエネ

ルギーの変換を含めた等価回路表現である。 
機械的特性をアナロジーで等価回路表現した機械回路は、集中質点系モデルに近似した

ものに相当する。このため、不純物ドーピングをおこなわない場合など均一な材料とみな

せる場合には、MEMS等価回路モデルのパラメータは形状にのみ依存するものとなる。よ

って、MEMS等価回路モデルパラメータは、形状との関連が明確であり、MEMSデバイス

の特性値と形状とを見通しよく説明できる(図Ⅴ.2.2.3-3)。 
 

 

MEMS等価回路モデルパラメータ 

特性 

構造形状 

 

図Ⅴ.2.2.3-3  等価回路モデルパラメータの位置付け 

MEMS等価回路モデルは、回路シミュレータを用いて特性のシミュレーションをおこな

う手法である。MEMS等価回路モデルと呼ぶものは、回路シミュレータへ入力データであ

るネットリストの形で表される。MEMS等価回路モデルは、回路素子の組み合わせ方とイ

ンダクタンスやキャパシタンスといった各回路素子の値からなる。各回路素子の種類と値

の集合をMEMS等価回路モデルパラメータと呼ぶ。MEMS等価回路モデルパラメータの算

出方法は、MEMSの形状から算出する方法と、MEMSの特性値から算出する方法がある。

それぞれの関係を図Ⅴ.2.2.3-4に示す。 
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回路シミュレータ 

MEMS等価回路モデル(ネットリスト) 回路素子の組み合わせ方 

各回路素子の値 

入力 

出力 

形状から算出 特性から算出 

特性シミュレーション結果 

図Ⅴ.2.2.3-4  MEMS 等価回路モデルの構成 
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（２）－３等価回路モデルパラメータによるばらつき評価への応用 
図Ⅴ.2.2.3-3に示したように、形状からMEMS等価回路モデルパラメータを算出し、特性値

をシミュレーションすることが可能である。また、逆に、測定で得られた特性値を再現す

るようなMEMS等価回路モデルパラメータを決定することができる。いわゆるパラメータ

抽出である。MEMS等価回路モデルパラメータを基本とし、パラメータ抽出をおこなうこ

とによって以下のような応用が可能である。 
 

回路設計への応用 

周辺回路を含めた回路設計から見て、MEMS デバイスの動作特性を等価回路モデルで表

現することにより、MEMS デバイスを通常の回路素子と同様に回路シミュレーションが可

能となる。 
作製した MEMS デバイスの特性から等価回路モデルパラメータを抽出することにより、

プロセスの実力を考慮した等価回路モデルパラメータを回路シミュレーションで利用可能

となる。よって、回路設計の精度が向上する。 
加えて、形状ばらつきに起因する特性ばらつきを回路設計で考慮するためのマージン設

定に応用することができる。特性ばらつきを等価回路モデルパラメータの分布としてモデ

ル化し、統計的な回路設計手法に用いることができる。 
 

ウエハプロセスへの応用 

ウエハ上に作成した MEMS デバイスの評価指標として、従来は、測定した特性値や観察

による測長値などが用いられてきた。MEMS 等価回路モデルパラメータのパラメータ抽出

を評価指標に加えると、従来の評価指標である特性値と測長値の関連性を把握することが

できる。また、MEMS 等価回路モデルパラメータは、比較的直接形状と結びついているの

で、抽出した MEMS 等価回路モデルパラメータでばらつき評価をおこなうことで、測長値

の評価を代替できる可能性がある。 
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（３）ばらつき評価手法 
（３）－１評価手法 
製造時に素子により製造ばらつきが生じる。MEMS デバイスにおいては、機械要素が含

まれるため、この要素の大きさや形状のばらつきにより電気的特性や機械的な特性にばら

つきを生じる。この場合、SEM を用いて複数の素子構造を観察・比較することで、特性ば

らつきの原因を解析することも可能であるが、SEM による観察は手間や時間がかかる。ま

た、素子の内部構造を観察するためには、断面 SEM 等を用いる破壊検査が必要である。 
今回開発した手法は、等価回路パラメータと構造寸法の相関関係を利用し、電気的・機

械的特性から効率よくばらつきを評価する手法である。 
図Ⅴ.2.2.3-5に評価の流れを示した。電気的・機械的特性から等価回路パラメータを抽出し、

等価回路パラメータでばらつきを評価する。等価回路パラメータと構造寸法の相関関係を

利用して等価回路パラメータばらつき評価から、構造寸法のばらつき評価を行う。 
 

 

 ① 電気的・機械的特性の測定 

② 等価回路モデルパラメータ抽出 

③ 等価回路モデルパラメータばらつき評価 

④ 構造寸法ばらつき評価 

図Ⅴ.2.2.3-5 評価の流れ 

 以下、本評価手法で用いる要素技術について説明する。 
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（３）－２電気的・機械的特性の計測技術 
半導体 LSI では、ウエハレベルの測定を行い、ばらつきを評価し設計にフィードバック

をかけデバイス特性のばらつきを 小化している。MEMS デバイスにおいても製造ばらつ

きは歩留まりへ悪影響を与える要因であり、今後大口径化、デバイスの複雑化が進むとそ

の影響はより大きくなる。 
しかし、MEMS デバイスの評価を行うためには半導体 LSI の評価にはない機能が求めら

れる。MEMS デバイスは LSI と異なり機械的な構造をもつため機械特性を測定する必要が

ある。また、機械的な構造は構造スケールが小さなため空気よる影響が大きく、真空パッ

ケージがなされ場合がある。そのため、真空での特性を評価する必要がある。 
まとめると、MEMS デバイスの評価を行う測定装置には以下の条件が求められる。 
 
 電気特性（電流値－周波数）と機械特性（振動速度－周波数）を同時に測定すること

ができる。 
 ウエハレベルで測定することができる。 
 真空状態での測定することができる。 
 
現在、この条件を同時に満たす市販の装置がない。今回、これらの条件を満たす「ＭＥ

ＭＳデバイス特性評価装置」を新たに開発した。 
本装置は電気特性（電流値－周波数）と機械特性（振動速度－周波数）を同時に測定す

ることができ、可動部をもつセンサの動きを直接測定できる。また、ウェハレベルで計測

が可能であるため、ウエハ面内のばらつきを容易に測定することができる。測定を真空チ

ャンバ内で行うため、大気状態の他に真空状態での計測が可能である。 
装置の外観を図Ⅴ.2.2.3-6に示す。 

 

図Ⅴ.2.2.3-6 ＭＥＭＳデバイス特性評価装置 

真空チャンバ制御部レーザードップラ効

果を利用した振動

速度測定器 
プローバのモニタリング

値（押圧）表示部

測定真空チャンバ 

振動速度  

測定制御部 
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（３）－３パラメータ抽出 
図Ⅴ.2.2.3-5に示した評価の流れの中の②の等価回路モデルパラメータ抽出手法を以下に述

べる。図Ⅴ.2.2.3-7に示す 3 端子の静電型櫛歯加速度センサのMEMS等価回路モデルパラメ

ータを出力特性から解析的に求める方法を検討した。 
 

 

 
図Ⅴ.2.2.3-7  静電型櫛歯加速度センサ 

 
可動電極の両端に固定電極を有し、3 つの電極端子を持つ静電型の MEMS 等価回路は同

様の抽出手順で、MEMS 等価回路モデルパラメータを抽出できる。 
 

Gap Wc

L
X0
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■ 抽出方法 

アドミタンス行列 

図Ⅴ.2.2.3-8に外力が働いていない状態での静電型加速度センサの等価回路図を示す。簡単

のため、固定電極間に並列に入る浮遊容量は無視している。 
 

 
 

－
+

frtotalm totalk1

υ0MoeM 0

oe
oi

－
+ 

υiM

0oC

strayoC
0iC

strayiC

ii
ie

υiieM

 

図Ⅴ.2.2.3-8  静電型櫛歯加速度センサの等価回路図(外力印加がない場合) 

表Ⅴ.2.2.3-2 MEMS 等価回路モデルパラメータ 

回路図中記号 説明 次元 

ei, eo 交流電圧源 電圧、位相 

ii, io 交流電流 電流、位相 

f 外力 電圧、位相 

v 可動部速度 電流、位相 

Lm 可動部等価質量 インダクタンス 

Ck 等価コンプライアンス キャパシタンス 

Rf 機械抵抗 レジスタンス 

Ci1, Co2 固定電極と可動電極の

電極間容量 

キャパシタンス 

Cstrayi, Cstrayo 固定電極と可動電極間

に付随する浮遊容量 

キャパシタンス 

Cstray 固定電極間に付随する

浮遊容量 

キャパシタンス 

Mi ei, Mo eo 電圧増幅率 無次元 

Mi ii, Mo io 電流増幅率 無次元 

 
2 端子対回路であるので、端子対の電流と端子電圧の関係をアドミタンス行列で表す

ことができる。アドミタンス行列 Y を 

⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=

2221

1211

YY
YY

Y     (数式 1-3) 

とすると、 

Ⅴ‐475 
 



⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
=⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛

o

i

o

i

e
e

YY
YY

i
i

2221

1211

    (数式 1-4) 

である。ここで、

 
f

total
total

m r
j

kmjZ ++=
ω

ω
    (数式 1-5) 

ω：角周波数 
j：虚数単位 
とする。可動部の速度υ は、 

m

ooii

Z
eMeM −

=υ
    (数式 1-6) 

と表すことができ、端子対電流 は ii i0

o
m

oi
i

m

i
strayiii e

Z
MM

e
Z
M

CCji −⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
++=

2

0 )(ω     (数式 1-7) 

o
m

o
strayooi

m

oi
o e

Z
MCCje

Z
MMi ⎟

⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
+++−=

2

0 )(ω     (数式 1-8) 

と表せる。 
 
可動電極の電流 

他方の固定電極と可動電極が短絡されるのと等しい場合、eo=0 である。端子対電流 iiは、 

i
m

i
strayiii e

Z
M

CCji ⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
++=

2

0 )(ω
    (数式 1-9) 

となる。これを等価回路図で表すと図Ⅴ.2.2.3-9のようになる。 
 

Ⅴ‐476 
 



 
2

i

f
s M

r
R =2

i

total

s M
mL =

total
i

s k
M

C
2

=

0iCstrayiC

ii
ie

 

図Ⅴ.2.2.3-9  ii から見た等価回路図 

 
(数式 1－9)を横軸に角速度、縦軸に電流値の模式グラフで表すと、図Ⅴ.2.2.3-10になり、

傾きが電極間容量と浮流容量の和 strayii CC +0 に相当する。 

 

 || ii

ω  

図Ⅴ.2.2.3-10  可動電極電流特性模式図 

 
固定電極の電流 

同様に端子対電流 i0は、 

i

ftoal
total

o
i

m

oi
o e

r
kj

mj

MiM
e

Z
MM

i
++

==

ω
ω 1

    (数式 1-10) 

である。これを等価回路図で表すと図Ⅴ.2.2.3-11のようになる。図Ⅴ.2.2.3-11からわかるよ

うに、機械系回路である直列LCR回路を見ていることに相当する。 
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図Ⅴ.2.2.3-11  io から見た等価回路図 

 
直列 LCR 回路インピーダンス Z は、次式で表せる。 

)1(1

s
sss

s
s

o

i

C
LjRR

Cj
Lj

i
eZ

ω
ω

ω
ω −+=++==     (数式 1-11) 

(数式 1－11)を横軸に角速度、縦軸にインピーダンスの模式グラフで表すと図Ⅴ.2.2.3-12の
ようになる。 
 

 
||
||

o

i

i
e

ω  

図Ⅴ.2.2.3-12  直列 LCR 回路インピーダンス模式図 

 
インピーダンスの大きさは次式で表せ、 

222 )1(||
s

ss
o

i

C
LR

i
e

ω
ω −+=     (数式 1-12) 

 
インピーダンスの極小値が、直列抵抗である。 

|)min(|
o

i
s i

e
R =     (数式 1-13) 

直列回路では、 

s

s

R
L

Q 0ω
=     (数式 1-14) 
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であるから 

0ω
QR

L s
s =     (数式 1-15) 

によってインダクタンスを算出することができる。 
ここで、Q は Q 値である。 

21

0

ωω
ω
−

=Q     (数式 1-16) 

0ω は、変位が 大となる角速度である。 1ω の 2ω は、変位が 大値の 21 になる角速度

である。 
共振周波数と直列インダクタンスから直列キャパシタンスを求めることができ、 

ssCL
1

0 =ω     (数式 1-17) 

であるから、次式で求めることができる。 

s
s L

C 2
0

1
ω

=     (数式 1-18) 

 

Ⅴ‐479 
 



可動部速度 

エネルギー関数から運動方程式を導出する過程で 

i

ftoal
total

i e
r

kj
mj

M

++
=

ω
ω

υ 1     (数式 1-19) 

が得られる。これを等価回路図で表すと、図Ⅴ.2.2.3-13のようになる。 
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図Ⅴ.2.2.3-13  υから見た等価回路図 

 
直列 LCR 回路であるので、速度と周波数の特性が得られれば、同様に回路素子パラメー

タを決定することができる。 
また、(数式 1－11)と(数式 1－19)から電気機械結合定数 Miを算出することができる。 

υ
o

i
i

M =     (数式 1-20) 
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■ 抽出方法の検証 

前述の手順に従って、MEMS 等価回路パラメータの抽出方法の検証をおこなった。 
MEMS等価回路モデルパラメータ抽出に使用した測定データを図Ⅴ.2.2.3-14および図

Ⅴ.2.2.3-15に示す。図Ⅴ.2.2.3-14が可動電極の電流-周波数特性であり、図Ⅴ.2.2.3-15が固

定電極の電流-周波数特性である。 

0

5

10

15

20

25

4 6 8 10

周波数 [kHz]

可
動

電
極

電
流

 [
n
A

]

12

 

図Ⅴ.2.2.3-14  可動電極電流-周波数特性測定データ 
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図Ⅴ.2.2.3-15  固定電極電流-周波数特性測定データ 
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MEMS等価回路モデルパラメータ抽出の対象とした構造は、可動電極と固定電極の電極

間の静電容量を構成する構造が対称である。このため、電気機械結合定数 (図Ⅴ.2.2.3-9お
よび図Ⅴ.2.2.3-11のMi、Mo)は等しい。図Ⅴ.2.2.3-9、図Ⅴ.2.2.3-11は、それぞれ図Ⅴ.2.2.3-16、
図Ⅴ.2.2.3-17のように書き換えられる。また、図Ⅴ.2.2.3-17には、固定電極間に並列に入る

浮遊容量Cstrayを描き入れている。 
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図Ⅴ.2.2.3-16  ii から見た等価回路図(対称なデバイスの場合) 
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図Ⅴ.2.2.3-17  io から見た等価回路図(対称なデバイスの場合) 

測定した出力特性から算出したMEMS等価回路モデルパラメータの値を表Ⅴ.2.2.3-3に
示す。 
 

表Ⅴ.2.2.3-3  MEMS 等価回路モデルパラメータ抽出結果 

回路記号 値 

Ci0＋Cstrayi 2.897×10－13 [F] 

Cstray 1.134×10－14 [F] 

Rs 4.616×108 [・] 

Ls 2.565×105 [H] 

Cs 1.543×10－15 [F] 

 

算出したMEMS等価回路モデルパラメータの値(表Ⅴ.2.2.3-3)でシミュレーションを行い、

抽出した値が特性値を再現するものであることを確認する。 
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比較結果を図Ⅴ.2.2.3-18、図Ⅴ.2.2.3-19および図Ⅴ.2.2.3-20に示す。図Ⅴ.2.2.3-18は、2
端子モードの「電流計A」の値を比較したものである。シミュレーションの方が、わずかに

電流が大きめである。また、共振周波数の値が若干低めである。全体的に実測の形状を再

現できている。図Ⅴ.2.2.3-19は、3 端子モードの値を比較したものである。共振特性を示さ

ない傾向を再現できている。図Ⅴ.2.2.3-20は、3 端子モードの値を比較したものである。シ

ミュレーション値は、実測特性とよく一致している。 
以上から、実測特性から算出した MEMS 等価回路モデルパラメータの値は、実測値をよ

く再現することが確認できた。 
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図Ⅴ.2.2.3-18  2 端子モード測定電流比較 
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図Ⅴ.2.2.3-19  3 端子モード測定電流比較 
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図Ⅴ.2.2.3-20  3 端子モード測定電流(電流計 C)比較 
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（３）－４構造寸法と電気的・機械的特性のばらつきの関係 
 はじめに、静電型櫛歯加速度センサの構造寸法を測長 SEM を利用して測定し、その測定

結果を入力としてシミュレータで各電気的・機械的特性（等価回路モデルパラメータ）に

対する感度解析を行うことで構造寸法と電気的・機械的特性のばらつきの関係を検討した。 
測長値をヒストグラムで表したものを図Ⅴ.2.2.3-21から図Ⅴ.2.2.3-25に示す。それぞれ、

板バネの幅、折り返しバネの幅、櫛歯の幅、四角形格子の幅、六角形格子の幅の測長結果

である。測長結果はおおよそ正規分布に従うことがわかる。 
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図Ⅴ.2.2.3-21  板バネ幅測長値ヒストグラム 
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図Ⅴ.2.2.3-22  折り返しバネ幅測長値ヒストグラム 
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図Ⅴ.2.2.3-23  櫛歯幅測長値ヒストグラム 
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図Ⅴ.2.2.3-24  四角形格子幅測長値ヒストグラム 
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図Ⅴ.2.2.3-25  六角形格子幅測長値ヒストグラム 

 
測長値の平均値と標準偏差を表Ⅴ.2.2.3-4に示す。測長箇所によらず、平均値とマスク寸

法の差はおおよそ 0.37μm小さい値であり、標準偏差は 0.04μmである。測長箇所によらず、

標準偏差がおよそ同程度の正規分布に従うことがわかる。 
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表Ⅴ.2.2.3-4  測長値平均、標準偏差 

測長箇所 マスク寸法 
 

サンプル数 平均値 平均値とマスク 
寸法の差 

標準偏差 

板バネ幅 5 μm 240 4.629 μm 0.371μm 0.040 μm 

折り返しバネ幅 5 μm 240 4.632 μm 0.368μm 0.046 μm 
櫛歯幅 4 μm 474 3.683 μm 0.317μm 0.040 μm 

六角形格子幅 5 μm 120 4.628 μm 0.372μm 0.041 μm 
 
次に、測長値間の相関を確認した。同一デバイスの梁幅と櫛歯の幅をグラフにしたもの

が、図Ⅴ.2.2.3-26である。同様に櫛歯幅と四角形格子幅のグラフが図Ⅴ.2.2.3-27、櫛幅と六

角形格子幅のグラフが図Ⅴ.2.2.3-28である。測長値間には、正の相関が見られる。よって、

測長箇所ごとの測長値のばらつきは独立ではなく、相関がある。つまり、櫛歯幅が平均よ

り大きく形成されたデバイスは、櫛歯幅、格子幅ともに同程度に平均より大きいというこ

とである。これを確かめるために、軸を平均値との差に取り直したグラフを図の右側に併

せて示す。 
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図Ⅴ.2.2.3-26  梁幅と櫛歯幅測長値の相関 

Ⅴ‐486 
 



2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

3

4.4 4.5 4.6 4.7 4.

梁幅[um]

四
角

形
格

子
幅

[u
m

]

8

 

-0.25

0

0.25

-0.25 0 0.25

梁幅平均値との差[um]

四
角

形
格

子
幅

平
均

値
と

の
差

[u
m

]

 
図Ⅴ.2.2.3-27  梁幅と四角形格子幅の相関 

4.4

4.5

4.6

4.7

4.8

4.9

4.4 4.5 4.6 4.7 4.

梁幅[um]

六
角

形
格

子
幅

[u
m

]

8

 

-0.25

0

0.25

六
角

形
格

子
幅

平
均

値
と

の
差

[u
m

]

-0.25 0 0.25

梁幅平均値との差[um]

 
図Ⅴ.2.2.3-28  梁幅と六角形格子幅の相関 

 
標準偏差が測長箇所によらず同程度であること、測長箇所間には測長値の相関があるこ

とがわかった。形状ばらつきをモデル化するために、マスク寸法とできあがり形状との差

Xsを変数とする。できあがり形状はマスク寸法から一律にXsだけ差を持つとする。全測長箇

所のマスク寸法との差をヒストグラムで表すと図Ⅴ.2.2.3-29のようになる。Xsの平均値と標

準偏差は表Ⅴ.2.2.3-5のとおりである。よって、形状ばらつきモデルとし、マスク寸法とで

きあがり形状との差Xsを平均値 0.341 μm、標準偏差 0.052 μmに従う正規分布としてモデル

化する。 
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図Ⅴ.2.2.3-29  全測長箇所のマスク寸法との差のヒストグラム 

 

表Ⅴ.2.2.3-5  全測長箇所のマスク寸法との差の平均、標準偏差 

平均値μ 0.341 μm 
標準偏差σ 0.052 μm 

 
形状ばらつきをモデル化したパラメータであるマスク寸法との差異Xs を表Ⅴ.2.2.3-5に

示す平均値、標準偏差で表される正規分布と仮定し、共振周波数のばらつきをシミュレー

ションした。 
シミュレーションは、Xsをμ 、μ±σ、μ±2σ、の 5 ケースをおこなった。図Ⅴ.2.2.3-30に

シミュレーション結果を示す。実測は、横軸を梁幅測長値のマスク寸法との差をとった。

シミュレーションは、Xsが増加すると共振周波数が減少する形状を再現しており、減少の傾

きが実測と同様の傾向が得られた。 
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図Ⅴ.2.2.3-30  形状ばらつきと共振周波数の関係 
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モデル化した形状ばらつきをもとに、Xsに対する MEMS 等価回路モデルパラメータの感

度を求めた。 
Xsの平均をμ、標準偏差をσで表すとき、Xsをμ 、μ±σ、μ±2σとした 5 ケースに関し、MEMS

等価回路モデルを算出した。Xsが平均値でのMEMS等価回路モデルパラメータで規格化し

値を図Ⅴ.2.2.3-31に示す。この結果より以下の事が分かる。 
 

 Ck 以外は構造寸法のばらつきに対して負の相関を持つ 
 Ckの逆数が も感度が高い 

 
 機械系の変数との対応を表Ⅴ.2.2.3-6に示す。Ckは、集中質点系へ近似した場合のバネ

定数に相当し、特性ばらつきを抑制するためには、バネ構造に相当する梁のばらつきを

抑えることが効果的であることが分かる。 
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図Ⅴ.2.2.3-31  Xs に対する MEMS 等価回路モデルパラメータ値の変化率 

表Ⅴ.2.2.3-6 機械系の変数との対応 

Rf電気抵抗機械抵抗

Ckキャパシタンスコンプライアンス
(ばね定数）

Lmインダクタンス質量

電気系変数機械系変数

Rf電気抵抗機械抵抗

Ckキャパシタンスコンプライアンス
(ばね定数）

Lmインダクタンス質量

電気系変数機械系変数
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（４）評価手法の検証 
（４）－１電気的・機械的特性の計測 
本プロジェクトで作成したセンサ TEG 内の静電型櫛歯加速度センサのパタン

Variable_b3 に関して評価を実施した。 
図Ⅴ.2.2.3-32にショット内の配置を示す。左右に同じ配置を持つ。太線で囲まれた範囲が

ショット内のデバイス配置単位(以降、チップと呼ぶ)である。太線の枠の中に点線で上下に

分割したものは、1 つのチップの中に、2 つのデバイスを持つことを表す。Variable_b3 を

灰色で塗りつぶし表示した。 
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図Ⅴ.2.2.3-32  ショット内配置 

図Ⅴ.2.2.3-33にセンサTEGのウエハ内の配置を示す。図Ⅴ.2.2.3-32に示すパタンを持つ部

分と持たない部分が千鳥格子状に配置されている。パタンのある区画が 30 であり、1 ショ

ットに同じデバイスが 2 つ配置されているので、ウエハ内には同一デバイスが 60 個存在す

る。 
ウエハ内のチップ位置を表す座標は、ノッチ側を下にしたときの左下を(0,0)として、チ

ップに対して割り当てる。 
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図Ⅴ.2.2.3-33  ウエハ内配置 

測定したチップ座標と測定モードを表Ⅴ.2.2.3-7に示す。○印が付いているものが測定を

実施したことを示す。 

表Ⅴ.2.2.3-7  測定デバイス 

番号 x 座標 y 座標 2 端子モード 3 端子モード 

1 17 45 ○  

2 1 29 ○  

3 25 37 ○  

4 25 5 ○  

5 33 13 ○  

6 33 29 ○ ○ 

7 41 37 ○  

8 41 5 ○  

9 49 45 ○  

10 57 53 ○ ○ 

11 61 21 ○  

12 65 29 ○  

13 9 21 ○  

14 9 53 ○ ○ 

15 21 45  ○ 

16 37 13  ○ 

17 37 29  ○ 

18 37 61  ○ 

19 53 45  ○ 

20 5 29  ○ 

21 69 29  ○ 

 

2 端子モードで測定した場合の、可動電極の電流-周波数特性を図Ⅴ.2.2.3-34に示す。3 端

子モードで測定した場合の、固定電極の電流周波数特性を図Ⅴ.2.2.3-35に示す。特性カーブ
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がばらつきを持っていることがわかる。 

5

10

15

20

25

4 6 8 10

周波数 [kHz]

可
動

電
極

電
流

 [
n
A

]

12

 

図Ⅴ.2.2.3-34  2 端子モード可動電極電流特性 
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図Ⅴ.2.2.3-35  3 端子モード固定電極電流特性 

 
共振周波数とQ値を表Ⅴ.2.2.3-8に示す。共振周波数およびQ値は機械的な特性から決めた。

(数式 3－9)と(数式 3－17)からわかるように、3 端子モードの固定電極電流は、速度特性の

定数倍であるので、3 端子モードの固定電流から求めると機械的な特性から決めるのと同様

である。 
共振周波数の平均値は 7.858kHz、標準偏差は 0.190kHzである。Q値の平均値は 27.118、

標準偏差は 0.831 である。 
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表Ⅴ.2.2.3-8  出力特性値 

番号 x 座標 y 座標 共振周波数 

[kHz] 

Q 値 

1 17 45 ― ― 

2 1 29 ― ― 

3 25 37 ― ― 

4 25 5 ― ― 

5 33 13 ― ― 

6 33 29 8.000 27.930 

7 41 37 ― ― 

8 41 5 ― ― 

9 49 45 ― ― 

10 57 53 7.750 26.498 

11 61 21 ― ― 

12 65 29 ― ― 

13 9 21 ― ― 

14 9 53 7.450 25.589 

15 21 45 7.770 26.992 

16 37 13 8.140 27.967 

17 37 29 8.060 28.233 

18 37 61 7.810 26.983 

19 53 45 7.920 27.458 

20 5 29 7.720 26.005 

21 69 29 7.960 27.523 

平均 7.858 27.118 

標準偏差 0.190 0.831 

 
図Ⅴ.2.2.3-36および図Ⅴ.2.2.3-37に共振周波数とQ値のウエハマップ表示を示す。いずれも

中心からノッチ側の値が高く、上側は値が低くなっており、共振周波数とQ値の分布傾向は

似ている。図Ⅴ.2.2.3-38は、共振周波数とQ値を平均値で規格化した値をグラフ化したもの

である。このグラフからも共振周波数とQ値の分布はほぼ同じ傾向を示すことが分かる。 
 

 

8.140-8.209

8.071-8.140

8.002-8.071

7.933-8.002

7.864-7.933

7.795-7.864

7.726-7.795

7.657-7.726

7.588-7.657

7.519-7.588

7.450-7.519  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2 波数ウエハマップ表示 .3-36  共振周
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28.23-28.50

27.97-28.23

27.70-27.97

27.44-27.70

27.18-27.44

26.91-27.18

26.65-26.91

26.38-26.65

26.12-26.38

25.85-26.12

25.59-25.85  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2.3-37  Q 値ウエハマップ表示 

0.90

1.00

1.10

(33,29) (57,53) (9,53) (21,45) (37,13) (37,29) (37,61) (53,45) (5,29) (69,29)
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値
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図Ⅴ.2.2.3-38  共振周波数と Q 値の傾向 
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（４）－２等価回路モデルパラメータ抽出 
測定した電気・機械特性からMEMS等価回路モデルパラメータの抽出を行った。抽出を

行った等価回路モデルパラメータは電極間容量C0、浮遊容量Cstray、抵抗値Rs、インダクタ

ンスLs、キャパシタンスCsである。その値を表Ⅴ.2.2.3-9に示す。 
 

表Ⅴ.2.2.3-9  MEMS 等価回路モデルパラメータ抽出結果 

番

号 

x 座

標 

y 座

標 

Ci0＋Cstrayi 

[F] 

Cstray 

[F] 
Rs 

[・] 
Ls 

[H] 

Cs 

[F] 

1 17 45 2.884E-13 ― ― ― ― 

2 1 29 2.727E-13 ― ― ― ― 

3 25 37 2.912E-13 ― ― ― ― 

4 25 5 2.837E-13 ― ― ― ― 

5 33 13 2.860E-13 ― ― ― ― 

6 33 29 2.897E-13 1.134E-14 4.616E+08 2.565E+05 1.543E-15

7 41 37 2.900E-13 ― ― ― ― 

8 41 5 2.791E-13 ― ― ― ― 

9 49 45 2.850E-13 ― ― ― ― 

10 57 53 2.798E-13 1.097E-14 5.052E+08 2.749E+05 1.534E-15

11 61 21 2.775E-13 ― ― ― ― 

12 65 29 2.756E-13 ― ― ― ― 

13 9 21 2.791E-13 ― ― ― ― 

14 9 53 2.878E-13 1.096E-14 4.926E+08 2.693E+05 1.695E-15

15 21 45 ― 1.141E-14 4.653E+08 2.573E+05 1.631E-15

16 37 13 ― 1.158E-14 4.770E+08 2.608E+05 1.466E-15

17 37 29 ― 1.144E-14 4.622E+08 2.577E+05 1.513E-15

18 37 61 ― 1.090E-14 4.807E+08 2.643E+05 1.571E-15

19 53 45 ― 1.017E-14 4.817E+08 2.658E+05 1.519E-15

20 5 29 ― 1.103E-14 5.058E+08 2.712E+05 1.567E-15

21 69 29 ― 1.138E-14 5.066E+08 2.788E+05 1.434E-15
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（４）－３モデルパラメータばらつき評価 
各パラメータの平均と標準偏差、変動係数を表Ⅴ.2.2.3-10に示す。平均および標準偏差は

次元を持つ値であり、異なるパラメータを比較するには適していない。変動係数は、標準

偏差を平均で除した値であり、無次元であり、相対的な標準偏差といえる。 
 

表Ⅴ.2.2.3-10  MEMS 等価回路モデルパラメータ統計値 

回路記号 平均 標準偏差 変動係数（=標準偏差/平均） 

Ci0＋Cstrayi 2.833×10－13 [F] 5.785×10－15 [F] 2.04 % 

Cstray 1.112×10－14 [F] 3.891×10－16 [F] 3.50 % 

Rs 4.839×108 [・] 1.705×107 [・] 3.52 % 

Ls 2.656×105 [H] 7.387×103 [H] 2.78 % 

Cs 1.547×10－15 [F] 7.165×10－17 [F] 4.63 % 

 
各パラメータの平均値で規格化した等価回路モデルパラメータ値を図Ⅴ.2.2.3-39にグラ

フ化する。Csの変動幅がもっとも大きいことがわかる。 
Cs は機械系のコンプライアンスを電気機械結合定数で除した値であり、梁の形状のばら

つきが大きいことを示唆している。シミュレーションを用いた感度解析で、実効的なバネ

定数の感度がもっとも高い結果となったことと一致している。 
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図Ⅴ.2.2.3-39  規格化したパラメータの傾向 

 
図Ⅴ.2.2.3-40から図Ⅴ.2.2.3-44に実測特性から算出した各MEMS等価回路モデルパラメー

タのウエハマップ表示を示す。 
共振周波数はウエハ中心の共振周波数が高く、周辺の共振周波数が低い傾向を示した。
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これに対して、Ls、Cs、Rsのウエハマップ表示図Ⅴ.2.2.3-40、図Ⅴ.2.2.3-41、図Ⅴ.2.2.3-42は、

おおよそウエハ中心の値が低く、周辺の値が高い傾向を示す。共振周波数とLs、Cs、Rsには

負の相関があるというシミュレーション結果と一致すると考えられる。 
 

 

278773.0-281002.3

276543.7-278773.0

274314.4-276543.7

272085.1-274314.4

269855.8-272085.1

267626.5-269855.8

265397.2-267626.5

263167.9-265397.2

260938.6-263167.9

258709.3-260938.6

256480.0-258709.3  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2.3-40  Ls ウエハマップ表示 

1.70E-15-1.72E-15

1.67E-15-1.70E-15

1.64E-15-1.67E-15

1.62E-15-1.64E-15

1.59E-15-1.62E-15

1.57E-15-1.59E-15

1.54E-15-1.56E-15

1.51E-15-1.54E-15

1.49E-15-1.51E-15

1.46E-15-1.49E-15

1.43E-15-1.46E-15  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2.3-41  Cs ウエハマップ表示 

5.06589E8-5.110889E8

5.020891E8-5.06589E8

4.975892E8-5.020891E8

4.930893E8-4.975892E8

4.885894E8-4.930893E8

4.840895E8-4.885894E8

4.795896E8-4.840895E8

4.750897E8-4.795896E8

4.705898E8-4.750897E8

4.660899E8-4.705898E8

4.6159E8-4.660899E8  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2.3-42  Rs ウエハマップ表示 
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2.91205E-13-2.930522E-13

2.893578E-13-2.91205E-13

2.875106E-13-2.893578E-13

2.856634E-13-2.875106E-13

2.838162E-13-2.856634E-13

2.81969E-13-2.838162E-13

2.801218E-13-2.81969E-13

2.782746E-13-2.801218E-13

2.764274E-13-2.782746E-13

2.745802E-13-2.764274E-13

2.72733E-13-2.745802E-13  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2.3-43  Ci0＋Cstrayi ウエハマップ表示 

 

1.15812E-14-1.172191E-14

1.144049E-14-1.15812E-14

1.129978E-14-1.144049E-14

1.115907E-14-1.129978E-14

1.101836E-14-1.115907E-14

1.087765E-14-1.101836E-14

1.073694E-14-1.087765E-14

1.059623E-14-1.073693E-14

1.045552E-14-1.059623E-14

1.031481E-14-1.045552E-14

1.01741E-14-1.031481E-14  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2.3-44  Cstray ウエハマップ表示  
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（４）－４構造寸法ばらつき評価 
等価回路モデルパラメータのばらつきより構造寸法のばらつき評価を行う。ここでは、

ばらつきの評価項目としてウエハ面内分布の検証を行う。図Ⅴ.2.2.3-45、図Ⅴ.2.2.3-46に等

価回路モデルパラメータLsとRsのウエハ面内分布を示す。いずれのパラメータも分布には

以下の特徴がある。 
1. ウエハ中心での値が小さい 
2. ウエハ周辺部では、右上と左側の値が大きい。 
 

 

278773.0-281002.3

276543.7-278773.0

274314.4-276543.7

272085.1-274314.4

269855.8-272085.1

267626.5-269855.8

265397.2-267626.5

263167.9-265397.2

260938.6-263167.9

258709.3-260938.6

256480.0-258709.3  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2.3-45 等価回路モデルパラメータ Ls のウエハ面内分布 

5.06589E8-5.110889E8

5.020891E8-5.06589E8

4.975892E8-5.020891E8

4.930893E8-4.975892E8

4.885894E8-4.930893E8

4.840895E8-4.885894E8

4.795896E8-4.840895E8

4.750897E8-4.795896E8

4.705898E8-4.750897E8

4.660899E8-4.705898E8

4.6159E8-4.660899E8  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2.3-46 等価回路モデルパラメータ Rs のウエハ面内分布 

図Ⅴ.2.2.3-31に示したように等価回路モデルパラメータと構造寸法のばらつきには負の相

関がある。よって、図Ⅴ.2.2.3-45、図Ⅴ.2.2.3-46の面内分布結果より、構造寸法のウエハ面

内は逆となり、以下の傾向があることが予測できる。 
1. ウエハ中心での値が大きい 
2. ウエハ周辺部では、右上と左側の値が小さい。 
 
SEM で測定したサイズのデータを用いて、上記の等価回路モデルパラメータのばらつき
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より予測した構造寸法のばらつきの結果が正しいか検証を行う。 
図Ⅴ.2.2.3-47に板バネの幅、図Ⅴ.2.2.3-48に折り返しバネの幅、図Ⅴ.2.2.3-49に櫛歯の幅の

測長値をウエハマップ表示で示す。どの箇所も中心付近の測長値が大きく、周辺の右上と

左側の測長値が小さい傾向を示しており、予測した構造寸法のばらつきと一致しており、

等価回路モデルパラメータのばらつきから構造寸法のばらつきが正しく評価できることが

確認できた。 

47327.0-47559.4

47094.6-47327.0

46862.2-47094.6

46629.8-46862.2

46397.4-46629.8

46165.0-46397.4

45932.6-46165.0

45700.2-45932.6

45467.8-45700.2

45235.4-45467.8

45003.0-45235.4  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2.3-47 板バネ幅 

47372.0-47609.4

47134.6-47372.0

46897.2-47134.6

46659.8-46897.2

46422.4-46659.8

46185.0-46422.4

45947.6-46185.0

45710.2-45947.6

45472.8-45710.2

45235.4-45472.8

44998.0-45235.4  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2.3-48 折り返しバネ幅 

38348.0-38604.6

38091.4-38348.0

37834.8-38091.4

37578.2-37834.8

37321.6-37578.2

37065.0-37321.6

36808.4-37065.0

36551.8-36808.4

36295.2-36551.8

36038.6-36295.2

35782.0-36038.6  
(ノッチ側) 

図Ⅴ.2.2.3-49 櫛歯幅 
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（５）設計へのフィードバック 
0節で示したように、測長箇所によらず、1 次近似的には、設計（マスク）寸法とできあが

り形状との差Xsでモデル化できることを示した。このモデルを元に行った0章の検証から分

かった設計へフィードバックすべき事項を以下にまとめた。 
 

 設計（マスク）寸法と実寸の差は場所によらず、値と標準偏差が一定である。 
 測長箇所ごとの構造寸法は正の相関があり、ばらつきは独立でなく相関がある。 
 静電型櫛歯加速度センサで Ck の逆数が構造寸法ばらつきに対して も感度が高い 
 Ck は集中質点系へ近似した場合のバネ定数に相当する。静電型櫛歯加速度センサの

特性ばらつきを抑制するためには、バネ構造に相当する梁のばらつきを抑えること

が効果的である。 
 
また、図Ⅴ.2.2.3-31の構造寸法変化に対する電気的・機械的特性に対する感度を用いるこ

とで設計時に電気的・機械的特性のばらつき幅を推定することができる。 
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（６）まとめ 
（６）－１考察 

MEMS 等価回路モデルによるばらつき評価技術の開発をおこなった。 
まず、MEMS等価回路モデルを用いたばらつき評価方法について0章で述べ、評価に必要

な要素技術として0章でパラメータ抽出の方法と0章で構造寸法と電気的・機械的特性のば

らつきの関係を示した。 
次に、MEMS等価回路モデルを用いたばらつき評価方法の検証を0章で行った。複数のデ

バイスの測定を行い、それぞれのMEMS等価回路モデルパラメータを算出した。算出した

等価回路モデルパラメータのばらつきより構造寸法のばらつき評価を行い、等価回路モデ

ルパラメータのばらつきから構造寸法のばらつきが正しく評価できることを確認した。 
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（６）－２課題 
 今回の検証から分かった今後の課題は以下である。 
 
MEMS等価回路モデルに関する課題 

形状から MEMS 等価回路モデルパラメータを算出し、特性をシミュレーションする際の

課題を記す。 
 

 ハードスプリング効果の見積もり 

形状から MEMS 等価回路モデルパラメータを算出する場合に、直流電圧による静電力に

よって実効的にバネ定数が高くなる、いわゆるハードスプリング効果の見積もりが小さめ

となった。また、同様にある直流電圧における電極間容量の見積もりも小さめとなる。こ

れらを考慮し、MEMS 等価回路モデルパラメータ算出方法を改善することが課題である。 
 

 直流電圧依存を含む MEMS 等価回路モデル 

現状の MEMS 等価回路モデルは、デバイスおよび端子が決定すると等価回路の回路構成

が決定する。各回路素子の値は、直流電圧によって決まるため、直流電圧が異なるとネッ

トリストを作り直す必要がある。 
直流電圧値を考慮したネットリストが作成可能であれば、直流電圧によってネットリス

トを作成し直さずに済み、回路シミュレーション上で直流電圧を変化させるだけ使用可能

である。 
 

MEMS等価回路モデルパラメータ抽出に関する課題 

測定した出力特性から MEMS 等価回路モデルパラメータを抽出する際の課題を記す。 
 

 直流電圧を変化させた出力特性からの MEMS 等価回路モデルパラメータ抽出 

測定出力特性のピーク値を使用して算出するMEMS等価回路モデルパラメータが存在す

る。ピーク値はより精度の高いものが望ましいが、測定のサンプリング間隔とも関連し、

再現性よく測定することは困難である。これを改善する 1 つの方法として、複数の直流電

圧での出力特性を測定し、全測定データを利用し MEMS 等価回路モデルパラメータを抽出

することが考えられる。この場合の抽出手順検討が課題である。 
 

以上 
 



Ⅴ．２．３低環境負荷型深堀りエッチング技術開発 

（１）研究の目的 

全世界的課題として環境エネルギー問題への対応が各国毎、各産業毎に強く求められてお

り、省資源や高効率、低環境負荷化として温室効果ガス排出量 25%削減などに向けた取組み

が重要となる。一方、MEMSの製造技術の中心となる深掘りエッチング加工は一般に数 10μm

のエッチング深さを必要とするため、半導体加工と比べ長時間の加工時間を要し、それにと

もなってエッチングガスや電力量の消費が大きい。 

 

 また、今後のトレンドとしてウェハの大口径化やエッチング開口径の微細化が進んでいく

ことが必須であるが、エッチング形状を維持しつつスループットの向上ニーズが強いなどエ

ッチング装置への要求は厳しく、プロセス時間短縮のためにエッチングガスの消費量や電力

量が今後増大することが予想される。これまで、エッチングガスとしては安価で取扱いに優

れる SF6 ガスが一般的に使用されてきたが、SF6 ガスは温暖化係数が高いことから、上記課

題に対応するためには温暖化係数の低い代替ガスへの切り替えと、ガスの消費量や電力量を

抑えつつエッチング速度を高速化するために、リアルタイムにプロセス状況をモニタリング

し、適正なガスの消費量や投入電力などのプロセス条件にフィードバックして 適化を図る

エネルギー消費効率の向上が必須となる。 

 本研究では、低環境負荷の深堀りエッチング技術を確立するために、SF6 ガスの代替ガス

の探索と、代替ガスのポテンシャルを 大限発現させるためのエッチングの高効率化、 適

化技術として、以下の３つの内容に取り組んだ。 

i)低環境負荷代替ガスの選定 

ⅱ)リアルタイムモニタリングによるエッチングの高効率化 

ⅲ)フィードバック制御手法を用いたエッチング 適化 

 

i) 低環境負荷代替ガスの選定 

１．エッチング装置について 

エッチング装置は、高密度プラズマの生成可能な NLD ( 磁気中性線放電：Magnetic 
Neutral Loop Discharge )プラズマを用い、代替ガスエッチングと、エッチレート高速化に

ついても技術指針を得ることを目的とした。図Ⅴ.2.3 ⅰ)-1 は NLD エッチングチェンバ

ーの断面模式図を示す。弱い磁場によって真空中に形成される磁場零のループ付近に濃

いプラズマが形成される。このループ径は磁場コイル電流によって制御可能である。こ

のプラズマ源は、1Ｐａ以下の低圧域にわたり高密度・低電子温度のプラズマが形成され

ることが大きな特徴となっており、一般的なＩＣＰ装置と同等以上の高密度プラズマに

よってエッチレートの高速化が期待されることから、今回適用した。 
 

Ⅴ‐504 
 



２．

低環境負荷ガス(代替ガス)の検討と選定 

NL NLNL NL

 
図Ⅴ.2.3 ⅰ)-1 磁気中性線放電(NLD)プラズマエッチング装置 

2-1. 机上検討によるスクリーニング（１次選定） 
シリコンエッチングのフッ素供給ガスとして用いられている SF6 ガスの大気温暖化係数

(GWP)は 23900と算出されている。本研究でのSF6代替ガス選定の基本条件として先ずGWP
が零乃至は極めて小さいガスであること。次に、シリコンのエッチャントであるフッ素ラジ

カルが供給できるガスであること。そして、安全性や取り扱いのしやすさが事前に把握でき

るという観点から、半導体プロセスあるいは MEMS プロセスで使用実績のあるガスである

こと。以上を選考条件とし、第 1 次選定時調査の結果、SiF4、COF2、IF5、ClF3、F2、BF3

が代替ガスとして検討選出できた(表 1)。SiF4 と BF3 は半導体製造プロセスではごく一般に

取り扱われているガスで、入手も比較的容易である。GWP が算出されていないが、ガスそ

のものは反応性が高いことから、GWP は極めて小さいと判断した。 
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2-2. 机上検討によるスクリーニング（２次選定） 
次に表 1 を元に、シリコンエッチング装置への導入にあたり、「エッチング性能（推定）

vs.危険性」及び、「エッチング性能（推定）vs.装置互換性」の考察観点を持ってマッピ

ングを行った(図Ⅴ.2.3 ⅰ)-2)。結果、希釈 F2 と BF3 の 2 ガスを代替ガスとして選定した。

以下は各ガスの検討考察を示す。 
 

 

 
 

図Ⅴ.2.3 ⅰ)-2 代替ガス候補選定（2 次選定） 

 

1-2-1. SiF4：シリコンのエッチング生成物として良く議論される分子であるが、エッチ

ングプロセス中においてはフッ素ラジカルを供給するガスというよりも、むしろエッチ

ング異方性を支援する役割であるとの報告事例もあり、代替エッチングとしては適合し

ないと判断した。 
 

1-2-2. COF2：分子中に炭素が含有している為、経験的にエッチングレート抑制につな

がると判断した。 
 

1-2-3. IF5：ヨウ素とフッ素の結合が極めて安定な為、フッ素ラジカルの供給制御マー

ジンが狭いであろうと考えられる。室温では液体の為、配管をヒータ加熱する必要があ

るだけでなく、SiCl4 のようなボンベ供給システムが確立されておらず、100sccm 以上の

流量を安定に得るためには複数ラインが必要な点も含め、装置への導入は困難と判断し

た。 
 

1-2-4. ClF3：プラズマ放電無くとも反応するガスで、 近ではクリーニングガスとして

半導体分野でも取り扱われている。一方、チャンバ内部パーツとの反応によるパーティ

クル発生懸念、ガスそのものの危険性が非常に高い点等、実用化された装置に代替ガス

として導入するには困難と判断した。 
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1-2-5. F2：100％高純度 F2 はその反応性の高さゆえ、現在ボンベでの供給は行われてい

ない。100％高純度 F2 用いるにはオンサイトで生成する方法があり、そのひとつとして

固体ソースから F2 ガスを得る装置を供給可能なメーカを調査したが、現在は生産中止と

なっている。一方、TFT 分野において、チャンバクリーニング用途に大量に F2 ガス供給

する設備として実用化されている装置が存在することが判明した。取り扱いメーカは現

在世界で 1 社のみとなっている。HF の電気分解から F2 ガスを供給する方式であり、設

備としては安全面・ガス流量も安定的に大流量が確保できる。 
しかしながら、100%F2 を既存のエッチング装置に導入するには、ClF3 同様チャンバ内

部パーツの互換性を確認する必要があり、初動研究としては困難と判断した。ただし、

フッ素ラジカルを供給可能なガスとしてはシンプルな分子構造であり検討する価値は高

いと判断し、現在ボンベで入手可能な Ar 希釈の 20％F2 ガスを選定した。 
 

1-2-6. BF3：化合物エッチング分野において BCl3 が高レートエッチングガスとして取り

扱われている点を参考とした。B は C と周期律表では隣同士であることから、特性が類

似の可能性が高い。しかし結合エネルギーで調査すると、 Si-B:68.9kcal/mol 、
Si-C:107.9kcaol/mol と大きく異なる為、プラズマ化し、フッ素ラジカルが供給できた場合、

堆積性とエッチング性の両方を持ち合わせたガスとしての可能性に期待し、代替ガス候

補として選定した。 
 

 

３．低環境負荷ガスを用いたエッチング基礎実験 
3-1.F2/Ar プロセス 

F2 が Ar で希釈されており、Ar ガスの添加の影響を確認するために、比較のため SF6

も Ar 希釈してエッチレートを評価した。図Ⅴ.2.3 ⅰ)-3 にφ2um Via のエッチングレート

に対する 20% F2 / Ar 及び SF6 / Ar 混合比依存性結果をそれぞれ示す。結果は、予想に反

して 20% F2 及び 20% SF6 共に殆どエッチングされなかった。40% SF6 で 1 um / min 以上

のエッチング速度が確認できたが、形状は等方形状となる。 
この原因について以下のように考察した。 
20% F2 / Ar、20%SF6 / Ar ではガスのうち 80％が Ar であり、その状態でプラズマにな

っているため、F2、SF6 とも十分解離していると考えられる。この状態で Ar のイオン化

は 15eV、F2、SF6 の F 1 個の解離エネルギーは 2.5～3.5eV であることから、F はラジカル

状態にあると思われる。ただし、F の絶対量がエッチレートを決定すると考えると、SF6

は 6 個の F、F2 は 2 個の F であり、F の数が 3：1 と同じ流量で比較すると SF6 の方が F
量が多いため、有利であるとも考えられる。 

また、SF6 / Ar の SF6 濃度を高くすると急激にエッチングが起きることから、プラズマ

によってチャンバの構成部品から酸素が放出され、Si 表面で酸化とエッチングの競合反

応が起きている可能性がある。 
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したがって、今回の結果は以下のようになる。 
・ F の絶対量が少なく、チャンバの構成部品から放出される酸素により、Si 表面で

酸化とエッチングの競合反応が起きていると考えられる。 
・ SF6 / Ar と同様、F2 濃度を高めると、エッチレート向上の可能性はある。 
 

 

図Ⅴ.2.3 ⅰ)-3 Si エッチレートの 20% F2 / Ar 及び SF6 / Ar 混合比依存性 

 
 

3-2. BF3 / Ar プロセス 
図Ⅴ.2.3 ⅰ)-4 はφ2um Via における BF3 及び SF6 の Ar 添加率依存の結果である。特徴

的なのは、10% BF3 で予測に反しデポ膜が確認されたことである。グラフではデポレー

トをマイナスで表記している。BF3 堆積速度は混合率によらず、10%～100%範囲で

0.5um/min 前後のデポレート推移の結果を得た。 
現状のボッシュエッチングでは C4F8 がデポ工程で使われているが、GWP は 8700 と大

きい。C4F8 の代わりに BF3 を使うことで、GWP がゼロのデポ工程が可能となる結果を得

た。 
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図Ⅴ.2.3 ⅰ) -4 Si エッチングレートの 20% F2 / Ar 及び SF6 / Ar 混合比依存性 

 
 

3-3. BF3 / O2 プロセス 
BF3 がフロロカーボンガスの炭素と同じ役割を持つならば、酸素添加によってシリ

コンエッチレート向上が見られる可能性も考えられたため、BF3 / O2 混合プロセスの

実施を試みた。 
図Ⅴ.2.3 ⅰ)-5 にφ2umVia における BF3 / O2 混合率依存の結果を示す。しかし、結

果はどの混合比においてもデポ膜が形成されることが確認され、60% BF3 で約 2.5 um 
/ min の高速のデポレートであった。図Ⅴ.2.3 ⅰ)-4 の Ar 添加プロセスでの膜とは違

い、酸素添加は B-O 系の膜が成膜されているものと思われる。以上の結果から、BF3

ガス単体では、デポ性のガスであることが明らかになった。デポレート 2.5 um / min
は従来ボッシュエッチングのデポ工程でみると、 速レートではないかと思われる。 

 

Ⅴ‐510 
 



 

 
図Ⅴ.2.3 ⅰ)-5 Si エッチングレートの BF3 / O2 混合比依存性 

 

3-4. BF3 / SF6 プロセス 
BF3 の堆積結果から、等方性である SF6 エッチングにデポ性である本 BF3 を混合させ、

異方性の現象が見られるか確認した。図Ⅴ.2.3 ⅰ)-6 に BF3 / SF6 混合比依存性を示す。

BF3 添加とともにエッチング速度は低下するが、この条件下では異方性形状に転じる結果

は得られなかった。 
しかしながら、80%BF3 / SF6 となる領域でも、100% SF6 に対して 3 割程度のエッチレ

ート低下しか見られない。すなわち、この結果は GWP が高い SF6 に BF3 を添加すると、

QWP を下げつつエッチレート低下が抑えられるため、結果的に低環境負荷の代替ガスと

なりうることを意味する。 
よって、更なる効率向上を狙い、アンテナパワー、バイアスパワー依存性を次に検討

した。 
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図Ⅴ.2.3 ⅰ)-6 Si エッチングレートの BF3 / SF6 合比依存性 

 

４．エッチング特性向上検討 
4-1. 高パワー条件仕様確認 
4-1-1.アンテナパワー依存性 
図Ⅴ.2.3 ⅰ)-7 はエッチング速度 UP を目的にプラズマ密度増加とエッチングレート相

関を確認目的とし、実験を行ったが、SF6(20%) / Ar、F2(20%) / Ar 共にエッチング速度に

は変化が見られなかった。BF3(20%) / Ar はアンテナパワー増加と共にデポレートが増加

する傾向を得た。これは高パワー化によって BF3 の解離が進み、デポ性が増加したもの

と考察される。BF3 を用いたプロセスでデポレートをより向上させるには酸素添加と高密

度化が有効であると考えられる。 
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図Ⅴ.2.3 ⅰ)-7 Si エッチングレートのアンテナパワー依存性 
 

 
 

4-1-2.バイアスパワー依存性 
図Ⅴ .2.3 ⅰ)-8 にバイアスパワー依存性を示す。図中には Ar 添加プロセスである

SF6(20%) / Ar、F2(20%) / Ar、BF3(20%) / Ar、SF6(20%) / Ar と、これに加えて BF3(80%) / SF6、

SF6(20%) / O2 混合プロセスをそれぞれ示す。どの混合プロセスも SF6 あるいはそれに代

わるガスの使用量が総流量の 20%となる条件にて比較した。SF6(20%) / Ar では、バイア

スパワー100W で急激にエッチレートが上昇し、それ以上では緩やかにレートが下降する

傾向を得た。エッチレートは速くなるものの、マスクのエッチングも速くなることから

スパッタ主体のエッチング機構と考えられる。同様に F2(20%) / Ar プロセスもバイアスパ

ワー増加に伴い、エッチレートが向上する結果を得た。バイアスパワー500W で 0.5 um / 
min のエッチレートが得られた。 

F2(20%) / Ar プロセスは、MEMS 向けの深堀エッチングにはレート面で足りないが、次

世代低消費電力 LSI 光インターコネクションデバイスや環境センサなどで応用が検討さ

れている回折格子構造、フォトニック結晶構造等の低レートで精密且つナノ微細加工制

御が要求される分野には有用であり、SF6 を一切使用しない「低環境負荷な微細加工 Si
エッチングプロセス」として有効であるといえる。 

また、BF3(80%) / SF6 プロセスにおいては、バイアスパワー100W で異方性形状が初め

て確認された。対マスク選択比は 15 前後と SF6(20%) / Ar と比べて約 2 倍と高く、かつ 
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図Ⅴ.2.3 ⅰ)-8 Si エッチングレートのバイアスパワー依存性 

 

 

NLD プラズマを用いた非ボッシュエッチング法を踏襲している為、側壁が平滑なスキ

ャロップフリーの加工形状となる。図Ⅴ.2.3 ⅰ)-9 に図Ⅴ.2.3 ⅰ)-8 中の SF6(20%) / Ar 及
び BF3(80%) / SF6 プロセスの SEM 写真を示す。 
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図Ⅴ.2.3 ⅰ)-9 Si エッチングレートのバイアスパワー依存性(SEM 写真) 

 

以上の結果から、BF3/SF6 混合プロセスにより、Si の異方性エッチングが可能となるこ

とが明らかになった。 
 

4-1-3.従来 SF6 / O2 非ボッシュ技術との比較 
図Ⅴ.2.3 ⅰ)-10 は本研究で見出した新規 BF3 / SF6 エッチングプロセスについて、従来

プロセスである SF6 / O2 混合プロセスとの比較を示す。SF6 / O2 混合プロセスでは SF6 が

80%で異方性形状を得る。エッチング速度は 4 um / min。一方で、BF3(80%) / SF6(20%)は
3.25 um / min、BF3(90%) / (10%) SF6 で 2.0 um / min で両方とも異方性形状である。図Ⅴ.2.3 
ⅰ)-11 は SF6 / O2 混合プロセスと BF3 / SF6 混合プロセス各々エッチング時間を延長した

結果を示す。両形状共に異方性形状を維持していることが分かる。以上の結果から、BF3 
/ SF6混合プロセスは低環境負荷型 Si深堀エッチング技術として極めて新しい方法を見出

したと言える。表 2 は本プロジェクト成果の BF3(80%) / SF6(20%)プロセスを元に、NLD
を用いた非 Bosch プロセスの代替ガスのまとめを示す。結果、BF3(80%) / SF6(20%)プロ

セスにて、69％の削減見込み(計算値)を得た。 
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図Ⅴ.2.3 ⅰ)-10 Si エッチングレートの SF6 / O2 混合比及び BF3 / SF6 混合比依存性 

 

 
図Ⅴ.2.3 ⅰ)-11 SF6 / O2 プロセスと BF3 / SF6 プロセスにおける Si エッチング形状比較 
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表Ⅴ.2.3 ⅰ)2 代替ガスエッチングまとめ（ＮＬＤ装置にて） 

 
 

4-1-3.代替ガスのコスト見積もり 
代替ガスのコストについて、既存の SF6 / O2 プロセスと 80% BF3 / SF6 を対象に机上検

討を行った。 
試算１：既存プロセスの TSV エッチング 
SF6 / O2 = 224 / 56 sccm  

・SF6 使用量： 224sccm × 2.5 分/wafer = 560 sccm/wafer 
・原料 COO： 6 円/g ×3.64g/wafer = 21.8 円/wafer 
 

試算２：代替プロセスの TSV エッチング  
BF3 / SF6 = 224 / 56 sccm 

・BF3 使用量： 224sccm × 2.5 分/wafer = 560 sccm/wafer 
原料 COO： 50 円/g ×1.7g/wafer＝85 円/wafer 
・SF6 使用量： 56sccm × 2.5 分/wafer = 140 sccm/wafer 
原料 COO： 6 円/g ×0.91g/wafer = 5.5 円/wafer 
85 + 5.5 = 90.5 円/wafer 
 

以上の計算より、現時点において BF3 / SF6 を用いた代替ガスコストは、既存プロセス

の約４倍という結果を得た。今後需要の増加等によりコストは低減されていくものと考

える。 
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4-2. バイアス周波数との相関把握 
上項にて、エッチング速度及び形状の改善はバイアスパワーが も有効的であったた

め、本項はバイアスパワーに着目し、より高性能なプロセス指針を得る目的でバイアス

の周波数と、そのエッチング相関関係を調査した。シリコンエッチングは、フッ素ラジ

カルだけでも室温レベルでは自発的に反応する自発反応エッチング機構を持つ。 
 

 

 
図Ⅴ.2.3 ⅰ)-12 各バイアス周波数におけるイオンエネルギー分布とエッチング形状 

 

一方、ラジカル曝露下でイオンエネルギーを与えるとエッチング速度が数倍以上に増

加するイオン誘発エッチングの機構も有する為、高密度なフッ素ラジカル生成も重要で

はあるが、イオン制御もエッチング性能向上には不可欠な知見と考えられる。本研究で

は、エッチング性能向上検討のもう一つの検証として、イオン、ラジカルとの相関関係

の調査を目的に、イオンの入射エネルギー分布(IED : Ion Energy Distribution)とエッチン

グ性能に着目した。IEDは印加バイアス周波数で制御可能である。図Ⅴ.2.3 ⅰ)-12 は各種

バイアス周波数における一般的なIEDを示す。バイアス周波数が高い程、入射エネルギー

は単色化し、低周波ほど 2 局在化いわゆるバイモーダル(bimodal)なピーク波形を得る。

エッチング機構としては低周波バイアスでは高エネルギーイオンが寄与し、高周波程バ

イアスでは低エネルギーイオン主体のエッチング機構がとなることを予測される。実験

は 0.5MHz電源及び 100MHz電源を準備し、中心条件のバイアス周波数である 13.56MHz
との比較を行った。実験条件は、13.56MHzで得た条件(BF3(80%) + SF6(20%)混合プロセス、

圧力 = 6.67 Paにてアンテナ/バイアスパワー = 1000/100W)とした。同図Ⅴ.2.3 ⅰ)-12 中
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に各バイアス周波数でのエッチング結果SEM写真を示す。中心条件である 13.56MHzでは

異方性形状を得ているが、低周波では等方性形状を得た。一方、高周波バイアス(100MHz)
ではシリコンはほとんどエッチングされなかった。一方、低周波バイアス場合、等方エ

ッチング形状となった。以上の結果からバイアス周波数は 13.56MHzが良いと結論を得た。

また、気相で生成したプラズマから基板に反応種を引き込む過程で、 適なバイアス周

波数が存在し、Siエッチングの性能向上にはこれらパラメータ制御も重要であることを

示唆する結果を得た。 
また、低環境負荷エッチング技術の動向調査と代替ガスおよびエッチング効率化に関する

情報収集のため、IMAPS2010, 43rd International Symposium on Microelectronics と AVS 
57th International Symposium & Exhibition (AVS2010)に参加した。その結果、我々が検討

している代替ガスと同じガスでの研究実績はなく、また TSV のアスペクト比が向上するにし

たがってエッチレートが低下しコストアップにつながることから、本プロジェクトで検討し

た代替ガスは新規であり、代替ガスに求められることとしてエッチレート低下を 小限にす

る必要性があることが確認された。したがって、本研究成果は、環境負荷低減の目的のみな

らず、ユーザ側のニーズにも合致する成果であると考える。 
 

５．まとめ 
 SF6 ガスの代替ガスとして、エッチング性能および取り扱いのしやすさを基準に机上検討

の結果、F2 と BF3 を選定した。しかし、F2 については反応性の高さから 100%純度の F2 はボ

ンベでの取り扱いはなく、オンサイトでのフッ素生成装置による供給のみとなることから、

年間という短期間で検証可能な実験として、ボンベで購入可能な Ar希釈 20 %F2 と BF3 につ

いて検証を実施した。 

その結果、Ar 希釈 20 %F2 は、同じ希釈率の Ar 希釈 20 %SF6 に比べ著しくエッチレート

が遅い結果となった。一方、BF3 単体ではエッチングは起こらずデポ性のガスとして寄与す

るが、SF6 との混合ではエッチレートの低下は起きるものの、(BF3(80%) + SF6(20%)混合に

おいて 3 割の低下にとどまる。 
よって、NLD を用いた非 Bosch プロセスにおける温暖化ガス削減率は、69％の削減見

込み(計算値)を得た。また、(BF3(80%) + SF6(20%)混合ガスのコスト試算では、現在の価

格で算出すると SF6/O2 プロセスの約 4 倍という結果を得た。今後、ガスの需要の増加に

より、コスト低減を図Ⅴ.2.3 ⅰ)-ることは可能と考えられる。 
F2 については、100%純度 F2 での検討が出来ず、希釈率の大きい条件での結果のため、

100%純度 F2 においての検証は今後の課題である。しかしながら、仮に 100%純度 F2 での

性能がよい結果となったとしても、①オンサイトでのフッ素生成装置の設置、②既存チ

ャンバーの耐腐食性対応、③ランニングコストの上昇等がコストアップ要因になること

は明らかである。したがって、費用対効果の点からみると、上記③ランニングコストの

上昇分のみで対応可能な BF3 + SF6 混合ガスの方がメリットが高いと考えられる。 
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ⅱ)リアルタイムモニタリングによるエッチングの高効率化 

１．プロセスモニタリング手法の必要性 
温暖化ガスの排出量を削減するにはガス代替のほかに、エッチングプロセスそのもの

の高効率化、すなわちエッチングの高速化の 1 つの手段である。単純なエッチレート向

上策としては、プロセス設定条件での 適化（ガス圧増加、RF パワー増加等）が従来か

ら知られている。しかし、これら方法ではエッチレートは向上するが、エッチングの異

方性（深さ方向エッチレート／幅方向エッチレート）は低下する。例えば圧力を増加さ

せると、エッチング種の密度は増加するものの、同時に平均自由工程は短くなってイオ

ンシース内で入射イオンが散乱される確率が高まることが広く知られている。結果とし

て入射イオンの角度分布が広がり、幅方向へのエッチングが相対的に促進されるためで

ある。これでは今後さらにニーズが高まるエッチングの高精度化に対応することはでき

ない。 
そこで本テーマではエッチングの高速化と高精度化を同時に達成するため、プロセス

制御の高度化を目指す。具体的にはプロセス時のリアルタイムモニタリング手法を確立

し、それを活用してフィードバック制御することを検討する。モニタリング手法として

は、プロセスに対する非干渉性と簡便性から発光分光計測（OES）を選択する。  
計測対象としては、本テーマではプラズマ源として ICP（誘導結合プラズマ）の他、

NLD（磁気中性線放電）を扱い、プロセス方式としてボッシュ法と非ボッシュ法を扱う

ため表１に示すように 4 つのケースが考えられる。 

     

このうちプロセス方式の比較では、非ボッシュ法では連続的、静的な放電であり、プ

ロセス進行とプラズマ状態の変動はほとんど関連がない。唯一基板上でエッチング領域

の断面アスペクト比（エッチング深さ／開口幅）のみ徐々に大きくなっていくが、この

幾何学的な変化がプラズマに影響を与えて OES 上で検出できるとは考えにくい。一方、

ボッシュ法は元来保護膜堆積とエッチングを交互に繰り返すという点で時々刻々とプロ

セスが進行し、プラズマ状態の推移を OES を通して検出しやすく、リアルタイムモニタ

リ

るモニタリング手法を確立するために、対象を ICP
方

ングとそれを用いたフィードバック制御を活かすことができるプロセスといえる。 
一方、プラズマ源の比較では NLDは ICPと同等以上の高密度プラズマ生成が可能と報

告[1]されているが、OES を実施する際の観測窓位置については ICP 方式の方が若干自由

度が高く、空間的な分布まで観測するには ICP 方式の方が有利と考えられる。つまり時

間的、空間的分解能の高い OES によ

式のボッシュ法に絞り込んだ。 
ただし、ボッシュ法では通常数秒単位で保護膜堆積とエッチングのステップを繰り返
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すため、リアルタイムでこの変化を十分捉えることのできるサンプリング周波数が必要

である。そこで本テーマでは 10Hz 以上のサンプリング周波数を持つモニタリング手法

を 立することとした。 

２ ク制御によるプロセス高速化 

されるため、エッチングステップを終了して保護膜堆

積

することと引き換えにエッ

チ グレートは低くならざるを得ないプロセスといえる。 

 

確

 

．モニタリング手法とフィードバッ

2-1.現状のボッシュ法における課題 
 まずプロセス高速化に対して、現状のボッシュ法の課題を考える。このプロセスは保

護膜堆積とエッチングを数秒単位で交互に切り替えるプロセスとして知られている。図

１に保護膜厚をパラメータとしたプロセス進行の様子を示す。保護膜堆積ステップ時に

保護膜はトレンチ内壁面に堆積する。エッチングステップに切り替わると、初期に底面

上の保護膜が除去された後に Si エッチングがスタートする。その後側壁面上の保護膜も

入射イオン等の影響を受けて除去

ステップに戻ることになる。 
ここで直接的な対象である Si をエッチングしている時間割合を概算で見積もる。保護

膜堆積ステップとエッチングステップの時間が同等であり、エッチングステップの初期

1/3 程度の時間が底面保護膜の除去に費やされると仮定すると、１サイクルにおける Si
エッチング時間の割合は 1/3 程度ということになる。無論、この割合はプロセス条件の

設定によっても前後するが、保護膜堆積とエッチングを同時に進める他のプロセス[2]と
比べて効率が低い。つまり、ボッシュ法は精密な形状を実現

ン
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2-2.課題解決の切り口と従来技術との相違 
本プロジェクトでは、先述したボッシュ法におけるプロセス高速化の課題を解決する

べく図 2 に示す手法を提案する。 
 プロセス全体に占める Si エッチング時間の割合を増加させるため、バイアス RF 値を

２段階に制御する。つまりエッチング初期に底面上に形成された保護膜を除去する段階

では高いバイアス RF 値を設定してこれを短時間で除去し、それ以降の Si エッチング時

にはバイアス RF 値を低下させる。Si は F と強い反応性を持つことからこの段階では高

いバイアス RF 値は必要ではない。他方、バイアス RF 値を下げることで入射イオンのス

パッタ効果を抑制できるため側壁面上の保護膜が除去されるまでの時間を延ばすことが

できる。これは断面形状の変形を抑えながら Si エッチング時間の割合を増やせることを

意味する。 
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 つまり、エッチングステップ期間内において底面上、側壁面上の保護膜消滅タイミン

グを基準としてバイアス RF 値の High 値から Low 値への切替、エッチングステップから

保護膜堆積ステップへの切替を行えば、トレンチ断面形状の劣化（幅の広がり）を抑え

ながらエッチングレートを向上できると考えられる。 
 エッチングステップ期間内でバイアス RF を High 値から Low 値に切替える手法はすで

に装置メーカから公開、市販されている。しかしながら、この方法は切替タイミングを

プロセス前に予め設定するものであり、実際のプロセス進行とは無関係に決めることに

なる。このため、例えば High 値の時間を底面保護膜除去に要する実際の時間よりも長

く設定した場合、側壁面上の保護膜は必要以上に長い時間、高いスパッタ作用を受けて

より短時間で消滅するため、トレンチ幅の増大等、断面形状の劣化を招く。今回提案す

る手法はプロセス進行に伴う底面上、側壁面上の保護膜消滅タイミングを正確に検出す

るリアルタイムモニタリング手法を確立することで、プロセス条件切替タイミングにフ

ィードバックし、断面形状の劣化を抑えたままエッチングレートを向上させることを狙

っている。 
    

2-3.モニタリング手法の着想 
 次に必要とされるリアルタイムモニタリング手法について検討する。本プロジェクト
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では先述したようにプロセスに干渉しないという点で OES（発光分光計測）を選択して

いるが、ここでは OES で保護膜除去タイミングを検出するための方策を考える。 
 保護膜が除去されると、表面に Si が露出して（１）式に示すように F とのエッチング

反応が始まる。 
   Si+4F →SiF4      (1) 

プラズマ中の F ラジカル濃度は生成と消滅・消費のバランスで決定するため、エッチ

ング反応が開始して消費量が増えると濃度が下がる。従って F ラジカルの発光に着目す

れば、底面上、側壁面上の保護膜が消滅した後は発光強度が低下するはずである。他方、

（１）式に示されるように反応生成物 SiF4 が発生するが、この一部はプラズマ中で再度

解離して SiFx（x=1～3）が生成する。こちらは Si とのエッチング反応が開始した後は発

光強度が増加すると考えられる。 
 つまり、F ラジカル、SiFx ラジカルの発光強度変化に着目すれば保護膜消滅タイミン

グを検出できるはずであり、ボッシュ法におけるプロセス進行を把握できると考えられ

る。 
 

３．OES によるリアルタイムモニタリング技術の確立 
 初に OES を用いたモニタリング実験の装置構成を図Ⅴ示す。使用した計測器は英プ

リンストンインストルメンツ社製の PI-max3 であり、可視光帯域の光を波長＜1nm で計

測可能である。また時間分解能においても 10Hz 以上でのサンプリングが可能であり、

当初想定していた仕様を満たすことができる（表 2）。 

  
計測すべきエッチングチャンバー内のプラズマ発光は、観測窓の外側に設置した集光

レンズを通して集められて光ファイバーに導かれ、分光器、そして検出器に導入される。

従って、チャンバー内空間の平均したプラズマ発光だけでなく、チャンバー空間内の特

定の計測箇所からの発光をレンズを通して集光可能である。この計測箇所は水平、垂直

方向に 10cm 程度移動可能である。 
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検出器を通して計測したデータは、リアルタイムで PC に送られて保存される。モニタ

リング技術が確立すればこの信号を使ってプロセス中にフィードバック制御が可能であ

る。図４に実際にエッチング装置チャンバー周囲に設置した発光分光計測器の外観写真

を示す。 

 
 

 次にチャンバー内にベア Si ウェハーを設置して、エッチングステップと同じプロセス

条件の SF6 プラズマを生成した。このときの発光スペクトルの計測例を図 5 に示す。 
   

 
600～800nm の波長範囲で比較的強い F ラジカルピークが 10 本以上計測できた。これら

Ⅴ‐525 
 



の中からプロセスモニタリングに適したピーク波長を選択することが次の課題となる。 
 波長選択のための実験を図 6 に示す手順で行った。 

（１） チャンバー内にベアウェハを設置。 
（２） 自然酸化膜を除去後、保護膜堆積ステップを実施してウェハ全面に保護膜を形

成。 
（３） エッチングステップを実施することで、保護膜を除去したあと Si エッチング

まで行う。この間、各 F ラジカル発光ピークの時間変化を計測する。 

       

計測結果の一例を図 7 に示す。エッチングステップ開始初期はウェハ全面が保護膜で覆

われているため F の消費はなく、発光強度は一定のレベル（I=I0）を示すが、保護膜が除

去されて Si 面が露出し、エッチング反応が開始することで I=I1 のレベルまで低下する。

これは前節で考察した予想通りである。ただしより高い検出感度を得るためには相対変

化率δI＝（I0－I1）／I0 がより高い波長の選択が必要になる。また S/N 比の観点から I0

の絶対値が大きいことも必要である。各波長ピークに対してこれらの指標から計測結果

を比較した結果を図 8 に示す。この図において右上ほどモニタリングに適した波長とい

うことになり、この結果からλ＝685.6nm の波長を選択した。この波長は図 5 の元波形

で見るとピーク高さでは 2 番目であるが、半値幅も含めて考えると絶対強度、変化率と

も も大きな波長であることが分かった。この波長とその他の波長を比較すると、この

波長での計測が S/N 比、感度とも高いものであることが分かる（図 9）。 
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ベアウェハでの計測時、発光強度 I0 から I1 に低下するまでの時間δT を（２）の保護

膜堆積ステップ時間をパラメータとして計測すると図 10(a)に示す結果を得る。堆積ス

テップ時間と膜厚が比例するため、δT も比例的な関係になると考えられる。つまりδ

T が保護膜除去までの時間を表すと考えられる。一方、（３）のエッチングステップで

のバイアス RF 値をパラメータとして計測すると図 10(b)に示す結果を得る。この結果か

らバイアスRF値が高くなるにつれてδTは短縮することが分かる。これは入射イオンエ

ネルギーが増して保護膜除去レートが高まったためと考えられる。つまり、底面上の保

護膜をより短時間で除去するためには、エッチングの初期のみ高バイアス値を印加する

ことが有効であると裏付けられた。 
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 次にパターン付ウェハに対して通常のボッシュ法でエッチング処理を行い、同様にλ

＝685.6nm での発光強度変化を計測した。その結果を図 11 に示す。ここではパターン自

体が計測結果に及ぼす影響を単純化するために、1μｍ幅の周期的なトレンチパターン

のみがパターニングされた開口率 20％のウェハを用いた。ベアウェハでの計測結果（図

9）とは次の２点で異なっている。 
（１） 波形変化が連続的であり、ステップの切替タイミングの前後でノイズ的な強度

変化が重畳している。 
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（２） 底面保護膜除去に伴う強度変化（δI）が小さい。 
（１） は実際のボッシュ法がステップの切替タイミングの直前から次のプロセスガス

がオーバーフローし始め、置換に一定の時間を要することに起因する。つまり切替タイ

ミングの前後で導入ガス、圧力等が変動する過渡状態が存在するため、これに関連して

プラズマ発光強度が過渡的に変動することによると考えられる。（２）についてはベア

ウェハのケースでの開口率変化（0%→100%）と異なり、パターン付ウェハで底面保護膜

が除去されたことによる開口率変化は 0%からパターン開口率（この場合は 20％）であ

り、その分 F 消費量の増加幅が小さいことによる。（１）の切替タイミングに伴うノイ

ズについては、過渡状態をなくすためのプロセス面での工夫を加えて再度発光強度変化

を計測した。 

 
 

その結果を図 12 に示す。図 11 との比較からも分かるように過渡状態に伴うノイズを

抑制することができ、Fラジカルピークの発光強度低下を検出できている。また、SiFラ

ジカル（λ＝777.0nm）の発光強度増加も同時に検出できている。つまり予想通り（１）

式の反応に伴う発光強度の変化を検出できることが確認できた。これらの結果からこの

時点が底面保護膜消滅のタイミング(T＝t2)であると考えられる。両者を比較すると SiF
ラジカルの方がノイズが大きい。一方、エッチングが進行してトレンチが深くなった場

合に F ラジカルの強度変化は徐々に小さくなっていくのに対し、SiF ラジカルの強度変

化はあまり変化がない。こうした特徴を踏まえ、実際にモニタリングに用いる際はどち

らかの波形、もしくは両方の波形の差分、比を用いればより明確に検出できると考えら

れる。 

Ⅴ‐530 
 



 
 エッチングステップ開始から底面保護膜が除去されるまでの時間δT1(＝t2－t1)をエッ

チングの進行（ステップ数）とバイアス RF 値をパラメータとして計測した結果を図 13
に示す。この結果からエッチングの進行と共に保護膜の残存時間：δT１は短くなって

いくことがわかる。これはトレンチが深くなるにつれて底面上に形成される保護膜厚は

薄くなるのに対し、底面にほぼ垂直方向から入射するイオン密度には大きな変化はなく

除去レートがほぼ一定であるためと考えられる。 
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 参考までに実際の各アスペクト比におけるエッチング結果とプロセス時間の関係から、

断面アスペクト比とその時点での底面保護膜除去時間との関係を算出したグラフを図 14
に示す[3]。プロセス条件に若干の相違があるので単純な比較はできないが、この結果か

らもアスペクト比が増加するにつれて保護膜除去時間が短縮する傾向があり、今回のモ

ニタリング結果の妥当性を示すデータといえる。 
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 一方、側壁保護膜の消滅タイミング（T=t3）は t2 ほど明瞭には検出できなかった。原

理的には側壁保護膜についても消滅の前後で発光強度変化が見られるはずである。プロ

セス開始から３～４サイクル目までは t2 と同様、F ラジカルのわずかな強度低下のタイ

ミングが検出できた（図 15）。しかし SiF ラジカルの発光強度変化はノイズが大きく検

出できなかった。また４サイクル目以降では F ラジカルの発光強度変化も見られなくな

った。これは、 
（１） 入射イオンが多少斜め方向から側壁面に衝突したとしてもスパッタ効果が小さい

ため、完全除去のタイミングが底面ほど明確でない。 
（２） 特にトレンチが深くなるほど、内部には F ラジカルが滞留気味になり、反応生成

物（SiFx）との置換に時間を要するようになる。 
という２つの理由によると考える。しかしながら検出したδT2（＝t3－t1）はほぼ妥当な

値と考えられる。なぜなら 1 回あたりのエッチングステップ時間をこれよりも長く設定

したプロセス条件では、トレンチ幅は徐々に拡大していくためである。 
 プロセスが進行してトレンチが深くなっていった場合、δT2 もδT１と同様に徐々に

短縮すると考えられる。しかしながら今回のモニタリング手法ではこの傾向を精度良く

検出することができないため、プロセス開始初期に計測したδT2 を代表値としてフィー

ドバック制御に反映することとする。今後、δT2 検出の高感度化が課題である。 
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４．モニタリング結果を用いた模擬フィードバック制御エッチング 
 後に、今回得られたモニタリング結果を用いてプロセス条件にフィードバック制御

をかけた場合に、エッチング結果に及ぼす効果を検証した。今回の装置構成では実際に

フィードバック制御を行うことはできなかったため、予めモニタリング結果から求めた

t2 を用いて 1 サイクル毎にバイアス RF 値の切替タイミングを、t3 からエッチングステッ

プ時間を設定して模擬的なフィードバック制御状態を設定してエッチング結果を調べた。

参考のために従来からあるバイアス RF の 2 値制御、つまりモニタリング結果を用いず

に、バイアス RF 値の切替タイミングとエッチングステップ時間を予め設定した場合（ケ

ース１）と、通常のボッシュ法のプロセス条件（ケース２）で同一時間のエッチングを

行い、3 つのケースにおいてエッチングレートと断面形状を比較した。 
模擬フィードバック制御と、ケース 1 の場合におけるバイアス切替タイミングの相違

を図 16 に示す。模擬フィードバック制御時にはモニタリング結果に合わせてステップ

数と共に徐々に切替タイミングを短縮しているのに対し、ケース１では 3.5s に固定して

いる。エッチングステップ時間はどちらのケースでも 12.6s/回に統一している。また両

ケースともエッチングステップ時のバイアス RF の High 値、Low 値はそれぞれ 36W,5W
に統一している。つまり両者の違いはバイアス RF 値の切替タイミングをプロセス進行

の実情に合わせて徐々に変化させていくか、予め設定した値で固定するかの違いのみで

ある。なお、ケース２の通常のボッシュ法ではエッチングステップ内でバイアス RF 値

は一定である。３つのケースにおけるプロセスパラメータの比較を表 にまとめる。 
   

 

Ⅴ‐534 
 



  
 

 エッチング結果の比較を図 17 に示す。模擬フィードバック制御を行った場合は、通

常のボッシュ法でのエッチング結果に比べて 1.8 倍程度エッチレートが向上した。切替

タイミングを固定した場合（ケース１）に比べてもエッチレートが向上している。さら

にエッチングの異方性で比較しても、ケース１では通常のボッシュ法（ケース２）に比

べて低下しているのに対し、模擬フィードバック制御時にはこれらよりも向上する結果

が得られた。これは模擬フィードバック制御時ではプロセス進行に合わせたバイアス

RF 値の切替で、エッチングステップ期間中ほぼ側壁面上に保護膜が残存できているの

に対し、ケース 1 ではバイアス RF の High 値の設定時間が実際よりも長すぎるため、側

壁面上の保護膜が消滅が早まり、ステップの終盤で側壁表面に Si が露出してエッチング

されるためだと考えられる。 
 つまり、今回確立したモニタリング手法とそれを用いたフィードバック制御を用いれ

ば、エッチング異方性を維持、もしくは向上させつつエッチレートも向上させることが

可能になる。これは従来のエッチレート向上手法では不可能であったことであり、今回

開発したプロセスモニタリング手法の意義は大きいといえる。 
 なおこのプロセス高速化を、温暖化ガスの排出量という観点から換算すると、同一の

深さまでエッチングする際の温暖化ガス排出量はプロセス時間短縮によって 45％程度低

減することになる。 
 今回の結果は、模擬的なフィードバック制御の効果を見積もったものであり、実際に

エッチング装置にフィーバック機構を追加して、モニタリング用の発光分光器からの計

測結果をリアルタイムに反映させれば、さらに効果が向上すると考えられる。 
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５．まとめ 
 本プロジェクトでは、温暖化ガス排出量の削減を目指して Si 深堀エッチングプロセス

の高速化に取り組んだ。着眼点としてはボッシュ法に対してプロセス進行状況のリアル

タイムモニタリング手法を確立し、その信号をプロセスにフィードバック制御すること

で実質的な Si エッチングの時間割合を増やすというものである。モニタリング手法とし

ては、OES をベースとしてボッシュ法に付随するガス切替等の過渡状態に留意しつつ F
ラジカルの発光強度変化を計測することで、特徴タイミングが検出できることが分かっ

た。このタイミングを用いてバイアス RF 値、エッチングステップ時間をフィードバッ

ク制御することで、通常のボッシュ法に対してエッチングレートを 1.8 倍程度に向上さ

せつつエッチング異方性も向上させることができ、当初の狙いを実際に確認することが

できた。今回のエッチレート向上は、温暖化ガスの削減率に換算すれば約 45％であり、

代替ガスと併せれば排出量の大幅な削減が期待できる。 
 

６．参考文献 
[1] Y.Morikawa, T. Koidesawa, T. Hayashi, K. Suu, “A Novel deep etching technology for Si and 
quartz materials”, Thin Solid Films, Vol. 515, pp.4918-4922 (2007) 
[2] S. Aachboun and P. Ranson, “Deep anisotropic etching of silicon”, J. Vac. Sci. Technol., 
A(17), pp.2270-2273 (1999)  
[3] J. Ohara, K. Asami, Y. Takeuchi and K. Sato, “Development of RIE-lag Reduction Technique 
for Si Deep Etching Using Double Protection Layer Method”, IEEJ Transactions on Electrical 
and Electronic Engineering, Vol.5, pp.125-130 (2010)  
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ⅲ)フィードバック制御手法を用いたエッチング 適化 

 

１．実施内容 

技術研究組合 BEANS研究所殿が提示する「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロ

ジェクト」に係る低環境負荷型深掘エッチングのためのフィードバック制御に関する以下の

作業を実施した。 

・２つ以上のプラズマ源、および２種類以上のプロセスにおいてリアルタイムモニタリン

グにより測定される物理量と、プロセスパラメータ（表面反応に関連するパラメータ）との

対応関係やプロセスパラメータ算出手法の開発を行い、双方の関連を明らかにした上で整理

した。 

・前記項目で明らかにしたプロセスパラメータを用いて、プラズマエッチングシミュレー

ションを実施する。あわせて実加工形状に対するエッチングシミュレーション結果の再現性

を評価した。 

・プラズマエッチング装置の変更可能なパラメータであるガス流量や出力、バイアス電圧

などの装置条件と、リアルタイムモニタリングで得られる物理量との対応を明らかにした上

で整理した。 

・装置条件を用いたプラズマエッチングシミュレーションを実施し、実加工形状の再現性

の評価をした。 

・プラズマエッチングシミュレーション結果から、エッチングプロセスを 適化する条件

を検討し、装置条件へとフィードバックするとともに、前述で実施する各種パラメータ・条

件の対応関係整理結果とあわせてデータベースとして利用可能な情報として整理した。 

・エッチングプロセスおよびエッチング加工形状の 適化のためのフィードバック制御技

術確立のための設計指針・評価手法を開発した。 

上記、実施内容の関連性を図 18に示す。 

 実施内容は相互に深く関連しており、同時に作業を行ったものもある。次章以降におい

て、作業結果を報告する。 

装置条件 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ値 ﾌﾟﾛｾｽﾊﾟﾗﾒｰﾀ 形状予測

対応関係（ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ値とﾌﾟﾛｾｽﾊﾟ
ﾗﾒｰﾀ）

対応関係（装置
条件とﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
値）

対応関係（装置条件と
ﾌﾟﾛｾｽﾊﾟﾗﾒｰﾀ）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ値によるｴｯﾁﾝ
ｸﾞ形状予測手法

装置条件によるｴｯﾁﾝｸﾞ
形状予測手法

 

最適ｴｯﾁﾝｸﾞ条件の探索

 

図 18 実施内容の関連性 
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２．リアルタイムモニタリング値および装置条件をもとにした Boschプロセスシミュレー

ション手法の開発 

 本章では、Bosch プロセスを対象とし、実加工形状を再現可能なシミュレーション手法

の開発を行う。 

 

2-1.対象とした実加工形状 

 対象としたのは、Boschプロセスによる深掘エッチングである。Boschプロセスシミュレ

ーション手法を開発するにあたり、参考とした実加工形状の例を図 19に示す。Boschプロセ

スでは SF6をプラズマ源としたエッチングプロセス、C4F8をプラズマ源としたデポジション

プロセスを交互に繰り返すことにより深掘エッチングを実現している。この例では、1 サイ

クルあたりのエッチングプロセス時間を 7秒、デポジションプロセスを 7秒、としており、

トータルのプロセス時間は約 40分である。なお、エッチング時のバイアスパワーは 36Wであ

る。 

 

 

図 19 Boschプロセスによる実加工形状例 

 

この例では 30umの深掘エッチングが実現している。また、発光分光によるリアルタイムモ

ニタリングにより、底面保護膜の除去時間が約 3秒であることがわかっている。 

シミュレーション手法の開発に当たっては、バイアスパワーを 5W、20Wとした場合の実加

工形状も対象とし、次項に示すパラメータの同定を行った。 
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2-2.プロセスパラメータの同定 

 プラズマエッチングシミュレーションによる加工形状予測を行うためには、シミュレー

ションで必要となる各種パラメータを同定する必要がある。パラメータとして代表的なもの

は 

・化学反応に関するもの（反応素過程、反応率等） 

・プラズマから照射するフラックスに関するもの（角度分布、エネルギー分布） 

がある。 

 本節においては、実加工形状、加工条件およびリアルタイムモニタリング結果（底面保

護膜除去時間）をもとに、各種パラメータを同定する。 

 

2-2-1.パラメータ同定のための情報 

 パラメータの同定に利用できる情報は以下の通りである。 

・実加工形状（寸法、形状） 

・加工条件（バイアス値、エッチング／デポジション時間） 

・リアルタイムモニタリング結果（底面保護膜除去時間） 

加工条件については、ガス流量やプラズマ圧力等の変更により加工形状が変化するため重

要な情報となるが、今回の実験においてはバイアス値およびエッチング／デポジション時間

のみをパラメータとしていたため、これらの情報のみを利用することとした。 

 

2-2-2.反応素過程および反応パラメータの同定 

 前述の通りBoschプロセスはSF6をプラズマ源としたエッチングプロセス、C4F8をプラズマ

源としたデポジションプロセス（保護膜形成）を交互に繰り返すことにより深掘エッチング

を実現しているプロセスである。そのため、反応素過程としては、エッチングプロセスにお

ける反応、デポジションプロセスにおける反応、のそれぞれを定義する必要がある。本研究

においては、対象とする加工形状を再現するため、表Ⅴ.2.3 ⅲ）1に示す 11 の反応を定義

した。 

エッチングプロセスでは、イオンアシスト反応、中性粒子の吸着反応、熱励起反応の 3つ

を、デポジションプロセスでは、中性粒子の吸着反応を考慮した。同表には、加工形状を再

現するためにあわせこみを行った反応パラメータ（吸着率、エッチング収率、反応係数、活

性化エネルギー）もあわせて示す。 

なお、ここで示した反応素過程および反応パラメータは加工条件であるバイアス値やエッ

チング／デポジション時間には依存しないものとした。また、今回対象としている加工条件

ではイオンやラジカルの照射エネルギーは大きく変化しないため、各反応パラメータはエネ

ルギーにも依存しないものとした。 



 

表Ⅴ.2.3 ⅲ）1 Boschプロセスシミュレーションにおいて設定した反応素過程および反応パラメータ 

 

NO. 反応式 エッチング／デポ 表面反応モデル モデルパラメータ 固定値 単位 備考 

1 CxFy*＋Si → Si_c 

デポジションプロ

セスにおける反応 

中性粒子の吸着過程 吸着率 0.048 [-] 
・Si 上に付着し保護膜 Si_c

を形成 

2 CxFy*＋Si(2) → Si_c 中性粒子の吸着過程 吸着率 0.048 [-] ・同上 

3 CxFy*＋Si_c → Si_c 中性粒子の吸着過程 吸着率 0.0099 [-] ・同上 

4 CxFy*＋SiF4 → Si_c 中性粒子の吸着過程 吸着率 0.06 [-] ・同上 

5 SFx+ + Si_c  → Si_c_x 

エッチングプロセ

スにおける反応 

イオン・エッチング過程 エッチング収率 1.78 [-] ・保護膜 Si_cのエッチング 

6 SFx+* + SiF4 → F(2)* イオン・エッチング過程 エッチング収率 3.7 [-] 

・蒸発物 SiF4のエッチング 

・反応生成物として F(2)*フラ

ックスを定義 

7 F(2)* +Si → Si(2) 中性粒子の吸着過程 吸着率 0.25 [-] ・Si上に蒸発物 Si(2)を形成 

8 F(2)* + SiF4  → Si(2) 中性粒子の吸着過程 吸着率 0.25 [-] ・同上 

9 Si(2)  → Si(2) 熱励起エッチング過程 
反応係数 

活性化エネルギー 

0.5E16 

0.0477 

[1/

秒] 

[eV] 

・蒸発物 Si(2)の蒸発（離脱） 

10 SFx* + Si  → SiF4 中性粒子の吸着過程 吸着率 0.25 [-] ・Si上に蒸発物 SiF4を形成 

11 SiF4  → SiF4 熱励起エッチング過程 
反応係数 

活性化エネルギー 

1.55E16 

0.0477 

[1/

秒] 

[eV] 

・蒸発物 SiF4の蒸発（離脱） 
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 以下に、各反応の概要を示す。 

 

図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 3 エッチングプロセスにおける中性粒子の吸着過程（プラズマからのラジ

カル照射） 

 

 

図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 4 エッチングプロセスにおけるイオン・エッチング過程（プラズマからの

イオン照射） 
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図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 5 エッチングプロセスにおける中性粒子の吸着過程（反応生成物照射） 

 

 

図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 6 エッチングプロセスにおける熱励起エッチング過程 
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図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 7 デポジションプロセスにおける中性粒子の吸着過程（プラズマからのラ

ジカル照射） 

図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 7 デポジションプロセスにおける中性粒子の吸着過程（プラズマからのラ

ジカル照射） 

  

2-2-3.フラックスの同定 2-2-3.フラックスの同定 

プラズマからはイオンやラジカルが照射されており、それらによる反応を起因として、エ

ッチングやデポジション反応が起きる。また、反応過程において生成された反応生成物が加

工面に再照射することによる反応も起きている。これら照射フラックスを決めるのが本節の

目的である。 

プラズマからはイオンやラジカルが照射されており、それらによる反応を起因として、エ

ッチングやデポジション反応が起きる。また、反応過程において生成された反応生成物が加

工面に再照射することによる反応も起きている。これら照射フラックスを決めるのが本節の

目的である。 

 本手法の開発で定義した化学反応および実現象の検討を行い、中性粒子の吸着反応につい

ては等方的なフラックスであり、フラックスの総量のみがパラメータとなるものと仮定した。

イオン･エッチング反応に関連するフラックスについては急峻な角度分布であるものとし、実

加工形状を再現できる分布として、半値半幅 0.5°のガウス分布であるものとした。この場

合も総量のみがパラメータとなる。 

 本手法の開発で定義した化学反応および実現象の検討を行い、中性粒子の吸着反応につい

ては等方的なフラックスであり、フラックスの総量のみがパラメータとなるものと仮定した。

イオン･エッチング反応に関連するフラックスについては急峻な角度分布であるものとし、実

加工形状を再現できる分布として、半値半幅 0.5°のガウス分布であるものとした。この場

合も総量のみがパラメータとなる。 

 以下、今回検討したフラックス総量の同定手法について説明する。本研究においては装置

条件としてバイアス値がパラメータとなっているが、ガス流量（flow rate）やコイルパワー

に対するあわせこみ手法も検討したので、あわせて示す。 

 以下、今回検討したフラックス総量の同定手法について説明する。本研究においては装置

条件としてバイアス値がパラメータとなっているが、ガス流量（flow rate）やコイルパワー

に対するあわせこみ手法も検討したので、あわせて示す。 

Ⅴ‐543 
 

 
 

な

Ⅴ‐543 
 

 
 

なお、以下のあわせこみにおいて、リアルタイムモニタリング結果（底面保護膜除去時間）

を再現できるようフラックスの総量を決定している。

お、以下のあわせこみにおいて、リアルタイムモニタリング結果（底面保護膜除去時間）

を再現できるようフラックスの総量を決定している。 

 

＜基準エッチング形状の合わせ込み＞ 

（１）1個の基準エッチング形状（実測値）に対する合わせ込みの場合 

①デポ過程のラジカルフラックスを設定する． 



②エッチング過程のイオンフラックスを設定する． 

③エッチング過程のラジカルフラックスを設定する． 

④計算を実行する． 

⑤結果を評価する． 

⑤-1 側壁が壊れた場合、①に飛びデポ過程のラジカルフラックスを、例えば、25％程度増

やし、再度計算を実行する． 

⑤-2 エッチング深さが実測値の半分以下の場合、②に飛びエッチング過程のイオンフラッ

クスを、例えば 50％程度増やし、再度計算を実行する． 

⑤-3 それでも、エッチング深さが変わらないならば、③に飛びエッチング過程のラジカル

フラックスを、例えば倍にし、再度計算を実行する． 

⑤-4 それでも、エッチング深さが変わらないならば、①に飛びデポ過程のラジカルフラッ

クスを、例えば 50％減らし、再度計算をする． 

⑤-5 エッチング深さ l_{cal}が実測値 l_{exp}に近い場合、③に飛びエッチング過程のラ

ジカルフラックスを l_{exp}/l_{cal}倍し、再度計算を実行する． 

 

（２）数個の基準エッチング形状に対する合わせ込みの場合 

    この場合も上記（１）と同じである． 

 

①デポ過程
ラジカルフラックス

総量Fr_depo

③エッチング過程
ラジカルフラックス

総量Fr_etch

②エッチング過程
イオンフラックス

総量Fi_etch

その他
計算条件

④計算実行

⑤結果評価？

⑤-1 側壁が壊れた
⑤-2 深さが実測の

1/2以下
⑤-5 

深さが実測に近い

⑤-3 深さが実測より

浅い

⑤-4 深さが実測より

浅い

③へ
Fr_etch×

L_{exp}/L_{cal}

①へ
Fr_depo×1.25

②へ
Fi_etch×1.5

③へ
Fr_etch×1.5

①へ
Fr_depo×0.5

図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 8 基準エッチング形状に対する合わせ込み手順 

 

＜SF6 flow rate に対する合わせ込み＞ 

（１）フィッティグパラメータ 
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    SF６の flow rate が変化した場合、フィッティグパラメータを決めるのに次のこ

とを仮定する． 

①デポ過程におけるラジカルフラックスは変わらない． 

②エッチング過程におけるラジカルフラックスの総量が変化する． 

③エッチング過程におけるイオンフラックスの総量は変化するが、角度分布、エネルギー

分布は変わらない． 

従って、フィッティグパラメータはエッチング過程におけるラジカルフラックスの総量と

イオンフラックスの総量となる． 

 

（２）合わせ込み手続き 

①ラジカルフラックスの基準値での総量を flux-rad-sf6, イオンフラックスの基準値で

の総量を flux-ion-sf6 で表す． 

②総量が flux-rad-sf6/3.0、flux-rad-sf6/2.5、flux-rad-sf6/2.0、flux-rad-sf6/1.5、

flux-rad-sf6、flux-rad-sf6×1.5、flux-rad-sf6×2.0、flux-rad-sf6×2.5、flux-rad-sf6

×3.0のラジカルフラックスを準備する． 

③総量が flux-ion-sf6/3.0、flux-ion-sf6/2.5、flux-ion-sf6/2.0、flux-ion-sf6/1.5、

flux-ion-sf6、flux-ion-sf6×1.5、flux-ion-sf6×2.0、flux-ion-sf6×2.5、flux-ion-sf6

×3.0のイオンフラックスを準備する． 

④上で作成したラジカルフラックスとイオンフラックスの組み合わせに対して、エッチン

グ形状を計算する． 

⑤計算したエッチング形状とある SF6 flow rateでの測定値との比較から、測定値を再現

するラジカルフラックスとイオンフラックスの組を取り出す。 

⑥上の手続きで、SF6 flow rate の離散的な幾つかの値に対するラジカルフラックスとイ

オンフラックスの量がきまる．これらの量を再現するように、SF6 flow rate の関数として

のラジカルフラックスとイオンフラックスの関数系（例えば, 4次の多項式）を決める． 

⑦⑤で決めた多項式を用いれば、任意の SF6 flow rateでのラジカルフラックスとイオン

フラックスが求まるので、任意の SF6 flow rate でのエッチング形状が計算できる。 

 

＜C4F8 flow rateの合わせ込み＞ 

（１）フィッティグパラメータ 

 C4F8 の flow rate が変化した場合、フィッティグパラメータを決めるのに次のことを

仮定する． 

①エッチング過程におけるラジカルフラックスは変わらない． 

②エッチング過程におけるイオンフラックスは変わらない． 

③デポ過程におけるラジカルフラックスの総量のみが変化する． 

従って、フィッティグパラメータはデポ過程におけるラジカルフラックスの総量となる． 
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（２）合わせ込み手続き 

①ラジカルフラックスの基準値での総量を flux-rad-c4f8で表す． 

②総量が flux-rad-c4f8/3.0、flux-rad-c4f8/2.5、flux-rad-c4f8/2.0、flux-rad-c4f8/1.5、

flux-rad-c4f8 、 flux-rad-c4f8 × 1.5 、 flux-rad-c4f8 × 2.0 、 flux-rad-c4f8 × 2.5 、

flux-rad-c4f8×3.0のラジカルフラックスを準備する． 

③上で作成したラジカルフラックスに対して、エッチング形状を計算する． 

④計算したエッチング形状とある C4F8 flow rateでの測定値との比較から、測定値を再現

するラジカルフラックスを取り出す。 

⑤上の手続きで、C4F8 flow rateの離散的な幾つかの値に対するラジカルフラックスの量

がきまる．これらの量を再現するように、C4F8 flow rateの関数としてラジカルフラックス

の関数系（例えば, 4次の多項式）を決める． 

⑥④で決めた多項式を用いれば、任意の C4F8 flow rateでのラジカルフラックスが求まる

ので、任意の C4F8 flow rate でのエッチング形状が計算できる。 

 

＜Coil powerの合わせ込み＞ 

（１）フィッティグパラメータ 

 Coil power が変化した場合、フィッティグパラメータを決めるのに次のことを仮定する． 

①デポ過程におけるラジカルフラックスは変わらない． 

②エッチング過程におけるラジカルフラックスの総量が変化する． 

③エッチング過程におけるイオンフラックスの総量は変化するが、角度分布、エネルギー

分布は変わらない． 

従って、フィッティグパラメータはエッチング過程におけるラジカルフラックスの総量と

イオンフラックスの総量となる． 

 

（２）合わせ込み手続き 

①ラジカルフラックスの基準値での総量を flux-rad-coil, イオンフラックスの基準値で

の総量を flux-ion-coil で表す． 

②総量が flux-rad-coil/3.0、flux-rad-coil/2.5、flux-rad-coil/2.0、flux-rad-coil/1.5、

flux-rad-coil 、 flux-rad-coil × 1.5 、 flux-rad-coil × 2.0 、 flux-rad-coil × 2.5 、

flux-rad-coil×3.0のラジカルフラックスを準備する． 

③総量が flux-ion-coil/3.0、flux-ion-coil/2.5、flux-ion-coil/2.0、flux-ion-coil/1.5、

flux-ion-coil 、 flux-ion-coil × 1.5 、 flux-ion-coil × 2.0 、 flux-ion-coil × 2.5 、

flux-ion-coil×3.0のイオンフラックスを準備する． 

④上で作成したラジカルフラックスとイオンフラックスの組み合わせに対して、エッチン

グ形状を計算する． 

⑤計算したエッチング形状とある coil powerでの測定値との比較から、測定値を再現する

ラジカルフラックスとイオンフラックスの組を取り出す。 
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⑥上の手続きで、coil power の離散的な幾つかの値に対するラジカルフラックスとイオン

フラックスの量が決まる．これらの量を再現するように、coil power の関数としてのラジカ

ルフラックスとイオンフラックスの関数系（例えば, 4次の多項式）を決める． 

⑥⑤で決めた多項式を用いると、任意の coil power でのラジカルフラックスとイオンフ

ラックスが求まるので、任意の coil powerでのエッチング形状が計算できる。 

＜Bias power の合わせ込み＞ 

（１）フィッティグパラメータ 

Bias power が変化した場合、フィッティグパラメータを決めるのに次のことを仮定する． 

①デポ過程におけるラジカルフラックスは変わらない． 

②エッチング過程におけるラジカルフラックスは変わらない． 

③エッチング過程におけるイオンフラックスの総量は変化するが、角度分布、エネルギー

分布は変わらない． 

従って、フィッティグパラメータはエッチング過程におけるイオンフラックスの総量とな

る． 

（２）合わせ込み手続き 

①イオンフラックスの基準値での総量を flux-ion-platenで表す． 

② 総 量 が flux-ion-platen/3.0 、 flux-ion-platen/2.5 、 flux-ion-platen/2.0 、

flux-ion-platen/1.5、flux-ion-platen、flux-ion-platen×1.5、flux-ion-platen×2.0、

flux-ion-platen×2.5、flux-ion-platen×3.0のイオンフラックスを準備する． 

③上で作成したイオンフラックスに対して、エッチング形状を計算する． 

④計算したエッチング形状とある platen powerでの測定値との比較から、測定値を再現す

るイオンフラックスを取り出す。 

⑤上の手続きで、platen power の離散的な幾つかの値に対するイオンフラックスの量が

きまる．これらの量を再現するように、platen power の関数としてのイオンフラックスの

関数系（例えば, 4次の多項式）を決める． 

⑤④で決めた多項式を用いれば、任意の platen powerでのイオンフラックスが決まるので、

任意の platen powerでのエッチング形状が計算できる。 

 

以上の手法を用いて同定したフラックス（バイアス依存性）を表Ⅴ.2.3 ⅲ） 、図Ⅴ.2.3 

ⅲ)- 8および図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 1に示す。 

 

表Ⅴ.2.3 ⅲ） 2 吸着反応のフラックス（等方的） 

項  目 ラジカル・イオン種 フラックス値[個/cm2] 

エッチングプロセスにおける吸着反応 SFx* 6.4×1017 

エッチングプロセスにおける吸着反応 CxFy* 4.8×1017 
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図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 8 SFx+のフラックス分布（イオンアシスト反応） 
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図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 1 SFx+*のフラックス分布（イオンアシスト反応） 
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2-3.加工形状再現性の確認 
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に

 前節までに同定した反応パラメータ、フラックスを用いて、実加工形状（図Ⅴ.2.3 

ⅲ)-2）の再現性確認計算を実施し

 図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 2 シミュレーションによる加工形状予測結果と実加工形状の比較結果

を、図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 3にエッチング深さの時系列を、図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 4にエッチングレートと

デポジションレートの時系列を示す。 

 シミュレーションによる加工形状予測結果は実加工形状とよく一致しており、エッチン

グレートも実加工結果とほぼ一致していることがわかる。 

 以上より、リアルタイムモニタリング値（底面保護膜除去時間）および装置設定条件を

もとにした Boschプロセスシミュレーション手法が確立できた。 

 

 

図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 2 加工形状の再現性確認結果 



 

図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 3 エッチング深さの時系列 

 

図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 4 エッチング及びデポジションレートの時系列 
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３．保護膜除去タイミングの解析 

3-1.底面保護膜除去タイミングの解析 

 定義した化学反応に基づきシミュレーションを実施しているので、保護膜の除去タイミ

ングをシミュレーションにより評価することが可能である。 

 図Ⅴ.2.3 ⅲ)-6に前章で示したBoschプロセスのシミュレーション例を示す。エッチン

グプロセスの後にデポジションプロセスが開始され、パターン壁面に保護膜が形成される。

その後、エッチングプロセスに入り、まずは底面の保護膜が除去され、その後、底面に現れ

たSiのエッチングが行われる。この過程は詳細にシミュレーションにより計算されており、

図Ⅴ.2.3 ⅲ)- に示すように、底面保護膜除去時間を評価することが可能である。 

 なお、ここで得られている底面保護膜除去時間は、リアルタイムモニタリングで得られ

ている除去時間を再現している。 

 ここでは、実際に得られているリアルタイムモニタリング値（底面保護膜除去時間）と

の比較を行ったが、装置条件や加工条件を変更した場合のシミュレーションにより、事前に

底面保護膜除去時間を把握することも可能である。 

 

 
図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 5 底面保護膜除去の概要 
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図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 6 底面保護膜除去時間の推移 
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3-2.側壁保護膜除去タイミングの解析 

前項で示した通り、底面保護膜の除去タイミングについては、フラックスがほぼ垂直に照

射するため、底面の保護膜の除去レートは大きく、形状変化量も大きいため、現状のシミュ

レーションで評価可能であった。 

一方で、側壁保護膜の除去タイミングについては、フラックスがほぼ垂直に照射するため、

側壁の保護膜の除去レートは極めて小さい。そのため形状変化量も底面保護膜の場合と比較

すると非常に小さいものとなる。この変化をシミュレーションにより評価するためには膨大

なメッシュが必要となり、現在の環境では評価が困難であった。 

但し、原理的には側壁保護膜除去タイミングを評価することは可能である。 

 

 
図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 15 プラズマからのフラックス照射の概要 
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４．フィードバック制御によるエッチング 適化 

4-1.エッチング形状予測 

Bosch プロセスを 適化する方法として、従来のエッチング／デポジションの 2 ステップ

のサイクルではなく、 

①デポジションプロセスにより保護膜を形成 

②保護膜を除去するまでの間は高バイアスによるエッチング 

③除去後の Siエッチングは低バイアスで行う 

という、3ステップのサイクルを行うことが検討されている。 

前章までに確率されたシミュレーション手法により底面保護膜除去時間は予測可能である

ので、その結果を装置条件（エッチング時間）にフィードバックすることにより、Bosch プ

ロセスの 適化検討が可能となる。 

 

4-1-1.3step制御による Boschプロセスでの加工形状予測 

 図Ⅴ.2.3 ⅲ)-16に、3step制御Boschプロセスのバイアス設定条件を示す。リアルタイ

ムモニタリング及びシミュレーションにより底面保護膜除去時間は 3秒程度とわかっている

ので、底面保護膜除去のためのエッチング時間は 3.5秒と設定した。3step制御の効果を検討

するため、比較として従来の 2step制御の条件も示す。 

 

図Ⅴ.2.3 ⅲ)-16 3step制御 Boschプロセスの設定条件 

 これまでに同定してきた反応パラメータ、フラックスおよび上記設定条件を用いてシミ

ュレーションによる加工形状予測を行った。図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 17にシミュレーション結果およ

び実加工形状を示す。 

 従来プロセス、3step 制御プロセスともに、実加工形状をよく再現していることがわか

る。3step 制御ではエッチング時間が長くなるためスキャロッピングが顕著に出ているが、
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その様子もシミュレーションにより再現されていることがわかる。また、パターン底部で加

工形状に若干の広がりが見られるが、その再現もできている。 

 以上の結果から、本研究において開発した手法を用いることにより、実測と解析の誤差

±10%以下の精度でエッチング形状予測が可能であることがわかった。 

 参考までに、図Ⅴ.2.3 ⅲ)-18 及び図Ⅴ.2.3 ⅲ)-19 に、エッチング深さ時系列、エッ

チングレート／デポジションレート時系列を示す。 

 

 

図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 17 シミュレーションによる加工形状予測結果と実加工形状 
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図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 18 エッチング深さ時系列 
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図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 19 エッチングレートおよびデポジションレートの時系列 
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4-2. 適エッチング条件の探索 

 これまでは、底面保護膜除去時間を 適化のためのパラメータとして検討してきた。こ

こでは、2 段階目のエッチング時間についての検討を行い、エッチング深さ（レート）のみ

ならず、加工形状まで含めたエッチング条件の 適化検討を行う。 
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図

図

Ⅴ.2.3 ⅲ)-20 に 3step制御Boschプロセスのエッチング時間／バイアス値の設定条件を

示す。1 段階目のエッチング時間は底面保護膜除去時間にあわせて 3 秒と設定している。2

段階目のエッチング時間は 3秒、5秒、7秒と設定した。また、参考のために従来の 2step制

御Boschプロセスも示している。 

 

 
図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 20 3step制御 Boschプロセスの設定条件 

 

Ⅴ.2.3 ⅲ)-21 にシミュレーションによる加工形状予測結果を示す。トータルのエッチン

グ時間が長くなる程、エッチング深さが深くなっていることがわかる。一方で、2 段階目の

エッチング時間を 7秒と も長く設定したケースでは、それまで見られなかったスキャロッ

ピングが顕著に現れる結果となった。デバイスによってはスキャロッピングが許容できない

ものも存在する。そのような場合にはレートをあげるためにエッチング時間を長くするだけ

の検討ではなく、本手法を用いて形状評価まで行うことにより、事前にエッチング時間の

適化を行うことができるようになる。 

以上のことから、本研究で開発した手法を用いることにより、底面保護膜除去時間を考慮



したフィードバック制御のみならず、加工形状まで含めた 適な予測・評価が可能であるこ

とがわかった。 

 

 
図Ⅴ.2.3 ⅲ)- 21 シミュレーションによる加工形状予測結果 
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５．まとめ 

 本研究では、Bosch プロセスを対象とし、装置条件およびリアルタイムモニタリングに

より測定される物理量とを用いたプラズマエッチングシミュレーション手法の開発を行った。 

 プロセスパラメータ（表面反応に関連するパラメータやフラックス）と装置条件・リア

ルタイムモニタリング値（底面保護膜除去時間）との対応関係を明らかにするとともに、シ

ミュレーションによる実加工形状の再現性確認を行った。今回対象とする Boschプロセス（及

び実加工で利用されている装置）に対しては、±10%の精度で加工形状を予測可能であること

が確認できた。 

 また、エッチングプロセスを 適化するため、本手法により底面保護膜除去時間を評価

しそれを装置条件へとフィードバックする手法や、エッチング時間 適化への適用可能性を

検討した。その結果、本手法はエッチングプロセスおよびエッチング加工形状の 適化に適

用可能であることが確認できた。 

 以上のことから、エッチングプロセスおよびエッチング加工形状の 適化のためのフィ

ードバック制御技術確立のための設計指針・評価手法ができたものと考える。 

 

＜課題＞ 

 本研究においては、実験においてガス流量やプラズマ圧力を固定していたため、プロセ

スパラメータのガス流量依存性やプラズマ圧力依存性は検討していない。しかし、実際の加

工においてはこれらは代表的な装置パラメータであり、様々な値に設定し、プロセスの 適

化を図Ⅴ.2.3-っている。ガス流量・プラズマ圧力をパラメータとした実加工を実施し、その

上でプロセスパラメータを同定し、データベース化していくことが課題である。 

 

 底面保護膜除去時間については、長時間にわたる時間変動の検討・実加工との比較がで

きていない。リアルタイムモニタリングにより長時間にわたる底面保護膜除去時間の推移を

測定し、それとシミュレーションによる評価との比較検討を行うことが課題として残ってい

る。 

 

 今回は Boschプロセスを対象としたが、他のプラズマ源、プロセスにも本手法は適用可

能である。様々なプラズマ・プロセスに本手法を適用し、得られたプロセスパラメータと装

置条件・リアルタイムモニタリング値・実加工形状との対応関係をデータベース化し、プラ

ズマエッチングプロセスの 適化を図Ⅴ.2.3-っていくことも将来的な課題である。 



目標に照らした達成状況 

 本研究では、低環境負荷の深堀りエッチング技術を確立するために、SF6 ガスの代替ガス

の探索と、代替ガスのポテンシャルを 大限発現させるためのエッチングの高効率化、 適

化技術として、以下の３つの内容に取り組んだ。 

i)低環境負荷代替ガスの選定 

ⅱ)リアルタイムモニタリングによるエッチングの高効率化 

ⅲ)フィードバック制御手法を用いたエッチング 適化 

その結果、BF3+SF6 混合の代替ガスにより、69％の削減率、エッチングの高効率化お

よび 適化により 45％の削減率となり、トータル 90％の削減率（BOSCH プロセス、計

算値）を達成した。 
 

結果まとめ 
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温暖化ガス削減率まとめ 

 

 

 

研究発表・講演、文献、特許等の状況 

（１）研究発表・講演 

・GDMS2011（2011.2.9） 

 

２－２ 文献 

なし。 

 

２－３ 特許等 

・エッチングモニタリング方法（デンソー、産総研） 

・Ｆラジカル発生ガスとＢ含有ガスを用いたシリコン深堀エッチング方法（アルバック） 

・解析技術（みずほ情報総研） 

 

２－４ 成果普及活動（プレス発表等） 

なし。 
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【付録】 

プラズマエッチングシミュレーションによる解析方法の概要 

表面反応 

 

表面反応モデル 
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反応表面層内での粒子の輸送・反応過程 

 

反応性高エネルギーイオンの輸送・反応過程 
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非反応性高エネルギーイオンの輸送・反応過程 
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反応性ラジカルの輸送・反応過程 
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非反応性ラジカルの輸送・反応過程 
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エッチングレート 

 
熱励起型化学反応によるエッチングレート 

 

物理的スパッタリングによるエッチングレート 

 

イオンアシスト反応によるエッチングレート 

 

デポジションレート 
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堆積物が降り注ぐ効果によるデポジションレート 

 
堆積物の生成によるデポジションレート 

 
イオンアシスト反応によるデポジションレート 

 
表面移動速度 
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計算手法の概略 

基礎式 

表面反応に関する基礎式 
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エッチングレートに関する基礎式 

 
デポジションレートに関する基礎式 
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表面移動速度に関する基礎式 
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Ⅴ．２．４ 低環境負荷型集積化プロセス基盤技術開発  
（１） 研究の目的 
 様々な異種デバイス、電子回路などと複合化した集積化 MEMS を低環境負荷で製造する

ためには、それぞれのデバイスを最適なウエハサイズ・プロセスで製造することが有効で

ある。そのため、個別に製造された MEMS デバイスや電子回路その他のデバイスを集積化

するための、接合技術の開発が必須である。そのための接合法には以下のような特性が要

求される。 
加速度センサ、ジャイロ、RF スイッチなど様々な MEMS においては、振動型の構造が

多く用いられている。そのような振動型の構造では固有振動数と Q 値がデバイス性能に大

きく影響する。これらを制御するには、デバイス構造に加え、封止構造内の気体の圧力の

調整が必要であり、ジャイロなどでは高い Q 値を得るために真空での封止が、一方、加速

度センサなどでは低圧から大気圧程度での封止が必要とされる。このため、MEMS の接合

法には、真空から大気圧までの圧力範囲において封止接合が可能であることが求められて

いる。 
一方で接合プロセスには、プロセス自体の環境負荷の低減ばかりではなく、デバイスへ

のダメージ低減の観点から、プロセスの低温化が強く求められている。なかでも近年、上

記のような封止された振動型構造の MEMS デバイスにおいて、可動部の固着（スティッキ

ング）によるデバイスの不良が大きな問題となり、歩留まりの低下や信頼性の低下などの

原因となっている。そのための対策として各種の単分子膜によるコーティングが用いられ

ているが、このような単分子膜の特性を損なわないプロセス温度の上限は 250℃程度である

ことが分かっている 1)。このため、接合プロセス温度はそれ以下であることが必要であり、

これにより各種のMEMSデバイスの製造プロセスの歩留まりと信頼性が向上し生産性の向

上に基づいた観点で環境負荷の低減が可能となる。 
以上の理由から本研究開発では、ウエハ・ツー・ウエハとチップ・ツー・ウエハ技術を

組み合わせた、ウエハサイズ、チップサイズに制限されることのない、様々な異種デバイ

スのウエハレベル一括集積化技術を実現するための基盤技術として、250℃以下で大気圧付

近から真空雰囲気で封止できる接合プロセスについて検討したのでその報告をする。 
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図Ⅴ.2.4.1-1 異種デバイスのウエハレベル一括集積化技術 

 
（２） 接合技術 
 MEMS デバイスの製造に用いられているウエハレベルでの接合技術として、図Ⅴ.2.4.2-1
に示すような陽極接合が知られている。陽極接合は、1960 年代後半に米国の Mallory 社で

開発された接合方法で、最初は Mallory 法と呼ばれていた。シリコンとガラスの研磨面を

重ねて 400～500℃に加熱し、ガラス側に 500～1000V 程度のマイナス電圧を印加すると、

ガラスに含まれる Na+などのアルカリイオンがマイナス電極側に移動し、ガラスの接合面

側に空間電荷層が形成される。その結果、ガラスとシリコンとの間で静電引力が働き界面

で原子間結合が起きることによって、大きな接合力を得ることが出来る。陽極接合は大き

な接合強度を得ることは出来るが、いくつかの問題を含んでいる。接合には 500～1000V
の高電圧が必要で、静電引力による曲がり、電子回路、内部素子の破壊が生じる場合があ

る。また、400℃以上の高温で接合するため、接合後、常温に戻した場合にガラスとシリコ

ンの熱膨張係数の違いにより、基板の反りが発生する。さらには、ガラス中のアルカリイ

オンの析出などが挙げられる。 
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シリコン 

ガラス 

+ + + + + + + + 
- - - - - - - - 

Na+ 500～1000V 

～400℃ 

 
図Ⅴ.2.4.2-1 陽極接合の原理図 

 
陽極接合に代わる電圧を印加しない接合方法として、ウエハ直接接合が挙げられる。ウ

エハ直接接合は、CMP などにより研磨加工された、非常に粗さの小さい面同士を貼り合わ

せ、加熱処理により接合する技術である。ウエハ直接接合では、ウエハの表面を硝酸や、

硫酸過酸化水素水混合液などで親水化処理を行なった後、ウエハを貼り合わせ水素結合に

より弱接合する。この状態で熱処理を行なうと、ほとんど無加圧で接合を得ることが出来

る。しかしながら、実用的な強い強度を得るためには、1000℃以上の熱処理が必要である。 
 ウエハ直接接合の熱処理温度を低減するため、接合界面をプラズマで改質することで接

合をおこなう技術が仏 LETI や独 Max Planck 研究所などで研究されている。例えば、図

Ⅴ.2.4.2-2 に示すように、接合表面をプラズマ処理することで OH 基が形成され、OH 基間

の水素結合力による仮接合、および低温アニールによる水分子の脱離により接合がおこな

われる。低温アニール工程において水分子等によりガス発生するので、接合界面での気泡

発生の課題を解決する必要がある 2) 。 
 本研究では低温で強固な接合が可能なプラズマ表面活性化処理による接合について検討

したのでそれを報告する。 
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真空チャンバ

酸素プラズマ処理 大気中接合 熱処理  
 接合の原理

 
図Ⅴ.2.4.2-2 プラズマ表面処理によるウエハ直接接合の原理図 

 
 
（３） 集積化プロセス要素技術の評価 
（３）-1 技術課題 
 チップサイズや種類の異なる機能デバイスを同一ウエハ上へ、フレキシブルに集積化す

るためには、図Ⅴ.2.4.3-1-1 に示すような技術課題がある。 
 

1) フレキシブルに仮接合、剥離を可能とする接合強度の制御 
キャリアウエハを用い、一括で集積化接合するためには、各デバイスチップがキャリ

アウエハに対して、運搬可能な程度に接合され、本接合後、容易に剥離可能となる接合

強度の制御が必要である。 
 2) 機能膜の機能を低下させることのない低温接合（250℃以下） 
 構造体がスティッキングするのを防止する固着防止膜の機能を劣化させないためには

250℃以下での低温接合が必須である。また、異種材料のデバイスの接合など熱膨張係

数が異なる材質の接合では、接合後の残留応力の低減などの観点からも低温での接合が

望ましい。 
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 3) 大気圧付近から真空雰囲気での気密封止  
 デバイスには、ジャイロ等、真空雰囲気での封止が必要なものもある。また、特性の

安定化のためには封止内部は気密状態が望ましい。 
 

 

図Ⅴ.2.4.3-1-1 一括集積化の技術課題 
 
 これらの技術課題を解決するために、本年度は次の開発を実施した。 
 
(i) 接合強度制御技術と気密封止技術 
一括集積化のためにキャリアウエハへの仮接合の接合強度を、正規の接合強度の 1/10 以

下に安定して制御することを目指す。 
具体的には接合表面の(a)長周期粗さ、(b)短周期粗さ、及び(c)表面改質により、接合強度

制御、及び気密封止の実現を図る。(a)～(c)の実施検討項目について以下に示す。 
(a)長周期粗さ 
シリコン深堀エッチング又は異方性ウェットエッチングを用い、凸形状、ライン＆スペ

ースなどをシリコン基板に形成して接合強度を制御する。 
(b)短周期粗さ 
プラズマ強度、照射時間、材料ガス(Ar、O2 など)などのパラメータ制御により、シリコ

ン基板に微細な凹凸を形成して接合強度を制御する。また、CMP (Chemical Mechanical 
Polishing)の条件設定により、シリコン基板上に堆積したポリシリコンの短周期粗さ制御も

検討する。 
(c)表面改質 
Ar、O2 プラズマによる表面活性化処理などで接合表面の状態の改質により接合強度の制

御、及び気密封止の実現を図る。 
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(ii) 機能膜の機能を低下させない低温接合技術 
機能膜としては、振動型構造の MEMS デバイスにおいて、可動部の固着(スティッキン

グ)を防止する SAM (Self-Assembled Monolayer)膜を用いる。SAM 膜の特性が劣化しない、

250℃以下の低温接合技術実現に向け、接合面に付着した機能膜の影響把握と、機能膜の部

分的除去方法確立に向けた課題抽出を行なう。機能膜の部分的除去法については、ステン

シルマスクを使用した UV 照射やプラズマ照射などを検討する。 
 

 

図Ⅴ.2.4.3-1-2 接合制御の概略図 
 
（３）-2 接合強度制御技術と気密封止技術 
（３）-2-1 長周期粗さ 
 図Ⅴ.2.4.3-2-1-1 に今回接合に使用したパターンを示す。接合ウエハは８インチシリコン

ウエハで、明るい部分が凸形状で接合する部分である。形状は Deep-RIE にて 10μm エッ

チングして製作した。 
 

    

10μm 

 (a) (b) (c) 断面図 

    
 (d) (e) (f) (g) 

図Ⅴ.2.4.3-2-1-1 接合パターン 
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 (a) 1mm 角 
 (b) 2mm 角 
 (c) 3mm 角 
 (d) 3mm 角に 2mm 角の穴 
 (e) 3mm 角に 1mm 角の穴 
 (f) 3mm 角に 0.5mm 角の穴 
 (g) 3mm 角に 0.1mm 角の穴 
 
 接合は本プロジェクトで導入したボンドテック株式会社製プラズマ表面活性化接合装置

(WAP-1000M)により接合を行なった。接合条件は次の通りである。 
  
 [接合条件] 
  表面活性化処理 
   シーケンシャルプラズマ 3) 

O2 プラズマ：出力 30W、ガス流量 20ml/min、圧力 60Pa、時間 30sec 
N2 ラジカル：出力 250W、ガス流量 20ml/min、圧力 60Pa、時間 15sec 

  接合前状態 
   クールプレートによる温度制御で湿度 65%に制御して貼り合わせ 
  接合 
   温度 250℃、加圧 1t、時間 1hr 
 
 接合後のシリコンウエハをステルスダイシング装置にて 4.4mm 角にダイシングし、図

Ⅴ.2.4.3-2-1-2 に示す治具を使用し引張試験を実施した。シリコンチップを接着剤で真鍮治

具中央に接着し、出来るだけ斜め方向へ力が生じないようにしている。引張試験装置は本

プロジェクトで導入した広栄商事株式会社製引張試験装置(MX-2000N、500N)を用いた。 
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図Ⅴ.2.4.3-2-1-2 引張試験治具 

 
 .3-2-1-3 に引張試験による接合強度評価結果を示す。接合強度はそれぞれ各 10 チップの

平均値である。 
 (1)の正方形パターンでは、ほぼ面積に比例して接合強度が変化することが判る。それに

対して、(2)のくり抜きパターンでは接合強度は面積に大きく依存しないことが判る。また、

パターン形成なしの 4.4mm 角の正方形パターンの場合は 228.2N と非常に大きな値を示す

ことから、応力集中の影響が大きいと思われる。図Ⅴ.2.4.3-2-1-4 に示すように、パターン

が存在する場合は、接合部に切り欠きが発生するため、この部分に応力集中が発生すると

考えられる。切り欠き形状は各チップでほぼ同一であるため、接合強度は応力集中が発生

する外周形状に依存することとなると考えられる。したがって、接合パターンの外周形状

を制御することで、パターンなしの正規の接合強度に対して、1/10 の接合強度を制御する

ことが可能となる。今回の例では接合パターンを 2.6mm 角 (面積 6.76mm2) 程度にするこ

とで、正規の接合強度 228.2N に対して、約 1/10 の接合強度とすることが可能となる。 
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パターンなし 4.4mm 角 
接合強度：228.2N 

(1) 正方形パターン 
 

 

(2) くり抜きパターン 
図Ⅴ.2.4.3-2-1-3 接合強度評価結果 
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図Ⅴ.2.4.3-2-1-4 応力集中 

 
（３）-2-2 短周期粗さ 
 図Ⅴ.2.4.3-2-2-1 にプラズマ出力と接合強度の関係を示す。今回は O2 プラズマによる表

面活性化接合を実施した。出力以外は前回接合条件と同様である。また、接合強度はカミ

ソリ刃を挿入するブレードテスト 4)にて評価した。観察は本プロジェクトで導入した浜松ホ

トニクス株式会社製赤外観察装置(C9597-11)と PVA TePla Analytical Systems 社製超音波

観察装置(SAM300)を用いた。 
 プラズマ出力が高くなるほど接合強度が増加する。プラズマ出力が 6W と低い場合、図

中に示すように活性化が非常に弱いため未接合部(ボイド)が多く存在することが判る。プラ

ズマ出力を高くした場合、表面が荒れ接合強度が低くなることを推定していたが、本装置

の限界出力である 300W まででは接合強度の低下は生じていない。プラズマ処理による表

面粗さの影響は小さいものと考えられる。 
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図Ⅴ.2.4.3-2-2-1 プラズマ出力と接合強度の関係 
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 図Ⅴ.2.4.3-2-2-2 に、プラズマの照射時間と接合強度の関係を示す。図Ⅴ.2.4.3-2-2-2 より、

照射時間が増加することで増加することが判る。30sec 照射で頭打ちになることが判る。ま

た、5sec 程度の照射時間でも、ある程度の接合強度を得ることが可能であることを確認し

た。 
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図Ⅴ.2.4.3-2-2-2 プラズマ照射時間と接合強度の関係 

 
 図Ⅴ.2.4.3-2-2-3 に、表面粗さと接合強度の関係を示す。接合に使用したウエハはシリコ

ンウエハ上にノンドープポリシリコン膜を 2μm 堆積した後、CMP を実施した。表面粗さ

は 0.3,0.6,0.8nm の３種類用意し、同じ表面粗さを持ったウエハ同士を接合した。接合はシ

ーケンシャルプラズマを使用し、加圧は 0.5t、その他の条件は先の条件と同様で実施して

いる。CMP を実施していない場合はポリシリコン膜の表面粗さは約 50nm であり、この場

合は接合不可であることが判っている。接合強度評価はパターンなしの 10mm 角のチップ

の引張試験により評価を行なった。 
 図Ⅴ.2.4.3-2-2-3 より、表面粗さが小さいほど接合強度が大きくなることが判った。ポリ

シリコン膜の CMP による最小粗さの限界値は 0.3nm 程度であるが、接合強度 10MPa 以

上と母材破壊と同等の接合強度を得ることが可能であることを確認した。以上のように、

表面粗さを制御することで正規の接合強度に対して、1/10 の接合強度を制御することが可

能となることを確認した。 
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図Ⅴ.2.4.3-2-2-3 表面粗さと接合強度の関係 
 
（３）-2-3 表面改質 
 .3-2-3-1 にプラズマガス種の違いによる接合強度を示す。接合条件は加圧 1000N でガス

種以外は先の条件と同様である。接合強度評価はパターンなしの 4.4mm 角のチップの引張

試験により評価を行なった。図Ⅴ.2.4.3-2-3-1 より、単純に比較すると O2+N2 ガスプラズ

マによる表面活性化処理が最も接合強度が高いことになるが、全ガス種で母材破壊を確認

しているので接合強度に関してはガス種による大きな違いは見られないものと思われる。 
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図Ⅴ.2.4.3-2-3-1 ガス種による接合強度の違い 

 
 次に気密封止の確認のために、接合後のダイアフラムの反りを測定した。ダイアフラム

は SOI ウエハ(5/2/400μm)で作製し、シーケンシャルプラズマによる表面活性化後、真空

Ⅴ‐588 
 



雰囲気で封止接合(接合条件は先と同様)を実施した。図Ⅴ.2.4.3-2-3-2 に真空封止後の圧力

変動を示す。SOI ウエハで作製したダイアフラムは円形状で、半径 600μm、シリコン厚さ

5μm で形成しており、その反り量から圧力差を計算した。図Ⅴ.2.4.3-2-3-2 より圧力差の

変動はほとんどないことが分かり、気密封止されていることが確認出来た。 
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図Ⅴ.2.4.3-2-3-2 真空封止後の圧力変動 
 
（３）-3 機能膜の機能を低下させない低温接合技術 
 構造体のスティクションを防止する固着防止膜として使用する SAM 膜の評価を行なっ

た。SAM 膜として FDTS(ペルフルオロデシルトリクロロシラン)膜を選択した。図

Ⅴ.2.4.3-3-1 に FDTS 膜の分子構造を示す。FDTS 膜は本プロジェクトで導入した IST 社製

表面改質気相成膜装置(RPX-540)を使用してシリコンウエハ上に単分子層として成膜した。 
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図Ⅴ.2.4.3-3-1 FDTS 膜 

 
 まず、FDTS 膜の温度依存性を確認した。図Ⅴ.2.4.3-3-2 に FDTS 膜の水接触角温度依存

性を示す。実験は大気中ホットプレート上にウエハを 30min 置いた後に接触角の測定を行
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なった。 
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図Ⅴ.2.4.3-3-2 FDTS 膜の接触角温度依存性 
 
 図Ⅴ.2.4.3-3-2 より、接触角は成膜直後には約 110 度と高い撥水性を示すが、温度が 300℃
を超えたあたりから接触角は低下し、400℃では約 20 度となり親水性を示すことが判った。

このことからも、250℃以下での低温接合技術の確立が必要であることが確認できる。 
 
 次に FDTS 膜に DeepUV 光(合成石英ランプ：波長 184.9nm+253.7nm)を照射し接触角

の変化を測定した。UV 照射には、セン特殊光源株式会社製 UV 照射装置(PL2003N)を使用

した。UV 照射後の接触角の変化を図Ⅴ.2.4.3-3-3 に示す。UV 光を 2min 程度照射すること

で接触角を 10 度以下にすることが出来ることが判った。また、オゾンが発生する波長

184.9nm が出ないオゾンレス石英ランプ(波長 253.7nm のみ)を使用した場合、10min 照射

後も接触角が変化しないことが判っている。そのため、FDTS 膜の分解にはオゾンの寄与が

大きいものと考えられる。 
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図Ⅴ.2.4.3-3-3 UV 光照射時間と接触角の関係 
 
 図Ⅴ.2.4.3-3-4 に各種プラズマを照射した場合の接触角の変化を示す。O2、N2、Ar のプ

ラズマガスを用いた。どの場合も 60sec 照射すれば接触角は十分な低さを示すことが判る。

特に、O2 プラズマはより親水性を示すことが判り、表面改質としては O2 プラズマの効果

が大きいことが判った。 
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図Ⅴ.2.4.3-3-4 プラズマ照射時間と接触角の関係 
 
 さらに、UV 光、プラズマ照射の影響を確認するため、UV 光、プラズマを照射した場合
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の表面組成の変化を XPS(X 線光電子分光)で分析した。図Ⅴ.2.4.3-3-5 に XPS 分析結果を示

す。使用した試料はシリコンウエハ上に FDTS 膜を成膜し、その後 UV 光照射、プラズマ

照射をしたウエハを使用した。 

No.1(処理無し)
No.2(UV 1min)
No.3(UV 3min)
No.4(UV 5min)

CF2-CF2

CF2-CH2

-CHF-

C-C/H

CH2-CF

 

(a) UV 光 

CF2-CF2

CF2-CH2

-CHF-

C-C/H

CH2-CF

No.1(処理無し)
No.5(Arﾌﾟﾗｽﾞﾏ)
No.6(O2ﾌﾟﾗｽﾞﾏ)
No.7(N2ﾌﾟﾗｽﾞﾏ)
No.8(ｼｰｹﾝｼｬﾙ)
No.9(O2+N2ﾌﾟﾗｽﾞﾏ)

 

(b) プラズマガス種 
図Ⅴ.2.4.3-3-5 XPS 分析 
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[試料内容] 
・ No.1（処理無し） 
・ No.2（UV 光 1min） 
・ No.3（UV 光 3min） 
・ No.4（UV 光 5min） 
・ No.5（Ar プラズマ） 
・ No.6（O2プラズマ） 
・ No.7（N2プラズマ） 
・ No.8（シーケンシャル：O2プラズマ後 N2ラジカル処理） 
・ No.9（O2＋N2プラズマ） 

 UV 光は前述合成石英ランプを使用（波長 184.9nm+253.7nm） 
プラズマガスの照射条件は接合条件と同様 

 
 XPS 装置は PHI 社製 Quantum-2000 を使用した。 
 
 処理無しの No.1 については、FDTS 膜由来の CF2-CF2, CF2-CH2, -CHF-, CH2-CF, 
C-CH 結合成分が認められた。 

UV 光を照射すると時間とともに各結合が減少し、No.3 の 3min 以上の照射でほとんど

無くなることが判った。 
 プラズマ照射ではガス種に関わらず、全ての処理で FDTS 膜がほとんど残っていないこ

とが確認出来た。特に No.6 の O2 プラズマ照射では C-CH 結合の低下が最も大きく、FDTS
膜の除去能力が高いことが判った。 
 
 次に、FDTS 膜を除去した後に接合可能か確認をした。図Ⅴ.2.4.3-3-6 に、FDTS 膜を

UV 光、N2、O2 プラズマ照射で除去後、真空封止した場合の圧力変動結果を示す。ダイア

フラムは先の実験と同様のSOI構造を使用している。UV光照射の場合はダイアフラム(SOI
ウエハ)側はシーケンシャルプラズマを照射して接合している。FDTS 膜に N2、O2 プラズ

マを照射した場合は、ダイアフラム側は同種のプラズマガス種(N2、O2)で表面活性化をし

ている。 
 図Ⅴ.2.4.3-3-6 より圧力変動はほとんどなく十分な気密封止が達成出来ていることが判る。

したがって、FDTS 膜を成膜し、UV 光やプラズマを照射することで FDTS 膜を除去する

ことが可能となることが判った。 
 

Ⅴ‐593 
 



0.5
0.55

0.6
0.65

0.7
0.75

0.8
0.85

0 5

圧
力
差

(a
tm

)

日数（日）
10

UV光

N２プラズマ

O2プラズマ

 

図Ⅴ.2.4.3-3-6 真空封止後の圧力変動 
 
 図Ⅴ.2.4.3-3-7 にシリコンチップをステンシルマスクとした場合のパターニング結果を示

す。FDTS膜を成膜したウエハ上に１～10mm角のシリコンチップを配置し、(a)UV光 5min、
(b)N2 プラズマ、(c)O2 プラズマを照射した。 
 
 (a)UV 光照射の場合、パターン形状がはっきり観察できるが、斜線も観察された。この

ことより、パターニングは可能であるが、FDTS 膜の除去能力が低いことと、僅かではある

が裏面に回り込んで FDTS 膜を損傷するものと考えられる。 
 (b)N2 プラズマ照射の場合、ほぼ回り込みが無く、パターニングが可能であることを確認

した。Ar プラズマでも同様の結果を得た。 
 (c)O2 プラズマ照射の場合、回り込みが大きく、3mm 角チップをステンシルマスクとし

ても、FDTS 膜の領域が 1mm 角程度まで小さくなるが判った。シーケンシャル、O2+N2
プラズマでも同様の結果を得た。 
  
 このことから、以下のことが考察される。 
 
・オゾンは吸着してさらに UV 光が照射されることで、初めて除去能力が生じる。 
・N2、Ar プラズマではイオンの衝撃効果によって膜が除去される。 
・O2 プラズマで発生するオゾン等の活性種には、FDTS 膜を除去する効果がある。 
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マスク：1mm 角 
マスク：1mm 角 

 (a)UV 光   (b)N2 プラズマ 

 

マスク：3mm 角

(c)O2 プラズマ 
図Ⅴ.2.4.3-3-7 ステンシルマスク保護での FDTS 膜除去 

 
（４） まとめ 
 以上の研究開発によって、次のことが判明した。 
 
1) 表面粗さや接合パターンを制御することで、一括集積化のためにキャリアウエハへの

仮接合の接合強度を、正規の接合強度の 1/10 以下に安定して制御することが可能となる

ことが判った。 
2) 接合強度は接合パターンの外枠の影響が大きいことが判った。 
3) SAM 膜(FDTS 膜)は UV 光、プラズマ照射で除去可能であり、除去後の接合で十分な

気密封止が得られることが判った。 
4) FDTS 膜のパターニングは N2、Ar プラズマが最良である。UV 光では除去が不十分
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であることと裏面への多少の回り込み、O2プラズマはFDTS膜の除去能力は大きいが、

回り込み量が大きいことが判った。 
 
 本研究開発の結果から、表面粗さや接合パターンを制御して接合することで、一括集積

化技術を実現するための接合が可能であることが判った。本技術を発展させることで、ウ

エハサイズ、チップサイズに制限されることのない、様々な異種デバイスの集積化を実現

することが可能となる。 
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Ⅴ．２．５ スマートファブシステム技術開発 
（１）背景・目的 
環境負荷の低減は持続可能な文明の実現へ向けた地球規模の課題であり、特に近年、地

球温暖化への対応として、温室効果ガスの削減の必要性が強調されてきている。温室効果

ガスには、二酸化炭素、メタン、六フッ化硫黄等の様々な化学種が存在するが、 新の IPCC
第 4 次評価報告書によれば、人為的に排出されている温室効果ガスの中では二酸化炭素の

影響量が も大きいと見積もられている。 
 
産業界においては、エネルギー供給産業や輸送産業をはじめとし食品加工業や機器製造

業など、温室効果ガスの削減に向けた取り組みが近年盛んになってきている。このような

取り組みの中では、ライフサイクルアセスメント（LCA）の概念が導入され、製品の製造、

輸送、販売、使用、廃棄、再利用までの各段階における環境負荷を明らかにすることで低

炭素社会の実現を目指す取り組みが活発化しつつある。LCA の概念に基き二酸化炭素の排

出量を表示することで環境負荷の低い製品・サービスを消費者に対して訴求する仕組みで

ある「カーボンフットプリント」は、英国をはじめとする欧州、米国、韓国、タイなど世

界中に広がっており、我が国においても経済産業省により「カーボンフットプリント制度

試行事業」が実施されている。 
 
このような社会的状況の中で、末端消費者・ 終組み立てメーカー一体となった社会的

な要請により、MEMS 製品についても環境負荷の低い製品へのニーズが生じてくることが

想定され、MEMS 製品での環境負荷の低減が課題になっている。 
 
MEMS に先駆けて一大産業となった半導体産業における環境負荷の低減は、「高環境負荷

プロセスガスの排出量低減」と「製造工場（製造工程）のスマート化」といった方策で取

り組まれている。前者は、半導体加工で用いられる CF4、C2F6、C3F8、C4F8、CHF3、SF6、

NF3 等の排出量を減らすという取り組みであり、使用量自体の削減・代替ガス利用という

アプローチがとられている。後者の「製造工場（製造工程）のスマート化」に関しては萌

芽期にあり、センサーネットワークを活用した工場全体の空調や清浄度管理の 適化や印

刷技術を用いた新たな製造工程の構築といったアプローチが検討され始めている状況であ

る。 
 
製造工場（製造工程）のスマート化では、まず、工場全体の稼働に関わる情報や、製造

された製品品質に関する情報、製造装置の稼動状況に関する情報、および、これらを元に

得られる環境負荷情報を収集することが必要である。環境負荷の低減のためには、さらに、

このようにして収集した情報を如何に環境負荷低減へと結びつけるかが重要である。 
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本研究開発では、上記の観点に立ち、設計から実際の製品へと至る流れにおいて、開発・

製造の効率化と製品の歩留まりの向上に資する計測データの設計へのフィードバックに関

する技術と、環境情報も含め製造工程に関する情報を共有化し設計へのフィードバックを

可能にするデータベースシステムの設計・プロトタイプ開発を行った（3 次元設計・計測情

報の共有化技術の開発）。また、製造時において、環境負荷の高い装置・工程・項目の分析

を可能とする二酸化炭素排出量の算定手法、および、算定のための情報共有化についての

技術開発を行った（環境情報共有化技術の開発）。 
 
3 次元設計・計測情報の共有化技術の開発では、X 線 CT 装置による形状データや機械特

性・電気特性の計測データから、デバイス設計・プロセス設計改善の示唆を可能にするた

めの技術開発を行った。MEMS 製品では作製されたデバイスの形状が、機械特性・電気特

性に大きく影響を与えることから、製品性能のばらつきの低減や歩留まりの向上のため、

設計に対してより的確な指針を与えることが必要になっている。このため、X 線 CT 装置で

の測定条件、形状データの変換手法の検討や、形状データ・特性データに基くモデリング

手法の検討を行った。併せて、これらの情報共有のためのデータベースシステムの設計・

プロトタイプ開発を行った。 
 
環境情報共有化技術の開発では、プロジェクトにて構築される製造ラインにて製造され

る製品の二酸化炭素排出量の算定方法を開発した。MEMSに関連の深い半導体製造業界で

は、大規模な調査に基づき半導体パッケージの足型とピンの数から環境負荷を推定するツ

ールが作られる1など、LCAの実績と知見の集約が進みつつある。しかしながら、MEMS
が半導体電子デバイス以上に多種多様なデバイス構造や製造工程を有すること一因がある

と考えられが、MEMSの製造工程ではLCAの実施が進んでおらず、個々の製品に対するLCA
の実施例は見られない。低環境負荷製品を実現するためには環境負荷の算定が不可欠であ

ることから、算定方法を早期に確立することが必要になっている。 
 

                                                  
1 半導体専用 LCA 算出ツール JLCAS 社団法人電子情報技術産業協会 半導体部会 
半導体環境安全専門委員会 
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（２） 3 次元設計・計測情報の共有化技術の開発 
本研究開発項目は、MEMS製品の設計、開発、製造のフローにおける情報の共有を推進

し、開発や製造の効率化・歩留まりの向上を通して、環境負荷の低減に貢献することを目

的としている。この目的に即し、MEMS製品の製造時のレシピや稼働状況、形状・特性の

計測データを効果的に設計へとフィードバックするフローの構築のための開発を行った（

図Ⅴ.2.5.2- 1）。 
 

 
図Ⅴ.2.5.2- 1 情報共有化による設計へのフィードバックフローの構築 

 
この目的の実現のため、情報共有のための 3 次元構造計測技術・計測情報変換技術の開

発と、MEMS 統合設計データベースシステムの基盤構築を行った。 
情報共有のための 3 次元構造計測技術・計測情報変換技術の開発では、X 線 CT 装置計測

による MEMS の 3 次元構造の取得、および、計測された 3 次元構造情報や機械特性・電気

特性を設計に活用に関するための研究開発を行った。 
MEMS 統合設計データベースシステムの基盤構築では、情報共有のためのインフラスト

ラクチャとしてのデータベースシステムの設計・プロトタイプ作成を行うとともに、設計

データ、装置のレシピおよび稼動に関するデータ、計測・検査データを共有し、設計時で

の活用を可能とする情報共有化フレームワークの要求仕様を策定した。 
 

 

Ⅴ‐599 
 



（２）－1 情報共有化のための 3 次元構造計測技術・計測情報変換技術 
MEMS は、半導体プロセスと同様なプロセスで作製されるが、通常の半導体デバイスと

は異なり、製造時の形状のばらつきがデバイス特性のばらつきに直結する。歩留まりの向

上やデバイス特性の均質化のためには、シリコン基板上に作製されたμm サイズのデバイ

スの形状を観察し、製造プロセスの改善を行う必要がある。このデバイス製造プロセスの

改善に向け、X 線 CT 装置を用いシリコン基板上に作製されたデバイスの 3 次元形状を計測

し、設計時とのデバイス特性の差異を解析するための方法について検討を行った。 
 
MEMS センサでは、可動部に印加された力を、構造体の歪みや固定電極との相対位置の

変化による静電容量の変化等により検出する。そのため、可動部および周囲の形状・サイ

ズがデバイスの検出・出力特性に大きく寄与する。設計時にはシミュレーションを用い、

所望のデバイス特性を満足するように構造体形状の設計が行われる。 
MEMS 製造においては、半導体デバイスと同様な微細加工プロセスが使用される。工程

は複雑な半導体デバイスには及ばないが、数十を越える工程によって製造が行われる。一

方で、半導体デバイスにはない可動部を構築するためのプロセスを有することを特徴とす

る。実際のデバイス形状を設計形状に近づけるため、様々なプロセスの組み合わせと条件

設定が必要になっている。 
 
このように MEMS では意図した動作特性の実現のため、構造設計と併せ製造プロセスの

設計も重要であるが、作製されたデバイスの動作特性の評価のみから直接プロセス改善へ

の示唆を得ることは困難である。しかしながら、計測により 3 次元構造が得られ設計デー

タと比較可能なデータとして利用できれば、設計との形状の差異がどこに生じているのか、

形状の差異がどのような動作特性の差異に関連するのかを把握することができる。また、

形状が直接利用できない場合でも 3 次元形状を反映したデバイスのモデル化によって形状

と動作特性の関連を把握することで、計測した機械特性・電気特性と設計時に意図した機

械特性・電気特性との差異の原因を推測することができる。 

 
図Ⅴ.2.5.2- 2 設計データ（CAD・シミュレーションモデル）と計測データ（製品）の比

較 
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このようなリバースエンジニアリングやモデル化（図Ⅴ.2.5.2- 2）を通して、デバイス形

状や製造プロセス設計での指針を与えることが可能になると期待される。 
 
本研究開発項目では、上述の狙いの実現に向け、MEMS に対して X 線 CT 装置による 3

次元構造計測、および、設計時の形状や力学特性との比較を可能とする計測構造データの

変換技術について開発を行った。同時に、機械特性・電気特性計測データを用いて設計へ

の示唆を与えることを可能にするデバイスのモデル化法について検討を行った。 
 
（２）－1.1 X 線 CT 装置によるマイクロスケール構造体の 3 次元形状評価 

X 線 CT 装置による機械部品の 3 次元構造計測は、これまでに多数行われてきているが、

MEMS についてはほとんど行われていない。特に、構造物全体がμm サイズであるものに

ついては、研究実施例が見当たらない。 
このような微小な構造を計測するため、図Ⅴ.2.5.2- 3に示すX線CT装置（MicroXCT-400、

Xradia）を使用した。この装置の 大分解能は 1.0μmであり、このときの視野は 700μm
程度である（対物レンズ 40X使用時）。 

 

 
図Ⅴ.2.5.2- 3 MicroXCT-400 外観 

 
シリコンは通常の金属と比較して X 線が透過しやすいため、空気とのコントラストを得

るため、管電圧、管電流、撮像枚数、1 枚あたり露光時間などの検討を行い、撮像条件を決

定した。 
TKB812 で試作されたマルチプローブについて、対物レンズ 20Xを用いてX線CT計測を
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行い、透過画像から 3 次元に再構成した画像を図Ⅴ.2.5.2- 4に示す。マルチプローブは、シ

リコン基板のエッジに形成された長さ 500μm・幅 80μmの薄い板状のプローブであり、

表面に電極が作製されている。図Ⅴ.2.5.2- 4では、先端の細かい形状の違いや電極が剥離し

ている状況を捉えることができている。 
 

  
図Ⅴ.2.5.2- 4 マルチプローブ：先端形状鋭角（左）、直角（右） 

 
同様にTKB812 で試作された櫛歯折り返し梁について、MicroXCT-400 の 高倍率となる

対物レンズ 40Xを用いてX線CT計測を行い、透過画像から 3 次元に再構成した画像を図

Ⅴ.2.5.2- 5に示す。櫛歯折り返し梁は 2cm角のチップ上に作製されており、梁の大きさは長

手方向が約 220μm、幅は 5μm、周囲に掘ったトレンチの幅は 10μm、深さは 25μmで

ある（埋め込み酸化膜は除去されていない）。リングアーチファクトや斑模様のアーチファ

クトが見られるが、構造物の細部の形状を捉えることができている。 
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図Ⅴ.2.5.2- 5 櫛歯折り返し梁（上段：基板厚さ方向断面、下段左：基板表面に平行な断面、

下段右：3 次元像） 
 
更に小さい長さ 100μmのカンチレバー（片持ち梁）についてもX線CT計測を行った。撮

像の対象は、図Ⅴ.2.5.2- 6に示すシリコンをベースとするチップである。埋め込み酸化膜が

除去され可動な構造物としてカンチレバー（片持ち梁）が形成されている。 
実際の撮影では、撮影対象をX線源-検出器の間に配置し、撮像範囲中心部分を通りz軸に

ほぼ平行な直線を回転軸として回転させて、断層撮影を行った（図Ⅴ.2.5.2- 7）。撮像条件

は、管電圧 40kV、管電流 4μA、対物レンズ 40X、回転角-91°～91°、撮像枚数 1639 枚、

1 枚あたり露光時間 60 秒である。 
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図Ⅴ.2.5.2- 6 カンチレバーと撮像対象物 

 

 
図Ⅴ.2.5.2- 7 カンチレバーの X 線 CT 計測状況 

 
撮影の結果得られた透過像から再構成フィルタをかけて再構成した断層画像を図

Ⅴ.2.5.2- 8に示す。シリコンと空気とのコントラストはつきづらいため、図ではコントラス

トを際立たせるように処理を行っている。画像から、エッチングされたパターンの形状は

うまく再現されていることがわかる。また、基板内部の埋め込み酸化膜（SiO2）がエッチ
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ングにより除去されている様子や、埋め込み酸化膜近傍のシリコンの形状がオーバーエッ

チングによって角が取れている様子も把握できる。一方で、構造のないバルクシリコン部

において、リングアーチファクトやまだら模様などのアーチファクトが見られる。 
 

xy断面 yz断面

xz断面

オーバーエッチング

z

x
y

z

x
y

 

図Ⅴ.2.5.2- 8 カンチレバー再構成断面 
 
（２）－1.2 X 線 CT 装置撮像データの設計へのフィードバック 

設計データとの形状・力学特性比較 
X線CT装置計測によって得られたカンチレバーの 3 次元画像データ（図Ⅴ.2.5.2- 8）から

データ変換を行い、設計データとの形状や力学特性の差異を評価した。 
 
データ変換手法の検討 
計測によって得られたデータは、Si と空気とのコントラストがつきづらいことの反映と

して、かなり間隙の多いデータとなっている。そのため、まず 3 次元画像データに対して

メディアンフィルタ・ガウスフィルタをかけて平滑化を行い、続けて、Marching Cubes 法

によってポリゴンデータへ変換した。このポリゴンデータを以下に述べる評価の出発点と

Ⅴ‐605 
 



して使用した。 
 
形状比較 
リバースエンジニアリング用のソフトウェアPointMaster（Wenzel ScanTec. 販売：日本

ビジュアルサイエンス株式会社）によって、ポリゴンデータを読み込み、修正を施した後、

設計データと比較した（図Ⅴ.2.5.2- 9）。計測によるポリゴンデータでは、表面にかなりの

凹凸が見られるが、これらはアーチファクトによるものだと思われる。また、カンチレバ

ーの断面では、カンチレバーの横幅が細くなっている様子が見られる。また、上下方向に

はサイズが大きくなっている。詳細な形状については、アーチファクトの影響が大きく実

際の形状を反映していないと思われる。 
 

 

図Ⅴ.2.5.2- 9 計測・設計データの形状比較 
 
力学特性の比較 
CAE 解析用の構造データ処理ソフトウェア TSV-Pre（株式会社テクノスター）を用い、

ポリゴンデータから 4 面体要素により構造体を充填するボリュームメッシュを生成した。

生成したボリュームメッシュを使用して、MEMS 設計開発用統合システムである

MemsONE（MemsONE コンソーシアム、みずほ情報総研株式会社、日本ユニシス・エク

セリューションズ株式会社、株式会社数理システム）により構造解析を行った。 
計測および設計データに基づくカンチレバーのモデルについて、振動モードを解析した

結果の比較を図Ⅴ.2.5.2- 10に示す。1 次モードと 2 次モードは似通っている。しかし、3 次

モードでは違いが見られ、計測によるモデルではカンチレバーのねじれが見られるのに対

して、設計データからのモデルでは横方向の振動の高次モードとなっている。 
それぞれの振動モードの固有振動数を表Ⅴ.2.5.2- 1に示した。 
振動の様子が計測・設計モデルで似ている 1 次モードの固有振動数は、計測・設計モデ

ルで同程度である。一方、同様に振動の様子が似ている 2 次モードでは、差異が大きくな

っている。振動の様子が異なる 3 次モードでは、設計モデルの 2 倍となっている。 
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1次モード 2次モード 3次モード

計測

設計

 
図Ⅴ.2.5.2- 10 計測・設計構造モデルの振動モードの比較 

 
表Ⅴ.2.5.2- 1 計測・設計構造モデルの固有振動数[MHz]の比較 

  モード  
モデル 1 次 2 次 3 次 
計測 1.174 4.043 6.832 
設計 1.044 2.991 3.343 

 
デバイス・プロセス設計への示唆 
構造データにはアーチファクトの影響による構造の不確定さが見られるが、得られたデ

ータが実際の構造をそのまま反映していると仮定すると、製造プロセスに対して次のよう

な示唆が得られる。 
振動モードの固有振動数に関する設計モデルとの差異は、カンチレバーの形状が異なる

ことによる質量・ばね定数が変化に起因すると考えられる。再構成断面形状からオーバー

エッチングである状況もみられるため、エッチング条件の検討によりオーバーエッチング

を回避する必要があることが示唆される。また、デバイスの可動部を構成しているシリコ

ンの厚さの精度や酸化膜の除去の程度にも注意を払う必要があるといえる。 
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（２）－1.3 電気特性、機械特性データの設計へのフィードバック 
MEMS 製造プロセスによって作製されるデバイス構造体の形状は、マスク形状を正確に

再現するものにはならない。このため、電気的特性や機械的特性は、マスク形状を仮定し

た場合に予測される値と、実測される値とは異なる。実測される電気特性や機械特性と、

マスク形状を仮定し予測される特性とを比較することにより得られる知見を、設計へフィ

ードバックする方法について検討を行った。 
 
特性評価の対象としたデバイスは、櫛歯の電極を持つ静電容量型の加速度センサを模し

たものである。可動電極は 4 本の梁で支持されており、2 つの固定電極と対向する。マスク

形状と主な寸法を図Ⅴ.2.5.2- 11、表Ⅴ.2.5.2- 2に示す。評価対象デバイスを電気的に駆動し、

その電気特性として電流の周波数特性、機械特性として速度の周波数特性を評価した。 

 

 

図Ⅴ.2.5.2- 11 特性評価デバイスマスク形状 
 

表Ⅴ.2.5.2- 2 特性評価デバイスマスク寸法 
電極長さ Lm 1204μm 
電極幅 Wm 480μm 

格子穴長 Lgrid 17μm 
格子幅 Llattice 3μm 
櫛歯長さ Lc 20μm 
櫛歯幅 Wc 4μm 

櫛歯対向長さ X0 10μm 
対向櫛歯間隔 Gap 2μm 

梁長さ Lbeam 400μm 
梁幅 Wbeam 5μm 

 
特性測定時の端子設定を図Ⅴ.2.5.2- 12に示す。(a)2 端子特性の測定では、可動電極の電

流を測定した。(b)3 端子特性の測定では、固定電極の電流と可動電極の速度を測定した。

それぞれの値の周波数特性を図Ⅴ.2.5.2- 13および図Ⅴ.2.5.2- 14に示す。併せて、デバイス

形状がマスク形状の通りである場合を仮定し、特性シミュレーションした結果を示す。 
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(a) 2 端子特性 (b) 3 端子特性 

 

図Ⅴ.2.5.2- 12 測定時端子設定 
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図Ⅴ.2.5.2- 13 2 端子特性可動電極電流 
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図Ⅴ.2.5.2- 14 3 端子特性  (左)固定電極電流  (右)可動電極速度 

 
可動部の運動に伴う雰囲気流体の挙動は非常に複雑であり、特性シミュレーション時に

機械的な抵抗を精度よく見積もることは非常に困難である。したがって、機械的な抵抗に

大きく影響を受ける電流や速度のピーク値を比較することは難しい。一方、ピークとなる

周波数（以降、共振周波数と呼ぶ）は機械的な抵抗の影響をほとんど影響受けないので、

固定電極 
可動電極 

基板 

固定電極 
直流流電圧  9V 

交流電圧    1V 

電流計 
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ここでは、共振周波数の比較を行った(表Ⅴ.2.5.2- 3)。シミュレーション値の方が実測値に

比べ高い共振周波数になっている。これは、実形状が設計時のマスク形状とは異なること

に起因する。 
 

表Ⅴ.2.5.2- 3 実測とマスク形状モデル特性シミュレーション共振周波数 
使用特性カーブ 実測値 シミュレーション 

2 端子特性可動電極電流 8010 Hz 8997 Hz 
3 端子特性固定電極電流 7970 Hz 9005 Hz 
3 端子特性可動電極速度 7950 Hz 9005 Hz 

 
実形状とマスク形状との差をもう少し詳しく見るために、集中質点系モデルを用いて、

デバイス形状の見積もりを行った。対象デバイスの集中質点系近似モデルを図Ⅴ.2.5.2- 15
に示す。 
マスク形状の集中質点系モデルのパラメータは、構造体の厚さ、密度、ヤング率等の基

本的な物性値から解析的に算出した。実形状の集中質点系モデルパラメータは、集中質点

系モデルで解析的に得られる特性カーブを目的関数とし、SEMで得られた測長値を制約条

件として、 適化手法によって算出した。算出結果を表Ⅴ.2.5.2- 4に示す。 
実形状として推定される、質量、バネ定数ともにマスク形状よりも小さい値である。実

形状は、マスク形状よりも「細った」形状であることが考えられる。さらに、実形状とし

て推定されるパラメータ値とマスク形状モデルパラメータ値の差異は、バネ定数がもっと

も大きい。よって、表Ⅴ.2.5.2- 3に示す共振周波数の差は、梁形状の「細り」による、バネ

定数の変化が大きく影響していることがわかる。 
 

k
m 

m 質量
k バネ定数 
rf 機械抵抗 
C0 静電容量 

C0 
rf

 
図Ⅴ.2.5.2- 15 集中質点系モデル 

 
表Ⅴ.2.5.2- 4 集中質点系モデルパラメータ 

パラメータ 実形状 マスク形状 差異* 
質量 kg 7.37e-9 7.98e-9 －7.64%
バネ定数 N/m 17.95 25.55 －29.75%
機械抵抗 N･s/m 1.57e-5 1.71e-5 －8.19%
静電容量 F 2.48e-13 2.64e-13 －6.09%

*差異(=実形状－マスク形状)/マスク形状)

固定電極 可動電極 
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集中質点系モデル近似は、設計時における特性見積もりに広く用いられる方法であり、

モデルパラメータと共振周波数等の特性値との関連が明確で扱いやすい。実測される電気

特性および機械特性から実形状の集中質点系モデルパラメータという形で設計へフィード

バックすることは、マスク形状との差異を把握するのに有益である。 
 
（２）－1.4 まとめ・課題 

MEMS の形状計測によりデバイス・プロセス設計への示唆を得るための手法の検討とし

て、シリコンチップ表面に作製されたカンチレバーに対して X 線 CT 装置により 3 次元構

造計測を行い、得られた構造から設計時の形状や力学特性の比較を行った。機械特性、電

気特性の計測データと設計形状とを、集中質点系モデルを介在させて比較する手法を検討

した。 
 
3 次元構造計測による設計へのフィードバックについては、X 線 CT 装置計測、3 次元構

造データの再構成、ポリゴンデータへの変換、設計および解析のためのデータ変換、形状・

力学特性の比較、という一連の手続きについてひととおりの検討を行い、デバイス・プロ

セス設計改善への指針を提示し得ることを示すことができた。X線CT装置による計測では、

かなりのアーチファクトの影響があり、計測からデータ変換の一連の手続きの中でこれら

を克服する手法・手段の検討が課題である。 
 
機械特性・電気特性計測による設計へのフィードバックについては、計測データからの

集中質点系モデルのパラメータの推定により、設計へと効果的に示唆を与えることが可能

となった。 
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（２）－2 MEMS 統合設計データベースシステムの基盤構築 
本研究開発は、MEMS の設計に関わる様々なデータを共有し、デバイス設計、プロセス

設計の効率化に寄与することを目的とする。特に、計測・検査データおよび環境負荷情報

の共有化による有効活用を促し、製品のばらつきを抑え、歩留まりを向上させることで、

環境負荷の低減に貢献することを目的としている。 
MEMS 統合設計データベースシステムの基盤構築のため、データベースシステムに対す

る要求分析を行い、データベースシステムの設計として、ソフトウェアアーキテクチャ、

ソフトウェア詳細、データベーステーブルを定めた。さらに、設計に基き MEMS 統合設計

データベースシステムのプロトタイプの作成を行った。 
併せて、設計データ、装置のレシピおよび稼動に関するデータ、計測・検査データを共

有し、設計時での活用を可能とする情報共有化フレームワークの要求仕様を策定した。 
 
（２）－2.1 要求分析 

デバイス作製に対して、設計データ、工程フローは入力に相当し、評価データ、計測デ

ータ、出力に相当する。入力と出力間の関連をトレースできることは、設計データや工程

フローの再利用を促し、開発効率の向上につながる。設計データ、工程フロー、計測デー

タの関係性を含めて、MEMS 統合設計データベースシステムで共有できる必要がある。 
また、材料物性は設計時に実施するシミュレーションにおいて基本となる値であり、設

計時に参照できるよう共有化する必要がある。 
さらに、製造プロセス開発時に環境負荷も考慮した製造プロセス選択を行えるように、

環境負荷データを共有化する必要がある。 
上述のように、設計時に必要となる情報を同一インターフェイスで参照できるシステム

を構築することによって、設計効率の向上を目指す。 
図Ⅴ.2.5.2- 16にMEMS統合設計データベースシステムの概要図を示す。 

 

登録 

MEMS統合設計データベースシステム 
参照 

 
環境負荷 
データ

材料物性 設計データ 工程フロー 計測データ 
 データ 

図Ⅴ.2.5.2- 16 MEMS 統合設計データベースシステム概要図 
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（２）－2.2 ソフトウェアアーキテクチャ 
MEMS統合設計データベースシステムは、図Ⅴ.2.5.2- 17のような構成とする。 
 

 ユーザが接続する Web ページは PHP で作成する。 
 ユーザが作成し、登録したデータの関連はデータベースへ蓄積される。 
 ユーザが作成し、登録するファイルは、ファイルサーバへ格納する。 

 
ファイルサーバのファイルを共有できるような環境にすると、MEMS 統合設計データベ

ースシステムを物理的配置に制限なく構築することができる。 
 

 

クライアント サーバ 

Webアプリケーションサーバ DBサーバ 
Apacth RDBMS 

図Ⅴ.2.5.2- 17 MEMS 統合設計データベースシステムソフトウェア全体構成図 
 
（２）－2.3 ソフトウェア詳細設計 

MEMS 統合設計データベースシステムは、設計データ、計測データ、シミュレーション

データ、工程フロー、材料物性、環境負荷情報の共有を目的としたデータベースシステム

である。 
MEMS統合設計データベースシステムは、次のデータベースから構成される（図Ⅴ.2.5.2- 

18）。 
 

 設計・計測データベースシステム 
 材料物性データベースシステム 
 環境負荷情報データベースシステム 
 CO2 換算量原単位データベースシステム 

 
データベースシステムとユーザとの橋渡しを行うユーザインターフェイス機能を、デー

タベースシステムごとに用意した。 
 

HTTPクライアント 

(Webブラウザ) 

MySQL 
 PHP 

ファイルサーバ 
nsfサーバ 
または 

sambaサーバ 
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MEMS 統合設計データベースシステム 

インターフェイス

設計・計測データ 

設計・計測情報 DB インターフェイス 

材料物性 

材料物性 DB インターフェイス 

図Ⅴ.2.5.2- 18 MEMS 統合設計データベースシステム構成図 
 
（２）－2.4 データベーステーブル 

データベース構築のためデータモデリングを行った。データ間の関連を E－R 図（Entity 
Relationship Diagram）を用いて示す。 

E－R 図はデータの関連を図示したものである。データの実体（Entity）と関連

（Relationship）、および属性（Attribute）の 3 つを構成要素としてモデリングを行う手法

である。 
 

 設計・計測データベース、環境負荷情報データベース 
設計・計測データベース、環境負荷情報データベースは、一部テーブルを共有している。

E-R図を図Ⅴ.2.5.2- 19に示す。 
 

登録

参照  出力 CO2 換算量原単位 DB 
CO2 換算量原単位 

インターフェイス 

環境負荷情報 

環境負荷情報 DB インターフェイス 
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シミュレーション入出力ファイル
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        コメント
         作成日
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図Ⅴ.2.5.2- 19 設計・計測データベース E-R 図 

 
 材料物性データベース 

材料物性データベースに関するE－R図を図Ⅴ.2.5.2- 20に示す。 
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図Ⅴ.2.5.2- 20 材料物性データベース E-R 図 
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 CO2 換算量原単位データベース 

CO2 換算量原単位データベースでは、エンティティはただ一つのみである。E－R図を図

Ⅴ.2.5.2- 21に示す。 
 

   PK   ID
　　　名称

  　　大分類

　　　小分類
　　　単位
　　　GHG排出量
      出典
　　　作成日
　　　コメント

原単位

 
図Ⅴ.2.5.2- 21 CO2 換算量原単位データベース E-R 図 

 
（２）－2.5 プロトタイプシステム作成 

作成した MEMS 統合設計データベースシステムのプロトタイプでは、Web アプリケーシ

ョンサーバ、DB サーバ、ファイルサーバを同一サーバに配置した。 
使用したミドルウェア一覧を表Ⅴ.2.5.2- 5に示す。 
 

表Ⅴ.2.5.2- 5 ミドルウェア一覧 
ミドルウェア バージョン 機能 

Apache 2.0.52 ・アプリケーションサーバ 
・プレゼンテーション基盤の WEB アプリケーシ

ョンがデプロイされる 
・サービスの WEB サービスがデプロイされる 

MySQL 4.1.22 ・RDBMS（データベース） 
Red Hat Enterprise 
Linux WS  

release 4 ・サーバ機のオペレーティングソフトウェア 

PHP 5.2.0 ・開発言語 
Subversion 1.6.12 ・プレゼンテーション基盤、ワークフロー、サー

ビスのプログラムリソースの管理ツール 
・リソースのバージョン管理を行う 

Windows XP Version 2002 
ServicePack3

・クライアント機のオペレーティングソフトウェ

ア 
Internet Explorer 7.0 以上 ・Web ブラウザ 
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（２）－2.6 情報共有化フレームワークの要求仕様 
設計データ、装置のレシピおよび稼動に関するデータ、計測・検査データを共有し、設

計時での活用を可能とする情報共有化フレームワークについて検討を行い、検討の結果策

定した要求仕様を以下に記載する。 
 

（２）－2.6.1 前提条件 
情報共有化フレームワークの概要図を図Ⅴ.2.5.2- 22に示す。 
設計時に生成される、構造設計データや、マスクデータ等を共有化すると共に、製造時

に生成される、レシピや装置稼動に関するデータや、特性評価時に生成される計測データ

や検査データを共有する。製造時および評価時に生成されるデータを設計時に活用できる

ような枠組みである。 
 

 

図Ⅴ.2.5.2- 22 情報共有化フレームワーク概要図 
 
情報共有化フレームワークでは、情報の内容に応じたサブシステムを定義しサブシステ

ム間の連携を行う枠組みを提供する(図Ⅴ.2.5.2- 23)。情報共有化フレームワーク上で動作さ

せるサブシステムの一覧を表Ⅴ.2.5.2- 6に示す。 
 

 
図Ⅴ.2.5.2- 23 情報共有化フレームワークにおけるサブシステムの連携 

情報共有化フレームワーク 

MEMS統合設計データベース 

環境負荷算出機能 環境情報収集システム 

3次元設計・計測情報共有化システム 

環境負荷情報の

収集・算出 

情報共有化 
フレームワーク 

3次元設計・計測

情報の共有化 
製造の現場 設計の現場 材料物性、デバイス特

性、プロセスレシピ、

等 

材料物性、デバイス特

性、プロセスレシピ、

等 

MEMS統合設計デ

ータベース 

マスクエディタ 

 

計測装置 

加工装置

設計データ、 計測結果、 
環境情報、etc シミュレーション

結果、 etc 
MemsONE
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表Ⅴ.2.5.2- 6 情報共有化フレームワークのサブシステムの定義 

番号 サブシステム 定義 
1 MEMS 統合設計デー

タベース 
設計データ、プロセスフロー、計測データ、材料物性、環

境負荷情報を統合的に蓄積するデータベースシステム 
2 環境負荷算出機能 8 インチラインに導入される加工装置および評価装置の環

境負荷を算出する機能 
3 環境情報収集システム 環境負荷算出に必要となる情報のうち、8 インチラインの

装置から取得する情報を収集するシステム 
4 3 次元設計・計測情報

共有化システム 
3 次元計測で 3 次元形状を、リバースエンジニアリング技

術により設計での活用を支援するシステム 
 
（２）－2.6.2 システム要求 
情報共有化フレームワークのサブシステムの関連を図Ⅴ.2.5.2- 24に示す。 
 

 

MEMS統合設計データベース 

環境負荷算出機能 
環境情報 装置情報 

装置 環境情報収集システム 

計測データ 

CO2換算原単位 

収集プラン 

3次元設計・計測情報共有化システム 

情報共有化フレームワーク 

図Ⅴ.2.5.2- 24 情報共有化フレームワークのサブシステムの関連 
 

 環境負荷算出機能と環境情報収集システムの連携 
環境負荷算出機能が、能動的に環境情報収集システムへアクセスする。環境情報収集シ

ステムは、環境負荷算出システムに対して受動的であり、要求があるまではデータ提供を

行わない。 
環境負荷算出機能は、装置から得られる環境情報を環境情報収集システムから取得する。

また、環境負荷算出機能が必要とするデータ収集プランを環境情報収集システムへ指示す

る。 
 

 環境負荷算出機能と MEMS 統合設計データベースの連携 
環境負荷算出機能が、能動的に MEMS 統合設計データベースへアクセスする。MEMS
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統合設計データベースは、環境負荷算出機能に対して受動的であり、要求があるまではデ

ータ提供を行わない。 
環境負荷算出機能は、必要とする CO2 換算原単位を MEMS 統合設計データベースから

取得する。 
 

 3 次元設計・計測情報共有化システムと MEMS 統合設計データベースの連携 
3 次元設計・計測情報共有化システムが能動的に MEMS 統合設計データベースへアクセ

スする。MEMS 統合設計データベースは、3 次元設計・計測情報共有化システムに対して

受動的であり、要求があるまではデータ提供を行わない。 
3 次元設計・計測情報共有化システムは、必要とする設計データまたは 3 次元計測データ

を MEMS 統合設計データベースシステムから取得する。 
 
インターフェイスに関して、以下のように定義する。 

 装置インターフェイス 
装置は、情報共有化フレームワークの範囲に含めない。装置とのインターフェイスは、

装置ごとに個別対応が必要となる。サブシステムである環境情報収集システムにおいて、

各装置とのインターフェイスを構築する。 
 
３．２．５．２－2.6.3 シナリオ分析 
情報共有化フレームワークに関するユースケース図を図Ⅴ.2.5.2- 25に示す。 
 

 

情報共有化フレームワーク 

情報登録 

情報参照 

情報収集 
環境情報収集システム 

3次元設計・計測情報共有化システム 

環境負荷算出機能 

MEMS統合設計データベース 

図Ⅴ.2.5.2- 25 情報共有化フレームワークのユースケース図 
 
ユースケース「情報参照」のシナリオ例として、3 次元計測データのリバースエンジニア

リングを示す。計測データをリバースエンジニアリング技術によって、CAD形式の形状デ

ータに変換する。得られるCAD形式データを解析ツールであるMemsONEの形状入力とし

て利用し数値計算を行う。この場合のアクティビティ図を図Ⅴ.2.5.2- 26に示す。 
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ユーザ 情報共有化フレームワーク 

3次元設計・計測情報共有化システム MEMS統合設計データベース 

MemsONE 

形状入力を行う 数値計算する CADデータ 

3次元計測データを検索する 検索条件 3次元計測データを返す 

3次元計測データ 3次元計測データを確認する 

3次元計測データをリバー

スエンジニアリングする 

CADデータへ変換する 

CADデータ CADデータを確認する 

数値計算結果を確認する 
数値計算結果 
リバース形状 

設計形状での数値計算結果

を検索する 検索条件 数値計算結果を返す 

数値計算結果 
設計形状 

数値計算結果を比較する 

3次元計測データ 

図Ⅴ.2.5.2- 26 リバースエンジニアリングのアクティビティ図 
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（３ ）環境情報共有化技術の開発 
低環境負荷 MEMS デバイスの実現のためには、環境負荷の算定が必須である。環境負荷

の算定に当たっては、製品ライフサイクル（原材料調達、生産、流通、使用・維持管理、

廃棄・リサイクル）を考慮し、製品の存在に関わるあらゆる段階の環境負荷を算定し、全

体の環境負荷を低減することが必要である。 
 
本研究開発項目では、MEMS製品の環境負荷として、二酸化炭素やPFCガス（CF4、C2F6、

C3F8、C4F8、CHF3、SF6、NF3）の排出量について、温室効果（100 年間）の強さをもと

に二酸化炭素相当の排出量に換算した「二酸化炭素換算排出（以下、二酸化炭素排出[略記：

CO2 排出]と記載）量」の算定方法の開発を行った。特に、MEMS製造プロセスは二酸化炭

素排出に関連する原材料・工程・装置などが複雑であり排出量算定が困難であるため、製

造プロセスでの二酸化炭素排出量の算定手法の開発を行うとともに、MEMS設計段階での

利用を可能にするよう排出量の算定に関わる情報を集積するため、MEMS統合データベー

スへの環境負荷情報の追加機能の設計・試作を行った（図Ⅴ.2.5.3- 1）。 
 

TKB812

装置群

装置・プロセスの
CO2排出に関わる

情報

原材料、廃棄処理、ユー
ティリティのCO2排出量

（原単位）

CO2排出量算定

方法

調査 調査 検討

CO2排出量試算

試算

デバイス プロセス

MEMS統合DBへの

環境負荷情報追加レシピ CO2排出量

設計・試作

原材料等 原単位

 
図Ⅴ.2.5.3- 1 環境情報共有化技術の開発 

 
（３）－1 MEMS 製造プロセスの CO2 排出量算出手法の開発 
本開発項目は、MEMS 製造時の二酸化炭素排出量の算定を行なうシステムの基本設計を

検討することを目的とする。この目的のため、TKB812 に導入される製造装置・評価装置

の電力使用量、原材料・ガス使用量、冷却水使用量などに関する装置仕様や計測データ、

見える化システムによって収集・蓄積されたデータをもとに二酸化炭素排出量の算定方法

を検討した。検討の結果得られた排出量算定の方法に基づき実際に排出量を算定し、算定

システムの原案とした。 
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二酸化炭素排出の要因に関する情報を、すべての装置・工程に対して完備するためには

多大な労力を必要とする。二酸化炭素排出量に対する寄与を数値化することではじめて項

目間・処理間・装置間の比較が可能になり、寄与の大きい項目・工程・装置を明らかにし

ていくことができるという点が重要である。このような観点に立ち、不足する情報につい

ては概算や類推により極力数値を設定するように努めた。 
 
なお、本開発項目にて実施した製造プロセスの二酸化炭素排出量の算定は、LCAの手法

を用いて製品・サービスのライフサイクル全体にわたる環境負荷を算定するカーボンフッ

トプリントの枠組みのなかでは、生産段階および原材料調達の一部分である（図Ⅴ.2.5.3- 2）。 
 

デバイス
構造体作製

接合・パッ
ケージ化

原材料調達

生産 流通
使用・維持

管理
廃棄・リサ
イクル

原材料調達

生産

ウェハ 構造体
作製済
ウェハ

構造体作成時
・エネルギー
・材料
・消耗品

ユーティリティ

排出物・
排出物処理

MEMS製品ライフサイクル

算定範囲

 

図Ⅴ.2.5.3- 2 MEMS 製品のライフサイクルと二酸化炭素排出量算定範囲 
 
（３）－1.1 二酸化炭素排出量算定の対象 

二酸化炭素排出量の算定の対象製品は、TKB812 へ導入された装置を使用し製造ライン

の検証のため試作されたセンサTEG（図Ⅴ.2.5.3- 3）とした。センサTEGでは、8 インチSOI
ウェハ（活性層 25μm、埋め込み酸化膜 4μm、基板 725μm）を開始材料とし、ウェハ内

に 1920 個（パタン区画 30×64 個）のデバイスが作成された。 
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図Ⅴ.2.5.3- 3 センサ TEG 作製ウェハ 

 
装置についてはセンサTEGの製造工程（表Ⅴ.2.5.3- 1）に使用されたプロセス装置を二酸

化炭素排出量の算定対象とした（表Ⅴ.2.5.3- 2）。プロセス装置へ供給されるユーティリテ

ィに関わる装置についても二酸化炭素排出量の原単位算定を行なった。 
TKB812 に構築された見える化システムでは、表Ⅴ.2.5.3- 2の列項目について 10 分間隔

での計測を行なっている。また、必要に応じて、電力計にて 1 秒～1 分間隔での電力を別途

計測し、これらの計測値を二酸化炭素排出量の算定に用いた。 
 

表Ⅴ.2.5.3- 1 センサ TEG の製造工程 
No. 工程名 使用装置 仕様 

1 レジスト成膜（1μm） コーターデベロッパ 
i 線ﾎﾟｼﾞﾚｼﾞｽﾄ（IP3650）、ﾚｼﾞｽﾄ膜厚：1um 

レシピ名：１ 

2 パターニング（360ms） ステッパ 
SensorTEG_Layer2 

レシピ名：SENSOR-TEG-1（360msec） 

3 現像（1μm） コーターデベロッパ 
i 線ﾎﾟｼﾞﾚｼﾞｽﾄ（IP3650）、ﾚｼﾞｽﾄ膜厚：1um 

レシピ名：９ 

4 裏面露光（1s） ステッパ 
レチクルなし、1000msec 

レシピ名：REWORK 

5 裏面アッシング（40s） アッシャー 
O2=100sccm, 200W, 40sec 

レシピ名：２ 

6 Si エッチング（0.1μm） シリコン深堀加工装置 
Si 加工深さ：0.1um 

レシピ名：PPS-Align 

7 アッシング（1μm） アッシャー 
ﾚｼﾞｽﾄ膜厚：1um, O2=50sccm, 500W, 15min 

レシピ名：１ 
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8 洗浄（SPM、HF） ウェハ洗浄装置 1 

SPM：10min 

HF：5min 

洗浄：3min 

スピンドライヤ：1min 

9 アルミ成膜（2μm） スパッタ 
ｱﾙﾐ膜厚：2um 

レシピ名：PPS-AL 

10 レジスト成膜（1μm） コーターデベロッパ 
i 線ﾎﾟｼﾞﾚｼﾞｽﾄ（IP3650）、ﾚｼﾞｽﾄ膜厚：1um 

レシピ名：１ 

11 パターニング（360ms） ステッパ 
SensorTEG_Layer2 

レシピ名：SENSOR-TEG-1（360msec） 

12 現像（1μm） コーターデベロッパ 
i 線ﾎﾟｼﾞﾚｼﾞｽﾄ（IP3650）、ﾚｼﾞｽﾄ膜厚：1um 

レシピ名：９ 

13 アルミエッチング（2μm） ウェハ洗浄装置 1 

アルミエッチング：5min 

純水洗浄：3min 

スピンドライヤ：1min 

14 アッシング（1μm） アッシャー 
ﾚｼﾞｽﾄ膜厚：1um, O2=50sccm, 500W, 15min 

レシピ名：１ 

15 熱処理（400℃、30min） ボロン拡散炉 
ｱﾙﾐ N2 ｱﾆｰﾙ、400℃、30min 

レシピ名：11．SUZUKI_AL 

16 レジスト成膜（1μm） コーターデベロッパ 
i 線ﾎﾟｼﾞﾚｼﾞｽﾄ（IP3650）、ﾚｼﾞｽﾄ膜厚：1um 

レシピ名：１ 

17 パターニング（360ms） ステッパ 
SensorTEG_Layer1 

レシピ名：SENSOR-TEG-2（360msec） 

18 現像（1μm） コーターデベロッパ 
i 線ﾎﾟｼﾞﾚｼﾞｽﾄ（IP3650）、ﾚｼﾞｽﾄ膜厚：1um 

レシピ名：９ 

19 裏面露光（1s） ステッパ 
レチクルなし、1000msec 

レシピ名：REWORK 

20 裏面アッシング（40s） アッシャー 
O2=100sccm, 200W, 40sec 

レシピ名：２ 

21 Si エッチング（25μm） シリコン深堀加工装置 
Si 加工深さ：25um 

レシピ名：PPS-25um 

22 アッシング（1μm） アッシャー 
ﾚｼﾞｽﾄ膜厚：1um, O2=50sccm, 500W, 15min 

レシピ名：１ 

23 犠牲層エッチング（4μm） HF 犠牲層エッチャー 
SiO2 加工量：4um 
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24 熱処理（200℃） ホットプレート 
HF・水分除去、昇温 10min、200℃（10min） 

 

 
表Ⅴ.2.5.3- 2 二酸化炭素排出算定対象装置と見える化システムでの計測項目 

 

装置名称 

電
力
量 

SF6 

C4F8 

高
純
度
窒
素 

精
製
窒
素 

薬
品 

超
純
水 

上
水 

冷
却
水 

熱
一
般
排
気 

有
機
排
気 

酸
・
ア
ル
カ
リ
排
気 

プ
ロ
セ
ス
・
評
価 

ウェハ洗浄装置 1 ●           ●         ● 

ウェハ洗浄装置 2 ●         ●           ● 

コータデベロッパ ●       ●   ●       ●   

有機ドラフト ●                   ●   

ウェットエッチング装置 ●         ● ●           

マスク露光機 ●                       

ステッパ ●                       

アッシャー ●       ●               

シリコン深掘加工装置 ● ● ●                 ● 

金属機能性材料エッチング装置 ● ●   ●                

HF犠牲層エッチャー ●                       

金属機能性材料膜形成装置 ●     ●                 

酸化炉 ●                 ●     

拡散炉（ボロン） ●         ●   

熱処理炉 ●                       

膜厚測定装置 ●                       

ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ 

高純度窒素精製装置 ●       ●               

超純水精製装置 ●             ●         

ハロゲン除害装置 ●                       

PFC除害装置 ●                       

熱排気ファン ●                 ●     

有機排気処理装置 ●                   ●   

酸・アルカリ排気処理装置 ●                     ● 
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（３）－1.1 MEMS 製造装置の CO2 排出量の分析項目 
前項に記載した各装置について、プロセス時の温室効果ガス排出量の算定に寄与する要

因を整理した（図Ⅴ.2.5.3- 4）。 
 
電力が主となる「エネルギー」、「導入系」としてプロセス時に必要のなる材料や消耗品、

「放出系」として、プロセス時に発生する排出物とその処理、「ユーティリティ」としてプ

ロセス時に必要となるその他の装置について分類した。さらにプロセス・評価装置の稼動

時の状況をもとに、導入系、放出系、ユーティリティについて詳細化し、二酸化炭素排出

の要因となる要素についてリストアップした（表Ⅴ.2.5.3- 3）。 
 
ユーティリティは、製造装置に対する材料・消費材や用力の供給、製造装置からの排出

物の処理を行なうものであるので、ユーティリティの使用による二酸化炭素の排出量につ

いては、「導入系」での供給量や「放出系」での排出量によって寄与を考慮することとした。 
 

処理装置

ユーティリティ

エネルギー
・電力

ウェハ 処理済み
ウェハ

放出系
・CO2排出
・PFC排出
・除害処理
・廃棄処理

ユーティリティ稼動に係ユーティリティ稼動に係

るるCOCO22排出量排出量
エネルギー生成時のエネルギー生成時のCOCO22排排

出量出量

排出物・排出物処理に係排出物・排出物処理に係

るるCOCO22排出量排出量

導入系
・材料等
・消耗品

材料・消費材製造時の材料・消費材製造時のCOCO22

排出量排出量

 
図Ⅴ.2.5.3- 4 温室効果ガス排出に係る情報整理 
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表Ⅴ.2.5.3- 3 二酸化炭素排出量の分析項目 
エネルギー 電力    精製窒素 

導入系 SF6    圧縮乾燥空気 

  C4F8    超純水 

  CF4    冷却水 

  HF(ガス)  放出系 SF6（排出） 

  O2    C4F8（排出） 

  Ar    CF4（排出） 

  He    PFC 除害 

  H2    ハロゲン除害 

  高純度窒素    熱・一般排気 

  純水（ボンベ）    酸・アルカリ排気 

  H2SO4    有機排気 

  H2O2    廃液タンク排水 

  HF(50%)    ポリタンク回収 

  HMDS  ユーティリティ 高純度窒素供給 

  レジスト    精製窒素供給 

  リンス液（リソ）    超純水供給 

  現像液    圧縮乾燥空気供給 

  レジスト剥離液    冷却水 

  Ti    PFC 除害 

  Pt    ハロゲン除害 

  Cr    熱一般排気処理 

  Au    酸・アルカリ排気処理 

  Al    有機排気処理 

  SiO2    

  Mo    

  Ni    

 
（３）－1.2 原材料・廃棄処理・ユーティリティの CO2 排出量原単位算定 

二酸化炭素排出量の分析項目（表Ⅴ.2.5.3- 3）ごとに二酸化炭素排出量原単位の収集・算

定を行なった。 
原単位の情報源としては、経済産業省カーボンフットプリント事業2によって公開されて

                                                  
2 http://www.cfp-japan.jp/ カーボンフットプリント 
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いる「カーボンフットプリント制度試行事業CO2 換算量共通原単位データベース（暫定版）

ver. 2.01」を利用した。薬液の成分や固体物質などの化学種のなかには公開情報として原単

位の存在しないものがあるため、推定により原単位を導出したものもある。典型的には、

次のような推定を行なった。 
原料の化学種の原単位が既知である場合は合成反応と合成プロセスに基づき算定した。

このような算定ができない場合において、骨格構造を同一にする類似化学物質の原単位か

らの類推、情報が非常に少ない場合には同種物質との価格の比較などから原単位を推定し

た。 
TKB812 でのユーティリティ・廃棄処理関連の原単位については、次表（表Ⅴ.2.5.3- 4）

に記載の方針に従って算定を行なった。 
 

表Ⅴ.2.5.3- 4 ユーティリティ・廃棄処理の原単位算定方法 
カテゴリ 項目 適用 装置・処理方法 原単位算定方法 

導入系 
高純度窒素供

給 
N2（純度 6N） 高純度窒素供給装置(CE-N2) 

高純度窒素精製に関する公開原単

位を使用 

  精製窒素供給 N2（純度 4N） 高純度窒素精製装置(PSA-N2) 
TKB812F での窒素製造装置の単位

精製窒素量当たりの電力量で概算 

  超純水供給 DIW 超純水精製装置 

TKB812F の超純水精製装置の単位

純水供給量当たりの電力量・上水使

用量などから概算 

  
圧縮乾燥空気

供給 
  圧縮乾燥空気供給装置 

TKB812F の CDA 供給用の圧縮乾燥

空気供給装置の仕様（単位処理量当

たりの電力使用量）から概算 

  真空供給   
真空供給用ポンプ 2 台、真空ピンセ

ット用 

TKB812F のプロセス・評価装置では

使用していないため、原単位を算定

しない 

  冷却水供給   産総研の冷却水供給系 
工業用の冷却システムの仕様から

概算 

放出系 ハロゲン除害 

プロセスガス（HBr、

BCl3、Cl2、HF、ClF3）、

生成化合物 

ドライエッチング廃ガス除害装置

処理後は、（1）酸・アルカリ排気、

（2）PFC 除害を経て酸・アルカリ

排気へ廃棄される 2 系統 

TKB812F のハロゲン除害装置の単

位処理時間当たりの電力使用量か

ら概算 

  PFC 除害 

プロセスガス（SF6、

C4F8、CF4、CHF3）、

生成 F 化合物 

PFC 除害装置 

処理後は酸・アルカリ排気へ 

TKB812F の PFC 除害装置の単位処

理時間当たりの電力使用量から概

算 
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カテゴリ 項目 適用 装置・処理方法 原単位算定方法 

  熱一般排気 熱排気、一般排気 熱排気ファン 

TKB812F の熱一般排気ファンの単

位排気量当たりの電力使用量から

概算 

  有機排気 有機排気 有機処理装置 

TKB812F の有機排気ガス処理装置

の単位処理量当たりの電力使用量

から概算 

  
酸・アルカリ排

気 

酸性排気、アルカリ性

排気 
酸・アルカリ排気処理装置 

TKB812F の酸・アルカリ排気ガス処

理装置の単位処理量当たりの電力

使用量から概算 

  
ポリタンク回

収 

酸・アルカリ（SPM、

APM 、 HPM+DHF 、

5%DHF）、有機溶剤 

20L ポリタンクによる原液回収処

理 
回収業者の回収処理状況から推定 

  
廃液タンク排

水 
1 次・2 次洗浄排液 廃液タンクへの排水・回収処理 回収業者の回収処理状況から推定 

  研究排水 3 次以降洗浄排液 産総研の研究排水への排出 
薬品製造などの下水処理に関する

公開原単位を使用 

 
（３）－1.3 MEMS 製造プロセスの二酸化炭素排出量算定方法 

収集・算定した原単位を用い、以下の考え方に基づき二酸化炭素排出量を算定した。な

お、調査対象の装置の中には取得できる計測値や処理時間、流量速度に関する情報にばら

つきがあるため、装置仕様や推定による概算値を用いて以下の式に当てはめる方針とした。 
 

表Ⅴ.2.5.3- 5 二酸化炭素排出量算定方法 
エネルギー 

◇ 電力 
（ウェハ一枚加工あたりの CO2 排出量） 

＝（ウェハ一枚加工あたり電力使用量＜測定値＞）×（電力の原単位） 

導入系・排出系 

◇ 流量がパラメータとなる気

液物質 

（ウェハ一枚加工あたりの CO2 排出量） 

＝（物質流量）×（ウェハ一枚あたりの加工時間）×（物質原単位） 

◇ 一処理あたりの使用量がパ

ラメータとなる気液物質 

（ウェハ一枚加工あたりの CO2 排出量） 

＝（ウェハ一枚処理あたりの物質使用量）×（処理回数）×（物質原単位） 

◇ 使用時間がパラメータとな

る物質 

（ウェハ一枚加工あたりの CO2 排出量） 

＝（ウェハ一枚処理あたりの加工時間）×（時間当たり原単位） 

 
装置の使用状況については、MEMS 製品を大量生産する状況を仮定した。したがって、
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次のような仮定を置いている。 
 

 常時電源オンで待機状態にある装置については、連続稼動による処理中の 1 ロット

分を切り出して活動量を算定 
 処理時に電源を入れる装置は、電源 On から Off までの活動量を算定 
 製造装置自体の製造・設置、非製造時運用に関する二酸化炭素排出量は考慮してい

ない 
 
また、TKB812 のライン検証としてのセンサ TEG の作製工程により、算定は次の範囲と

なる。 
 

 ウェハ上へのデバイス構造体の作製過程について算出 
 MEMS 製品としての完成品の歩留まりを考慮していない（歩留まり 100%） 

原材料・消耗品・ユーティリティなどについての算定は、次の範囲となる。 
 製造時に直接必要となる原材料・消耗品については、基本的に全て算定に含まれて

いる 
 故障時交換品、長期（1 年以上）使用後交換品については、算定に含めていない 
 ユーティリティとして供給されるものについて（精製窒素、超純水など）は、供給

のための電力、原材料は考慮されているが、供給装置において稼動に必要な消耗品

は考慮されていない 
 温調装置・空気清浄装置などクリーンルーム内の空調、クリーンルーム内の照明そ

の他付帯的設備にかかる二酸化炭素排出は考慮されていない 
 
（３）－1.4 二酸化炭素排出量試算結果 

前項で記載した個別の装置（表Ⅴ.2.5.3- 2）に対して、表Ⅴ.2.5.3- 1のセンサTEG製造工

程ごとに、ウェハ 1 枚当たりの二酸化炭素排出量を試算した。 
図Ⅴ.2.5.3- 5に、全工程で合算した二酸化炭素排出量（41.6kg-CO2e）の内訳を示した。電

力、および、精製窒素がいずれも 35%と大部分を占めている。次いで、圧縮乾燥空気 9%、

さらに、超純水、レジスト剥離液、廃液タンク排水がいずれも 3%となっている。合算結果

からは、二酸化炭素排出量の削減には、電力、および、精製窒素の削減が効果的であると

いえる。 
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電力, 1.5E+01, 35%

PFC除害, 5.3E-01, 1%

ハロゲン除害, 4.7E-03, 0%

熱・一般排気, 1.9E-01, 0%

酸・アルカリ排気, 7.4E-01,
2%

有機排気, 1.9E-01, 0%

廃液タンク排水, 1.1E+00,
3%

ポリタンク回収, 6.8E-01, 2%

CF4（排出）, 0.0E+00, 0%
C4F8（排出）, 4.4E-01, 1%

SF6（排出）, 9.3E-01, 2%

精製窒素, 1.5E+01, 35%

冷却水, 9.4E-01, 2%

圧縮乾燥空気, 3.6E+00, 9%

H2, 0.0E+00, 0%
高純度窒素, 4.1E-02, 0%

純水（ボンベ）, 1.6E-02, 0%

H2SO4, 4.0E-03, 0%
H2O2, 7.4E-03, 0%
HF(50%), 1.5E-03, 0%

He, 1.9E-04, 0%

Ar, 2.7E-03, 0%
O2, 2.2E-03, 0%

HF(g), 1.1E-02, 0%
CF4, 0.0E+00, 0%
C4F8, 6.8E-02, 0%

SF6, 1.2E-01, 0%

HMDS, 0.0E+00, 0%
レジスト, 5.5E-02, 0%

リンス液（リソ）, 1.3E-01, 0%

現像液, 1.4E-01, 0%

レジスト剥離液, 1.1E+00, 3%Ti, 0.0E+00, 0%

Pt, 0.0E+00, 0%

Cr, 0.0E+00, 0%

Au, 0.0E+00, 0%

Al, 1.3E-02, 0%

SiO2, 0.0E+00, 0%

Mo, 0.0E+00, 0%

Ni, 0.0E+00, 0%
超純水, 1.3E+00, 3%

 
図Ⅴ.2.5.3- 5 センサ TEG 全製造工程の二酸化炭素排出量 

 
図Ⅴ.2.5.3- 6にセンサTEGの作製における製造工程ごとの二酸化炭素排出量を示した。工程

の中では、アルミエッチング（2μm）、Siエッチング（25μm）、洗浄（SPM、HF）工程

の二酸化炭素排出量が多い。全工程内の項目を比較した場合には、現像（1μm）での精製

窒素、アルミ製膜（2μm）での電力、Siエッチング（25μm）での電力、アルミエッチン

グ（2μm）での電力と圧縮乾燥空気からの二酸化炭素排出量が多い。 
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図Ⅴ.2.5.3- 6 センサ TEG の製造工程ごとの二酸化炭素排出量 
 

ロッパ、ウェハ洗浄装置１、シリコン深堀装置、アッシャーからの排出量が多い。 
図Ⅴ.2.5.3- 7にセンサTEGの全製造工程での製造装置ごとの二酸化炭素排出量を示す。コー

タデベ

 
コータデベロッパを使用する工程は、全 24 工程のうち 6 工程あり（表Ⅴ.2.5.3- 1）、これ

らからの寄与が積みあがっている。これらの中では精製窒素の使用による二酸化炭素排出

量への寄与が大きい。 
ウェハ洗浄装置 1 を使用する工程は、洗浄（SPM、HF）、アルミエッチング（2μm）の

2 工程であり工程間の比較でも二酸化炭素排出量の多い工程である。項目では、電力、およ

び、圧縮乾燥空気の二酸化炭素排出量が多い。 
シリコン付加掘装置では、Si エッチング（25μm）工程のみである。電力による二酸化

炭素排出量が多い。 
アッシャーは、全 24 工程のうち 5 工程あり（表Ⅴ.2.5.3- 1）、これらからの寄与が積みあ

がっている。精製窒素、および、電力からの二酸化炭素の排出量がほとんどを占めている。 
 
全装置の全項目間を比較すると、コータデベロッパおよびアッシャーの精製窒素、コー

タデベロッパ、アッシャー、シリコン付加掘装置、ウェハ洗浄装置１、およびスパッタの

電力、ウェハ洗浄装置１の圧縮乾燥空気、からの二酸化炭素排出量が多くなっている。全
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製造工程からの二酸化炭素排出量の削減を検討する場合には、これらの項目からの二酸化

炭素排出量削減の効果が高いといえる。 
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Ti
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Au
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精製窒素
圧縮乾燥空気
冷却水
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ポリタンク回収

 

図Ⅴ.2.5.3- 7 センサ TEG 製造工程の装置ごとの二酸化炭素排出量 
 

の連続使用

仮定した。二酸化炭素排出量は、ほぼ同程度の値であると見積もられる。 
 

表Ⅴ.2.5.3- 6 MEM ・使用時の二酸化炭素排出  

（原材料調達、および、生産の一部）

表Ⅴ.2.5.3- 6に、MEMS製品についてのデバイス構造体作製と使用時の二酸化炭素排出量

を示す。デバイス構造体作製時については、本研究開発でのセンサTEG作製時の二酸化炭

素試算結果に基いている。使用時については、消費電力を 1mWと仮定し 5 年間

を

S 製品についての作製 量

 
デバイス構造体作製 

使用 

二酸化炭素排出量 21.6g-CO2e 21.0g-CO2e 

算定条件 
インチ、

1920 デバイス）に関する試算 
力 1mW、5 年間連続

使用 
本研究開発でのセンサ TEG（8 消費電
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（３）－1.5 課題 
本研究開発では、MEMS のデバイス構造体の製造工程について、工程ごとに排出に寄与

する項目を調査し、寄与を積算することで二酸化炭素排出量を算定した。算定の結果によ

り、排出量の多い装置・工程・項目に注目することで、装置・工程・項目に対する排出量

の削減への指針を得ることができた。 
 
MEMS 製品の構造や製造工程は多種多様であることから、今後、今回開発した算定手法

を他の製品・製造工程に適用し情報を統合して、MEMS 製品の二酸化炭素排出量に関する

情報をデバイスおよびプロセスの設計時に生かせるようにする必要がある。 
 
MEMS 製品のライフサイクルを通じた二酸化炭素排出量の算定のためには、本研究開発

での製造工程での排出量試算において除外した項目を組み入れる必要がある。さらに、原

材料としてのウェハ製造、デバイス構造体と同一チップ上または別チップに作製される信

号処理量用 IC の製造、および、パッケージングなどの生産段階、流通段階、 終製品に組

み込まれた後の使用・維持管理段階、廃棄・リサイクル段階についても算定を進める必要

がある。 
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（３）－2 MEMS 統合 DB 環境負荷データ登録・参照機能の開発 
MEMS製造プロセスのCO2排出量算出結果をMEMS統合設計データベースへ登録する

機能、および参照する機能を開発した。 
 
（３）－2.1 画面レイアウト 

 登録 
登録画面レイアウトを図Ⅴ.2.5.3- 8に示す。CO2 排出量は、製造装置のレシピごとに算出

される。レシピ名、装置名、レシピファイル、CO2 排出量を登録する。 
事前に装置管理を行うメニューで、登録しておいた 8 インチライン導入された装置の一

覧がプルダウンで表示される。 
 

 
図Ⅴ.2.5.3- 8 登録画面レイアウト 

 
 

 参照 
登録されたCO2 排出量は、一覧形式で表示される。画面レイアウトを図Ⅴ.2.5.3- 9に示す。 

 
図Ⅴ.2.5.3- 9 参照画面レイアウト 
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（３）－2.2 データベーステーブルの定義 
、データベーステーブルの設計を行った。E-R

図

画面レイアウトで表示するデータを考慮し

を図Ⅴ.2.5.3- 10に、テーブル定義を表Ⅴ.2.5.3- 7および表Ⅴ.2.5.3- 8に示す。 
 

レシピ 
装置 

 

PK ID 
ピ名 

照位置 

PK ID 
名 

 レシ
装置

 ファイル参
号機名 

 装置ID(FK) 1 n 
コメント 

 CO2排出量 

図Ⅴ.2.5.3- 10  CO2 排出量 DB  E-R 図 
 

表Ⅴ.2.5.3- 7 装置テーブル定義 
テーブル名（論理名） 装置  

テーブル名（物理名） measuring_equipment  

番

号 

項目名 

（論理名） カラム名 データ型 桁数 NOT NULL

主キー

(PK)

外部キー 

(FK) 説明 

1 ID measuring_equipment_id Number 7 NOT NULL PK   

2 装置名 equipment_name CHAR 256 NOT NULL PK   

3 号機名 equipment_number CHAR 256  PK   

4 コメント comment CHAR 512     

 

表Ⅴ.2.5.3- 8 レシピテーブル定義 
テーブル名（論理名） レシピ  

テーブル名（物理名） recipe  

番

号 

項目名 

（論理名） カラム名 データ型 桁数 NOT NULL

主キー

(PK)

外部キー 

(FK) 説明 

1 ID id Number 7 NOT NULL PK FK  

2 レシピ名 name CHAR 32     

3 ファイル参照位置 archive_position CHAR 256 NOT NULL   レシピファイルのパス

4 装置 ID equipment_id Number 7 NOT NULL  FK 装置テーブルの ID 

5 CO2 排出量 CO2emission Real     
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（３）－2.3 総括 
MEMS 製造における環境負荷の低減のためには、工場全体の稼働に関わる情報や、製造

された製品品質に関する情報、製造装置の稼動状況に関する情報、および、これらを元に

得られる環境負荷情報を、実際に環境負荷低減へと結びつける手段を確立することが重要

である。本研究開発ではこの目的に資するため、3 次元設計・計測情報の共有化技術の開発、

および、環境情報共有化技術の開発を行った。 
 
3 次元設計・計測情報の共有化技術の開発では、MEMS の形状計測によりデバイス・プ

ロセス設計への示唆を得るための手法の検討として、シリコンチップ表面に作製されたカ

ンチレバーに対して X 線 CT 装置により 3 次元構造計測を行い、得られた構造から設計時

の形状や力学特性の比較を行った。機械特性、電気特性の計測データと設計形状とを、集

中質点系モデルを介在させて比較する手法を検討した。併せて、情報共有のためのデータ

ベースシステムの設計・プロトタイプ開発を行った。 
 
3 次元構造計測による設計へのフィードバックについては、X 線 CT 装置計測から形状・

力学特性の比較という一連の手続きにより、デバイス・プロセス設計改善への指針を提示

し得ることを示すことができた。機械特性・電気特性計測による設計へのフィードバック

については、設計へと効果的に示唆を与える得ることを示した。 
 
今後は、開発した設計へのフィードバック手法・技術を更に改良・発展させ、多種多様

なMEMSデバイスへの適用を可能にすることが必要である。X線CT装置による計測では、

計測からデータ変換の一連の手続きの中で撮像時のアーチファクトを克服する手法・手段

の検討が課題である。また、データベースシステムについては現在のプロトタイプシステ

ムをもとに開発を進め、実用に供するシステムを実現することが必要である。 
 
環境情報共有化技術の開発では、プロジェクトにて構築される製造ラインにて製造され

る製品の二酸化炭素排出量の算定方法を開発した。MEMS のデバイス構造体の製造工程に

ついて、工程ごとに排出に寄与する項目を積算することで二酸化炭素排出量を算定した。

算定の結果により、装置・工程・項目に対する排出量の削減への指針を得ることができた。 
 
MEMS 製品の構造や製造工程は多種多様であることから、今後、今回開発した算定手法

を他の様々な製品・製造工程に適用して知見を集約し、MEMS 製品の二酸化炭素排出量に

関する情報をデバイスおよびプロセスの設計時に生かせるようにする必要がある。 
 
MEMS 製品のライフサイクルを通じた二酸化炭素排出量の算定のためには、本研究開発

での製造工程での排出量試算において除外した項目、原材料としてのウェハ製造、信号処
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理量用 IC の製造、および、パッケージングなどの生産段階、流通段階、 終製品に組み込

まれた後の使用・維持管理段階、廃棄・リサイクル段階についても算定を進める必要があ

る。 
 
MEMS 製品に関する計測データの設計へのフィードバックによる開発効率向上・歩留ま

り向上や、二酸化炭素排出量の算定によるデバイス・プロセス設計時の環境負荷の算定が

可能になれば、低環境負荷製品の早期市場投入を促進し、MEMS 分野の国際競争力の強化

に寄与することができる。 
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平成２０・０３・２７産局第３号 

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 

 

ロボット・新機械イノベーションプログラム基本計画 

 

１．目的 

我が国の製造業を支えてきたロボット技術・機械技術を基盤とし、ＩＴ技術・知能化技術など

先端的要素技術との融合を促進することにより、家庭、医療・福祉、災害対応など幅広い分

野で活躍する次世代ロボットや新機械技術の開発・実用化を促進し、生産性の向上と人間生

活の質の向上を実現するとともに、我が国経済社会の基盤である製造業の競争力の維持・

強化を目指す。 

 

２．政策的位置付け 

○科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

ロボット・新機械技術は、特に重点的に研究開発を推進すべき分野（重点推進４分野）の一

つである情報通信分野や、推進分野であるものづくり技術分野、社会基盤分野に位置付けら

れている。 

 

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議。２００７年６月改定版を経済

財政諮問会議に報告） 

産学官連携による世界をリードする新産業群の一つとして位置付けられ、次世代ロボット市

場の拡大に向けて、サービスロボット市場の整備、ロボットの認識技術の開発等必要な取組

を継続することとしている。 

またＩＴによる生産性向上と市場創出のためのＩＴ革新を支える産業・基盤の強化技術として、

新機械技術の重要分野であるＭＥＭＳ技術の重要性が位置付けられている。 

 

○「新産業創造戦略」（２００５年６月経済産業省取りまとめ） 

先端的新産業分野として、「ロボット」を戦略７分野の一つとして掲げ、２０１０（平成２２年）

までの市場規模、その成長に向けたアクションプログラムを盛り込んでいる。当該アクション

プログラムには、ユーザ（施設、地域）を巻き込んだ実証試験を中心としたモデル開発事業に

よる先行用途開発、モデル事業と連携した重要な要素技術や共通インフラ技術の開発支援、

及び人間とロボットの共存に必要な安全性の確保と、保険制度等の制度基盤の整備が提示

されている。 

新機械技術の重要分野であるＭＥＭＳ技術について、当該新産業群の創出を支える重点

四分野（「科学技術基本計画」による）の分野間の融合による推進が指摘されている。 

 

 

添付資料 
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○「イノベーション２５」（２００７年６月閣議決定） 

ロボット・新機械技術は、生涯健康な社会や多様な人生を送れる社会の実現に向けて、中

長期的に取り組むべき課題として、新たな走行車等の普及促進のための環境整備、高度み

まもり技術導入のためのルール作りなどの安全・安心な社会形成、また、ユビキタスネットワ

ークや民生用ロボットの本格普及に向けた環境整備、低侵襲診断・治療技術の実現、安全・

安心な社会のための将来デバイスの実現、さらに世界的課題解決に貢献する社会のための

新しいものづくり技術など、今後の研究開発の進展等によって、その成果を社会に適用して

いく上で取組が必要であるとともに、随時見直しをし、その取組を加速・拡充していくことが必

要とされている。 

 

○「ロボット政策研究会」（２００６年５月経済産業省取りまとめ） 

ロボットを実際に市場に導入するための政策の強化、ロボットが現実に使われることを想

定した安全性の確保、及び具体的な用途を想定したロボット技術の開発の推進を検討の視

点として、これら課題への対応の方向性をまとめた。 

 

３．達成目標 

（１）我が国製造業の高度化に必要不可欠な基盤技術である機械分野においては、バイオ技

術やＩＴ技術等の異分野技術を活用した従来の機械の概念を超えた新しい機械の創造及び

その計測技術の確立を図ることを目標とする。例えば、２０１５年頃に革新的ＭＥＭＳの本格

普及を目指すことにより、安全・安心な社会の構築に貢献する。 

（２）安全・安心な社会、便利でゆとりある生活の実現のために必要不可欠なロボットは、信頼

性技術、高機能化・知能化技術、システム化技術が特に重要であり、これら技術を開発する

ことで、２０１５年頃には、自律的に多様な作業を行うロボットの実用化を目指す。 

 

４．研究開発内容 

［プロジェクト］ 

Ⅰ．ロボット技術開発 

（１）基盤ロボット技術活用型オープンイノベーション促進プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

これまでの研究開発プロジェクトの成果を活用し、生活環境やロボットで使用される各種要

素部品をＲＴ(Ｒｏｂｏｔ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ)システムで利用しやすい共通の接続方式、制御方式の

下で利用可能な形で提供（ＲＴコンポーネント化）するための基盤を開発する。これにより既存

の生活環境を簡単にＲＴシステム化し、それらを活用することにより様々な生活支援機能の

提供、基盤ロボット技術の普及と標準化を推進する。 

 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、共通の通信インタフェースとＲＴミドルウェアで動作させる基盤通信モジュ

ール、既存の要素部品をＲＴコンポーネント化したＲＴ要素部品、それらを用いたＲＴシステム
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を開発する。 

 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１０年度 

 

（２）次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

生活空間や多品種尐量生産の製造現場など状況が変わりやすい環境下では、ロボットの

使用条件や用途は大きく限定されている。これを克服するため、ロボットが確実性（ロバスト

性）をもって稼動し、ロボットの環境・状況認識能力等の向上とともに、ロボットの知能要素を

モジュール化し、その蓄積管理及び組合せ等を可能とする技術を開発する。 

 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、次世代ロボットが高度な作業（タスク）を行う上で必要な効率的で実用

的な知能化技術を開発する。具体的には、魅力的でニーズが高いタスクを設定し、知能化技

術モジュールを開発し、高機能なロボットシステムの構築を実証する。 

 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

市場ニーズ及び技術戦略マップに基づき、約１０年後にロボット技術の活用により達成する

ミッションを設定した上で、これを達成するために必要なロボットシステム及び要素技術開発

を、関係府省の連携の下で実施する。 

 

②技術目標及び達成時期 

市場ニーズ及び技術戦略マップに基づき、約１０年後にロボットを活用して達成するミッショ

ンを設定した上で、これを達成するために必要なロボットシステム及び要素技術の開発を実

施する。具体的かつ先端的なＲＴ開発を支援することで、我が国のＲＴ競争力の維持・発展を

図るとともに、研究開発成果の他分野（自動車、情報家電等）への波及を図る。 

 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

Ⅱ．ＭＥＭＳの技術開発・新機械産業の領域開拓 

（１）高集積・複合ＭＥＭＳ製造技術開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 
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従来個別に開発されてきた各種センサならびに通信用デバイスについて、ＭＥＭＳ（Ｍｉｃｒｏ 

Ｅｌｅｃｔｒｏ Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ Ｓｙｓｔｅｍｓ）製造技術を用いて一体形成、高集積化、ナノ機能付加す

ることで、小型・省電力・高性能・高信頼性のＭＥＭＳデバイスを製造する技術を開発する。 

 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、以下の開発を行う。 

・ＭＥＭＳ／半導体の一体形成技術の開発 

・ＭＥＭＳ／ＭＥＭＳの高集積化技術の開発 

・ＭＥＭＳ／ナノテク機能の複合技術の開発 

 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（２）異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト 

①概要 

高信頼性が必要な医療分野や特殊環境等で活用され、医療や安全・安心等の社会的課

題を解決する、小型・高性能・省エネルギーな次世代デバイスの基盤プロセス技術を、ＭＥＭ

Ｓ製造技術とナノ・バイオ等の異分野技術の融合により開発する。 

 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、次世代デバイス製造に必要不可欠な基盤プロセス技術群である、バイ

オ・有機材料融合プロセス技術、３次元ナノ構造形成プロセス技術、マイクロ・ナノ構造大面

積・連続製造プロセス技術を開発すると共に、得られた知見を系統的に蓄積しデーターベス

化し、従来の技術情報と統合的に取り扱える知識データベースシステム整備を行う。 

 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

Ⅲ．分析機器産業の技術開発支援 

（１）高度分析機器開発実用化プロジェクト 

①概要 

燃料電池・情報家電・ナノテクといった先端新産業において、材料解析・性能評価・品質管

理等で必要とされる超微量・超低濃度試料の分析技術や機器の開発を行う。これら産業化の

各フェーズに適した分析技術を開発することにより、先端新産業の事業化や製品の高付加価

値化を図る。 

 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに希ガスイオン源を搭載した集束イオンビームの開発、低加速・高分解能・
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高感度の元素分析用顕微鏡の開発、超微量試料用分離・分析技術の開発を行う。 

 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

〔実用化・導入普及促進〕 

ロボットやその関連部品等の見本市の開催等を支援することによって、システム開発者、

要素部品の開発者、ロボットユーザ等の間のマッチングを図り、中小・ベンチャーや異業種企

業のロボット産業への参入を促進する。 

また、市場創出に貢献するロボットを表彰し、ロボットユーザ、メーカから一般の方まで広く

ＰＲする表彰制度「今年のロボット」大賞を共催機関と協力して実施している。 

開発したソフトウェア等の成果については、広く一般に提供するなど積極的な普及を図るこ

とにより、より多くの開発主体がロボット技術開発に参加できる環境を創出し、ロボット技術開

発の裾野の拡大を図る。 

将来のロボットは人に接する場面が多くなるであろう。したがって、ロボットの導入・普及を

促進するためには、安全に対する考え方を整理し、周知することが重要である。平成１９年７

月には人間と共存する次世代ロボットの安全性を確保するための基本的な考え方をまとめた

「次世代ロボット安全性確保ガイドライン」をとりまとめた。今後は、普及や具体化に向けた取

組みが求められており、技術開発と並行して安全に係るルールなどの整備を推進することで

普及をより現実化させることが必要である。 

ＭＥＭＳの一層の実用化促進を図るため、異分野や製造設備を有していない企業でも容易

にＭＥＭＳビジネスに参入できるように、ＭＥＭＳ用設計・解析支援システムを開発した。その

成果を活用しつつ、実習を中心とした人材育成及び試作環境の充実、製造拠点（ファンドリ

ー）強化などＭＥＭＳ産業全体の競争力の維持・強化を図る。 

 

〔標準化〕 

各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては適切な標準化活動（国

際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認知された標準団体（ＯＭＧ等）

への提案等）を実施する。 

特に、ロボットの安全基準や性能の評価基準については、過去に実施した研究開発プロジ

ェクト等による実証データや「次世代ロボット安全性確保ガイドライン」の活用を図りつつ我が

国発の国際標準としての提案について検討し、拡大するロボット市場における国際競争力の

確保を目指す。 

なお、これまでの研究施策の成果である、ロボット部分品の接続の共通化を目指したＲＴＭ

（ロボット・テクノロジー・ミドルウェア）が、ＯＭＧ（ソフトウェア技術の国際標準化団体）におい

て、平成１９年１２月に標準仕様として採択されている。 

ＭＥＭＳ技術・製品を世界市場に広く普及するために技術戦略マップに基づくＭＥＭＳ標準
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化戦略の策定、国際規格案の開発、提案、推進等の標準化活動に継続的に取り組む。 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の

総額の範囲内で、当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

 

７．改訂履歴 

（１）平成１４年２月２８日付け、２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画制定。 

（２）平成１５年３月１０日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１４・

０２・２５産局第３号）は、廃止。 

（３）平成１６年２月３日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１５・０

３・０７産局第１１号）は、廃止。 

（４）平成１７年３月３１日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１６・

０２・０３産局第１６号）は、廃止。 

（５）平成１８年３月３１日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１７・

０３・２５産局第１８号）は、廃止。 

（６）平成１９年４月２日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１８・０

３・３１産局第７号）は、廃止。 

（７）平成１４年２月２８日付け、新製造技術プログラム基本計画制定。 

（８）平成１５年３月１０日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局

第６号）は、廃止。 

（９）平成１６年２月３日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第

９号）は、廃止。 

（１０）平成１７年３月３１日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局

第１１号）は廃止。 

（１１）平成１８年３月３１日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局

第５号）は、廃止。 

（１２）平成１９年４月２日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局

第６号）は、廃止。 

（１３）平成２０年４月１日付け、ロボット・新機械イノベーションプログラム基本計画制定。２１

世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１９・０３・１５産局第２号）及び新製造技術プ

ログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第３号）は、本イノベーションプログラム基本計画に

統合することとし、廃止。 
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Ｐ０９００８ 

（ロボット・新機械イノベーションプログラム） 

「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト」基本計画 

 

機械システム部 

 

１．研究開発の目的、目標及び内容 

（１）研究開発の目的  

我が国産業は、強力な競争力を有する製造業を柱に成長してきたが、情報ネットワー

ク技術の進展や経済のグローバル化によって、激しい国際競争にさらされており、更に

尐子高齢化による技術伝承の困難さ、地球環境問題への対応等、様々な課題に直面して

いる。このような中で、製造業が我が国の産業競争力を支えていくためには、新たな製

造技術の開発により、新しい産業を創出し、製造業での高付加価値化を更に進めること

が必要である。そのためには、これまでの縦割りの技術の深耕ではなく、様々な分野の

技術、科学的知見を融合した新しい製造技術を創り上げていくことが必要である。 

代表的な新しい製造技術であるＭＥＭＳ(Micro Electro Mechanical Systems：微小電

気機械システム)技術は、９０年代に世界に先駆け我が国では産学官での挑戦が始まり、

２０００年以降自動車、各種製造機器、情報機器、通信機器等の小型・高性能化をもた

らし、わが国の産業競争力強化に貢献してきた。 

ＭＥＭＳ技術は、直近の産学官の取り組みである「高集積・複合ＭＥＭＳ製造技術開

発プロジェクト」において、ＭＥＭＳ技術と半導体技術、ナノ技術とを融合し、高集積

化・複合化による多機能デバイスの創出を狙う新たな製造技術を実現したが、今後、２

０１５年以降２０２５年に向けて革新的イノベーションを起こし、更なる市場の拡大を

図るには、従来電子・機械製造技術と完全に異分野とされてきた技術とを融合させる等

により、これまでの製造技術の概念・常識を打ち破った技術を創出することが肝要であ

る。 

ＭＥＭＳ技術戦略マップ２００７年版では、「ＭＥＭＳはトップダウンプロセスである

微細加工とボトムアッププロセスであるナノ・バイオプロセスとを融合させたマイク

ロ・ナノ統合製造技術の確立により、その応用範囲を急速に広げ国家・社会的課題であ

る「環境・エネルギー」、「医療・福祉」、「安全・安心」分野で新しいライフスタイルを

創出する革新的デバイスとして広く浸透する。」と記載されている。例えば、「医療・福

祉」分野では、人体に与える負荷を極小化させる医療診断システムや、「安全・安心」分

野として、広くセンサネットワークを構築し、災害監視や地球観測に適用可能な宇宙で

使えるような革新的デバイスの創出が望まれている。この革新的デバイスを創出するた

めには、その基盤技術であるプロセス技術の確立が必須である。 

また、全世界的課題として環境エネルギー問題への対応が国や産業毎に強く求められ

ており、革新的次世代デバイスの実用化においては製造プロセス自体の省資源や高効率

添付資料 
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な製造プロセスの実現による低環境負荷化が期待されている。 

このため、本プロジェクトは、サイエンスとエンジニアリングを融合させ、将来の革

新的次世代デバイスの創出に必要な新しいコンセプトに基づき、基盤的プロセス技術群

を開発し、かつ、そのプラットフォームを確立することを目的とする。 

さらに、低炭素社会づくりに貢献する高機能ＭＥＭＳセンサおよびそれを活かしたネ

ットワークシステムの構築と、革新的次世代デバイスの実用化における低環境負荷型製

造プロセス技術を確立することを目的とする。そのため、我が国のものづくりを支える

中核デバイスの国際競争力強化を目的とした「ロボット・新機械イノベーションプログ

ラム」の一環として行う。 

 

（２）研究開発の目標 

ＭＥＭＳ技術戦略マップ２００７のロードマップによる２０２５年以降の技術等を見

越し、研究開発の目的に即した革新的製造プロセス技術を抽出し、その技術を確立する

ことを目標とする。更に、本技術開発を通じて得られた共通基盤製造技術に関わる知識

を集約し、データベースを整備する。 

具体的な目標としては、プロジェクト３年経過時点において別紙の研究開発計画の研

究開発項目①から④の中間目標を、プロジェクト終了時において別紙の研究開発計画項

目の①から④の最終目標を達成することとする。 

さらに成果の早期実用化に向け、平成２１年度より別紙の研究開発項目⑤を実施し、

平成２２年度末において当該研究開発項目の最終目標を達成することとする。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために以下の研究開発項目について、各項目間の連携にも配慮し

ながら、別紙の研究開発計画に基づき研究開発を実施する。 

本研究開発は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対して、産

学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業であり、委託事

業として実施する。 

[委託事業] 

① バイオ・有機材料融合プロセス技術の開発 

 ② ３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発 

 ③ マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術の開発 

 ④ 異分野融合型次世代デバイス製造技術知識データベースの整備 

 ⑤ 高機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発 

 

２．プロジェクトの実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、経済産業省により、企業、民間研究機関、独立行政法人、大学等から
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公募によって研究開発実施者が選定され、大学や公的研究機関を中心に企業等が参画す

る集中研方式で平成２０年度より委託により実施している。平成２１年度より、独立行

政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という。）が本研究開発

を運営・管理するに当たっては、平成２０年度の進捗状況を踏まえた研究開発内容・計

画及び実施体制の妥当性について、外部有識者による審議を含めた評価を行った上で最

適な研究開発体制を構築し、委託して実施する。 

研究開発ポテンシャルの最大限の活用により効率的な研究開発の推進を図る観点から、

ＮＥＤＯが指名する研究開発責任者（プロジェクトリーダー）技術研究組合ＢＥＡＮＳ

研究所 所長 遊佐 厚氏を置き、その下に研究者を可能な限り結集して効果的な研究

開発を実施する。研究開発責任者は、本研究目的が革新的基盤プロセス技術の開発では

あるが、一方で我が国の競争力のある産業を創るという基本を踏まえて、出口を明確に

意識した研究マネージメント体制を構築し研究を進める責務を持つ。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯは、経済産業省及び研究開発責任

者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的及

び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて、研究体にプ

ロジェクトの総合調整を行うＮＥＤＯ職員を配置すること、ＮＥＤＯに設置する委員会

及び技術検討会等の外部有識者の意見を運営管理に反映させる他、プロジェクトリーダ

ー等を通じてプロジェクトの進捗について報告を受けること等を行う。 

 

３．研究開発の実施期間  

本研究開発の実施期間は、平成２１年度から平成２４年度までの４年間とする。平成

２０年度から経済産業省により「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェク

ト」として実施された研究開発項目①～④については、平成２１年度よりＮＥＤＯの事

業として平成２４年度まで実施する。研究開発項目⑤については、平成２１年度より

NEDO の事業として平成２２年度まで実施する。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術

的意義ならびに将来の産業への波及効果等について、研究開発項目①～④については、

外部有識者による研究開発の中間評価を平成２２年度に、事後評価を平成２５年度に実

施し、中間評価結果を踏まえ、必要に応じその結果を後年度の研究開発に反映すること

とする。ただし、研究開発項目②（３）宇宙適用３次元ナノ構造形成技術については、

平成２２年度に事後評価として、最終目標の評価を実施する。研究開発項目⑤について

は、中間評価は行わず、事後評価を平成２３年度に実施する。なお、平成２４年度まで

の各年度末に推進委員会等で各研究開発内容を内部評価し、必要に応じ、プロジェクト
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の加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。評価の時期については、当該研究開発に係

る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直

すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

①成果の普及 

実施者は、得られた研究成果の普及について、可能な限り、保有する特許等の活用も

含め、最善の努力をするものとする。ＮＥＤＯは、実施者との緊密なる連携の下、標準

化活動を含め必要とされる環境整備等について充分な配慮をするものとする。 

更に得られた知見を逐次データベース化するとともに、ＭＥＭＳ用設計・解析支援シ

ステム開発プロジェクトや高集積・複合ＭＥＭＳ製造技術開発プロジェクトによる知識

データベースと連動しつつ公開する仕組みを構築し、産業界等に広く普及させる。 

同時に委託研究成果の普及による産業化促進の観点から知的財産を広くライセンシン

グする等の仕組みを構築する。 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備または標準化等との連携を図るた

め、データベースへのデータ提供、標準案の提案等を積極的に行う。 

また、先端分野での国際標準化活動を重要視するという観点から、研究開発成果の国

際標準化を戦略的に推進する仕組みを構築する。 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25条の規定等に基づき、原

則として、すべて委託先に帰属させることとする。 

④人材の育成 

将来の研究開発リーダの育成を図るため、若手研究者等の研究参加を促進する環境を

整備する。 

 

（２）基本計画の変更 

ＮＥＤＯは、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の研究

開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、第三者の視点からの評価結果、研究

開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、

研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第

１項第２号に基づき実施する。 
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（４）成果の産業化 

本プロジェクトは、将来の革新的次世代デバイスの創出に必要な新たな基盤的プロセ

ス技術を開発することを目指すものであるが、そこに至る途中段階でも実用化が可能な

研究成果については、円滑で迅速な実用化を促進する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成２１年３月、制定。 

（２）平成２１年１２月、研究開発項目⑤「高機能センサネットシステムと低環境負荷型

プロセスの開発」を追加 

（３）平成２２年３月、研究開発項目②「３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発 （３）

宇宙適用３次元ナノ構造形成技術」の研究開発の目標を産業化の進展を踏まえ、

改訂 

（４）平成２３年３月、中間評価結果を踏まえ改訂 
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（別紙）研究開発計画 

研究開発項目①「バイオ・有機材料融合プロセス技術の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

（１）健康・医療・環境分野で、将来必要とされている次世代デバイスとして、常時健康

管理のための体内埋め込みデバイス、超高感度オンサイト予防・診断デバイス、環境改善

及び保全のためのオンサイト環境制御デバイス、環境エネルギー有効活用のためのエネル

ギーハーベスティングデバイスなどが挙げられている。 

（２）これらのデバイス開発には、高感度、高効率、生体・環境適合などの機能や機構を

実現する必要がある。このためには、従来のシリコンを中心とする無機材料に加え、生体

分子、細胞、組織、微生物や合成有機分子などのバイオ・有機材料の持つ特異的な機能を

活かす融合プロセスの研究開発が不可欠である。具体的には、各種材料の融合の際に、各々

の優れた機能を発揮させるため、界面及びナノ間隙における制御プロセス技術が必要であ

る。またデバイスとして機能するためには、バイオ・有機材料を体内などの使用環境にお

いて長期間安定させるためのプロセス開発が必要である。さらに、人工細胞・組織や高効

率エネルギーハーベスティングを実現するために、同種または異種のバイオ・有機材料を

高次構造化させるプロセスの開発が不可欠である。これには、微小器官や細胞の 3次元へ

テロ組織化、有機材料のナノピラー構造やナノポーラス構造を形成するプロセスなどが含

まれる。 

（３）本研究開発項目は上記を踏まえ、ナノ界面融合プロセス技術、及びバイオ・有機高

次構造形成プロセス技術を開発することにある。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）ナノ界面融合プロセス技術 

バイオ・有機材料特有の生体適合性、特異的分子認識能、高効率多段階反応能、高効

率エネルギーハーベスティングなどの機能を最大限に活用するために、材料の配向や選

択的配置、固定化、高密度被覆を実現する界面制御プロセス、及びナノ間隙への材料の

高密度充填プロセスと充填後の平坦化プロセスを研究開発する。また、生体組織内、体

表面、体外でのハイドロゲルや人工脂質二重膜などのバイオ・有機材料の長期間安定形

成プロセスを研究開発する。さらに、上記のプロセスをモデル化し、界面構造の最適化

に向けた解析を実施する。 

 

（２）バイオ・有機高次構造形成プロセス技術  

人工細胞や人工組織、高性能有機半導体など、バイオ・有機材料を構造化することで

高度な機能を発現させるために、材料の相互作用を利用した３次元構造の組立プロセス、

微小器官・細胞の３次元へテロ組織化プロセス、材料の自己組織化能を利用した３次元

ナノピラー構造やナノポーラス構造などのナノ構造形成プロセスの研究開発を行う。さ
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らに、上記バイオ・有機材料を高次構造化するプロセスを評価し、モデル化する。 

 

３．研究開発の目標 

（１）最終目標 

①ナノ界面融合プロセス技術 

ナノ構造体表面で、生体分子、細胞、組織や合成有機分子の生体適合性、特異的分子

認識能を発現させる。 

機能性分子を脂質二重膜に導入したセンシングモジュールを試作し、24時間以上の生

化学的な機能発現を電流計測等により実証する。 

有機半導体のキャリア拡散距離である 200nm 以下の間隔を有するナノ構造体表面に低

分子有機材料の配向・高分子材料の被覆プロセスを開発する。プロセスの有効性確認の

ため、まず有機薄膜の分子配向制御プロセスを開発し、光電変換デバイスの変換効率が

20％向上することを示す。また、陽極（透明導電膜）上へのナノ構造形成プロセスを開

発し、光電変換デバイスの変換効率が 20％向上することを示す。さらに陰極（金属電極）

上にナノ構造形成プロセスを開発し、発光デバイスの光取り出し効率が 20％向上するこ

とを確認する。有機薄膜の損傷によるデバイス特性の低下を 10％以下に抑える中性粒子

ビームエッチングプロセスを開発する。 

 

②バイオ・有機高次構造形成プロセス技術 

バイオ・有機異種材料による３次元組立プロセス技術を開発する。 

ハイドロゲルの高次構造形成プロセスを開発し、血糖値観察が可能な埋め込み型デバ

イスへ適用し、生体内において 3カ月の機能確認を実証する。 

毛細胆管構造などの微細組織構造を再構成するプロセスを開発し、尐なくとも１つの

典型基質由来代謝物を蛍光光度等を用いて測定し、定量可能な代謝物量を抽出できる細

胞の配置や添加物、培養日数を決定する。 

また、径 50 nm以下の有機分子ナノピラー構造、100 nm以下の均一ポアを有する有機

分子ナノポーラス構造、ライン・アンド・スペース（L／S）＝100 nm以下の網目や直線

構造などのナノ構造を自己組織的に形成するプロセスを開発する。開発されたナノ構造

を熱電変換デバイ スおよび光電変換デバイスに適用し、熱電特性（パワーファクター）

P = 10mWm-1K-2以上、および光電変換効率従来比 20％向上することを示す。 

 

（２）中間目標 

①ナノ界面融合プロセス技術 

最終目標に示されている生体適合性、特異的分子認識能、高効率多段階反応能を発現

させるための、材料及び手法を選定する。配向や被覆プロセス、材料充填プロセス、表

面平坦化プロセスを実現するための材料や手法を確定する。体内で機能するハイドロゲ

ルなどのバイオ・有機材料及び人工脂質二重膜を安定形成する基本技術を確立し、最終
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目標値を達成するための手法を決定する。ナノ界面融合プロセスモデル構築のための、

基本パラメータ群を導出する。 

 

②バイオ・有機高次構造形成プロセス技術 

バイオ・有機異種材料の組立プロセス技術を開発し、最終目標を達成するための手法

を決定する。有機分子ナノピラー構造、有機分子ナノポーラス構造、直線及び網目構造

などのナノ構造形成のための手法を選定する。バイオ・有機高次構造形成プロセスモデ

ル構築のための、基本パラメータ群を導出する。 
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研究開発項目②「３次元ナノ構造形成プロセス技術の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

（１）安全・安心・健康な社会を実現するためには、効果的なセンサネットワークを構築

する必要があり、そのためには、センサの感度向上、省電力化、自立電源化、高い耐環境

性が重要となる。さらに、効率的に広域を観測するためには、センサネットワークを拡大

し、宇宙空間から観測網を実現することが重要である。そのための基盤技術として、シリ

コン等の３次元構造にナノ構造材料を集積し、シリコンのみでは得られない機能を発現さ

せる必要がある。これら３次元ナノ構造そのものや、ナノ構造によって実現できる超高感

度センシング、高密度エネルギー貯蔵・変換、複雑な３次元アクチュエーションなどの機

能をＭＥＭＳに付与し革新的次世代デバイスを創出できる。 

（２）上記のデバイスを製造するためには、高アスペクト比・高密度の複雑な３次元ナノ

構造を形成する革新的構造形成技術、及びトップダウン手法により形成された構造にナノ

粒子等のナノ材料の自己組織化を利用したボトムアップ手法により形成された構造を組

み合わせた集積構造の形成が必要となる。さらに、これらナノ構造が革新的機能をデバイ

スに付与するためには、構造の表面物理・化学が重要である。例えば、原子層レベルでの

表面平滑性は、電子移動度や励起子輸送特性の向上、あるいは光学散乱の低減に寄与する。

また、ナノ領域における表面修飾やトライボロジーの制御はナノオーダーのギャップを利

用した電気・機械特性の向上に、複数の構造パターンを有する３次元ナノ構造は宇宙空間

からのマルチバンド観測に必要なフィルタにおける複数の光に対する透過性向上にそれ

ぞれ寄与する。 

一方、上述した複雑な構造形成や革新的機能・諸特性の付与のためには、高アスペクト

比・高密度３次元ナノ構造を超低損傷かつ十分なスループットで製造する技術、必要と

される部位に選択的にナノ材料を自己組織化させる技術、３次元ナノ構造表面を局所的

に修飾する技術、３次元構造表面に均一にナノ構造を転写形成する技術、さらにこれら

のプロセスを理論的に設計・制御する技術の確立が必要である。 

（３）本研究開発項目は上記を踏まえ、超低損傷・高密度３次元ナノ構造形成技術、異種

機能集積３次元ナノ構造形成技術、宇宙適用３次元ナノ構造形成技術を開発することにあ

る。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）超低損傷・高密度３次元ナノ構造形成技術 

原子層レベルで平坦かつダメージフリーな被エッチング面を有し、従来のＭＥＭＳ技

術では不可能であった複雑な３次元ナノ構造を形成できる技術を開発する。材料はシリ

コンに限定せず化合物半導体や誘電材料・光学材料等への展開を図る。あわせてこれら

の新規プロセスを設計・制御するためのシミュレーション技術を開発する。さらに、大

規模３次元構造のウェハレベルでの作製が可能なまでに高速化、かつウェハ面内の均一
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性を確保する。 

 

（２）異種機能集積３次元ナノ構造形成技術 

超低損傷シリコン３次元構造表面に機能性ナノ構造を形成するために、ナノトライボ

ロジー、改質など表面の物理・化学的性質を評価・制御してナノ粒子を規則的に配列す

る技術を開発する。また、同様な機能性ナノ構造を成膜プロセスにおいて自己組織化的

に形成する技術を併せて開発する。 

高アスペクト比３次元ナノ構造に機能性材料層を形成するために、３次元ナノ構造深

部まで原料を供給し、かつ界面張力による微細構造のスティッキングを防止するコーテ

ィング技術、成膜技術を開発する。さらに、スループットやウェハ面内均一性の向上を

図る。 

このように形成した異種機能集積３次元ナノ構造を解析し、機能のモデル化・予測を

可能にする。 

 

（３）宇宙適用３次元ナノ構造形成技術 

宇宙空間からのマルチバンド観測に必要なフィルタに、複数の波長の光を選択的に透

過させることのできる複数の構造パターンを有する３次元ナノ構造を形成するために、

トップダウンにより形成された３次元構造に均一にナノ構造を転写形成する技術を開発

する。 

さらに、３次元ナノ構造を形成したフィルタにより宇宙空間において複数の波長の光

が選択的に検出できることを検証する手法を確立する 

 

３．研究開発の目標 

（１）最終目標 

①超低損傷・高密度３次元ナノ構造形成技術 

超低損傷エッチングにおいて±10%の精度で予測・設計できるシミュレーション技術を

活用して、被エッチング面の粗さが原子層レベルの超低損傷シリコン３次元ナノ構造（ナ

ノサイズの開口でアスペクト比が 100 以上）をエッチング速度 0.3um/min 以上により形

成するプロセスを開発する。 

超低損傷エッチング技術を活用し、300MHz帯での動作可能な高周波デバイスを試作し、

超低損傷エッチングの有効性を確認する。 

シリコン以外の材料の検討としては、バイオチップ等に用いられる石英、ホウ珪酸ガ

ラス等に対して、フェムト秒レーザーアシストエッチングにより、水平方向、垂直方向

のアスペクト比がそれぞれ 10000、100を実現するプロセスを開発する。 

 

②異種機能集積３次元ナノ構造形成技術 

３次元構造表面の特定箇所に対し、100 nm 以下の径のナノ粒子・自己組織化ドット等
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を配置し、粒子間隔・密度をデバイス構造に対応して高精度に制御する。 

プローブ先端におけるナノトライポロジーモデルを構築するとともに、先端電極部を

100nm以下まで微細化した耐摩耗マルチプローブを試作し、摺動距離 1mを経たプローブ

の接触抵抗値を 1Ω以下に抑えられることを実証する。 

3 次元構造へのナノ粒子配列プロセス技術を開発し、ガスセンサに適用し、エタノール

を対象に濃度 500ppm のガス存在下の抵抗変化比 5を実現する。また、検出対象ガス種を

拡大し、VOC、SOX、NOX等の検出が可能であることを確認する。 

各種金属・半導体表面とナノマテリアルとの 2重認識バインダ分子を構築し、MEMS構

造上への自己組織的ナノ配列プロセス技術を開発し、３次元形状表面のナノチューブ修

飾による潤滑化を検討し、無修飾時に比べ摩擦抵抗を 1/10を実現する。また、直径 100 

nm 以下のナノチューブバンドルを均一性 10%以上でプローブ尖塔に修飾するプロセスを

開発する。 

また、３次元ナノ構造の微細溝や孔（ナノサイズの開口でアスペクト比が 100 以上）

に、金属あるいは酸化膜を空隙なく埋め込む技術を確立する。 

 

③宇宙適用３次元ナノ構造形成技術 

宇宙空間でのマルチバンド観測を実現する３次元ナノ構造形成技術として、トップダ

ウンにより形成された３次元構造に均一に 100nm レベルのナノ構造を転写形成する技術

を構築する。 

さらに、３次元ナノ構造を形成したフィルタにより宇宙空間において複数の波長の光

が選択的に検出できることを検証する手法を確立する。 

 

（２）中間目標 

①超低損傷・高密度３次元ナノ構造形成技術 

被エッチング面の粗さが原子層レベルの超低損傷シリコン３次元ナノ構造（ナノサイ

ズの開口でアスペクト比が 30 以上）をエッチングにより形成し、側壁の傾斜角や等方

性・異方性を制御する。 また、超低損傷３次元ナノ構造の形状を予測・設計できるシミ

ュレーションモデルを構築する。 

 

②異種機能集積３次元ナノ構造形成技術 

３次元構造表面の特定箇所に対し、100 nm 以下の径のナノ粒子・自己組織化ドット等

を配置するための表面制御技術を構築する。その際必要となるナノ構造の接触物間作用

力を実用的な精度で測定する技術を開発する。また、３次元ナノ構造の微細溝や孔（ナ

ノサイズの開口でアスペクト比が 30以上）に、金属あるいは酸化膜を埋め込む。 

 

 

 



 A2-12 

研究開発項目③「マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

（１）環境・エネルギー、健康・医療分野では、メーター級大面積エネルギーハーベステ

ィングデバイスの大幅な低コスト化とともにマイクロ･ナノ構造搭載による高機能化が期

待されている。また、ウェアラブル発電、安全安心ジャケット、シート型健康管理デバイ

ス等の３次元自由曲面に装着可能な新形態のフレキシブルシートデバイスの実現が望ま

れている。これらの製造に際し、従来の半導体製造装置をベースとした製造技術の延長で

は、真空プロセス装置の大型化の限界、基板の大面積化の限界などの問題が顕在化してき

ている。将来のメーター級大面積デバイスの高機能化、低コスト化のためには、マイクロ・

ナノ構造を有する高品位機能膜をメーター級の基板に真空プロセス装置を用いずに形成

する製造技術の創出が必要となる。また、基板の大面積化を伴うことなく、メーター級の

フレキシブルシートデバイスを実現する、製織技術などを活用した新たな製造技術の創出

が重要である。 

（２）メーター級の大面積基板にマイクロ・ナノ構造を有する高品位機能膜を高速直接形

成する技術として、ナノ粒子など機能材料の塗布プロセスをベースに雰囲気ガスや温度な

どの局所環境制御によりナノ機能材料を活性化する技術、ナノ機能材料の密度や配列を制

御する技術などを融合した革新的次世代非真空プロセスが必要である。さらに、基板の大

面積化を伴うことなくメーター級のフレキシブルシートデバイスを実現するため、繊維状

基材に上記非真空プロセスによる高品位機能膜を高速に連続形成する技術、ならびにこの

繊維状基材を新たな製織集積化プロセスにより機能化・大面積化する技術が必要である。 

（３）本研究開発項目は上記を踏まえ、非真空高品位ナノ機能膜大面積形成プロセス技術、

繊維状基材連続微細加工・集積化プロセス技術を開発することにある。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）非真空高品位ナノ機能膜大面積形成プロセス技術  

局所雰囲気制御下でのナノ材料の塗布プロセスや自己組織化プロセスなどの非真空薄

膜堆積プロセスにより、電子的、機械的、光学的な機能を発現する機能膜、すなわち、

ＭＥＭＳのみならず電子デバイス全般に適用可能なマイクロ・ナノ構造の高品位機能膜

を形成するプロセスを開発するとともに、その高速化に関する研究開発を行う。 

また、この高品位機能膜形成プロセスをスケーラブルにメーター級の大面積基板に拡

張するために、大面積基板の全面に亘り、局所雰囲気を維持したまま高品位機能膜形成

装置を相対移動させるスキャニング技術、高品位機能膜をむら無く形成させる均質塗布

技術、及びその装置化要素技術を開発する。さらに、高品位機能膜形成プロセスとメー

ターレベルのスキャニングとのナノ・マクロ連成解析モデルを構築し、上記プロセスの

最適化に向けた解析を実施する。 
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（２）繊維状基材連続微細加工・集積化プロセス技術  

上記非真空高品位ナノ機能膜形成プロセスなどを用いて、繊維状基材上に連続的に均

質な高品位機能膜を被覆することが可能なプロセスを開発する。 

また、高品位機能膜が被覆された繊維状基材に３次元ナノ構造を高速連続形成する加

工技術と、それら多数の異種繊維状基材を製織によって機能化・集積化する技術とを開

発することにより、メーター級のフレキシブルシートデバイスを実現する一連の新規製

造プロセスを開発する。 

 

３．研究開発の目標 

（１）最終目標 

①非真空高品位ナノ機能膜大面積形成プロセス技術 

局所雰囲気制御下で非真空薄膜堆積プロセスにより電子移動度 1 cm2/V･sec 以上の電

子的機能膜やマイクロ･ナノ構造を構成する機械的機能膜を形成可能とする塗布ヘッド

を開発し、メーター級の大面積基板上にスキャニングして、膜厚均一性±10％以下及び

現行真空装置以上の成膜速度 60nm/分で大面積基板に形成可能とするプロセスを確立す

る。さらに、それを実現する装置仕様を決定する。 

 

②繊維状基材連続微細加工・集積化プロセス技術 

繊維状基材上に、電子的機能膜としての有機薄膜、マイクロ・ナノ構造を構成する機

械的機能膜としての圧電薄膜、電極薄膜、絶縁薄膜を、各々連続的に 50m/min 以上の線

速にて形成するプロセスを開発する。 

また、繊維状基材に３次元ナノ構造を加工速度 20 m/min以上で形成するプロセスを開

発する。 

さらに、タッチセンサ、超音波アレイや発電シートなどさまざまなデバイスに対応す

る汎用的な素子実装技術と製織技術を開発し、デバイス面積 1 m x 1 m 以上で３種類

以上の素子が密度 400 個/m2で集積されたメートル級布状デバイスを実現する。 

 

（２）中間目標 

 ①非真空高品位ナノ機能膜大面積形成プロセス技術 

最終目標に示される電子的機能膜、機械的機能膜を形成する基本プロセスを開発する。

また、大面積化に関しては、最終目標の膜厚均一性、パターニング分解能（200μm以下）、

及び成膜速度を達成する手法を決定する。 

 

②繊維状基材連続微細加工・集積化プロセス技術 

繊維状基材上に、上記非真空薄膜堆積プロセスにより、最終目標に示される電子的機

能膜、機械的機能膜、及び光学的機能膜を形成する基本プロセスを開発する。また、ナ

ノ機能膜が被覆された繊維状基材に３次元ナノ構造を形成するプロセスを構築する。さ
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らに、シート型デバイスを実現する製織集積化基本プロセスを開発する。 
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研究開発項目④「異分野融合型次世代デバイス製造技術知識データベースの整備」 

 

１．研究開発の必要性 

（１）現状において異分野融合型次世代デバイス製造技術に関しては未知の分野であり、

科学技術的知見の蓄積・整理が強く望まれている。 

（２）異分野融合型次世代デバイス製造技術の開発の成果あるいはこれに関連する新たな

る知見については、これら革新的次世代デバイスの開発を目指す企業研究者・技術者が容

易に利用できるようにすることにより、新製品開発・実用化や新たな産業の創造に資する

ことが期待される。 

（３）本研究開発項目は上記を踏まえ、異分野融合型次世代デバイス製造技術知識データ

ベースの整備を行うことにある。 

 

２．研究開発の具体的内容  

異分野融合型次世代デバイス製造技術の研究開発項目①～③にかかわる新たな知見を

系統的に収集･蓄積し、データベース化する。 

 

３．研究開発の目標 

（１）最終目標 

異分野融合型次世代デバイス製造技術の研究開発項目①～③にかかわる新たな知見

（文献情報、特許情報、及び研究成果を含めて）を系統的に蓄積してデータベース化す

るとともに、ＭＥＭＳ用設計・解析支援システム開発プロジェクトや高集積・複合ＭＥ

ＭＳ製造技術開発プロジェクトなどでこれまで蓄積した技術情報を統合的に取り扱える

知識データベースシステムを開発する。また、蓄積するデータ数は 1,500 件以上とし、

この知識情報をＭＥＭＳ用設計・解析支援システムで活用できるようにする。 

 

（２）中間目標 

異分野融合型次世代デバイス製造技術の研究開発項目①～③にかかわる新たな知見

（文献情報、特許情報、及び研究成果を含めて）を系統的に蓄積してデータベース化す

るとともに、ＭＥＭＳ用設計・解析支援システム開発プロジェクトや高集積・複合ＭＥ

ＭＳ製造技術開発プロジェクトなどでこれまで蓄積した技術情報を統合的に取り扱える

知識データベースシステムを開発する。また、蓄積するデータ数は 500 件以上とし、こ

の知識情報をＭＥＭＳ用設計・解析支援システムで活用できるようにする。 
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研究開発項目⑤「高機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発」 

 

１．研究開発の必要性 

（１）工場等の製造現場において、原材料や使用資源のきめ細かい状況モニタリングと制

御を行う微細・極小、高機能なセンサの実用化により、製造プロセスの省資源化、高効率

化の実現が期待されている。 

（２）小型で低コスト、かつ信頼性の高いワイヤレスセンサとすることで、設置にあたっ

ての大がかりな工事を必要とせず、既存施設にも低コストでの導入が可能となる。合わせ

て、センサの製造において低環境負荷型の製造プロセス技術の開発を行うことで、生産シ

ステムの低炭素化にも貢献が可能となる。 

（３）そこで、本プロジェクトの研究開発項目①から③で開発したプロセス技術等を活用

し、高機能センサネットシステム・センサモジュールの事業化と、低環境負荷型製造プロ

セスの確立に向けた開発・実証研究を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容  

① 高機能センサネットシステム開発 

 大口径ＭＥＭＳ用クリーンルームにおける各製造・評価装置や空調、純水製造等の周辺

装置の消費エネルギー、温度、圧力、風量、異物粒子、ガスなどをセンシングすることに

より、省資源、高効率に最も適した集積化センサチップ及びセンサネットワークシステム

を検証し、省エネルギー、低炭素化などに関する効果を分析するための、センサネットワ

ークシステムを試作する。 

また、低環境負荷型及び異分野融合型次世代デバイス製造技術で開発したプロセス技術

を活用した高機能集積化センサチップの開発に向け、ワイヤレス通信、エネルギーのワイ

ヤレス自立、小型・薄型化と、エネルギー、温度、圧力、風量、異物粒子、ガスなどの高

感度センシング機能、新たなセンシング原理を開発し、これらの数値を収集する。 

 

② 低環境負荷型プロセス技術開発 

シリコン貫通深掘り加工において、温室効果ガス排出量削減に向けて、温暖化係数の高

い SF6 から代替ガスへの切り替えと、エッチレート高速化によるガスの消費量低減および

エネルギー消費効率の向上など環境負荷の小さい高効率なエッチングプロセスの開発をす

る。 

また、ウェハ・ツー・ウェハとチップ・ツー・ウェハ技術を組み合わせて、ウェハサイ

ズ、チップサイズ、チップ厚さに関わらず、様々な異種デバイスをウェハレベルで一括集

積化する技術も開発する。さらに、従来のシリコンに比べ高い機械特性を有するポリマー

材料を使ったＭＥＭＳを開発するとともに、従来のシリコンＭＥＭＳと異種材料ＭＥＭＳ

との多層集積化技術を開発し、環境負荷低減プロセスを提示する。 

さらに本プロジェクト成果のデバイス機能検証のためのＴＥＧ(Test Element Group)ウ
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ェハを設計開発及び試作すると共に、大口径ＴＥＧのデバイス・プロセス設計及び試作を

行う。 

３次元構造かつ可動部から構成される高機能センサ製造に不可欠となる設計―検査間の

情報共有化フレームワークを構築し、そのフレームワーク上でマスク、３次元構造、及び

機械的・電気的特性に関する設計情報を製造・検査に利用するだけでなく、非破壊検査装

置の計測データを設計にフィードバックし、歩留まり・品質、スループットの向上を図る

とともに、製造設備の電力使用量や温室効果・有害ガスの排出量などのデータを活用し、

デバイス設計時から環境負荷を考慮した情報共有化技術を開発する。 

 

３．研究開発の目標 

（１）最終目標 

① 高機能センサネットシステム開発 

検証用のクリーンルームにおいて、従来比（1990 年比）CO2 削減 60％のセンサネット制

御システムを開発する。また、一辺 30mm、厚み 10mm 以内に複数のＭＥＭＳセンサと処理回

路、無線回路、エネルギーデバイスとの融合を想定したセンサモジュールプラットフォー

ムを作製する。 

 

② 低環境負荷型プロセス技術開発 

現状の SF6 ガスに対し、複数の代替候補ガスを調査・検討し、温暖化ガス排出量を 90％

以上削減可能とする最適代替ガスの選定指針を得る。また高機能デバイス薄膜の集積化に

関し、250℃以下で大気圧付近から真空で封止できる接合方式を決定する。さらに生体適合

性ポリマーを用いたＭＥＭＳ製造プロセスにおいて、シミュレーションを用いて機械特性

などの機能数値を具体的に示す。 

大口径ＭＥＭＳ用試作ラインにて、センサ用途等ＴＥＧの設計および試作を複数種類行

い、歩留まり、生産性、効率性のデータとデバイスの動作を妨げる製造装置、製造プロセ

ス、デバイス構造起因の欠陥・ばらつき等の課題を抽出する。研究開発項目②「３次元ナ

ノ構造形成プロセス技術開発」の成果である中性粒子ビームエッチングをセンサＴＥＧに

適用し、デバイス性能への効果を検証する。 

設計・計測・ファブ環境情報において共有化する情報を類型化し、データ共有化のため

のデータフォーマット、それに付随する基本ソフトウェアの開発を行い、ＭＥＭＳ-ＴＥＧ

を用いてデータ交換および設計手法の検証を行う。また、クリーンルームおよび製造・検

査装置に関わる消費エネルギー、二酸化炭素排出量など環境情報の収集管理の方法を決定

する。 



 

 

 

 

 

 

MEMS 分野 
 

 

 

MEMS(Micro Electro Mechanical Systems:微小電気機械システム)とは､電気回路(制

御部)と微細な機械構造(駆動部)を一つの基板上に集積させたセンサやアクチュエータ

などのデバイス・システムのことであり､我が国の強みである半導体製造技術やレーザ

ー加工技術等の微細加工技術に代表されるナノテクノロジーや各種材料技術等を駆使

して製造される｡MEMS の 大の特徴は、様々な機能を持ったデバイスの小型化や集積化

を実現している点にある。例えば、MEMS の代表格であるセンサは小さい方が望ましく、

微小化することで、軽量化、省スペース、高速化は当然ながら、物理量や化学量を測る

際、小さいほど測定対象に影響を与えにくく、ピンポイントで測定点の正確な情報を感

度良く得ることができる。また、MEMS は半導体製造技術を使って大量生産するため、

部品が小さくなるほど、同じ材料や手間でより多くのデバイスを製造することができ、

資源や消費エネルギーの節約につながり単位当たり製造コストが低減されるとともに、

シリコン単結晶などの機械的特性に優れた材料を使用するため、製品の信頼性が向上す

る。さらに、異種のセンサや電子回路を集積化することで、単体では得られない機能や

性能を高いレベルで得ることができ、新しいシステムの創製につながる等、数々のメリ

ットがある。MEMS は情報通信､医療･バイオ､自動車､ロボット､航空･宇宙､福祉など多様

な分野における小型･高精度で省エネルギー性に優れた高性能のキーデバイスとして期

待されている｡このため､基幹部品の高付加価値化による我が国製造業の国際競争力の

強化のみならず､新しい価値を生み出す革新的な MEMS の開発を通して新産業の創出を

支える観点からも重要な技術分野である｡ 

以上の点から､今後 20 年程度を見据えて､日本の MEMS 産業の国際競争力維持･強化及

び革新的な MEMS デバイスの創出に必要とされる､高機能化､小型化､低コスト化､異分野

融合等の MEMS 製造技術を俯瞰し､要素技術を抽出するとともに､今後の技術の発展をロ

ードマップとして描いた｡ 
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MEMS 分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ.導入シナリオ 

（１）MEMS 分野の目標と将来実現する社会像 

既に実用化されている単機能 MEMS については､自動車用センサやインクジェットプ

リンタヘッド等の分野で日本企業も健闘しているが､通信やプロジェクタ等に使われ

る光 MEMSや､今後の実用化が期待されるバイオ MEMSの分野では欧米諸国が一部先行し

ている｡我が国製造業の国際競争力を確保するためには､製造業の基盤を支えるキーテ

クノロジーの 1つとなる MEMS の製造技術を一層高度化する必要がある｡ 

一方､MEMS 産業の裾野を拡大し､多様な分野において多様な主体が MEMS 製品の開発･

実用化に取り組むことが同分野の基盤強化のために重要である｡特に､製造設備を有す

る大手企業のみならず､MEMS を活用した製品アイデアを有する異業種のベンチャー企

業等が容易に MEMS 開発に取り組める環境を整備することが必要である｡ 

以上の点から､①IT 技術､各種異分野技術等の先端的要素技術との融合を促進するこ

とによりMEMSの製造技術の一層の高度化をはかること､②MEMSデバイスの開発･実用化

を促進するための環境整備を通して MEMS 産業の裾野拡大をはかり､人間生活の質の向

上を実現するとともに､我が国経済社会の基盤である製造業の競争力の維持･強化を図

ることを目的とする｡これにより､後述するような環境･エネルギー分野､医療･福祉分

野､安全･安心分野を実現する革新的な MEMS 製品群を生み出すプロセス技術を開発す

る｡ 

 

 

 

光通信デバイス

モバイル通信用 

ＲＦデバイス 

自動車のエアバック用加速度センサ 
プロジェクタの表示

【光 MEMS】 

【RF-MEMS】 

【センサ MEMS】 

多様な分野で活用されるMEMS例 
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10 年後の MEMS 製品の具体的イメージ                          (参考) 

【光 MEMS】 

MEMS 技術を用いることにより､光通信網で用いられる小型､高性能の光スイッチが

実現し､従来の光電変換型のスイッチに比べ､省スペース､省エネルギー､低コスト化

の効果が得られる。これにより、通信速度の向上とともに災害時のバイパス回路の

冗長度が増すなど高度情報通信社会の一層の高速化､信頼性向上に貢献することが

期待される｡さらに､AO(Adaptive Optics)やイメージング装置等の光の計測の高分解

能･高機能およびマイクロ波フォトニック分野での応用が期待される｡このような光

MEMS の実現には､立体構造上へのパターン形成技術､機能性材料の開発とその厚膜形

成技術､制御用素子との集積化技術などが重要と考えられる｡ 

【RF-MEMS】 

携帯電話等のモバイル機器に用いられている高周波部品の多くが MEMS 部品に置

き換わることにより､低消費電力､低コストでの数十 GHz の通信帯域が利用可能にな

り､有線 LAN 並みの情報伝達能力が実現される｡また同時に高周波部品の一体化製造

が可能となり､携帯電話の省電力､省スペース化､高機能化が図られる｡このような RF

（Radio Frequency）-MEMS の実現には､機能性材料の開発とその厚膜形成技術とナノ

材料局所形成技術などが重要と考えられる｡ 

【センサ MEMS】 

自動車のエアバッグ作動スイッチとして既に用いられている加速度センサ等の

MEMS が､より小型化､低コスト化､高機能化することで､現状では高級車にしか採用さ

れていないようなセンサ(各種姿勢制御用センサ､赤外線センサアレイ､障害物探知

用のレーザーレーダ等)を小型の一般車に採用することができ､交通のより一層の快

適性､安全性の向上に資する｡また､携帯電話をはじめとする通信分野､アミューズメ

ント分野､セキュリティ分野､宇宙分野等幅広い分野で小型･高機能センサが使用さ

れる｡このようなセンサ MEMS の実現には､MEMS･半導体共存構造の成形技術と MEMS･

半導体共存の接合･組立技術などが重要と考えられる｡ 

【バイオ MEMS】 

携帯可能な安価で小型の生体成分検査キット・バイオセンサを用いたウェアラブ

ル MEMS デバイスが開発され､病院外(在宅や屋外)での診断や予防医療が広く行われ

るようになる｡携帯電話やインターネットに接続した情報端末との組み合わせによ

りその効果は更に大きくなる｡各種バイオ MEMS の実現には､化学的･バイオ的表面修

飾技術とナノインプリンティング技術､MEMS をプラットホームとした細胞･生体高分

子の研究用デバイスおよび細胞･組織両方を対象とする再生医療用プラットホーム

の実用化が重要と考えられる｡この実現には､分子･細胞と融合した計測方法技術お

よびMEMS構造の構築やマニュピレーション技術等と生体適合性材料の技術が重要と

考える｡ 
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上記に加え､それぞれの MEMS が他の MEMS や CMOS※1-LSI などの半導体回路と一体集

積化され､一層の小型･高機能化､及びトータルとしてのコストパフォーマンスの向上

が図られることにより､自動車分野での用途拡大や情報･通信分野､医療･福祉分野､食

品分野でのコンシューマ用途への展開などを主として､広範囲なアプリケーションの

拡大が予想される｡ 

※1 CMOS（Complementary Metal Oxide Semiconductor）：相補型金属酸化膜半導体 

 

20 年後の MEMS 製品の具体的イメージ                          (参考) 

MEMS はトップダウンプロセスである微細加工と､ボトムアッププロセスであるナ

ノ・バイオプロセスとを融合したマイクロ・ナノ統合製造技術の確立により､その応用

範囲を急速に広げ国家･社会的課題である｢環境･エネルギー｣､｢医療･福祉｣､｢安全･安

心｣分野で新しいライフスタイルを創出する革新的キーデバイスとして広く浸透して

いる｡ 

◆環境･エネルギｰ分野 

【エネルギー・ハーベスティングデバイス】 

光・熱・振動・生体物質等周辺環境からエネルギーを吸収し、蓄電する小型デバ

イスが、マイクロ加工とナノ・バイオ融合によるエネルギー変換効率の向上と、実

効表面積の向上の両立によって実現する。このデバイスは未利用エネルギーを有効

に利用できる優れた環境性を有するが、さらに省電力・高効率化が進んだ各種セン

サ、アクチュエータと組み合わされ、大きな波及効果を生む。例えば、ワイヤレス

センサネットワークを構築する際に、本デバイスを各ノードに組み込むことで、電

池交換不要等のメンテナンスフリーとなり、社会全体に広がり快適・安全・安心な

社会が実現される。また、体内埋込機器のエネルギー自給が可能となり、健康・医

療分野での QOL（生活の質）革新に寄与する。このデバイスの実現には、3次元ナノ

構造形成技術と、新規の有機機能材料、バイオ材料に加え、それら材料とナノ構造

表面との界面制御技術が必要となる。また、実用化に際し、十分な電力供給を可能

とするため cm オーダーの面積が必要となるが、ナノ構造を広い面積全体に実現して

いく大面積化もポイントとなる。 

【オンサイト環境浄化デバイス】 

大気、及び水質の浄化は人口の急速な増加が現実のものとなる 21 世紀半ばにおけ

る世界規模の課題である。大気浄化に関しては自動車、湯沸かし器、メタノール使

用小型燃料電池などから排出される二酸化炭素、窒素酸化物、硫黄酸化物などの大

気汚染物質を、発生源に極めて近い場所、すなわちオンサイトで固定し、大気中へ

の排出を防ぐ小型デバイスが実現される。一方、水質浄化は水の有効利用ニーズの

高まりに対応し、使用後の上水を浄化した中水を利用する小型オンサイト水浄化シ

ステムが一般家庭に普及する。これらデバイス、システムはマイクロ加工と、ナノ
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構造製作技術、微生物を利用するナノ・バイオ融合により実現する。これらの汚染

物質は、いったん排出されれば極めて低濃度となり回収が不可能となる。しかし、

高濃度である排出源近傍において高効率に汚染物質を固定することができる本デバ

イスは、大きな優位性を有する。例えば、二酸化炭素においては、これまで排出量

のほぼ半数を占めておりながら、回収が全く不可能であった分散排出源からの二酸

化炭素を回収することで、地球温暖化防止に対し極めて大きな貢献となる。このデ

バイスの実現には、汚染物質を分離するフィルタ製作のためのナノ構造作製技術、

汚染物質を吸収・固定するナノ構造をもつ新規材料及びその加工技術､また有害物質

固定を実現する微生物や生体物質をナノ構造表面上で機能させるためのナノ・バイ

オ界面制御技術が重要となる｡実用化に際しては､汚染物質排出量に応じ､cm オーダ

ーにまで大面積化する技術､およびパッケージング技術がポイントとなる 

【超高感度環境物質検出デバイス】 

極微量の環境物質を､高感度に､かつオンサイトで検出する小型デバイスが実現さ

れる。金属ナノ構造による表面電場増強の利用、自己組織単分子膜（SAM）の選択的

成膜などによる表面機能付加による検体の選択的吸着、マススペクトロメータや THz

分光分析装置のような高性能であるが大型、高価な装置をダウンサイズしてコモデ

ィティ化するような技術開発により実現する。本デバイスは特にマイクロ加工によ

り小型化された流路、反応チャンバなどの化学分析システムと組み合わせることに

よりオンサイト計測が可能となり大きな波及効果をもつ。例えば、センサネットワ

ークのセンサとして機能し、各地の環境汚染物質をリアルタイムで高感度に検出す

ることで、安全・安心な社会へとつながる。実用化に際しては、再現性が高く、ま

た使い捨てが可能な安価な製作プロセスの開発が不可欠である。 

◆医療･福祉分野 

【超小型体内留置デバイス】 

体内局所に長期間留置可能な超小型デバイスが実現される。腹腔や皮下、消化器

官内・血管内などに滞在し長期間の物理センシングおよび生体成分センシングを可

能にする。一定の場所に位置する他、受動的な移動、自ら能動的に移動することで

がんなどの病変部を高い確率で発見し、必要に応じて病変部を治療することもでき

る。このため早期発見率、治癒率が向上する。バッテリーにより電気的に駆動され

るデバイスの他、高周波給電によるワイヤレス駆動や、電源を必要としない原理の

超小型型デバイスも考えられる。例えば、微粒子型デバイスとして体外からの X 線

や超音波、磁気などの働きかけによって周囲の環境によって造影状態が変化する造

影剤のように機能し、デバイス周辺の血糖値や温度､圧力などの情報を 24 時間モニ

タリングできる。血液循環において肝臓の門脈などに小型のデバイスを長期間滞在

させることが可能であり、糖尿病患者の血糖管理などに役立つ。これらの体内留置

デバイスの実現には、異種材料により構成される 3次元構造形成と､長期間の体内留
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置を可能とするナノ界面制御技術が不可欠である。 

【生体機械ハイブリッドデバイス】 

生体分子や細胞などが融合したハイブリッドなデバイスが実現される。生体材料

や機能的高分子材料を用いることで生体情報や環境情報を、従来のセンサに比べ、

高速・高感度にセンシングすることができる。これらは、生体に馴染む材料や機構

から成り立っているため、生体と機械とのインタフェース(BMI(Brain Machine 

Interface)など)の強力なツールとなる。例えば、生体分子として膜タンパク質など

が活性を維持したまま人工膜上に再構成され、においセンサや味センサなどの超高

感度化学量センサとして機能する。また、フレキシブル基板上に神経細胞が 3 次元

培養され､これらを脳表面に当てることで､神経細胞が脳内に軸索を伸ばし､所望の

細胞とシナプス結合できるようになる。人工デバイスで制御可能な細胞を通じて、

フレキシブル基板から電気・化学的な信号を計測したり、刺激が行なえるようなイ

ンタフェースが実現する。これらのデバイスの実現には、生体材料の活性を維持し

たまま組み込むナノ界面制御技術が必要となる。 

【シート型健康管理デバイス】 

体表面に湿布のように貼り付けることによって、健康を管理するウェアラブルデ

バイスが実現される。フレキシブルな多層構造の中に無数のセンサやアクチュエー

タが分布し、貼った部分の組織表層ばかりでなく内部の情報をセンシングし、裏面

ディスプレイに可視化表示したり、貼った部分からのセンシングに基づいた、きめ

細かい体内への投薬操作や傷口の治癒促進など簡単な作用を施すことができる。こ

のようなウェアラブルデバイスは、携帯電話やインターネットに接続した情報端末

との組み合わせにより、情報の集積分析、リアルタイムな診断が可能となり、その

効果は更に大きくなる。例えば、画像診断においては、シート表面に薄型超音波セ

ンサアレイが集積化され裏面には平面フレキシブルディスプレイがあるデバイスで

は、取得した超音波エコー画像を素人でも 2次元の大面積で観察できる｡侵襲なく貼

り付けることができるため､健常者でも血流や心臓の様子などを判断でき､健康管理

に利用できる｡また､手術時に医師が容易に体内を観察できるツールにもなる。この

ようなデバイスの実現には、伸縮性のある配線やデバイス技術、大面積集積化技術

が重要となる。 

◆安全・安心分野 

【ユビキタスセンサネットワーク用多機能センサデバイス】 

多数で多様なセンサが分散配置され、センサ同士がアドホックネットワークを形

成して、ネットワークを通じて様々な状況や情報の入手が可能となり、防犯・セキ

ュリティ、環境リスクへの対応、農産物のトレーサビリティの向上が図れ、安全・

安心な社会を実現するユビキタスセンサネットワークを構成する多機能センサデバ

イスが実現される。さらに、効率的に広域を観測するために、センサネットワーク
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を拡大し、宇宙空間からの災害監視や地球観測が可能な革新的なセンサデバイスが

実現される。これらデバイスの実現には、高アスペクト比・高密度 3 次元ナノ構造

を低損傷かつ十分なスループットで製造する技術、必要とされる部位に選択的にナ

ノ材料を自己組織化させる技術､3次元ナノ構造表面を局所的に修飾する技術､3次元

構造表面に均一にナノ構造を転写形成する技術等が必要となる。 

【雰囲気伝送・再生デバイス】 

人と人とのコミュニケーションをよりやさしく容易にする未来デバイスが実現さ

れる｡例えば、人間の五感のうち､20 世紀よりすでに実用化されている聴覚､視覚伝送

デバイスに加え、臨場感の元になるにおいや触覚のセンシングと伝送を可能とする

デバイスが出現する。本デバイスは化学物質や触感などを検知するセンサと、再生

のためのアクチュエータを基礎部品とし、それらを携帯端末に実装した「集積化タ

イプ」と、壁紙並みに薄くて軽量な大面積シート中にちりばめられた「壁紙タイプ」

として実装され、視覚や聴覚素子と組み合わせて超臨場感を手軽に、いつでも、ど

こでも得ることができるようになる。 

【壁紙型アンビエントインテリジェンスデバイス】 

壁紙のように軽量かつ大面積を覆うシートエレクトロニクスデバイスが、視覚、

聴覚、触覚、嗅覚などの雰囲気伝送に重要な役割を果たすとともに、安全・安心・

豊かな生活に貢献する。例えば、シール状のデバイスを張り合わせるだけで作製可

能なインタラクティブ掲示板により、見る人に合わせた情報をリアルタイムで提供

するとともに、ネットワーク検索機能や翻訳機能により人と人とのコミュニケーシ

ョンをより自然に行う手助けをしてくれる。また、壁紙デバイスが環境の異常を検

知し、携帯端末と連動して安全・安心な暮らしをサポートする。 

このようなデバイスの実現には、大面積シートの加工技術や機能素子のシートへ

の埋め込み技術、量販店で購入した部品をシール貼りの要領で重ねるだけで配線が

自動的に形成される自己組織的配線技術、その場で柔軟に状況認識を行うことので

きる集積回路システム技術、などが必要となる。 

【万能携帯】 

壁紙型デバイスと連携して、視覚、聴覚、触覚、嗅覚などの雰囲気伝送に重要な

役割を果たすとともに、安全・安心・豊かな生活に貢献する。顔と名前の一致しな

い人の記憶を呼び覚ましてくれたり、翻訳機能により言葉や習慣の違う人々の交流

を容易にしたりと、人と人とのコミュニケーションをより自然に行う手助けをして

くれる。また、携帯端末に実装可能に小型化されたレーダー、環境センシングデバ

イス、ヘルスケアデバイスがすべて「万能携帯」に実装されることにより、暴漢・

自動車などの接近、危険な化学物質濃度の上昇などの危険な状態を避けることを可

能にし、急病や急な事故などを自動的に検知し救助を求めることができるようにす

る。これらにより、安全・安心・豊かな生活に貢献する。デバイスの実現のために
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は、マススペクトロメータや THz 分光分析装置のような､高性能であるが大型､高価

な装置をダウンサイズしてコモディティ化するための技術開発､特に深掘り3次元構

造と､3 次元構造上への成膜技術､その場で柔軟に状況認識を行うことのできる集積

回路システム技術、などが必要となる。 

（２）研究開発の取組 

研究開発の推進については､MEMS の一層の高度化に資する技術開発が重要である｡例

えば､高集積化･複合化・ナノ機能付加を図るとともに、次世代キーデバイスを生み出

すための革新的デバイス基盤技術を確立するため、産学官連携のもと、従来異分野と

されてきたバイオテクノロジー等との融合を図りながら研究開発を促進することが必

要である｡ 

このため､MEMS の一層の高度化に資する技術開発(高集積･複合化・ナノ機能付加技術、

革新的デバイス基盤技術、等）を実施する。 

（３）関連施策の取組 

MEMS 技術･製品を世界市場に広く普及するために技術戦略マップに基づく MEMS 標準

化戦略の策定､国際規格案の開発､提案､推進等の標準化活動に継続的に取り組むこと

が重要である｡ 

MEMS の一層の実用化促進を図るため､他産業の企業や製造設備を有していない企業

でも容易にMEMSビジネスに参入できるように､MEMS用設計･解析支援システムを開発し

た。その成果を活用しつつ、実習を中心とした人材育成及び試作環境の充実、製造拠

点（ファンドリー）強化など MEMS 産業全体の競争力の維持･強化を図ることが重要で

ある｡ 

これらの取組は､MEMS の新たな製造技術開発の進捗に合わせていち早く実行するこ

とが重要である｡ 

〔導入補助･支援〕 

･研究開発施策の成果を活用した MEMS 用設計解析ソフト(MemsONE Ver.1.0)の商用展

開や､MEMS ファンドリーサービス(MEMS 設計･試作･製造の受託サービス）のネットワ

ーク展開が図られている｡ 

･MEMS 関連産業の活性化を目指し､特に産業強化と裾野拡大のため､研究開発や試作・

実証支援の場を整備し、MEMS 開発を容易にすることで、ファンドリー産業などへの

スムーズな橋渡しを支援する。 

〔基準・標準化〕 

 IEC/TC47(半導体デバイス）において､MEMS 構成材料の試験方法､加工プロセスの評

価法､基盤共通複合分野の試験法等が検討されている｡ 

〔知的基盤整備〕 

 研究開発プロジェクトにおいて､研究開発の成果を MEMS 知識情報データベースとし

て整備する取組が進展している｡ 

添付資料 
    A-3

A3-8



 例 1)高集積･複合 MEMS 製造技術開発プロジェクト（事業期間:2006 年度～2008 年度)

では､成果として得た知識データの収集･整理を実施している｡ 

 例 2)異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト(2008 年度より実施)で

は､開発によって得られる新たな知見について､系統的に収集･蓄積してデータベ

ース化することが研究開発計画に位置付けられている｡ 

〔広報･啓発〕 

 世界 大規模の MEMS 等に関する国際展示会である、マイクロマシン/MEMS 展の開催

を支援｡ 

〔人材育成〕 

 産学連携製造中核人材育成事業(経済産業省委託事業)において､以下の人材育成が

実施されている｡ 

 例)｢MEMS人材育成実証講座｣､｢次世代産業基盤技術となるMEMS関連産業人材育成シス

テム」や「マイクロ・ナノ量産技術と応用デバイス製造に関する新事業開拓イノベ

ーション人材育成」などのプロジェクトを通して MEMS 開発の中核をなす人材育成の

試みがなされている｡ 

〔産学官連携〕 

 一つの研究開発拠点に大学、複数企業が集まる集中研方式にて、2008 年度より異分

野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクトが実施されている｡ 

（４）海外での取組 

 海外での大学等の MEMS 関連研究開発機関の代表例として以下が挙げられる｡ 

◆欧州 

ドイツ： フラウンフォーファー研究所(Fraunhofer-Gesellscaft)IZM(Institute 

for Reliability and Microintegration)､IMS(Institute for Molecular 

Science)､IIS(Institute for Integrated Circuits)､IPMS(Institute for 

Photonic Microsystems) 

フランス： 原子力庁電子情報技術研究所(Leti､Laboratoire d'Electronique de 

Technologie de l'Information) 

国立科学研究センター(CNRS ､ Centre de la National Recherche 

Scientifique) 

スイス： ヌーシャテル大学マイクロ・テクノロジー研究所 

CSEM(Swiss Center for Electronics and Microtechnology, Inc.) 

スイス連邦工科大学(EPFL､Ecole Polytechnique Federal de Lausanne: 

Federal Institute of Technology) 

ベルギー： IMEC(Interuniversity MicroElectronics Center) 

フ ィ ン ラ ン ド :  技 術 開 発 研 究 セ ン タ ー (VTT(Valtion Teknillinen 

Tutkimuskeskus)Technical Research Centre) 
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◆北米 

米国: カリフォルニア大学 BSAC(Berkeley Sensor and Actuator Center) 

スタンフォード大学 CIS(Center for Integrated Systems) 

ミシガン大学集積化ワイヤレスマイクロシステム研究センター(WIMS､

Center for Wireless Integrated Microsystems) 

マサチューセッツ工科大学 MEMS@MIT(Massachusettss Institute of 

Technology) 

ジョージア工科大学 CMMT(Center for MEMS and Microsystems Technologies) 

サンディア国立研究所(SNL､Sandia National Laboratories) 

◆アジア 

シンガポール： IME(Institute of Microelectronics) 

        シンガポール製造技術研究所(SIMTech､Singapore Institute of 

Manufacturing Technology) 

台湾: ITRI(Industrial Technology Research Institute) 

中国: 清華大学 

北京大学 

上海交通大学 

上海ミクロシステム・情報技術研究所(SIMIT､Shanghai Institute of 

Microsystem and Information Technology) 

韓国: 韓 国 科 学 技 術 院 (KAIST ､ Korea Advanced Institute of Science and 

Technology) 

KIMM(Korea Institute of Machinery and Materials) 

 MEMS 関連の欧州､米国､中国における国家レベルのプロジェクトの状況は以下の通

りである｡ 

◆欧州 

欧州の大規模プロジェクトである｢FP7(EU 第 7 次研究枠組み計画)｣は 2007 年にス

タートし､2013 年までの 7 年間に 8 兆 5,000 億円を投じて広範囲の研究開発を進め

る｡ 

この中でマイクロ・ナノデバイス関連テーマである「ナノサイエンス・ナノテク・

材料･新生産手法｣には 3,960 億円が投じられる。テーマのキーワードは「コンバー

ジェンス（融合)｣であり､さまざまな機能を 1つのデバイスに集約することを目的と

している｡ 

◆米国 

DARPA(国防総省高等研究計画局)が｢Nano-MEMS Program｣プロジェクトを推進｡2006

～2009 年に 128 億円を投じる｡ハイリスク・ハイリターンである 74 テーマを推進し

ている。バイオを含む多様な機能と LSI などとの融合を進める研究テーマが多数あ
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る｡ 

◆中国 

中国では 2005～2010 年の 6 年間で 45 億円を投じ､MEMS/NEMS(Nano Electro 

Mechanical Systems:ナノ電気機械システム）関連研究を加速させる｡これは年間 10

億円弱の規模となる｡ 

（５）改訂のポイント 

 今回は改訂を行っていない。 

 

Ⅱ.技術マップ 

（１）技術マップ 

MEMS は､小型で省エネルギー性に優れた高性能の部品を作ることが出来るため､通信､

自動車等の既存の産業分野における部品の小型化･高機能化･省エネルギー化のための

代替部品やバイオ分野における部品の小型化による新規部品としてのニーズが高まる

と見込まれている｡ 

また､MEMS は、トップダウンプロセスである微細加工と、ボトムアッププロセスであ

るナノ・バイオプロセスとを融合したマイクロ・ナノ統合製造技術の確立により、そ

の応用範囲を急速に広げ国家・社会的課題である「環境・エネルギー」、「医療・福祉」、

「安全・安心」分野で新しいライフスタイルを創出する革新的キーデバイスとして広

く浸透すると予測される｡(上記の参考:10年後および20年後のMEMS製品の具体的イメ

ージ） 

このようなニーズに対応するためには、MEMS 製品の高機能化（高速スイッチング、

小型化等）及び MEMS 製造プロセスにおける低コスト化と、設計・解析技術等の基盤技

術の確立が喫緊の課題であり、技術マップにおいて、技術課題をエッチング技術、成

膜技術、成形技術、形成技術、異種融合技術、プロセス連続化・大面積化技術、前・

後処理技術､実装技術､検査･評価技術､設計･解析技術､製造システム技術等に大別した

上で､それぞれについて詳細に示した｡個々の技術の｢出口｣については､MEMS 製品が非

常に広範囲に応用されうるものであることを踏まえ､主として想定される応用分野を

技術ごとに示した｡ 

（２）重要技術の考え方 

MEMS の広範な活用のために、次の 2つが重要と考えられる。 

① MEMS の高機能化､または低コスト化に大きく貢献する技術 

② MEMS 全般に広く貢献する基盤技術 

また､2025 年までを考えると､その技術が中期的な視点で重要なものか､長期的な視

点で重要なものかを評価しておくことが必要である｡そこでこれらの視点から技術を

評価し､色分けして示した｡ 

（３）改訂のポイント 
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 エッチング技術、低環境負荷プロセス、成型技術、低環境負荷成型技術等の要素技

術を追加した｡ 

 

Ⅲ.技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ 

技術マップに示した重要技術課題ごとに､研究開発により達成されるべきスペック

を示した｡ 

（２）改訂のポイント 

 エッチング技術、低環境負荷プロセス、成型技術、低環境負荷成型技術等の各要素

技術のスペックについて、詳細に見直しを行った。 

 

Ⅳ.その他の改訂ポイント 

○応用事例の追加 

 MEMS 製品等デバイスの将来像をイメージし易くするため、センサネットワークに焦

点をあて、CO2 削減目標の達成や少子高齢化に対応した安全・安心の確保等の社会

課題を解決する具体的なシステムを対象として、6分野の課題解決型 MEMS デバイス

技術について応用事例を取りまとめた。【参考資料：応用事例～課題解決型 MEMS デ

バイス技術～】 
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革新的デバイス基盤技術開発 
      ・ナノ・バイオ融合プロセス 
      ・異種融合・界面制御技術 
      ・大面積化・連続化プロセス 
      ・エネルギーハーベスティング 
      ・オンサイト環境浄化 
      ・シート型デバイス 
      ・体内埋込デバイス 
      ・雰囲気伝送・再生（五感） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

2000 (～2000) 

ＭＥＭＳ分野の導入シナリオ（1／3） 

2005 2010 2015 2025 

 目 

標 ●ＭＥＭＳ製造技術の高度化（高性能・高信頼性・低コスト） ●マイクロ・ナノ統合製造技術の確立 

●部品産業の国際競争力維持・強化  ●安全・安心・快適社会への貢献  ●新しいライフスタイルの創出

 

市
場
の
動
向 

高集積MEMS 

機能複合化通信機器、安全

保障機器、検査機器、生体

センシング機器 防犯機

器、防災機器など 

革新的MEMS
（ナノ・バイオ融合・自律分散） 

エネルギーハーベスティング、
オンサイト環境浄化デバイス、
シート型健康管理デバイス、体
内埋込デバイス、雰囲気伝送・
再生デバイス、ユビキタスセン
サネットワーク用多機能センサ
デバイスなど 

 

研
究
開
発
の
取
組
み 

○ 光MEMS 光通信網で用いられる小型、高性能の光スイッチの実現 → 省スペース、省エネルギー、低コスト化 → 通信速度の 

向上とともに災害時のバイパス回路の冗長度が増すなど、高度情報通信社会の一層の高速化、信頼性向上に貢献 

 

○ RF-MEMS モバイル機器の高周波部品がMEMS部品化 → 低消費電力、低コストでの数十GHzの通信帯域の利用が可能 →  

高伝達能力化。  高周波部品の一体構造化 → 携帯電話等のモバイル機器の省電力、省スペース化、高機能化 

 

○ センサMEMS 加速度センサ等のMEMSセンサがより小型、低コスト、高機能化 → 小型一般車に各種姿勢制御センサ、赤外線センサ、 

ワイヤレスネットワーク化、障害物探知用レーザーレーダ等の採用拡大 →交通のより一層の快適性、安全性の向上に貢献 

 

○ バイオMEMS 
携帯可能な安価で小型の人体の体液・においセンサ等の検査キットの開発 → 在宅での診断や予防医療が可能。 

細胞・生体分子の物理マニピュレーション用MEMSを用いた検査・評価技術の開発→バイオナノテクノロジ研究を加速 

 

○ MEMS共通 

高集積・複合化・ナノ 

 機能付加技術開発 

・ M EMS半導体一体化 

    （CMOS-MEMS）技術 

・ MEMS・MEMS結合化技術 

・ MEMS・ナノ機能融合技術 

・立体構造上へのパターン形成技術、光素子チップ実装、フィードバック 

センサ集積化、機能性材料厚膜形成技術、等の開発 

・機能性材料厚膜形成技術、ナノ材料局所形成技術、等の開発 

・MEMS・半導体共存構造の成形技術、接合・組立技術、等の開発 

・化学的・バイオ的表面修飾技術、ナノインプリンティング技術、前処理技術、等の開発

 ・検査・評価技術等の開発 

 ・３次元構造の表面清浄化技術の開発 ・MEMS パッケージング技術の開発 

 

企
業
の
取
組
み

半導体製造装置を使った加工技術の 

開発と単機能MEMSの製造・低コスト化 

とMEMSプロセス・特性の評価技術の 

基盤構築 

専用製造装置を使った単機能MEMSデバイスの 

高精度化・低コスト化と低環境負荷化 

高集積複合MEMSの新デバイスへの展開  

設計・評価装置導入、開発期間短縮、多品種少量への対応

システム化技術の蓄積 

高度化単機能MEMS 

RF デ バ イ ス 、 SIP セ ン サ 、

DMD、スキャナ／スイッチ用ミ

ラー など 

基盤技術開発用 

研究所・部門の設立 

MEMS専用製造装置による生産 

システムの構築 

MEMSファウンドリーサービスの提供 

CMOS-MEMSファウンド 

リーサービスの提供

MEMS専用パッケージ 

サービスの提供 

多数のMEMSベンチャー 

の設立 

高精度３次元MEMS  

・ RFスイッチ製造技術開発 

・ 光可動ミラー製造技術開

発 

・ 超小型MEMSセンサ 

単機能MEMS 

光スイッチ、圧力スイッチ、圧

力センサ、エアバッグ用加速

度センサ、ジャイロセンサ、イ

ンクジェットヘッド、DNAチップ

など 

革新的MEMSの展開  

環境・エネルギー、医療・ 

福祉、安全・安心分野へ

のデバイス展開 

ナノ・バイオ融合MEMSプロ

セスの構築 

デバイスの開発 アプリケーションと一体となった実用的

（全体） 

（中期） 
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・OJT ・社内 MEMS 研修・講座 ・研究会・セミナー活用 ・産学共同研究を通した人材育成 

・指定試験機関   ・認定プログラム  

充実

・社会人大学院での単位取得  ・国研・公設試での実践的な研究コースの拡充 

充実

・産学連携製造中核人材育成事業 ・分野横断的なプログラム ・他学部・企業との人的連携 ・学位授与 

・シニア人材バンク  ・MEMS 試作コンサルタント／コーディネータ 

・ソフトインフラの整備（MemsONE の普及促進） 
・知識データベースの整備・充実（MEMSPedia 活用） 

・MEMS 用プログラムの策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

関
連
施
策
の
取
組
み

 

 

 

○ 人材育成 

製造委託クラスター・ネットワーク整備  
・全国へのネットワーク化 
・新技術の導入 等 

設計・研究開発支援システムの環境整備  
・高度化 
・知識データベース更新 等 

微小機械システム開発 

そ
の
他
の
施
策

環境 整備

導
入
普
及
促
進
策 

環
境
整
備 

2005 

製造委託拠点整備 
・ 拠点整備  
・製造技術開発 等 

設計支援システム開発 
・ 設計ソフトウェアの開発 
・データベース開発 等  

2015 

高度製造技術開発 
・ デスクトップMEMSファクトリー 
・インテリジェントMEMS製造技術 

 

研
究
開
発
の
取
組
み 

2000 2010 2025 

無線ネットワークMEMS普及に向けた環境整備 

自動車安全装置用ＭＥＭＳ普及に向けた環境整備 

バイオMEMS、インプランタブルMEMSに向けた環境整備

シニア人材の活用

MEMS 技能認定制度の確立 

ナノ・バイオ融合、自律分散基盤技術開発 

 ・マイクロ・ナノ統合製造技術 
 ・ナノ・バイオ融合、自律分散デバイス 
 ・基盤研究開発拠点設立 

安心・安全
・ユビキタスセンサネットワーク用多機能センサデバイス 
・雰囲気伝送・再生デバイス 

医療・福祉
・シート型健康管理デバイス 
・体内埋込デバイス 

環境・エネルギー
・エネルギーハーベスティング 
・オンサイト環境浄化デバイス 

プロセス大面積化・連続化
・非真空高品位ナノ機能膜大面積形成プロセス技術 
・繊維状基材連続微細加工・集積化プロセス技術 

異種融合・界面制御技術開発
・生体機能材料形成、活性生体分子融合技術 
・自己組織化界面制御技術、自律的配線技術 

３次元ナノ構造形成技術開発
・エッチング、成膜、成形による形成 
・異種材料レイアバイレイア 

【長期基盤技術研究開発の狙い】 
トップダウンプロセスである微細加工と、ボトムアッププロセスであるナノ・バイオプロセスとを融合したマイクロ・ナノ
統合製造技術の確立により、応用範囲を急速に広げ国家・社会的課題である「環境・エネルギー」、「医療・福祉」、
「安全・安心」分野で新しいライフスタイルを創出するナノ・バイオ融合及び自律分散で機能する革新的キーデバイス
として広く浸透させる 

○ 革新的MEMS 

○ マイクロ・ナノ融合 

製造技術 

・ トップダウンプロセスである微細加工と、ボトムアップ 
 プロセスであるナノ・バイオプロセスの融合による 

「ものづくり革新」 
・重点推進 
   ・3次元ナノ構造形成 

   ・異種融合技術、界面制御 

   ・プロセス大面積化・連続化 

・マイクロ・ナノ融合製造技術により実現される 
 デバイス、新しいライフスタイルを創出する 

・重点分野 
  ・環境・エネルギー 
  ・医療・福祉 

  ・安心・安全 

企業内人材育成

方策の充実 

社内の MEMS 人材育成ステップアップの  

産学連携による 

人材育成方策 

の整備 

社会人対象 MEMS 講座・研修コースの

産学連携拠点における MEMS 人材育成の強化  

他分野からの 

人材確保のため

の環境整備 MEMS分野のインフラ整備

MEMS用インターンシップの拡充

高集積・複合製造拠点強化 
・ 製造技術開発・拠点整備  
・開発設計機能整備 等 

（長期） 
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○ 標準化 専門用語のIEC規格化

MEMSデバイスのIEC規格化 

・情報通信用MEMSデバイス（加速度・角速度・地磁気センサ等） 

・自動車用MEMSデバイス（加速度・ヨーレート・エアフローセンサ等） 

基盤共通技術の IEC 規格化 
・材料試験法（薄膜材料引張試験法、薄膜材料の 

疲労試験法、寿命加速試験法等）
・加工プロセス評価法（表面粗さ・プロファイル等） 
・基盤共通複合分野の試験法（衝撃試験法等） 

 
関
連
施
策
の
取
組
み 

 

環
境
整
備 

2000 2005 2010 2015 2025 

ＭＥＭＳ分野の導入シナリオ（3／3） 
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ＭＥＭＳ分野の技術マップ（1／2）

LSIプロセス融合
成形技術

0415 ＭＥＭＳ・半導体共存構造の
成形技術

共通

可動ナノ構造形
成技術

0416 可動ナノ構造の形成技術 共通

SF6代替ガス
エネルギ消費量削減

環境

加工損傷回復技術

ナノ材料ビルドアップ技術

ナノ機能材料選
択的形成技術

生体機能材料
形成技術

0410

0411

脂質二重層形成技術

0403

0404

0413

共通

エネルギー、環
境、医療・福祉

機能性表面形
成技術
（界面制御・表
面修飾技術、加
工損傷回復技
術）

界面制御技術ナノ・バイオ融合
技術

活性細胞融合技術 環境、医療・福祉

共通

共通

光、共通

共通、無線通信

環境、医療・福祉

環境、医療・福祉

光、無線通信、
共通

異種融合
技術

共通

共通

機能性材料ナノ薄膜多層形
成技術

共通

共通ナノピラー形成技術

成膜技術

３次元形状表面上成膜技術

高品位厚・薄膜
成膜技術

平滑・低残留応力薄膜形成
技術-3次元低温成膜技術

安心・安全、環
境、エネルギー

３次元ナノ構造
形成技術

立体構造上へのパターン形
成技術

自由曲面加工技術

0113

高精度・微細
エッチング技術

0107

0108

無損傷加工技術

高精度微細エッチング技術

3次元表面加工技術

高アスペクト比ナノトレンチ
加工技術

ディープドライエッチング技
術

ウエハレベル均一エッチン
グ技術

非シリコン材料加工技術

共通

共通

エネルギー

共通

シングルポイントプロセス技
術

ナノポーラス形成技術

ナノプローブ加
工技術

ナノプローブ・エッチング加
工技術

3次元ナノ構造

非真空薄膜形成技術

0205

0106

エネルギー、環
境、医療・福祉

分子の自己組織化現象応
用界面制御技術

細胞の組織化技術

無線通信 安心・安全

形成技術
（機能化・
表面改
質）

印刷方式表面修飾技術

有機・絶縁膜の界面制御技
術

金属・有機半導体の界面制
御技術

共通

0407

0408

共通

エネルギー、環
境、医療・福祉

医療・福祉

化学的・バイオ的表面修飾
技術

0405

0406

高アスペクト比貫通孔形成
技術

共通

分野

共通 0401

0402

共通

無線通信、
バイオ、共通

MEMS要素技術

0103

分野

ナノ材料局所形成技術

ナノ材料ウエハレベル形成
技術

無線通信、バイ
オ

共通共通

MEMS要素技術

0101

0102

細胞配置・カプセル化技術

ナノ粒子自己整列技術

ナノ・有機材料
融合技術

エネルギー、環
境、医療・福祉

エネルギー、環
境、医療・福祉

エネルギー、環
境、医療・福祉

3次元構造形成 異種材料レイアバイレイア

バイオ、情報通
信、共通

0503

有機ナノポーラス形成技術

ナノ間隙への有機充填技術0506

0104

0105

共通

共通

共通

有機ナノピラー形成技術

機能性材料厚膜形成技術

プロセス解析技術

0504

生体分子配向技術

安心・安全、環
境、エネルギー

活性生体分子融合技術

0501

0502

0201

0202

0109

0110

0111

0112

0114

0203

0204

0414

0412

0409

0505

0507

ＬＳＩプロセス融
合ダメージフ
リーエッチング
技術

0115

0116

ＭＥＭＳ・半導体共存構造の
低損傷エッチング技術

共通

低環境負荷プロ
セス

エッチン
グ技術

注： は、中期的な視点での重要技術

は、長期的な視点での重要技術

成形技術

３次元ナノ構造
形成技術

共通

共通、バイオ

0309

共通

0307

0308

共通

低環境負荷成
型技術

異種材料の厚膜積層技術

パターン付き成膜および多
層化技術

共通

共通

共通

自己組織化技
術

共通

ナノ転写・形成複合プロセス
技術

３次元表面修飾技術

共通

共通

ＭＥＭＳ・半導体共存構造の
低ストレス・高耐久性薄膜形
成技術

光、共通

共通

共通

光

共通、バイオ

共通

共通

0306

３次元形状めっき成形技術

0305

３次元自由曲面エンボス加
工技術

共通

ナノインプリンティング技術-
低損傷パターニング技術

ナノフォーミング技術

３次元マイクロ立体型成形
技術

３次元形状表面上成膜技術

マイクロプレス
成形技術

マイクロ鋳造技
術

貫通孔埋め戻し技術

マイクロ粉体成
形技術

ナノ粉体成形加工技術

共通

３次元表面ナノ加工技術 共通

0207

0208

0206

LSIプロセス融合
成膜技術

マイクロエンボス加工技術

3次元ナノ構造
形成技術

シングルポイントプロセス技
術

ナノポーラス膜形成技術

ナノピラー／ドット形成技術

0205

CNT配線技術

CNT成長用触媒粒子の自己
組織化配列技術

ナノワイア選択配線技術

ナノホール選択金属成長技
術

配線技術

セルフアライメントによる位
置決め技術

３次元ナノ構造移植・積層技
術

ナノ領域におけるトライボロ
ジー評価技術

界面物理化学評価技術界面物性評価
技術

組立技術 界面制御を利用した自律組
立技術

伸縮性導体形成技術

自律的配線形成技術

共通

共通

共通

共通

共通

共通

共通

共通

メカ／バイオ／半導体ハイ
ブリッド積層技術

3次元構造形成
技術

共通

共通

0513

0514

0515

0516

0509

共通

0512

異種材料レイアバイレイア
積層技術

マルチCNTプローブ製造技
術

共通

0310

0209

0300

0301

0303

0304

0507

0508

0510

0511

光、医療、バイオ低環境負荷成型技術

0517

0518

0519

0520

0521

0522

0311

0302
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ＭＥＭＳ分野の技術マップ（2／2）

MEMS要素技術

プロセス大面積
化技術

0605

組立技術

高度実装技術

カッティング技術

MEMS･半導体共存の接合・
組立技術

封止技術

トリミング技術

共通

共通

共通

0601

0602

0603

0604

高品位機能膜のメータ級大
面積形成技術

マイクロナノ印刷技術 共通

共通高品位ナノ機能膜形成技術
（塗布型）

非真空プロセス
による成膜技術

分野

メータ級大面積アライメント
技術

共通

構造表面洗浄技術

接合技術 低温・低応力接合技術

高精度位置決め技術

大面積印刷のレジストレー
ション（重ね合わせ）技術

検査・評
価技術

各種検査・評価
技術

繊維状基材の製織集積化
技術

共通

共通

光、無線通信、
バイオ、共通

光、エネルギー、
センサ、共通

共通

共通

形状測定技術

共通

ナノインプリント連続成形技
術（含むローラー式転写技
術）

連続FIBプロセス技術

共通

共通

共通

センサ

強度等デバイス特性評価技
術

前・後処
理技術

プロセス
連続化・
大面積化
技術

表面清浄化技
術

プロセス連続化
技術

連続EBプロセス技術 共通

繊維状基材連続微細加工
技術

0607

0610

0701

0801

0802

0606

共通

共通

0803

0804

0806

実装技術

パッケージ技術

0805

0902

0807

0901

0608

0609

0808 低環境負荷実装技術 共通

1101 多品種少量・省エネ・フレキ
シブル加工システム

共通

ナノ/マイクロ/マクロ解析モ
デリング技術

プロセス解析技術

1003

1004

1005

0903

知識 共通

共通

機構解析技術

マルチスケール
シミュレーション
技術

1001

1002

マルチフィジクス
シミュレーション
技術

電場・磁場・構造・熱・流体
の連成解析技術

材料・界面・プロセス

MEMSシミュレー
ション技術

システム信頼性評価技術

1007

1006 共通

共通

共通

1008 環境負荷

バイオ、
医療・福祉

無線通信

共通

共通

共通

システム化解析技術

生体情報評価技術

微小領域における物理量計
測技術
検査評価用解析技術

術

0904

0905

0906

共通

設計・解
析技術

データベース構
築

製造シス
テム技術

共通
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参考資料 

 

応用事例 

～課題解決型ＭＥＭＳデバイス技術～ 

 

 
 これまでの技術開発は技術の発明や改良が重視され、先行してきたが、今後は人が

主体となり人のために働く技術や、社会課題解決に資するという視点から技術が展開

されることを考慮すべきである。MEMS技術についてもその応用範囲は、10年後には現

状の機械・電子分野以外へもさらに拡大する見込みであり、ネットワークやITシステ

ムあるいは機器・装置に組み入れられることによって、利便性の高い、社会的課題解

決に資する“課題解決型MEMSデバイス技術”を活用したセンサーネットワークシステ

ムが創出されることとなる。例えば、海外での事例として、需要側消費電力を消費機

器毎にリアルタイムに計測し、供給側に通知することで供給側の制御や利用側の省エ

ネにつなげる（「スマート・グリッド」）システムと電力・環境センサデバイス、農

地にセンサを配置し気象状態モニタリングによって給水や肥料を調節するシステムと

その気象・土壌センサデバイス、などが知られている。また、モバイル機器の心臓部

(CPU・周辺部)もオープン化され、プラットフォーム化し、MEMSセンサ等異メーカーの

デバイスがソフトウェア共々実装され多様な価値を生み出している。 

 本応用事例ではセンサネットワークに焦点をあて、CO2削減目標の達成や少子高齢化

に対応した安全・安心の確保等の社会課題を解決する具体的なシステムを対象として、

MEMS・センサ等デバイスの将来像をイメージし易くするため、(1) エネルギー・マネ

ジメント・システム、(2) 構造物・防災センシング技術、(3)農業センシング技術、 (4) 

人間の健康に資するセンシング技術、(5) MEMSによるモバイルプラットフォーム技術、

(6) 自動車・輸送機器センシング技術、の各分野において横断的見地から整理し、代

表的な技術、課題及び方向性をとりまとめ、全体システムのイメージを掲示するとと

もにマップに展開した。（応用事例Ⅰ～Ⅵ） 
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外
部
か
ら
の
要
請
・

外
的
環
境

技
術
レ
イ
ヤ

10年後のセンサネットワーク全体システムのイメージ

・セキュリティ向上
・キャリブレーション
・組み入れられる機器装置の対応進展

デバイスの
開発

・社会的な枠組み・制度整備
・社会実験の進展
・標準化の進展

・政策支援 ・規制緩和
・導入インセンティブ・新ビジネスモデルの進展

導入効果の確認

・信頼性向上
・低消費電力化
・CPU等複合化

・設定の容易化(Plug-in &  Play)等
操作性、安定性向上

低炭素化/地球環境
対策

個別アプリケーションの定
着・普及

安全安心

快適性・健康

フィードバック

インフラ・DB・
セキュリティ

システムLSI化集積度の向上

センサネットワークに
よる個別アプリケー

ション

広域ネットワー
ク基盤

フィードバック

計測装置・制御
装置（外付け）

デバイス

ローカルネット
ワーク基盤

技
術
進
展
の
方
向

異分野間の壁を取
り除く

ボリュームマー
ケットの創出

自前主義から脱し
オープン型へ

Ｍ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
／
セ
ン
サ
に

お
け
る
共
通
的
課
題

システ
ムLSI MEMS SOI

人間を主体とした
ユビキタスネットワーク利用社会インフラの例

エネルギーマネジメント

構造物・防災センシング

農業センシング

人間健康センシング

モバイルプラットフォーム

自動車・輸送機器センシング

 

 分野によっては、デバイスとしての技術課題以上に、計測技術、システム技術、デ

ータベースインフラ、ネットワーク、社会システムといった周辺環境に問題点や大き

な研究開発要素があることも考慮しつつ、上記事例のような利用システムがどのよう

に展開していくかを技術ロードマップに描くことで、開発課題や実現のためのネック

を明らかにすることを目指した。 

技術ロードマップの凡例

2010 2015 2020

計測技術に関する方向・開発課題

MEMS・デバイス技術に関する方向・開発課題

ナショナルインフラに関する方向・開発課題

現時点でのレベル
10年後の想定

される姿

広域システムに関する方向・開発課題

MEMS
デバイス

【例】
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省 ネ向上

CO2削減

応用事例Ⅰ（エネルギー・マネジメントに資するセンサ技術）技術マップ
～10年後のエネルギー・マネジメント・システムの姿～

削減進① 産業用に加え民生用 小規模オフ ス等のCO 削減進

快適性との両立

省エネ向上

フレキシブルな
マネジメント

削減進① 産業用に加え民生用、小規模オフィス等のCO2削減進
展、② きめが細かく大きな省エネの実現、③ 柔軟性・広
域性の拡大

トレンド

マネジメント

概要

個別機器について、センサを活用して省

エネを行うものが登場

現状

把握とそれによる制御
環境と消費エネルギー量の
把握とそれによる制御

概要

器具・装置や空間単位での消費エネルギー

のリアルタイム、時系列把握と制御が実現。

将来

エネを行うものが登場。

環境については体感程度、システムも

機器メーカー単位。

センシング・制御 広域にわたるセンシングデー

消費エネルギーのきめ細かい把握技術

快適性のモニタリング技術

環境についてのきめ細かい把握や快適性計

測がエネルギーマネジメントに取り入れ。

センシング・制御

器具や部屋で必要とされる機能に応じてエ
器具や室内にセンサ機能が付与、入退

室の感知、判断。

入退室の感知等によるOn/Off。

洗濯機や冷蔵庫等の家電製品でセン

広域にわたるセンシングデ
タの活用

中央集中型配電システムにローカルな発
電システムが付加・管理技術進展

複数サイトにまたがる省 ネ ギ ネジ

器具や部屋で必要とされる機能に応じてエ

ネルギーが投与されるシステム。

個人の快適性に配慮したエネルギーの調節。

単独の製品や住戸単位でなく複数の製品や

住戸間でセンシングによる制御機能が実現
シングによる制御機能が実現。

広域に及ぶシステムは未実現。

デバイス・ネットワーク

複数サイトにまたがる省エネルギーマネジ
メントシステムの進展

デバイス・ネットワークの普
及と標準化によるユーザー選

住戸間でセンシングによる制御機能が実現

（ピークシフトやピークカットなど）。

新エネルギー・ローカルエネルギーの利用

のシステムへの取り入れ。

デバイス ネ トワ ク
デ ネ トワ ク

一般利用できるセンサデバイス未実現。

ネットワーク仕様未確立、未標準化。

一部商用化されているものの、メーカー

独自仕様でコンパティブルでない。

安価で高信頼性デバイス普及

安定的で導入の容易なネットワーク体系の

及と標準化によるユーザー選
択向上

デバイス・ネットワーク

外付け型、内蔵型種々のタイプのセンサデ

バイスが普及。

ネットワーク仕様が標準化され、ユーザー

はプラグアンドプレイ式で操作可
一部商用化されているデバイスもある

が、消費電力大、信頼性未確立。

ネットワークもメーカー独自。

普及

普及に資する設定やメンテナンス技術の確
立

長寿命化技術、メンテナンスレスシステム

はプラグアンドプレイ式で操作可。

ネットワークの広域への接続が進む。

デバイスの消費電力小、自己給電、信頼性

向上、メンテナンスフリー化。
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社会資本ストックの
合理的管理

応用事例Ⅱ（構造物・防災センシング技術）技術マップ
～10年後の構造物・防災センシング技術の姿～

① メンテナンス性向上

安全な構造物

① 構造物損傷・劣化の程度、耐震性、変位等のセンシ
ング技術が進展、② 保守の効率化、予防保全の進展、
③ トータルとして安全性と快適性の向上

トレンド

構造物寿命延伸

概要

構造物のメンテナンスについては、現状は目

視、非破壊検査など、一部地震計、ストレイン・

現状

センシング活用によるメン

概要

国内では新規投資よりメンテ投資が主となる。

目的別のセンサ技術が明らかとなり、標準的

構造物寿命延伸

将来

視、非破壊検査など、 部地震計、ストレイン

ゲージ、加速度センサなどが利用。

計測データと構造の因果関係解明は不十分。

防災土滞位置ずれセンサネットワーク実験。

センシング

センシング活用によるメン
テナンスの高度化

センシングデータと損傷・劣化度、耐震性

能、部品交換・補強等との相関性明瞭化

目的別のセンサ技術が明らかとなり、標準的

な計測システムが確立、実用化される。

計測デバイスの精度、校正方法についても標

準が確立。

センシング・制御センシング

非破壊検査（超音波、X線等）は内部の組成

等を分析。

 ストレイン・ゲージによる応力歪み計測、動き

観測に加速度センサ活用 変位の計測にはポ

能、部品交換 補強等との相関性明瞭化

センシング技術や対象物の拡大によるモニ

タリング能力の向上

 モニタリングによる予防保全ないし耐用年

数の延長

センシング 制御

変位、加速度、応力、等の標準的センシング

技術が確立。

構造物の組成や組織変化の標準的モニタリ

ング技術が確立。観測に加速度センサ活用、変位の計測にはポ

テンショメータ等が利用されている。

以上を目的によって組合せているがデータと

現象との相関未解明。

デバイス ネ トワ ク

数の延長

デバイスとネットワーク進展
による構造物センシング技術

地震・災害対応へのセンシング応用が進展。

接合部や部材・部品など構造以外部のチェッ

ク・モニタリングシステムが導入。

デバイス ネットワ クデバイス・ネットワーク

デバイスは一般の機械計測用がそのまま

使用されている。MEMS応用は未。

ネットワークは特定小電力、ZigBee、
M （米国仕様）等が実験レベルで利用さ

安価で高信頼性デバイス普及

安定的で導入の容易なネットワーク体系の

の向上 デバイス・ネットワーク

 メモリやCPU内蔵複合型センサデバイスが普

及し、構造物の履歴把握等に活用される。

デバイスへのMEMS採用が進展。

無線ネ ト ク仕様が標準化Mote（米国仕様）等が実験レベルで利用さ

れている。

線状、面状構造物には既成デバイスを工

夫して応用、eテキスタイル研究開発中。

普及、無線通信の普及

長寿命化技術、メンテナンスレス、キャリブ

レーション組み入れ型計測システム

無線ネットワーク仕様が標準化。

ネットワークの広域への接続が進む。

デバイスの消費電力小、自己給電、信頼性向

上、メンテナンス・キャリブレーションフリー化。
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生産性向上

応用事例Ⅲ（農業センシング）技術マップ
～10年後の農業センシング技術の姿～

品質向上・コスト削減

安全安心・省エネ

生産性向上
① 農業へのセンシング技術取り入れが進展、② それを
実現するデバイスの開発と通信機能取り入れ、③ 耐環境、
使い捨て等周辺アプリケーションの取り込み進展

トレンド

概要

土壌分析に基づく給肥、給水（バッチ式、

ノウハウ主体）。

現状
農業生産性向上のために
計測すべきデータの明確

概要

気象と土壌の状態に関するセンサが実用化さ

れ農業への適用が進む。

将来

ノウハウ主体）。

 pH、ECセンサの試作と実験。

海外でワインぶどう畑への実システム稼

働（気象観測と給水等制御が主）。

化

計測技術とデバイスの進展により農業関連
の自然データと生産性との関係が解明される

気象、施肥、給水、成育度間のデータ蓄積。

センサ

土壌の、水分、pH、EC、粒度、リン、窒素、カ

リ等センサが実用化され農業に用いられる
センサ

温度、雨量、照度等の気象環境センサ

はまだ大型で高価。

 pH、ECセンサが半導体プロセスで試

の自然データと生産性との関係が解明される

データの蓄積（気象、土壌、その他環境、
収穫物の性格）

化学量や粒度のようなデータ計測のため
の高集積回路が開発

リ等センサが実用化され農業に用いられる。

温度、湿度、圧力、照度、雨量、風力センサ

等の利用が一般化。

それらセンサデータと植物、動物の態様が

徐々に明らかとなる pH、ECセンサが半導体プロセスで試

作されている。

土壌粒度、土壌組成等はディスクリート

レベル。

センサネットワークの実農
場への適用・活用

の高集積回路が開発 徐々に明らかとなる。

気象データと植物、動物（細菌等）の因果関

係が次第に明らかとなる。

デバイス・ネットワーク

デバイス・ネットワーク

海外で、ネットワーク(ZigBee等適用)化
が進展。

わが国では 中継装置の仕様とセンサ電

厳しい周囲環境に対応したセンサの開発

 ロバストなセンサネットワーク仕様の確立

自律分散型センサ管理技術の研究開発

電力供給課題解決

ネットワーク化が進み普及、ただし用途次第

でバッチ式センシングシステムも普及。

省電力型、自己発電型、使い捨て型のチッ

プが市場化。
わが国では、中継装置の仕様とセンサ電

源供給に課題、ネットワーク化は給水管理

程度。

センサデバイスは研究開発途上。

電力供給課題解決
自律分散型デバイスの管理技術が進展、標

準化。

MEMSデバイスの消費電力小、自己給電、

信頼性向上等。

（注）

pH:potential Hydrogen、水素イオン濃度指数、酸
性アルカリ性の度合いを示す

EC:Electric Conductivity、電気伝導度又は導電率
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生活習慣病対策進

24Hモニタによる
医療レベル向上

応用事例Ⅳ（人間の健康に資するセンシング技術）技術マップ
～10年後の人間健康センシング・システムの姿～

予防型医療の進展

生活習慣病対策進
展

センシングデータ
で病の因果関係示

のモニタリング① ネットワーク型センサデバイスにより24時間型のモニタリング
が進展、② 対応する遠隔医療への抵抗減、予防型医療が緒につく、
③ 未解明の病気等の因果関係が次第に明らかに

トレンド

で病の因果関係示

概要

いくつかの器具について通信機能付モ

デルが製品化 しかし普及はこれから

現状

ンサネットワークが進展
予防医療の進展とそのためセ
ンサネットワークが進展

概要

通信付センサが普及し、24Hデータ収集が普

及→医療高度化、通院頻度減。

将来

デルが製品化、しかし普及はこれから。

 Bluetooth、Zigbee、小電力などがロー

カルに利用、広域はインターネットが主。

センシング・制御
安定信頼性あるセンシング技

予防型医療の進展により総医療費の節約
が進む

そのためのセンサモニタリングが進展

センサデータ活用による病気因果関係把握

高度化と予防医療の進展。

センシング・制御

非侵襲/侵襲 ポ タブ なデバイ （心電計
血圧計や体重計にBluetooth等の通信

機能が付与。

計測機器には情報処理能力がないた

め、PC等を組み入れたシステム構築が必

安定信頼性あるセンシング技
術の活用

センシング機器が医療機器として承認

価格や精度による複数レベルの計測デバ

非侵襲/侵襲、ポータブルなデバイス（心電計、

血圧計、血糖値計、脳波計）が普及。医療器具

として承認、精度複数レベルで標準化。

デバイスが小型化（MEMS化）し取り込んだ

機器装置が登場（携帯電話、パソコン等）。
要。

センシングに関する医学的なオーソライ

ズはなされていない。

デバイス ネットワ ク

イスが標準化

 LSI/MEMS化が進む

デバイス、ネットワークの技術
向上とユ ザ 利便性の向上

機器装置が登場（携帯電話、パソコン等）。

センシングデータと病理との因果関係抽出

が進む。

デバイス・ネットワーク
デバイス・ネットワーク

非侵襲、ポータブルなデバイスとしては

心電計程度（但し非オーソライズ）、他は

既存製品に通信機能を織り込んだレベル。

 ロ カルネットワ ク仕様にはまだ不安

医療用アンプ、A/D変換部の高集積化

 ローカルセンサネットワークの安定性、操
作性の向上

向上とユーザー利便性の向上 現在大型の計測装置が小型化、MEMS化。

 ローカルネットワーク仕様が向上（混信防

止、無設定、ユーザーはプラグアンドプレイ式

で操作可）。

ネ ト ク 広域 接続が進 計測 ローカルネットワーク仕様にはまだ不安

定さ大、操作性も低レベル。

計測と広域通信とを（同時に）行うには

プロトコルが確立したとは言い難い。

広域ネットワーク上でのデータ連携技術の
向上

デバイス長寿命化技術、メンテナンスレス
システム開発

ネットワークの広域への接続が進み、計測

操作と一体化（広域データ連携が進展）。

デバイスの消費電力小、自己給電、信頼性

向上、メンテナンスフリー化。
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安全安心 献

よりポータブル

応用事例Ⅴ（MEMSによるモバイルプラットフォーム技術）技術マップ
～10年後のモバイルプラットフォームの姿～

予防型医療への貢献

安全安心への貢献

周辺機器との機
能コンパチ進展

① 複数のモバイル通信方式搭載が進展、② それを実現
するデバイスの高集積化、③ センサ等周辺機能の取り込
み進展

トレンド

能コンパチ進展

概要

 LTEで始めて世界的に方式統一。

端末実装で半導体での高集積化は進ん

現状
回路簡素化を実現する
LSI・MEMS技術進展

概要

各国別の複数RF処理技術が一般化。

計測系デバイスを取り込んだシステムLSI

将来

端末実装で半導体での高集積化は進ん

でいるが、基本はディスクリート回路の置き

換え、回路部品点数は多い、方式毎に基本

的に機種は別。

セ サ

LSI MEMS技術進展

 LSIの高集積化とMEMS取り入れにより
RF回路の簡素化が進展

マルチRF（広域とローカル）回路が実現、
進

計測系デバイスを取り込んだシステムLSI。

種々の回路へMEMS の取り入れ。

センサ

心電計などとの連携が進み予防医療等に用センサ

 GPS（の一部）、電子コンパス、加速度

センサ、歩数計程度が取り入れられてい

る。

医療計測装置 ネ ギ タ機器

進展

アナログ回路にCPUやメモリ等を取り入れ
た高集積回路実装が進展

心電計などとの連携が進み予防医療等に用

いられる。

 プロジェクター、HD/3Dビデオ、位置センサ

等の実装。

家庭等の機器のエネルギー監視機能の実
センサや情報処理機能 取り込医療計測装置、エネルギーモニタ機器

等を中継する装置としての実験が進展。

 （ソフト）ブラウザ等との連携が一部実

装。

家庭等の機器のエネルギ 監視機能の実

装（ローカルネットワーク利用）。

転倒予知、救急医療向け基盤、等としての

利用進展。

デバイス ネ トワ ク

センサや情報処理機能の取り込
みとセンシングデータの予防医
療・省エネ等への活用

デバイス・ネットワーク

一部無線LAN、Bluetooth、ZigBee等
のセンサネットワークデバイスを搭載。

ただし、部品としては個別でそれぞれに

センサのMEMS化による小型化、モバイ
ル機器への実装可能に

センサデータ（アナログ信号）取得と処理機
能のLSI/MEMS化によりモバイル機器への

デバイス・ネットワーク

種々のタイプの無線通信方式対応のデバ

イスが普及。

 ローカル無線もチップ内に取り入れられる。
ただし、部品としては個別でそれぞれに

対応するチップにより実装。

 マルチ方式の実装も個別のチップによる。

 プラットフォームでは日本は海外の後塵。

実装が可能に

 PC等との情報処理機能のコンパチ化が進
展

センサネットワークと広域ネットワーク接続

標準化。

MEMSデバイスの消費電力小、自己給電、

信頼性向上等。
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省 ネ向上

CO2削減

応用事例Ⅵ（自動車・輸送機器センシング技術）技術マップ
～10年後の自動車・輸送機器センサ技術の姿～

削減進展① 内燃機関車 HEVそれぞれで燃費改善とCO2削減進展

快適性との両立

省エネ向上

安全な輸送

、① 内燃機関車、HEVそれぞれで燃費改善とCO2削減進展、
EVの進展、② 高度ITS進展などによる渋滞の減や快適性
向上、③ 鉄道でのセンサ利用進展、④ 安全性の向上

トレンド

概要

内燃機関車については、エンジン燃焼制

御、エアバッグ、ナビ、タイヤ空気圧等多数

センサが搭載

現状

自動車全般に燃費の向上と
安全性の向上が進む

概要

内燃機関車はまだ相当利用されているが、燃

費が圧倒的に向上。 EVも徐々に普及。

将来

センサが搭載。

 HEVが伸長中、EVへの期待高。

鉄道では構造物・土木への応用研究中、

車両に導入（振り子式）。

センシング 制御

内燃機関車、HEV燃費がさらに向上

 HEV、EVが伸長、経験積み重ねにより性
能と安全性の向上

 HEVの普及は大きく進み、燃費も大幅改善。

センシング・制御

 エンジン・モーター系のセンサネットワークが

さらに進展 タイヤ等駆動系を取り込んだセンシセンシング・制御

圧力、流量、酸素やNOx計測、加速度や

角（加）速度、位置等の計測装置やセンサ

が搭載されている。

燃料噴射 エアバッグについてはセンサ

センシングデータの活用によ
る安全性向上

車外物件や障害物検知システムが普及、
管理技術進展

さらに進展、タイヤ等駆動系を取り込んだセンシ

ングと制御機能進化。

MEMSによる高度エンジン室モニタ・制御。

保守系業務へのセンシング機能応用が進展。

高度で安価な安全モニタリングシステム（人燃料噴射、エアバッグについてはセンサ

+制御機能。一部操舵制御機能も。

 トンネル、土堤の位置センシング。

デバイス・ネットワーク

管理技術進展

車内人体センシングによる安全な運転管理
や駐車管理システムの進展

足回りのセンシング・モニタリングを取り入
れた燃費の向上技術

高度で安価な安全モ タリングシステム（人

の自動検知、交差点での障害物検知等）。

車内人のモニタリングによる安全面高度化。

 ITSの高度化（渋滞ゼロ）。

デバイス ネットワ ク耐久性、信頼性の高いセンサデバイス

が中心、MEMS応用は未。

ネットワークは車内有線が主（CAN等）、

外部とは高速料金徴収でDSRC、ナビ関係

でモバイルネットワ ク

れた燃費の向上技術

安価 高信頼性 長寿命 堅牢 メンテナン

ITS進展によるCO2削減と快
適性の向上

デバイス・ネットワーク

堅牢、長寿命なMEMS含む種々のセンサデ

バイスが普及。

無線ネットワーク仕様が標準化され、タイヤｰ

車両間 人 車間 障害物 車間等に適用進むでモバイルネットワーク。

 タイヤ空気圧計測には無線が応用（外付

けが主）。

鉄道では既成のNW（有線）利用が主。

安価、高信頼性、長寿命、堅牢、メンテナン
スレスデバイス普及

自動車、道路、鉄道に適するネットワーク
体系の普及、無線通信の普及

車両間、人ｰ車間、障害物ｰ車間等に適用進む。

 システムの複雑化により大容量の車内ネット

ワーク標準化（自動車、車両）。

ネットワークの広域への接続が進む。
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「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発基本計画（案）」に対するパブリックコメント募集の結果について 

 
平成 22 年 1 月 5 日 

NEDO  

機械システム技術開発部 

 

NEDO POST 3 において標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

みなさまからのご協力を頂き、ありがとうございました。 

 

1. パブリックコメント募集期間 

平成 21 年 12 月 25 日～平成 22 年 1 月 4日 

2. パブリックコメント投稿数＜有効のもの＞ 

計 2件 

3. パブリックコメントの内容とそれに対する考え方 

ご意見の概要 ご意見に対する考え方 基本計画への反映 

 全体について   

 [意見 1]（1 件） 

異分野融合型次世代デバイス製造技術プロジェクトの中での 1 年間

という短期間であり、効果的に 1st ステップでのあるべき姿を描こうと

しているように見え、これも、社会情勢、技術動向を適切に反映させて

いく視点から慎重なアプローチとして良好だと考えます。ただ、短期間

で革新的な成果を出すべく、必要な資源を配置、乃至は有効活用して、

関連機関の総力を挙げて取り組める内容と開発体制を整備していくべ

きかと考えます。その意味で、公的研究機関でのオールジャパンでの集

中的研究と、各機関の設備や知識を効率的に活用した取り組みができる

研究開発体制が不可欠といえます。さらに、そこからえられた知見を踏

まえた高機能集積化チップを開発しきることが最も重要と考え、それに

向けた後継のプロジェクトの準備も必要と考えます。 

 

[考え方と対応] 

ご意見、拝承しました。  

関係機関とも連携しながら研究を推進して参り

ます。 

 

[反映の有無と反映内容] 

特になし 
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 ２． 研究開発の実施期間   

 [意見 2]（1 件） 

これまでの異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト

でのプロセス開発を、出口を見据えて進めることは、低炭素化社会づく

りの加速、早期実用化による産業競争力強化の観点で大変重要であると

考えます。 

計画では平成 22 年度までの目標となっていますが、約 1 年間で達成

できる内容は限られていると思います。短期のみならず中長期でのより

高い目標をもって継続して取り組むことが低炭素化社会づくりのさら

なる加速、そして産業力強化に繋がると考えます。平成 22 年度末での

目標だけでなく、中長期目標も併せて示して取り組んでいただくことを

期待します。 

 

ご意見、拝承しました。  

本プロジェクト終了後、将来にわたり取り組むべ

き課題として念頭におきつつプロジェクトを実施

したいと考えております。  

 

 

 

特になし 

 

以上 
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特許論文リスト 

 

1．特許出願リスト 

 

番号 出願者 出願番号 出願日 名称 発明者 所属

1 みずほ情報総
研

特願 2011-044058 2011/3/1 素子解析システ
ム、素子解析方
法及び素子解析
プログラム

藤原信代
浅海和雄
橋口原

みずほ情報総
みずほ情報総

2 セイコーイン
スツル
産業技術総合
研究所

特願 2011-0542222011/3/11 パーティクルカ
ウンタ

桑名健太
磯崎瑛宏
富松　大
新荻正隆

伊藤寿浩

BEANS研究所
BEANS研究所
BEANS研究所
セイコーインスツ
ル
産業技術総合研究
所

3 セイコーイン
スツル
産業技術総合
研究所

特願 2011-0542232011/3/11 粒子検出器 桑名健太
磯崎瑛宏
富松　大
新荻正隆

伊藤寿浩

BEANS研究所
BEANS研究所
BEANS研究所
セイコーインスツ
ル
産業技術総合研究
所

4 セイコーイン
スツル
産業技術総合
研究所

特願 2011-0542242011/3/11 マイクロ構造の
製造方法、マイ
クロ構造体、受
光素子及び粒子
検出器

桑名健太
磯崎瑛宏
富松　大
新荻正隆

伊藤寿浩

BEANS研究所
BEANS研究所
BEANS研究所
セイコーインスツ
ル
産業技術総合研究
所

5 アルバック 特願 2011-95426 2011/4/21 ドライエッチン
グ法及び装置

森川泰宏
村山貴英

アルバック

 

2．論文・学会発表 

1）M. Honzumi1 at al., “High-Speed Electret Charging Method Using Vacuum UV 

Irradiation”, Power MEMS 2010, pp173-176. 

2）K. Yamashita at al. “Vibration-driven MEMS energy harvester with vertical 

electrets”, Power MEMS 2010, pp165-168. 

3) 植木 真治他、「ゲート・チャネル間電気機械相互作用を考慮した Vibrating-Body 

Field Effect Transistorのモデリング」 

 日本機械学会第2回マイクロ・ナノ工学シンポジム2011、くにびきメッセ（島根） 

4) 阿波嵜 実他、「金属酸化物微粒子の自己整列構造を用いたガスセンサ」 、 

精密工学会 2011年度春季大会学術講演会（東洋大学） 

5) 磯崎瑛宏他、「パーティクルセンサの小型化に関する研究」、 
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精密工学会２０１１年度春季大会学術講演会（東洋大学） 

6) 藤原信代他、「MEMS等価回路ジェネレータによる特性ばらつき解析」、 

平成 23年電気学会全国大会（大阪大学 豊中キャンパス） 

7) 石垣彰一、他、「X 線 CT 装置計測を用いた MEMS リバースエンジニアリング 第 1

報 試作サンプルによる計測実験とデータ解析例」、 

精密工学会 2011年度春季大会学術講演会（東洋大学） 

8) 谷村他、「デバイス製造プロセス改善のための MEMS リバースエンジニアリング」 

       日本非破壊検査協会春季講演大会（ 2011 年 5月 25 日～26日） 

9 ） M. Honzumi1 at al., “High-speed electret charging using vacuum UV 

photoionization”, Appl. Phys. Lett. 98, 052901 (2011) 

10) T. Fujimori at al., “Low Power Analog to Digital Convertor with Digital 

Calibration for Sensor  Network “, SYMPOSIUM on Design, Test, Integration 

& Packaging of MEMS/MOEMS, Aix-en-Provence, France, 11-13 May 2011 

11) M. Abasaki at al., “Large surface area 3D self assembled nano- porous 

structure for  high sensitivity gas-sensing”, Transducers'11 conference, 

June 5-9, 2011, Beijing, China.  

12) A. Isozaki at al., “Photodiode with Micro Texture for Improving Sensitivity 

at Large Angle of Incidence for Particle Sensors”, Transducers'11 conference, 

June 5-9, 2011, Beijing, China. 

13) K. Yamashita at al., “Vibration-driven MEMS Energy Harvester with Vacuum 

UV-Charged Vertical Electrets”, Transducers'11 conference, June 5-9, 2011, 

Beijing, China. 

14)T. Matsushita, et.al., “Piezoelectric energy harvesters of PZT films 

deposited on Ti cantilevers”,  PowerMEMS2011（IEEE) 

15)  A. Shibuya, et.al., “Developmennt  of   a Minituarized NO2 Gas Sensor 

Based on  Nanoparticles WO3 Thin film on Interdigitated Electrodes”, IEEE 

Sensors 2010 
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２．分科会における説明資料 

次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 

 

  

























































































 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料１ 評価の実施方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考資料 1-1 
 

 

 

本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 

 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 

● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 

● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定 

理事長 

評価書報告 

評価報告書（案）作成 

実施者 
プロジェクトの説明 

評価結果公開 

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ 

事務局 

研究評価部 

研究評価委員会 

推進部署 
評価結果の事業等への反映 

ＮＥＤＯ 

評価報告書（案）審議・確定 

理事長 

評価書報告 

評価報告書（案）作成 

実施者 プロジェクトの説明 

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ 

分科会Ａ 分科会Ｃ 

事務局 

評価部 

研究評価委員会 

推進部署 
評価結果の事業等への反映 

国 民 
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１．評価の目的 

 

評価の目的は「技術評価実施規程」において。 

● 業務の高度化等の自己改革を促進する 

● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 

● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 

としている。 

本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 

 

２．評価者 

 

技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 

● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 

● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 

● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 

● 産業界の専門家、有識者 

● ジャーナリスト 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 

これらに基づき、分科会委員名簿にある６名を選任した。 

なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 

 

３．評価対象 

 

平成２１年度に開始された「異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロ

ジェクト／高機能センサネットシステムと低環境負荷型プロセスの開発」プロ

ジェクトを評価対象とした。 
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なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ

ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 

 

４．評価方法 

 

分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 

なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 

 

５．評価項目・評価基準 

 

分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべきものである。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、

研究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-7 頁

参照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 

プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
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評価項目・評価基準 

 
１．事業の位置付け・必要性について 
(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ 「ロボット・新機械イノベーションプログラム」の目標達成のために寄与

しているか。または、補正予算による事業の場合、その目的に合致してい

るか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

 
(2)事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 
(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 
(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
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・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 
(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 

 
(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 
 
３．研究開発成果について 
(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 
(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 



参考資料 1-6 
 

 
(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
 
４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 

・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 

 
(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。
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標準的評価項目・評価基準（事後評価） 

２０１０．３．２６ 

【事後評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 

標準的評価項目・評価基準は、第２５回研究評価委員会（平成２２年３月２

６日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が

標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 

 

ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの事

後評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 

 

(2)事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
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(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化、事業化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化、事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化、事業化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、

かつ妥当なものか。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 
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（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 

 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

 

４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
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(2)事業化までのシナリオ 

・ ＮＥＤＯ後継プロジェクト、ＮＥＤＯ実用化助成、企業内研究等、プロ

ジェクト終了後の事業化までの道筋は明確か。 

・ 市場の規模や成長性、コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事

業化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは立っている

か。 

 

(3)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 

 

＊基礎的・基盤的研究開発の場合 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 
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(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 

（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
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４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 

・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 

 

 

＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 

２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 

・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 

・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 

 

(2)研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい
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るか。 

・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 

・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 

 

(4) 研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 

・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化につなげる知財マネジメントの方針が明確に示され、かつ妥

当なものか。 

 

(5)情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 

・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 

 

 

３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度 

・ 成果は目標値をクリアしているか。（※） 

（※事後評価前倒し実施の場合は、「成果は目標値をクリアする見込みか。」） 

・ 全体としての目標達成はどの程度か。 

・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 

 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は公開性が確保されているか。 
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(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

 

４．実用化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 

・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 

(2)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料２ 評価に係る被評価者意見 
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研究評価委員会（分科会）は、評価結果を確定するにあたり、あらかじめ当

該実施者に対して評価結果を示し、その内容が、事実関係から正確性を欠くな

どの意見がある場合に、補足説明、反論などの意見を求めた。研究評価委員会

（分科会）では、意見があったものに対し、必要に応じて評価結果を修正の上、

最終的な評価結果を確定した。 

評価結果に対する被評価者意見は全て反映された。 



 
 

 
 

本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 

平成２４年３月 

 

 NEDO 評価部 

 部長 竹下  満 

 主幹 三上  強 

 担当 梶田 保之 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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